
 

 

 

 

「経営改革プラン」改訂シート 

（最終版） 

資料２ 



団体名 所管局 ページ 団体名 所管局 ページ

1（公財）東京都人権啓発センター 総務局 1 24（株）東京スタジアム 生活文化スポーツ局 95

2（公財）東京都島しょ振興公社 総務局 5 25 多摩都市モノレール（株） 都市整備局 98

3（公財）東京税務協会 主税局 9 26 東京臨海高速鉄道（株） 都市整備局 102

4（公財）東京都歴史文化財団 生活文化スポーツ局 12 27（株）多摩ニュータウン開発センター 都市整備局 106

5（公財）東京都交響楽団 生活文化スポーツ局 17 28（株）東京国際フォーラム 産業労働局 109

6(一財)東京都つながり創生財団 生活文化スポーツ局 22 29（株）東京臨海ホールディングス 港湾局、産業労働局 113

7（公財）東京都スポーツ文化事業団 生活文化スポーツ局、教育庁 26 30 東京交通サービス（株） 交通局 118

8（一財）東京マラソン財団 生活文化スポーツ局 31 31 東京水道（株） 水道局 121

9（公財）東京都都市づくり公社 都市整備局 35 32 東京都下水道サービス（株） 下水道局 125

10 東京都住宅供給公社 住宅政策本部 40

11（公財）東京都環境公社 環境局 44

12（公財）東京都福祉保健財団 福祉保健局 49

13（公財）東京都医学総合研究所 福祉保健局 53

14（社福）東京都社会福祉事業団 福祉保健局 56

15（公財）東京都中小企業振興公社 産業労働局 60 合　計　団　体　数

16（公財）東京しごと財団 産業労働局 64 　 ３２団体

17（公財）東京都農林水産振興財団 産業労働局 68 公益財団法人　１９団体

18（公財）東京観光財団 産業労働局 73 一般財団法人　　２団体

19（公財）東京動物園協会 建設局 77 社会福祉法人　　１団体

20（公財）東京都公園協会 建設局 82 特別法人　　　　１団体

21（公財）東京都道路整備保全公社 建設局 85 株式会社　　　９団体

22（公財）東京学校支援機構 教育庁 88

23（公財）東京防災救急協会 東京消防庁 92
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度に策定した計画の実効値を高めていくため、計画
策定から評価・見直しまでのマネジメントサイクルを実践す
ることで、確実に事業効果を確保
・前年度の実績を踏まえ、事業内容、進行管理や評価・検証
方法の見直しを実施

第二期中期計画の策定、進行管理や評価・検証の仕組みの確立

②

・育成目標を定めた上で、目標達成に向けた課題等の検討を
進め、新人事制度に即した新人材育成方針を策定
・専門的知識の取得や能力開発を目指した新たな研修体制を
含む職員研修基本計画を策定。次年度に向けて研修実施計画
について検討

新たな人材育成方針に基づく、研修実施計画を策定、本格実施

③

・職員からの提案や意見を聴取する機会を設け、職員への働
きかけを実施
・職員からの提案や意見に対し、生産性の向上や働き方改革
に有効なものから優先して改善

生産性の向上や働き方改革に有効なものから優先して改善

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度に策定した計画の実効値を高めていくため、計画
策定から評価・見直しまでのマネジメントサイクルを実践す
ることで、確実に事業効果を確保
・前年度の実績を踏まえ、事業内容、進行管理や評価・検証
方法の見直しを実施

・引続き、月１回の進行管理会議を実施するとともに、「進行管理表」も作
成し、着実に事業を実施した。
・中期計画等の実効性を担保するとともに、次期計画の検討・策定のため、
新たに「企画PT」を設置した。
・当該年度における取組実績について、理事会、評議員会にて中間報告を実
施した。

・引続き「事業の見える化」を徹底するため、対象事業ごとの進捗状況や実績に応じた自己評価、
改善点などが一覧で把握できる「進行管理表」を作成・共有した。
・より効率的・効果的な事業執行に向け、固有職員を核とした「企画PT」を立ち上げ、次期計画の
企画立案・検討を進めた。
・9月30日時点の進捗状況、事業実績に基づき自己評価を行い、理事会及び評議員会にて取組状況の
中間報告を行った。
・３年後の目標の効率的・効果的な事業執行に向け、引続き進行管理及び事業の検証・見直しを徹
底する。

2021年度に策定した中期計画の達成に向け、引続き、進行管理に当たって、
評価・見直しに至るマネジメントサイクルを実践し、確実に事業効果を確保
中期計画の評価・検証結果を次期中期計画に確実に反映し、メリハリのきい
た事業展開を実現

②

・育成目標を定めた上で、目標達成に向けた課題等の検討を
進め、新人事制度に即した新人材育成方針を策定
・専門的知識の取得や能力開発を目指した新たな研修体制を
含む職員研修基本計画を策定。次年度に向けて研修実施計画
について検討

・新人事制度に即した新人材育成方針の策定に向けた検討を行った。
・併行して、新人材育成方針の検討内容に沿った研修基本計画の検討も行っ
た。
・職員の育成のため、政策連携団体向けの「人材支援事業団の研修プログラ
ム」を活用し、能力の開発・向上を図った。

・限られた人的資源の中で新たな人権課題に確実に対応していくため、専門人財の確保に加え、専
門的業務に従事する職員の技術継承や能力向上を図ることを目的として、新人事制度を導入した。
・新人事制度に伴う新たな人材育成方針の策定に向け、育成課題を洗い出し、育成目標の検討を
行った。併せて、新人材育成方針に基づく新たな研修基本計画も検討した。
・３年後の目標の達成に向け、中核的業務を担う職員の計画的な育成を行う体制を整え、組織執行
体制の強化を図る。

新たな人材育成方針等を踏まえて、研修実施計画を策定し、将来、組織の根
幹となり、中核的業務を担う職員の計画的な育成に向け、コンプライアンス
意識の浸透、専門的知識の取得や能力開発に資する研修を実現

③

・職員からの提案や意見を聴取する機会を設け、職員への働
きかけを実施
・職員からの提案や意見に対し、生産性の向上や働き方改革
に有効なものから優先して改善

・DXの推進やポストコロナを踏まえて、仕事の進め方の改善を図るため、業
務改善等に係る提案を募集した。
・2021年度においては、会計システムのクラウド化等を実施。2022年度は人
権プラザに東京都福祉保健局が提供する「遠隔手話通訳サービス」を導入し
た。

・３年後の目標達成に向け、DXの推進やポストコロナを踏まえ、仕事の進め方の改善を図るため、
業務改善等に係る提案を募集している。2022年度は適時適切な業務改善等を図るため、年度内に実
施可能な提案については、年度末まで随時提出できるようにした。今後、提案内容等を詳細に検討
し、有効なものから実施していく。
・人権プラザ受付に新たに設置したタブレット端末を通じて、来館者が遠隔で手話通訳を受けられ
る「遠隔手話通訳サービス」を導入し、聴覚障害者に対するサービスの向上を図った。

・職員の提案や意見を聴取する機会を生かし、職員への働きかけを強化
・職員の提案や意見に対し、生産性の向上や働き方改革に有効なものから優
先して改善（業務の効率化に資する改善１件以上）

2023年度

・目標①の効率的・効果的な事業執行については、これまで年度計画に基づく進行管理や評価・検証を着実に実践していくことで、確実な事業効果を確保してきたところであるが、財団に求められている使命を果たし、より一層発展するため
に、評価・検証結果を次期中期計画に確実に反映し、メリハリのきいた事業展開を目指すことを明確に示した。
・目標②の人権啓発を担う人材の育成については、2022年度に新人事制度を導入し、それに即した新人材育成方針・研修基本計画の策定に向け検討を進めているところであるが、それらを確実に実践していくため、研修実施計画を策定し、
将来、組織の根幹となり、中核的業務を担う職員の計画的な育成に向けた研修を実現していくことを明確に示した。
・目標③では、業務の効率化、デジタル化に向け、引続き適時適切に業務改善を行っていくため、３年後（2023年度）の到達目標において業務の効率化に資する改善を年１件以上図ることを示すとともに、2023年度における個別取組事項に
もその旨明記した。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・定期的な進行管理会議や「進行管理表」による「事業の見える化」のほか、2022年度には「企画PT」を立ち上
げるなど取組を進めており、2023年度も引続き確実な進行管理による効果的・効率的な事業執行を確保する。
・2022年度の新人事制度の導入に伴い、新人材育成方針・研修基本計画を策定中であり、2023年度はこれらに
基づく研修実施計画を定め、中核的業務を担う職員の育成に向けた研修を実施する。
・2022年度の手話サービス導入に引続き、生産性の向上等に向け業務改善を実施する。

◆東京都人権プラザの指定管理期
間が令和９年度までと長期間であ
ることに加え、「未来の東京」戦
略ビジョンに掲げられた「インク
ルーシブシティ東京」の実現が至
上命題であるなど、施設の機能強
化や事業の拡充に向けた財団の役
割が増大している。

◆次々に顕現化するとともに、複
雑・多様化する人権課題に組織全
体で機動的に対応していくために
は、人権啓発を担う人材の育成、
能力向上を図り、マンパワーとし
て活用するのに併せ、これまで以
上に効率的な業務執行体制を確立
することが喫緊の課題である。

◆中期計画をベースとした年次計
画に基づいて、明確な目標を設定
し、確実に進行管理を行うととも
に、定期的に評価・検証を実施す
る。
◆小規模かつ専門的事業を担う組
織に相応しい人材育成を確立する
ために、所要の予算獲得を目指
す。
◆人材の育成及び現有人材のより
有効な活用を図るため、組織の見
直しを含めた組織体制の強化を行
い、計画的かつ効率的な業務執行
を実現する。
◆積極的に業務改善を進め、DX
推進やポスト・コロナの観点も踏
まえ、生産性の向上や働き方改革
に有効なものから優先的に実施す
る。

【目標①】
中期計画等に基づく進行管理の
徹底による効果的・効率的な事
業執行（事業の必要性を見据
え、再構築、見直しを実施）

【目標②】
新人事制度に基づく有為な人材
の育成及び組織執行体制の強化

【目標③】
DX推進やポスト・コロナを踏ま
えた適時適切な業務改善による
業務の効率化、デジタル化（業
務の効率化に資する改善 年１
件以上）

進行管理手法の検証・
見直し

新たな人材育成方針の
確立

適時適切な業務改善
（毎年度）

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に新たな人権課題に対する取組も必要となり、さらに、現下の新型コロナウイ
ルス感染症により新たな差別事象が発生するなど、人権課題が急激に複雑・多様化し、人権啓発教育の体制の質及び量の強化が必要と
なっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新たな人材育成方針の
確立

適時適切な業務改善
（毎年度）

(公財)東京都人権啓発センター

戦略１ 組織体制の強化
組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略１ 組織体制の強化
組織
運営

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に新たな人権課題に対する取組も必要となり、さらに、現下の新型コロナウイ
ルス感染症により新たな差別事象が発生するなど、人権課題が急激に複雑・多様化し、人権啓発教育の体制の質及び量の強化が必要と
なっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆東京都人権プラザの指定管理期
間が令和９年度までと長期間であ
ることに加え、「未来の東京」戦
略ビジョンに掲げられた「インク
ルーシブシティ東京」の実現が至
上命題であるなど、施設の機能強
化や事業の拡充に向けた財団の役
割が増大している。

◆次々に顕現化するとともに、複
雑・多様化する人権課題に組織全
体で機動的に対応していくために
は、人権啓発を担う人材の育成、
能力向上を図り、マンパワーとし
て活用するのに併せ、これまで以
上に効率的な業務執行体制を確立
することが喫緊の課題である。

◆中期計画をベースとした年次計
画に基づいて、明確な目標を設定
し、確実に進行管理を行うととも
に、定期的に評価・検証を実施す
る。
◆小規模かつ専門的事業を担う組
織に相応しい人材育成を確立する
ために、所要の予算獲得を目指
す。
◆人材の育成及び現有人材のより
有効な活用を図るため、組織の見
直しを含めた組織体制の強化を行
い、計画的かつ効率的な業務執行
を実現する。
◆積極的に業務改善を進め、DX
推進やポスト・コロナの観点も踏
まえ、生産性の向上や働き方改革
に有効なものから優先的に実施す
る。

【目標①】
中期計画等に基づく進行管理の
徹底による効果的・効率的な事
業執行（事業の必要性を見据
え、再構築、見直しを実施）

【目標②】
新人事制度に基づく有為な人材
の育成及び組織執行体制の強化

【目標③】
DX推進やポスト・コロナを踏ま
えた適時適切な業務改善による
業務の効率化、デジタル化

進行管理手法の検証・
見直し

1
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戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などの
ニーズに即応した事業の見直し

研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などのニーズに即応し
た事業の見直し

②

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの
提案など魅力ある事業の実施

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの提案など魅力あ
る事業の実施

③

入会者と退会者が拮抗している状況を踏まえ、会員募集に係
る広報を強化して認知度を高め、確実に賛助会員を確保
センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等
の行事の実施時など、あらゆる機会を捉えたPR活動の実施

センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等の行事の実施時
など、あらゆる機会を捉えたＰＲ活動の実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策
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【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などの
ニーズに即応した事業の見直し

・人権研修講師の出講は、2021年度61団体、出講回数180回、2022年11月
末時点においては、51団体で出講回数は126回であった。
・専門員を活用した専門員派遣研修は、2021年度延べ16団体、2022年11月
末時点では延べ18団体での実施となった。

・人権研修講師出講事業、専門員派遣研修事業ともに、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた
ものの、オンラインや録画による研修といった新たな手法を取り入れることで、2021年度の同時期
に比べ実績増となった。
・研修講師の出講回数は126回で、2021年の同時期に比べ18回（16.7％）の増となった。専門員派
遣研修事業は延べ18団体で2021年の同時期に比べ６団体（50.0％）の増となった。
・３年後の目標の講師出講150団体以上に向け、引続き実施形態を工夫するなど取組を進める。

研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などのニーズに即応し
た事業の見直し
新たな企業支援に向けた取組の検討

②

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの
提案など魅力ある事業の実施

・2021年度に引続き、新規受託の獲得に向け、役職員が区市町村に営業活動
を実施した。
・2020年度に事業を終了し、2022年度に再度受託した港区の受託事業につ
いては、講座を２回実施した。

・役職員が区市町村を訪問し営業活動を行い、新たな受託獲得に努めた。また、営業用ツールとし
て、2022年度に新たに具体的な事業実績などを掲載した「事業案内」を作成した。
・2022年度に新規に受託した港区の区民向け講座は、講演、映画上映・トークと２回実施した。
・３年後の目標の自治体からの受託等事業の拡大（年２団体）に向け、引続き役職員による営業活
動を行うとともに、委託者の要望や最新の人権課題等に即したカリキュラムを提案するなど魅力あ
る講座を実施していく。

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等に対して、新たに「事業案内」を活用することも加味し、セン
ターの事業実績や強みなどを積極的にPRする営業活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの提案など魅力あ
る事業の実施

③

入会者と退会者が拮抗している状況を踏まえ、会員募集に係
る広報を強化して認知度を高め、確実に賛助会員を確保
センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等
の行事の実施時など、あらゆる機会を捉えたPR活動の実施

・情報誌をはじめ、あらゆる機会を捉え、賛助会員のPR活動を実施した。ま
た、2022年度に新たに作成した「事業案内」にも賛助会員制度の案内を掲載
した。
・団体会員と個人会員の合計で、2021年度は1,208千円、2022年11月末の
時点においては1,236千円の収入を確保した。

・2021年度に引続き、賛助会員確保のため、センターが発行している情報誌「TOKYO人権」をはじ
め、講座、学習会等の行事の実施時などの機会を捉え、積極的にPR活動を行った。
・2022年度に新たに作成した「事業案内」に具体的な事業実績とともに賛助会員制度の案内も掲載
し、賛助会員確保に向けたPRツールとして活用できるようにした。
・3年後の目標（1,160千円）を達成していることから、目標値を1,250千円以上とし、引続き賛助
会員確保のための取組を進め、確実に収入を確保する。

センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等の行事の実施時
など、あらゆる機会を捉えたＰＲ活動の実施
ホームページによる申込手続の簡便性をこれまで以上にアピールするととも
に、賛助会員の一層の確保に向け、ホームページ内の誘導線を明示

(公財)東京都人権啓発センター 戦略の性質による区分

戦略２ 自主財源の確保
事業
運営

賛助会員の募集に係る
広報の強化

財団における経常収益の90％以上が都からの補助金並びに指定管理料である一方、新型コロナウイルス感染症や税制改革の影響により、
都の財政環境は一層厳しくなることが予想されることから自主財源の確保が必須となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆財団の自主財源は、自らの専門
性を活かし、試行的あるいは先駆
的な独自事業を実施するための原
資である（現状の財団の自主財源
は、基本財産の運用益、事業収益
並びに賛助会員からの会費）。基
本財産運用益は、近年の金利低下
により、2020年度予算ベースで
24万円であり、賛助会費も個人会
員の高齢化や団体会員の頭打ちに
より、賛助会員数が2018年度は
33団体52名、2019年度は32団体
53名と横ばいである。さらに、
2020年度は研修講師の出講事業
がコロナ禍によるキャンセルで大
幅に減少した。

◆財団の能動的な実施を可能にす
る自主財源が限られる中、新規事
業を立ち上げ、また、収益を大き
く伸長させることは容易ではな
い。そのため、既存研修事業の着
実な実施に加え、自治体が実施す
る研修の新規受託等を拡大すべく
積極的にＰＲ活動を実施する。

【目標①】
研修講師出講事業、派遣研修事
業の積極的な実施（講師出講
150団体以上）

【目標②】
自治体からの受託等事業の拡大
（年２団体）

【目標③】
賛助会員の魅力作りと収入の確
保（1,160千円以上）

研修講師出講事業、派
遣研修事業の回復と積
極的な実施

自治体からの受託等事
業の拡大

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 自主財源の確保
事業
運営

・目標①について、企業活動における人権尊重の取組が重視されていることを受け、2023年度における個別取組事項に新たな企業支援の取組の実施に向け、検討を進めることを明記した。
・目標③について、賛助会員の魅力作りと収入確保については、あらゆる機会を捉え賛助会員のPR活動を展開することはもとより、申込みフォームを設置し、ホームページからでも申込みができるよう改善するなど、その取組を強化してき
た。その結果、現時点で目標金額（1,160千円）を達成済みであることから、３年後の到達目標を上方修正し、確実に会員を確保していく。

2023年度改訂の視点による区分

財団における経常収益の90％以上が都からの補助金並びに指定管理料である一方、新型コロナウイルス感染症や税制改革の影響により、
都の財政環境は一層厳しくなることが予想されることから自主財源の確保が必須となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
研修講師出講事業、派遣研修事
業の積極的な実施（講師出講
150団体以上）

【目標②】
自治体からの受託等事業の拡大
（年２団体）

【目標③】
賛助会員の魅力作りと収入の確
保（1,250千円以上）

研修講師出講事業、派
遣研修事業の回復と積
極的な実施

自治体からの受託等事
業の拡大

賛助会員の募集に係る
広報の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・人権研修講師出講事業は、オンラインなど新たな手法も取り入れ、その実績は復調傾向にある。目標の達成に
向け、2023年度も引続きニーズに即応した事業を提供し、出講団体の増加を図る。
・受託事業の新規獲得のため、2021、2022年に引続き、2023年度においても、役職員による「事業案内」を活
用した営業活動を行う。
・申込フォーム設置等により、2022年度は団体・個人で1,236千円の賛助会費を確保した。引続き賛助会員の確
保に向け、広報方法を工夫しPRしていく。

◆財団の自主財源は、自らの専門
性を活かし、試行的あるいは先駆
的な独自事業を実施するための原
資である（現状の財団の自主財源
は、基本財産の運用益、事業収益
並びに賛助会員からの会費）。基
本財産運用益は、近年の金利低下
により、2020年度予算ベースで
24万円であり、賛助会費も個人会
員の高齢化や団体会員の頭打ちに
より、賛助会員数が2018年度は
33団体52名、2019年度は32団体
53名と横ばいである。さらに、
2020年度は研修講師の出講事業
がコロナ禍によるキャンセルで大
幅に減少した。

◆財団の能動的な実施を可能にす
る自主財源が限られる中、新規事
業を立ち上げ、また、収益を大き
く伸長させることは容易ではな
い。そのため、既存研修事業の着
実な実施に加え、自治体が実施す
る研修の新規受託等を拡大すべく
積極的にＰＲ活動を実施する。
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【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
アウトリーチプログラムの開発
成果の検証、次年度に向けた活用の検討
現場ニーズの反映

アウトリーチ活動に活用可能な展示の充実・強化

①
体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数17回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数18回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

②
当事者等との体験交流型イベント（６回）
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討・実施
イベントにおける民間等との連携

新たなテーマによる特別展示の制作、展開
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討・充実
前年度までの特別展示の成果の活用策、常設展示化の検討

③
都民講座のオンライン化に伴い、従前のチラシ配布に加え、
HPやSNS等のWebを活用した広報を展開し、会場参加者とラ
イブ配信視聴者を確保

都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者の確保

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
アウトリーチプログラムの開発
成果の検証、次年度に向けた活用の検討
現場ニーズの反映

・2021年度に引続き、アウトリーチ活動に活用可能な展示内容を検討・実施し
た。
・2021年度に引続き、オンラインコンテンツをアーカイブとして公開した。
・2021年度に引続き、プラザのコンテンツの活用について都庁関係局等と連携
した。
・出張展示の効果的な運用に向け、展示先の意見や要望を聴取した。

・アウトリーチ活動強化のため、展示終了後に「出張展示プログラム」として活用できる形式でコンテ
ンツを制作し、出展した。
・展示にかかるオンラインコンテンツ（動画）をアーカイブとして公開した。
・都庁からの依頼を受け、2021年度に引続き出張展示を実施した。
・現場の意見や要望を踏まえ、ニーズに即した展示コンテンツのキット化に向け、検討した。
・３年後の目標達成に向け、引続き、現場の意見を取り入れながら、アウトリーチ活動に活用可能な展
示の充実・強化を図る。

アウトリーチ活動に活用可能となるオンラインコンテンツの拡充に向け、展示
内容を強化
出張展示キットの効果的な運用の検討

①
体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数17回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

・体験学習会は、2021年度29回、2022年11月末時点で23回実施した。
・出張展示は、2021年度18回（うち新規の出張展示11回）、2022年11月時点
で８回実施した（うち新規の出張展示１回）。

・補助犬学習会、LGBT学習会など、小中学校等からの要望に合わせオーダーメイドで体験学習会を実
施した。また、2022年度からいじめ等に焦点を当てた２つの新規プログラムを導入した。
・パネル展示のほか、企画展の動画や展示した人権に関する本、発明したアクティビティを活用した出
張展示を実施した。
・体験学習会は新規プログラム７回を含む23回の実施、出張展示は、コロナ禍の影響もあり、新たな
場所での展示１回を含む８回の実施に留まった。
・３年後の目標達成に向け、引続き取組を進める。

体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数18回（うち新規の場所での出張展示１回）
体験学習会や出張展示方式を一層活用し、学校などにおける外部研修への参加
機会を拡充

②
当事者等との体験交流型イベント（６回）
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討・実施
イベントにおける民間等との連携

・開発した６つのアクティビティの完成発表会を実施した。
・完成発表会の動画を配信するとともに、ホームページに報告レポートを掲載
し、広く普及啓発を行った。
・新たな民間事業者と協働した発明プロジェクト第３弾を開始し、特設サイト
を立ち上げた。併せて、展示とWebを連動させた企画を展開した。

・体験・交流型の事業として、当事者（障害者）を起点（発想の源）とする「発明プロジェクト」を展
開し、プロジェクト２の成果を完成発表会で発表した。イベントの様子は録画配信や報告レポートを通
じ公開し、当事者が抱える課題への理解促進を促した。
・新たな民間事業者と協働して障害者の「働く」をテーマにプロジェクト３を始め、展示した写真から
特設サイトのインタビュー記事にアクセスできる展示とWebの連動企画を展開した。
・３年後の目標達成に向け、引続き特別展示等を活用した事業を展開する。

若年層を対象にした新たな参加・体験・交流型事業及び展示等の展開
動画配信や特設サイトの設置など、より効果的なオンラインコンテンツの検
討・充実
前年度までの特別展示の成果の展開及び常設展示化の検討

③
都民講座のオンライン化に伴い、従前のチラシ配布に加え、
HPやSNS等のWebを活用した広報を展開し、会場参加者とラ
イブ配信視聴者を確保

・ボランティア等に関する情報を提供するサイトを活用し、広く広報した。
・都民講座は、2022年11月時点で４回実施し、会場112人、オンライン303人
の参加があった。全４回の平均参加率は会場70.0％、オンライン70.5％であ
る。
・2021年度は、オンラインで６回実施し、1,145人が参加した。

・都民講座は、デジタルデバイドに配慮し、全て対面とオンライン併用のハイブリッド方式で実施し
た。参加者は、定員140名に対し、第1回97名、2回154名、第3回45名、第4回119名である。環境と
人権といった新たな側面から人権を捉えた第２回、東京都パートナーシップ宣誓制度創設を受け、
LGBTの当事者を講師とした第4回は、それぞれ時勢にあった内容であったことから100人を超える参
加者を得た。
・３年後の目標達成に向け、引続き、開催形態やテーマ等に工夫を凝らし、受講者を確保する。

従前のチラシ配布に加え、HPやSNS等のWebを活用した広報を展開するほか、
必要に応じてハイブリッド方式も取り入れ、会場参加者とライブ配信視聴者を
確保（年800人目途）

・アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の割合
は、2021年度85.3％、2022年11月末時点においては82.1％であった。

・東京都パートナーシップ宣誓制度が創設されるなど社会的な関心や問題意識が広まっているLGBT、
最近注目のeスポーツを取り上げた講座は、「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の
割合が90％を超え、高評価を得た。
・アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の割合は全４回の平均で
82.1％と高率であった。
・３年後の目標（80％）を達成していることから、目標値を85％とし、社会的なニーズに応えたテー
マ設定などにより講座の質の一層の向上を図る。

(公財)東京都人権啓発センター 戦略の性質による区分

戦略３ 啓発機会の拡大と実施事業の質の強化
事業
運営

「特別展示」等を活用し
た新たな事業の展開

戦略の性質による区分

戦略３ 啓発機会の拡大と実施事業の質の強化
事業
運営

・目標②の「特別展示」等を活用した新たな事業として、2020年度から「発明プロジェクト」を展開し、開発された「ウェルカムトイレ」等の展示・見学、アクティビティの体験などを通じて、当事者が抱える課題への理解促進の機会を提供して
きた。2022年度で当該プログラムが終了することから、柔軟な事業構築が可能となるよう３年後（2023年度）の到達目標における年６回の実施を撤回するとともに、2023年度の個別取組事項において「インクルーシブ」な社会に導く・支える
「人」の育成を目指し、若年層を対象にした新たな参加・体験・交流型事業及び展示等を展開することを明確に示した。
・目標③の都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者獲得について、2022年度に引続き、2023年度における受講者確保に向けた具体的な取組を明確に示した。
・加えて、都民講座は、社会的な関心が高いテーマを取り上げた講座を実施し、現時点において「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の割合が目標（80％）を上回ったことから、３年後（2023年度）の到達目標及び2023年度の
個別取組事項を上方修正するとともに、講座の質の向上を実現することを明確に示した。

【目標①】学校や企業など現場の
ニーズを反映した事業の見直し
（体験学習会25回、出張展示18
回）

【目標②】特別展示等を活用した
新たな事業の展開

【目標③】都民講座の会場参加者
とライブ配信視聴者獲得。「人権
について考えるきっかけになっ
た」と評する受講者の割合
（85％）

アウトリーチ活動に活用
可能な展示の充実・強化

都民講座のオンライン配
信の推進

新型コロナウイルス感染症による新たな差別事象の発生やSNSによる誹謗中傷などを背景に、様々な人権課題に対する都民の関心が高まっ
てきていることに加え、東京都では「未来の東京」戦略ビジョンで「インクルーシブシティ東京」の実現を掲げており、人権啓発・教育の
推進が至上命題となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

社会的なニーズへの対応とともに、講座の質の向上を実現する。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の割合
80％

◆従前の人権課題全般にわたる啓
発事業を充実拡大することなくし
て、人権を取り巻く環境の変化に
的確に対応していくことはできな
い。
 とりわけ、東京都が「未来の東
京」戦略ビジョンに掲げる多様な
人がともに支え合う「インクルー
シブシティ東京」の実現には、都
の人権啓発の拠点である人権プラ
ザの機能強化が必須である。その
ためには、「専門性、現場性及び
機動性」という強みを発揮して、
人権啓発・教育をより効果的に実
施するとともに、都庁各局や民間
と連携して事業内容の更なるレベ
ルアップを図ることが必要であ
る。

◆学校や企業に対する啓発活動を
一層推進するため、展示アウト
リーチ活動を強化する。アウト
リーチ活動に活用可能な展示品の
充実を図るとともに、ICT技術等
を活用したオンライン展示（企画
展のオンラインツアー等）につい
ても実施する。併せて、体験学習
会も拡充する。

◆民間の知恵を活用し、広く当事
者を起点とした特別展示を展開す
るとともに、当事者等との体験交
流型イベントを開催し、新たな成
果物を産み出し、その活用を図っ
ていく。

◆ポスト・コロナ時代を見据えDX
を推進し、都民講座におけるQOS
の向上を図り、その普及啓発効果
の維持・向上を図る。

【目標①】学校や企業など現場の
ニーズを反映した事業の見直し
（体験学習会25回、出張展示18
回）

【目標②】特別展示等を活用した
新たな事業の展開（年６回）

【目標③】都民講座の会場参加者
とライブ配信視聴者獲得。「人権
について考えるきっかけになっ
た」と評する受講者の割合
（80％）

アウトリーチ活動に活用
可能な展示の充実・強化

出張展示・体験学習会の
充実・強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
「人権について考える
きっかけになった」受講
者の割合向上

③

社会的なニーズへの対応とともに、常に講座の質の向上を図
る。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答
した者の割合80％

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症による新たな差別事象の発生やSNSによる誹謗中傷などを背景に、様々な人権課題に対する都民の関心が高まっ
てきていることに加え、東京都では「未来の東京」戦略ビジョンで「インクルーシブシティ東京」の実現を掲げており、人権啓発・教育の
推進が至上命題となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

出張展示・体験学習会の
充実・強化

「特別展示」等を活用し
た新たな事業の展開

都民講座のオンライン配
信の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

「人権について考える
きっかけになった」受講
者の割合向上

③

社会的なニーズへの対応とともに、常に講座の質の向上を図
る。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答
した者の割合80％

社会情勢の変化への対応とともに、社会的な関心の高いテーマを取り上げるな
ど、講座の質の向上を実現
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回答した者の割合
85％

・体験学習会での新プログラム導入や2021年度には巡回展示も実施した。2023年度もニーズを反映した事業を実施
し、着実に体験学習会等を実施する。
・アクティビティの開発などを行った「発明プロジェクト」の終了を受け、2023年度は新たな事業及び展示等を展
開する。
・2022年度の都民講座は全て対面とオンラインで実施し、100人以上の参加があった回もあった。「人権について
考えるきっかけとなった」の回答率は目標を上回る82.1％であり、2023年度も引続き講座の質の向上を図る。

◆従前の人権課題全般にわたる啓
発事業を充実拡大することなくし
て、人権を取り巻く環境の変化に
的確に対応していくことはできな
い。
 とりわけ、東京都が「未来の東
京」戦略ビジョンに掲げる多様な
人がともに支え合う「インクルー
シブシティ東京」の実現には、都
の人権啓発の拠点である人権プラ
ザの機能強化が必須である。その
ためには、「専門性、現場性及び
機動性」という強みを発揮して、
人権啓発・教育をより効果的に実
施するとともに、都庁各局や民間
と連携して事業内容の更なるレベ
ルアップを図ることが必要であ
る。

◆学校や企業に対する啓発活動を
一層推進するため、展示アウト
リーチ活動を強化する。アウト
リーチ活動に活用可能な展示品の
充実を図るとともに、ICT技術等
を活用したオンライン展示（企画
展のオンラインツアー等）につい
ても実施する。併せて、体験学習
会も拡充する。

◆民間の知恵を活用し、広く当事
者を起点とした特別展示を展開す
るとともに、当事者等との体験交
流型イベントを開催し、新たな成
果物を産み出し、その活用を図っ
ていく。

◆ポスト・コロナ時代を見据えDX
を推進し、都民講座におけるQOS
の向上を図り、その普及啓発効果
の維持・向上を図る。
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動
の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

②
イベントや講座実施等の機会を捉え都内学校に対しプラザ事
業のPRを行うほか、教育庁・区市町村教育委員会等への働き
かけを実施

社会科見学受入れ増の取組の実施

②
プラザのイベントや講座の動画配信を推進
出張展示等における動画活用の検討・実施

イベント等の動画配信によるPR活動の強化

③
リニューアル後のホームページを有効活用するための運用
ルールを定め、より効率的かつ効果的な情報発信を実現

プラザホームページの充実強化

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動
の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

・2021年度に引続き「人権施策推進都市町村連絡会全体会」などの会議の場
を活用したPR活動を実施した。
・新規受託の獲得に向け、2021年度に引続き、役職員が市町村に対し営業活
動を実施した。
・2020年度に終了した港区からの受託について、2022年度に再度受託した。

・「人権施策推進都市町村連絡会全体会」などの会議の場で、資料配布による情報提供を行い、プ
ラザ事業のPRを行った。
・役職員が区市町村を訪問し営業活動を行い、新たな受託獲得に努めた。
・区市町村に対し、センターの事業内容を分かりやすく伝え、効果的にアピールするための営業
ツールとして、新たにセンターの事業概要と具体的な実績を紹介する冊子「事業案内」を作成し
た。
・引続き、資料配布や営業活動を行うとともに、営業用に「事業案内」を作成するなど、３年後の
目標達成に向け、取組を進めた。

「人権施策推進都区連絡会全体会」などの会議の場等を活用したPR活動の展
開や自治体への役職員の訪問による営業活動の実施（年10回）

②
イベントや講座実施等の機会を捉え都内学校に対しプラザ事
業のPRを行うほか、教育庁・区市町村教育委員会等への働き
かけを実施

・都内学校の社会科見学の受入れは、2021年度３件（修学旅行はなし）、
2022年11月末時点で４件（修学旅行は５件）である。
・展示室の入場者数は、2021年度1,298名、2022年11月末時点で3,222名で
ある（2021年度同期比227.8%増）。

・港区の教育委員会を通じて、近隣の小学生をパラリンピックムラールお披露目イベントに招待
し、アクティビティ体験を行うなど、プラザのPRを図った。学校へのPRツールとして活用できるよ
うイベント動画にその風景を取り入れた。
・新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち着き、2021年度に比べ、社会科見学や修学旅行の受
入れが増えた。展示室の入場者数は2021年度から倍増した。
・３年後の目標の100校受入れに向け、教育庁・区市町村教育委員会等に対し、積極的に働きかけを
行っていく。

イベントや講座実施等の機会を捉え都内学校に対しプラザ事業のPRを行うほ
か、イベント動画などを活用し、教育庁・区市町村教育委員会等への働きか
けを実施

②
プラザのイベントや講座の動画配信を推進
出張展示等における動画活用の検討・実施

・2021年度に引続き、プラザのイベントや講座の動画配信を100％実施し
た。併せて、講師の許諾を得た動画についてはアーカイブ化を行った。
・発明プロジェクトでは、特設サイトと展示とが連動した取組を展開した。
・出張展示において、企画展のオンラインコンテンツ（動画）の活用を図っ
た。

・３年後の目標達成に向け、講座等の動画配信を積極的に行うとともに動画を無期限で公開する
アーカイブ化を図り、Webを活用したPR活動を進めた。
・発明プロジェクトの展示企画「写真展」の写真のQRコードから特設サイトのインタビュー記事に
アクセスできる「Webと展示が連動した取組」やパラリンピックムラール解説動画の公開など、
Webの利活用が来館者の増加に繋がるよう取り組んだ。
・出張展示では、企画展「みんなのスポーツ」の動画を公開するなど、オンラインコンテンツの活
用を図った。

プラザのイベントや講座の動画配信を推進するとともに、それらの動画配信
を活用したPR活動の強化
出張展示等における動画活用の実施

③
リニューアル後のホームページを有効活用するための運用
ルールを定め、より効率的かつ効果的な情報発信を実現

・2021年度にリニューアルしたホームページは、閲覧者目線を最優先に考え
運用している。2022年度には、東京都の支援によりアクセス解析ツールを導
入した。
・新たにパラリンピックムラールのページを公開するなど情報を充実化する
とともに、閲覧者にとって見やすいサイトとすべく適時適切にコンテンツを
整理した。

・閲覧者が使いやすく親しみやすいホームページであり続けるため、常に閲覧者目線を意識し、情
報の更新・ページの作成を行った。また、より見やすいサイトとするため、適時適切にコンテンツ
を整理・改善した。11月に、東京都からアクセス解析に係る改善提案報告書が送付されたため、今
後、改善に取り組む。
・ホームページを活用した効果的な情報発信を可能とするため、更新のタイミングでTwitterでも情
報発信した。
・３年後の目標達成に向け、引続きホームページを活用した効果的な情報発信に取り組む。

アクセス解析ツールの分析データを活用した効率的かつ効果的な情報配信の
実現
プラザホームページ掲載情報の充実（中国版ページの設置）

(公財)東京都人権啓発センター 戦略の性質による区分

戦略４ 東京都人権プラザのＰＲ強化
事業
運営

Webを活用したPR活動

人権プラザHPの充実強
化

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、DXに関する関心が一気に高まるとともに、日々デジタルツール技法が進展している。こ
うした点を意識し、今後は様々なWebサービスを活用した多角的な情報発信を強化していくことが肝要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

当事者を起点とした事業の実施
都庁各局や関係団体等との連携や事業成果の発信など情報発信の強化

◆コロナ禍を誘因として社会全体
でデジタル化が進展している。こ
れをレバレッジとして、機動性が
あるHPをはじめ、様々なWeb
サービスを活用し、多角的にプラ
ザのPR強化を図ることが重要であ
る。

◆自治体や企業等に、これまで多
様な啓発活動を展開することで財
団が培った知識・ノウハウを活用
した具体的な連携事業を提案する
とともに、プラザの事業内容の理
解の深化を図る。

◆現在の人権プラザのHPは機動
性を欠き、情報を周知する機能が
悪く、新規性を欠き、発信力がな
いため、早急に見直す必要があ
る。

◆区市町村連絡会議での広報に加
え、役職員の個別訪問などによ
り、自治体が実施する人権研修の
受託に向けて積極的にPR活動を実
施
◆教員や自治体職員、修学旅行生
等の積極的な受入を行うととも
に、展示物や展示室を活用した事
業をWeb上で発信することによ
り、PRを強化
◆情報発信力の強化のため、人権
プラザHPの内容の充実を図り、
訴求力を向上することが必要であ
るため、見直しを実施
◆都民の身近な人権啓発施設とし
て、当事者の声を遍く拾うととも
に、広く発信するために都庁各局
や関係団体と連携してネットワー
クを構築

【目標①】自治体の人権研修受
託拡大に向けた区市町村等への
積極的なPR活動（年10回以上）

【目標②】都内学校の社会科見
学受入れ増やWebを活用したPR
活動（社会科見学100校）

【目標③】プラザHPを活用した
効果的な情報発信

【目標④】当事者に由来する情
報の発信によるプラザの認知度
向上

区市町村等へのPR活動
の実施

社会科見学受入れ増の
取組の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
当事者の声を広く収集
し、効果的に情報発信
する方法の検討・実施

④
当事者の声を反映した情報発信
都庁各局や関係団体等と連携して、より効果的な情報発信を
実施

戦略の性質による区分

戦略４ 東京都人権プラザのＰＲ強化
事業
運営

・目標②の社会科見学受入れ増による人権プラザのPR強化については、2022年度に引続き、2023年度における具体的な取組を明確に示した。
・また、目標②のWebを活用した人権プラザのPR強化として、これまでイベントや講座の動画配信やアーカイブ化を進めてきたが、Webによる一層のPR活動の促進に向け、2022年度に引続き、2023年度におけるPR活動の具体的な内容を明
確に示した。
・目標③のプラザHPを活用した効果的な情報発信については、2021年度にホームページのリニューアルを行うとともに、2022年度には東京都の支援によりアクセス解析ツールを導入するなど、その改善を図ってきた。今後、より一層ホー
ムページを充実強化していくため、2023年度においてアクセス分析データを活用し、効率的かつ効果的な情報配信を実現することを明確に示した。また、多言語対応として新たに中国語版ページを設置することを明記した。
・目標④の当事者に由来する情報発信のよるプラザの認知度向上について、2023年度において、当事者を起点とした発明品や発明プロジェクトの成果物を活用した人権学習会等、当事者を講師とした体験学習会などを年20回以上実施するこ
とで、認知度向上を図ることを明記した。

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、DXに関する関心が一気に高まるとともに、日々デジタルツール技法が進展している。こ
うした点を意識し、今後は様々なWebサービスを活用した多角的な情報発信を強化していくことが肝要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

・人権研修受託拡大に向け、2023年度も引続き、「事業案内」を作成・活用し、区市町村への営業活動を行う。
・2022年度に制作した動画を、2023年度も引続き、社会科見学の受入れ増のPRツールとして活用する。
・より効果的な情報発信のため、ホームページの運用に際し、2023年度も引続き閲覧者目線を意識してページの
作成・コンテンツの改善を図る。
・2022年度に障害のある子供たちを起点に開発したアクティビティの体験を通じ、引続き、当事者理解を促す機
会を提供する。

◆コロナ禍を誘因として社会全体
でデジタル化が進展している。こ
れをレバレッジとして、機動性が
あるHPをはじめ、様々なWeb
サービスを活用し、多角的にプラ
ザのPR強化を図ることが重要であ
る。

◆自治体や企業等に、これまで多
様な啓発活動を展開することで財
団が培った知識・ノウハウを活用
した具体的な連携事業を提案する
とともに、プラザの事業内容の理
解の深化を図る。

◆現在の人権プラザのHPは機動
性を欠き、情報を周知する機能が
悪く、新規性を欠き、発信力がな
いため、早急に見直す必要があ
る。

◆区市町村連絡会議での広報に加
え、役職員の個別訪問などによ
り、自治体が実施する人権研修の
受託に向けて積極的にPR活動を実
施
◆教員や自治体職員、修学旅行生
等の積極的な受入を行うととも
に、展示物や展示室を活用した事
業をWeb上で発信することによ
り、PRを強化
◆情報発信力の強化のため、人権
プラザHPの内容の充実を図り、
訴求力を向上することが必要であ
るため、見直しを実施
◆都民の身近な人権啓発施設とし
て、当事者の声を遍く拾うととも
に、広く発信するために都庁各局
や関係団体と連携してネットワー
クを構築

【目標①】自治体の人権研修受
託拡大に向けた区市町村等への
積極的なPR活動（年10回以上）

【目標②】都内学校の社会科見
学受入れ増やWebを活用したPR
活動（社会科見学100校）

【目標③】プラザHPを活用した
効果的な情報発信

【目標④】当事者に由来する情
報の発信によるプラザの認知度
向上

区市町村等へのPR活動
の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

人権プラザHPの充実強
化

社会科見学受入れ増の
取組の実施

Webを活用したPR活動

・2021年度から引続き「発明プロジェクト」を展開し、障害のある子供たち
を起点に６つの新たなアクティビティを開発するとともに、プラザでのイベ
ントや出張展示などで体験できる機会を提供した。また、障害当事者のイン
タビュー記事をWebサイトにて公開した。

・2020年度からの障害当事者を起点とする発明に主眼を置いた「発明プロジェクト」で発明された
アクティビティの体験や「ウェルカムトイレ」の見学、いきいきと働く障害者のインタビュー記事
などを通じて、当事者やその課題などの理解を促す仕掛けをつくった。今後、プロジェクトを通じ
て収集した当事者の声について都庁関係局などに情報提供を行い、ネットワークの足がかりを形成
する。
・３年後の目標達成に向け、事業を通じて当事者の声を発信し、プラザの認知度向上を図ってい
く。

当事者の声を広く収集
し、効果的に情報発信
する方法の検討・実施

④
当事者の声を反映した情報発信
都庁各局や関係団体等と連携して、より効果的な情報発信を
実施

新たな当事者を起点とした事業の実施
都庁各局や関係団体等との連携や事業成果の発信など情報発信の強化
障害当事者を起点とした発明品や発明プロジェクトの成果物を活用した人権
学習会等や当事者を講師とする体験学習会の継続実施（年20回以上）

4



様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

 ４つの事業展開の柱（１　特産品　２関係人口創出　３ヘ
リ運航支援　４組織力向上）に基づき事業を推進し、自律
改革を推進する。取り組んだ内容をシートに記載すること
で可視化し、理事・監事・評議員に定期的に報告する。

●出退勤管理と文書管理ソフトのトライアル利用を行い、
2023年度中の当該ソフトの導入方針を固めた。
●令和４年度上半期の取組を、令和４年11月29日に開催し
た第2回理事会・評議員会において、理事・監事・評議員
に報告し、取組の方針が承認された。

●少数職場である公社の組織力向上に向け、デジタルサービス局のサポートのも
と、公社事務処理のデジタル化を検討し、効率的な執行体制整備に着手したため。
●2022年度から3年間の計画や取組実績を一覧化した取組シートを活用することに
より、事業のあり方の見直しなどの進捗状況を理事・監事・評議員や町村等の関係
者に対してわかりやすく説明し、理解を得ることができたため。

 ４つの事業展開の柱（１　特産品　２関係人口創出　３ヘ
リ運航支援　４組織力向上）に基づき、前年度の検証を踏
まえ、事業を実施するとともに、更なる自律改革を推進す
る。効率的な執行体制の整備に必要な検証を実施する。

①
　2023年度の事業計画・予算策定に先立ち、実績を考慮し
た後年度収支予測を実施し、長期的スパンで財政状況を分
析する。

●2021年度に中小企業等振興補助及びデザインプロジェク
トの2事業を廃止したことを踏まえ、2023年度、2024年
度について財政分析を行った結果、債権利率の低迷を受
け、各年度の減収予測が平均２０万円減少することが明ら
かになった。

●現在、国債等の金利や利回りが低いまま推移する中で、2023年度、2024年度に
おいて償還を迎える債権と新規購入する債権との金利差の分析等、財産収入への影
響を分析したため。
●今後実施する事業の見直し等を反映することで、2023年度末までにはより精緻な
分析を行う。

　これまでの収支予測を活かし長期スパンで財政状況を分
析することで、2024年度以降の団体の収支改善につなげて
いく。

① 　決定した方針に基づき、事業スキームを策定し、事業の
移管、統廃合を実施する。

●2021年度の方針に則り、地域振興に係る補助事業の検討
を行い、「多様な支払方法を認める」など６項目を見直し
の対象に選定し、2023年に充実強化を図ることとした。

地域振興に係る補助事業の充実強化のため以下の取組を行ったため。
●アンケートを実施することにより、事業者や町村の要望を把握
●現場訪問を行い、開発商品の需要があることや事業者の今後の事業展開を確認
●他団体同種事業の優れた仕組の反映

　2022年度に実施したアンケートにより把握した事業者や
町村の要望を踏まえ、見直し後の事業について効果検証を
実施し、更なる見直しの必要があれば速やかに仕組みに反
映する。

　

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

●中小企業等振興補助及びデザインプロジェクトを廃止したことを踏まえ、2022年度を含めた３年間の財産収入を予測し、財政状況を
分析した結果、限られた財源で引き続き公社運営を行うとともに執行体制を強化し更なる効率的な運営を行う必要が明確となった。
●充実強化を図る方針とした地域振興補助について、事業者や町村のニーズの把握や他団体同種事業の調査を実施した。今後は東京諸島
の実情に即した事業とするため、地域の意見を聞きながら事業を再構築する必要がある。
●これらの取組により、公社の役割を果たし島しょ振興を一層推進していく。

◆公社は、都及び島しょ町村からの派遣
職員によってのみ構成されているため、
人事異動による職員交代のスパンが短
く、プロパー職員を抱える他団体と比較
し執行体制が脆弱である。
◆また、出捐金・貸付金の運用益につい
ては、長引く低金利により、利回りの上
昇が見込めず、予算の確保が厳しい状況
が続いている。
◆一方、新型コロナウイルス感染症の影
響により島への観光客は減少しているた
め、公社はより一層、島しょ地域の産
業・観光振興を推進し、特産品生産者、
観光事業者等を支援することが求められ
る。

◆限られた人員及び予算を最大限有効活
用し成果を生み出すため、一定の役割を
終えた事業については、見直しを検討す
るなど、事業の選択及び集中を進める。

【目標①】長期的なスパンで財政状況
を分析し、都・他団体との重複事業を
中心に事業のあり方を見直し、移管、
統廃合を実施する。真に必要な施策を
展開することで、交通アクセス・産業
分野の事業の担い手として島しょ振興
を一層推進していく。

事業の効果検証の可視化

後年度収支予測の実施

事業の移管、統廃合

2023年度改訂の視点による区分

　人員を都・島しょ町村からの派遣職員、予算を出捐金・貸付金の運用益で賄う公社の執行体制は脆弱である。今後も、必要な事業を安定的に継続し、サービス
の質を維持・向上させていくためには、限られた人員及び予算を最大限有効活用することが必要となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

(公財)東京都島しょ振興公社 戦略の性質による区分

戦略１ 自律改革の推進
組織
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

　物販を強みとする事業者と連携して島の生産者・加工業
者を掘り起こすとともに、助言等を通じて積極的にコミュ
ニケーションを図り、地域における取組を支援していく。
商品を引き立たせる陳列を行うなど、魅力ある店舗づくり
を実施する。
　良質な特産品を見極めながら取り扱い商品数2020年度比
+50%を目標とする。

●お客様アンケートを実施し、要望があった欠品対策につ
いて受託事業者と速やかに検討し、改善を図った。
●アンテナショップ併設の情報発信スペースを一般都民向
けイベントや小学生の社会科見学等に活用し、認知度向上
に努めた。
●ショップの取扱商品数を2020年度の238品から383品
（60％増）に増やした。

●魅力的な特産品販売やより良いサービスを提供するための一助として、東京愛ら
んどの利用者に対してアンケートを実施し、利用者の要望を把握したため。
●店舗でのイベント等の実施を通して、新たなアプローチでアンテナショップの活
用を図ることができたため。
●特産品を通じた東京諸島の魅力向上に向け、公社と事業者が連携して生産者と積
極的に交渉を行い、新規の取引につなげることができたため。

　物販を強みとする事業者と連携して島の生産者・加工業
者を掘り起こすとともに、助言等を通じて積極的にコミュ
ニケーションを図り、地域における取組を支援していく。
利用者の要望を踏まえ、取扱商品数の増加のみならず、購
入機会を逸することがないよう在庫管理をこれまで以上に
徹底することで、リピーターを増やす店舗運営を行い、
9,600万円程度の売上を目指す。

①

　新規開発した商品を店舗や通信販売で取り扱う。更なる
商品化に向け、島しょに赴くとともに、必要に応じて食品
加工業者等にも協力を仰ぎ、島の農水産物を調査研究す
る。

●島レモンの香りを活かしたアロマディフューザーを商品
化し、販売開始した。また、東京諸島を代表する多様な動
植物をロゴ化したパッケージデザインを事業者とともに製
作した。
●流通事業者をはじめとする各事業者と調整を行い、新島
村養殖鯛「式根鯛平君」の特産品化を進めた。

●島レモン栽培の産業化を目指すにあたり、そのきっかけとなる商品の開発が必要
であったため。
●東京諸島に因んだパッケージデザインを用いることで、島しょ地域のPR効果を高
めるため。
●特産品化に向け課題であった輸送代について、補助金を活用し、商品コストを下
げることができたため。

　特産品化のメリット（島の生鮮品が季節や生活環境を選
ばずに手にすることができる）をPRし、新たな商品開発を
実施する。これまで開発した商品については販売数量や地
域における生産状況等を検証し、今後の展開を明らかにす
る。

③

　「東京愛らんど」通販のスケールメリットを働かせるこ
とで、toB向けの販路拡大を一層推進していく。
　島内事業者が使いやすく、数ある通販サイトに埋もれず
消費者に届くような、新たな通信販売事業の仕組み・運用
方法を、特産品の開発・販売を専門とする運営受託事業者
の知見も活かしながら検討する。

●通販PRを積極的に行い、2018年度同時期売上額を30％
上回った。
●通販の販路拡大のため、新たにtoB向け展示会イベント
の「Food Style Japan」に出展し、飲食店を中心に24件の
商談を行った。
●東京諸島販売協力店を新たに3店舗開拓し、37店舗と
なった。

●全国紙へ通販広告の掲載や大手民間企業の社員メルマガでの通販PRを実施するな
ど、多様なチャネルを活用したため。
●販路を開拓するには、特産品の認知度向上を図る必要があり、より多くの事業者
に試食提供をすることができたため。
●東京都動物園協会と協定を締結し、葛西臨海水族園のカフェで東京諸島の食材を
用いたメニューを提供するとともに、特産品の販売を行ったため。

　「東京愛らんど」通販のスケールメリットを働かせるこ
とにより、販売協力店舗数を現在の37店から40店に増やす
等、toB向けの販路拡大を一層推進していく。
　前年度の検討結果を踏まえ、更なるECサイトの充実、販
売協力店へ参加の働きかけ等を行う。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

●地域の生産者へ積極的な働きかけの結果、食品以外のコスメや工芸等の特産品のラインナップが増加しており、取扱商品数は目標を達
成し、店舗における令和４年度決算見込額が前年度より2,000万円増の7,600万円程度となった。
●東京諸島販売協力店制度等の積極的なPRの結果、東京都動物園協会や飲食店等との大口顧客取引が増えた。今後もtoB向け販路拡大を
行い、販売促進につなげていく。

◆コロナ前までは着実に売り上げを伸ば
していたものの、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大により「東京愛らんど」
の休業、時短営業等を余儀なくされた。
そのため、島の特産品販売、PRの機会
が減少している。
◆さらに、立地の問題や、客船ターミナ
ル内という客層が限定されている中で
は、「特産品PRの場」としての役割に
は限界がある。

◆限られた予算を有効に活用するため、
「東京愛らんど」を「島しょ特産品の販
売拠点」としての役割に限定させるた
め、特に赤字幅が大きく、新型コロナウ
イルス感染症を拡大させるリスクのある
飲食事業を廃止する。
◆新しい「東京愛らんど」運営受託事業
者のもと、物販や通信販売の事業に注力
し、特産品の販売機会の確保、拡大を図
る。
◆従来のショップ主軸の手法から、通販
等の対面でない手法を強化していく。
◆島内生産者を掘り起こし、ショップや
通販で取り扱う商品を充実させることで
島しょ地域の魅力を伝え、訪島につなげ
る。

【目標①】
　ショップで取り扱う特産品の種類を
60％増加させる。
【目標②】
　魅力的な商品の開発・販売、ショッ
プの運営方法の見直しにより、コロナ
前の2018年度水準まで売上高を回復さ
せる。
【目標③】
　通信販売を独自に実施できない島内
事業者を取り入れ、toB向けの販路拡
大を一層推進していく。

新しい「東京愛らんど」運営受
託事業者と連携した物販事業の
充実

島の農水産物等を加工した新商
品の開発

通信販売事業の効率化、強化

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、都は、緊急事態措置の発表、東京アラートの発動、酒類の提供を行う飲食店に対する二度にわたる自粛要請を
行った。飲食店を営む事業者にとって、厳しい環境となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

(公財)東京都島しょ振興公社 戦略の性質による区分

戦略２ 特産品の販売拠点としての機能強化
事業
運営
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② 都と連携し、新たなポータル機能の構築を行う。 新たなポータル機能の運用を行い、実績を把握する。

①②
　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ること
で、新規就業者数３名を目標とする。

　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ることで、新規就業者数
４名を目標とする。

①②

　前年度のアンケート調査では明らかにならなかった広報宣
伝事業の取組成果については、前年度と同様の調査を実施し
て、各指標を比較した効果検証を行う。効果が低い広報宣伝
手法の縮小・廃止、効果が高い広報宣伝手法の充実強化を
図っていく。

　必要に応じ、新たな要素を加味して効果を測定し、広報宣伝媒体の充実強
化・縮小廃止を行う。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② 都と連携し、新たなポータル機能の構築を行う。
●ユーザー目線でポータル機能を有したHPの再構築に着手した。
●東京諸島の魅力PRを通じた関係人口の創出のため、各種イベントに共同で
出店した。

●都デジタルサービス局の専門的知見を活用し、公社HPが東京諸島の情報の入り口となり、来訪者
を確実に必要な情報につなげることで、UX（ユーザーエクスペリエンス）向上を図る必要があるた
め。
●関係人口の創出に向け、あらゆる機会をとらえて直接PRする必要から、都の移住定住相談窓口と
の連携を図れたため。
●今後、公社の役割を着実に果たしていくためには、情報集約や更新手法を都と町村と綿密な調整
を行う必要がある。

　2022年度に実施した都デジタルサービス局による分析によりUX向上が課
題と分かったことから、ＵＸ向上を踏まえたＨＰ再構築し、2021年度末45%
離脱率を40％に減少させ、関係人口の増加につなげていく。

①②
　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ること
で、新規就業者数３名を目標とする。

漁業・農業就業体験事業を実施した。
●大島町（農業）３泊４日　２名参加
●三宅村（農業）３泊４日　３名参加
●八丈町（漁業）４泊５日　１名参加
●小笠原村母島（農業）13泊14日　１名参加

●体験内容を具体的にイメージできるよう、参加者アンケートや体験者YouTube動画をHPに掲載
し、QRコードを募集チラシに掲載することで事前PRを工夫するなど、効果的な事業実施を図ったた
め。
※事業実施後、参加者に移住予定を確認したところ大島町１名は移住に向けて準備を開始してお
り、三宅村１名と小笠原村母島１名も移住へ前向きな意思表示があった。

　新たな業種における就業体験事業を検討するなどの充実・強化、実施内容
の工夫を図ることで、新規就業者数４名を目標とする。（目標10名のうち、
2021年度は4名、2022年度11月時点で3名が移住に前向きな意思表示有）

①②

　前年度のアンケート調査では明らかにならなかった広報宣
伝事業の取組成果については、前年度と同様の調査を実施し
て、各指標を比較した効果検証を行う。効果が低い広報宣伝
手法の縮小・廃止、効果が高い広報宣伝手法の充実強化を
図っていく。

●前年度同様アンケートを実施し分析し、以下の取組を実施した。
・観光系新聞のコラムを掲載するなど、新たなメディアプロモーションを実
施した。
・プロカメラマンを起用し、東京愛らんどの特産品を魅力的に撮影し、SNS
や販売用POP等に活用するとともに、事業者等にも周知した。

●アンケート調査結果を踏まえた効果検証により、判明した認知度に対する課題に対し、速やかに
課題解決を図ったため。
●SNS等のフォロワー数は増えているが、東京愛らんどの認知度は横ばいであり、東京諸島に関心
のない新たな層にリーチする必要があることが判明したため。
●個別の特産品の認知度が伸び悩んでいることが判明し、インフルエンサーなどを活用し「映え
る」シーンを発信するとともに、事業者等が行う情報発信にも活用できるよう工夫をしたため。

　2023年度から広報宣伝事業者が変更になることから、これまでの測定結果
を着実に引継ぎ、更なる認知度向上に資する広報を実施する。織物やフラな
ど地域の文化芸能に着目した新たなメディアプロモーションの実施を行い、
広報宣伝媒体の充実強化を図ったうえで、効果測定を実施する。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
●HPの再構築にあたり、都と町村における移住定住に関する事業を把握した。今後は、関係人口の定義に資す
る島しょ地域の実情を把握し、都や町村の取組状況を踏まえたうえて、公社が担うべき役割を明確にする必要が
ある。
●参加者が安心安全に体験できるようコロナ感染対策を十分に行い、就業体験事業を実施した。

◆新型コロナウイルス感染症の感
染拡大に伴い、従来主軸にしてい
た対面型イベントが大幅に減少
し、島の魅力、各種情報等の発信
機会が減少している。
◆また、これまでは「島の認知度
向上」を目的に情報発信を実施し
てきたが、目的・ターゲットが混
在しており、特に、観光関係の情
報については、都や関係団体が行
う広報・情報発信と重複してい
る。

◆情報発信の主な目的を「特産品
の魅力」「島への移住・定住情
報」「島で暮らすこと・働くこと
の魅力」等を発信することによる
「関係人口の増加」とし、「島と
関わりを持とうとする人」を増や
していく。
◆その上で、より力を入れるべき
広報媒体や事業の選別などを行
い、広報宣伝事業実施による効果
を測定する。
◆町村広報担当者との連携を深
め、町村が発信する移住定住に関
する情報やワーケーションに関す
る情報を集約し発信することで、
情報を求めている方に必要な情報
を届きやすくする。

【目標①】
　関係人口の増加の概念整理を
行い、公社が果たす役割を明確
にする。
【目標②】
　漁業・農業就業体験事業の実
施による新規就業者を10名以上
創出する。

ポータル機能の強化

就業体験事業の実施

広報宣伝事業にかかる
効果測定の実施

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、旅行者の減少や従来のような対面型イベントの開催が困難となっている中で、情報発
信の機会、質の確保が必要となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３
関係人口増加を目的とした情報発信の強化【大幅
改訂】

事業
運営

関係人口の増加に関する取り組みは２０２１年度から着手し、既存事業を本取り組みに位置付けると共に、今後推進すべき事業を各事業主体の役割を踏まえ、検討している。
そのため、３年後の到達目標①を「関係人口の増加の概念整理を行い、公社が果たす役割を明確にする。」に変更し、関係人口の増加のKPIとして既存の目標①「漁業・農業就業体験事業の実施による新規就業者を１０名以上創出する。」を
目標②とする。

◆新型コロナウイルス感染症の感
染拡大に伴い、従来主軸にしてい
た対面型イベントが大幅に減少
し、島の魅力、各種情報等の発信
機会が減少している。
◆また、これまでは「島の認知度
向上」を目的に情報発信を実施し
てきたが、目的・ターゲットが混
在しており、特に、観光関係の情
報については、都や関係団体が行
う広報・情報発信と重複してい
る。

◆情報発信の主な目的を「特産品
の魅力」「島への移住・定住情
報」「島で暮らすこと・働くこと
の魅力」等を発信することによる
「関係人口の増加」とし、「島と
関わりを持とうとする人」を増や
していく。
◆その上で、より力を入れるべき
広報媒体や事業の選別などを行
い、広報宣伝事業実施による効果
を測定する。
◆町村広報担当者との連携を深
め、町村が発信する移住定住に関
する情報やワーケーションに関す
る情報を集約し発信することで、
情報を求めている方に必要な情報
を届きやすくする。

【目標①】
　漁業・農業就業体験事業の実
施による新規就業者を10名以上
創出する。
【目標②】
　効果が低い広報宣伝手法の縮
小・廃止、効果が高い広報宣伝
手法の充実強化を図るととも
に、島しょ町村が提供する情報
を集約し、ＳＮＳ等で発信する
ポータル機能を強化する。

ポータル機能の強化

就業体験事業の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

広報宣伝事業にかかる
効果測定の実施

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、旅行者の減少や従来のような対面型イベントの開催が困難となっている中で、情報発
信の機会、質の確保が必要となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都島しょ振興公社 戦略の性質による区分

戦略３ 関係人口増加を目的とした情報発信の強化
事業
運営

7



様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①③

　航空会社へのヒアリング等を含めた外部調査を都と協働
で行い、本事業のあり方について検討する。
　また、利用者ニーズの把握に当たっては、搭乗者アン
ケートを活用する。

●東京都と協力し実施している外部調査を踏まえ、町村
ニーズに沿って、予約受付オペレーションを見直し、令和
５年１月４日から新方式で対応することとした。

●外部調査において、町村のニーズとして繋がりにくい電話予約の改善を図る必要
があることが判明したため。

　2022年度に実施した予約受付オペレーション改善の効果
を検証を行う。都と連携し、町村・事業者と本事業のあり
方について引き続き検討する。

①③ 　搭乗者アンケートを活用し、懸案事項、都度生じる課
題、要望の現状把握を行い、実現・解決を図る。

●搭乗者アンケートを踏まえ、12月１日から運航ダイヤを
改正することとし、就航している６島の町村住民へのチラ
シ各戸配布、町村等のHP掲載、役場・支庁施設へのチラシ
掲出や島嶼会館における大型ポスターの展示を行った。
●2022年度の搭乗者アンケートを準備し、12月実施に向
け運航事業者に取りまとめを依頼した。

●島しょ地域の住民にとって、愛らんどシャトルは生活の重要な足であり、ダイヤ
改正周知を特に丁寧に行う必要があるため。
●島民利用者の回答選択肢を増やすとともに、アンケート回答の回収増を図るため
googleフォームを活用したオンライン回答を導入した。
●アンケートの回収は令和5年1月になるが、アンケート結果を分析し、今後改善可
能な事項について取り組んでいく必要があり、航空事業者もその結果を把握する必
要があるため。

　新しい運航ダイヤに課題がないか、利便性向上につな
がっているかなどの検証を行う。
　その他、搭乗者アンケート結果をもとに、多くの要望が
寄せられた搭乗機会の確保について具体的な検討に着手す
る。

①②③ 　外部調査の結果や、搭乗者アンケートを活用し、新たな
運賃体系を構築する。

●運賃外収入（手荷物料金とキャンセル料金）の引き上げ
等について検討に着手した。
●運賃値上げについて町村からヒアリングを実施し、搭乗
者をはじめ島民に事業収支が赤字であることの認識が浸透
していないことが判明した。

●町村や島しょ交通の運航事業者へヒアリングを行った結果、島嶼町村への影響を
極力おさえたヘリコミ事業の赤字圧縮に向けた増収減の候補として、手荷物料金の
料金体系の引き上げ等が候補として挙がったため。
●就航６町村の担当者にヒアリングを実施し、収支改善の必要性について説明した
ため。

　2022年度に実施した外部調査等を踏まえ、今後、利用者
を始めとする関係者等に本事業の収支状況等を理解しても
らう必要があることから、そのための進め方を検討してい
く。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

●持続可能な事業運営を目指し、都と協働で関係機関へのヒアリングや各種改善策の検討を実施した。
●ヒアリングを通じて判明した課題のうち、予約オペレーションについては、早急に運航事業者と調整し、解決を図った。
●また、赤字縮減のため運賃体系について、運賃外収入による増収の検討に着手した。
●コロナ禍以前の搭乗率には戻っておらず、今後も引き続き搭乗アンケート等を活用しながら、利便性の向上を図っていく。

◆ヘリコミューター事業は、収支差額を
都の補助金により補填している。長期的
に事業を継続する観点から、今後もサー
ビスを維持・向上させていくためには、
少しでも収支の赤字幅を減少させ、事業
収支を改善していく必要がある。

◆ヘリコミューター事業の経営改善を図
るためには、「収入の増加」を図る必要
がある。そのため、利用者の満足度向上
により利用頻度を高めること及び適正な
運賃体系について検討する。
◆また、都・公社・運航事業者の役割を
踏まえつつ、都と共に事業スキームの在
り方を検討する。

【目標①】
　適切な事業のあり方についての方針
を策定する。
【目標②】
　より適正な運賃体系について検討・
見直し、収支の赤字幅を縮減する。
【目標③】
　利用者の利便性・満足度の向上を図
ることで、コロナ禍以前の過去最高搭
乗率60.3%を上回る搭乗率61％以上を
達成し、収入増につなげる。

事業スキームの見直し、方針策
定

現行ダイヤの分析、検討

運賃体系の分析、検討

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の影響による旅行者の減少、不要不急の外出抑制により、全国的に航空業界が低迷している中で、「東京愛らんどシャトル」の搭乗
率も減少し、収支の赤字幅が拡大している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

(公財)東京都島しょ振興公社 戦略の性質による区分

戦略４ ヘリコミューター利用者の利便性の向上及び事業
収支の改善

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知す
る。配信数300自治体
・より分かりやすく受講者のニーズに合ったリニューアル版の
制作に向けて、アンケート結果の分析等を踏まえた課題及び解
決策の整理並びにコンテンツ案の検討を行う。

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知する。配信数450自
治体
・リニューアル版の制作を行う。

②

・ハイブリッド型セミナーを実施する。受講者数700人以上
・受講生や研修講師の意見を参酌し、ＩＣＴを活用した更なる
質の向上について検討し、試行する。
・オンラインサロンの運用を開始する。

・セミナー受講者数850人以上を目指す。
・検討及び試行の結果を踏まえて、ＩＣＴを活用した更なる質の向上を実現す
る。
・オンラインサロンを継続しながら、管理・運用方法を見直す。

③
・未実施自治体へのＰＲの実施
・80講座（年間講座数の約4割に相当）のオンライン研修を目
指す。

・未実施自治体へのＰＲの実施
・100講座（年間講座数の約5割に相当）のオンライン研修を目指す。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知す
る。配信数300自治体
・より分かりやすく受講者のニーズに合ったリニューアル版の
制作に向けて、アンケート結果の分析等を踏まえた課題及び解
決策の整理並びにコンテンツ案の検討を行う。

・Web講義の販売について、各種広報や活用事例のメディアでの発信、都政策
企画局「共存共栄」サイトと連携したＰＲ、全国自治体に対する延4,518団体
への周知等を実施。配信数は134自治体。
・リニューアル版の制作に向けて、コンテンツ案の検討を行うとともに、10月
に480団体へアンケート調査を実施。

・大口購入が期待できる滞納整理機構や研修機関等への丁寧な周知、過去に視聴した自治体へリピート
の働きかけ、道府県市町村課に対する周知依頼等の販促活動を協会を挙げて行い、配信数は前年度対比
で約19％増となった。
・次年度購入を検討中とする自治体が多数ある中、新たな研修予算の確保が依然として難しい自治体も
多く、コロナによる行動制限の緩和により集合研修が復活しこれまでのWeb活用から代わる傾向があ
る。
・アンケートの分析結果を活かし、ニーズを捉えてコンテンツ案の作成を行う。

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知する。配信数200自
治体（実績及び今後の見通し等を踏まえ、販売促進活動の重点対象自治体を見
直し）
・講義時間の適正化やスライド・テキストの整合性、画面の見やすさ等の様々
な意見を踏まえ、受講者目線に立ったより一層利用しやすい教材となるよう、
コンテンツの検討を行いながら、リニューアル版の制作を行う。

②

・ハイブリッド型セミナーを実施する。受講者数700人以上
・受講生や研修講師の意見を参酌し、ＩＣＴを活用した更なる
質の向上について検討し、試行する。
・オンラインサロンの運用を開始する。

・集合型セミナーとオンライン型セミナーを組み合わせたハイブリッド型セミ
ナーを計12コースで実施。受講者数は674人。
・ICTを活用し双方向のコミュニケーションを図る取組を試行。
・オンラインサロンに対するアンケート調査結果に基づき、12月にオンライン
交流会を実施し７団体・13人が参加予定。

・道府県及び市に加えて、新たに全国の町村にも案内リーフレットを送付するなど、より幅広くセミ
ナーのＰＲを行ったことにより、受講者数は前年度対比で約12％増となった。ＰＲ後のフォロー等も
含め到達目標の達成を目指す。
・受講生からの要望を踏まえて、チャットを用いた双方向の情報のやりとり等を試行することにより、
質の向上を図っている。
・オンライン交流会は、課税及び徴収の両部門で課題を抱えるテーマを選択して有意義な意見交換を
図っている。参加者の意見を踏まえて次年度の対応を検討する。

・セミナー受講者数850人以上を目指す。
・検討及び試行の結果を踏まえて、チャット等による双方向のコミュニケー
ションの実施など、ＩＣＴを活用した更なる質の向上を実現する。
・オンライン交流会を継続しながら、管理・運用方法を見直す。

③
・未実施自治体へのＰＲの実施
・80講座（年間講座数の約4割に相当）のオンライン研修を目
指す。

・講師派遣依頼先自治体の意向を確認し、実施が可能な自治体に対しては、現
地又は協会からのオンラインで講義を実施している。
・42講座のオンライン研修を実施。12月以降に８講座を実施し、2022年度末
までの合計で50講座を実施予定。

・これまでオンライン型講師派遣研修を実施していない自治体に対しても意向を確認し、実施に向けた
相談に応じるなどきめ細かな対応を行うことにより、自治体税務職員の育成に貢献している。
・2022年度はコロナによる行動制限の緩和等を受けて集合研修を希望する自治体が増加し、オンライ
ン型の需要に影響している。集合研修等が復活する傾向が著しいが、派遣先自治体の意向に柔軟に対応
しながらオンライン型のメリットをＰＲし引き続き実施を進める。

・講師派遣研修の依頼のあった自治体の意向を確認しながら、研修主催者側の
準備煩雑性の回避や受講者の移動時間の削減などオンライン型のメリットを紹
介し、未実施自治体へＰＲを実施
・50講座のオンライン研修を目指す（コロナの行動制限の緩和等を受けて集合
研修が増となっており、派遣依頼先自治体のニーズを踏まえて対応、集合型と
オンライン型の全体では事業規模を維持）。

戦略の性質による区分

戦略１ オンライン化を通じた新たな自治体支援
事業
運営

・全国自治体では今般のコロナ禍において税務知識・ノウハウの継承が一層困難となっている。
・税務セミナーの開催や講師派遣を見送った多くの自治体からオンライン研修等の要望がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆新任税務職員がいつでも学ぶこ
とのできるＷｅｂ講義（2021年度
から自主事業として実施）を多く
の自治体に配信することで、自治
体における人材育成を支援する必
要がある。
◆ウィズコロナ、ポストコロナを
見据え、新たな自治体のニーズに
応じたセミナー手法を確立し、当
協会の支援を更に充実させる必要
がある。

コロナ禍においても場所・時間の
制約を受けずに知識の継承ができ
るよう、以下の手段による新たな
自治体支援を展開する。
◆Ｗｅｂ講義は自主事業に切り替
えた上、協会Ｗｅｂサイト、機関
誌（東京税務レポート）で周知す
るほか、全国に展開している地方
関係機関やセミナー参加団体に集
中的に広報活動を行い、その有用
性をＰＲする。
◆新型コロナウイルス感染症の状
況にかかわらず税務セミナーや講
師派遣研修を受講できるよう、集
合とオンラインを組み合わせたハ
イブリッド型セミナーやオンライ
ン研修（派遣先又は協会側で配
信）など、配信業者等の民間企業
の協力を得て、自治体のニーズや
状況の変化に対応できる研修等を
展開する。

下記のとおり新たな自治体支援策
を推進する。
【目標①】Ｗｅｂ講義配信数：
450自治体（全国約1,720自治体
の約３割に相当）、リニューアル
版の制作
【目標②】ハイブリッド型セミ
ナー受講者数：850人（2019年
度実績の1.1倍相当）、ＩＣＴを
活用した更なる質の向上
【目標③】講師派遣研修100講座
（2019年度の約5割に相当）程度
をオンラインで実施

Ｗｅｂ講義事業の拡大
（協会自主事業）

個別取組事項 2023年度2022年度

(公財)東京税務協会

戦略１ オンライン化を通じた新たな自治体支援
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

ハイブリッド型セミナー
の実施

オンライン型講師派遣研
修の実施

オンライン型講師派遣研
修の実施

・全国自治体では今般のコロナ禍において税務知識・ノウハウの継承が一層困難となっている。
・税務セミナーの開催や講師派遣を見送った多くの自治体からオンライン研修等の要望がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①Web講義は、協会を挙げて販促活動を行い配信数は134自治体（前年度比約19％増）となった。自治体の新たな
研修予算の確保が困難な状況等の要因があるが、引き続き時宜を得た丁寧な周知に努める。　②ハイブリッド型セ
ミナーは、より幅広くＰＲを行い受講者数は674人（前年度比約12％増）となった。ＰＲ後のフォロー等も含め到
達目標の達成を目指す。　③オンライン型講師派遣研修は、各自治体へきめ細かい対応を行い42講座となった。集
合型の希望が増加しているが、引き続きＰＲに努め実施を進める。

◆新任税務職員がいつでも学ぶこ
とのできるＷｅｂ講義（2021年度
から自主事業として実施）を多く
の自治体に配信することで、自治
体における人材育成を支援する必
要がある。
◆ウィズコロナ、ポストコロナを
見据え、新たな自治体のニーズに
応じたセミナー手法を確立し、当
協会の支援を更に充実させる必要
がある。

コロナ禍においても場所・時間の
制約を受けずに知識の継承ができ
るよう、以下の手段による新たな
自治体支援を展開する。
◆Ｗｅｂ講義は自主事業に切り替
えた上、協会Ｗｅｂサイト、機関
誌（東京税務レポート）で周知す
るほか、全国に展開している地方
関係機関やセミナー参加団体に集
中的に広報活動を行い、その有用
性をＰＲする。
◆新型コロナウイルス感染症の状
況にかかわらず税務セミナーや講
師派遣研修を受講できるよう、集
合とオンラインを組み合わせたハ
イブリッド型セミナーやオンライ
ン研修（派遣先又は協会側で配
信）など、配信業者等の民間企業
の協力を得て、自治体のニーズや
状況の変化に対応できる研修等を
展開する。

下記のとおり新たな自治体支援策
を推進する。
【目標①】Ｗｅｂ講義配信数：
200自治体、リニューアル版の制
作
【目標②】ハイブリッド型セミ
ナー受講者数：850人（2019年
度実績の1.1倍相当）、ＩＣＴを
活用した更なる質の向上
【目標③】講師派遣研修50講座
程度をオンラインで実施（集合型
とオンライン型の全体では事業規
模を維持）

Ｗｅｂ講義事業の拡大
（協会自主事業）

ハイブリッド型セミナー
の実施

2023年度

【目標①】Web講義事業の拡大について、
・「３年後（2023年度）の到達目標」を改訂し、配信数を200自治体とする。
・2022年度は、Web講義の販売促進に向けて協会を挙げて取り組んだ結果、自治体における新たな研修予算の確保が困難な状況や集合研修の復活等の要因があり、配信数（134）は計画（300）を下回っている。引き続き幅広く効果的な販促に努
めた上で、2022年度までの実績及び今後の見通し等を踏まえて、2023年度の計画を見直すこととする。
【目標②】ハイブリッド型セミナーについて、「オンラインサロン」から「オンライン交流会」へ名称変更する。
【目標③】オンライン型講師派遣研修の実施について、
・「３年後（2023年度）の到達目標を改訂し、講座数を50講座とする。
・2022年度は、実施に向けてきめ細かな対応を行うことによりオンライン型の実施を進めたが、集合研修の希望が増加し、講座数（50）は計画（80）を下回る見通しである。引き続き案内を進めた上で、2022年度までの実績及び今後の集合研修
の復活の見通し等を踏まえて、2023年度の計画を見直すこととする。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・全国自治体への広報活動の実施
・活用事例のメディアでの発信、前年度顧客に対するリピー
ト購入の働きかけ、大口購入が期待できる研修機関や滞納整
理機構へ的を絞った直接訪問等を実施
・Ｗｅｂ講義販売収入額800万円（配信数300自治体）

・全国自治体への広報活動の実施
・2022年度までの実績を踏まえ、更に販路を拡大
・Ｗｅｂ講義販売収入額1,200万円（配信数450自治体）
・Ｗｅｂ講義リニューアル版について、2024年度からの販売戦略を策定し実
行

②
・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額50万円（上記300自治体の２割）

・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額70万円（上記450自治体の２割）

③
・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額1,780万円（2019年度の90％まで回復）

・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額2,170万円（2019年度の110％）

④
・新規事業者を開拓
・バナー広告収入額140万円（6社）

・新規事業者を開拓
・バナー広告収入額190万円（8社）
・Ｗｅｂサイトの改修（広告掲載数拡大）を検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・全国自治体への広報活動の実施
・活用事例のメディアでの発信、前年度顧客に対するリピー
ト購入の働きかけ、大口購入が期待できる研修機関や滞納整
理機構へ的を絞った直接訪問等を実施
・Ｗｅｂ講義販売収入額800万円（配信数300自治体）

・Web講義の販売について、各種広報や活用事例のメディアでの発信、都政
策企画局「共存共栄」サイトと連携したＰＲ、全国自治体に対する延4,518団
体への周知等を実施。
・Web講義販売収入額は322万円（配信数134自治体）。

・大口購入が期待できる滞納整理機構や研修機関等への丁寧な周知、過去に視聴した自治体へリ
ピートの働きかけ、道府県市町村課に対する周知依頼等の販促活動を協会を挙げて行い、販売収入
額は前年度対比で約13％増となった。
・次年度購入を検討中とする自治体が多数ある中、新たな研修予算の確保が依然として難しい自治
体も多く、コロナによる行動制限の緩和により集合研修が復活しこれまでのWeb活用から代わる傾
向がある。

・これまでの販促活動に加え、特に対象ターゲットの重点化層をセグメント
化した上で、全国自治体へ広報活動を実施
・2022年度までの実績を踏まえ、更に販路を拡大（税務協議会等の新たな
ターゲットを開拓）
・Ｗｅｂ講義販売収入額512万円（配信数200自治体）（Web講義の配信数見
直しに伴い収入額を見直し）
・Ｗｅｂ講義リニューアル版について、2024年度からの販売戦略を策定し実
行

②
・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額50万円（上記300自治体の２割）

・Web講義の販売促進と合わせて、各種広報や全国自治体に対する延4,518
団体への周知等を実施。
・書籍販売収入額は約16万円、26自治体が購入（Web講義配信134自治体の
約２割）。

・Web講義購入自治体に対して、講義と合わせた書籍の活用の有効性について、具体的な活用事例
を個別に紹介することなどにより、積極的にＰＲを行った。
・しかし、Web講義の配信数が計画を下回ったことに連動し、書籍の販売収入額も計画を下回って
いる。

・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施（書籍の活用事例の紹介等、積極的
にＰＲ）
・書籍販売収入額57万円（上記200自治体の３割）（Web講義の配信数見直
しに伴い収入額を見直し）

③
・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額1,780万円（2019年度の90％まで回復）

・集合型セミナーとオンライン型セミナーを組み合わせたハイブリッド型セ
ミナーを計12コースで実施。
・ハイブリッド型セミナーによる収入額は約1,606万円（2019年度実績の約
81％まで回復）。

・道府県及び市に加えて、新たに全国の町村にも案内リーフレットを送付するなど、より幅広くセ
ミナーのＰＲを行ったことにより、受講者数は前年度対比で約12％増となった。ＰＲ後のフォロー
等も含め到達目標の達成を目指す。

・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額2,170万円（2019年度の110％）

④
・新規事業者を開拓
・バナー広告収入額140万円（6社）

・Webサイトを活用したバナー広告について、既に掲載済の事業者へ継続を
依頼するとともに、その他の関係事業者に対して積極的に募集を実施。
・バナー広告収入額は52万円（４月以降３社、10月以降４社）。

・既に掲載済みの事業者は継続して掲載している。その他の関係事業者８社に対して、出稿のメ
リットや手続き等を丁寧に説明し案内を行った結果、掲載に至っていない。
・引き続き幅広く案内を行い、積極的に募集を行っていく。

・新規事業者を開拓（協会及び都の関係事業者等へ募集）
・バナー広告収入額190万円（8社）
・Ｗｅｂサイトの改修（広告掲載数拡大）を検討

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・①②Web講義及び書籍販売は、協会を挙げて販促活動を行い収入額は322万円及び約16万円となった。自治体
の新たな研修予算の確保が困難な状況等があるが、引き続き時宜を得た丁寧な周知に努める。　③ハイブリッド
型セミナーは、より幅広くＰＲを行い収入額は約1,606万円となった。ＰＲ後のフォロー等も含め到達目標の達
成を目指す。　④バナー広告は、新規事業者の獲得が難しく収入額は52万円となった。
・①～④の取組による2022年度末の収入見込額は約2,048万円（利益：約967万円）。

◆近年の人件費高騰やコロナ禍に
おけるセミナー等の事業の中止等
の影響により、協会の経営状態は
厳しい状況にある（2020年度収
支決算は1,600万円の赤字見込
(2020年11月末時点)）。収入確
保による協会経営の安定化を図る
必要がある。
◆Ｗｅｂ講義は、全国自治体で広
く利用できる価格を設定。一方、
配信費等の毎年一定の費用が発生
するとともに税制改正を的確に反
映するため、３年に一度大幅なリ
ニューアルが必要。最新の講義を
継続的に提供するためには、必要
な収入を確保する必要がある。
◆受講者数の減少により大幅な減
収となった税務セミナーについて
も、今後継続していくためには、
オンライン型も加えることにより
必要な収入を確保する必要があ
る。

◆Ｗｅｂ講義については、協会Ｗ
ｅｂサイト、機関誌（東京税務レ
ポート）で周知するほか、全国に
展開している地方関係機関やセミ
ナー参加団体へ集中的に広報活動
を行い、受講を促す。
◆Ｗｅｂ講義参加自治体に対して
は、講義に利用できる書籍を割引
価格で提供するなどインセンティ
ブを付す。
◆税務セミナーの開催は、遠隔地
で受講可能なオンライン型セミ
ナーと集合型セミナー（従来型の
討議）を組み合わせたハイブリッ
ド型セミナーを展開し、受講者数
の回復（増加）を図ることで、収
入確保も図る。
◆また、協会Ｗｅｂサイトに民間
企業の広告掲載をすることで、収
入確保の一助とする。

下記収入額を確保する。
【目標①】Wｅｂ講義：512万
円
【目標②】書籍：57万円
【目標③】ハイブリット型セミ
ナー：2,170万円
【目標④】広告:190万円
目標①～④の取組により3年間合
計6,800万円の収入（利益：
3,300万円）を確保し、経営基
盤の安定化を図る（各事業に係
る費用を精査することにより、
３年間合計の利益については引
き続き同水準を確保）。

Ｗｅｂ講義による収入
確保

Ｗｅｂ講義販売促進に
合わせた書籍販売収入
確保

ハイブリッド型セミ
ナーによる収入確保

Ｗｅｂサイトを活用し
たバナー広告収入確保

2023年度改訂の視点による区分

・今般のコロナ禍において社会的にオンライン研修等に対するニーズが高まっているほか、各自治体においてもＤＸ推進の取組が急速に
進むなど、新たなビジネスチャンスが生まれている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 収入確保による経営基盤の安定化
事業
運営

【目標①】Web講義による収入確保について、
・「３年後（2023年度）の到達目標」を改訂し、収入額を512万円とする。
・2022年度は、Web講義の販売促進に向けて協会を挙げて取り組んだ結果、自治体における新たな研修予算の確保が困難な状況や集合研修の復活等の要因があり、収入額（322万円）は計画（800万円）を下回っている。引き続き幅広く効
果的な販促に努めた上で、2022年度までの実績及び今後の見通し等を踏まえて、2023年度の計画を見直すこととする。
【目標②】Web講義販売促進に合わせた書籍販売収入確保について、
・「３年後（2023年度）の到達目標」を改訂し、収入額を57万円とする。
・書籍販売収入額は、Web講義の配信数に連動するものであることから、2022年度までの実績及び今後の見通し等を踏まえて、2023年度の計画を見直すこととする。

◆近年の人件費高騰やコロナ禍に
おけるセミナー等の事業の中止等
の影響により、協会の経営状態は
厳しい状況にある（2020年度収
支決算は1,600万円の赤字見込
(2020年11月末時点)）。収入確
保による協会経営の安定化を図る
必要がある。
◆Ｗｅｂ講義は、全国自治体で広
く利用できる価格を設定。一方、
配信費等の毎年一定の費用が発生
するとともに税制改正を的確に反
映するため、３年に一度大幅なリ
ニューアルが必要。最新の講義を
継続的に提供するためには、必要
な収入を確保する必要がある。
◆受講者数の減少により大幅な減
収となった税務セミナーについて
も、今後継続していくためには、
オンライン型も加えることにより
必要な収入を確保する必要があ
る。

◆Ｗｅｂ講義については、協会Ｗ
ｅｂサイト、機関誌（東京税務レ
ポート）で周知するほか、全国に
展開している地方関係機関やセミ
ナー参加団体へ集中的に広報活動
を行い、受講を促す。
◆Ｗｅｂ講義参加自治体に対して
は、講義に利用できる書籍を割引
価格で提供するなどインセンティ
ブを付す。
◆税務セミナーの開催は、遠隔地
で受講可能なオンライン型セミ
ナーと集合型セミナー（従来型の
討議）を組み合わせたハイブリッ
ド型セミナーを展開し、受講者数
の回復（増加）を図ることで、収
入確保も図る。
◆また、協会Ｗｅｂサイトに民間
企業の広告掲載をすることで、収
入確保の一助とする。

下記収入額を確保する。
【目標①】Wｅｂ講義：1,200
万円
【目標②】書籍：70万円
【目標③】ハイブリット型セミ
ナー：2,170万円
【目標④】広告:190万円

目標①～④の取組により3年間合
計8,200万円の収入（利益：
3,300万円）を確保し、経営基
盤の安定化を図る。

Ｗｅｂ講義による収入
確保

Ｗｅｂ講義販売促進に
合わせた書籍販売収入
確保

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

ハイブリッド型セミ
ナーによる収入確保

Ｗｅｂサイトを活用し
たバナー広告収入確保

・今般のコロナ禍において社会的にオンライン研修等に対するニーズが高まっているほか、各自治体においてもＤＸ推進の取組が急速に
進むなど、新たなビジネスチャンスが生まれている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京税務協会 戦略の性質による区分

戦略２ 収入確保による経営基盤の安定化
事業
運営

10



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・固有職員を中心とした組織運営の方向性について協会内で
浸透させるとともに面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧
奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）48％確保

・固有職員を中心とした組織運営の方向性について協会内で浸透させるとと
もに面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア職員）50％確保

②

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・課長補佐及び係長登用に向けた研修やOJTを実施
・管理職候補者への重点的な人材育成を実施
・課長補佐1名登用

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・課長補佐及び係長登用に向けた研修やOJTを実施
・管理職候補者への重点的な人材育成を実施
・事業所長1名、課長補佐3名登用

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・固有職員を中心とした組織運営の方向性について協会内で
浸透させるとともに面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧
奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）48％確保

・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）57.9％確保（81人/140人（固有＋
無期/固有＋無期＋有期））

・固有職員の管理職等のポスト等への登用を見据え、2021年度に実施をした選考で無期主任17名合
格したことにより、無期職員の人数が増えている。また、有期職員の退職等により、職員に占める
無期雇用職員の割合が高まっている。2023年度の目標である50％を維持できるよう、退職金制度の
導入など、無期雇用職員の定着を推進していく。

・固有職員を中心とした組織運営の方向性について協会内で浸透させるとと
もに面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア職員）50％確保

②

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・課長補佐及び係長登用に向けた研修やOJTを実施
・管理職候補者への重点的な人材育成を実施
・課長補佐1名登用

・管理職選考及び課長補佐選考を2023年1月～２月に実施予定
・面談や事業所訪問を通じて、職員のヒアリングを実施
・2022年12月に協会独自の係長級及び主任級のパワーアップ研修を実施する
ため、外部機関との調整を実施中
・外部研修や業務経験により管理職候補者を育成中
・管理職０名、課長補佐１名を登用

・課長補佐選考については、面接時に補助資料（職務の目標・取組状況や協会の課題などを記載す
る面接シート）を導入し、より一層の人物評価が行えるよう選考内容を工夫し、実施予定
・管理職候補者については、外部研修を活用し、2022年6月から10月までに「評価者研修」等の計
４種の研修により人材育成を図るとともに、職員採用面接等の管理職業務に従事させるなど、多様
な経験を積ませている。

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考の対象者約35名を中心に受験を推奨
・課長補佐及び係長登用に向けた外部機関を活用した研修やOJTを実施
・管理職候補者への重点的な人材育成を実施
・管理職１名、課長補佐３名登用（３年間の目標の管理職１名、課長補佐４
名の目標達成）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・協会の方針の職員への周知や積極的な受験の勧奨により、無期雇用職員を57.9％雇用しており、着実に取組を
推進している。また、無期雇用職員の定着に向け、退職金制度の導入等の処遇改善について、所管局との調整を
進めている。
・面談等を通じたヒアリングの実施のほか、係長級や主任級を対象にステップアップを目指した研修の実施等に
より、マネジメント人材への登用に向けた取組を着実に進めている。また、管理職登用に向け、重点的な人材育
成を行っている。

◆これまでマネジメントを担って
きた都ＯＢ職員は、退職者数の減
少から職員の確保が困難な状況と
なっている。
◆人材の確保が厳しさを増してお
り固有職員を中心に据えた組織運
営への転換が必要となっている。
◆そのため、2020年度に新たな
組織・人事制度及び給与制度を設
計したところであり、2021年度
から新制度に基づいた運営を開始
する。

◆都ＯＢ職員（所長等）に代わっ
て事業運営を行う固有職員を確保
するため、協会キャリアプラン・
人材育成計画に合わせた人材育成
を図る。
◆業務の中核を担うコア人材（無
期雇用職員）の中から、マネジメ
ントを担う人材を選抜し、ＯＪＴ
や協会内研修に加え、人材育成事
業団等の外部研修機関等も活用す
ることで管理監督者の登用に向け
た育成に取り組む。
◆管理職ポストである事業所長や
課長補佐級ポストである管理係長
への計画的登用を進め、将来的に
はＯＢ職員の配置は真に必要なポ
ストに限定し、8事業所の所長・
管理係長（課長補佐）は全て固有
職員へ切り替える。

固有職員を中心とした組織運営
を実現し、税務実務の補完や全
国自治体の習熟支援などの協会
の機能維持・向上を図る。
【目標①】固有職員に占める無
期雇用職員（主任級以上のコア
人材）の確保（5割）
【目標②】固有職員の管理職ポ
スト等への登用（管理職1名、課
長補佐4名）

無期雇用職員（主任級
以上のコア人材）の確
保

固有職員（マネジメン
ト人材）の管理職・課
長補佐級ポストへ登用

2023年度改訂の視点による区分

・団塊世代（再任用職員）の大量退職時代が過ぎたことによる定年退職者の減少等の影響等により、都ＯＢ職員の確保が困難な状況に
なっている。
・また、公務員の定年延長の動向等に鑑みると、更に人材確保が困難になると見込まれる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 固有職員を中心とした新たな組織運営
組織
運営

2023年度計画について、より具体的な記述に改める。

◆これまでマネジメントを担って
きた都ＯＢ職員は、退職者数の減
少から職員の確保が困難な状況と
なっている。
◆人材の確保が厳しさを増してお
り固有職員を中心に据えた組織運
営への転換が必要となっている。
◆そのため、2020年度に新たな
組織・人事制度及び給与制度を設
計したところであり、2021年度
から新制度に基づいた運営を開始
する。

◆都ＯＢ職員（所長等）に代わっ
て事業運営を行う固有職員を確保
するため、協会キャリアプラン・
人材育成計画に合わせた人材育成
を図る。
◆業務の中核を担うコア人材（無
期雇用職員）の中から、マネジメ
ントを担う人材を選抜し、ＯＪＴ
や協会内研修に加え、人材育成事
業団等の外部研修機関等も活用す
ることで管理監督者の登用に向け
た育成に取り組む。
◆管理職ポストである事業所長や
課長補佐級ポストである管理係長
への計画的登用を進め、将来的に
はＯＢ職員の配置は真に必要なポ
ストに限定し、8事業所の所長・
管理係長（課長補佐）は全て固有
職員へ切り替える。

固有職員を中心とした組織運営
を実現し、税務実務の補完や全
国自治体の習熟支援などの協会
の機能維持・向上を図る。
【目標①】固有職員に占める無
期雇用職員（主任級以上のコア
人材）の確保（5割）
【目標②】固有職員の管理職ポ
スト等への登用（管理職1名、課
長補佐4名）

無期雇用職員（主任級
以上のコア人材）の確
保

固有職員（マネジメン
ト人材）の管理職・課
長補佐級ポストへ登用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・団塊世代（再任用職員）の大量退職時代が過ぎたことによる定年退職者の減少等の影響等により、都ＯＢ職員の確保が困難な状況に
なっている。
・また、公務員の定年延長の動向等に鑑みると、更に人材確保が困難になると見込まれる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京税務協会 戦略の性質による区分

戦略３ 固有職員を中心とした新たな組織運営
組織
運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

公開したウェブサイトへ、車いす利用者・障害者等に向けた施設のバリ

アフリー設備、施設までのアクセス等の情報を一元公開することによ

る、アクセシビリティの向上

芸術文化における専門分野の変換機能を高めるUDトークのシステム

機能向上による利用の促進

②

・Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録新規公開点数約7万点（改

修休館中（R4~7 予定）の江戸東京博物館を中心に、庭園美術館、写真

美術館、現代美術館を予定）

・同ウェブサイトから一部画像データ（パブリックドメイン）のダウン

ロード利用開始による、データ利用の促進

Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録新規公開点数約9万点

③

高品質映像オンデマンド配信の実施によるオンラインコンテンツの充実

により、ユーザーの都合に合せて質の高い体験機会を提供（写真美術館

で試行予定）

高品質映像ライブ配信の実施による利用者体験のさらなる充実

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

公開したウェブサイトへ、車いす利用者・障害者等に向けた施設のバリ

アフリー設備、施設までのアクセス等の情報を一元公開することによ

る、アクセシビリティの向上

・2021年度に開設の専用ウェブサイトへ、都立文化施設へのルート

マップや、施設内のバリアフリーに関する情報をまとめたユニバー

サルガイドを掲載。また、各施設のアクセスプログラムの情報も一

元化し、随時発信した。

・財団本部ウェブサイトへもバナーリンクを掲載し、アクセシビリ

ティ向上の施策として周知した。

・ルートマップは既存の情報を利用者視点で精査し作成することで、利便性の向上

に取り組んだ。ユニバーサルガイドは、2021年度までに作成した8施設（東京都美

術館、庭園美術館、江戸東京たてもの園、渋谷公演通りギャラリー、写真美術館、

現代美術館、東京文化会館、東京芸術劇場）分を11月より準備、12月に公開。アク

セスプログラムは、各施設から恒常的に情報収集することで一元的な発信へ繋げ

た。

・専用ウェブサイトのコンテンツの充実・周知を継続し、必要な方へ情報を届けて

いく。

・公開したウェブサイトの運用・改善による、アクセシビリティの

向上（2022年度96,000PVに対し110％）

・芸術文化における専門分野の変換機能を高めるUDトークのシステ

ム機能向上による利用の促進

②

・Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録公開点数約7万点（改修休

館中（R4~7 予定）の江戸東京博物館を中心に、庭園美術館、写真美術

館、現代美術館を予定）

・同ウェブサイトから一部画像データ（パブリックドメイン）のダウン

ロード利用開始による、データ利用の促進

・Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録公開点数60,108点。目

標点数7万点に向けて、江戸東京博物館、庭園美術館、写真美術館、

現代美術館で準備を進めた。

・ダウンロード利用に向け、国内外の美術館博物館のオープンデー

タ状況を調査した。課題を精査し、年度内に運用開始予定。

・3年間の計画を立てたことで、それに向けて各館で適切な対応を進めている。3カ

年の目標に対して、進捗は67％となった。年度末までに7万点を公開する見込みで

ある。

・オープンデータ化に際しては、現行の著作権法に合わせた対応が必要なことか

ら、国内外の事例調査に加え、本部にて知財を専門とする顧問弁護士から助言を受

ける等の対応により、課題を精査した。利活用の促進に向けて、各館とも調整の

上、適切に進めていく。

・Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録公開点数約9万点

・同ウェブサイトの画像データのダウンロード利活用の促進

③

高品質映像オンデマンド配信の実施によるオンラインコンテンツの充実

により、ユーザーの都合に合せて質の高い体験機会を提供（写真美術館

で試行予定）

・芸術劇場は、アトリウムでの生演奏のアーカイブ映像を配信し

た。

・休館中の江戸東京博物館は、韓国・ソウル歴史博物館の国際交流

展「隅田川‐江戸時代の都市風景」のオンライン展覧会を実施した。

・写真美術館は、アニメーションを学ぶWebアプリ「マジカルー

プ」を公開し活用を開始した。

・芸術劇場の「芸劇サウンド・オアシス」では、伝統芸能からクラシック音楽まで

のサウンドとパフォーマンスを実施、オンラインでも配信することで、多彩なライ

ンナップを提供した。

・江戸東京博物館では、オンラインコンテンツとして学芸員の解説や展示物の紹介

も丁寧に行うことで、リアリティのある鑑賞体験を提供した。

・写真美術館では、教育普及プログラムの活用により、Webアプリの公開に繋げ

た。2022年度の「アジアデジタルアート大賞展FUKUOKA」でエンターテイメント

部門に入賞。

・高品質なオンデマンド・ライブ配信の実施による、ユーザーのオ

ンラインでの体験のさらなる充実

・オンラインコンテンツを集約した財団ウェブサイトへの総掲載件

数増（2022年度558件に対し110％）

2023年度

・都の重要施策として、主に東京文化戦略2030（東京都策定）の「戦略2 芸術文化の力で、人々に喜び、感動、新たな価値の発見をもたらす」と連

動。

・「情報アクセシビリティ向上に向けた環境整備」および「オンライン参加プログラムの公開」の2023年度計画に、都民に届ける視点を加え、KPIを

設定する。

・2022年度計画と11月末の実績を受けて、目標に対して継続して実施する事項を、2023年度計画に加える。また、2023年度の計画について、表現

をより正確な内容に修正する。

・Tokyo Museum Collectionでの収蔵品目録公開点数について、「新規」ではなく「累計」であるため、文言を削除する。

・「オンライン参加プログラムの公開」の2023年度計画に、定量的な目標を設定する。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・情報アクセシビリティ向上のため、公開したウェブサイトの内容を更新・充実し、発信した。2022年度の実績は年度末までに調査を終

了し、集計予定。今後も改善を継続しつつ周知を進め、必要な方へ情報を届けていく。

・収蔵品目録公開点数9万点に向けて60,108点を公開済み。2022年度中に7万点を公開する準備を着実に進めていく。

・オンライン参加プログラムの興味関心を増やすため、質の高い芸術文化の体験を提供するコンテンツを届けていく。件数としては、掲

載終了を含み、558件を公開済み。

◆都立文化施設が発信する情報はアクセ

シビリティの面で更なる改善が必要であ

る。

「文化的な行事や場所、あるいは活動に

ついての情報の入手」（当財団「障害者

の文化活動参加機会の拡大状況の指標化

報告書　2019年度」）の「十分入って

来ている」「ある程度入って来ている」

の合計は46.8%

◆都立文化施設における収蔵品、展覧会

や公演等の活動記録の公開点数は海外の

状況と比較して低い状況にある。

都立文化施設の収蔵品目録公開点数約

56,000点（2019年）

MET…PDの所蔵品37万5千点以上をオー

プンアクセス化

MoMA…約20万点の収蔵品のうち、約8

万3千点をオンライン公開

◆デジタルを活用して情報保障の拡充や

文化資源の情報公開を推進していく。

◆バリアフリー設備・サービス・事業の

情報を一元化し、情報発信力を強化して

いく。

　情報アクセシビリティ向上を図り、情

報格差の是正を図る。

◆都立文化施設の収蔵品公開のための連

携システムの構築、データの拡充を行

う。

◆ワークショップやシンポジウム等のオ

ンライン参加プログラムの拡充を推進し

ていく。

　参加体験機会の拡充により、新たな文

化価値を創出する。

【目標①】

「文化的な行事や場所、あるいは活動

についての情報の入手」の「十分入っ

て来ている」「ある程度入って来てい

る」の割合増（46.8%以上）

【目標②】

収蔵品目録公開点数90,000点

【目標③】

オンライン参加プログラム（参加型/双

方向）への興味関心増

情報アクセシビリティ向上に向

けた環境整備

東京都コレクション（都立文化

施設の収蔵品）公開

オンライン参加プログラムの公

開

　東京2020大会に向けたTokyo Tokyo FESTIVALの取組により文化事業が拡大し、アートを楽しむ人、創造・発信する人が益々増加している（令和元年11月19日

生活文化局局務報告資料より）。一方、コロナ禍において文化施設の社会的役割が変化している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

東京都コレクション（都立文化

施設の収蔵品）公開

オンライン参加プログラムの公

開

(公財)東京都歴史文化財団

戦略１
デジタルを活用した都立文化施設の利便性・アク

セス性の向上

事業

運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度
2022年度

戦略の性質による区分

戦略１
デジタルを活用した都立文化施設の利便性・アク

セス性の向上

事業

運営

　東京2020大会に向けたTokyo Tokyo FESTIVALの取組により文化事業が拡大し、アートを楽しむ人、創造・発信する人が益々増加している（令和元年11月19日

生活文化局局務報告資料より）。一方、コロナ禍において文化施設の社会的役割が変化している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆都立文化施設が発信する情報はアクセ

シビリティの面で更なる改善が必要であ

る。

「文化的な行事や場所、あるいは活動に

ついての情報の入手」（当財団「障害者

の文化活動参加機会の拡大状況の指標化

報告書　2019年度」）の「十分入って

来ている」「ある程度入って来ている」

の合計は46.8%

◆都立文化施設における収蔵品、展覧会

や公演等の活動記録の公開点数は海外の

状況と比較して低い状況にある。

都立文化施設の収蔵品目録公開点数約

56,000点（2019年）

MET…PDの所蔵品37万5千点以上をオー

プンアクセス化

MoMA…約20万点の収蔵品のうち、約8

万3千点をオンライン公開

◆デジタルを活用して情報保障の拡充や

文化資源の情報公開を推進していく。

◆バリアフリー設備・サービス・事業の

情報を一元化し、情報発信力を強化して

いく。

　情報アクセシビリティ向上を図り、情

報格差の是正を図る。

◆都立文化施設の収蔵品公開のための連

携システムの構築、データの拡充を行

う。

◆ワークショップやシンポジウム等のオ

ンライン参加プログラムの拡充を推進し

ていく。

　参加体験機会の拡充により、新たな文

化価値を創出する。

【目標①】

「文化的な行事や場所、あるいは活動

についての情報の入手」の「十分入っ

て来ている」「ある程度入って来てい

る」の割合増（46.8%以上）

【目標②】

収蔵品目録公開点数90,000点

【目標③】

オンライン参加プログラム（参加型/双

方向）への興味関心増

情報アクセシビリティ向上に向

けた環境整備
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

高品質情報通信基盤の構築について、2023年度以降に予定の2施設を前

倒し、4施設を実施し、整備率86％の達成（たてもの園、写真美術館、

東京文化会館、庭園美術館を予定）

高品質情報通信基盤の構築について、1施設を実施し、整備率100％

の達成（東京都美術館を予定）

②
収蔵品3Dデータ、高精細・ドローンによる特殊撮影等のテスト撮影と公

開（江戸東京博物館を予定）
収蔵品3Dデータ、高精細・特殊撮影等の本格公開

③

常設展等の360度全景映像コンテンツを新規公開し、江戸東京博物館改

修休館中（R4~7 予定）にも、デジタルならではの江戸・東京の魅力を

継続的に提供

常設展3D+VR映像等によるバーチャルミュージアムを構築し、江戸

東京博物館改修休館中（R4~7 予定）にも、デジタルならではの江

戸・東京の魅力を継続的に提供

④
アーティスト・クリエーターの創作支援、デジタルアートの身近な体験

の提供の機能をもつ、デジタルアートデザインラボ（仮称）を開設
デジタルアートデザインラボ（仮称）におけるコンテンツ拡充

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

高品質情報通信基盤の構築について、2023年度以降に予定の2施設を前

倒し、4施設を実施し、整備率86％の達成（たてもの園、写真美術館、

東京文化会館、庭園美術館を予定）

・たてもの園、写真美術館、東京文化会館、庭園美術館にて、通信

基盤の構築のための仕様を整理し、業者選定を行った。年度末まで

の整備に向けて、着実に進めている。

・各館の状況や今後の利用方法に適した実施に繋がるよう、本部と各館との連携体

制のもと、本部にて各館に応じた仕様の調整を計画的に行った。工事の日程調整を

行い、2022年度の3月末までに、全館で工事が終了し、整備率は86％を達成する見

込みである。

高品質情報通信基盤の構築について、残り1施設を実施し、整備率

100％の達成（東京都美術館を予定）

②
収蔵品3Dデータ、高精細・ドローンによる特殊撮影等のテスト撮影と公

開（江戸東京博物館を予定）

・江戸東京博物館で、8点の対象物（写真機、アイスクリーム製造

器、ダルマ自転車、蓄音機、手動ミシン、ドレス、ガワーベル電話

機、座敷ランプ）を、3D撮影の候補として選定した。

・ドローンの特殊撮影は2021年度に完了したものを、休館中の江戸

東京博物館のオンラインコンテンツとして4月に公開し、活用した。

・2021年度に実施した、収蔵品の造形性を踏まえた最適な撮影技術等の検証を通じ

て得られた知見を活かしたことで、効果的に対象物を選定することができた。戦略1

個別取組事項2「Tokyo Museum Collection」での公開や、戦略2個別取組事項3

「xRによるイマーシブシアター、バーチャルミュージアムの整備」のコンテンツで

のデータの利活用も見込みながら、計画的に撮影を進めていく。

収蔵品3Dデータの「Tokyo Museum Collection」等での利活用（江

戸東京博物館を予定）

③

常設展等の360度全景映像コンテンツを新規公開し、江戸東京博物館改

修休館中（R4~7 予定）にも、デジタルならではの江戸・東京の魅力を

継続的に提供

・2021年度にリリースしたスマートフォンアプリ「ハイパー江戸

博」を継続して提供した。

・本部・江戸東京博物館・CG制作の専門家等によるプロジェクト

チームで、「江戸の盛り場 両国」の次のテーマとして、明治の東京

の魅力を届ける「銀座煉⽡街と東京の文明開化」のコンテンツ開発

に着手し、進めている。

・IOS版のリリースに加えて7月にはAndroid版をリリース。継続的な公開により、

ダウンロード数は39,157件となった。

・江戸東京博物館の管理する収蔵品を活かしながら、2021年度からのプロジェクト

チームにより、ゲームエンジンを利用したアプリケーション・コンテンツを継続し

て開発している。

・常設展3D+VR映像等によるバーチャルミュージアムを構築し、江

戸東京博物館改修休館中（R4~7 予定）にも、デジタルならではの

江戸・東京の魅力を継続的に提供

・スマートフォンアプリ「ハイパー江戸博」の総ダウンロード数増

（2022年度比110％）

④
アーティスト・クリエーターの創作支援、デジタルアートの身近な体験

の提供の機能をもつ、デジタルアートデザインラボ（仮称）を開設

・デジタルクリエイティブを専門とした東京都初の創造拠点、

［CCBT］を10月に渋谷に開設した。オープニングに際し、アーティ

スト・フェローによる展示の他、スポーツアート共創「未来の東京

の運動会」を近隣会場で行い、約100人に体験機会を提供。開設後も

ワークショップ等の実施を通じて継続的に発信した。

・東京都との協働でプロジェクトを主導し、コラボレーション・メンバーやクリエ

イティブチーム等、多岐にわたる専門家の参画を得ながら進めることで、予定通り

開設することができた。さらに、最先端のデジタルアートを発信し届けることを目

指したコンテンツの共創に向けて、ネットワークづくりにも繋げた。また、ハード

面では、約380㎡のスペースに、スタジオ、オープンスペース、テックラボを備

え、各スペースを稼働壁で仕切るフレキシブルな仕様とすることで、プログラムの

拡充に備えた。

・アーティスト・クリエーターの創作支援、デジタルアートの身近

な体験の提供の機能をもつ［CCBT］の運営と、アート＆テクノロ

ジーの社会実装を目指す参加体験型のコアプログラムを４事業から6

事業へ拡充

・ワークショップ等満足度80％以上

(公財)東京都歴史文化財団 戦略の性質による区分

戦略２
最先端技術による芸術文化の新しい鑑賞体験の創

出

事業

運営

xRによるイマーシブシアター、

バーチャルミュージアムの整備

デジタルアートデザインラボ

（仮称）の開設と運営

　都立文化施設を拠点に、都民に幅広く親しまれている芸術文化に加え、テクノロジーを駆使した新たなアートやエンターテインメント性の高いイベント等が創造発

信されるよう、これまでの枠を超えた取組・連携が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

◆専門人材が横断的に連携し、コンテン

ツへの戦略的投資等の仕組みを検討する

とともに、体制強化のための専門人材の

継続的な拡充が必要。

◆高品質な施設インフラの整備が必要。

◆世界の最先端の動きを取り込んだコン

テンツの生産により東京の魅力を高め、

競争力を強化することが必要。

スミソニアン博物館・大英博物館等…所

蔵品の3Dデータを公開

MoMA・Tateモダン…オンラインVRで展

覧会を鑑賞できる360度映像等を公開

◆海外では、デジタル環境整備を背景

に、アーティストがテクノロジーを活用

した先駆的な芸術が生まれている

◆財団事務局に配置した専門的知見を有

する人材を中心に、学芸・舞台制作・舞

台技術等横断的な専門人材によるタスク

フォースを結成し事業を推進する。

◆施設インフラ・情報環境を整備してい

く。

　いずれの都立文化施設においても常に

高品質なデジタルコンテンツの提供を可

能としていく。

◆先進的なDXの推進により、収蔵品3D

データや高精細画像の公開、VRやイマー

シブ体験を提供する新たなデジタルコン

テンツの開発・提供を行っていく。

　収蔵品の新しい楽しみ方を提供すると

ともに、リアルとデジタルを往来する新

たな体験を創造していく。

◆世界のアートシーンの潮流を踏まえ、

テクノロジーとアートの融合による新た

な芸術発信を生み出す場を整備

【目標①】

整備可能な施設における高品質で安定

的な通信基盤の整備率 100%（対象7施

設）

【目標②】

収蔵品3Dデータ・高精細画像の公開

【目標③】

ｘRによるバーチャルミュージアムの公

開

【目標④】

誰もが新たなデジタルアートに触れら

れる体験機会の提供

各施設の情報通信基盤の整備

収蔵品3Dデータや高精細画像の

公開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２
最先端技術による芸術文化の新しい鑑賞体験の創

出

事業

運営

・都の重要施策として、主に東京文化戦略2030（東京都策定）の「戦略2 芸術文化の力で、人々に喜び、感動、新たな価値の発見をもたらす」と連

動。

・デジタルアートデザインラボ（仮称）は、「シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］」の名称となったため更新する。

・「xRによるイマーシブシアター、バーチャルミュージアムの整備」および「「シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］」の開設と運営」

の2023年度計画に、都民に届ける視点を加え、KPIを設定する。

・2022年度計画と11月末の実績を受けて、目標に対して継続して実施する事項を、2023年度計画に加える。また、2023年度の計画について、表現

をより正確な内容に修正する。

2023年度改訂の視点による区分

　都立文化施設を拠点に、都民に幅広く親しまれている芸術文化に加え、テクノロジーを駆使した新たなアートやエンターテインメント性の高いイベント等が創造発

信されるよう、これまでの枠を超えた取組・連携が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

【目標①】

整備可能な施設における高品質で安定

的な通信基盤の整備率 100%（対象7施

設）

【目標②】

収蔵品3Dデータ・高精細画像の公開

【目標③】

ｘRによるバーチャルミュージアムの公

開

【目標④】

誰もが新たなデジタルアートに触れら

れる体験機会の提供

各施設の情報通信基盤の整備

収蔵品3Dデータや高精細画像の

公開

xRによるイマーシブシアター、

バーチャルミュージアムの整備

「シビック・クリエイティブ・

ベース東京［CCBT］」の開設と

運営

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・通信基盤の整備100％実施に向けて、2022年度は4施設の整備を推進、今後も計画に基づき実施していく。

・収蔵品3Dデータや高精細画像の公開のため、8点について撮影準備を実施、これをバーチャルミュージアム等にも利活用していく。

・誰もがデジタルアートに触れる機会として、シビック・クリエイティブ・ベース東京［CCBT］を開設。運営を継続し、アート＆テクノ

ロジーの社会実装を目指すコアプログラムを４事業から6事業へ拡充。

◆専門人材が横断的に連携し、コンテン

ツへの戦略的投資等の仕組みを検討する

とともに、体制強化のための専門人材の

継続的な拡充が必要。

◆高品質な施設インフラの整備が必要。

◆世界の最先端の動きを取り込んだコン

テンツの生産により東京の魅力を高め、

競争力を強化することが必要。

スミソニアン博物館・大英博物館等…所

蔵品の3Dデータを公開

MoMA・Tateモダン…オンラインVRで展

覧会を鑑賞できる360度映像等を公開

◆海外では、デジタル環境整備を背景

に、アーティストがテクノロジーを活用

した先駆的な芸術が生まれている

◆財団事務局に配置した専門的知見を有

する人材を中心に、学芸・舞台制作・舞

台技術等横断的な専門人材によるタスク

フォースを結成し事業を推進する。

◆施設インフラ・情報環境を整備してい

く。

　いずれの都立文化施設においても常に

高品質なデジタルコンテンツの提供を可

能としていく。

◆先進的なDXの推進により、収蔵品3D

データや高精細画像の公開、VRやイマー

シブ体験を提供する新たなデジタルコン

テンツの開発・提供を行っていく。

　収蔵品の新しい楽しみ方を提供すると

ともに、リアルとデジタルを往来する新

たな体験を創造していく。

◆世界のアートシーンの潮流を踏まえ、

テクノロジーとアートの融合による新た

な芸術発信を生み出す場を整備
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①③

・財団内でのテーマ別研究会の継続実施

・筑波技術大学、厚生労働省、文化庁、つながり創生財団等の専門団体

との情報交換や協働等の連携体制を強化し、個別取組事項２の計画実施

等へも繋げる

筑波技術大学、つながり創生財団等の専門団体との連携体制によ

る、多文化共生を目的とした企画開発

①②

・つながり創生財団と連携し、やさしい日本語を使用した多文化共生プ

ログラムの実施

・個別取組事項4の国際カンファレンスで実施する、インクルーシブデ

ザインの手法をもちいて文化や言語が異なる人々が集う共創型ワーク

ショップにおいて、新たなプログラムを創発

プログラムの検証・改善によるユーザビリティのさらなる向上

①③
ピッチコンテスト参加者と文化施設との協働開発・検証（1件）によ

り、最先端技術を活用した芸術文化の新しい体験を届ける

ピッチコンテスト参加者と文化施設との協働開発・検証（1件）によ

り、最先端技術を活用した芸術文化の新しい体験を届ける

①③

多様性や包摂性の推進等をテーマとした国際カンファレンスを開催し、

欧米やアジア諸国の専門家が集う講演や、国内外の異分野機関等をつな

ぐネットワーキングプログラム、展示・上映を中心としたショーケース

等を実施

シンポジウムとして継続実施し、プラットフォームを構築

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①③

・財団内でのテーマ別研究会の継続実施

・筑波技術大学、厚生労働省、文化庁、つながり創生財団等の専門団体

との情報交換や協働等の連携体制を強化し、個別取組事項２の計画実施

等へも繋げる

・財団内での担当者会を継続した（2回）。

・筑波技術大学、厚生労働省、文化庁、つながり創生財団等の専門

団体との連携体制を強化し、戦略3個別取組事項2の新規プログラム

や個別取組事項項目4の「だれもが文化でつながる国際会議」での協

力に繋げた。

・財団全体での取組や、各施設等での個別課題等をテーマとしつつ、情報共有の場

として担当者会を活用している。個別取組事項4の2023年度のサマーセッション

（仮）に向けて、財団職員の知見を深める場としても活用していく。

・国際会議等の共通の場があることで、戦略3個別取組事項2・4に記載のような、

国内外の関連機関との連携を深めることができた。2023年度のサマーセッション

（仮）に向けては、自治体や民間団体のリサーチを行い、新たな連携体制の準備を

進めていく。

・財団内でのテーマ別研究会の継続実施

・筑波技術大学、つながり創生財団等の専門団体との連携体制によ

る、共生社会の実現を目指した企画開発

①②

・つながり創生財団と連携し、やさしい日本語を使用した多文化共生プ

ログラムの実施

・個別取組事項4の国際カンファレンスで実施する、インクルーシブデ

ザインの手法をもちいて文化や言語が異なる人々が集う共創型ワーク

ショップにおいて、新たなプログラムを創発

・つながり創生財団と連携し、江戸東京たてもの園・東京都美術館

の展覧会と連動したやさしい日本語ガイドブックを作成した。

・「だれもが文化でつながる国際会議」の短期集中キャンプ「共鳴

する身体」として、アクセシブルな楽器を共創するインクルーシブ

なワークショップを開催、成果物を国際会議で展示紹介した。

・ガイドブックは、2館で開催中の展覧会をやさしい日本語で紹介、現地へ誘導する

もので、つながり創生財団と財団本部、館との連携により作成できた。

・財団内外のネットワークを通じて関心のある層へ周知し、参加者は21（うちろう

者3、視覚障害者1）名となった。国内外からディレクター3名・講師4名招き、5日

間のレクチャーとグループワークを集中して行うことで、障害当事者や専門家のみ

ならず、文化や言語、考え方の異なる人々の協働による、新しい音楽の楽しみ方を

提案する楽器を創作した。

・プログラムの検証・改善によるユーザビリティのさらなる向上

・子供等若年層がより深く芸術文化に親しめる体験メニューの充実

①③
ピッチコンテスト参加者と文化施設との協働開発・検証（1件）によ

り、最先端技術を活用した芸術文化の新しい体験を届ける

・2021年度のコンテストの優勝社と協働し、VR空間内を自由移動・

体験共有を可能にする「ABALシステム」を活用した、モデル作品の

制作に着手した。

・戦略2個別取組事項4の〔CCBT〕との技術連携による、視覚障害者

に向けた新たな美術館ガイドの開発を目的とした調査を開始した。

・限られたスペースに巨大なVR空間を作り、自由に移動や体験ができる「ABALシ

ステム」を活用し、落語の「死神」をテーマとした浮世絵の世界を巡る新しいアー

トコンテンツの開発に着手した。戦略2個別取組事項4で開設した〔CCBT〕で、本

作品を発表し体験を届ける。

・筑波技術大学と本部、各館（庭園美術館、写真美術館）との連携による課題整理

や示唆・助言を活用すること、点字プリンター等〔CCBT〕でのファブリケーション

技術を活かすことで企画に繋げて、2023年度に実物の制作を目指す。

［CCBT］での民間連携による文化施設との協働開発・検証（1件）

により、障害のある方へも最先端技術を活用した芸術文化の新しい

体験を届ける

①③

多様性や包摂性の推進等をテーマとした国際カンファレンスを開催し、

欧米やアジア諸国の専門家が集う講演や、国内外の異分野機関等をつな

ぐネットワーキングプログラム、展示・上映を中心としたショーケース

等を実施

・共生社会をテーマに、アジア初の総合国際会議「だれもが文化で

つながる国際会議」を6/28～7/7に開催。国内の専門家の他、ロン

ドン市副市長や、シンガポール・台湾等アジア各国から招聘した専

門家による講演や分科会、ブース・プレゼンテーション、展示等を

通じて、多様な参加者による議論の機会を創出した。

・複数日・複数会場で多岐のプログラムを準備し、コミッティによる運営企画、都

立文化施設の専門人材の参画、出展者の公募等、幅広く専門家の協力を得ること

で、国際会議を実施。

・会議を通じ情報保障支援（日英同時通訳、手話通訳、文字情報支援、事前資料配

布）を行った他、一部ライブ配信を行い、来場が困難な方へも届けた。これによ

り、障害のある当事者も含め、出演関係者約300組・団体、プログラム参加者約

5000（うちオンライン1400）人の参加・参画があり、今後に繋がる活発な議論の

場となった。

・多様性や包摂性の推進等をテーマとしたサマーセッション（プレ

国際会議）（仮）を開催し、国内外のプラットフォーム（約30団体

規模）を構築

(公財)東京都歴史文化財団 戦略の性質による区分

戦略３
芸術文化版SDGsによる「誰一人取り残さない」

共生社会の実現に寄与

事業

運営

民間連携によるインターフェイ

ス開発や協働ワークショップの

実施

ダイバーシティ推進に向けた国

際プラットフォームの構築

　海外の主要文化施設では、芸術文化の力による社会課題解決の取組が進展しており、アートの力や都立文化施設の資源を活用し、多様な価値観を認めあう共生社会

の実現への貢献が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

◆各施設ではこれまでも多言語対応・バ

リアフリー対応を進めるとともに、高齢

者、障害者、乳幼児等に向けたプログラ

ムを実施してきたが、多様な東京の社会

課題に包括的に対応していくためには内

外の体制整備が必要

「障害者対象事業の利用経験・認知につ

いて」（当財団「障害者の文化活動参加

機会の拡大状況の指標化報告書　2019

年度」）の認知率は16.4%

MoMA・シンガポール美術博物館等…教

育普及プログラムとは別途アクセスプロ

グラムを開始

◆従来の各施設での取組に加え、財団全

体の重点的な取組として財団事務局に設

置したコアチームを中心に、本プロジェ

クトを「面」として拡げていく。

◆コアチームのコーディネートにより、

各施設横断的な担当者会・テーマ別打ち

合わせを実施する。これらの取組により

内部連携体制を強化し、現場の課題や

ニーズを共有する。

◆外部の専門機関・団体等と新たなネッ

トワークを構築する。このネットワーク

を活用し、新たなプログラムの企画開発

や、最先端技術を活用したインターフェ

イス開発を推進していく。

【目標①】

「障害者対象事業の利用経験・認知に

ついて」の認知率増（16.4%以上）

【目標②】

各施設新規プログラムの効果検証（参

加者満足度、専門家レビューによる評

価を受ける）

【目標③】

外部の専門機関・団体等との協働プロ

グラムの効果検証（参加者満足度、専

門家レビューによる評価を受ける）

内外連携体制の構築

新規プログラムの企画開発・検

証

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３
芸術文化版SDGsによる「誰一人取り残さない」

共生社会の実現に寄与

事業

運営

・都の重要施策として、主に東京文化戦略2030（東京都策定）の「戦略1 誰もが芸術文化に身近に触れられる環境を整え、人々の幸せに寄与する」、

「戦略3 国内外のアートシーンの中心として、世界を魅了する創造性を生み出す」と連動。

・共生社会実現に向けた都政策と連動し、都立文化施設の情報保障・鑑賞サポートに関する方針整備を、財団として注力する取組の一つと位置づけ、

個別取組事項に新設する。

・東京文化戦略2030に位置付けられている、子供や若年層を対象とした体験機会の拡充について、個別取組事項「新規プログラム」の一つとして、

2023年度計画に加える。

・民間連携によるインターフェイス開発について、ピッチコンテスト参加者に限らず協働開発していくため、表現を修正する。

・「シンポジウム」の内容がより詳細に定まったことから、「多様性や包摂性の推進等をテーマとしたサマーセッション（プレ国際会議）（仮）」に

修正する。

・その他、2023年度の計画について、表現をより正確な内容に修正する。

2023年度改訂の視点による区分

　海外の主要文化施設では、芸術文化の力による社会課題解決の取組が進展しており、アートの力や都立文化施設の資源を活用し、多様な価値観を認めあう共生社会

の実現への貢献が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

【目標①】

「障害者対象事業の利用経験・認知に

ついて」の認知率増（17.2%以上）

【目標②】

各施設新規プログラムの効果検証（参

加者満足度、専門家レビューによる評

価を受ける）とプログラムの改善

【目標③】

外部の専門機関・団体等との協働プロ

グラムの効果検証（参加者満足度、専

門家レビューによる評価を受ける）と

プログラムの改善

内外連携体制の構築

新規プログラムの企画開発・検

証

民間連携によるインターフェイ

ス開発や協働ワークショップの

実施

ダイバーシティ推進に向けた国

際プラットフォームの構築

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

障害のある方等への情報保障・

鑑賞サポートの体系化
①③

・障害のある方等への情報保障・鑑賞サポートの体系化のため、調

査項目を策定した。

・財団の各施設及びアーツカウンシル東京におけるこれまでの取組・知見の蓄積を

踏まえた、情報保障・鑑賞サポートに関する調査項目を策定した。3月末に向けて、

ロジックモデルによる指標づくり、国内外の事例調査、財団各施設への状況調査を

行い、2023年度のガイドラインの策定へ繋げていく。

財団としての障害のある方等への情報保障・鑑賞サポートに関する

体系化に基づき「誰もが気軽に芸術文化を享受できる環境整備ガイ

ドライン（仮）」の策定

・目標①の実績は2022年度末までに調査を終了し、集計予定。

・目標①②に向けて、障害者対象事業の利用・経験を増やしていくため、内外連携体制の構築や新たなプログラムやインターフェイスの

開発を実施した。今後もプログラムを検証し、改善・開発を行っていく。

・目標①③に向けて、国際プラットフォームの構築のため、「だれもが文化でつながる国際会議」を実施した。この実績を2023年度に開

催するサマーセッション（プレ国際会議）の準備に繋げていく。

◆各施設ではこれまでも多言語対応・バ

リアフリー対応を進めるとともに、高齢

者、障害者、乳幼児等に向けたプログラ

ムを実施してきたが、多様な東京の社会

課題に包括的に対応していくためには内

外の体制整備が必要

「障害者対象事業の利用経験・認知につ

いて」（当財団「障害者の文化活動参加

機会の拡大状況の指標化報告書　2019

年度」）の認知率は16.4%

MoMA・シンガポール美術博物館等…教

育普及プログラムとは別途アクセスプロ

グラムを開始

◆従来の各施設での取組に加え、財団全

体の重点的な取組として財団事務局に設

置したコアチームを中心に、本プロジェ

クトを「面」として拡げていく。

◆コアチームのコーディネートにより、

各施設横断的な担当者会・テーマ別打ち

合わせを実施する。これらの取組により

内部連携体制を強化し、現場の課題や

ニーズを共有する。

◆外部の専門機関・団体等と新たなネッ

トワークを構築する。このネットワーク

を活用し、新たなプログラムの企画開発

や、最先端技術を活用したインターフェ

イス開発を推進していく。
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・東京都が「新たな文化戦略」に沿って実施を予定している既存人材育

成事業の評価検証及び、検討委員会への協力

・都と協働し、組織横断で体系的な人材育成プログラムを構築

・検討結果に基づく具体的な事業の組み立て

・人材育成プログラムの一部実施及び組織横断で体系的な人材育成

プログラムの本格実施のための予算要求

②
東京の芸術文化の魅力を向上させ、世界に発信していく創造活動を支援

する助成事業を始めとする各種助成事業の適切な運用・評価・改善

東京の芸術文化の魅力を向上させ、世界に発信していく創造活動を

支援する助成事業を始めとする各種助成事業の適切な運用・評価・

改善

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・東京都が「新たな文化戦略」に沿って実施を予定している既存人材育

成事業の評価検証及び、検討委員会への協力

・都と協働し、組織横断で体系的な人材育成プログラムを構築

・財団が主催する既存の担い手育成事業について、評価の対象とな

る情報（経緯、対象、事業規模等）を収集し、整理した。また、東

京都の検討委員会の材料として東京都へ共有した。

・東京都との打ち合わせにより、認識と方向性をすり合わせながら進めている。各

館等へのヒアリングや事前視察を丁寧に行うことで、正確に情報を収集し・整理す

ることに繋げた。

・都の検討委員会では現状に基づいた課題整理を予定している。これに基づき、体

系的な人材育成プログラムを検討・構築していく。

・検討結果に基づく具体的な事業の組み立て

・人材育成プログラムの一部実施及び財団ウェブサイトでの発信

と、組織横断で体系的な人材育成プログラムの本格実施のための予

算要求

②
東京の芸術文化の魅力を向上させ、世界に発信していく創造活動を支援

する助成事業を始めとする各種助成事業の適切な運用・評価・改善

下記助成事業を適切に運用（採択/申請件数）。

・芸術文化魅力創出（68/206）

・ライフウィズアート（5/10）

・スタートアップ（105/410）

・創造発信（107/430）

・社会支援（23/73）

・地域芸術文化（18/31）

・伝統芸能体験活動（14/30）

・長期化する新型コロナウイルス感染拡大への影響が残る中、芸術文化の担い手を

継続的に支援する取り組みを進めるため、従来からの助成プログラムに加え、2021

年度から新設したプログラムの予算を増額して適切に運営するとともに、2022年度

から新設のプログラムを実施することによって、申請者の特性に合ったより幅広い

支援を行った。2023年度に向けて、適切な運用・評価・改善を継続する。

東京の芸術文化の魅力を向上させ、世界に発信していく創造活動を

支援する助成事業を始めとする各種助成事業の適切な運用・評価・

改善・対象や規模の拡充

②

・若手アーティストの創作活動を支援するため、物件を確保し期間

限定で設置する貸スペース「START Box Roppongi」について、利

用するアーティストの募集を11月に開始した。

・地価や物価が高い都心部で、利用しやすい料金を設定した期間限定の貸スペース

を開設し、若手アーティストの創作活動を支援する。遊休施設の活用を前提とし、

今回は六本木駅より徒歩5分の施設で、利便性を確保している。

・11月に募集を開始し、利用アーティストを選定の上、1月より貸出を開始予定。

2022年度は試行実施とし、2023年度に都との共同事業として別エリアで本格実施

を予定。

・アーティストや芸術文化に関わる方の持続的な支援として、相談

窓口（ヘルプデスク）となる東京芸術文化活動サポートセンター

（仮称）を設置

・アーティストの創作環境向上のため、低廉な料金で利用できる創

作活動のための貸スペース事業の本格実施（6区画）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・アーテイストや芸術文化を支える人材を育成・支援するため、既存事業の整理を行った。今後は東京都の外部有識者による委員会での

意見を得ながら、2023年度は事業の改善と体系化を行っていく。

・アーティスト等のステップアップを後押しするため、助成事業を適切に運用し、採択件数は340件となった。各事業を適切に運用・評

価・改善するとともに、創作活動や相談窓口等、支援を拡充していく。

◆これまでも都立文化施設等において多

様な支援の取組を実施しているが、それ

ぞれの取組は充実している一方、団体と

しての体系整備や、都の文化政策との連

動性の確保が必要。

◆コロナ禍で影響を受けた芸術文化活動

への緊急支援として、アーティスト等個

人や団体を支援する「アートにエールを!

東京プロジェクト」を、都との共催によ

り実施してきたが、長期化するコロナ禍

により落ち込んだ芸術文化活動に対して

は、今後も継続的な支援強化が必要。

◆都が策定する新たな文化戦略と連動

し、中長期的な視点により支援事業を体

系的に展開。

◆「アートにエールを!東京プロジェク

ト」をレガシーとして継承・発展させ、

助成プログラムの新設・拡充等により、

助成事業全体を強化。

【目標①】

支援の取組や成果をわかりやすく発信

するとともに、アーティストや芸術文

化を支える人材を着実に育成・支援

【目標②】

アーティストのキャリアや芸術団体等

の活動ステージ、活動規模に応じた柔

軟な支援プログラムを開発し、多様な

創造活動の担い手のステップアップを

後押し

アーティストや芸術文化を支え

る人材の支援育成事業の体系化

芸術文化事業助成の継続実施

アーティストや芸術文化を支え

る人材の活動支援

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う入国制限措置や外出自粛などにより、様々な文化イベントが中止となり、アーティストや団体等の活動の場が失われた。ア

フターコロナに備え、芸術文化の担い手を継続的に支援する取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 芸術文化の創造活動の支援
事業

運営

・都の重要施策として、主に東京文化戦略2030（東京都策定）の「戦略4 アーティストや芸術文化団体等が継続的に活動できる仕組みをつくる」と連

動。

・東京文化戦略2030に位置付けられている、芸術文化の交流・発信拠点の形成を目指し、情報発信やアカデミー、アーティストの相談窓口の機能を有

する「東京芸術文化活動サポートセンター（仮称）」の開設・運営を新たな取組として新設。併せて、アーティストの創作環境向上のための、活動場

所の支援についても、内容を追加。

◆これまでも都立文化施設等において多

様な支援の取組を実施しているが、それ

ぞれの取組は充実している一方、団体と

しての体系整備や、都の文化政策との連

動性の確保が必要。

◆コロナ禍で影響を受けた芸術文化活動

への緊急支援として、アーティスト等個

人や団体を支援する「アートにエールを!

東京プロジェクト」を、都との共催によ

り実施してきたが、長期化するコロナ禍

により落ち込んだ芸術文化活動に対して

は、今後も継続的な支援強化が必要。

◆都が策定する新たな文化戦略と連動

し、中長期的な視点により支援事業を体

系的に展開。

◆「アートにエールを!東京プロジェク

ト」をレガシーとして継承・発展させ、

助成プログラムの新設・拡充等により、

助成事業全体を強化。

【目標①】

支援の取組や成果をわかりやすく発信

するとともに、アーティストや芸術文

化を支える人材を着実に育成・支援

【目標②】

アーティストのキャリアや芸術団体等

の活動ステージ、活動規模に応じた柔

軟な支援プログラムを開発し、多様な

創造活動の担い手のステップアップを

後押し

アーティストや芸術文化を支え

る人材の支援育成事業の体系化

芸術文化事業助成の継続実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う入国制限措置や外出自粛などにより、様々な文化イベントが中止となり、アーティストや団体等の活動の場が失われた。ア

フターコロナに備え、芸術文化の担い手を継続的に支援する取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

(公財)東京都歴史文化財団 戦略の性質による区分

戦略４ 芸術文化の創造活動の支援
事業

運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・新たに1億円程度の積立を実施し、各館連携事業や広報、展覧会・公

演等の充実に取り組むことで、財団の認知度やブランド力を向上

・経常収支比率：100％（収支差０）

・新たに1億円程度の積立を実施し、財団の認知度・ブランド力向上

に向けた取組を一層推進

・経常収支比率：100％（収支差０）

②

・科学研究費獲得に向けた、学術研究機関指定への申請のための実績づ

くり

・現状分析に基づき、財団全体で協賛・寄附拡充のためのノウハウ共有

等の仕組みを構築

・科学研究費獲得に向けた、学術研究機関指定への申請

・各館における協賛・寄附等外部資金獲得先の更なる拡充

・財団全体として戦略的に外部資金を獲得する取組みの拡充

③

人材育成方針見直し検討

具体的には、以下について財団職員や他団体、有識者へのヒアリングを

行い、最適な見直し案を作成

・各施設の特性に応じた専門人材の確保

・業務内容を踏まえた雇用形態の見直し

・雇用形態毎のキャリアプランと育成計画の策定

・職員のスキルアップを図るための研修機会の確保

・新たな人材育成方針等策定

・人事制度の一部改正と運用

・人材育成方針等に基づき予算措置を調整

④

2023年度の実施に向けて、東京都及び以下のような人事交流候補企業

等と個別に調整

・観光業界など、財団の事業内容に関連する企業等

・他の文化施設団体などの関連施設等

・その他職員の育成につながる団体、企業等

東京都との相互人事交流及び民間企業等との人事交流を実施

・財団の人事異動は４月、７月の年２回であるため、そのタイミン

グでの交流開始を予定

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・新たに1億円程度の積立を実施し、各館連携事業や広報、展覧会・公

演等の充実に取り組むことで、財団の認知度やブランド力を向上

・経常収支比率：100％（収支差０）

・11月末時点の決算見込を踏まえ、積立の規模及び原資を検討

・経費節減の徹底等により、11月末決算見込における当期経常増減

額のマイナス幅を予算対比で圧縮（予算▲3.31億円→決算見込▲

2.11億円）

・経常収支比率98.8％

・2021年度決算における当期経常増減額は1.27億円であり、新たに2.23億円の積

立を実施できた。

・2022年度は、費用は圧縮しているものの、電気料金の高騰により、11月末時点

の光熱水費の支出済額は、前年同月比147％になっている。一方、入場料収入や施

設使用料収入は、依然として厳しい状況だが、回復傾向にある。

・徹底した経費節減を続けるとともに、積立により、財団の認知度・ブランド力向

上に向けた取組を推進する。

・新たに1億円程度の積立を実施し、財団の認知度・ブランド力向上

に向けた取組を一層推進

・経常収支比率：100％（収支差０）

②

・科学研究費獲得に向けた、学術研究機関指定への申請のための実績づ

くり

・現状分析に基づき、財団全体で協賛・寄附拡充のためのノウハウ共有

等の仕組みを構築

・科学研究費獲得に向けた調査を行い、申請のための要件を整理し

た。

・協賛金・寄付金の状況

　2021年度：協賛金0.99億円、受取寄付金0.13億円

　2022年度もほぼ同水準で推移

・文化庁関係の国庫補助金・助成金の状況

　2021年度：1.7億円→2022年度：2.13億円（申請額含む）

・財団学芸員の知見とネットワークを活かし、学術機関指定への申請に必要な要件

を、文部科学省および国内研究機関へのヒアリング調査等により整理した。要件整

理の結果を受けて、スケジュールや体制を見直していく。

・協賛金・寄付金のつなぎ止めに向けた働きかけを継続するとともに、事業に対す

る国庫補助金・助成金の情報収集を行い、獲得に向けた取組を推進する。

・科学研究費獲得に向けた、学術研究機関指定への申請のための体

制整備

・各館における協賛・寄附等外部資金獲得先の更なる拡充

・財団全体として戦略的に外部資金を獲得する取組みの拡充

③

人材育成方針見直し検討

具体的には、以下について財団職員や他団体、有識者へのヒアリングを

行い、最適な見直し案を作成

・各施設の特性に応じた専門人材の確保

・業務内容を踏まえた雇用形態の見直し

・雇用形態毎のキャリアプランと育成計画の策定

・職員のスキルアップを図るための研修機会の確保

・財団職員へのヒアリングとアンケートを実施し、現行制度の課題

を抽出、分析した。

・有識者や他団体へのヒアリングを実施するとともに、人材コンサ

ルタントを活用し、新たな人材育成方針の方向性を策定した。

・全財団職員を対象としたアンケートを分析することにより、現行制度の課題が明

確となり、課題解決に向けた方向性を策定することができた。また、有識者からヒ

アリングし、人材コンサルタントから専門的知見を得ることによって、現行制度を

客観的に分析し、効果的な職員の人材育成方針の策定に向けて検討を積み重ねた。

これらの成果を活用し、2023年度までに詳細な制度設計を行う。

・新たな人材育成方針等策定

・人事制度の一部改正と運用準備

・人材育成方針等に基づき、課題である専門人材のキャリアプラン

や人事給与制度等を見直し

④

2023年度の実施に向けて、東京都及び以下のような人事交流候補企業

等と個別に調整

・観光業界など、財団の事業内容に関連する企業等

・他の文化施設団体などの関連施設等

・その他職員の育成につながる団体、企業等

・2022年度、東京都に研修生1人を派遣。来年度以降も派遣を継続

予定。

・2022年度10月から3月まで、区市町村の文化団体より研修生1人

を受入れ。

・その他、施設等を運営する団体と、来年度以降の人事交流につい

て調整予定。

・東京都及び区市町村の文化団体と調整を重ね、研修生の派遣、受入れを実現し

た。

さらに、2023度以降の人事交流を実施に向けて、他の団体と調整する。

・東京都との相互人事交流及び民間企業等との人事交流を実施

　派遣先の調整　3団体程度

・財団の人事異動のタイミングでの交流開始を予定

東京都や民間企業等との人事交

流を実施

・目標①②に向けて、2021年度決算で2.23億円を積立。11月末決算見込の収支比率は98.8％で積立規模を検討中。科学研究費獲得に向

けた要件整理や、協賛金・寄付金のつなぎ止めに向けた働きかけを実施、取組みを継続する。

・新たな人材育成方針の方向性を策定、2023年度までに詳細な制度設計を行う。人事交流についても派遣と受入を実施、調整を継続す

る。

・職員のコミットメント向上のため、職員参画型で長期ビジョンを策定し、集約された意見を元に内部改革を行っていく。

◆来館者が戻りつつあるものの、入場料

収入及び施設使用料収入は、新型コロナ

ウイルス感染症まん延前の約54％程度に

留まっている（2019年対比）。美術

館・博物館においては、予約システムを

導入し、安全に観覧可能な反面、ブロッ

クバスター展などによる大幅な来場者増

が見込めなくなっている状況。来場者の

減少に伴い、ショップ・レストラン等の

収益も落ち込み、管理手数料収入は約

34％程度に減少している（2019年対

比）。

◆新たな文化戦略で示される目標を達成

するためには、職員の専門性などの能力

の向上や、エンゲージメントの向上が必

要であるが、例えば現行人材育成方針は

10年以上見直しを行っておらず、東京の

芸術文化を取り巻く現状を踏まえた職員

の人材育成のための取組が不足してい

る。

◆大幅な収入増加が見込めない現状にお

いては、収入見合いで徹底した経費節減

を実施。

◆現預金と正味財産を活用して積立を実

施し、一定の事業規模を計画的に確保す

るとともに安定した団体運営に備える。

◆更なる財源の確保に向け、補助金・助

成金等の情報収集及び獲得、協賛企業の

維持及び掘り起こし等の取組を実施。

◆職員の専門性等の維持向上を図るとと

もに、新たな文化戦略の実現に寄与でき

る人材を育成していくため、現行人事制

度を見直す。

◆職員の能力向上に資するよう、東京都

や民間企業・他団体との人事交流を推

進。

◆職員のエンゲージメントを高めるた

め、経営ビジョンの共有と更なる実行の

仕組みづくりを推進。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

職員参画型の運営方針の改定と

プロジェクトの実施
⑤

【目標①】

　新たな文化戦略に取り組み、事業の

安定的な推進に資するための財源とし

て、累計２億円以上を積立

【目標②】

　経費節減と外部資金の獲得により経

常収支比率100%(収支差０)を達成

【目標③】

　人材育成を通じた財団職員の専門性

等の維持向上

【目標④】

　人事交流を通じた財団職員の能力の

向上

【目標⑤】

　財団職員の組織コミットメントの向

上

自己財源の積立・活用

更なる外部資金の獲得

新たな人材育成方針等の策定

・長期ビジョン2030を基盤とした財団運営の実践

・「組織運営」「事業企画」「広報・プロモーション」「職場環境

改善」「事務改善」のテーマごとに分けた内部改革を一部実行

・財団の運営方針である「長期ビジョン」の改定に職員参画型で取組

み、公開

・職員参画による提案実現型プロジェクトを開催し提案を採用

・東京都歴史文化財団長期ビジョン2030を６月に策定し公開。今後

の経営や事業計画における拠り所として活用していく。

・職員から寄せられた、組織運営や事業企画等の組織課題の解決

を、職員参画による「内部改革」と位置づけ、本部での検討を開

始。議論の場としては、本部・各館幹部による歴文本部会議を立ち

上げた。

・長期ビジョン改定の過程で全財団職員を対象に意見集約を実施。各施設等の今後

の方向性についても、各所属内で職員参加で検討した。これらにより、組織全体の

ビジョンとして職員の当事者意識や納得感を得ながら策定することができた。

・長期ビジョン改定の過程での意見集約により、多岐に渡る項目の組織課題が寄せ

られた。内部改革として実現に向けた整理をし、職員参画による提案実現型プロ

ジェクトはこの取組の一つとして位置づけ直した。

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍から常態へ戻りつつある現状を踏まえ、都財政の先行きが不透明な中でも団体として担うべき事業等を持続的に実施するため、組織としての経営課題（財

務、人事面）への取組みが求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

更なる外部資金の獲得

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

職員参画型の運営方針の改定と

プロジェクトの実施
⑤

・財団の運営方針である「長期ビジョン」の改定に職員参画型で取組

み、公開

・職員参画による提案実現型プロジェクトを開催し提案を採用

東京都や民間企業等との人事交

流を実施

新たな人材育成方針等の策定

◆来館者が戻りつつあるものの、入場料

収入及び施設使用料収入は、新型コロナ

ウイルス感染症まん延前の約54％程度に

留まっている（2019年対比）。美術

館・博物館においては、予約システムを

導入し、安全に観覧可能な反面、ブロッ

クバスター展などによる大幅な来場者増

が見込めなくなっている状況。来場者の

減少に伴い、ショップ・レストラン等の

収益も落ち込み、管理手数料収入は約

34％程度に減少している（2019年対

比）。

◆新たな文化戦略で示される目標を達成

するためには、職員の専門性などの能力

の向上や、エンゲージメントの向上が必

要であるが、例えば現行人材育成方針は

10年以上見直しを行っておらず、東京の

芸術文化を取り巻く現状を踏まえた職員

の人材育成のための取組が不足してい

る。

◆大幅な収入増加が見込めない現状にお

いては、収入見合いで徹底した経費節減

を実施。

◆現預金と正味財産を活用して積立を実

施し、一定の事業規模を計画的に確保す

るとともに安定した団体運営に備える。

◆更なる財源の確保に向け、補助金・助

成金等の情報収集及び獲得、協賛企業の

維持及び掘り起こし等の取組を実施。

◆職員の専門性等の維持向上を図るとと

もに、新たな文化戦略の実現に寄与でき

る人材を育成していくため、現行人事制

度を見直す。

◆職員の能力向上に資するよう、東京都

や民間企業・他団体との人事交流を推

進。

◆職員のエンゲージメントを高めるた

め、経営ビジョンの共有と更なる実行の

仕組みづくりを推進。

【目標①】

　新たな文化戦略に取り組み、事業の

安定的な推進に資するための財源とし

て、累計２億円以上を積立

【目標②】

　経費節減と外部資金の獲得により経

常収支比率100%(収支差０)を達成

【目標③】

　人材育成を通じた財団職員の専門性

等の維持向上

【目標④】

　人事交流を通じた財団職員の能力の

向上

【目標⑤】

　財団職員の組織コミットメントの向

上

自己財源の積立・活用

コロナ禍から常態へ戻りつつある現状を踏まえ、都財政の先行きが不透明な中でも団体として担うべき事業等を持続的に実施するため、組織としての経営課題（財

務、人事面）への取組みが求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

・2022年度に採用された提案の一部実施及び実施計画の策定

・提案実現型プロジェクトを継続開催し、新たにメンバーを募り提

案を採用

・科研費の取組については、文部科学省および国内研究機関へのヒアリング調査により要件を整理した結果、スケジュールや体制の見直しの必要が生

じたため、計画を見直す。

・職員参加型提案実現プロジェクトについて、組織運営に係る「内部改革」の一つの取組として位置づけ直し、優先的に取組む事項をとして「内部改

革」に改める。

・その他、2023年度の計画について、表現をより正確な内容に修正する。

2022年度
2023年度

改訂後

(公財)東京都歴史文化財団 戦略の性質による区分

戦略５ 持続的な事業実施のための財務、人事面での取組
組織

運営

戦略の性質による区分

戦略５ 持続的な事業実施のための財務、人事面での取組
組織

運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・民間企業と連携した広報等による大規模音楽祭の定着化
・実行委員会方式の導入、効果検証
※導入の目的：民間企業の協賛や事業協力を得やすくすること
等、関係者：協賛企業等

・大規模音楽祭の定着化
（実績を踏まえた各種事業の検討実施）
・効果検証を踏まえた実行委員会方式の運用

①

・サラダ音楽祭で新たな教育プログラムを実施
・教育支援プログラムの再構築
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の着
実な実施

・教育支援プログラム（再構築後）の実施
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の着実な実施

②
・これまでアプローチできていなかった青少年向けの普及促進
（青少年向け公演紹介コンテンツを活用）

・効果検証を踏まえた検討実施

③

・80.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進
・定期会員券販売の再開

・82.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・民間企業と連携した広報等による大規模音楽祭の定着化
・実行委員会方式の導入、効果検証
※導入の目的：民間企業の協賛や事業協力を得やすくすること
等、関係者：協賛企業等

・５月に日比谷公園大音楽堂、８月に福生市、小平市、９月に東京芸術劇場で
オーケストラ公演を実施
 ・東武鉄道等の鉄道会社やTOKYO MX等のメディアと協力した積極的な広報展
開を実施
・参加型ワークショップや、池袋駅周辺の商業施設等と協力したミニコンサー
トなども実施
・総来場者数は延べ9,236人

・民間企業との協業により、新たな来場者の獲得につながるコンテンツの強化と各種メディアを活用し
た積極的な広報展開を講じた。
・実行委員会方式の導入により、構成員の主体的な取組や知見の活用が促され、協賛企業の獲得や地域
活性化への貢献に繋げることができた。
・また、企画・運営に係る進行管理や意思決定が円滑に図られることで、効果的かつ効率的な事業運営
が可能となった。
・多摩地域でのオーケストラ公演、島しょでのアンサンブル公演を実施し、開催地域の拡大を図った。

・観客参加型の新たなコンテンツの実施や多摩地域でのオーケストラ公演回数
拡大（2回→6回）等による更なるファン層の獲得
・実行委員会方式のメリットを活かした民間企業との更なる連携
・年齢や障害の有無を問わず、誰もが音楽の楽しさを実感できるインクルーシ
ブな対応策（点字プログラム作成等）の検討及び実施

①

・サラダ音楽祭で新たな教育プログラムを実施
・教育支援プログラムの再構築
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の着
実な実施

・音楽祭の新たな教育プログラムとして「マスタークラス」を実施。28名の学
生が参加
・都教委主催「子供を笑顔にするプロジェクト」に参画し、室内楽公演9回+
オーケストラ公演1回を実施
・室内楽による学校アウトリーチ事業を実施（22回）
・オーケストラによる音楽鑑賞教室の再開（25回）

・サラダ音楽祭「マスタークラス」は都響楽員から直接指導を受けられる上、共演できる機会というこ
とで、学生の参加意欲を搔き立てる内容であった。
・「子供を笑顔にするプロジェクト」では、様々なジャンルの中から楽しさと学びを併せ持つ都響のプ
ログラムを選択する学校が多数あった。
・コロナで中止となっていた協賛企業主催のアウトリーチ公演が再開。
・昨年度はコロナの影響により中止判断した地区が、感染症対策を講じて従来通りのオーケストラによ
る音楽鑑賞教室を実施。

・サラダ音楽祭「マスタークラス」拡充による若い世代の参加促進
・徹底した感染症対策による各子供向け音楽事業の着実な実施
・音楽鑑賞教室40回

②
・これまでアプローチできていなかった青少年向けの普及促進
（青少年向け公演紹介コンテンツを活用）

・青少年向け公演紹介コンテンツ『月刊ヤングシート』を10公演で作成
・当選者へは事前郵送し、より充実した鑑賞機会を提供
・またWEB公開しヤングシート応募者以外にも公演の魅力を紹介
・応募者数は11月末現在1,578名と過去最高を更新

・今年度に入り公演が予定通り開催できるようになり、原稿の依頼や資料収集等が計画的に行えるよう
になった。
・『月刊ヤングシート』の執筆者に月刊都響（公演プログラム）にも携わる音楽ファシリテーターを起
用。大人のプログラム冊子とも内容に違和感が無いため、親子で興味関心が深められる。
・音楽鑑賞教室参加生徒にタイムリーにチラシ配布を行い応募数が増加。

・ヤングシート事業の拡大を目指す（招待者数前年度比1割増）
・親子でクラシック音楽を楽しんでもらえるよう募集の枠組みを再構築し、効
果的な運用を検討し実施

③

・80.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進
・定期会員券販売の再開

・75.7％
・世界が注目する新進気鋭の若き指揮者クラウス・マケラとの２回の公演を実
施
・7月都響スペシャルにおいて集中的な販促・広報展開を実施
・コロナ禍で中止していた定期会員券を2022年度分から販売再開

・7月下旬以降、コロナ感染者数再拡大に伴い購入者の欠席数が増加。9月下旬以降も全般的に販売数
が伸びていない。
・2018年に都響との初共演で日本デビューしたクラウス・マケラと２回の再共演を行い、いずれもチ
ケットは完売、９割超の入場者率を記録。
・Twitterによるキャンペーンや、サイネージ広告の掲出、楽器店と共同で公開ゲネプロを実施するな
ど、集中的な販促・広報展開を実施
・定期会員券購入者数はコロナ流行前に比べ、２割程減少。夜公演の販売の低下が顕著である。

・82.0%
・戦略的な広報・広告による販売促進
・コロナ後の来場者の動向を踏まえた公演スケジュールの見直し

戦略の性質による区分

戦略１ 新たなクラシックファン層の獲得による音楽芸術
の更なる普及向上

事業
運営

　「首都東京の音楽大使」として芸術文化都市東京の実現に寄与するという使命を踏まえ、多くの人々へ良質な音楽に触れる機会を提供し、
音楽芸術の更なる普及を図ることが必要である。また、コロナ禍により、業界全体で顧客離れが懸念されることから、音楽芸術の灯を絶やさ
ない取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆当楽団においても、コロナへの
不安から、従来の定期会員の多く
が演奏会場へ足を運ぶことを懸念
するなど、顧客離れ（従来の入場
者数の40%程度）が進んでいる。

◆このような中、ウィズ・コロナ
に係る対応を踏まえながらも、当
楽団の使命を果たすべく音楽芸術
の普及向上に向けた事業活動を継
続し、最低限従来の水準（※）ま
で賑わいを取り戻すことが必要で
ある。
※自主公演の年間入場者率：2019
年度実績

◆「演奏会再開への行程表と指
針」に基づき、舞台上・客席・楽
屋等における適切なコロナ対策を
講じる。

◆ウィズ・コロナ時代において
も、本戦略の柱である「クラシッ
クファン・都響ファン」の獲得を
目指す施策を、関係企業や関係者
と連携しながら各種事業の中で展
開していく。
※新たなファン獲得に向けた取組
として、歌う！聴く！踊る！をコ
ンセプトとして誰もが音楽の楽し
さを体感・表現できる大規模音楽
祭を実施する。

【目標①】
・大規模音楽祭の開催地域拡大・
定着化
・大規模音楽祭における実行委員
会方式の運用
・子供向け音楽事業の推進

【目標②】
・ヤングシート（青少年招待席）
事業の更なる成長

【目標③】
・自主公演の年間入場者率の確
保：82.0%

誰もが音楽の楽しさを体
感・表現・発信できる大
規模音楽祭の実施

自主公演の年間入場者率
の確保

個別取組事項 2023年度2022年度

(公財)東京都交響楽団

戦略１
新たなクラシックファン層の獲得による音楽芸術
の更なる普及向上

事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

子供向け音楽事業の着実
な実施

ヤングシート（青少年招
待席）事業の成長に向け
た戦略構築

ヤングシート（青少年招
待席）事業の成長に向け
た戦略構築

自主公演の年間入場者率
の確保

　「首都東京の音楽大使」として芸術文化都市東京の実現に寄与するという使命を踏まえ、多くの人々へ良質な音楽に触れる機会を提供し、
音楽芸術の更なる普及を図ることが必要である。また、コロナ禍により、業界全体で顧客離れが懸念されることから、音楽芸術の灯を絶やさ
ない取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・新たなクラシックファン層獲得に向け、大規模音楽祭の拡充を行うとともに、子供向け新規音楽事業として、サラ
ダ音楽祭「マスタークラス」の開催や、「子供を笑顔にするプロジェクト」への参画など、新たなファン獲得に向け
た取組を着実に実施。
・また、ヤングシート事業の積極的な広報活動や、公演プログラムの集中的な販促・広報展開を実施することで、音
楽芸術の更なる普及向上や入場者率の確保にも取り組んでおり、今後もこれらの取組を着実に継続することで、新た
なファン層の獲得を図っていく必要がある。

◆当楽団においても、コロナへの
不安から、従来の定期会員の多く
が演奏会場へ足を運ぶことを懸念
するなど、顧客離れ（従来の入場
者数の40%程度）が進んでいる。

◆このような中、ウィズ・コロナ
に係る対応を踏まえながらも、当
楽団の使命を果たすべく音楽芸術
の普及向上に向けた事業活動を継
続し、最低限従来の水準（※）ま
で賑わいを取り戻すことが必要で
ある。
※自主公演の年間入場者率：2019
年度実績

◆「演奏会再開への行程表と指
針」に基づき、舞台上・客席・楽
屋等における適切なコロナ対策を
講じる。

◆ウィズ・コロナ時代において
も、本戦略の柱である「クラシッ
クファン・都響ファン」の獲得を
目指す施策を、関係企業や関係者
と連携しながら各種事業の中で展
開していく。
※新たなファン獲得に向けた取組
として、歌う！聴く！踊る！をコ
ンセプトとして誰もが音楽の楽し
さを体感・表現できる大規模音楽
祭を実施する。

【目標①】
・大規模音楽祭の開催地域拡大・
定着化
・大規模音楽祭における実行委員
会方式の運用
・子供向け音楽事業の推進

【目標②】
・ヤングシート（青少年招待席）
事業の更なる成長

【目標③】
・自主公演の年間入場者率の確
保：82.0%

誰もが音楽の楽しさを体
感・表現・発信できる大
規模音楽祭の実施

子供向け音楽事業の着実
な実施

2023年度

　コロナ禍により長期的・具体的な目標設定が困難であり、2023年度の年次計画を「効果検証を踏まえた検討実施」としていた個別取組事項に関して、2022年11月末時点の実績や今後の見通しを踏まえて2023年度の年次目標を設定することと
した。
　2023年度は本プランの最終年度であることを踏まえ、都の重要施策であるサラダ音楽祭の更なる推進や、子供向け音楽事業、ヤングシート（青少年招待席）事業などを通じた新たなファン層の獲得という到達目標に向け、より実効的な取組目標
となるよう2023年度計画を改訂した。2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・55回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関する
PRの実施

・65回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関するPRの実施

②
・訪問先との十分な調整を踏まえたオーダーメイド型小規模演
奏会の実施

・効果検証を踏まえた検討実施

③

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
（交通系ICの導入など）
・チケットレスサービスの本格導入
（半分程度の定期演奏会で実施）

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
（全面的なキャッシュレスの導入）
・チケットレスサービスの着実な運用
（全面的に定期演奏会で実施）

④
・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・55回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関する
PRの実施

・25回
・例年実施している室内楽公演の主催者に対して、アウトリーチなどを提案し
実施
・東日本大震災の被災地支援事業の一環として、石巻市の小中学校等でのアウ
トリーチを実施

・コロナの影響を受け、ケアハウスや保育園など例年伺っていた施設への訪問が難しく、11月末実績
は計画値の半数以下となっている。
・コロナの影響が続く中、都響の感染症対策に理解を示した協賛企業や島しょ地区の協力により、例年
行っている室内楽による社会貢献事業がいくつか再開。
・被災地での出張演奏会を2011年度から継続して実施しており、当初から関係を築き上げてきた現地
の団体等と連携し、被災地の方々が心安らげる音楽を届けている。

・65回
・徹底した感染症対策による安全な公演実施に関して主催者や受け入れ先施設
へ働きかけることで、公演回数の増加を図る

②
・訪問先との十分な調整を踏まえたオーダーメイド型小規模演
奏会の実施

・楽器編成や曲目を精査し、各公演ごとにオーダーを踏まえた内容での小規模
演奏会を実施（41回）
・訪問先と感染症対策について調整しつつ、コロナ禍以前の演奏スタイルに近
い演奏会を実施した

・演奏依頼元と密なコミュニケーションをとることにより、感染症対策を踏まえた会場レイアウトや、
マスク着用での演奏など、オーダーを細かく演奏内容に反映することができた。
・主催者毎に異なる感染症に対するスタンスを尊重する一方で、可能な限りコロナ禍前と同様の演奏ス
タイルを取ることにより、純粋に音楽を楽しむ機会を提供。

・主催者や訪問先のニーズに応じた小規模演奏会の実施

③

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
（交通系ICの導入など）
・チケットレスサービスの本格導入
（半分程度の定期演奏会で実施）

・キャッシュレスサービスについては、クレジットカード・交通系ICカード、
携帯キャリア決済を導入
・チケットレスサービスについては、全定期演奏会で導入

・多様なキャッシュレスサービス決済に対応している。
・チケットレスサービスは購入者の15％程度が利用。比較的来場者の年齢層が低めの公演では、20～
25％程度が利用。

・システム提供事業者と協力したチケットレスサービスの更なる利便性向上の
追求

④
・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

・2022年12月公演のチケット販売分から英語版購入サイトの運用を開始
・海外向けPRを検討

・英語サイトでの購入はこれまでメールオーダーのみであったが、英語版購入サイトの運用にあたり、
海外向けPRを検討。

・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・音楽芸術を通じた社会貢献に向け、徹底した感染症対策のもと、福祉施設や保育園、東日本大震災被災地などへ
のアウトリーチ事業を実施。
・また、日本を代表するオーケストラとしてのサービス向上に向け、キャッシュレス・チケットレスサービスの全
定期公演への導入や、海外向けの英語版購入サイトの運用を開始。
・今後も社会貢献事業の着実な実施や、来場者サービス・顧客満足度の向上に向け、訪問先のニーズに応じたきめ
細やかな演奏会実施や、海外向けPRの充実などに取り組む必要がある。

◆当楽団は、都民のオーケストラ
として、社会貢献活動を着実に実
施し、その取組を発信していくこ
とが求められている。

◆また、更なる利便性向上を実現
すべく、コロナ対応を前提としな
がらも、より多くの来場者が満足
できるサービスを提供することが
必要となる。具体的には、５つの
レスに係る対応やサービス向上に
資する各種取組をこれまで以上に
推進することが重要である。

◆加えて、東京2020大会後のレガ
シーとして、外国人対応の充実を
これまで以上に推進していくこと
が必要である。

◆演奏会場に来場できない方々に
直接音楽を届け、あらゆる人々に
良質な音楽に触れる機会を提供す
るため、関係企業や関係者と連携
しながら青少年・高齢者・多摩島
しょに向けた「出張演奏会」を継
続実施する。
※コロナ禍により、主催者からの
出演依頼が減少しているため、過
年度実績水準（2020年度計画）ま
で段階的な回復を目指す。

◆来場者アンケートにおける要望
や事務局職員向けの各種研修等を
踏まえ、サービス向上に取り組
む。また、キャッシュレス・チ
ケットレスサービス導入を促進す
る。

◆日本を代表するオーケストラと
して、WEBの多言語対応に積極的
に取り組むことにより、外国人へ
のサービスを向上させる。

【目標①】
・社会貢献に資する出張演奏会の
推進：65回
・社会貢献に関するPRの実施

【目標②】
・来場者の期待に応えるサービス
の提供

【目標③】
・キャッシュレス・チケットレス
サービスの導入による利便性の向
上
（全面的なキャッシュレスの導
入）

【目標④】
・外国人対応の更なる充実
（英語版のページ数の拡大や見や
すさの改善等）

社会貢献に資する出張演
奏会の着実な実施

来場者サービス向上に向
けた各種取組の推進

キャッシュレス・チケッ
トレスサービスの導入

WEBチケットサービス等
における多言語対応の促
進

2023年度改訂の視点による区分

　コロナへの不安が生じる閉塞的な時代だからこそ、人々の心を豊かにすべく音楽芸術を通じた社会貢献が求められている。オーケストラ業
界においても、社会の潮流であるウィズ・コロナを踏まえた新しいサービスのあり方を模索していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２
日本を代表するオーケストラとしての社会貢献と
サービス向上

事業
運営

　コロナ禍により長期的・具体的な目標設定が困難であり、2023年度の年次計画を「効果検証を踏まえた検討実施」としていた個別取組事項に関して、2022年11月末時点の実績や今後の見通しを踏まえて2023年度の年次目標を設定することと
した。
　2023年度は本プランの最終年度であることを踏まえ、社会貢献に資する出張演奏会の推進や来場者ニーズへの対応を通じた提供サービスの向上という到達目標に向け、より実効的な取組目標となるよう2023年度計画を改訂した。

◆当楽団は、都民のオーケストラ
として、社会貢献活動を着実に実
施し、その取組を発信していくこ
とが求められている。

◆また、更なる利便性向上を実現
すべく、コロナ対応を前提としな
がらも、より多くの来場者が満足
できるサービスを提供することが
必要となる。具体的には、５つの
レスに係る対応やサービス向上に
資する各種取組をこれまで以上に
推進することが重要である。

◆加えて、東京2020大会後のレガ
シーとして、外国人対応の充実を
これまで以上に推進していくこと
が必要である。

◆演奏会場に来場できない方々に
直接音楽を届け、あらゆる人々に
良質な音楽に触れる機会を提供す
るため、関係企業や関係者と連携
しながら青少年・高齢者・多摩島
しょに向けた「出張演奏会」を継
続実施する。
※コロナ禍により、主催者からの
出演依頼が減少しているため、過
年度実績水準（2020年度計画）ま
で段階的な回復を目指す。

◆来場者アンケートにおける要望
や事務局職員向けの各種研修等を
踏まえ、サービス向上に取り組
む。また、キャッシュレス・チ
ケットレスサービス導入を促進す
る。

◆日本を代表するオーケストラと
して、WEBの多言語対応に積極的
に取り組むことにより、外国人へ
のサービスを向上させる。

【目標①】
・社会貢献に資する出張演奏会の
推進：65回
・社会貢献に関するPRの実施

【目標②】
・来場者の期待に応えるサービス
の提供

【目標③】
・キャッシュレス・チケットレス
サービスの導入による利便性の向
上
（全面的なキャッシュレスの導
入）

【目標④】
・外国人対応の更なる充実
（英語版のページ数の拡大や見や
すさの改善等）

社会貢献に資する出張演
奏会の着実な実施

来場者サービス向上に向
けた各種取組の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

キャッシュレス・チケッ
トレスサービスの導入

WEBチケットサービス等
における多言語対応の促
進

　コロナへの不安が生じる閉塞的な時代だからこそ、人々の心を豊かにすべく音楽芸術を通じた社会貢献が求められている。オーケストラ業
界においても、社会の潮流であるウィズ・コロナを踏まえた新しいサービスのあり方を模索していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都交響楽団 戦略の性質による区分

戦略２ 日本を代表するオーケストラとしての社会貢献と
サービス向上

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・出演者や楽員と連携したリハーサル風景や曲目紹介動画な
どの発信による楽団SNSアカウント等の認知度向上

・効果検証を踏まえた検討実施

②
・TOKYO MXなど各種メディアとの連携強化
・購買動向の分析を踏まえた広報媒体・手法を用いたPRの実
施

・効果検証を踏まえた検討実施

③
・オーケストラをより身近に感じていただくなど、ファン層
の拡大に繋がるPRを目的とした配信（都響の事業活動の様子
等）の推進

・効果検証を踏まえた検討実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・出演者や楽員と連携したリハーサル風景や曲目紹介動画な
どの発信による楽団SNSアカウント等の認知度向上

・TwitterやYouTubeを活用した動画投稿を39回実施（昨年度末実績：42
回）

・出演者の了解が得られない場合を除き、ほぼ全ての主催公演でリハーサル動画を公開。
・音楽監督・大野氏の全面的な協力により、出演者へのインタビュー回数も増やすことが出来た。

・出演者や楽員と連携したリハーサル風景や曲目紹介動画などの発信による
楽団SNSアカウント等の認知度向上

②
・TOKYO MXなど各種メディアとの連携強化
・購買動向の分析を踏まえた広報媒体・手法を用いたPRの実
施

・TOKYO MX：「アンコール都響」をレギュラー番組として放送（13回）
・NHK Eテレ：「クラシック音楽館」にて、NHK音楽祭2022への出演公演を
放送
・出演者や演奏曲目などに応じたSNS広告を６回実施

・TOKYO MXとの協力体制を引き続き維持し、唯一の民放地上波でのレギュラー番組の継続を目指
す。
・出演者、曲目、楽器などの興味関心と公演内容に親和性のありそうな世代を抽出し、SNS広告や
フォロワー数の増加を狙ったキャンペーンなどを実施した。

・TOKYO MXなど各種メディアとの連携強化
・購買動向の分析を踏まえた広報媒体・手法を用いたPRの実施

③
・オーケストラをより身近に感じていただくなど、ファン層
の拡大に繋がるPRを目的とした配信（都響の事業活動の様子
等）の推進

・2022年4月に平和への願いを込めた演奏動画「ウクライナへの祈り」を公
開
・2022年7月に東京2020大会1周年記念事業として「ラジオ体操第一」の
オーケストラ演奏を行い、動画を公開

・戦火に苦しむウクライナの人々に寄り添う思いを示すとともに、同国の芸術文化を多くの方に
知っていただくため、2022年4月の定期演奏会にて「ウクライナへの祈り」をプログラムに追加し
て演奏し、その動画を公開した。
・「ラジオ体操第一」の演奏について、全国紙各紙と在京テレビ曲の代表取材が入り、ニュース等
で広く取り上げられた。老若男女誰もが知る「ラジオ体操第一」のオーケストラアレンジによる演
奏の反響は大きく、優雅に深呼吸しながら朝の時間を過ごせると評判となった。

・オーケストラをより身近に感じてもらえる配信活動の継続
・ファン層の拡大に繋がる新たなPRの検討及び実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・発信力の強化による認知度の向上に向け、TwitterやYouTubeを活用し、リハーサル風景や出演者インタビュー
などの動画配信を昨年度を上回るペースで実施したほか、「ラジオ体操第一」のオーケストラアレンジ演奏や、
平和への願いを込めた「ウクライナへの祈り」の演奏動画を公開などを実施。
・今後も都響の更なるプレゼンス向上のため、顧客の購買動向の分析を踏まえた更なるPRの実施や配信活動に取
り組む必要がある。

◆近年のSNSの発展はめざまし
く、多種多様な広報媒体が社会に
普及しており、認知度向上や魅力
発信に向けた業界内の競争は激化
している。

◆このような中、当楽団において
も、都響ファンの拡大・増加に向
けてこれまで以上に戦略的な広報
活動を実施しなければ、都響の魅
力や先進的な事業活動等を効果的
に社会へ訴求できなくなってしま
う懸念がある。

◆各種SNSによる情報発信のほ
か、出演者・企業等の関係者との
連携を踏まえ、より効果的かつ広
範に都響サウンドを伝えていく。

◆各種メディアと連携し、世代等
に応じたきめ細かな広報・営業活
動を実施する。

◆都響ファンの裾野を広げるべ
く、動画・音源配信に注力するな
ど、新たなリソースを活用した効
果的なPR活動を展開する。

【目標①】
・関係者連携を踏まえた広報活
動の広域的展開
　（更なる認知度向上の実現）

【目標②】
・魅力発信に係る広報・営業活
動の実施
（関係企業等との更なる連携強
化）

【目標③】
・動画や音源の活用に伴う効果
的なPRの実施
（都響ファンの更なる獲得）

出演者等と効果的に連携
した広報活動の展開

各種メディアや広報媒体
を活用した戦略的な広
報・営業活動の実施

動画・音源配信事業の更
なる推進

2023年度改訂の視点による区分

　コロナ禍では、日本国内のみならず世界中でSNSや動画配信等の新たな媒体を用いた広報活動の実施が加速しており、オーケストラ業界
全体においても、音楽芸術に係る発信力の強化は喫緊の課題となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 発信力の強化による認知度の向上
事業
運営

　コロナ禍により長期的・具体的な目標設定が困難であり、2023年度の年次計画を「効果検証を踏まえた検討実施」としていた個別取組事項に関して、2022年11月末時点の実績や今後の見通しを踏まえて2023年度の年次目標を設定するこ
ととした。
　2023年度は本プランの最終年度であることを踏まえ、各種メディアや広報媒体を活用した都響認知度の更なる向上やそれに伴う新たな都響ファン獲得という到達目標に向け、より実効的な取組目標となるよう2023年度計画を改訂した。

◆近年のSNSの発展はめざまし
く、多種多様な広報媒体が社会に
普及しており、認知度向上や魅力
発信に向けた業界内の競争は激化
している。

◆このような中、当楽団において
も、都響ファンの拡大・増加に向
けてこれまで以上に戦略的な広報
活動を実施しなければ、都響の魅
力や先進的な事業活動等を効果的
に社会へ訴求できなくなってしま
う懸念がある。

◆各種SNSによる情報発信のほ
か、出演者・企業等の関係者との
連携を踏まえ、より効果的かつ広
範に都響サウンドを伝えていく。

◆各種メディアと連携し、世代等
に応じたきめ細かな広報・営業活
動を実施する。

◆都響ファンの裾野を広げるべ
く、動画・音源配信に注力するな
ど、新たなリソースを活用した効
果的なPR活動を展開する。

【目標①】
・関係者連携を踏まえた広報活
動の広域的展開
　（更なる認知度向上の実現）

【目標②】
・魅力発信に係る広報・営業活
動の実施
（関係企業等との更なる連携強
化）

【目標③】
・動画や音源の活用に伴う効果
的なPRの実施
（都響ファンの更なる獲得）

出演者等と効果的に連携
した広報活動の展開

各種メディアや広報媒体
を活用した戦略的な広
報・営業活動の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

動画・音源配信事業の更
なる推進

　コロナ禍では、日本国内のみならず世界中でSNSや動画配信等の新たな媒体を用いた広報活動の実施が加速しており、オーケストラ業界
全体においても、音楽芸術に係る発信力の強化は喫緊の課題となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都交響楽団 戦略の性質による区分

戦略３ 発信力の強化による認知度の向上
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・207,000千円
　有料オンライン配信事業者との契約条件の調整や支援企業
と連携した配信手法等の検討

・273,000千円
・効果検証を踏まえた検討実施

②

・コロナ禍により支援保留となっている企業等への継続的働
きかけや新規支援企業の開拓
・大口支援企業との連携事業など関係性を強化する取組（各
種イベント等）の実施

・効果検証を踏まえた検討実施

②

・支援特典の工夫（特典CDの配布等）等による都響ファンの
獲得
・個々のサポーターと接点を持つ取組（手書きの手紙、メー
ル、公開GPなど）を継続

・効果検証を踏まえた検討実施

③
・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・207,000千円
　有料オンライン配信事業者との契約条件の調整や支援企業
と連携した配信手法等の検討

・250,500千円
・有料オンライン配信について諸条件を検討

・定期会員数がコロナ前よりも２割程度減少した一方、昼公演や都響スペシャルを中心に一回券の
販売が好調な公演が見られ、販売金額が増加。
・オンライン配信については、数公演で試験的に実施するも、収録や配信に対する経費を上回るほ
どの収益が上がらず、収益源とするのは困難な状況。

・273,000千円
・夜公演を昼公演に移行するなど、コロナ後の来場者の動向を踏まえた公演
スケジュールへの見直し

②

・コロナ禍により支援保留となっている企業等への継続的働
きかけや新規支援企業の開拓
・大口支援企業との連携事業など関係性を強化する取組（各
種イベント等）の実施

・新規10社を含む計78社：1,875万円支援見込
・大口支援企業関連でイベント計画（コロナで中止）

・コロナ禍で支援保留だった企業等への働きかけにより、演奏会支援等の支援を獲得した。
・様々なルートを活用した積極的な新規開拓を行い、成果があった。
・これまでの関係企業に働きかけ増額を獲得（２社）。

・支援企業との情報交換等を密にし、支援継続や増額を目指す
・引き続き新規開拓に取り組む
・支援企業へ向けた楽団の情報発信の充実

②

・支援特典の工夫（特典CDの配布等）等による都響ファンの
獲得
・個々のサポーターと接点を持つ取組（手書きの手紙、メー
ル、公開GPなど）を継続

・支援者数377名（1,462万8千円）
・サポーター特典CDは昨年に引き続き作成配布
・サポーター特典の公開GPを再開

・サポーターから更なる支援を獲得。
・サポーターについて全体的には支援者数および支援口数は若干の減少傾向。
・お礼状、メール、公演会場でのご挨拶などにより支援継続につながった。

・サポーター特典内容の再構築
・支援者への情報発信内容や方法の検討及び実施
・楽団に親近感を感じてもらえるアプローチの継続

③
・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

・助成団体の調査と計画的な申請を実施
　（助成金6,520千円を申請）
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける事業者を対象に設定された
補助事業に申請し、満額助成決定
（補助金27,500千円を申請・助成決定）

・従来の公演実施に係る助成申請については、過去の助成決定の実績を踏まえ、助成の趣旨に合致
する演奏会を選定し、申請機会を逃すことなく着実な申請を実施。
・継続的な助成金の調査により、コロナ禍からの文化芸術活動の再興支援を目的とした文化庁補正
予算事業など、一時的な助成制度に対しても、時機を逸することなく申請を実施し、満額助成決定
された。

・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・コロナ禍で打撃を受けた収支の改善に向け、企業や個人サポーターへの積極的な働きかけにより、多くの支援
を獲得。
・また、既存の助成金のみならず、文化庁補正予算事業等の臨時の助成金についても、機会を逃すことなく申請
を行い、申請額満額の助成決定を受けることができた。
・事業収益はコロナ前の９割程度にまで回復しつつあり、今後も安定的な財政基盤の構築に向け、コロナ後の顧
客動向を踏まえた公演スケジュールへの見直しや、支援の増加に向けた戦略的な働きかけを実施していく必要が
ある。

◆コロナ禍においては多くの演奏
会が中止・延期になるなど、当楽
団においても入場料収益等の大幅
な減少や協賛金等の獲得が困難に
なるなど、収支は極めて厳しい状
況にある。

◆今後も、現行の演奏会の開催方
法（使用座席数の削減など）に伴
う入場料収益等の減少は不可避で
あり、最低限従来の水準（※）ま
で収益を取り戻すことが必要であ
る。
※入場料収益：2015～2019実績
（コロナの影響を受けた中止公演
分を含む）／５年

◆自主公演における収益につい
て、過年度実績水準まで段階的な
回復を目指す。

◆企業・個人からの協賛金・寄付
金の獲得について、段階的な回復
を目指すため、関係者連携を踏ま
えたより効果的な戦略構築を図
る。

◆例年申請している各種助成金に
加え、コロナ対応に係る助成金へ
の申請により、更なる外部資金の
獲得を目指す。

【目標①】
・自主公演の年間入場料収入の
確保：273,000千円

【目標②】
・企業協賛金と個人寄付金の獲
得に向けた関係者連携・戦略の
構築

【目標③】
・助成団体や各種補助事業の調
査と計画的な申請：8,000千円

自主公演の年間入場料収入
の確保

企業協賛金の獲得に向けた
連携・戦略構築

個人寄付金の獲得に向けた
協調・戦略構築

助成金の安定的な確保

2023年度改訂の視点による区分

　コロナ禍において、オーケストラ業界及び文化事業全体の各種収益は大幅に減少し、関係法人における収支改善の取組は不可欠となって
いる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 財政基盤の段階的な改善
組織
運営

　コロナ禍により長期的・具体的な目標設定が困難であり、2023年度の年次計画を「効果検証を踏まえた検討実施」としていた個別取組事項に関して、2022年11月末時点の実績や今後の見通しを踏まえて2023年度の年次目標を設定するこ
ととした。
　2023年度は本プランの最終年度であることを踏まえ、年間入場料収入の更なる向上や寄附金・助成金の安定的な獲得という到達目標に向け、より実効的な取組目標となるよう2023年度計画を改訂した。

◆コロナ禍においては多くの演奏
会が中止・延期になるなど、当楽
団においても入場料収益等の大幅
な減少や協賛金等の獲得が困難に
なるなど、収支は極めて厳しい状
況にある。

◆今後も、現行の演奏会の開催方
法（使用座席数の削減など）に伴
う入場料収益等の減少は不可避で
あり、最低限従来の水準（※）ま
で収益を取り戻すことが必要であ
る。
※入場料収益：2015～2019実績
（コロナの影響を受けた中止公演
分を含む）／５年

◆自主公演における収益につい
て、過年度実績水準まで段階的な
回復を目指す。

◆企業・個人からの協賛金・寄付
金の獲得について、段階的な回復
を目指すため、関係者連携を踏ま
えたより効果的な戦略構築を図
る。

◆例年申請している各種助成金に
加え、コロナ対応に係る助成金へ
の申請により、更なる外部資金の
獲得を目指す。

【目標①】
・自主公演の年間入場料収入の
確保：273,000千円

【目標②】
・企業協賛金と個人寄付金の獲
得に向けた関係者連携・戦略の
構築

【目標③】
・助成団体や各種補助事業の調
査と計画的な申請：8,000千円

自主公演の年間入場料収入
の確保

企業協賛金の獲得に向けた
連携・戦略構築

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

個人寄付金の獲得に向けた
協調・戦略構築

助成金の安定的な確保

　コロナ禍において、オーケストラ業界及び文化事業全体の各種収益は大幅に減少し、関係法人における収支改善の取組は不可欠となって
いる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都交響楽団 戦略の性質による区分

戦略４ 財政基盤の段階的な改善
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・より受験しやすいオーディション（動画審査、伴奏者の手
配等）の実施

・効果検証を踏まえた検討実施

②
・関係業務に精通した職員の採用を目的とした研修生制度等
を活用した新たなリクルート体系の検討実施

・効果検証を踏まえた検討実施

③

・都への研修派遣（１名：音楽分野以外の業務を中心に担
当）の実施
※研修の目的：より多面的な知見の獲得や多様な経験を積む
研修期間とすること

・効果検証を踏まえた検討実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・より受験しやすいオーディション（動画審査、伴奏者の手
配等）の実施

・オーディションを3回実施
・海外や地方在住者等の応募に配慮し、一次審査についてはYouTube動画に
よるVTR審査を導入。希望者にはピアノ伴奏者を楽団側で手配。結果、遠方
在住者の応募が増加した

・留学中、海外オーケストラ所属、地方オーケストラ所属など、遠方在住の優秀な人材が応募しや
すい工夫と案内を行ったことで、遠方からの応募増加に繋がった

・受験者にとって参加しやすく、安心安全なオーディションの実施
・グローバル時代に即した募集方法（メール申込、動画審査等）の積極的な
導入により、日本を代表するオーケストラに相応しい演奏水準を持つ人材の
確保を目指す

②
・関係業務に精通した職員の採用を目的とした研修生制度等
を活用した新たなリクルート体系の検討実施

・９月に（公社）日本オーケストラ連盟経由での学生のインターン受入れを
実施
・今年度新規採用した事務局職員２名に対し、「東京都交響楽団事務局職員
チューター制度」に基づいた育成を実施中

・より意欲のある職員の採用に繋げるため、（公社）日本オーケストラ連盟と協力し、音楽業界へ
の就職意向のある学生のインターン受入れを実施するなど、新たなリクルート体系の検討を行って
いる。
・採用後の職員の早期育成を図るため、新規採用者に対してベテラン職員がチューターとして指導
育成を行い、円滑なノウハウの継承を行うことで、楽団の底上げを図っている。

・事務局職員の組織支援力向上に資する研修（監督職向けチームマネジメン
ト研修等）を新たに実施

③

・都への研修派遣（１名：音楽分野以外の業務を中心に担
当）の実施
※研修の目的：より多面的な知見の獲得や多様な経験を積む
研修期間とすること

・都への研修派遣（１名：音楽分野以外の業務を中心に担当）の実施
・事務局職員の更なる知見獲得のための手法検討

・2022年４月に職員１名を長期派遣研修として、都へ派遣している。文化におけるデジタル推進担
当として、音楽分野に限らず都の文化事業に関する幅広い業務を経験させ、事務局職員の多彩な知
見獲得に務めている。
・事務局職員の自己成長の意識を促進し、更なるスキルアップを図るため、自己啓発に対する支援
の仕組み構築することを検討している。

・広報に関する勉強会等、事務局職員のスキルアップのための多様な手法の
検討及び実施
・事務局職員の自己啓発支援制度の構築及び運用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・優秀な楽員の確保に向け、オーディションにおける動画審査の導入などを実施。今後も国内外問わずより幅広
く、楽員が受験しやすい環境を整えていく必要がある。
・事務局職員の組織支援力向上のため、チューター制度の運用や都への職員派遣を実施。引き続きこれらの取組
を継続していくとともに、今後は楽団内で個々の職員の業務や役職に応じたスキルアップを支援する制度等の構
築に取り組む必要がある。

◆このような中、当楽団において
も、楽員オーディションを踏まえ
た採用を計画的に進めるほか、事
務局職員の人材育成にも注力する
必要がある。

◆具体的には、受験者が受けやす
い方法によるオーディションの実
施や、優秀な事務局職員の育成に
向けた取組が不可欠となってく
る。

◆オーディション等による採用を
計画的に行うなど、優秀な楽員確
保に努める。

◆当楽団を下支えする事務局職員
の指導育成体制を構築する。

◆都や他団体等との人材交流を実
施することで多彩な知見獲得に繋
げ、楽団事務局の強固な運営体制
を構築する。

【目標①】
・都響サウンドの更なる充実

【目標②】
・若手からベテランまでの連携
体制構築に向けた環境整備

【目標③】
・多彩な知見を持つ事務局職員
の育成

計画的・戦略的な楽員の
採用

「東京都交響楽団事務局
職員チューター制度」の
策定・運用

事務局職員のスキルアッ
プ促進

2023年度改訂の視点による区分

　オーケストラは専門的な知識・経験・技術を要する特殊な業界であることなどから、優秀な人材確保が極めて難しい環境下にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略５ 演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化
組織
運営

　コロナ禍により長期的・具体的な目標設定が困難であり、2023年度の年次計画を「効果検証を踏まえた検討実施」としていた個別取組事項に関して、2022年11月末時点の実績や今後の見通しを踏まえて2023年度の年次目標を設定するこ
ととした。
　2023年度は本プランの最終年度であることを踏まえ、都響サウンドの更なる充実や、事務局職員の育成環境整備を実現するという到達目標に向け、より実効的な取組目標となるよう2023年度計画を改訂した。

◆このような中、当楽団において
も、楽員オーディションを踏まえ
た採用を計画的に進めるほか、事
務局職員の人材育成にも注力する
必要がある。

◆具体的には、受験者が受けやす
い方法によるオーディションの実
施や、優秀な事務局職員の育成に
向けた取組が不可欠となってく
る。

◆オーディション等による採用を
計画的に行うなど、優秀な楽員確
保に努める。

◆当楽団を下支えする事務局職員
の指導育成体制を構築する。

◆都や他団体等との人材交流を実
施することで多彩な知見獲得に繋
げ、楽団事務局の強固な運営体制
を構築する。

【目標①】
・都響サウンドの更なる充実

【目標②】
・若手からベテランまでの連携
体制構築に向けた環境整備

【目標③】
・多彩な知見を持つ事務局職員
の育成

計画的・戦略的な楽員の
採用

「東京都交響楽団事務局
職員チューター制度」の
策定・運用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

他組織との人材交流の活
性化

　オーケストラは専門的な知識・経験・技術を要する特殊な業界であることなどから、優秀な人材確保が極めて難しい環境下にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都交響楽団 戦略の性質による区分

戦略５ 演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・利用者がより情報を取得しやすいように多文化共生ポータ
ルサイトを改修
・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコン
テンツを充実（アクセス数2021年度比５％増）
・AIチャットボットにおけるFAQの充実、回答率の目標設定
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充
実、強化

・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコンテンツを充実
（アクセス数2021年度比10％増）
・AIチャットボットにおけるFAQの充実、回答率の改善
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充実、強化

①②

・専門相談の拡大（こころ・在留資格）
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）の検討
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件

・専門相談の拡充
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）構築
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件

②
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件【再掲】

・通訳支援の実施
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件【再掲】

③

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏ま
え改善）
・研修会の実施
・やさしい日本語の普及啓発人材の育成
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 35%

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏まえ改善）
・研修会の実施
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 40%

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・ポータルサイトの運用（アクセス：2021年度実績の５％
増 734,720）及び外国人のニーズを踏まえた新しいポータル
サイトへの改修
・やさしい日本語による防災やくらしの案内の充実

・ポータルサイト445,865アクセス
・多言語支援員・在住外国人139名の意見を取り入れ新サイトを構築中
・災害学習記事(３本)、お知らせ・SNSにて相談会等、在住外国人に役立つ情
報をやさしい日本語で発信
※AIチャットボットにウクライナ関係FAQを15件追加。応答率96％(R3.3時
点93%)

・外国人の目線を取り入れたサイトの構築に向けヒアリングとアンケートを実施。得られた意見
（言語切り替えボタンの常時表示等）に対応する形で、サイトの構築作業を進めている。
・需要の高い災害についての記事を8言語で作成・掲載するほか、外国語対応する相談ダイヤル等、
都内在住の外国人に役立つ情報を収集し、サイトやSNSで積極的に発信している。
※時勢に応じたFAQを追加することでチャットボットの活用促進に寄与した。また継続利用される
ことでAIが学習し、応答率の向上につながった。

・外国人へのヒアリング等を踏まえた多文化共生ポータルサイトを運営
・各コンテンツの充実化やSNSの積極的な活用により、多文化共生ポータル
サイトのアクセス数2022年度実績の5％以上増

②
・ウクライナ避難民ワンストップ相談窓口の運営
・専門相談の充実（法律、在留資格、こころ）
・相談員研修の実施による職員の能力向上

・多言語相談ナビ 1,856件（全体2,130件）
・ウクライナ避難民相談窓口1,480件（R4.3～）
・法律相談39件（対前年比40％増）
・在留相談 3件（R4.5～）
・こころの相談 都総合精神保健福祉センターの助言を得て相談者対応
・財団内多言語支援員対象の研修「日本語の正しい使い方」実施

・ウクライナ関連では、時とともに相談件数・内容が変化している。最近は、都営住宅関係が多
い。
・新型コロナウィルス感染症に関する行動制限がなくなったことで、対面での法律相談が増加傾向
にあり、今後も続くと思われる。在留相談は新宿区内にFRESCがあるためか相談数が伸びていな
い。こころの相談については東京都総合精神保健福祉センターとの連携を継続して模索していく。
・ウクライナに関する日本人からの架電が増える中、外国人である多言語支援員の日本語対応力向
上を図る必要性が生じた。

・専門相談のうちニーズの多い法律相談（外国人対象）を週3回に増、外国人
が法律相談しやすい環境を提供
・相談員研修の充実（女性、子どもなどの専門知識の習得や、対応力向上に
資するもの）

③ ・各区市町村と連携し日本語教室の掲載数200以上

・日本語教室掲載数198教室　2022年4月比76.8％増加
・アクセス数17,364件　2022年4月比104.5%増加
・メールフォームを利用した各教室への問合せ517件
※都の地域日本語教育推進の考え方で示されている初期の日本語教育を地域
で実施することに関して、R5にパイロット事業を実施予定

・各区市町村から域内の日本語教室へ掲載依頼をしてもらったほか、公的機関が公開している日本
語教室一覧などを参照して、財団から未掲載の日本語教室に直接掲載依頼を行った。
・日本語を学びたい方や日本語教室でボランティアをしたい方がメールフォームを利用しており、
イベント等でサイトの広報を行うことで利用数が毎月増加している。
※「東京の地域日本語教育に係る調整会議」等において、初期の日本語教育に関する課題や対応に
ついて有識者や関係機関と協議した。

・地域日本語教室の掲載教室の増加及び問い合わせへの対応
・前年度の検討を踏まえ、有識者によるワーキングを実施しながら、初期日
本語教育に関する日本語教室モデル事業を実施し、事業から得られた知見を
区市町村による初期日本語教育の拡充に役立てる。

④

・事例集、動画及びフォーラム等によるやさしい日本語の普
及啓発活動
・文化事業と連携したやさしい日本語の普及
・知事等の発信力の高い人物を活用したやさしい日本語の情
報発信事業
・やさしい日本語の認知度　35%

・活用事例等を掲載したリーフレットを増刷・配布
・外国人にやさしく伝えるためのポイントをまとめた動画を作成中
・やさしい日本語のフォーラム（２月実施）の準備
・（公財）東京都歴史文化財団と連携してやさしい日本語の展示を実施
・知事の発信する情報（コロナ関係、環境等）を「やさしい日本語」に翻訳

・やさしい日本語の普及のため、やさしい日本語の意義・可能性・課題等を考える場を提供するイ
ベントの実施や、多様な分野・団体における取組の事例・活用時に役立つツール紹介は、実務的な
活用を広げるうえで重要である。
・多文化共生に直接かかわる分野でなくとも、やさしい日本語が有効であることを広めていく。ま
ずは親和性が高い文化事業と連携して実施。
・知事等の発信力の高い人が、実際にやさしい日本語を活用する姿を示すことは有用である。
・やさしい日本語の認知度調査を2023年3月に実施予定。

・新規事例集や用語集・イラスト集作成によるやさしい日本語の普及啓発活
動
・多文化共生以外の事業と連携したやさしい日本語の普及啓発活動
・発信力の高い人物や組織を活用したやさしい日本語による情報発信
・やさしい日本語の認知度　40%

◆東京都国際交流委員会から事業
を継承（2021年４月）し、都の
多文化共生推進の中核を担う必要
がある。

◆そのため、地域において多文化
共生を担う区市町村、国際交流協
会や民間団体等のニーズに応えて
いかなければならない。

◆また、地域日本語教育や、「や
さしい日本語」の都内における活
用状況などの現状把握・分析を行
い、都と連携した効果的な事業を
行う必要がある。（文化庁が公表
した「令和元年度　国語に関する
世論調査」ではやさしい日本語の
認知度は約30%）

◆連絡会議等を通じ、区市町村や
協会等との継続的な信頼関係を構
築するとともに、DXの推進によ
り、地域における課題の把握や情
報の共有化を図る。

◆区市町村等地域の窓口では対応
困難なケースについて、広域的な
支援を展開する。

◆都と連携し、ITを活用した地域
日本語教育の推進や、「やさしい
日本語」の普及啓発に資する事業
を展開する。

【目標①】
・情報提供の充実
・多文化共生ポータルサイトア
クセス数を前年度比５％以上増
加（21年度699,734）

【目標②】
・外国人相談窓口の周知、相談
件数2,200件以上(21年度 2,078
件）

【目標③】
・東京日本語教室サイトの地域
日本語教室の掲載数230教室以
上

【目標④】
・やさしい日本語の認知度４
０％

多文化共生ポータルサ
イトの充実

広域ネットワーク型の
外国人相談体制の構築

【目標①】多文化共生ポータルサイト445,865アクセス 災害関係等在住外国人に役立つ情報を収集し積極的に
発信
【目標②】多言語相談ナビ 1,856件（全体2,130件）、ウクライナ避難民相談窓口1,480件（R4.3～）
【目標③】日本語教室掲載数198教室 区市町村や財団から未掲載の日本語教室へ掲載依頼
【目標④】やさしい日本語の認知度調査を2023年3月に実施予定

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

地域日本語教育の推進

やさしい日本語の普及
啓発活動

2023年度改訂の視点による区分

都内の在住外国人は過去30年間で21万人から57万人に増加するとともに東南アジア出身者を中心に多様化が進んでいる。在住外国人と
日本人が相互理解を深め、共に快適に暮らすまちを実現するため、都、区市町村、国際交流協会や民間団体等と連携し、重層的な多文
化共生施策を展開する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略１ 多文化共生社会のための都内在住外国人への支援
【大幅改訂】

事業
運営

・財団では、都内の多文化共生社会を推進するために、様々な事業を実施している。事業については、財団が都内在住外国人向けに直接実施するものと、各自治体や民間団体等の多文化推進事業を支援するものがある。最終的にこれらが総合
的に連携することで、都内の多文化共生社会の実現につながると考えている。財団の役割は中間支援団体であると認識しているが、個々の団体ではすぐに対応するのが難しい、新たな制度や課題に応じた取組を、都内自治体や民間団体が実施
できる体制が整うまでの間において、また、規模の小さい団体では十分な体制がとれない事業や東京都内での広域的で統一した取組などは、財団が直接、事業を実施することもある程度必要であり、そのような性質の事業を戦略１にまとめ、
各自治体や団体の取組を支援する事業は戦略２にまとめて、それぞれの取組ごとに成果を把握しやすいようにした。
・迅速な対応が求められるウクライナ避難民への支援について、都等と連携しながら、ニーズに沿った対応を行う事業を新たに開始した。
・本事業は「『未来の東京』の実現に向けた重点政策方針2022」の７つの分野のうち「多様性と包摂性にあふれた地域共生社会の歩み」に係る事業である。
・2022年度実績（11月末時点）及び要因分析の※は、今回改訂を行ったことにより、当初の2022年度計画から削除された項目に関する実績及び要因分析を記載している。

・前年度の検討を踏まえたパイロット事業の実施

◆東京都国際交流委員会から事業
を継承（2021年４月）し、都の
多文化共生推進の中核を担う必要
がある。

◆そのため、地域において多文化
共生を担う区市町村、国際交流協
会や民間団体等のニーズに応えて
いかなければならない。

◆また、地域日本語教育や、「や
さしい日本語」の都内における活
用状況などの現状把握・分析を行
い、都と連携した効果的な事業を
行う必要がある。（文化庁が公表
した「令和元年度　国語に関する
世論調査」ではやさしい日本語の
認知度は約30%）

◆連絡会議等を通じ、区市町村や
協会等との継続的な信頼関係を構
築するとともに、DXの推進によ
り、地域における課題の把握や情
報の共有化を図る。

◆区市町村等地域の窓口では対応
困難なケースについて、広域的な
支援を展開する。

◆都と連携し、ITを活用した地域
日本語教育の推進や、「やさしい
日本語」の普及啓発に資する事業
を展開する。

【目標①】
・AIチャットボットの活用等に
よる多文化共生ポータルサイト
のアクセス数増（2021年度比
10％増）

【目標②】
・地域の外国人相談窓口に対す
る支援件数　300件/年

【目標③】
・やさしい日本語の認知度 40%

【目標④】
地域日本語教育データベースの
構築、パイロット事業の開始

情報提供の充実

広域ネットワーク型の
外国人相談体制の構築

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

地域日本語教育の推進 ④

・文化庁補助事業を通して地域日本語教育の支援を行い、財
団及び日本語教室間のネットワークを構築する。
・地域日本語教育実態調査の結果を踏まえ、都と連携して区
市町村やボランティア支援等のパイロット事業を検討

通訳支援体制の構築

「やさしい日本語」普
及啓発事業

都内の在住外国人は過去30年間で21万人から57万人に増加するとともに東南アジア出身者を中心に多様化が進んでいる。在住外国人と
日本人が相互理解を深め、共に快適に暮らすまちを実現するため、都、区市町村、国際交流協会や民間団体等と連携し、重層的な多文
化共生施策を展開する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京都つながり創生財団 戦略の性質による区分

戦略１ 多文化共生社会づくりの推進
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・利用者がより情報を取得しやすいように多文化共生ポータ
ルサイトを改修
・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコン
テンツを充実（アクセス数2021年度比５％増）
・AIチャットボットにおけるFAQの充実、回答率の目標設定
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充
実、強化

・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコンテンツを充実
（アクセス数2021年度比10％増）
・AIチャットボットにおけるFAQの充実、回答率の改善
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充実、強化

①②

・専門相談の拡大（こころ・在留資格）
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）の検討
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件

・専門相談の拡充
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）構築
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件

②
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件【再掲】

・通訳支援の実施
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件【再掲】

③

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏ま
え改善）
・研修会の実施
・やさしい日本語の普及啓発人材の育成
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 35%

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏まえ改善）
・研修会の実施
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 40%

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①③

・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充
実
・地域で活躍する外国人支援団体等を積極的に紹介（月１団
体以上）

・外国人コミュニティとつながりながら活動する支援・交流団体をデータ
ベースで紹介（155団体）・在住外国人が活躍する団体の取材記事を掲載（4
本）
・ウェブ版ニュースレターとして支援・交流団体等の取材記事を掲載（8
本）・多文化共生課職員が現地取材し執筆した「地域日本語教室活動レポー
ト」を掲載（４本）

・外国人への情報提供には、外国人の周辺にいる日本人の力が欠かせないことから、都内で活動し
ている支援団体・交流団体の情報を収集、データベース化して紹介するほか、日本に長く暮らす外
国人が中心となって活動している団体の取材にも取り組んでいる。
・地域日本語教室をはじめ、外国人支援団体の活動を積極的に紹介することで各団体の取組を後押
しするともに、こうした活動を身近に感じてもらうことで「多文化共生社会づくり」に新たに参画
する人々の増加を目指す。

・支援団体等のニーズを踏まえた多文化共生ポータルサイトを運営
・各コンテンツの充実化やSNSの積極的な活用により、多文化共生ポータル
サイトのアクセス数2022年度実績の5％以上増

②

・地域の外国人相談窓口への支援件数　270件以上
・地域の外国人相談窓口に対する支援の充実（通訳支援を含
む。）
・都内外国人相談支援システム（仮称）の構築
・地域の外国人相談窓口職員に対する研修会の実施

・地域の外国人相談窓口支援　274件
・ウクライナ語翻訳2件、通訳支援 84件
・東京都全体の外国人相談対応力を向上させるためのシステム構築に向けて
契約準備中
・財団内多言語支援員の企画・運営による研修を実施、都内相談窓口担当者
等35名が参加
※通訳に関する研修会3回実施　計333名参加

・多言語相談ナビの周知を図り、地域の各窓口では困難な案件をサポート
・都内外国人相談窓口担当者がアクセスでき、各地域の状況に応じて利用可能なシステムの構築に
より、地域の相談対応力の向上。
・多言語支援員が外国人としての視点を活かし、日々の相談対応に活用できる研修を企画。講師役
の専門家、各機関との研修を通じた連携も重要
※地域の相談窓口等で活動する通訳ボランティア対象の研修は地域単独実施が難しいため、通訳の
基本から各分野の専門知識習得まで実際の通訳活動に役立つ内容の研修を実施

・都内外国人相談支援システム（仮称）の構築及び一部運用開始により、区
市町村をはじめ都内外国人相談窓口の対応力を向上
・ウクライナ避難民支援を契機として地域窓口とのネットワーク構築や継続
的な広報を行うことで、地域の外国人相談支援窓口に対する支援件数300件以
上

③

・文化庁補助事業を活用して、都内区市町の地域日本語教育
を支援
・連携会議のパネルディスカッションの開催により、先駆的
事例の共有化、事業実施の課題共有を図る。

・文化庁の補助事業を活用して、7区市が地域日本語教育事業を実施。また、
7区市の地域日本語教育コーディネーターを対象とした連携会議を実施するこ
とで、情報共有や課題の確認を実施
・区市町村や国際交流協会等を対象としたパネルディスカッションを開催し
て、84名参加（うち行政関係者49名）。

・区市町村や国際交流協会の地域日本語教育担当者へのヒアリングを行い、そこから見えてきた課
題について、都が開催する調整会議で議論したり、パネルディスカッションの検討テーマとして取
り上げることで、事業の参考とできるようにしている。
・連携会議で意見交換することで、自治体間の情報共有やつながり作りをしている。

・文化庁補助事業を活用した各地域の日本語教育構築事業の連携支援とし
て、連携会議の開催（2回）、行政職員を対象とした研修（2回）、ヒアリン
グ（10か所程度）等を実施。区市町村や外国人支援団体等との情報共有・課
題把握を通じて、都内各地域の日本語教育事業の体制構築を促進

④

・やさしい日本語リーダー養成研修の実施
・行政機関によるやさしい日本語発信に対する支援及び相談
の実施
・やさしい日本語の認知度　35%【再掲】

・次年度の「やさしい日本語リーダー養成研修」実施に向け、今年度は研修
カリキュラムを構築。現在は３月の「リーダー養成研修」の試行に向けてカ
リキュラムに基づいた教材の作成を進行中
・町会の防災訓練のやさしい日本語チラシ作成の支援等を実施（国分寺市の
自治会等3件）

・職場や活動の場によって必要とされるやさしい日本語が異なることから、各々の持ち場で活用の
取組をけん引する人材の育成と、彼らが普及啓発を行う際に使用するツールの提供を目指す。
・各種研修や会議を活用して、財団がやさしい日本語活用の相談を受けていることを広報してき
た。最近、活用希望が増加していることとあいまって、自治体や町会・自治会、文化団体などから
チラシの相談などが増加している。

・前年度の試行を踏まえた、やさしい日本語リーダー養成研修の実施（区市
町村、社協、交流協会、支援団体等）
・行政機関や各種団体等によるやさしい日本語発信に対する支援及び相談
・やさしい日本語の認知度　40%【再掲】

◆東京都国際交流委員会から事業
を継承（2021年４月）し、都の
多文化共生推進の中核を担う必要
がある。

◆そのため、地域において多文化
共生を担う区市町村、国際交流協
会や民間団体等のニーズに応えて
いかなければならない。

◆また、地域日本語教育や、「や
さしい日本語」の都内における活
用状況などの現状把握・分析を行
い、都と連携した効果的な事業を
行う必要がある。（文化庁が公表
した「令和元年度　国語に関する
世論調査」ではやさしい日本語の
認知度は約30%）

◆連絡会議等を通じ、区市町村や
協会等との継続的な信頼関係を構
築するとともに、DXの推進によ
り、地域における課題の把握や情
報の共有化を図る。

◆区市町村等地域の窓口では対応
困難なケースについて、広域的な
支援を展開する。

◆都と連携し、ITを活用した地域
日本語教育の推進や、「やさしい
日本語」の普及啓発に資する事業
を展開する。

【目標①】
・情報提供の充実
・多文化共生ポータルサイトア
クセス数を前年度比５％以上増
加（2021年度699,734）

【目標②】
・地域の外国人相談窓口への支
援件数300件以上（2021年度
250件）

【目標③】
・情報共有や研修の実施等によ
る各地域日本語教育の連携支援

【目標④】
・やさしい日本語の認知度４
０％

多文化共生ポータルサ
イトの充実

広域ネットワーク型の
外国人相談体制の構築

【目標①】多文化共生ポータルサイト445,865アクセス　地域日本語教室をはじめ、外国人支援団体の活動を積
極的に紹介することで各団体の取組を後押し
【目標②】地域の外国人相談窓口支援274件。曜日に関わらず、15言語での支援が常時可能であることを周知
【目標③】7区市の地域日本語教育コーディネーターを対象とした連携会議により情報共有や課題の確認
【目標④】やさしい日本語の認知度調査を2023年3月に実施予定

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

地域日本語教育の推進

やさしい日本語の普及
啓発活動

2023年度改訂の視点による区分

都内の在住外国人は過去30年間で21万人から57万人に増加するとともに東南アジア出身者を中心に多様化が進んでいる。在住外国人と
日本人が相互理解を深め、共に快適に暮らすまちを実現するため、都、区市町村、国際交流協会や民間団体等と連携し、重層的な多文
化共生施策を展開する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 多文化共生社会づくりに取り組む団体等への支援
【大幅改訂】

事業
運営

・財団では、都内の多文化共生社会を推進するために、様々な事業を実施している。事業については、財団が都内在住外国人向けに直接実施するものと、各自治体や民間団体等の多文化推進事業を支援するものがある。最終的にこれらが総合
的に連携することで、都内の多文化共生社会の実現につながると考えている。財団の役割は中間支援団体であると認識しているが、個々の団体ではすぐに対応するのが難しい、新たな制度や課題に応じた取組を、都内自治体や民間団体が実施
できる体制が整うまでの間において、また、規模の小さい団体では十分な体制がとれない事業や東京都内での広域的で統一した取組などは、財団が直接、事業を実施することもある程度必要であり、そのような性質の事業を戦略１にまとめ、
各自治体や団体の取組を支援する事業は戦略２にまとめて、それぞれの取組ごとに成果を把握しやすいようにした。
・迅速な対応が求められるウクライナ避難民への支援について、都等と連携しながら、ニーズに沿った対応を行う事業を新たに開始した。
・本事業は「『未来の東京』の実現に向けた重点政策方針2022」の７つの分野のうち「多様性と包摂性にあふれた地域共生社会の歩み」に係る事業である。
・2022年度実績（11月末時点）及び要因分析の※は、今回改訂を行ったことにより、当初の2022年度計画から削除された項目に関する実績及び要因分析を記載している。

・前年度の検討を踏まえたパイロット事業の実施

◆東京都国際交流委員会から事業
を継承（2021年４月）し、都の
多文化共生推進の中核を担う必要
がある。

◆そのため、地域において多文化
共生を担う区市町村、国際交流協
会や民間団体等のニーズに応えて
いかなければならない。

◆また、地域日本語教育や、「や
さしい日本語」の都内における活
用状況などの現状把握・分析を行
い、都と連携した効果的な事業を
行う必要がある。（文化庁が公表
した「令和元年度　国語に関する
世論調査」ではやさしい日本語の
認知度は約30%）

◆連絡会議等を通じ、区市町村や
協会等との継続的な信頼関係を構
築するとともに、DXの推進によ
り、地域における課題の把握や情
報の共有化を図る。

◆区市町村等地域の窓口では対応
困難なケースについて、広域的な
支援を展開する。

◆都と連携し、ITを活用した地域
日本語教育の推進や、「やさしい
日本語」の普及啓発に資する事業
を展開する。

【目標①】
・AIチャットボットの活用等に
よる多文化共生ポータルサイト
のアクセス数増（2021年度比
10％増）

【目標②】
・地域の外国人相談窓口に対す
る支援件数　300件/年

【目標③】
・やさしい日本語の認知度 40%

【目標④】
地域日本語教育データベースの
構築、パイロット事業の開始

情報提供の充実

広域ネットワーク型の
外国人相談体制の構築

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

地域日本語教育の推進 ④

・文化庁補助事業を通して地域日本語教育の支援を行い、財
団及び日本語教室間のネットワークを構築する。
・地域日本語教育実態調査の結果を踏まえ、都と連携して区
市町村やボランティア支援等のパイロット事業を検討

通訳支援体制の構築

「やさしい日本語」普
及啓発事業

都内の在住外国人は過去30年間で21万人から57万人に増加するとともに東南アジア出身者を中心に多様化が進んでいる。在住外国人と
日本人が相互理解を深め、共に快適に暮らすまちを実現するため、都、区市町村、国際交流協会や民間団体等と連携し、重層的な多文
化共生施策を展開する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京都つながり創生財団 戦略の性質による区分

戦略１ 多文化共生社会づくりの推進
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・システムの運用・改善
・システム利用活性化のためサイト内で利用できるポイント制
度を開始
・2021年度の運用実績を踏まえ、利用者の自主的な活動につ
なげる仕組みについて検討・改善を実施
・VLNへのアクセス数に加えVLNから団体・活動等のページへ
の遷移数の把握とともにユーザーの投稿等を分析

・システムの運用
・2022年度の利用状況やボランティア活動者の声をを踏まえ、システム利用を
促進するための取組を実施する。

②

・企業・大学・NPO等とのマッチング支援も含めた事業執行
までの伴走支援を行う「町会・自治会応援キャラバン」を実施
・「まちの腕きき掲示板」事業を継続実施
・参加自治体数累計６自治体

・マッチングコーディネート事業の本格展開
・参加自治体数累計９自治体（2022年度実績により到達目標を見直し）
・パイロット事業の結果を踏まえた今後の実施事業や実施対象について検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・システムの運用・改善、ポイント制度の開始
・2021年度の運用実績を踏まえ、利用者の自主的な活動につ
なげる仕組みについて検討・改善を実施
・VLNへのアクセス数、VLNから団体・活動等のページへの遷
移数、ユーザーの投稿等を分析
・他団体との連携

・検索機能やマイページ機能等の充実・改善するとともに、ポイント制度の運
用を開始
・利用者の意見等を踏まえVLNの企画運営を行う「サポーター制度」を検討
・遷移数を把握できるよう、システム改修を実施
・都や政策連携団体、TVAC、JSVNなど他団体とも連携し、多様な情報発信等
を実施

・ユーザーの声を踏まえ、サイトユーザビリティの向上や交流促進を図るためのシステム改修を行う
とともに、ポイント制度については、利用状況に応じて、福祉作業所で製作梱包した各特典と交換で
きるなど、継続利用を促しながら社会貢献への理解を深める機会となるよう工夫を行った。
・遷移数のほか、ユーザーの利用状況や意見等も把握を進め、分析を行う。
・生文ス局やJSVN等と連携し、大会1周年記念セレモニーをはじめスポーツ分野の活動情報を発信す
るとともに、TVACや人権啓発センター等とも連携し、障害者・高齢者・子供分野など、スポーツ分野
に留まらない多様な活動情報の提供、普及啓発を行った。また、ボランティアの魅力を伝え参加者の
裾野拡大を図るため、生文ス局やFC東京が主催する各イベント等にVLNブースを企画・設置するな
ど、積極的に情報発信を行った。

・2022年度を踏まえたシステムの運用、コンテンツ等の企画・発信
・ボランティア活動に興味関心を抱いている層に対し、今後の継続的な活動を
支援するため、ポイント制度の充実、交流機能の強化、サポーター制度の運営
等を実施
・都や政策連携団体をはじめ、様々な団体との連携を更に促進（5年度は教育庁
とも連携し、学校に向けた情報提供等を実施予定）

②

・企業・大学・NPO等とのマッチング支援も含めた事業執行
までの伴走支援を行う「町会・自治会応援キャラバン」を実施
・「まちの腕きき掲示板」事業を継続実施
・参加自治体数累計６自治体

・中野区・三鷹市・町田市と「町会・自治会応援キャラバン」事業を開始
（事業周知等にあたっては、社会福祉協議会やJKKなど関係団体とも連携）
・中野区5団体、三鷹市2団体、町田市1団体を伴走支援
・八王子市・清瀬市・稲城市と「まちの腕きき掲示板」事業を開始
・八王子市、稲城市で案件が登録され、マッチングが進行中

・新型コロナウイルス感染症による数年の活動停止期間があり、その間役員の交代や高齢化が進行
し、町会・自治会の活動再開へのハードルは高い。その中で、連携6区市と調整し、地域の担い手との
マッチングや、町会行事実施の支援等を行った。
・連携各区市の状況に合わせた事業の調整を行いつつ、次年度の事業展開についても検討を行ってい
る。

・マッチングコーディネート事業の本格展開
・参加自治体数累計９自治体
・連携3年目の3区市において、パイロット事業（「まちの腕きき掲示板」・
「町会・自治会応援キャラバン」）の成果を周知する取組を実施
・パイロット事業の結果を踏まえた今後の実施事業や実施対象について検討

戦略の性質による区分

戦略３ 共助社会づくりの推進
事業
運営

都内においても少子高齢化や単身世帯の増加などが進み、またコロナ禍で人と人とのつながりが希薄になる中、地域コミュニティの重要性
は増す一方である。そうした状況を踏まえ、人と人とのつながりを取り戻す共助社会づくりの取組が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆東京2020大会では多くの大会関
連ボランティアが活動するが、ボ
ランティアに関心を持った人たち
の活動を継続させる仕組みづくり
が必要である。

◆現在は活動希望者が、個々の団
体に直接アプローチすることが必
要となっており、興味・関心のあ
る活動につながりにくいといった
課題がある。

◆また、コロナの影響により現地
での活動が難しくなっている状況
を踏まえ、活動の継続や機運を維
持する取組が必要である。

◆また、地域の中核を担ってきた
町会・自治会では、深刻な担い手
不足の中、新たな地域課題への対
応が期待される状況である。外部
人材を活用するなど、新たな発想
や手法を取り入れていく必要があ
る。

◆共助社会づくりを担当するポス
トを新設し、都と連携して新たな
事業を開始する。

◆東京2020大会を契機としたボラ
ンティア文化の定着を図るため、
都が構築した東京ボランティアレ
ガシーネットワークシステムの運
営を開始する。

◆これにより、ボランティアの魅
力を伝えるとともに、受入団体間
で運営ノウハウを共有し、活動の
継続を支援する。

◆民間企業等との連携により、デ
ジタル化など新たな視点を加えた
取組を促進し、地域の中核である
町会・自治会の活動の活性化を図
る。

【目標①】
・システム稼働による情報提供
充実等を通した参加者の裾野拡
大とボランティア団体の連携強
化による活性化

【目標②】
・新たな課題への対応を含めた
地域コミュニティの活性化事業
の本格実施
・参加自治体数累計９自治体
（パイロット事業実績により見
直し）

東京ボランティアレガ
シーネットワークの構
築・運営

個別取組事項 2023年度2022年度

(一財)東京都つながり創生財団

戦略２ 共助社会づくりの推進
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

地域コミュニティの活性
化事業の実施

都内においても少子高齢化や単身世帯の増加などが進み、またコロナ禍で人と人とのつながりが希薄になる中、地域コミュニティの重要性
は増す一方である。そうした状況を踏まえ、人と人とのつながりを取り戻す共助社会づくりの取組が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】
・団体の活動情報や記事コンテンツによる情報提供の充実を図るとともに、様々なイベント等と連携した情報発信
を実施
・サイトユーザビリティの向上や交流促進を図るためのシステム改修を実施
・利用の活性化を図るため、ポイント制度の運用を開始するとともに、サポーター制度の実施を検討
【目標②】
・パイロット事業「町会・自治会応援キャラバン」事業を開始
・パイロット事業「まちの腕きき掲示板」事業を継続
・3市が参加し、参加自治体数は累計6自治体

◆東京2020大会では多くの大会関
連ボランティアが活動するが、ボ
ランティアに関心を持った人たち
の活動を継続させる仕組みづくり
が必要である。

◆現在は活動希望者が、個々の団
体に直接アプローチすることが必
要となっており、興味・関心のあ
る活動につながりにくいといった
課題がある。

◆また、コロナの影響により現地
での活動が難しくなっている状況
を踏まえ、活動の継続や機運を維
持する取組が必要である。

◆また、地域の中核を担ってきた
町会・自治会では、深刻な担い手
不足の中、新たな地域課題への対
応が期待される状況である。外部
人材を活用するなど、新たな発想
や手法を取り入れていく必要があ
る。

◆共助社会づくりを担当するポス
トを新設し、都と連携して新たな
事業を開始する。

◆東京2020大会を契機としたボラ
ンティア文化の定着を図るため、
都が構築した東京ボランティアレ
ガシーネットワークシステムの運
営を開始する。

◆これにより、ボランティアの魅
力を伝えるとともに、受入団体間
で運営ノウハウを共有し、活動の
継続を支援する。

◆民間企業等との連携により、デ
ジタル化など新たな視点を加えた
取組を促進し、地域の中核である
町会・自治会の活動の活性化を図
る。

【目標①】
・システム稼働による情報提供
充実等を通した参加者の裾野拡
大とボランティア団体の連携強
化による活性化

【目標②】
・新たな課題への対応を含めた
地域コミュニティの活性化事業
の本格実施
・参加自治体数累計９自治体
（パイロット事業実績により見
直し）

東京ボランティアレガ
シーネットワークの構
築・運営

地域コミュニティの活性
化事業の実施

2023年度

・戦略番号の更新（戦略2→戦略3）：戦略１（多文化共生社会づくりの推進）を戦略１「多文化共生社会のための都内在住外国人への支援」、
戦略２「多文化共生社会づくりに取り組む団体等への支援」に分割したことに伴う改訂
・パイロット事業を実施していく中で、取組自体を自治体内の関係部署や地域コミュニティ関連団体、企業・大学・NPO団体等の関係団体に広く知ってもらうことが、今後各自治体が多様な主体の協働を進めていくうえで必要であると認識したた
め、2023年度の取組にパイロット事業の成果を周知し、多様な主体の協働の機運を醸成する取組を追加
・本事業は「『未来の東京』の実現に向けた重点政策方針2022」の７つの分野のうち「多様性と包摂性にあふれた地域共生社会の歩み」に係る事業である。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・各システムを順次導入し、ペーパーレス化を推進
文書の電子決定率１００％（人事案件等を除く）
２０２０年度比一人当たりの紙使用量７０％削減

・ペーパーレス化に向けた取組を浸透させ、さらなる削減を実現
文書の電子決定率１００％（人事案件等を除く）

③

・スペシャリティを確保しながら事業拡大に見合った体制を
構築していけるよう、採用を含めた人事制度の在り方を検討
・業績評価を導入し、昇給及び勤勉手当に反映
・財団の求める人材の育成方法について昇任制度と合わせ検
討を実施
・退職金制度の検討

・昇任及び退職金制度導入
・運用を通じた改善及び規程整備を実施

④ ・公益認定を前提とした財務・会計書類の整備 ・公益認定の申請、取得

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・各システムを順次導入し、ペーパーレス化を推進
文書の電子決定率１００％（人事案件等を除く）
２０２０年度比一人当たりの紙使用量７０％削減

・人事システムや会議用タブレットの導入により、紙資料の削減に努めた。
・年度当初から文書決裁システムを活用することにより、文書の電子決定率
100%を達成
・一人当たりの紙使用について、2020年度比70.6%減（月平均・1人当たり
使用枚数2020年900枚、2021年318枚、2022年265枚）

・年度当初から各システムを活用することにより、紙使用量の一層の削減に努めた。
・会議用タブレットを活用することにより理事会等での紙資料の削減を図った。
・財団内の多様な申請様式を文書決裁システムへ落とし込むことにより、様々な文書を電子決裁す
ることが可能となった。
・財団設立当初から紙で管理していた人事情報について、人事システムで一括管理することで、
ペーパーレス化を促進した。

・ペーパーレス化に向けた取組を浸透させ、引き続きペーパーレス化を実施
・文書の電子決定率１００％
・システム活用による財団運営の改善

③

・スペシャリティを確保しながら事業拡大に見合った体制を
構築していけるよう、採用を含めた人事制度の在り方を検討
・業績評価を導入し、昇給及び勤勉手当に反映
・財団の求める人材の育成方法について昇任制度と合わせ検
討を実施
・退職金制度の検討

・2022年6月に契約職員設置要綱を制定し、多様な採用形態を実現
・財団の実態に即し、人事考課及び勤勉手当成績率等に関する要綱を2022年
11月に改訂
・他団体の事例を収集し、財団に適した昇任制度を検討
・財団職員の傾向を考慮した退職金制度の方向性を決定

・2022年7月より開始したウクライナ避難民支援等の臨時業務へ対応するため、契約職員設置要綱
を策定し、契約職員を雇用した。
・人事考課要綱についてより実態に即した運用を実現した。他の規程等についても引き続き改善・
整備を実施していく。
・他団体の昇任制度も参考に、財団の将来像を見据えた昇任制度の構築を予定している。
・財団職員の採用傾向や規模等を考慮し、退職金の方向性を検討した。令和４年度中に規程を整備
し、令和５年４月１日施行を予定している。

・退職金制度導入
・財団の将来像を見据えた昇任制度の構築及び規程整備
・運用を通じた規程の改正及び制定を実施

④ ・公益認定を前提とした財務・会計書類の整備
・公益認定書類としての財務・会計書類の整備を実施
・公益認定審議会に向け、申請行政庁と調整中

・2021年度中から顧問会計士及び東京都と調整し、申請スケジュールや申請内容の検討を実施して
いたため、当初目標である2023年度の公益認定の申請を、1年前倒しして実施した。
・2023年1月以降の公益認定審議会に付議を行い、2023年４月からの公益法人化を目指す。
・2023年度の公益法人化に向けて、公益法人としての体制強化に係る取組について検討を実施して
いる。

・外部監査制度の導入により、団体内外の視点からガバナンスの向上を図る
ことで、公益法人としての体制を強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・年度当初より複数のシステムを利用することやタブレットの導入等によりペーパーレス化を促進した。
・臨時業務へ対応するための人事制度の構築や、既存の人事規程について財団の実態に合わせた改訂等を実施し
た。
・顧問会計士や東京都と調整することにより、公益認定の申請を前倒して実施した。

◆設立間もない団体であり、現
在、最小限の人員体制で稼働して
いるため、文書管理、勤怠管理等
の総務系システムが未導入である
ことから、全てが紙による決裁と
なっている。

◆同様に人事考課や昇任制度が導
入されておらず、職員の業績を適
正に評価する仕組みの構築が必要
である。

◆また、収入が都補助金のみと
なっているが、独自事業の展開に
向けた自主財源の確保に取り組む
必要がある。

◆各業務システムを導入し、業務
の効率化やペーパーレス化を推進
する。

◆業績評価や昇任制度など人事制
度を確立することにより、職員の
キャリア形成を支援する。

◆自主財源確保に向けた賛助会員
制度等の検討を行う前提として、
寄付者への税制優遇が可能となる
公益認定を取得する。

【目標①】
・文書の電子決定率100%

【目標②】
・2020年度比一人当たり紙使用
量70％削減

【目標③】
・採用から退職までに必要な人
事制度の確立

【目標④】
・公益認定の取得

団体の業務効率化に資
する各システムの導入

モチベーション向上に
資する人事制度の構築

公益認定の取得

2023年度改訂の視点による区分

財団は設立から間もないため、各種制度設計やシステム化への早急な対応が課題である。また、都民ニーズに柔軟に対応した独自事業
を展開するため、自主財源確保に向けた取組が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 財団の運営基盤の整備
組織
運営

・戦略番号の更新（戦略３→戦略４）：戦略１（多文化共生社会づくりの推進）を戦略１「多文化共生社会のための都内在住外国人への支援」、戦略２「多文化共生社会づくりに取り組む団体等への支援」に分割したことに伴う改訂
【団体の業務効率化にシステム各システムの導入】2022年11月までに複数のシステムの導入を完了したことにより、前倒しで財団内の手続きはほぼペーパーレス化を完了した。現在も紙使用は必要最低限にとどめているため、2023年度は
同様の取組を継続するとともに、主に既存の紙資料をデータ化することでペーパーレス化を推進していく。
【モチベーション向上に資する人事制度の構築】毎年事業が拡大していく中で、財団として将来像を見据えた体制整備を行う必要がある。昇任制度は体制整備に大きな影響を与えるため、構築については2023年度に慎重に行い、2024年度
に導入することを目標とする。
【公益認定の取得】公益認定の申請を1年前倒して実施し、2023年4月に公益認定を取得する予定である。2023年度は外部監査制度の導入等公益法人としての体制の強化を図っていく。
【2021年度経営目標の達成状況に関する委員意見について】・役員及び職員のダイバーシティに係る目標設定について、2022年11月末現在、職員のうち外国にルーツがある職員の比率は14.7%となっているが、今後、新たに役員や職員を
配置する場合は、ダイバーシティを重要な選定視点の一つとして検討する。
・財団の情報戦略については現在検討中であり、新たな取組としては次回プランに反映する予定である。

◆設立間もない団体であり、現
在、最小限の人員体制で稼働して
いるため、文書管理、勤怠管理等
の総務系システムが未導入である
ことから、全てが紙による決裁と
なっている。

◆同様に人事考課や昇任制度が導
入されておらず、職員の業績を適
正に評価する仕組みの構築が必要
である。

◆また、収入が都補助金のみと
なっているが、独自事業の展開に
向けた自主財源の確保に取り組む
必要がある。

◆各業務システムを導入し、業務
の効率化やペーパーレス化を推進
する。

◆業績評価や昇任制度など人事制
度を確立することにより、職員の
キャリア形成を支援する。

◆自主財源確保に向けた賛助会員
制度等の検討を行う前提として、
寄付者への税制優遇が可能となる
公益認定を取得する。

【目標①】
・文書の電子決定率100%

【目標②】
・2020年度比一人当たり紙使用
量70％削減

【目標③】
・採用から退職までに必要な人
事制度の確立

【目標④】
・公益認定の取得

団体の業務効率化に資
する各システムの導入

モチベーション向上に
資する人事制度の構築

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

公益認定の取得

財団は設立から間もないため、各種制度設計やシステム化への早急な対応が課題である。また、都民ニーズに柔軟に対応した独自事業
を展開するため、自主財源確保に向けた取組が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段
３年後（2023年度）の到達目

標
個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京都つながり創生財団 戦略の性質による区分

戦略３ 財団の運営基盤の整備
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

１）施設情報の拡充
２）レコメンド機能の充実
３）民間スポーツ施設や公開空地・商業施設等スポーツ施設
以外の活用に向けた検討

１）施設検索機能の充実に向けた更なる見直し
２）レコメンド機能の精度向上・内容充実等に向けた改善
３）スポーツ施設以外の活用策の調整・実施

②
１）コンテンツを改良・追加
２）イベント情報にレコメンド機能や検索機能を追加
３）チャットボット等の実装

１）更に新たな切り口からのコンテンツを追加
２）イベント内容の拡充

② コロナ禍の状況に対応しながら継続的に実施 ポストコロナの視点も踏まえ、コロナ禍の状況に対応しながら継続的に実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

１）施設情報の拡充
２）レコメンド機能の充実
３）民間スポーツ施設や公開空地・商業施設等スポーツ施設
以外の活用に向けた検討

「SPOPITA」（月平均37,000アクセス）において、以下を実施
１）公民含めた施設情報の拡充
２）施設検索結果の情報とともに近隣施設等を紹介する機能に加え施設に係
る口コミ情報の充実化
３）公開空地・商業施設等を利用しSPOPITAをPRする等都のアーバンフィッ
トネス推進事業との連携を図った

都内でスポーツができる場（スポーツ施設等）の一元化に向けて、以下取組を実施
１）日本フィットネス産業協会など業界団体等と調整を行い、４月当初の2,441件から2,850件へ施
設情報を拡充
２）利用者の利便性向上のため、施設に係る口コミ情報を掲載する機能を構築
３）東京駅構内スクエアゼロ及び立川グリーンスプリングスにおけるアーバンフィットネス（公開
空地等を活用した東京都の事業）において、SPOPITAの事業紹介を実施。また、SPOPITAでアーバ
ンフィットネス推進事業を紹介

「SPOPITA」（月平均50,000アクセスを目標）において、以下を実施
１）施設検索機能の充実（バリアフリー情報など）に向けた更なる見直し
２）利用者の利便性向上（お気に入りの施設・スポーツ）に向けた検討
３）都のアーバンフィットネス推進事業とSPOPITA事業を引き続き連携して
実施

①②
１）コンテンツを改良・追加
２）イベント情報にレコメンド機能や検索機能を追加
３）チャットボット等の実装

１）都民のニーズを踏まえた新規機能開発に向け、実装コンテンツを検討
２）スポーツイベント参加促進キャンペーンと連動し、SPOPITAのイベント
情報を充実化
３）おすすめスポーツ診断機能を実装

１）スポーツ情報の一元化に向けて、都民向けアンケートにて都民が欲しい情報、欲しい機能等を
把握。事業団内PTにおいて、SPOPITAに実装すべきコンテンツを検討。今後、委託事業者の調整を
踏まえ実装予定
２）スポーツイベント参加促進キャンペーン「SPOPITAスタンプラリー」ではスマートフォンアプ
リを活用し、スポーツイベントを検索できるよう利用者の利便性を踏まえ、運用
３）非実践層がスポーツに興味関心を持ってもらえるよう、おすすめスポーツ診断機能を実装

１）仮想空間など更に新たな切り口からのコンテンツを追加
２）イベント情報（月100件常時掲載）及びスポーツイベント参加促進キャン
ペーンの拡充
３）都内スポーツ情報の一元化へ向けた検討

② コロナ禍の状況に対応しながら継続的に実施

１）スポーツ施設のバーチャルツアーの拡充に向けて調整中
２）競技指導、アドバイスに関するスポーツ動画について掲載数を拡充し、
292動画を掲載（昨年度末238動画）。併せて、検索しやすくするため、カテ
ゴリの分類方法を変更

コロナ禍においても都民がスポーツに親しむことができるよう、以下取組を実施
１）スポーツ施設のバーチャルツアーについて、都立スポーツ施設の一体的なPRに向けて、各団体
と制作について調整中（現在都立9施設掲載済み。追加で7施設と調整中）
２）アスリートが活躍するスポーツ動画やパラスポーツ動画の追加掲載に向けて、関係団体と調整
中

ポストコロナの視点も踏まえ、以下を実施
１）スポーツ施設バーチャルツアーの拡充
２）アスリートが活躍するスポーツ動画の追加掲載（年間30動画追加）

(公財)東京都スポーツ文化事業団 戦略の性質による区分

戦略１ スポーツが日常生活に溶け込んだ「スポーツ
フィールド東京」の実現

事業
運営

新しい日常において都
民がスポーツに親しむ
ための情報発信

「スポーツフィールド東京戦略」において、都民の日常にスポーツが溶け込んだまちを創出するために、スポーツの場を拡げる取り組み
が求められている。加えて、コロナ禍により都民の健康に対する認識が高まっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・スポーツ実施率70％の達成など
スポーツ振興という都政の重要課
題について取り組んできた。しか
し、現状、スポーツ実施率は60％
に止まっており、加えて、コロナ
禍のためスポーツの実施が困難な
状況となっている。

・そのような現状を打破するた
め、幅広い層をターゲットとした
ソフト事業の充実を図っていくこ
とが必要である。

・「スポーツフィールド東京」の
実現に寄与するため、スポーツ東
京案内事業を軸に「新しい日常」
を踏まえたより戦略的な事業展開
を図る。

・スポーツ実施率向上について
は、事業団の強みである柔軟性を
生かし、無関心層への働きかけ等
事業展開を図っていく。

【目標①】
　都内でスポーツができる場の
情報一元化

【目標②】
　無関心層や「新しい日常」に
も対応する多角的なスポーツ情
報の発信

都民誰もがスポーツ施
設にアクセスできる環
境の整備

WEBを活用した新規コ
ンテンツ創出

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１ スポーツが日常生活に溶け込んだ「スポーツ
フィールド東京」の実現【大幅改訂】

事業
運営

➀東京2020大会は2021年夏にコロナ禍という特殊な環境下で開催され、多くの都民・国民に感動をもたらすとともに、大会を通じて多くのハード・ソフト面のレガシーが生まれた。それを踏まえ、都は大会のレガシーや今後のスポーツ振興
の方向性を示した「TOKYOスポーツレガシービジョン」を策定したところであるが、事業団は都の政策連携団体として、機を逃さず、大会で得た成果をスポーツフィールド東京の実現に繋げていくため、本ビジョンに則り事業を展開してい
く。
②事業団ではスポーツ情報の一元化に向けて都民向けに、都民が欲しい情報や欲しい機能について６月にアンケートを実施。事業団内PTにて検討のうえ、スポーツ情報発信サイト「SPOPITA」に実装すべきコンテンツを選定し、今後制作予
定。
さらに、デジタル技術の活用を踏まえ、Z世代の目線も加味した仮想空間・メタバースの活用を検討していく。
③３年後の到達目標等、定量的に改訂。

2023年度改訂の視点による区分

東京2020大会を通じたスポーツ施設の整備、スポーツ実施気運など、多くのレガシーをスポーツ振興に活かし、都市の中で根付かせて
いくため、「TOKYOスポーツレガシービジョン」に基づき、機を逃さず戦略的に事業を展開し、スポーツフィールド東京の実現につなげ
ていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
　都内でスポーツができる場
（スポーツ施設等）の情報一元
化（3,000施設掲載）に加え、
都内スポーツ情報の更なる充実

【目標②】
　無関心層へのアプローチや
「新しい日常」にも対応する、
多角的なスポーツ情報の発信
（年間30動画追加）

都民誰もがスポーツ施
設にアクセスできる環
境の整備

WEBを活用した新規コ
ンテンツ創出（イベン
トは月100件常時掲載）

新しい日常において都
民がスポーツに親しむ
ための情報発信

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①都内でスポーツができる場の情報一元化に向け、スポーツ情報発信WEBサイト「SPOPITA」において、公共・
民間含めたスポーツ施設情報を順次拡充
②「無関心層や『新しい日常』にも対応する多角的なスポーツ情報の発信」のため、おすすめスポーツ診断機能
を実装し、都民のニーズを踏まえた新規機能開発及び都立スポーツ施設に係るVRツアーの拡充に向けて調整中

・これまで東京2020大会への協
力やスポーツ実施率70％の達成に
向けたスポーツ施策の展開など、
都政の重要課題の解決に向け都と
連携して取り組んできたが、今後
も都のスポーツ施策と連動し、効
果的な事業を展開していく必要が
ある。（東京都の調査（令和５年
１月27日発表）によると、スポー
ツ実施率65.9％）

・都民がより一層スポーツに親し
むことができるよう、都民の利便
性・ニーズを考慮した情報発信を
効果的に行う事が求められてい
る。

・現場を熟知している事業団がス
ポーツフィールド東京の牽引役と
して、東京2020大会のレガシー
の継承とスポーツ振興に寄与する
ことが求められている。

・「スポーツフィールド東京」の
実現に寄与するため、スポーツ東
京案内事業を軸に「TOKYOス
ポーツレガシービジョン」の各事
項を具体化・普及拡大できるよ
う、よりスピード感を持ち戦略的
に事業展開を図っていく。また、
スポーツ実施率70％の達成に寄与
するため、無関心層にアプローチ
するなど、右記の取組を実施。

・多種多様な都民ニーズを把握
し、SPOPITAを基幹として「東京
のスポーツ情報はここを見れば完
結」というような、都内スポーツ
情報の総合的なプラットフォーム
化を図る。

・スポーツ実施率向上について
は、事業団の強みである迅速性と
柔軟性を活かし、無関心層への更
なる働きかけ等様々な事業展開を
図っていく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

各区市町村に直接アスリート等の魅力を説明するなど、アス
リート等がその経験をもとに地域で活躍できるよう支えるた
め、以下の取組を実施
１）アスリート等派遣の実施
２）アスリート等の体験談や指導紹介をWEB等で発信
３）指導内容や対象等の見直し・拡充検討

地域におけるスポーツの裾野拡大やアスリート等の活躍機会の拡大に、より
つなげていくため、以下の取組を実施
１）体験談や指導紹介の発信について更なる見直し
２）2022年度の実績を踏まえ、指導内容や対象等の見直し・拡充実施

② アスリート動画の追加 アスリート動画の更なる追加・精査

③

企業におけるスポーツの取組に対する意欲やスポーツ実施率
の向上、さらには、アスリート等の活躍の場の拡大に資する
ため、アスリート等の魅力をより分かりやすく伝えるカタロ
グを作成するなど、2021年度の実績を踏まえ、適宜見直し
を行いながら継続実施

企業におけるスポーツ実施率の向上やアスリート等の活躍機会の拡大など
に、よりつなげていくため、2022年度の実績を踏まえ、適宜見直しを行いな
がら継続実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

各区市町村に直接アスリート等の魅力を説明するなど、アス
リート等がその経験をもとに地域で活躍できるよう支えるた
め、以下の取組を実施
１）アスリート等派遣の実施
２）アスリート等の体験談や指導紹介をWEB等で発信
３）指導内容や対象等の見直し・拡充検討

１）指導者派遣を43件実施済み（うち現役アスリートの派遣を２件実施）、
22件調整中（昨年度10件）
２）指導状況を踏まえ、今後WEBで発信予定
３）これまでの派遣状況を踏まえ、指導内容や派遣対象等の見直しを検討中

地域におけるスポーツの裾野拡大に向けて、以下取組を実施
１）区市町村への周知方法の工夫により利用拡大を図るとともに、都体協を通じ、現役アスリート
の派遣可否を含め調整を依頼した。また、企業が雇用するアスリートの事業協力依頼を実施
２）アスリート派遣を検討する区市町村等に向けた情報発信のため、現役アスリートの指導状況を
現地視察
３）アスリートが所属する企業を訪問し、指導者派遣に関するヒアリングを実施。今後、区市町村
等のニーズに合った指導内容や派遣対象等について検討を行う。

地域におけるスポーツの裾野拡大やアスリート等の活躍機会の拡大に、より
つなげていくため、以下の取組を実施
１）指導者派遣（年間60件）の着実な実施
２）体験談や指導紹介の発信について更なる見直し
３）2022年度の実績を踏まえ、トップアスリート派遣の追加のほか、指導内
容や対象等の見直し・拡充実施

② アスリート動画の追加

１）アスリートが提供しているスポーツ・トレーニング動画を継続して掲載
中
２）アスリート動画の追加掲載に向け、関係団体と調整を実施
３）Twitterにてアスリート動画掲載情報を情報発信

１）現役選手・セカンドキャリア・指導者など、様々なアスリートが提供しているスポーツ・ト
レーニング動画を108本掲載中
２）アスリートの競技指導、アドバイスなどに関する動画の追加掲載に向け、関係団体と調整を実
施
３）WEBコンテンツ及びSNSを通じてアスリートの活動や情報発信に協力（Twitterフォロワー数は
2021年度末80→2022年11月末8,453）

アスリート動画の追加掲載（年間30本）によりアスリートの活動や情報発信
を支援

③

企業におけるスポーツの取組に対する意欲やスポーツ実施率
の向上、さらには、アスリート等の活躍の場の拡大に資する
ため、アスリート等の魅力をより分かりやすく伝えるカタロ
グを作成するなど、2021年度の実績を踏まえ、適宜見直し
を行いながら継続実施

１）Enjoy Sportsインストラクター等派遣を14件実施済み、14件実施予定
（昨年度５件）
２）事業協力団体を７社追加（合計11社、昨年度実績４社）し、トップアス
リート派遣のメニュー（計28名）を追加掲載

企業とアスリート等の連携によるスポーツ活動として、以下取組を実施
１）東京都スポーツ推進企業103社を訪問し、本カタログ事業を積極的にPR。
２）企業に対し、カタログ掲載への協力を依頼し、パラスポーツを含むメニューを拡充。本カタロ
グをより魅力的な内容に更新するとともに、アスリート等の活躍の場の拡大に寄与

企業におけるスポーツ実施率の向上やアスリート等の活躍機会の拡大に向
け、以下取組を実施
１）都とともにスポーツ推進企業の量的拡大を図り、Enjoy Sports促進事業
について新規認定企業を中心に派遣を実施
２）カタログの内容拡充

(公財)東京都スポーツ文化事業団 戦略の性質による区分

戦略２ アスリートの活躍機会の拡大
事業
運営

東京都スポーツ推進企
業　Enjoy Sports促進
事業

東京2020大会に向けて東京都と連携して育成・強化したアスリートが大会で活躍することが期待されている。こうした取組を大会後も
レガシーとして最大限に活用していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・事業団では、東京都と連携しア
スリートの発掘・育成・強化を
行っている。しかし、多くのアス
リートがスポーツで培った経験を
地域等で活かしたいと思っている
一方で、活躍できる機会が少な
い。

・コロナ禍において、人が集まる
大規模なスポーツイベント・教室
等が実施できない。

・アスリートや競技団体とのパイ
プを持つ東京都体育協会と連携
し、アスリートを区市町村へ派遣
する等の事業を実施していく。

・オフライン・オンラインを問わ
ず、アスリートによるスポーツの
裾野拡大に向けた事業を支援して
いく。

・コロナ禍で活動の場が減少して
いるアスリートのキャリアパスの
形成にも寄与できる事業を展開し
ていく。

【目標①】
　アスリート等の活動の場の拡
大を通じた地域におけるスポー
ツの裾野拡大

【目標②】
　アスリートの活動や情報発信
への支援

【目標③】
　東京都スポーツ推進企業とア
スリート等の連携によるスポー
ツ活動の実施

東京2020大会で活躍し
たアスリート等指導者
の派遣事業

WEBを活用したアス
リートの情報発信

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ アスリートの活躍機会の拡大【大幅改訂】
事業
運営

➀東京2020大会は2021年夏にコロナ禍という特殊な環境下で開催され、多くの都民・国民に感動をもたらすとともに、大会を通じて多くの
ハード・ソフト面のレガシーが生まれた。それを踏まえ、都は大会のレガシーや今後のスポーツ振興の方向性を示した
「TOKYOスポーツレガシービジョン」を策定したところであるが、事業団は都の政策連携団体として、機を逃さず、
東京のアスリートが地域で活躍しスポーツの裾野を拡大やスポーツ実施率の向上に向けて、本ビジョンに則り事業を展開していく。
②３年後の到達目標等、定量的に改訂。

2023年度改訂の視点による区分

東京2020大会では東京都と連携して育成・強化したアスリートが大会で活躍し、多くの人々に夢や希望を与えた。「TOKYOスポーツレ
ガシービジョン」に基づき、東京のアスリートが地域での活躍の機会を確保することで、スポーツの裾野拡大やスポーツ実施率の向上に
つなげていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
　アスリート等の活動の場の拡
大を通じた地域におけるスポー
ツの裾野拡大（指導者派遣を年
間60件実施）

【目標②】
　アスリートの活動や情報発信
への支援

【目標③】
　東京都スポーツ推進企業とア
スリート等の連携によるスポー
ツ活動の実施

東京2020大会で活躍し
たアスリート等指導者
の派遣事業

WEBを活用したアス
リートの情報発信

東京都スポーツ推進企
業　Enjoy Sports促進
事業

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①「地域におけるスポーツの裾野拡大及びアスリート等の活動の場の拡大」のため、区市町村への指導者派遣を
43件実施
②アスリートの活動や情報発信への支援のため、WEBサイト「SPOPITA」におけるアスリート動画を拡充
③東京都スポーツ推進企業向けのEnjoySportsカタログの充実化を図り、アスリート等を派遣

・事業団では、東京都と連携しア
スリートの発掘・育成・強化を
行っている。しかし、多くのアス
リートがスポーツで培った経験を
地域等で活かしたいと思っている
一方で、活躍できる機会が少な
い。

・コロナ禍において、人が集まる
スポーツイベント・教室等は大小
の規模にかかわらず、まだ多くは
ない状況であり、都民のスポーツ
機会が減少している。

・これまで事業団が培ってきたス
ポーツ団体や企業等とのネット
ワークを活用し、TOKYOスポー
ツレガシービジョンの戦略５「東
京のアスリートの活躍」を推進し
ていくことが求められている。

・アスリートや競技団体とのパイ
プを持つ東京都体育協会や東京都
レクリエーション協会等と連携
し、アスリートを区市町村へ派遣
する等の事業を実施する。

・オフライン・オンラインを問わ
ず、アスリートと協力した事業を
展開し、スポーツの裾野拡大に向
けた取組みを推進する。

・団体や企業等と連携・協力し、
コロナ禍で活動の場が減少してい
るアスリートの、キャリアパスの
形成に寄与できる事業を展開して
いく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度に行った検討を踏まえ、実施可能なものについて
は早期に事業開始
・オリンピアン等のアスリートを招聘したイベントを開催する
など、大会レガシーを活用した事業を実施

・2022年度の実績を踏まえ、適宜見直し
・2022年度の事業成果を踏まえ、アスリートと協力するなど、大会レガシーを
活用した事業を継続実施

②

１）主催者等に対し、施設の５G環境を周知し、全都的総合体
育施設である東京体育館で開催される国際大会等で5G活用促
進
２）2021年度に行った検討を踏まえ、機能の構築や試行等を
実施。運用可能なものについては早期に事業開始。

・東京体育館に加え、世界最高水準の水泳場である東京アクアティクスセンタ
―における水泳競技大会等で5G活用促進
・その他2022年度の実績を踏まえ、適宜見直し

③

・都に対して施設のさらなる魅力向上を実現するための提案を
実施
・ホームページリニューアルに併せ、事業における様々な参加
者等のニーズに幅広く対応するため、オンライン決済を全施設
で順次導入
・次期指定管理者決定

2022年度の提案に基づき次期指定管理業務を開始

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

１）2021年度に行った検討を踏まえ、実施可能なものについ
ては早期に事業開始
２）オリンピアン等のアスリートを招聘したイベントを開催す
るなど、大会レガシーを活用した事業を実施

施設の利用拡大に向け以下の取組を実施
１）感染症専門医等の助言を踏まえ検討し、事業を実施。またYouTube配信等
を実施
２）パラスポーツ事業で働き盛り・子育て世代が参加しやすいよう工夫した上
で実施
３）オリンピアン等を招聘した事業やメダル獲得種目のイベント等の実施に加
えボランティアの活躍の場を提供

以下の取組により施設の魅力向上を図り、利用拡大に繋げた
１）保健所や感染症専門医等の助言を踏まえ、一部事業ではコロナ対策で換気システムを導入して事業
を実施。また、2021年度に続きYouTube配信等を実施
２）働き盛り・子育て世代向けの事業を実施するとともにパラスポーツ事業においてスポーツ実施率の
低い層が参加しやすいよう土曜日に開催するなどの工夫をした
３）オリンピアン等を招聘した事業や金メダルを獲得した卓球のイベントを実施するとともに、ボラン
ティアを募集し、活躍の場を提供

１）今後のウィズコロナの進展を踏まえた国や都の方針や時流に合わせた事業
を実施
２）2022年度の事業成果を踏まえ、アスリートと協力するなど、大会レガシー
を活用した事業を継続実施

②

１）主催者等に対し、施設の５G環境を周知し、全都的総合体
育施設である東京体育館で開催される国際大会等で5G活用促
進
２）2021年度に行った検討を踏まえ、機能の構築や試行等を
実施。運用可能なものについては早期に事業開始。

利用者サービスの向上を図るため、以下の取組を実施
１）主催者等に対し、施設の5G環境を周知し、東京体育館で開催された催物で
5Gを活用
２）東京体育館でシステム稼働検証のテスト撮影を実施（14回）するととも
に、AI対応の可搬型カメラを新規導入し、メイン･サブアリーナでテスト撮影･
稼働検証を実施

利用者サービスの向上に向け、以下のデジタル技術を活用した取組やテストを実施
１）高速通信が可能な5G環境を主催者等に周知し、大会時のLIVE配信において、リプレイ再生など、
観客の通信環境の向上を図り、デジタル技術の活用を促進
２）メイン・サブアリーナ利用団体の了承を得て、テスト撮影を行うとともに、テスト撮影協力団体や
利用団体に対してアンケートを実施し、今後のシステム利用等について意向を調査した。

１）東京体育館に加え、世界最高水準の水泳場である東京アクアティクスセン
タ―における水泳競技大会等で5G活用促進
２）映像配信サービスが本稼働する東京体育館で20イベント、他の都立スポー
ツ施設では試行的に30イベントを目標に撮影を実施

③

１）都に対して施設のさらなる魅力向上を実現するための提案
を実施
２）ホームページリニューアルに併せ、事業における様々な参
加者等のニーズに幅広く対応するため、オンライン決済を全施
設で順次導入
３）次期指定管理者決定

都施策へ積極的に貢献し、施設の魅力向上に寄与するため、以下の取組を実施
１）施設のさらなる魅力向上や都施策の貢献に資する提案を実施
２）オンライン決済を順次導入し、21事業で実施
３）指定管理者候補者に決定

以下の指定管理施設を活用した取組を実施したことで都施策及び施設の魅力向上に寄与
１）TOKYOスポーツレガシービジョン等の都施策に貢献することや都立スポーツ施設間の連携につい
て都に提案し都立スポーツ施設の魅力向上に寄与
２）事業における様々な参加者等のニーズに幅広く対応するため21事業で実施（2022年度対象：43事
業）
３）１）での提案が都に認められ、東京体育館・駒沢オリンピック公園総合運動場・東京武道館・東京
アクアティクスセンタ―の候補者に決定

近隣商店街等と連携した事業を展開するなど、施設の魅力向上を図りつつ、地
域の活性化に寄与

④ 【2023年度 新規個別取組事項】

中長期的な事業の安定化を図るため、以下の取組を実施
１）事務エリアの節電、空調調整による節ガスを実施
２）団体利用においては2021年度の稼働率より回復
３）コンシェルジュ等の新規事業案を都へ提出し予算要求を実施

以下の取組を通じ、引き続き、中長期的な事業の安定化を図っていく。
１）事務エリアにおける都庁舎並みの節電（照明間引・一斉消灯等）、きめ細やかな空調調整（冷房
28℃等）による節ガス
２）団体利用における稼働率は91.9％（10月末時点）に向上したが、観客数は未回復であり、個人利
用者数はコロナ禍前の５割程度しか回復していない。またイベント参加者数も未回復
３）都立スポーツ施設間連携の強化を図るための検討を行い、コンシェルジュ等新規事業案を都に提出
し予算要求を実施

１）引き続き、節電・節ガスにより支出を抑制
２）コロナ対策を講じ、2023年度主要施設の平均稼働率93.3%の達成、個人利
用者数等の回復
３）コンシェルジュ業務により団体等と施設とのマッチングを推進するなど、
都立スポーツ施設間連携の統括業務を開始

(公財)東京都スポーツ文化事業団 戦略の性質による区分

戦略３ レガシーの活用及びDXの推進による都立スポーツ
施設の魅力向上

組織
運営

施設の魅力向上に寄与す
る企画の提案

スポーツ施設の魅力を最大限発揮し、都民が集うことができる拠点となるための取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・新型コロナ拡大により、スポー
ツ施設の利用率が低下している。
一方で、感染拡大防止の観点か
ら、参集型ではなく、オンライン
等デジタル技術を活用したイベン
トが求められている。

・事業団の管理しているスポーツ
施設の指定管理期間が2022年度ま
でとなっている。2023年度以降も
引き続き指定管理業務を担えるよ
う、施設の魅力を高める企画を検
討する必要がある。

東京2020大会を通じたスポーツ施
設の充実やスポーツ実施気運の高
まりを踏まえ、スポーツフィール
ド東京の実現に寄与するため、以
下の手段を設定
・指定管理施設においてレガシー
やデジタル技術の活用を検討して
いく。
　1）東京2020大会のレガシーを
活用した事業を展開し、都民のス
ポーツへの関心を高め、施設利用
や事業参加者の増加へ繋げる。
　2）WEB等デジタル技術の活用
を推進するとともに、５Gの活用
を促進し、スポーツをより親しみ
やすいものとする。

・現状の指定管理業務を検証し、
これまで培った事業団のノウハウ
や東京2020大会のレガシーを最大
限に活用し、より東京都のスポー
ツ振興施策に沿った提案を実施す
る。

【目標①】
指定管理施設の利用拡大

【目標②】
大会等におけるWEBを活用した
映像配信サービス（AI搭載カメラ
を活用し映像配信）の提供や5G
の整備による利用者サービスの向
上

【目標③】
指定管理施設を活用した都施策へ
の積極的な貢献

事業メニューの充実

デジタル技術を活用した
施設利用サービスの拡大

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３
レガシーの活用及びDXの推進による都立スポーツ
施設の魅力向上【大幅改訂】

組織
運営

➀レガシーを活用していくうえで、東京都がTOKYOスポーツレガシービジョンを策定したことから、政策連携団体及び指定管理者として施策に貢献していくために、一部改訂を行った。
②映像配信サービス等における、2022年度までの検討を踏まえ、2023年度計画の一部改訂を行った。
③ウクライナ情勢の長期化、円安の進行等によるエネルギー、原材料価格の上昇やコロナの影響により、当初予定より大幅な赤字見込みであることから、都立スポーツ施設の旗振り役として、施設間連携の新規事業により収入改善を図る等、都と
連携し、中長期的な事業の安定化に向け、改訂を行った。2023年度改訂の視点による区分

スポーツ施設の魅力を最大限発揮し、都民が集うことができる拠点となるための取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
指定管理施設の利用拡大

【目標②】
大会等におけるWEBを活用した
映像配信サービス（AI搭載カメラ
を活用し映像配信）の提供や5G
の整備による利用者サービスの向
上

【目標③】
指定管理施設を活用した都施策へ
の積極的な貢献

【目標④】
都立スポーツ施設旗振り役として
施設間連携の新規事業により収入
改善を図る等都と連携し中長期的
な事業の安定化に着手

オリンピアン等のアス
リートを招聘するなど、
事業メニューの充実

デジタル技術を活用した
施設利用サービスの拡大

利用者アンケートなどの
指標を基に施設の魅力向
上に寄与する企画の提案

節電等の徹底、創意工夫
による収入確保や施設間
連携による収支の改善

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

➀感染症対策を講じつつスポーツ実施率の低い層に事業を展開し、レガシーを活用。今後も感染症の状況を踏まえ
て事業を実施
②映像配信サービス及び５Gを活用。今後も利用者サービスの向上に寄与
③指定管理施設を通じ、TOKYOスポーツレガシービジョン等の都施策に資する提案を実施し指定管理候補者に決定
④中長期的な事業の安定化を図るため、節電・節ガス、稼働率の維持向上等に係る取組を実施するとともに、施設
間連携に係る新規事業開始に向け、コンシェルジュ等の都における予算要求を実施

・新型コロナ拡大により、スポー
ツ施設の利用率が低下している。
一方で、感染拡大防止の観点か
ら、参集型ではなく、オンライン
等デジタル技術を活用したイベン
トが求められている。

・事業団の管理しているスポーツ
施設の指定管理期間が2022年度ま
でとなっている。2023年度以降も
引き続き指定管理業務を担えるよ
う、TOKYOスポーツレガシービ
ジョン等の都施策を踏まえ、施設
の魅力を高める企画を検討する必
要がある。

・ウクライナ情勢の長期化、円安
の進行等によるエネルギー、原材
料価格の上昇やコロナの影響によ
り、当初予定より大幅な赤字見込
みである。

東京2020大会を通じたスポーツ施
設の充実やスポーツ実施気運の高
まりを踏まえ、スポーツフィール
ド東京の実現に寄与するため、以
下の手段を設定

・指定管理施設においてレガシー
やデジタル技術の活用を検討。
　1）東京2020大会のレガシーを
活用した事業を展開し、都民のス
ポーツへの関心を高め、施設利用
や事業参加者の増加へ繋げる。
　2）WEB等デジタル技術の活用
を推進するとともに、5Gの活用を
促進し、スポーツをより親しみや
すいものとする。

・現状の指定管理業務を検証し、
これまで培った事業団のノウハウ
や東京2020大会のレガシーを最大
限に活用し、より東京都のスポー
ツ振興施策に沿った提案を実施。

・新規取組事項による収入増を図
りつつ、節電等による支出抑制

28



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
職場のデジタル化により可能となった横断的なデータ活用に
よって組織内のアイデアを吸い上げ、企画検討に生かす（提
案５件）

継続実施（提案５件）

②
資格取得支援制度の拡充について継続実施
研修制度の充実

適宜見直しを行いながら継続実施

③
デジタル専任担当職員の増員を検討
主任級職昇任選考を実施（対象者5名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

デジタル専任担当職員の増員
主任級職昇任選考を実施（対象者3名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
職場のデジタル化により可能となった横断的なデータ活用に
よって組織内のアイデアを吸い上げ、企画検討に生かす（提
案５件）

コミュニケーションアプリを活用し、組織内のアイデアを吸い上げ、スポー
ツ振興に資する企画検討を行った。

新たに導入したアプリ（Teams）を活用し、組織内のアイデアを横断的に吸い上げるとともに、企
画立案を行い、今年度中に５件の提案を東京都に提出予定。

組織内のアイデアを広く吸い上げ、東京都へのスポーツ事業等に係る施策提
言を継続実施（提案５件）

➀②
資格取得支援制度の拡充について継続実施
研修制度の充実

職員における能力開発に関する支援制度の拡充に向け、以下の取組を実施
１）既存の資格取得支援制度に加え、新たに対象とする資格の検討を実施
２）新規研修の実施、研修受講機会の拡充に向けた検討を実施

１）体育施設の運営・管理に関する資格や、障がい者スポーツ指導員の資格に加え、ICTの分野の資
格等を新たに対象とすることを検討
２）研修制度を充実させるため、新たにICTに係る研修を実施したほか、外部機関が実施する研修受
講機会の拡充に向けた検討を実施

ICT分野の資格取得支援や外部機関が行う研修の受講機会拡充を実施

③
デジタル専任担当職員の増員を検討
主任級職昇任選考を実施（対象者５名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

1)デジタル専任担当職員を継続配置（１名）し、各部署の中でIT担当者を任
命
2)主任級昇任選考試験を実施（対象者５名）
3)主任級昇任及び主任級職研修実施

1)デジタル専任担当職員を継続配置しつつ、各部署の中でIT担当者を任命することで、ITに係る情
報共有等を迅速に行うことができるとともに、各部署の業務効率化に繋がっている。
2)主任級昇任選考試験を実施（対象者５名）
3)主任級昇任及び主任級職研修（人材育成センターカリキュラムへの参加）を実施

１）主任級職昇任選考を実施（新規対象者３名）
２）主任級職昇任及び主任級職研修実施
※デジタル専任担当職員の代わりに、現場等に近い職員の中でIT担当を設け
ることでITに係る情報共有を迅速に行うなど、効果的にデジタル化を推進し
ていく

(公財)東京都スポーツ文化事業団 戦略の性質による区分

戦略４ 専門性を活かした企画立案機能向上及び組織体制
の強化

組織
運営

デジタル専任担当の設
置・主任級職員の育成

東京都による政策連携団体の役割見直しに伴い、時代に即した新たな事業を展開する等、戦略的に事業を企画立案することが求められて
いる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・スポーツ実施率の向上を目指
し、スポーツ振興を推進していく
組織として、これまで以上に高い
企画立案機能が求められる。

・時代に即した新たな事業等を展
開するため、デジタル化を推進し
ていく必要がある。

・施策の実行力を高めるため、固
有職員の人材育成が不可欠である
が、スポーツ部門における固有職
員の監督職が不在であり、主任級
も少ない。

・プロジェクトチーム等の活用に
より施策提言や事業提案を行って
いく。

・研修制度の充実等により、職員
の能力開発を支援し、企画力の底
上げを図る。

・DXを効果的・効率的に実施す
ることが可能な組織体制とする。

・将来、監督職として事業団の中
核を担う主任級職員を育成し、事
業団の組織体制を強化する。

【目標①】
　東京都へのスポーツ事業等の
提案件数毎年５件以上

【目標②】
　体育施設管理士等の資格取得
支援制度等、能力開発に関する
支援制度の拡充

【目標③】
　デジタル専任担当の設置及び
将来の組織の中核を担う主任級
職員を５名以上育成

プロジェクトチームを
活用した事業の企画・
提案

研修の充実等による職
員の能力開発支援

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４ 専門性を活かした企画立案機能向上及び組織体制
の強化

組織
運営 改訂後

2023年度改訂の視点による区分

東京都による政策連携団体の役割見直しに伴い、時代に即した新たな事業を展開する等、戦略的に事業を企画立案することが求められて
いる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

➀2022年度11月末時点の実績を踏まえ、2023年度計画を一部改訂
➁デジタル専任担当職員の増員を検討する中で、専任担当職員を増員するよりも、現場や事業に近い職員の中でIT担当を設ける方が、
限られた人材の有効活用になることやITに係る情報共有等を迅速に行うことができるとともに、各部署の業務効率化にも繋がり、
効果的である、との結論に至ったため、関連の記載を削除

【目標①】
　東京都へのスポーツ事業等の
提案件数毎年５件以上

【目標②】
　体育施設管理士等の資格取得
支援制度等、能力開発に関する
支援制度の拡充

【目標③】
　デジタル専任担当の設置及び
将来の組織の中核を担う主任級
職員を５名以上育成

プロジェクトチームを
活用した事業の企画・
提案

研修の充実等による職
員の能力開発支援

デジタル専任担当の設
置・主任級職員の育成

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
➀アプリを活用し、組織内のアイデアを吸い上げ、スポーツ事業における企画検討を実施。今後も都施策に資す
る提案を実施
②既存の資格支援制度に加え、ICT分野の資格等を新たに対象とすることを検討。今後職員の能力開発のために
更なる制度拡充を検討
③デジタル専任担当を継続配置するとともに、将来の組織の中核を担う主任職員の研修を実施し、育成に努め
た。

・スポーツ実施率の向上を目指
し、スポーツ振興を推進していく
組織として、これまで以上に高い
企画立案機能が求められる。

・時代に即した新たな事業等を展
開するため、デジタル化を推進し
ていく必要がある。

・施策の実行力を高めるため、固
有職員の人材育成が不可欠である
が、スポーツ部門における固有職
員の監督職が不在であり、主任級
も少ない。

・プロジェクトチーム等の活用に
より施策提言や事業提案を行って
いく。

・研修制度の充実等により、職員
の能力開発を支援し、企画力の底
上げを図る。

・DXを効果的・効率的に実施す
ることが可能な組織体制とする。

・将来、監督職として事業団の中
核を担う主任級職員を育成し、事
業団の組織体制を強化する。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調
整、設計積算等を実務経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。

・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調整、設計積算等
を実務経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。

②
前年度の実践研修をベースに、出土した遺物等の整理・分類
方法や写真撮影技術、報告書作成ソフトなどの操作技術等
を、ベテラン職員からの実践研修により習得させる。

前２年度の実践研修をベースに、遺物の保存や活用のための専門知識（Ｘ線
ＣＴ装置などを利用した科学的分析技術）等を、ベテラン職員からの実践研
修により習得させる。

③

・分室長（現場責任者）を補助し、分室長不在時も請負会社
等への指示が適切にできるようにする。（2年目職員）
・引き続き、研修・OJTにより業務遂行力の向上を図る。
・引き続き、中堅職員にリーダー養成研修を受講させ、ペア
リーダーとする。

・分室長（現場責任者）として、業務遂行上の課題に対しても上司の指示や
助言により的確に取り組めるようにする。（3年目職員）
・3年目職員にもリーダー養成研修を受講させる。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調
整、設計積算等を実務経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。

〇調査事業が当初の想定より増加し、また現場対応する調査研究員に欠員等
が生じたため、現在までに主任・中堅職員を事業調整部門に配置できていな
いが、令和５年２月には配置して実務経験させる。
〇上記の理由で都教委に主任級調査研究員を派遣できていないが、令和４年
度中には配置できるよう調整する。

〇調査事業の進捗と欠員（中途退職・育児部分休業等）の影響から、事業調整部門への配置が第４
四半期に可能となったため。
〇年度中に派遣する職員は、令和５年度の東京学校支援機構への移管後も引き続き、派遣する。

・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調整、設計積算等
の外、請負会社との工程管理精算業務等の実務を経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。埋蔵文化財の事業調
整だけでなく、文化財全般の保護・活用の業務にも従事させて全般的な知識
の習得を図る。

②
前年度の実践研修をベースに、出土した遺物等の整理・分類
方法や写真撮影技術、報告書作成ソフトなどの操作技術等
を、ベテラン職員からの実践研修により習得させる。

〇採用から３年目までの職員を中心に発掘調査、整理調査の進め方の実践、
調査現場での安全管理や職場モラルに係る研修内容を策定し、実施した。
（別紙参照）
〇現在までの研修状況
　　第１回　５月31日
　　第２回　６月30日
　　第３回　９月14日
　　第４回　12月22日（予定）

〇中堅・新人職員に対して、一部オンラインによる研修も含め、当初計画どおり実施した。
○最新機器を利用した実測方法、特殊遺構の測量技術など受講者の習熟度に応じて、より専門性の
高い研修内容も一部組み入れて実施した。

前２年度の実践研修をベースに、遺物の保存や活用のための専門知識（Ｘ線
CT装置などを利用した科学的分析技術）等を、ベテラン職員からの実践研修
により習得させる。

③

・分室長（現場責任者）を補助し、分室長不在時も請負会社
等への指示が適切にできるようにする。（２年目職員）
・引き続き、研修・OJTにより業務遂行力の向上を図る。
・引き続き、中堅職員にリーダー養成研修を受講させ、ペア
リーダーとする。

〇新規採用の職員（１名）には、前年度までにリーダー研修した中堅職員
（主任級）とのペア制を実施している。
〇リーダー養成研修は、採用３年目の中堅職員（２名）に９月16日に受講さ
せ、フィードバック研修についても令和５年１月25日に実施する。

〇新人職員１名には、センターが実施する研修のほか、リーダー研修受講者である分室長（主任
級）との配置を工夫してペア制を組ませ、円滑に実施できるよう、ОJT形式の研修により知識の習得
を図っている。
〇コロナ禍において受講時期が遅れたが、調整して外部委託研修機関が実施する「リーダー育成研
修」を９月に実施し、フィードバック研修も令和５年１月に実施する。（受講者数：２名）

・３年目職員（１名）は、経験者なので考古学の専門的な派遣研修を受講さ
せる。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①年度内に事業調整部門に中堅職員の配置及び都教委への主任級調査研究員を派遣を行う予定
②実践研修は７課程を計画し４課程を終了。年度末までに計画どおり終了予定
③新人職員へは中堅職員である分室長がOJT研修を実施中。また新任職員育成リーダー養成研修に２名受講させ
ペアリーダーを育成

　埋蔵文化財センターの調査研究
員（職種：学芸研究）について
は、平成9年度から平成23年度ま
での15年間にわたり採用を中断し
たため、ベテラン職員の多くが退
職期を迎える中、事業の中核を担
う若手職員への技術継承・人材育
成が急務となっている。

①ベテラン職員（監督職）が行っ
ている業務を主任・中堅職員に実
務経験させていく。また、都教委
に職員派遣し、事業者調整や文化
財行政全般の知識を習得させる。

②中堅・新人職員の現場調査能
力、報告書作成能力の向上を図る
ため、ベテラン職員からの実践研
修を実施する。

③新人職員には、中堅職員とのペ
ア制度を実施するとともに、継続
的な研修・OJTを実施する。中堅
職員にはリーダー養成研修を行
う。

【目標①】
　開発事業者との調整や設計積
算など、センターの中核業務を
担う職員を育成

【目標②】
　考古学的知見に加え、高い専
門技術を備え、質の高い報告書
を作成できる職員を育成

【目標③】
　現場の責任者として、請負業
者への指示・監督ができるまで
新人職員を育成

実務経験等による高度
な知識・能力等の習得
（主任・中堅職員）

実践研修による高度な
専門知識の習得（中
堅・新人職員）

ペア制度、研修・OJTの
実施（新人職員）

2023年度改訂の視点による区分

　文化財保護法改正（H31.4）に伴い、文化財の保存だけでなくその活用も求められるなど埋蔵文化財を取り巻く状況が変化する中で、
ベテラン調査研究員の多くが退職時期にあたり、採用中断後に採用された職員のレベルアップが必要となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略５ 埋蔵文化財事業における若手職員の育成
組織
運営

　埋蔵文化財センターの調査研究
員（職種：学芸研究）について
は、平成9年度から平成23年度ま
での15年間にわたり採用を中断し
たため、ベテラン職員の多くが退
職期を迎える中、事業の中核を担
う若手職員への技術継承・人材育
成が急務となっている。

①ベテラン職員（監督職）が行っ
ている業務を主任・中堅職員に実
務経験させていく。また、都教委
に職員派遣し、事業者調整や文化
財行政全般の知識を習得させる。

②中堅・新人職員の現場調査能
力、報告書作成能力の向上を図る
ため、ベテラン職員からの実践研
修を実施する。

③新人職員には、中堅職員とのペ
ア制度を実施するとともに、継続
的な研修・OJTを実施する。中堅
職員にはリーダー養成研修を行
う。

【目標①】
　開発事業者との調整や設計積
算など、センターの中核業務を
担う職員を育成

【目標②】
　考古学的知見に加え、高い専
門技術を備え、質の高い報告書
を作成できる職員を育成

【目標③】
　現場の責任者として、請負業
者への指示・監督ができるまで
新人職員を育成

実務経験等による高度
な知識・能力等の習得
（主任・中堅職員）

実践研修による高度な
専門知識の習得（中
堅・新人職員）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

ペア制度、研修・OJTの
実施（新人職員）

　文化財保護法改正（H31.4）に伴い、文化財の保存だけでなくその活用も求められるなど埋蔵文化財を取り巻く状況が変化する中で、
ベテラン調査研究員の多くが退職時期にあたり、採用中断後に採用された職員のレベルアップが必要となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都スポーツ文化事業団 戦略の性質による区分

戦略５ 埋蔵文化財事業における若手職員の育成
組織
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② 前年の実績や検証等を踏まえ、引続き計画を推進

・コロナ禍においても工夫して事業を実施するとともに、
ランニングスポーツの振興や2022年からの東京レガシー
ハーフマラソンの創設など、計画に即した運営を実施した
・各種イベントやサービスの参加状況等を定期的に検証
し、効率的なイベントやサービスの実施をしている

・2022年10月に創設したレガシーハーフマラソンでは、外部の専門家等を含むアド
バイザリー会議での専門家の意見を踏まえて感染症対策マニュアルを作成するな
ど、万全な感染症対策を実施した
・バーチャルマラソンを開催し、屋外で運動しにくい状況にあるランナーや海外に
いるランナーにもマラソンを楽しむ環境を提供した
・イベントやサービスについての検証に基づき、事業の拡大・縮小を随時行った

前年の実績や検証等を踏まえ、引続き計画を推進

　

(一財)東京マラソン財団

改訂なし

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

コロナ禍においても工夫して事業を実施し、ランニングスポーツの振興や東京レガシーハーフマラソンの創設など、計画に即した運営を実施
した。2022年３月に開催した東京マラソンや、同年10月に開催したレガシーハーフマラソンでは、専門家の意見等を踏まえ、万全な感染症
対策を実施し、コロナ禍での大会開催の実績を積んだ。今後は、大会を確実に開催し、収益の確保に努めるとともに、バーチャルマラソン等
の新しい収益事業等も組み合わせて、収益構造の多角化を図る。

◆計画に沿って、東京マラソン連続落選
者への対応やアクティブチャリティの充
実など、具体的な取組みにつなげてい
る。

◆策定した計画について、「新しい日
常」や東京2020大会後の社会情勢等の状
況変化も踏まえ、戦略的・効果的に事業
を執行していく必要がある。

◆新型コロナウイルス感染症等、新たな
課題に対しても、計画の趣旨、目的を達
成できるよう、創意工夫を施した事業展
開により、計画を推進していく。

◆PDCAサイクルに基づき計画の実施状況
を確認・検証していく。

①東京マラソンの更なる発展やランニン
グスポーツ振興、ボランティアやチャリ
ティ事業が一層拡充され、戦略的・効果
的に財団事業が推進されている。

②財団の安定的な運営の確保に向け、収
益構造の多角化や事業費の抑制が図られ
ている。

計画に基づく事業の実施及び検証

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

2023年度改訂の視点による区分

戦略の性質による区分

戦略１ 長期的な経営戦略に基づく事業展開及び効果検証
組織
運営

2019年７月に今後10年間の事業の方向性を示した長期経営計画「アクションプラン beyond2020」を公表した。今後は、新型コロナウイルス感染症等、状況変化も
踏まえ、計画に基づき事業展開を図るとともに、適宜、効果検証を行うことで、戦略的かつ効果的な財団運営を行うことができる。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・東京マラソン（協賛金等25.0億円）に加え、東京レガシー
ハーフマラソンの協賛金を確実に獲得していく

・東京マラソン（協賛金等25.0億円）に加え、東京レガシーハーフマラソン
の協賛金を確実に獲得していく

①②
・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入5,000万円

・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入5,000万円

①②
・前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、
多くの受託を得られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

・前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、多くの受託を得
られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

②

・新型コロナウイルス感染症の動向や2021大会の実績等を
踏まえて見直しを行い、経費の節減を図る
・2022年から開始する東京レガシーハーフマラソンの競技
運営経費についても精査し、適正な経費で実施

・新型コロナ感染症の動向や前回大会の実績等を踏まえて見直しを行い、経
費の縮減を図る

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・東京マラソン（協賛金等25.0億円）に加え、東京レガシー
ハーフマラソンの協賛金を確実に獲得していく

・東京マラソン
　交渉・調整中
・レガシーハーフマラソン
　協賛金収益　　3.6憶円
　協賛物品収益　0.7億円
　合計　　　　　4.3憶円

・東京マラソンのパートナーとのリレーションを活用し、レガシーハーフマラソンの協賛金を獲
得。

・東京マラソン（協賛金等25.0億円）に加え、東京レガシーハーフマラソン
の協賛金（協賛金等4億円）の獲得を目指していく

①②
・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入5,000万円

実施13件・参加延べ人数16,002名・売上25,093,000円
・入国制限等があり参加が難しい海外からの参加者の需要を、一部バーチャルで取り込むことがで
きた
・シリーズ化することにより、継続して参加する層を取り込めた

・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入5,000万円

①②
・前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、
多くの受託を得られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

11件（有償　11件　無償　０件）
・東京2020大会後も、東京都及び関連のレガシーイベントで運営協力を行いVOLUNTAINERへ活動
の場を提供していること等を広報することによって、新規の受託獲得に繋げている

・ボランティア集めに苦慮している団体への協力やスポーツボランティアの
ノウハウ提供等、前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、
多くの受託を得られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

②

・新型コロナウイルス感染症の動向や2021大会の実績等を
踏まえて見直しを行い、経費の節減を図る
・2022年から開始する東京レガシーハーフマラソンの競技
運営経費についても精査し、適正な経費で実施

レガシーハーフにおいて以下の経費縮減策を行った。
・検査方法と結果通知方法を見直し、救護体制も開催時点で最適の対策を施
し感染症対策経費の削減を図った。
・IOCイベントと使用料を案分し会場経費を縮減した。
・警備会社を２社とし、両社の得意エリア毎の発注にしたことで警備費及び
警備機材手配料を減額した。

・新型コロナ感染症対策ついては、専門家のアドバイスを取り入れ検査機関とも連携して、効率的
かつ効果的な運用で費用を抑えた。
・運営費削減については、早期にワーキンググループを立ち上げ運営計画を立案することで、資材
調達や事業者選定を効果敵に進めることができた。

・新型コロナ感染症の動向や前回大会の実績等を踏まえて見直しを行い、経
費の縮減を図る

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

協賛金収益は、初開催の東京レガシーハーフマラソンで4.3億円となった。また、バーチャルマラソン等新しい収
益事業においても、合計2,500万円の収入が得られ、一つの収入源として育っている。ボランティア受託は既に
11件を受託しており、引き続き受託を増やせるよう努める。競技運営経費は、引き続き可能な限り減らせるよう
努力する。収益構造として両大会が大部分を占め、単体では難しい部分はあるが、引き続き各事業セグメントに
おける独立採算を目指すとともに、単年度における収支均衡を維持する。

◆財団収益の約66％は協賛金であ
り、収益の半分以上を占めてい
る。新型コロナウイルス感染症の
影響による経済状況や東京2020
大会後のスポーツビジネスに対す
る変化により、協賛金収入の確保
の困難が見込まれる。

◆新型コロナウイルス感染症の影
響により、通常の規模・実施方法
でイベント等ができないことによ
る収益減が見込まれている。協賛
金に加え、新たな日常をはじめ、
時代のニーズに則した手法を取り
入れた事業の実施による、収益確
保が必要である。

◆コロナ禍にあっても、東京マラ
ソンをはじめ、各事業について創
意工夫を行うことで財団のブラン
ド価値を維持・向上させること
で、協賛金額の維持を目指す。

◆バーチャルマラソンやオンライ
ンボランティア講習の拡充など、
「新しい日常」に適合したICT、
DX等を活用した事業の充実を図
り、事業収益の維持・向上を図
る。

◆東京マラソンにおいては、新型
コロナウイルス感染症対策を講
じ、安全・安心な大会を実施する
とともに、運営の工夫などによ
り、経費の縮減に努めていく。

①経常収益　38億円
※2021大会年度予算並み

②各事業セグメントにおける独
立採算を目指した事業展開によ
り、単年度における収支均衡を
維持する

協賛金収益（協賛物品
含む）の維持

バーチャルマラソン
等、新しい収益事業

ボランティア受託事業
収益

競技運営経費の精査

2023年度改訂の視点による区分

財団収益は、ランニングイベントをはじめとした事業等のサービスの価値やスポーツビジネスとしてのブランドを高めることで確保する
企業からの協賛金や大会参加料等、自己収益が大半となっている。安定した財団運営を行っていくためには、引き続き継続した自己収益
の確保が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 継続した収益の確保
組織
運営

運動習慣継続に向けた取組をさらに進めるため、年齢やランニング経験の有無等にかかわらず、誰でも気軽に参加できるランニングイベントの創設を検討する。

◆財団収益の約66％は協賛金であ
り、収益の半分以上を占めてい
る。新型コロナウイルス感染症の
影響による経済状況や東京2020
大会後のスポーツビジネスに対す
る変化により、協賛金収入の確保
の困難が見込まれる。

◆新型コロナウイルス感染症の影
響により、通常の規模・実施方法
でイベント等ができないことによ
る収益減が見込まれている。協賛
金に加え、新たな日常をはじめ、
時代のニーズに則した手法を取り
入れた事業の実施による、収益確
保が必要である。

◆コロナ禍にあっても、東京マラ
ソンをはじめ、各事業について創
意工夫を行うことで財団のブラン
ド価値を維持・向上させること
で、協賛金額の維持を目指す。

◆バーチャルマラソンやオンライ
ンボランティア講習の拡充など、
「新しい日常」に適合したICT、
DX等を活用した事業の充実を図
り、事業収益の維持・向上を図
る。

◆東京マラソンにおいては、新型
コロナウイルス感染症対策を講
じ、安全・安心な大会を実施する
とともに、運営の工夫などによ
り、経費の縮減に努めていく。

①経常収益　38億円
※2021大会年度予算並み

②各事業セグメントにおける独
立採算を目指した事業展開によ
り、単年度における収支均衡を
維持する

協賛金収益（協賛物品
含む）の維持

バーチャルマラソン
等、新しい収益事業

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

ボランティア受託事業
収益

競技運営経費の精査

財団収益は、ランニングイベントをはじめとした事業等のサービスの価値やスポーツビジネスとしてのブランドを高めることで確保する
企業からの協賛金や大会参加料等、自己収益が大半となっている。安定した財団運営を行っていくためには、引き続き継続した自己収益
の確保が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京マラソン財団 戦略の性質による区分

戦略２ 継続した収益の確保
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・東京マラソンとの連携強化や、有料・無料会員それぞれへ
のサービスコンテンツの拡充を図るとともに、東京レガシー
ハーフマラソンとの連携を図っていく
・ONE TOKYO会員　66万人

・東京マラソンとの連携強化や、有料・無料会員それぞれへのサービスコン
テンツの拡充を図るとともに、東京レガシーハーフマラソンとの連携を図っ
ていく
・ONE TOKYO会員　68万人

②
・前年実績を踏まえた環境・機会の創出に努め、気軽に運動
できる場や機会を提供するなど、継続して運動習慣促進・継
続に向けた取組を推進

・前年実績を踏まえた環境・機会の創出に努め、気軽に運動できる場や機会
を提供するなど、継続して運動習慣促進・継続に向けた取組を推進

③
・前年実績等を踏まえ、他大会への運営協力やカリキュラ
ム・受講機会等を提供するなど、VOLUNTAINERの活性を
図っていく

・前年実績等を踏まえ、他大会への運営協力やカリキュラム・受講機会等を
提供するなど、VOLUNTAINERの活性を図っていく

④
・東京都と連携し、第１回東京レガシーハーフマラソンをセ
レブレーションマラソンと位置付けて、確実に開催

・第１回大会の盛り上がり等を第２回大会以降に確かなレガシーとして継続
していく

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・東京マラソンとの連携強化や、有料・無料会員それぞれへ
のサービスコンテンツの拡充を図るとともに、東京レガシー
ハーフマラソンとの連携を図っていく
・ONE TOKYO会員　66万人

・各会員を対象としたランニングクリニックを拡充するなど各種イベントを
実施するほか、各マラソン大会の出走権を付与する等、連携を図った
・ONE　TOKYO会員　61万人
・ONE　TOKYOプレミアム会員　1.6万人
・TEAM　ONE TOKYO会員　0.2万人

・コロナ禍の権利移行から出走権を既に持つプレミアム会員が退会したが、新たに指定大会での性
別・年代に応じたフィニッシュタイムによるポイント及び指定イベントへの参加によるポイントに
よってランキングされる、より速さを追求するランナーのための登録制プログラム「TEAM ONE
TOKYO」会員を募集し、更なるサービスの充実を図った

・東京マラソンとの連携強化や、有料・無料会員それぞれへのサービスコン
テンツの拡充を図るとともに、東京レガシーハーフマラソンとの連携を図っ
ていく
・ONE TOKYO会員　68万人

②
・前年実績を踏まえた環境・機会の創出に努め、気軽に運動
できる場や機会を提供するなど、継続して運動習慣促進・継
続に向けた取組を推進

・（公財）埼玉陸上競技協会とのコラボイベント
　13件　参加者合計581人
　
・地方自治体とのコラボイベント
　６件　参加者合計374人
　（静岡県裾野市、千葉県佐倉市、北海道深川市２件、群馬県上野村２件）

・環境や目的の異なる組織に、それぞれに合ったイベント企画及び実施制作を提供し、あらゆる年
齢層、性別が気軽に楽しむこと、且つ健康増進の機会の更なる創出に努めた

・前年実績を踏まえた環境・機会の創出に努めるとともに、新たに誰でも気
軽に参加できるランニングイベントの創設を検討するなど、継続して運動習
慣促進・継続に向けた取組を推進

③
・前年実績等を踏まえ、他大会への運営協力やカリキュラ
ム・受講機会等を提供するなど、VOLUNTAINERの活性を
図っていく

・近畿日本ツーリストコーポレートビジネスと協定を締結し、
VOLUNTAINER会員向けスキルアップ講習「心のバリアフリー」を実施し
た。

・障害がある方も多数参加する東京レガシーハーフマラソンの前に、VOLUNTAINER会員の求める
内容を、ノウハウのある民間企業の協力を得てスキルアップ講習として提供した
・VOLUNTAINERの活性化のため、VOLUNTAINER会員洗い替え実施。2022年６月末で38,872名
の会員の洗い替えを行い、実際に活動する21,717名となった。
・尚、会員数（11月末）：23,131名

・前年実績等を踏まえ、他大会への運営協力やカリキュラム・受講機会等を
提供するなど、VOLUNTAINERの活性を図っていく

④
・東京都と連携し、第１回東京レガシーハーフマラソンをセ
レブレーションマラソンと位置付けて、確実に開催

・2022年10月に、国立競技場を発着とし、東京2020大会のパラリンピック
マラソンのコースを活用した、東京レガシーハーフマラソンを新たに開催し
た

・出走者数14,256人、完走者数13,257人

・第１回大会は、東京都やIOCとも連携し、オープニングセレモニーで東京2020大会の映像を流し
たり、来日したオリンピアンがスタータ―を行う等、レガシーとしてふさわしい演出を行った

・第1回に引き続き、東京2020大会のレガシーを継承し、障がいの有無等に
かかわらず、誰でもチャレンジできる大会として、継続していく。
・参加者数　15,000人

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新型コロナ等の影響により、ONE TOKYO会員数は目標に届いていないものの、新たにTEAM ONE TOKYO会員
を募集する等、サービスの充実を図った。各事業ともにコロナ禍でも工夫を凝らして対応した。VOLUNTAINER
の会員数については、2022年6月時点で38,872名の会員の洗い替えを行い、アクティブな会員のみを残したた
め、23,131名となっている。東京2020大会のレガシー創出のイベントとして、新たに東京レガシーハーフマラ
ソンを開催した。

◆「ランニングイベント事業」
「ランニングライフ事業」「ウェ
ルネス事業」「社会貢献事業」の
４つに再構築した事業セグメント
に基づき多角的に事業を実施

◆東京2020大会後の更なるス
ポーツ振興やスポーツビジネス環
境の変化を見据え、東京マラソン
に加え、新たなコンテンツを創造
し、財団経営のもう一つの柱に育
てていくことが必要である。

◆事業セグメントごとの目的・
テーマを明確にし、目的に沿っ
て、既存事業の深化や新規の取組
を進め、東京マラソン以外の財団
事業を充実させていく。

◆東京2020組織委員会と締結し
た連携協定において、オリンピッ
クレガシーの創出と継承に関して
協力することを明記している。東
京2020大会のレガシーに関する
検討を踏まえ、新たな柱となるラ
ンニングイベントの検討を進め
る。

①ONE TOKYO会員　68万人
※2020年７月１日時点619,632
人を10%増加

②ひとびとが健康づくりに取り
組む社会の実現に向け、積極的
に取り組んでいる

③VOLUNTAINER会員　３万４
千人
※東京2020大会後も会員規模を
維持

④東京2020大会レガシー創出

ONE TOKYO会員向け
サービスの充実

運動習慣継続に向けた
取組の推進

VOLUNTAINER活動の
活性化

東京2020大会のレガ
シーの創出

2023年度改訂の視点による区分

「アクションプラン beyond2020」において、東京マラソンの質の向上やランニングスポーツの普及振興に加え、少子高齢化等の社会
的課題、社会貢献の視点を踏まえ、事業セグメントを再構成し、東京マラソンのほか、多角的な事業を通じて、健康で豊かな暮らしの実
現への貢献を目指している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 財団事業の拡充、多様化
事業
運営

運動習慣継続に向けた取組をさらに進めるため、年齢やランニング経験の有無等にかかわらず、誰でも気軽に参加できるランニングイベントの創設を検討する。

◆「ランニングイベント事業」
「ランニングライフ事業」「ウェ
ルネス事業」「社会貢献事業」の
４つに再構築した事業セグメント
に基づき多角的に事業を実施

◆東京2020大会後の更なるス
ポーツ振興やスポーツビジネス環
境の変化を見据え、東京マラソン
に加え、新たなコンテンツを創造
し、財団経営のもう一つの柱に育
てていくことが必要である。

◆事業セグメントごとの目的・
テーマを明確にし、目的に沿っ
て、既存事業の深化や新規の取組
を進め、東京マラソン以外の財団
事業を充実させていく。

◆東京2020組織委員会と締結し
た連携協定において、オリンピッ
クレガシーの創出と継承に関して
協力することを明記している。東
京2020大会のレガシーに関する
検討を踏まえ、新たな柱となるラ
ンニングイベントの検討を進め
る。

①ONE TOKYO会員　68万人
※2020年７月１日時点619,632
人を10%増加

②ひとびとが健康づくりに取り
組む社会の実現に向け、積極的
に取り組んでいる

③VOLUNTAINER会員　３万４
千人
※東京2020大会後も会員規模を
維持

④東京2020大会レガシー創出

ONE TOKYO会員向け
サービスの充実

運動習慣継続に向けた
取組の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

VOLUNTAINER活動の
活性化

東京2020大会のレガ
シーの創出

「アクションプラン beyond2020」において、東京マラソンの質の向上やランニングスポーツの普及振興に加え、少子高齢化等の社会
的課題、社会貢献の視点を踏まえ、事業セグメントを再構成し、東京マラソンのほか、多角的な事業を通じて、健康で豊かな暮らしの実
現への貢献を目指している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京マラソン財団 戦略の性質による区分

戦略３ 財団事業の拡充、多様化
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・東京マラソンにおける実績等を踏まえ、寄付金額の増加を
目指す。
・7.6億円

・前年実績等を踏まえ、チャリティの実施方法等を工夫し、寄付金額の増加
を目指す
・８億円

①
・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集
により、多様性と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・42団体

・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集により、多様性
と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・45団体

①
・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニ
ング、障害者スポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニング、障害者ス
ポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

②
・前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の
継続・見直しを行う

・前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の継続・見直しを
行う

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・東京マラソンにおける実績等を踏まえ、寄付金額の増加を
目指す。
・7.6億円

・東京マラソン2023チャリティ　3.57億円
・東京レガシーハーフマラソン2022チャリティ　0.34億円
・合計　3.91億円

・寄付先団体と連携し、積極的にPRを行うことにより、合計で3.91億円の寄付金を集めることがで
きた。東京マラソンは約4,000人の権利移行者がおり、東京レガシーハーフマラソンは海外募集を見
合わせたことも影響して、目標人数の50%程度で終了。

・前年実績等を踏まえ、チャリティの実施方法等を工夫し、寄付金額の増加
を目指す
・８億円
・寄付先団体の活動を様々な場面で露出し、寄付者の動機付けを促す

①
・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集
により、多様性と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・42団体

・35団体（36事業）
・現在、コロナ禍に於いて寄付先団体の新規募集は行っておらず、昨年度と寄付先団体数は変わら
ない状況である。

・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集により、多様性
と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・45団体

①
・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニ
ング、障害者スポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

従前から行っている事業に加え、以下の事業を実施
・ダイバーシティアクションプログラム（パラ陸上教室、バリアフリー事
業）
・大会継続支援（東京選手権、北渋マイル）
・グリーンマイレージプログラム

・スポーツレガシー事業運営委員会に決議を図り、新規事業を新たな関連団体と協業し適時実施し
た。何れも継続的に拡充していく事業として評価は高い。

・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニング、障害者ス
ポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

②
・前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の
継続・見直しを行う

・レガシーハーフマラソンにおいて、年号標記の無いデザインのスタッフ
ウェアを採用した

・国際社会が取り組んでいる持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて、協賛パートナーなど大
会のステークホルダーと連携して実施した

・前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の継続・見直しを
行う

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

寄付金額や寄付先団体数については目標数に届かなかったが、今後は目標の達成に向けて取り組むとともに、寄
付件数や金額の増加に向けて、財団事業に対する寄付など、寄付先の多様化なども検討する必要がある。新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受けながらも、スポーツレガシー事業を着実に実施している。持続可能な大会運営
については、ステークホルダーとの連携により様々な取組を実施している。

◆東京マラソンの寄付総額は、約
７億円と年々、増加している。一
方、ロンドンマラソンの寄付総額
約88億円（2019年）やボストン
マラソンの約41億円と、
AbbottWMMシリーズ下の他大会
は高い水準にある。

◆SDGｓの視点を踏まえ、衣類リ
ユース（洋服ポスト）や大会フ
ラッグのリユース等、東京マラソ
ンを通じた持続可能な大会運営へ
の取組を実施

◆寄付者と寄付先団体が直接つな
がり、継続的な寄付金獲得の効果
が期待されるアクティブチャリ
ティの仕組みを浸透させるなど、
寄付文化の醸成を推進していく。

◆スポーツレガシー事業につい
て、強化育成、環境整備、普及啓
発、社会貢献の４つのテーマに基
づき、多様化・充実を図り、財団
として社会貢献を進める。

◆持続可能な大会運営に向け、既
存の取組に加え、東京マラソンの
場において創出が期待できる協賛
企業や、技術・ノウハウを有する
企業等との連携等により、先進的
な取組を実施していく。

①チャリティ寄付金額　８億円
※2020大会年度約7.2億円を
10%増加

②東京マラソンを通じた持続可
能な大会運営が一層、推進され
ている

チャリティ寄付金額の
増加に向けた仕組みの
工夫

寄付先団体数の増加

スポーツレガシー事業
の充実

持続可能な大会運営

2023年度改訂の視点による区分

東京マラソンを通じた社会貢献の視点から寄付金の募集、スポーツレガシー事業等のチャリティ事業を実施している。チャリティ事業を
充実し、浸透させることで、日本の寄付文化の醸成に貢献していく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 東京マラソンチャリティ等の更なる充実
事業
運営

運動習慣継続に向けた取組をさらに進めるため、年齢やランニング経験の有無等にかかわらず、誰でも気軽に参加できるランニングイベントの創設を検討する。

◆東京マラソンの寄付総額は、約
７億円と年々、増加している。一
方、ロンドンマラソンの寄付総額
約88億円（2019年）やボストン
マラソンの約41億円と、
AbbottWMMシリーズ下の他大会
は高い水準にある。

◆SDGｓの視点を踏まえ、衣類リ
ユース（洋服ポスト）や大会フ
ラッグのリユース等、東京マラソ
ンを通じた持続可能な大会運営へ
の取組を実施

◆寄付者と寄付先団体が直接つな
がり、継続的な寄付金獲得の効果
が期待されるアクティブチャリ
ティの仕組みを浸透させるなど、
寄付文化の醸成を推進していく。

◆スポーツレガシー事業につい
て、強化育成、環境整備、普及啓
発、社会貢献の４つのテーマに基
づき、多様化・充実を図り、財団
として社会貢献を進める。

◆持続可能な大会運営に向け、既
存の取組に加え、東京マラソンの
場において創出が期待できる協賛
企業や、技術・ノウハウを有する
企業等との連携等により、先進的
な取組を実施していく。

①チャリティ寄付金額　８億円
※2020大会年度約7.2億円を
10%増加

②東京マラソンを通じた持続可
能な大会運営が一層、推進され
ている

チャリティ寄付金額の
増加に向けた仕組みの
工夫

寄付先団体数の増加

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

スポーツレガシー事業
の充実

持続可能な大会運営

東京マラソンを通じた社会貢献の視点から寄付金の募集、スポーツレガシー事業等のチャリティ事業を実施している。チャリティ事業を
充実し、浸透させることで、日本の寄付文化の醸成に貢献していく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(一財)東京マラソン財団 戦略の性質による区分

戦略４ 東京マラソンチャリティ等の更なる充実
事業
運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・前年度に引き続き、自治体の特色から政策課題分析８件を

まとめると共に、当該自治体との意見交換を通じ、課題解決

につながる企画提案を４件行う。

・社外有識者による定期的研修の実施と企画提案に向けた助

言活用

・自治体のニーズや意見等の整理、各自治体に共通するテー

マの分析・検証

・自治体の特色から政策課題分析を累積で多摩全市町村について完了させる

と共に、その半数にあたる累積15自治体へ課題解決につながる企画提案を行

う。

・社外有識者による定期的研修の実施と企画提案に向けた助言活用

・前年度の分析・検証結果を踏まえた今後の調査研究の実施

②

・多摩地域における観光政策等の共同研究①の公表と公表後

のフォローアップ

・共同研究②の実施

・共同研究②の公表と公表後のフォローアップ

③

・調査研究を実施した自治体における庁内調整の支援や協議

会等への委員としての参加依頼など、現状のニーズを踏まえ

た有償調査研究の在り方の検討と試行

・自治体のニーズに応じた有償調査研究の試行拡大

・本格実施に向けた課題解決

④

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談につい

て、前年度支援自治体の継続と支援自治体の拡大により、そ

の対象となる多摩・島しょ地域の自治体数を７とする。ま

た、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償での受託要

請に積極的に対応するとともに、自治体の技術支援ニーズを

検証・分析し、支援の強化を図る。

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談について、前年度支援

自治体の継続と支援自治体の拡大により、その対象となる多摩・島しょ地域

の自治体数を９とする。また、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償

での受託要請に積極的に対応するとともに、自治体の技術支援ニーズを検

証・分析し、支援の強化を図る。

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・前年度に引き続き、自治体の特色から政策課題分析８件を

まとめると共に、当該自治体との意見交換を通じ、課題解決

につながる企画提案を４件行う。

・社外有識者による定期的研修の実施と企画提案に向けた助

言活用

・自治体のニーズや意見等の整理、各自治体に共通するテー

マの分析・検証

・産業振興・環境・防災安全・福祉などのまちづくりの観点から自治体の施

策実現に向けた政策形成支援について、３件実施中（２件有償）

・政策形成支援の前段階であるまちづくり施策の企画提案について、自治体

との意見交換や提案実現に必要な関係者調整を重ねながら、４自治体に対す

る提案を取りまとめ（２件提案済）

・社外有識者による地域経済分析手法研修の実施やたましん等外部有識者の

助言を活用

・将来を見据え、これからの新しい生活を包容できる東京の実現に向け、単に一自治体の範囲に限

らず広域的な観点からの助言・提案を行っていることを自治体が評価した

・都政策連携団体である強みを活かして、都市整備局、産業労働局、環境局、建設局、総務局など

都の関係部署から施策動向等を情報収集し、提案に反映している。

・学識経験のある社内有識者（参与）からの助言を活用し、将来の人々の暮らしの変化に着目しな

がら、施策を企画している

・３年後の到達目標を超え政策形成支援の実施に向け進めている。

・産業振興・環境・防災安全・福祉等のまちづくりの実現に向け、自治体に

対してまちづくり施策に関する政策形成支援を行う

・自治体と意見交換を重ね、政策形成支援の前段階であるまちづくり施策を

企画提案し３年後の到達目標（残り３件）を達成させる

・説得力のある企画提案とするため、社外有識者の助言活用や地域課題分析

の結果を自治体と意見交換し共有化できるまで進める。

②

・多摩地域における観光政策等の共同研究①の公表と公表後

のフォローアップ

・共同研究②の実施

・自治体への政策形成支援として実施している「多摩アーバンワーケーショ

ン施策」の実証実験を、（株）JTB総合研究所と共同実施するための準備中

・自治体へのまちづくり施策提案としてとりまとめを進めている「農業振興

に資するまちづくり」の提案について、（公財）東京市町村自治調査会と連

携して検討中

・新たな人流や消費活動、ビジネスチャンスを創出する施策という都市づくり公社の提案コンセプ

トに対し、JTB総研が自社として共同研究するメリットを感じているため

・都市づくりに関する豊富な知見や経験を持つ都市づくり公社と連携することについて、まちづく

りに関するハード的な知見に期待する（公財）東京市町村自治調査会がメリットを感じているため

・３年後の到達目標に向け、調査研究能力の発揮を引き続き図っていく。

・農業振興に資するまちづくりの研究（共同研究②）を公表し、公表後は施

策に対して賛意を示した自治体に対し、具体的施策を提案するなど、フォ

ローアップする

③

・調査研究を実施した自治体における庁内調整の支援や協議

会等への委員としての参加依頼など、現状のニーズを踏まえ

た有償調査研究の在り方の検討と試行

・有償調査研究の在り方の検討と試行として、公社が長年培ってきた区市町

村支援のノウハウを最大限活用し、調査研究の実施と各自治体の政策形成過

程に応じた支援を併用した政策形成支援を実施

1)自治体の都市計画マスタープラン策定に向けた政策形成支援業務

2)自治体が設置する工業推進協議会への委員参加

・調査研究は、自治体のまちづくりの政策形成に関与すべく、その質の向上を図るとともに、公社

が長年培ってきた自治体支援のノウハウを自治体側が求めた場合に有償でも対応できる政策形成支

援の仕組みを構築することができた。政策形成支援に当たっては、自治体との協議が整った場合

に、事務費等の実費を受領する

・３年後の到達目標に向け、在り方の検討や試行を終え、本格実施として政策形成支援を構築でき

た。なお、2021年度に公益認定所管庁である都生活文化局と協議し、事業内容変更手続きを完了し

たことで、有償化による受託が可能となった。

・自治体からの支援要請のうち、支援内容が複雑なものや多額のコストを要

するものについて、有償での政策形成支援を実施

④

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談につい

て、前年度支援自治体の継続と支援自治体の拡大により、そ

の対象となる多摩・島しょ地域の自治体数を７とする。ま

た、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償での受託要

請に積極的に対応するとともに、自治体の技術支援ニーズを

検証・分析し、支援の強化を図る。

・支援対象を２自治体増やし、合計７自治体への支援を行っている。

・今年度から、自治体側で実施することが困難であり、かつ公社で対応可能

な場合に有償での受託業務を開始した

・技術相談のニーズは各自治体で異なり、地域的特徴や背景を踏まえなが

ら、自治体に応じたサポートを行っている

・技術支援は、技術職員不足や具体的な技術課題に悩む自治体に対し、技術的な助言・相談を行う

取組であり、基本的に無償で実施している

・これまで、支援自治体からの様々な技術的相談に対して、専門的知見を活かした判断、データ分

析、東京都や企業へのヒアリングなどを行い、全ての相談に回答してきた。こうした取組による自

治体との信頼関係構築が、継続的な支援依頼につながった

・新たな支援自治体も公社のこれまでの実績を理解していただいており、３年後の到達目標に向

け、支援自治体数の増加につながった

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談について、その対象と

なる多摩・島しょ地域の自治体数を９とする

・これまで寄せられた相談内容を検証するとともに、多摩・島しょの各地域

でそれぞれ異なる地質や地形、気象条件、建設事情、財政、文化、歴史等を

勘案し、より各地域の実情に沿った的確な助言ができるよう努めていく

・自治体側で実施することが困難であり、かつ公社で対応可能な場合に有償

での受託業務も行う

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：2022年度末時点で12市町村に対し企画提案の実施見込。当初目標に留まらず、自治体の施策実現に向け

た政策形成支援を３件実施（うち２件有償）。

目標②：民間シンクタンク等の共同研究を２件実施。引き続き、公表後のフォローアップを図る。

目標③：到達目標達成に向け、調査研究と自治体支援のノウハウを活用した政策形成支援（有償）を構築。

目標④：これまでの実績を活かし、支援対象を２自治体増やし、７自治体への支援を実施。

　公社は都市づくりを取り巻く大

きな環境の変化を踏まえ、「シン

クタンク・アドバイザー機能の強

化」を取り組むべき方向性として

掲げ、この方向性と軌を一にし

て、政策連携団体の将来像が示さ

れた。これらを具現化するため、

2020年４月に「都市づくり調査

室」を新設し、調査研究担当によ

る調査研究（シンクタンク機能）

と技術担当による技術支援（アド

バイザー機能）の取組を進めてい

る。

　調査研究は、自治体の政策形成

に関与するため、その達成には長

期的なスパンで自治体とのネット

ワーク構築、調査研究の質向上と

具体的なニーズ検証が必要であ

る。

　技術支援は、技術職員不足や技

術的な課題に悩む自治体に対し、

短期的なスパンで様々なニーズに

応えることが求められる。

　調査研究は、多摩全域の地域課

題分析を行い、潜在的な課題とそ

の解決策を市町村に対して企画提

案し課題解決に貢献することで、

市町村との信頼関係を構築する。

同時に、民間シンクタンク等との

共同研究や社外有識者活用による

人材育成を行うとともに、蓄積し

た自治体ニーズ等を整理し、より

自治体の期待に応える質の高い調

査研究業務の方向性を検討のう

え、企画提案に基づく自治体から

の有償化ニーズに積極的に応え

る。

　技術支援は、技術職員不足や具

体的な技術課題に悩む自治体に対

し、公共施設の整備等の円滑な推

進に関する技術的な助言・相談を

実施する。また、そこから生じる

対応すべき業務の有償での受託要

請に積極的に対応していくととも

に、自治体の技術支援ニーズを検

証・分析し、技術支援を強化す

る。

【調査研究】

①多摩地域市町村の半数に当た

る15市町村に対し、各々の課題

の解決策を企画提案

②①のうち２件を民間シンクタ

ンク等との共同研究で実施

③有償調査研究の本格実施準備

完了

【技術支援】

④多摩・島しょ地域の９自治体

に対し、技術支援を実施

企画提案対象市町村数

の確保と企画提案の質

の確保の両立

共同研究相手としての

期待に応えられる調査

研究能力の発揮

有償調査研究の実施に

向けた検討

公共施設にかかる事業

について技術的な助

言・相談の実施

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染拡大の影響が加わり、都市づくりにおける市町村のニーズはますます多様化していく。こうした状況下、政策連

携団体としての将来像「自ら企画し、提案する、都市づくりの総合支援を担う高度専門家集団」の実現を目指し存在価値を向上させてい

く必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略１ シンクタンク・アドバイザー機能の強化
組織

運営

＜改訂の内容＞

①これまでの成果を踏まえ、企画提案の目標達成に加え、政策形成支援を行うことを目標として、2023年度欄を更新。

②共同研究の内容を追記。

③有償調査研究の実施に向けた検討として、自治体からの支援要請のうち、支援内容が複雑なものや多額のコストを要するものについて、有償での政策形成支援を実施することを記載。

④自治体側で実施することが困難であり、かつ公社で対応可能な場合に自治体への技術支援を有償で実施することを記載。支援の強化に関する具体的な取組を追記。

＜改訂の考え方＞

調査研究の目的は、自治体の政策形成に関与であり、2022年度までの取組において自治体のニーズに応じた政策形成支援の実施につなげることができた。そのため、今後の政策形成支援の実施を踏まえた記載に変更する。

技術支援は、インフラの整備・維持管理など住民サービス向上に直結する公益性の高い取組であり、無償支援を基本としつつ、有償で行う場合も明記する内容に記載を変更する。

　公社は都市づくりを取り巻く大

きな環境の変化を踏まえ、「シン

クタンク・アドバイザー機能の強

化」を取り組むべき方向性として

掲げ、この方向性と軌を一にし

て、政策連携団体の将来像が示さ

れた。これらを具現化するため、

2020年４月に「都市づくり調査

室」を新設し、調査研究担当によ

る調査研究（シンクタンク機能）

と技術担当による技術支援（アド

バイザー機能）の取組を進めてい

る。

　調査研究は、自治体の政策形成

に関与するため、その達成には長

期的なスパンで自治体とのネット

ワーク構築、調査研究の質向上と

具体的なニーズ検証が必要であ

る。

　技術支援は、技術職員不足や技

術的な課題に悩む自治体に対し、

短期的なスパンで様々なニーズに

応えることが求められる。

　調査研究は、多摩全域の地域課

題分析を行い、潜在的な課題とそ

の解決策を市町村に対して企画提

案し課題解決に貢献することで、

市町村との信頼関係を構築する。

同時に、民間シンクタンク等との

共同研究や社外有識者活用による

人材育成を行うとともに、蓄積し

た自治体ニーズ等を整理し、より

自治体の期待に応える質の高い調

査研究業務の方向性を検討のう

え、企画提案に基づく自治体から

の有償化ニーズに積極的に応え

る。

　技術支援は、技術職員不足や具

体的な技術課題に悩む自治体に対

し、公共施設の整備等の円滑な推

進に関する技術的な助言・相談を

実施する。また、そこから生じる

対応すべき業務の有償での受託要

請に積極的に対応していくととも

に、自治体の技術支援ニーズを検

証・分析し、技術支援を強化す

る。

【調査研究】

①多摩地域市町村の半数に当た

る15市町村に対し、各々の課題

の解決策を企画提案

②①のうち２件を民間シンクタ

ンク等との共同研究で実施

③有償調査研究の本格実施準備

完了

【技術支援】

④多摩・島しょ地域の９自治体

に対し、技術支援を実施

企画提案対象市町村数

の確保と企画提案の質

の確保の両立

共同研究相手としての

期待に応えられる調査

研究能力の発揮

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

有償調査研究の実施に

向けた検討

公共施設にかかる事業

について技術的な助

言・相談の実施

新型コロナウイルス感染拡大の影響が加わり、都市づくりにおける市町村のニーズはますます多様化していく。こうした状況下、政策連

携団体としての将来像「自ら企画し、提案する、都市づくりの総合支援を担う高度専門家集団」の実現を目指し存在価値を向上させてい

く必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

(公財)東京都都市づくり公社 戦略の性質による区分

戦略１ シンクタンク・アドバイザー機能の強化
組織

運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保す

る。

・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置

づけ、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保する。

・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置づけ、重点管理

工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

②

・対象となる地区において、前年度の勉強会の深度を深め、

事業化を前提とした事業計画(案）の作成に向け、助言やサ

ポートを行う。

・対象となる地区において、前年度から引き続き、事業計画(案）の検討を進

め、勉強会を事業主体の準備会として組織化できるようサポートしていく。

③

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等で

の早期の課題把握・対応により、受託事業の着実な実施や業

務の質を向上させ、多くの自治体の信頼を得て業務を受託す

ることで、確実に事務費収入を確保し収支均衡を図ってい

く。

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等での早期の課題把

握・対応により、受託事業の着実な実施や業務の質を向上させ、多くの自治

体の信頼を得て業務を受託することで、確実に事務費収入を確保し収支均衡

を図っていく。

④

・関係自治体と綿密な協議のうえ、業務実態と事務費収入と

の乖離が大きい業務について、適切な事務費算定基準となる

よう提案を実施してくとともに、公社の強みについて理解を

得ながら改定に向けた協議を継続

・関係自治体と綿密な協議結果に基づき、適切な事務費算定基準への改定

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保す

る。

・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置

づけ、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

・道路整備延長は1,213ｍの計画に対し、1,233ｍを起工した。

・重点管理工事は、全て上半期に発注済みとなっている。

・本社と事務所で設計を適切に分担し、予定通りに工事を発注した。起工延長については、実施設

計段階で権利者との調整により、工作物等の移転に応じてもらえる箇所があり、トータルで延長が

伸びた。今後は、事務所と本社で、定期的に開催している進捗調整会議で進行管理を徹底し、実施

計画に定める道路整備延長の確保を目指していく。

・重点管理工事は全て上半期に発注済みとなっており、安全管理と工程管理を徹底し、計画通りに

工事完了を図っていく。

・引き続き、到達目標に向け、着実に事業を執行していく。

・年度実施計画に定める道路整備延長の95％以上を確保する。

・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置づけ（予定：全

工事40件中８件を指定）、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底す

る。

②

・対象となる地区において、前年度の勉強会の深度を深め、

事業化を前提とした事業計画(案）の作成に向け、助言やサ

ポートを行う。

・対象となる地区において、事業計画（素案）を作成し、地元自治体へ提出

を行った。今後、地元自治体が事業計画について精査を行った後、地元権利

者に対し勉強会を実施していく予定である。

・前年度末から建設資材が高騰していたところにウクライナ情勢や円安による影響が加わってお

り、今後も社会経済情勢の変化を注視して、３年後の到達目標の達成に向け、事業計画（素案）の

精査が必要である。

・対象となる地区において地元自治体と緊密に連携し、前年度から引き続

き、事業計画(素案）の検討を進め、事業化へ向けた事業計画（案）を作成・

提示し、勉強会から準備組合として組織化できるようサポートしていく。

③

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等で

の早期の課題把握・対応により、受託事業の着実な実施や業

務の質を向上させ、多くの自治体の信頼を得て業務を受託す

ることで、確実に事務費収入を確保し収支均衡を図ってい

く。

・多摩地域及び島しょ部の21自治体から業務受託

・下水道事業の令和４年度（単年度）は収支マイナス（第２四半期決算見

込：-91百万円）（次年度を含めて3か年平均では収支均衡見込み）

・市町村とストックマネジメント等の新たな事業ニーズを含め、綿密な協議・提案等を行い、目標

を上回る21自治体から業務委託を受託した。また受託事業を進行管理会議等での早期の課題把握・

対応による年度計画の着実に実施により、自治体からの信頼確保に努め、継続的な業務受託に取り

組んでいる。

・新事務費算定基準を適用し、下水道事業の収支均衡に向けて着実に取り組んでおり、今年度は工

事完成時期の先送りに伴い事務費収入が次年度収入となり、収支マイナスとなるが、3か年平均では

収支均衡見込みである。

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等での早期の課題把

握・対応により、受託事業の着実な実施や業務の質を向上させ、多くの自治

体の信頼を得て業務を受託（20自治体以上）することで、確実に事務費収入

を確保し収支均衡を図っていく。

④

・関係自治体と綿密な協議のうえ、業務実態と事務費収入と

の乖離が大きい業務について、適切な事務費算定基準となる

よう提案を実施してくとともに、公社の強みについて理解を

得ながら改定に向けた協議を継続

・2022年４月開催の、東京都都市づくり公社関係市町村連絡協議会区画整理

事業専門部会において、事務費算定基準の改定について合意を得た。その

後、同年６月開催の東京都都市づくり公社関係市町村連絡協議会で、全会員

の了承を得て、事務費算定基準の改定が正式決定した。今後、2024年度より

本格運用を開始する。

・３年後の到達目標に向け、業務実態と事務費収入との乖離が大きい業務について適切な事務費算

定基準となるよう提案を行うとともに、区画整理事業の収支状況について丁寧な説明を行い、関係

自治体の理解を得ることができた。

・関係自治体と綿密な協議結果に基づき、下記のとおり、段階的に適切な事

務費算定基準へ改定し、収支均衡を図る。

・現行諸経費率（90％）を2023年度95％、2024年度100％に引き上げ。

・2024年度より補償業務における建物算定事務費に補正率を導入、営業補償

事務費に新しい歩掛を導入

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：土地区画整理事業は2021年度80.3億円、2022年度は第２四半期決算見込86.4億円の執行を見込む。自

治体当初予算減少による要因も踏まえ、執行率の向上に取組む。

目標②：新規地区の事業化に向けた支援を着実に推進。

目標③：下水道事業は21自治体から業務を受託し、次年度も20自治体以上を見込む。2022年度は一部、工事完

成時期の先送り等が見込まれるが、3か年平均は収支均衡を見込む。

目標④：関係自治体との綿密な協議により合意を得て、事務費算定基準の改定が決定した。

　土地区画整理事業においては、

現在受託している全16地区の事業

進捗率は、2019年度末時点で事

業費ベースで約47％である。一

方、そのうち４地区が概ね10年以

内に終了見込みであることや自治

体の投資的経費が抑制される傾向

にある。このような状況を踏ま

え、事業継続性の観点から事業量

の確保と収支構造改善が今後の課

題となる。

　下水道事業においては、多摩地

域の下水道普及の概成により大規

模な汚水工事が減少したものの、

小規模な工事への効率的な対応、

雨水管工事や耐震化による防災性

の向上やストックマネジメントな

ど新たなニーズが生じつつあり、

これらに対応することが公社に求

められている。一方、下水道事業

の収支は改善傾向であるが、更な

る赤字幅の縮小が必要である。

　土地区画整理事業においては、

受託中事業を年度計画に従って着

実に実施することで公社の役割を

果たしていく。2020年度末の受

託総事業費に対して各年度ごとに

進捗率２％程度の達成を目指す。

一方、新規地区の公社事業化も視

野に入れ、まちづくりの専門家と

して自治体の動きを支援してい

く。また、適切な事務費算定基準

となるよう、関係自治体と協議を

行う。

　下水道事業においては、多摩地

域のみならず島しょ部も含めてよ

り多くの自治体を支援していく。

自治体のニーズや期待の多様化を

踏まえつつ、年度計画の着実な実

施や業務の質の向上により、各自

治体からの信頼を確保し業務の受

託に繋げていく。また、工事規模

に関わらない、業務内容に応じた

適切な事務費算定の新基準を適用

することで収支均衡を目指す。

①施行者の各年度の土地区画整

理事業計画の着実な執行（3か年

平均90億円規模の事業実施）

②新規土地区画整理地区の事業

化に向けた支援（準備組合の設

立）

③20自治体からの下水道業務受

託及び下水道事業の収支均衡（3

か年平均）

④土地区画整理事業の収支改善

に向けた事務費算定基準の改定

事業地区内の道路の効

率的な整備

地元自治体・地元主体

のサポートの推進

下水道事業の着実な実

施による信頼確保及び

事務費収入の確保

土地区画整理事業の収

支構造の改善に向けた

取組

2023年度改訂の視点による区分

公社は、多摩地域に軸足を置きながら、土地区画整理事業や下水道事業等により都市基盤整備を進めてきた。これらを取り巻く社会経済

情勢が大きく変化する中、その変化に対応しながら事業量及び収益を確保し、多摩地域を中心として引き続きまちづくりに貢献していく

必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２
既存事業の着実な推進による自治体からの信頼の

一層の獲得

事業

運営

＜改訂の内容＞

①３年後の到達目標の達成に向け、道路整備延長を上方修正するととも、重点管理工事の予定件数を計画に記載。

②事業進捗の状況について、具体的に記載。

③３年後の到達目標の達成に向けて、自治体数を記載。

④事務費改定に向けた進捗状況を踏まえ、具体的な見直し内容を記載。

＜改訂の考え方＞

３年後の到達目標の達成に向けて、一部目標を上方修正するとともに、現在の進捗状況を踏まえた計画に修正する。

　土地区画整理事業においては、

現在受託している全16地区の事業

進捗率は、2019年度末時点で事

業費ベースで約47％である。一

方、そのうち４地区が概ね10年以

内に終了見込みであることや自治

体の投資的経費が抑制される傾向

にある。このような状況を踏ま

え、事業継続性の観点から事業量

の確保と収支構造改善が今後の課

題となる。

　下水道事業においては、多摩地

域の下水道普及の概成により大規

模な汚水工事が減少したものの、

小規模な工事への効率的な対応、

雨水管工事や耐震化による防災性

の向上やストックマネジメントな

ど新たなニーズが生じつつあり、

これらに対応することが公社に求

められている。一方、下水道事業

の収支は改善傾向であるが、更な

る赤字幅の縮小が必要である。

　土地区画整理事業においては、

受託中事業を年度計画に従って着

実に実施することで公社の役割を

果たしていく。2020年度末の受

託総事業費に対して各年度ごとに

進捗率２％程度の達成を目指す。

一方、新規地区の公社事業化も視

野に入れ、まちづくりの専門家と

して自治体の動きを支援してい

く。また、適切な事務費算定基準

となるよう、関係自治体と協議を

行う。

　下水道事業においては、多摩地

域のみならず島しょ部も含めてよ

り多くの自治体を支援していく。

自治体のニーズや期待の多様化を

踏まえつつ、年度計画の着実な実

施や業務の質の向上により、各自

治体からの信頼を確保し業務の受

託に繋げていく。また、工事規模

に関わらない、業務内容に応じた

適切な事務費算定の新基準を適用

することで収支均衡を目指す。

①施行者の各年度の土地区画整

理事業計画の着実な執行（3か年

平均90億円規模の事業実施）

②新規土地区画整理地区の事業

化に向けた支援（準備組合の設

立）

③20自治体からの下水道業務受

託及び下水道事業の収支均衡（3

か年平均）

④土地区画整理事業の収支改善

に向けた事務費算定基準の改定

事業地区内の道路の効

率的な整備

地元自治体・地元主体

のサポートの推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

下水道事業の着実な実

施による信頼確保及び

事務費収入の確保

土地区画整理事業の収

支構造の改善に向けた

取組

公社は、多摩地域に軸足を置きながら、土地区画整理事業や下水道事業等により都市基盤整備を進めてきた。これらを取り巻く社会経済

情勢が大きく変化する中、その変化に対応しながら事業量及び収益を確保し、多摩地域を中心として引き続きまちづくりに貢献していく

必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

(公財)東京都都市づくり公社 戦略の性質による区分

戦略２
既存事業の着実な推進による自治体からの信頼の

一層の獲得

事業

運営

36



様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインに

よる対面以外の選択肢を拡充し、総件数の40%をタッチレス

とする。

・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライ

ン化も実施し、総件数の20%をタッチレスとする。

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインによる対面以外の

選択肢を拡充し、総件数の50%をタッチレスとする。

・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライン化も実施し、

総件数の30%をタッチレスとする。

②

・高低差補償継続案件(都市計画道路)1件

・高低差に関する補償業務の新規受託1件

・既存事業における高低差解消に関する自治体へのヒアリン

グ

・区部における主要生活道路等工事業務、無電柱化工事業務

のヒアリング・検証・分析

・高低差補償継続案件(都市計画道路)1件

・既存事業における高低差解消に関する自治体へのヒアリング

・区部における主要生活道路等工事業務、無電柱化工事業務のヒアリング・

検証・分析

③

・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地

買収業務受託、不燃化特区受託に向けた提案、見積提出、覚

書締結

・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地買収業務受託、

不燃化特区受託に向けた提案、見積提出、覚書締結

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインに

よる対面以外の選択肢を拡充し、総件数の40%をタッチレス

とする。

・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライ

ン化も実施し、総件数の20%をタッチレスとする。

・権利者折衝は総件数1,270件の77％にあたる983件をタッチレスによって実

施

・相談窓口は総件数93件の27％にあたる25件をタッチレスによって実施

・権利者折衝のタッチレス割合は、第一防災72％、第二防災80％であり、折衝の大半をタッチレス

で実施、目標の40％については達成見込み。

・相談窓口におけるタッチレスについては、目標の20％を11月末時点で上回っているものの、対面

での相談が今後も一定の割合を占めることが予想される。

・対面での権利者折衝に加え、権利者対応の工夫を進め、３年後の到達目標達成に向け、着実に事

業を推進している。

・到達目標に向け、従来の権利者との対面折衝に加え、タッチレスによる効

率化を推進。

・権利者折衝は電話や配送に加え、メール等オンラインによる対面以外の選

択肢を拡充し、総件数の50%をタッチレスとする。

・相談窓口対応はこれらに加え、専門家相談会のオンライン化も実施し、総

件数の30%をタッチレスとする。

②

・高低差補償継続案件(都市計画道路)1件

・高低差に関する補償業務の新規受託1件

・既存事業における高低差解消に関する自治体へのヒアリン

グ

・区部における主要生活道路等工事業務、無電柱化工事業務

のヒアリング・検証・分析

・高低差補償継続案件（都市計画道路）は、建物等調査を実施し、着実に事

業を実施

・高低差に関する補償業務の新規受託に向け、事業協力の内容を確認中

・主要生活道路工事業務は、2区にヒアリング、無電柱化工事に関しては、新

規受託の私道無電柱化コーディネート業務において権利者調査を実施

・高低差補償継続案件（都市計画道路）について、今後は工事進捗に関する情報をタイムリーに自

治体と共有し、着実に業務を推進していく。

・高低差に関する補償業務の新規案件については、自治体の道路築造工事に関する関係機関協議の

進捗に合わせた事業協力を調整していく。

・私道無電柱化コーディネートにおいては、今後発表される都の制度要綱を踏まえ、権利者調整を

実施していく。

・３年後の到達目標達成に向け、事業実施と合わせて自治体ニーズの把握を実施している。

道路築造等への事業展開に備え、事業の課題や体制構築等の検証のため、下

記業務を実施。

・高低差補償継続案件(都市計画道路)1件

・既存事業における高低差解消に関する自治体へのヒアリング（予算・期

間、関係機関との協議状況等）

・区部における主要生活道路等工事業務、無電柱化工事業務のヒアリング・

検証・分析

③

・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地

買収業務受託、不燃化特区受託に向けた提案、見積提出、覚

書締結

・都市計画道路1路線（1都）の用地買収業務を新規受託

・不燃化特区受託（2区）について新規受託

・区部(１都１区)の用地買収に関する見積書を提出済

・多摩地域(1市)の用地買収に関する見積書を提出済

・都市計画道路1路線（1都）は、不燃化特区期間内での用地買収を加速させるため受託

・不燃化特区（２区）は、主に無接道敷地解消に向けた手法検討業務である。

・区部(１都１区)は、駅前広場及び都市計画道路の用地買収業務における業務見積もりを提出、今後

整備スケジュールおよび委託者との業務分担について協議予定

・多摩地域(１市)は、駅前の土地区画整理事業施行中の地区であるが、一部公園及び道路を用地買収

による整備で進めていく際の業務見積もりを提出

・到達目標に向け、成果をあげた。

・更なる自治体の支援要請に対応すべく、都市計画道路、主要生活道路、駅

前広場、公園などの用地買収業務受託、不燃化特区受託に向けた提案、見積

提出、覚書締結

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：コロナ禍での権利者折衝をタッチレスで実施し、2022年度時点で平均15画地の実績見込。業務の着実な

執行に向けて、取組を継続していく。

目標②：新たな事業展開に向けて、高低差補償業務や私道等無電柱化コーディネート業務を推進。今後既存の用

地買収路線において同様の業務が可能か必要性を検証する。

目標③：2022年度実績見込として受託６件を達成。目標を上方修正し、新規受託に向けた見積を提出。今後は事

業協力の内容や業務の詳細について協議を行う。

　コロナによる社会の変化に柔軟

に対応しながら、引き続き、ウィ

ズコロナ・ポストコロナにおける

権利者折衝において業務の効率化

や社会変化に応じた業務の工夫が

求められている。

　一方、積極的な営業活動の結

果、新規の都市計画道路等の用地

買収業務や不燃化特区に関する業

務について、広く自治体から支援

要請を確認できている。

　これらの現状を踏まえ、安心で

快適な都市環境を実現し、魅力的

な東京の発展への貢献をより一層

果たすべく、組織体制を強化し、

広く自治体のニーズに応えていく

ことが求められる。

　受託中事業を着実に執行すると

共に新規の路線整備事業の受託を

目指す。

　具体的には、受託中事業におい

ては、個々の予定業務を着実に執

行すると共に、業務の効率化や

ウィズコロナ、ポストコロナでの

権利者対応など社会状況に応じた

業務を行うことで、年度計画を着

実に実施する。

　また、業務内容、業務量変動に

対し代替業務を提案するととも

に、自治体のきめ細かなニーズに

対応し、2024年度以降の事業展

開へ備える。

　新規路線整備事業については、

人員体制を強化し、都内全域の自

治体に対して、都市計画道路等の

用地買収及び不燃化特区に関する

業務の受託を提案していく。

①予定業務の着実な執行

・全用地買収画地の90％契約

・20画地(３か年平均)

②2024年度以降の事業展開に備

えた業務の提案

③都市計画道路等及び不燃化特

区に関する業務の受託７件

ウィズコロナ、ポスト

コロナにおける権利者

対応の工夫

道路事業等の終盤にあ

たる業務(道路築造等)の

検証、分析及び受託

新規路線整備事業の受

託

2023年度改訂の視点による区分

首都直下地震の切迫性を踏まえ、また地域の防災性向上のため、特定整備路線や不燃化特区における道路整備が求められている。また、

2017年度末時点で都市計画道路の多摩地域の完成率は約61.5％となっており、多摩地域における利便性向上に向けた道路整備が求めら

れている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３
都市機能更新事業の重点的な推進と新規路線整備

事業の事業化

事業

運営

＜改訂の内容＞

①３年後の到達目標の達成に向け、目的や取組内容を追記。

②３年後の到達目標の目的等を踏まえ、計画欄に関連性がわかるよう具体的に記載。

③３年後の到達目標を上方修正し、更なる取組を記載。

＜改訂の考え方＞

３年後の到達目標の達成に向けて、その目的や取組内容がわかるよう計画欄を改訂する。また、都市計画道路等及び不燃化特区に関する業務の受託については目標を上方修正する。

　コロナによる社会の変化に柔軟

に対応しながら、引き続き、ウィ

ズコロナ・ポストコロナにおける

権利者折衝において業務の効率化

や社会変化に応じた業務の工夫が

求められている。

　一方、積極的な営業活動の結

果、新規の都市計画道路等の用地

買収業務や不燃化特区に関する業

務について、広く自治体から支援

要請を確認できている。

　これらの現状を踏まえ、安心で

快適な都市環境を実現し、魅力的

な東京の発展への貢献をより一層

果たすべく、組織体制を強化し、

広く自治体のニーズに応えていく

ことが求められる。

　受託中事業を着実に執行すると

共に新規の路線整備事業の受託を

目指す。

　具体的には、受託中事業におい

ては、個々の予定業務を着実に執

行すると共に、業務の効率化や

ウィズコロナ、ポストコロナでの

権利者対応など社会状況に応じた

業務を行うことで、年度計画を着

実に実施する。

　また、業務内容、業務量変動に

対し代替業務を提案するととも

に、自治体のきめ細かなニーズに

対応し、2024年度以降の事業展

開へ備える。

　新規路線整備事業については、

人員体制を強化し、都内全域の自

治体に対して、都市計画道路等の

用地買収及び不燃化特区に関する

業務の受託を提案していく。

①予定業務の着実な執行

・全用地買収画地の90％契約

・20画地(３か年平均)

②2024年度以降の事業展開に備

えた業務の提案

③都市計画道路等及び不燃化特

区に関する業務の受託6件

ウィズコロナ、ポスト

コロナにおける権利者

対応の工夫

道路事業等の終盤にあ

たる業務(道路築造等)の

検証、分析及び受託

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新規路線整備事業の受

託

首都直下地震の切迫性を踏まえ、また地域の防災性向上のため、特定整備路線や不燃化特区における道路整備が求められている。また、

2017年度末時点で都市計画道路の多摩地域の完成率は約61.5％となっており、多摩地域における利便性向上に向けた道路整備が求めら

れている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

(公財)東京都都市づくり公社 戦略の性質による区分

戦略３
都市機能更新事業の重点的な推進と新規路線整備

事業の事業化

事業

運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・予定された修繕3件を実施し、既存建物の適切な維持管理

を行うことで、安定的な資産運用を図る
・予定された修繕実施1件、既存建物の適切な維持管理を行うことで、安定的

な資産運用を図る

①
・関係自治体との協議・調整を行い、土地分譲1件（低未利

用地）により収益確保を図る

・関係自治体との協議・調整を行い、土地分譲1件による収益確保を図る

・円滑な貸付に向けた調整を行い、土地貸付契約更新1件（大規模貸付地）に

より収益確保を図る

②
・東池袋C街区：共同化建物着工

・東小金井24街区：共同化建物取得床に関する協議

・東池袋C街区：共同化建物しゅん工

・東小金井24街区：共同化建物着工

②

・移転先となる集合住宅の建築工事を実施。

・工事中も含め周辺住民との交流を深め関係性を良好にして

いく取組を実施。

・移転先となる集合住宅の管理・運営開始

・住民同士のコミュニティ形成のため周辺地域を含むイベントを開催。

・木密地域からの移転を促進するための取組の実施。

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル

活用・他

団体連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・予定された修繕3件を実施し、既存建物の適切な維持管理

を行うことで、安定的な資産運用を図る

・きたのタウンのタイル改修工事契約済

・万願寺タウンビル空調設備更新工事契約済

・学生寮設備修繕工事は来年1月契約予定

・きたのタウンビタイル改修工事に関しては、７月に修繕工事に関する調査委託完了、10月末公

表、11月末開札、12月中旬工事着手

・万願寺タウンビル空調設備更新工事に関しては、9月公表、10月開札、年末年始にかけ工事予定

(テナント休業中に工事)

・学生寮(カレッジスクエア多摩)設備修繕工事に関しては、12月公表、1月契約予定

・2023年度修繕工事に向け、工事時期を調整中

・到達目標に向けて、計画的な修繕工事により安定的な資産運用を図れている。

・既存建物全25棟のうち、予定された修繕実施1件と既存建物の事前調査検討

に基づく修繕計画に従った適切な維持管理を行うことで、安定的な資産運用

を図る。

①
・関係自治体との協議・調整を行い、土地分譲1件（低未利

用地）により収益確保を図る

・低未利用地である一時貸付の駐車場利用地について年度内土地分譲に向け

調整中

・到達目標に向け、その他の土地分譲（未利用地）、土地貸付契約更新（大

規模貸付地）について協議を行い、計画的な資産活用を図っている。

・一時貸付の駐車場利用地について、市と公社用地分譲に向け協議・調整を行い、12月14日土地評

価審議会開催の目途がたった。今後は年度内契約締結に向け、社内手続きを進める。

・次年度に向けて、土地分譲1件（未利用地）について、関係自治体と周辺住民や分譲計画内容につ

いて協議中。大規模貸付地1件の契約更新内容について合意、2023年度契約締結に向け協議中。

・到達目標に向け、費用と収益のバランスを踏まえ、大規模修繕と土地分譲の時期を調整しなが

ら、次年度も見据えた資産活用を図れている。

・コロナ禍での賃貸収入等を注視しつつ、関係自治体と綿密に調整し、下記

のとおり公社資産の活用を行う。

・関係自治体との協議・調整を行い、土地分譲1件（未利用地）による収益確

保を図る。

・円滑な貸付に向け、地域ニーズ等の確認を行い、土地貸付契約更新1件（大

規模貸付地）により収益確保を図る。

②
・東池袋C街区：共同化建物着工

・東小金井24街区：共同化建物取得床に関する協議

・東京都及び豊島区等関係機関と調整を進め、7月に第5回意見交換会を実

施。今後都市計画審議会事前相談及び中高層条例説明会を経て、令和５年度

以降の着工を目指す。

・7月に共同化への取組方針を決定、今後事業者との基本協定締結に向け協議

を進めていく。

・東池袋Ｃ街区については、これまで都、豊島区との協議及び地域住民との十分な意見交換を実施

してきた。一方、関係機関より地域貢献施設の導入提案を受け、更なる検討が必要となったことに

より着工が遅れている。引き続き、関係機関と綿密に調整し、公社として実現可能な提案を行い、

着工に向けた手続きを進めていく。

・東小金井24街区については、事業者の提案に対し公社としての参加要件、収支検討を踏まえた取

得床の活用方針を策定

・東池袋C街区については、地域住民や関係機関との協議を進め、共同化事業

を着工（従前建物解体工事着手）する。

・地域活性化に向け、共同住宅や商業施設等を整備するため、関係権利者と

東小金井24街区の共同化建物を着工する。

②

・移転先となる集合住宅の建築工事を実施。

・工事中も含め周辺住民との交流を深め関係性を良好にして

いく取組を実施。

・令和４年３月に工事着手、令和5年5月に竣工予定

・現在、テナントは申し込みが2件、事業用住戸に関しては入居募集中

・建築中や周辺施設の様子を撮影し、地域に開かれた活力や賑わいをもたら

す空間であることをアピールする動画コンテンツを作成中

・移転先となる集合住宅の運営に向けて、着実に事業を推進できた。

・近隣の大規模医療施設や、小学校へ働きかけ、2023年度以降当該施設での賑わい創出に向けた取

組みを企画中

・移転先となる集合住宅の管理・運営開始（足立区）

・住民同士のコミュニティ形成のため周辺地域を含むイベント（地域住民と

一緒に施設の花壇整備）を開催。

・木密地域からの移転を促進するため、移転対象者への広報や個別相談など

の取組を実施。

(公財)東京都都市づくり公社 戦略の性質による区分

戦略４
地域支援事業における適切な資産活用と新規事業

化

事業

運営

建物共同化事業の着実

な推進

都有地を活用した魅力

的な移転先整備事業の

推進

土地建物の貸付について、収益を確保するため、建物価値の維持向上および安定的な資産運用を図る。また、地域や関係自治体とともに

建物共同化を進め、防災性の向上や土地の高度利用を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

　2017年度末建物賃貸収入は17

億2千8百万円に対し、2019年度

末においては、19億2千3百万円

と安定しているが、2020年度上

半期において、新型コロナウイル

スの影響により約1,500万円の賃

料減額となっている。今後、ポス

トコロナを見据えた建物賃貸収入

の安定化をはかるため、既存建物

の経年劣化による賃貸料の低下を

最小限にしつつ、公社経営の安定

と住民の快適性や利便性を維持す

るため、収入を確保しながら修繕

工事を適切に実施していく必要が

ある。

　既存事業を着実に実施すると共

に新規収益事業を開拓していく。

　具体的には、既存事業において

は、保有施設の適切な維持管理を

行うことで、安定的な資産運用を

図る。

　新規収益事業については公社資

産を活用した新規収益物件の創出

を行う。

　また、不採算、低未利用資産に

ついては、社会変化に応じた新た

な資産活用に向けて見直しを図っ

ていく。

　都有地を活用した魅力的な移転

先整備事業への参画により地域活

性化や防災性の向上に寄与する。

①戦略的な資産管理・運用によ

る毎年度８億円規模の収益確保

②地域活性化や、防災性の向上

に寄与する新規物件3件の創出

建物価値の維持向上の

ための戦略的な財産管

理

ウィズコロナ、ポスト

コロナでの資産活用に

ついて検討

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４
地域支援事業における適切な資産活用と新規事業

化

事業

運営

＜改訂の内容＞

①既存建物の規模感がわかるよう、棟数を記載。

②個別取組事項の目的や取組内容について、2022年度実績を踏まえ、内容を具体的に記載。

③建物共同化事業の着実な実施について、東池袋C街区に関する2023年度計画欄を修正するとともに、目的や取組内容を具体的に記載。

④移転先整備事業の所在地、イベントの内容など、具体的な内容に改訂。

＜改訂の考え方＞

３年後の到達目標の達成に向けて、その目的や取組内容がわかるよう計画欄を改訂する。その他、関係機関との調整状況を踏まえ、進捗に合わせた計画の見直しを行う。

2023年度改訂の視点による区分

土地建物の貸付について、収益を確保するため、建物価値の維持向上および安定的な資産運用を図る。また、地域や関係自治体とともに

建物共同化を進め、防災性の向上や土地の高度利用を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

①戦略的な資産管理・運用によ

る毎年度８億円規模の収益確保

②地域活性化や、防災性の向上

に寄与する新規物件3件の創出

建物価値の維持向上の

ための戦略的な財産管

理

ウィズコロナ、ポスト

コロナでの資産活用に

ついて検討

建物共同化事業の着実

な推進

都有地を活用した魅力

的な移転先整備事業の

推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：毎年度８億円規模の収益達成に向け、３件の修繕工事の実施と土地分譲1件に向けた協議を推進。2022

年度は修繕費用により8億円の収益を下回る見込であるが、３か年平均８億円規模の収益確保の見込である。

目標②：地域活性化や防災性の向上に寄与する新規物件３件の創出に向け、建物共同化事業は2021年度末に1件

竣工しており、その他２件について着工に向けて関係機関との協議・調整を実施。都有地を活用した魅力的な移

転先整備事業１件において、建築工事と竣工後の運営に向けた取組を推進した。

　2017年度末建物賃貸収入は17

億2千8百万円に対し、2019年度

末においては、19億2千3百万円

と安定しているが、2020年度上

半期において、新型コロナウイル

スの影響により約1,500万円の賃

料減額となっている。今後、ポス

トコロナを見据えた建物賃貸収入

の安定化をはかるため、既存建物

の経年劣化による賃貸料の低下を

最小限にしつつ、公社経営の安定

と住民の快適性や利便性を維持す

るため、収入を確保しながら修繕

工事を適切に実施していく必要が

ある。

　既存事業を着実に実施すると共

に新規収益事業を開拓していく。

　具体的には、既存事業において

は、保有施設の適切な維持管理を

行うことで、安定的な資産運用を

図る。

　新規収益事業については公社資

産を活用した新規収益物件の創出

を行う。

　また、不採算、低未利用資産に

ついては、社会変化に応じた新た

な資産活用に向けて見直しを図っ

ていく。

　都有地を活用した魅力的な移転

先整備事業への参画により地域活

性化や防災性の向上に寄与する。
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

工数管理の導入による経営分析力の強化や業務の全体最適化に

よる効率化の方向性等を整理のうえ、システムベンダを選定

し、システム設計・構築を進める。

また2023年度の稼働開始に向け、ユーザテストやデータ移行

等を進める。

構築した基幹系システムの稼働を開始、稼働初期のトラブル対応や職員からの

問合せ対応を的確に行い、運用の安定化・業務への定着化を図る。

また、実業務での運用において発見された課題や改良すべき点等を整理し、対

応策や今後の整備方針を検討、ICT推進計画への反映を行う。

②
試験的に配備したタブレット端末の使用状況等を踏まえ、次期

業務端末の選定やネットワーク環境等の検討を行う。

リプレースに伴い、業務端末を可搬性に優れた機種に入れ替える。

端末の移動が可能になることによる利用上の注意点等を踏まえつつ、デジタル

ファーストな業務スタイルへの移行に向けた運用ルールの周知を行う。

③

DX専門部署におけるデジタル人材育成に向けた計画を作成

し、必要な外部研修の受講を計画的に行う。

全職員向けのICTリテラシ向上のための研修を計画し、実施す

る。

また、顧客サービス向上に繋がるデジタル技術の最新動向や各

部の要望を踏まえ、新技術等について情報収集や活用ノウハウ

の蓄積を進める。

DX専門部署におけるデジタル人材の計画的な育成を引き続き継続するととも

に、昨年度の育成状況や人事異動による影響を考慮し、必要に応じて育成計画

の見直しを行う。

全職員向けのICTリテラシ向上や、新技術の導入に向けた検討を進める。

3 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

工数管理の導入による経営分析力の強化や業務の全体最適化に

よる効率化の方向性等を整理のうえ、システムベンダを選定

し、システム設計・構築を進める。

また2023年度の稼働開始に向け、ユーザテストやデータ移行

等を進める。

経営分析力の強化や業務の全体最適化を見据え、全社検討体制の構築を行うこ

とで、６月にシステムベンダーの選定を円滑に実施した。

現在も全社を挙げて各部の協力を受けながら、要件定義やシステム設計を順次

進めている。

基幹系システム更新について、公社全体でのシステム整備に向けた体制を構築するとともに、支援作業

を専門コンサルタントに委託し活用することで、円滑にシステムベンダーの選定と要件定義・システム

設計につなげることができた。

引き続き、システムベンダと協議・調整・課題解決に取り組み、次年度稼働開始に向け着実に構築作業

を進めていく。

構築した基幹系システムの稼働を開始、稼働初期のトラブル対応や職員からの

問合せ対応を的確に行い、運用の安定化・業務への定着化を図るとともに、セ

グメント別分析に向け全職員が工数入力を開始。

実業務での運用において発見した課題や改良点等の整理、対応策や今後の整備

方針を検討し、ICT推進計画への反映を行う。

②
試験的に配備したタブレット端末の使用状況等を踏まえ、次期

業務端末の選定やネットワーク環境等の検討を行う。

試験的に配備したタブレット端末は、会議参加の際に持参して資料のペーパー

レス化を進め、画面の見やすさ等に問題ないことや、データ通信の回線状況を

把握し、次期業務端末調達やネットワーク環境整備についての企画提案を依頼

する際の仕様に反映した。

従来、公社はデスクトップ機を導入・運用してきたため、会議等での端末利用について実績がなく、タ

ブレット端末を試験導入することにより、具体的な利用イメージを持つことができ、仕様の検討を進め

ることができた。

今後の企画提案書審査においても、タブレット端末の試験導入で得られた知見を活かして適切なシステ

ムベンダ選定を行い、次年度導入を着実に進める。

リプレースに伴い、業務端末を可搬性に優れた機種に入れ替える。（職員利用

端末約350台中350台）

端末の移動が可能になることによる利用上の注意点等を踏まえつつ、ペーパー

レス化や手続きの電子化等のデジタルファーストな業務スタイルへの移行に向

けた運用ルールの周知を行う。

③

DX専門部署におけるデジタル人材育成に向けた計画を作成

し、必要な外部研修の受講を計画的に行う。

全職員向けのICTリテラシ向上のための研修を計画し、実施す

る。

また、顧客サービス向上に繋がるデジタル技術の最新動向や各

部の要望を踏まえ、新技術等について情報収集や活用ノウハウ

の蓄積を進める。

情報推進課職員には「東京デジタルアカデミー」講座の研修を受講させ、研修

終了後は内容について課内で共有を図った。

情報推進方針を作成し、全職員のデジタルスキル向上と職場でのデジタル活用

を推進するデジタル推進リーダーの育成を定めた。

都庁デジタル・イノベーションセミナー等を通じて情報収集を進めている。

デジタル人材育成に向け,研修の受講に加え、全社方針を定めることができた。

今後は、令和5年1月にｅラーニングシステムを導入し、年度内にセキュリティ教育を全職員に受講さ

せる。

また、次年度以降の研修内容を検討し、職員のデジタルスキル向上を図るとともに、デジタル推進リー

ダー育成に向け、外部研修の受講について情報推進課職員による試行を進めていく。

到達目標の達成に向け、研修計画等の構築を図り、着実に取組を進めている。

情報推進課職員４名について、業務のデジタル化推進のための専門知識を持つ

デジタル人材の育成を引き続き継続するとともに、昨年度の育成状況や人事異

動による影響を考慮し、必要に応じて育成計画の見直しを行う。

全職員のICTリテラシ向上や、業務のデジタル化等に効果的な新技術の調査及び

導入に向けた検討を進める。

(公財)東京都都市づくり公社 戦略の性質による区分

戦略５ 更なる経営力の強化に向けたDXの推進

デジタル人材の育成

人口減少、少子高齢化の進行、都市の成熟等により自治体は限られた財源で多様化する都市づくりのニーズに対応している。こうした背景

を受け、公社は既存事業の着実な推進とともに、新たな事業展開が求められており、顧客サービス向上のため、限られた経営資源の最適

化、業務効率化等が必要となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

　これまで都市づくり調査室の設

置、事業別収支の把握による事務

費算定基準の改訂や業務改善の取

組など、企画提案力・経営分析力

の強化、収支構造の改善など、経

営力の強化と安定した収益確保に

取り組むとともに、採用強化に努

め、職員のマンパワーの確保と育

成を行ってきた。

　一方、各事業最小単位でのコス

トや進捗に必要なデータが収集さ

れていないため、リアルタイムに

把握できず、早期の問題発見手法

や適正な人員体制の構築など、組

織運営に課題が残っている。ま

た、ワークフローの紙運用等、業

務効率性の改善の余地がある。さ

らに、過去実績の蓄積や検索性が

悪く、ノウハウを十分に活用でき

ていない。これらの課題解決には

ICT技術の活用と専門人材の育成

が必要となっている。

　更なる経営力の強化に向け、各

事業最小単位の経営状況を可視化

するとともに、業務プロセスの見

直しを通じた業務最適化を実施

し、業務運営の質向上と経営資源

の確保を行うための基幹系システ

ム等を構築していく。

　具体的には、ICT技術を活用し

た工数管理により、各事業最小単

位のセグメント分析を構築し、早

期問題を発見・対策の実施、コス

ト・人員の最適化などを実現し、

中長期的な業務継続性を担保して

いく。また、ワークフローの紙運

用やシステム多重入力等に対する

システム一元化による業務の最適

化に加え、可搬性に優れた端末を

導入し、業務の効率性を図る。

　さらに、中長期的な顧客サービ

ス向上に向けて、デジタル技術の

職員への浸透のためDX専門部署を

新設し、人材育成も並行して進め

る。

①セグメント別分析の確立に向け

た工数管理の導入

②場所にとらわれない働き方を推

進する環境整備

③DXの推進、職員への浸透に向

けた専門人材の育成

DX推進に向けた業務手

法の検証による基幹系シ

ステムの更新と運用開始

全職員への可搬性に優れ

た業務端末の導入

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略５ 更なる経営力の強化に向けたDXの推進

＜改訂の内容＞

①セグメント別分析の確立に向けた工数管理の導入に向けて、2023年度計画について工数入力の開始を追記

②業務端末の台数、具体的な業務スタイルを追記

③DX専門部署におけるデジタル人材育成人数、新技術に求める具体的な内容を追記

＜改訂の考え方＞

2023年度計画における取り組むべき内容について、より具体的な記載内容に改訂する。

2023年度改訂の視点による区分

人口減少、少子高齢化の進行、都市の成熟等により自治体は限られた財源で多様化する都市づくりのニーズに対応している。こうした背景

を受け、公社は既存事業の着実な推進とともに、新たな事業展開が求められており、顧客サービス向上のため、限られた経営資源の最適

化、業務効率化等が必要となる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

①セグメント別分析の確立に向け

た工数管理の導入

②場所にとらわれない働き方を推

進する環境整備

③DXの推進、職員への浸透に向

けた専門人材の育成

DX推進に向けた業務手

法の検証による基幹系シ

ステムの更新と運用開始

全職員への可搬性に優れ

た業務端末の導入

デジタル人材の育成

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：基幹系システム更新の検討初期段階から工数管理導入について社内合意を取りながら進め、工数管理が可

能なシステムを選定。稼働開始に向け調整中。

目標②：目標達成に向け、試行端末により仕様を検証。2023年度に可搬性の高い端末や無線LANの導入、グループ

ウェア見直しを行い、多様な働き方を実現する。

目標③：デジタル人材育成に向け、情報推進方針に全職員のデジタルスキル向上とデジタル推進リーダー育成を定

めた。引き続き、ｅラーニングや外部研修等を活用し人材育成を進める。

　これまで都市づくり調査室の設

置、事業別収支の把握による事務

費算定基準の改訂や業務改善の取

組など、企画提案力・経営分析力

の強化、収支構造の改善など、経

営力の強化と安定した収益確保に

取り組むとともに、採用強化に努

め、職員のマンパワーの確保と育

成を行ってきた。

　一方、各事業最小単位でのコス

トや進捗に必要なデータが収集さ

れていないため、リアルタイムに

把握できず、早期の問題発見手法

や適正な人員体制の構築など、組

織運営に課題が残っている。ま

た、ワークフローの紙運用等、業

務効率性の改善の余地がある。さ

らに、過去実績の蓄積や検索性が

悪く、ノウハウを十分に活用でき

ていない。これらの課題解決には

ICT技術の活用と専門人材の育成

が必要となっている。

　更なる経営力の強化に向け、各

事業最小単位の経営状況を可視化

するとともに、業務プロセスの見

直しを通じた業務最適化を実施

し、業務運営の質向上と経営資源

の確保を行うための基幹系システ

ム等を構築していく。

　具体的には、ICT技術を活用し

た工数管理により、各事業最小単

位のセグメント分析を構築し、早

期問題を発見・対策の実施、コス

ト・人員の最適化などを実現し、

中長期的な業務継続性を担保して

いく。また、ワークフローの紙運

用やシステム多重入力等に対する

システム一元化による業務の最適

化に加え、可搬性に優れた端末を

導入し、業務の効率性を図る。

　さらに、中長期的な顧客サービ

ス向上に向けて、デジタル技術の

職員への浸透のためDX専門部署を

新設し、人材育成も並行して進め

る。

39



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○現行制度等の見直し・新たな制度等の試行実施

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部門、居
住支援団体とのタイアップ等）
⇒入居支援制度利用割合30％以上

○試行実施を踏まえて本格実施に移行

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部門、居住支援団体とのタ
イアップ等）
⇒入居支援制度利用割合33％以上

②

○アセットマネジメントシステムマニュアル作成、体制整備、
認証取得（運用開始）

○長寿命化の指標の策定
○超長期修繕計画・投資（修繕）時期の平準化の検討

○アセットマネジメントシステムの継続的な運用、必要に応じてマニュアルの見
直し
⇒効率的・効果的な維持管理手法の構築
○長寿命化の指標の運用
○投資（修繕）時期を平準化した超長期修繕計画の策定

①
③

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大
○自動運転車両による移動支援実証実験実施、結果検証
○子育て世帯に配慮した住宅の供給（１団地）
○高齢者施設等の整備（２団地）

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大

○高齢者施設等の整備（２団地）

③

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ拠点
の整備、居住者と連携した居場所づくり

○JKK住まいるアシスタントの増員
⇒新規コミュニティ活動15件
　（20件／50件　進捗率48％）

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ拠点の整備、居住者と
連携した居場所づくり

○JKK住まいるアシスタントの更なる増員
⇒新規コミュニティ活動30件
　（50件／50件　進捗率100％）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○現行制度等の見直し・新たな制度等の試行実施

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部門、居
住支援団体とのタイアップ等）
⇒入居支援制度利用割合30％以上

○パートナーシップ宣誓制度を踏まえた制度の見直し
○入居支援制度の広報（１区２市と連携）、ひとり親世帯向け入居相談会（１市
と連携）
⇒43.7％

○JKK住宅を活用したひとり親世帯等の居住支援の実施（１区）、住宅セーフ
ティネット家賃低廉化補助事業を活用したJKK住宅の提供に係る協議等（２区１
市）

○11月からパートナーシップ関係にある方々の入居を可能とするとともに、既存の各種割引制度につい
ても利用可能とした。
○地元自治体と連携し、ひとり親世帯入居サポートチラシの配布（１区２市）、ひとり親世帯向け入居
相談会を実施（１市）
⇒昨年度実施したファミリーウィークの運用方法の見直し等により制度利用割合は目標を大きく上回っ
た。
○家賃低廉化補助制度を活用した住宅提供に向け自治体（２区１市）と協議を進めた。うち足立区で提
供を開始し、今後、世田谷区や八王子市で提供を予定している。

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部門、居住支援団体とのタ
イアップ等）
⇒入居支援制度利用割合40％以上

○住宅セーフティネット家賃低廉化補助制度の更なる活用に向け、2023年度の
募集方法・時期・規模について、世田谷区、足立区、八王子市との協議

②

○アセットマネジメントシステムマニュアル作成、体制整備、
認証取得（運用開始）

○長寿命化の指標の策定
○超長期修繕計画・投資（修繕）時期の平準化の検討

○アセットマネジメントシステムの運用を開始し、ISO認証を取得
（８月）

○長寿命化指標の検討（３月策定予定）
○超長期修繕計画の策定・投資（修繕）時期の平準化の基礎となる、公社賃貸住
宅営繕工事実施基準及び劣化診断判定方法の見直し検討

○認証に係る審査を受け、国内の住宅事業者として初めて、アセットマネジメントシステムの国際規格
ISO55001の認証を取得した。今後、アセットマネジメントシステムを継続的に運用し、効率的かつ効
果的な修繕等による維持管理を行っていく。
○長寿命化指標は、2023年度の運用に向け、計画修繕の執行率を管理指標とすることを前提に検討を進
めている。
○2023年度の超長期修繕計画の策定に向け、公社賃貸住宅営繕工事実施基準及び劣化診断判定方法につ
いて、今年度中の見直しに向けて検討している。

○アセットマネジメントシステムの継続的な運用、必要に応じてマニュアルの見
直し
⇒効率的・効果的な維持管理手法の構築
○長寿命化の指標の運用
○投資（修繕）時期を平準化した超長期修繕計画の策定

①
③

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大
○自動運転車両による移動支援実証実験実施、結果検証
○子育て世帯に配慮した住宅の供給（１団地）
○高齢者施設等の整備（２団地）

○全団地を対象に本格実施（４月から）
　入居者向け広報紙や住宅掲示板による利用の呼びかけを実施
○自動運転車両による移動支援実証実験実施（運行件数：107件）
○子育て世帯に配慮した住宅の供給（１団地）
○整備・運営事業者と事業推進に向けた協議・調整（１団地）
　整備・運営事業者の決定（１団地）

○広報紙・掲示板への掲載や説明会の開催等により、11月末時点で80件の申込みにつながった。今後、
入居者を見守る側の親族などにも周知を図っていく。
○関係者との調整を行い、９月に実施した。2022年度末までに効果検証を実施する。
○C大蔵の杜にて、東京都子育て支援住宅の認定を７月に取得した。2023年度は（仮称）C松ノ木で取
得を予定している。
○小金井本町（2023年度開設予定）、大蔵２期（2025、2026年度開設予定）にて、事業者等と協議・
調整を実施している。

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大
・入居者本人に加えて入居者を見守る側の親族等への周知拡大

○子育て世帯に配慮した住宅の供給（１団地）
○高齢者施設等の整備（２団地）
○地域医療福祉との連携に向けた医療福祉関係団体との協議・調整

③

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ拠点
の整備、居住者と連携した居場所づくり

○JKK住まいるアシスタントの増員
⇒新規コミュニティ活動15件
　（20件／50件　進捗率48％）

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ拠点の整備、居住者と
連携した居場所づくりの推進
・コミュニティプレイス「まつまる」（松が谷）開設

○JKK住まいるアシスタント２名増員（４名体制）
⇒新規コミュニティ活動23件（大学連携１件、コミュニティ拠点１件、住まい
るアシスタント21件）

○大学連携では、日本社会事業大学の学生が防災訓練に参加し自治会活動を支援した。民間連携では、
愛宕第二の地域交流拠点の整備に向けた地域住民とのワークショップ等を開催した。更に新たな買物支
援策として弁当・総菜など食料品や生活用品等を団地内で販売するキッチンカーの導入に着手した。
○JKK住まいるアシスタントを増員し、前年度取組の他団地への横展開や積極的な自治体訪問等に取組
み21件のコミュニティ活動に繋げた。今後も更に人員を増強するなど新規コミュニティ活動を拡大して
いく。

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ拠点の整備、居住者と
連携した居場所づくり
○キッチンカー（弁当、総菜、軽食、食料品含む生活用品等の販売）誘致の試行
実施、効果検証
○JKK住まいるアシスタントの更なる増員
⇒新規コミュニティ活動30件
　（50件／50件　進捗率100％）

 東京都住宅供給公社 戦略の性質による区分

戦略１
住宅セーフティーネットの強化など都の住宅政策の
一翼を担うJKK住宅経営

事業
運営

子育て世帯や高齢者が安
心して暮らせる環境の創
出

地域コミュニティ拠点の
整備・居場所づくり

少子高齢化の進展により高齢単身世帯やひとり親世帯の増加など世帯構成は大きく変化し、住宅確保が困難な世帯の存在やコミュニティ活動
の低下などの課題が顕著になっている。また、公的住宅には子育て世帯や高齢者など多世代が住み替えも可能で共生できる住環境づくりが求
められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆当社は幅広い都民に対して安
全・安心な住まいとサービスを提
供することにより入居率96％を維
持するなど安定経営を図ってい
る。都に住宅政策本部が設置さ
れ、当社は政策連携団体となり、
都の住宅政策の課題に積極的に取
り組むことが使命となっている。
高い入居率を確保しながら都の重
要課題である住宅確保要配慮者の
入居機会の確保や居住の安定に向
けた取組を一層推進していく必要
がある。
◆また、高度経済成長期に建設し
たJKK住宅では、入居者の高齢化が
進み自治会活動などの担い手の不
足によりコミュニティ機能が低下
している。また、商店街では物販
等のテナントが撤退し、生活利便
性や賑わいも低下しており課題と
なっている。

◆都の政策連携団体として住宅政
策の一翼を担っていくため、子育
て世帯や高齢者など住宅確保要配
慮者の入居機会をより一層確保し
ていく。また、JKK住宅経営におい
ては、今後の人口減少を見据え、
既存住宅の長期活用を図ることが
重要であり、長寿命化の取組を通
して、比較的所得の低い方も入居
可能な低廉な家賃の住宅数を一定
程度確保し、住宅確保要配慮者の
受け皿としての役割も一層果たし
ていく。
◆都や地元自治体、NPO、民間企
業等と連携し、子育てしやすく、
高齢者が安心して暮らせる住まい
とサービスを提供して、多様な世
帯・世代による交流と共助のある
コミュニティを創出する。

【目標①】
住宅セーフティネット強化の観点
から、高齢者や子育て世帯等の入
居機会拡大（制度利用割合33％以
上）

【目標②】
要配慮者が利用しやすい住宅の長
寿命化に向けた取組（指標策定、
投資時期平準化）

【目標③】
要配慮者向けの居場所づくり等に
よるコミュニティ活動活性化（50
件以上）

子育て世帯や高齢者等に
対する入居支援制度の充
実

家賃が低廉な既存住宅の
長寿命化に向けた取組

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１ 住宅セーフティーネットの強化など都の住宅政策の
一翼を担うJKK住宅経営

事業
運営

個別取組事項　子育て世帯や高齢者等に対する入居支援制度の充実
　・計画策定当初、「現行制度等の見直し・新たな制度等の本格実施」を2023年度に計画していたが、都の重要施策である子育て世帯支援の
　　重要性を踏まえ、取組を加速し、前倒しで本格実施に移行しているため、記載を修正した。（住宅マスタープラン目標３　施策２）
　・上記取組により「入居支援制度利用割合」が当初の想定を大きく上回っている状況にあるため、3年後の到達目標を上方修正した。
　・2022年度に新たに着手した住宅セーフティネット家賃低廉化補助制度の活用について、2023年度計画に取組を追加した。
個別取組事項　子育て世帯や高齢者が安心して暮らせる環境の創出
　・子育て世帯に配慮した住宅の供給について、JKK住まいるアシスタントによるコミュニティ醸成などの取組が可能となることに伴い、東京
　　都子育て支援住宅認定取得に必要な条件を満たす住宅について認定を取得する方針に変更し、計画を見直した。
個別取組事項　地域コミュニティ拠点の整備・居場所づくり
　・2022年度に新たな買い物支援策として着手したキッチンカー事業者の誘致（試行実施）について、2023年度計画に追加した。

2023年度改訂の視点による区分

少子高齢化の進展により高齢単身世帯やひとり親世帯の増加など世帯構成は大きく変化し、住宅確保が困難な世帯の存在やコミュニティ活動
の低下などの課題が顕著になっている。また、公的住宅には子育て世帯や高齢者など多世代が住み替えも可能で共生できる住環境づくりが求
められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
住宅セーフティネット強化の観点
から、高齢者や子育て世帯等の入
居機会拡大（制度利用割合40％以
上）

【目標②】
要配慮者が利用しやすい住宅の長
寿命化に向けた取組（指標策定、
投資時期平準化）

【目標③】
要配慮者向けの居場所づくり等に
よるコミュニティ活動活性化（50
件以上）

子育て世帯や高齢者等に
対する入居支援制度の充
実

家賃が低廉な既存住宅の
長寿命化に向けた取組

子育て世帯や高齢者が安
心して暮らせる環境の創
出

地域コミュニティ拠点の
整備・居場所づくり

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】昨年度実施したファミリーウィークの運用方法の見直し等により制度利用割合は43.7％と目標を大きく
上回った。
【目標②】長寿命化の指標策定に向けた基礎検討を実施した。また、超長期修繕計画の策定・投資（修繕）時期の
平準化の基礎となる、公社賃貸住宅営繕工事実施基準及び劣化診断判定方法の見直し検討を実施した。
【目標③】2022年度は11月末で新規コミュニティ活動を23件実施し、累計で34件となった。今後、訪問自治体数
を増やすなど取組を拡大していく。

◆当社は幅広い都民に対して安
全・安心な住まいとサービスを提
供することにより入居率96％を維
持するなど安定経営を図ってい
る。都に住宅政策本部が設置さ
れ、当社は政策連携団体となり、
都の住宅政策の課題に積極的に取
り組むことが使命となっている。
高い入居率を確保しながら都の重
要課題である住宅確保要配慮者の
入居機会の確保や居住の安定に向
けた取組を一層推進していく必要
がある。
◆また、高度経済成長期に建設し
たJKK住宅では、入居者の高齢化が
進み自治会活動などの担い手の不
足によりコミュニティ機能が低下
している。また、商店街では物販
等のテナントが撤退し、生活利便
性や賑わいも低下しており課題と
なっている。

◆都の政策連携団体として住宅政
策の一翼を担っていくため、子育
て世帯や高齢者など住宅確保要配
慮者の入居機会をより一層確保し
ていく。また、JKK住宅経営におい
ては、今後の人口減少を見据え、
既存住宅の長期活用を図ることが
重要であり、長寿命化の取組を通
して、比較的所得の低い方も入居
可能な低廉な家賃の住宅数を一定
程度確保し、住宅確保要配慮者の
受け皿としての役割も一層果たし
ていく。
◆都や地元自治体、NPO、民間企
業等と連携し、子育てしやすく、
高齢者が安心して暮らせる住まい
とサービスを提供して、多様な世
帯・世代による交流と共助のある
コミュニティを創出する。

40



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○テレワーク環境導入の計画策定
○テレワーク環境の導入（10団地：既存8、建替２）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替２団地）

○宅配ボックスの設置（22団地：既存20、建替２）
　（74団地／137団地　設置率54％）

○テレワーク環境の導入（11団地：既存8、建替３）

○タッチレス型エレベーターの導入（建替3団地）

○宅配ボックスの設置（23団地：既存20、建替３）
　（97団地／140団地　設置率69％）

②

○シニア向け住宅
・建設・施工監理
・入居者募集の具体的な検討
※既存住宅への見守りサービス利用拡大

○シニア向け住宅
・当社初のJKKシニア住宅竣工（１団地）
・入居者募集に向けた準備
※見守りサービス利用拡大

②

○ペット等共生住宅の仕様確定、採算性検証

○禁煙住宅の建設・施工監理
○その他先駆的モデル事業の実施（１団地）
○モデル事業の具体化に向けた施策・候補等検討

○ペット等共生住宅の建設工事着工（1団地）、管理手法・ルールの検討
○禁煙住宅の竣工（1団地）
○その他先駆的モデル事業の実施（１団地）
○基本スキーム等の策定

②
○小笠原村における新たな住まいモデルの工事着手、建設
○入居者募集に向けた小笠原村との協議
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討

○小笠原村における新たな住まいモデル供給（１団地）
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○テレワーク環境導入の計画策定
○テレワーク環境の導入（10団地：既存8、建替２）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替２団地）

○宅配ボックスの設置（22団地：既存20、建替２）
　（74団地／137団地　設置率54％）

○既存（181団地）のコミュニティサロンへのWi‒Fi導入３か年計画策定（７
月）
○テレワーク環境の導入（２団地：建替２）
　（17団地／198団地 導入率９％）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替２）
○宅配ボックスの設置（４団地：既存２、建替２）
　（57団地／137団地 設置率42％）

○テレワーク利用に加え、家族やコミュニティ活動の利用が見込める住宅を優先にモバイル回線を
利用したホームルーターをコミュニティサロンに導入し、当初の約６倍のペースに加速していく。
○Ｃ大蔵の杜・Ｃ興野町のコミュニティサロンにWi‒Fiを導入した。2022年度内に既存住宅50団地
にWi-Fiを導入していく。
○Ｃ大蔵の杜・Ｃ興野町にタッチレス型エレベーターを導入した。
○Ｃ大蔵の杜・Ｃ興野町等に宅配ボックスを設置した。2022年度内に既存住宅18団地に宅配ボック
スを設置していく。

○テレワーク環境の導入（63団地：既存61、建替２）
　（131団地／200団地 導入率65％）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替２団地）
○宅配ボックスの設置（23団地：既存21、建替２）
　（98団地／139団地 設置率70％）

②

○シニア向け住宅
・建設・施工監理
・入居者募集の具体的な検討
※既存住宅への見守りサービス利用拡大
○ペット等共生住宅の仕様確定、採算性検証

○シニア向け住宅
・実施設計完了、建設工事発注準備
・入居者募集について、課題の検討実施

○ペット等共生住宅の実施設計中
　（仮称）カーメスト用賀馬事公苑

○埋蔵文化財調査による工期変更に伴い建設スケジュールの遅延が発生した。小金井本町の建替え
に向けた実施設計を完了し、工事発注準備を実施している。入居者募集についてもスケジュールの
見直しを行い、2023年度にかけて課題等の検討を進めていく。
○設計にあたり、ペット関連設備等の導入可否や運用方法について獣医師会等にヒアリングし、今
後、管理規約等を検討していく。

○シニア向け住宅
・建設・施工監理（2024年10月竣工予定）
・入居者募集に向けた具体的な検討
※見守りサービス利用拡大
○ペット等共生住宅の建設工事着工（１団地）、管理手法・ルールの検討

○JKK住宅を結婚予定者に優先的に提供

②

○禁煙住宅の建設・施工監理
○その他先駆的モデル事業の実施（１団地）
○モデル事業の具体化に向けた施策・候補等検討

○禁煙住宅の竣工（１団地）、施工中（２団地）
○ウイルス対策に配慮した住宅の竣工（２団地）
○ZEH-M oriented仕様の導入、再生可能エネルギーの活用に向けた検討（２
団地）
○既存住宅への太陽光発設備及びEV充電設備の設置に向けた協議実施、太陽
光発電設備設置にかかる協定書締結（7月）

○C大蔵の杜全5棟のうち2棟を禁煙住棟として竣工した。
○C大蔵の杜・C興野町に自動水栓など非接触・抗ウイルス仕様を採用した。
○新たなモデル事業としてZEH-M oriented仕様の設計に着手した。
○既存民間集合住宅での太陽光発電設備設置の普及やEV等の普及促進などを目的として設置に向け
て推進した。太陽光で発電された電力は共用設備での利用や蓄電池による夜間・災害時の非常用電
源として活用する。EV充電設備設置によりEV利用環境を向上し、居住者のEVへの買い替えに寄与す
る。

○禁煙住宅の竣工（２団地）

○環境配慮型住宅供給に向けた検討（３団地）
○環境配慮型住宅に導入する環境施策についての基本スキーム等の策定
○既存住宅への太陽光発電設備（30棟）及びEV充電設備（実装・先行配管
200区画）設置

②
○小笠原村における新たな住まいモデルの工事着手、建設
○入居者募集に向けた小笠原村との協議
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討

○小笠原住宅の建設工事契約（11月）
○東京都や小笠原村と、入居者募集に向けた協議実施（７月）

○東京都と小笠原村と連携を図り、事業を推進している。建設工事の入札不調に伴い工事費、工期
等の見直しを行い、再入札を実施し、工事契約を締結した。
○2023年度内の入居者募集に向けて、募集や管理の方法などを小笠原村と検討している。

○ファミリー向け賃貸住宅が不足する小笠原村において都・村・JKKが連携し
た島嶼初の賃貸住宅を供給（１団地）
○入居者募集に向けた準備
・村と連携した募集ＰＲ及び入居手続の検討
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討
・事業採算性の検証、島嶼における管理方法の検討など
〇生活文化スポーツ局との連携
　空き店舗を創作場所としてアーティストに提供し、地域住民が気軽にアー
トに触れる機会を創出

 東京都住宅供給公社 戦略の性質による区分

戦略２ 新たな都政課題等に貢献するJKK住宅の供給
事業
運営

健康志向や生きがい創
出など多様化するニー
ズに対応した先駆的な
住宅の提供

地域の課題解決に向け
た行政連携による住宅
の提供
（初の島嶼部での住
宅）

少子高齢化や健康志向の高まり等により人々の考え方や住まい方は変化し、住宅への新たなニーズが生まれてきている。とりわけ新型コ
ロナウイルス感染症による変化には早急な対応が必要である。これらの課題にスピード感を持って取り組み、その成果を賃貸住宅市場に
波及させていくことも重要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の展開
○メディア向け現地見学会開催

◆当社は公的団体として、社会の
変化や人々の考え方、ライフスタ
イルの多様化などによる住まい
ニーズの変化を捉え、当社の保有
するアセットや人的資源を最大限
活用して政策課題や社会課題の解
決を図ること、また先駆的な事業
にも迅速に取り組み、賃貸住宅市
場を先導する役割を担うことが求
められている。
◆先駆的な取組等を賃貸住宅市場
に波及させるため、積極的に情報
発信していくことが必要である。

◆コロナを契機とした新しい日常
への対応や健康志向の高まり、高
齢者の見守り・バリアフリーなど
多様化する住まいニーズを的確に
捉え、スピーディーに取組を進め
ていくため、ソフト・ハードの取
組を一体的に企画する新組織の設
置など、戦略的な組織改正を行
う。
◆住宅分野以外の新たな領域の関
係団体や民間事業者・行政等との
連携によりシナジー効果を生みだ
し、より付加価値の高い先駆的な
住宅や地域課題解決に資する住宅
など、民間事業者が手掛け難い新
しいタイプの住宅を提供してい
く。
◆JKK住宅のスケールを活かして
先駆的取組を各種展開していく。
また、先駆的事業の政策効果を社
会に発信することにより、今後の
公的賃貸住宅を先導し、その成果
を賃貸住宅市場に波及させてい
く。

【目標①】
新しい日常に対応した住環境の
整備（３か年の新規整備　延80
団地以上）
【目標②】
先駆的事業の実施による新たな
ニーズへの対応（新しいタイプ
の住宅供給や新たな領域への
チャレンジを５団地以上実施
し、効果的な広報戦略により賃
貸住宅市場への波及を図る。）

コロナの感染拡大を契
機とした、新しい日常
に対応した取組の推進

超高齢社会を見据え、
必要な機能を整備した
低負担の高齢者向け住
宅の提供

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新たな取組に関する賃
貸住宅市場への波及

②

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の展開

戦略の性質による区分

戦略２ 新たな都政課題等に貢献するJKK住宅の供給
事業
運営

個別取組事項　コロナの感染拡大を契機とした、新しい日常に対応した取組の推進
　・テレワーク環境の導入について、未導入団地への設置ペースを加速するため規模を見直すとともに到達率がわかるように設置率を追加した。
個別取組事項　少子高齢社会を見据えた新たなシニア向け住宅等の提供、結婚予定者支援
　・都の重要施策である少子化対策として、結婚予定者支援を開始予定のため、個別取組事項を修正し、2023年度計画に取組を追加した。
個別取組事項　環境志向や健康志向など多様化するニーズに対応した先駆的な住宅の提供
　・その他先駆的モデル事業について「環境配慮型住宅供給」とすることとしたため、計画の記載内容を見直した。都の主要施策である住宅の
　　ゼロエミッション化に向けて既存住宅への太陽光発電設備及びEV充電設備の設置を推進していくため、新たに計画に記載した。
個別取組事項　行政との連携（初の島嶼部での住宅）（アーティスト支援）
　・生活文化スポーツ局と連携してアーティストを支援する取組を実施予定のため、個別取組事項を修正し、2023年度計画に取組を追加した。
上記のほか、事業進捗・実績を踏まえ、一部計画の見直しを行うとともに、ペット等共生住宅については記載箇所を見直した。

2023年度改訂の視点による区分

少子高齢化や健康志向の高まり等により人々の考え方や住まい方は変化し、住宅への新たなニーズが生まれてきている。とりわけ新型コ
ロナウイルス感染症による変化には早急な対応が必要である。これらの課題にスピード感を持って取り組み、その成果を賃貸住宅市場に
波及させていくことも重要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
新しい日常に対応した住環境の
整備（３か年の新規整備　延180
団地以上）
【目標②】
先駆的事業の実施による新たな
ニーズへの対応（新しいタイプ
の住宅供給や新たな領域への
チャレンジを５団地以上実施
し、効果的な広報戦略により賃
貸住宅市場への波及を図る。）

コロナの感染拡大を契
機とした、新しい日常
に対応した取組の推進

少子高齢社会を見据え
た
新たなシニア向け住宅
等の提供、結婚予定者
支援

環境志向や健康志向な
ど多様化するニーズに
対応した先駆的な住宅
の提供

行政との連携
（初の島嶼部での住
宅）
（アーティスト支援）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新たな取組に関する賃
貸住宅市場への波及

②

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の展開

○KH経堂フォレスト入居後１年アンケート実施
（禁煙住宅、テレワーク環境等）
○PRTIMESを活用し、先駆的な取組に関する４件のプレスリリース配信
○戦略全体像の検討
・試行導入した動画作成ツールによる動画制作
・動画作成ツールの活用を踏まえたメディア戦略検討
○メディア向け現地見学会開催（２回）

○アンケートを実施し、禁煙住宅等について居住者の声を分析していく。
○C大蔵の杜（禁煙住宅、ウイルス対策など）の竣工にかかるプレスリリースを実施し、新聞に掲載
されるなど取組を広く発信できた。
○各種メディアの効果検証を行い、2023年度以降のメディア戦略を検討していく。
○C大蔵の杜の竣工見学会では全国賃貸住宅新聞社など２社が参加し、新聞等に掲載された。自動運
転の試乗会では都政新報社など５社が参加し、新聞やケーブルテレビ等の各種媒体に掲載され、取
組をより効果的に発信できた。

○C大蔵の杜の入居後一年アンケートの実施、結果分析
（禁煙住宅、ウイルス対策等）
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
・配信した記事の閲覧数や各種メディアへの掲載数などの確認
○メディア戦略の展開
・自主制作動画をホームページや動画サイト、SNS等に展開
○メディア向け現地見学会開催

【目標①】2022年11月末までに延8団地に整備し、累計で延26団地となった。テレワーク環境の整備や宅配
ボックスの設置について取組を加速していく。
【目標②】新たなニーズへの対応に向けて、新しいタイプの住宅の供給など取組を進めている。シニア住宅、
ペット等共生住宅、禁煙住宅、小笠原住宅の整備の検討を進めるとともに、新たにウイルス対策に配慮した住
宅を竣工させるなど取組を推進した。また、インターネット配信サービスによるプレスリリースを実施し、効
果的な情報発信を行うことができた。

◆当社は公的団体として、社会の
変化や人々の考え方、ライフスタ
イルの多様化などによる住まい
ニーズの変化を捉え、当社の保有
するアセットや人的資源を最大限
活用して政策課題や社会課題の解
決を図ること、また先駆的な事業
にも迅速に取り組み、賃貸住宅市
場を先導する役割を担うことが求
められている。
◆先駆的な取組等を賃貸住宅市場
に波及させるため、積極的に情報
発信していくことが必要である。

◆コロナを契機とした新しい日常
への対応や健康志向の高まり、高
齢者の見守り・バリアフリーなど
多様化する住まいニーズを的確に
捉え、スピーディーに取組を進め
ていくため、ソフト・ハードの取
組を一体的に企画する新組織の設
置など、戦略的な組織改正を行
う。
◆住宅分野以外の新たな領域の関
係団体や民間事業者・行政等との
連携によりシナジー効果を生みだ
し、より付加価値の高い先駆的な
住宅や地域課題解決に資する住宅
など、民間事業者が手掛け難い新
しいタイプの住宅を提供してい
く。
◆JKK住宅のスケールを活かして
先駆的取組を各種展開していく。
また、先駆的事業の政策効果を社
会に発信することにより、今後の
公的賃貸住宅を先導し、その成果
を賃貸住宅市場に波及させてい
く。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度54％以上

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度55％以上

①

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

①②

○都営住宅入居者募集ホームページの着実な運用及び各種募集
（定期使用住宅募集、単身向一般募集等）へのオンライン化拡
大に係る都のシステム構築協力
○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への協力

〇募集オンライン利用の促進

○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への協力

③
○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等導入の選定や社内体制の構築、業務
処理の開始

○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等を用いた迅速で的確な業務運用

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度54％以上

○「お客様の声改善会議」の継続実施（６月、８月）
　（対応・情報共有：16件）
○お客さまの声等を踏まえた、政策に資する都への提案
　（提案３件、採用３件）
○全職員向けの接遇等の研修実施
○2022（Ｒ４）年度お客さまアンケート内容の見直し

○お客様の声を分類・検証したうえで改善方針を検討し、必要なものは速やかに改善した。
○都営住宅初の住戸見学会や子育て世帯支援イベントなど都の政策に資する取組を都に提案し、実施に
繋げた。
○スピーディーに満足度を高めるため、窓口職員接遇研修、全職員接遇研修、パートナーシップ制度研
修を新たに実施するなど研修を強化した。
○アンケートについて、実施方法等を改善した。アンケート結果を踏まえ、次期プランにおけるお客さ
まサービスに関する目標を整理していく。

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度55％以上
○次期プランにおけるお客さまサービスに関する目標の整理

①

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

○共益費事業の新規申込57団地
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（10の筋トレや子ども食堂など新規開催14団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）
○自治会向け専用ダイヤルの開設（８月から842件）及び自治会向け法律相談会
の実施（9月から３回※12自治会の案件に対応）

○自治会向け広報紙に共益費事業の紹介を掲載し広く周知した。自治会等からの問い合わせに対して、
状況に即した回答やアドバイスを行うなど申込みの促進を図った。
○「東京みんなでサロン」など集会所を活用した取組について、区市の福祉機関等からの問合せ等に対
応した。
○広報紙「すまいのきずな」を発行し、自治会へのアンケートで収集した自治会運営等の課題や取組な
ど有用性の高い情報を提供した。
○自治会向けの専用ダイヤル及び無料の法律相談会を開始し、自治会からの相談等にきめ細やかに対応
した。

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）
○自治会向け専用ダイヤルの適切な運営及び自治会向け法律相談会の実施（12
回）

①②

○都営住宅入居者募集ホームページの着実な運用及び各種募集
（定期使用住宅募集、単身向一般募集等）へのオンライン化拡
大に係る都のシステム構築協力
○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への協力

○抽選方式による募集すべてのオンライン化完了（11月）
○都営住宅管理総合システムの再構築に向けた、現行業務の業務量調査、業務課
題分析等への対応

○利用者画面の構築、世帯構成、年齢要件に係るエラーチェックの条件定義等に関して、課題の洗い出
しと解決方法の決定まで、都と協働して取り組んだ。
○都が実施している都営住宅管理システム再構築に向けた、都営住宅業務の抜本的な見直し・最適化に
当たり、現行業務の業務量調査や業務課題分析のための各種ヒアリング等に対応した。機能性の高いシ
ステムの構築に寄与するため、ヒアリング等では、実務に精通した当社のノウハウを活用して、新シス
テムの機能提案や現行システムからの改修要望を積極的に行った。

〇募集オンライン利用の促進

○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への協力

③
○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等導入の選定や社内体制の構築、業務
処理の開始

○都営住宅管理業務のＲＰＡ化の推進（２業務導入、１業務開発中）
○ＡＩ－ＯＣＲの導入検討実施
　読み取りテスト（実証）に係る事業者との契約締結

○検討チームを設け、自動化が望める業務の選定、進行管理を行った。
ＲＰＡ化及びＲＰＡに合わせた業務フローの見直しを行い、業務の効率化及び確実性の向上につなげ
た。
○都営住宅の申請処理における作業時間の短縮や確実性の向上を図るため、ＡＩ－ＯＣＲの導入を検討
している。導入に向け、事業者へのヒアリング、見積りの徴取、実機デモの見学等を実施し、ＡＩ－Ｏ
ＣＲによる減免申請の読み取りテスト（実証）に係る事業者との契約を締結した。今後、検証結果を踏
まえ、導入可否を含め検討していく。

○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等を用いた迅速で的確な業務運用

 東京都住宅供給公社 戦略の性質による区分

戦略３ 都営住宅管理等における業務改善とお客さまサービ
スの向上

事業
運営

DXによるお客さまサー
ビスの向上

RPAの導入等による業務
の効率化とお客さまサー
ビスの改善

コロナを契機として、社会全体で各種手続等のデジタル化・簡素化の動きが加速している。都営住宅では、65歳以上の住宅名義人は６割を超
え、増加する高齢者への対応とともに、障がい者や外国人への配慮など、多様なニーズに応える住宅管理が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆当社は都営住宅管理における入
居者アンケート調査を毎年度実施
している。サービスの総合的な満
足度（５段階評価の上位２項目）
は、2002年度の33.9％から2019
年度には51.9％まで改善してい
る。引き続き、入居者の住宅管理
への多様なニーズや社会変化に対
応し、お客さま満足度を更に向上
させることが課題となっている。
◆都営住宅では名義人が65歳以上
の世帯は68.7％（2019年度末）と
なっており著しく高齢化が進んで
いる。入居者や自治会のニーズを
踏まえた更なる支援に取り組んで
いくことが重要である。
◆コロナの影響や利便性向上の観
点から非対面での対応の拡大が求
められている。

◆お客さまに寄り添った高い水準
のサービスを提供していくため、
お客さまの声を分析したうえで最
適なサービスのあり方を検討し、
都に新たな施策や改善提案を行う
などサービスの改善に繋げてい
く。
◆都では、年間12万件の申込を郵
送等で受け付けている都営住宅入
居者募集業務のオンライン化を検
討している。都に協力しながら適
切に対応し、DX化など非対面での
業務拡大を図りQOSを向上させて
いく。
◆都営住宅管理業務の膨大な事務
作業について、先進技術の活用も
見据え、事務処理方法の見直しを
図り、業務の効率化や正確性の向
上につなげていく。

【目標①】
都営住宅管理サービスの総合的な
満足度（55%以上）

【目標②】
都営住宅募集オンライン化対応
（2021年度完了）

【目標③】
業務効率化・お客さまサービス改
善のための管理業務改革プロジェ
クト
（2022年度完了）

お客さまの声を踏まえた
業務改善及び東京都への
政策提案

高齢者対応、自治会支援
の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 都営住宅管理等における業務改善とお客さまサービ
スの向上

事業
運営

個別取組事項　お客さまの声を踏まえた業務改善及び東京都への政策提案
　・2021年度のアンケートで項目等見直しを行い、その影響で例年と比較して満足度が大幅に減少したため、2022年度アンケートでは実施
　　方法等を改善した。アンケート結果を踏まえ、2023年度に次期プランにおけるお客さまサービスに関する目標を整理していくこととした
　　ため、2023年度計画に追加した。
個別取組事項　高齢者対応、自治会支援の強化
　・自治会支援として新たに開始した「自治会専用ダイヤル」「自治会向け法律相談会」について、2023年度にも継続的に実施していくため、
　　2023年度計画に追加した。

2023年度改訂の視点による区分

コロナを契機として、社会全体で各種手続等のデジタル化・簡素化の動きが加速している。都営住宅では、65歳以上の住宅名義人は６割を超
え、増加する高齢者への対応とともに、障がい者や外国人への配慮など、多様なニーズに応える住宅管理が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
都営住宅管理サービスの総合的な
満足度（55%以上）

【目標②】
都営住宅募集オンライン化対応
（2022年度全４種類の募集のオ
ンライン化完了）
都営住宅募集オンライン利用の促
進

【目標③】
業務効率化・お客さまサービス改
善のための管理業務改革プロジェ
クト
（2022年度完了）

お客さまの声を踏まえた
業務改善及び東京都への
政策提案

高齢者対応、自治会支援
の強化

DXによるお客さまサー
ビスの向上

RPAの導入等による業務
の効率化とお客さまサー
ビスの改善

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
【目標①】満足度の向上に向けて接遇やパートナーシップ制度等に関する研修を実施した。2022年度アンケートにつ
いて、実施方法等を改善した。アンケート結果を踏まえ、次期プランにおけるお客さまサービスに関する目標を整理
していく。
【目標②】都営住宅募集オンライン化は、2021年度内に導入した。2022年度中にすべての募集（全4種類）で導入を
予定している。

◆当社は都営住宅管理における入
居者アンケート調査を毎年度実施
している。サービスの総合的な満
足度（５段階評価の上位２項目）
は、2002年度の33.9％から2019
年度には51.9％まで改善してい
る。引き続き、入居者の住宅管理
への多様なニーズや社会変化に対
応し、お客さま満足度を更に向上
させることが課題となっている。
◆都営住宅では名義人が65歳以上
の世帯は68.7％（2019年度末）と
なっており著しく高齢化が進んで
いる。入居者や自治会のニーズを
踏まえた更なる支援に取り組んで
いくことが重要である。
◆コロナの影響や利便性向上の観
点から非対面での対応の拡大が求
められている。

◆お客さまに寄り添った高い水準
のサービスを提供していくため、
お客さまの声を分析したうえで最
適なサービスのあり方を検討し、
都に新たな施策や改善提案を行う
などサービスの改善に繋げてい
く。
◆都では、年間12万件の申込を郵
送等で受け付けている都営住宅入
居者募集業務のオンライン化を検
討している。都に協力しながら適
切に対応し、DX化など非対面での
業務拡大を図りQOSを向上させて
いく。
◆都営住宅管理業務の膨大な事務
作業について、先進技術の活用も
見据え、事務処理方法の見直しを
図り、業務の効率化や正確性の向
上につなげていく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅の建設・施工監理
○高齢者施設等の建設工事
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅の竣工（１団地）
○高齢者支援施設等の開設（１箇所）
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

②

○監査室による独立した監査の実施
○外部理事の選定・登用
○内部統制として、現場部門による自己点検・改善、内部統制
評価担当による評価を実施

○BCP（地震編・風水害編）の見直し、新型コロナ感染症対策
を備えたBCP（感染症編）の刷新

○監査室による監査の強化・拡充
○外部理事による理事会機能の強化
○PDCAによる内部統制の強化（本格運用）

○BCP（地震編・風水害編・感染症編）の見直し

②
○財務系システム開発完了・運用開始
○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発に係る要件定義

○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発着手

③

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進（60
戸以上）
○建替え（竣工２団地）
○東京都借入金の着実な償還（83億円）

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進（60戸以上）
○建替え（竣工３団地）
○東京都借入金の着実な償還（82億円）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅の建設・施工監理
○高齢者施設等の建設工事
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

○全団地を対象に本格実施
　広報紙や住宅掲示板等による利用呼びかけ
○実施設計完了、建設工事発注準備
○運営事業者による高齢者施設等建設中
○テレワーク環境導入（２団地）
〇公共政策に資する取組を金額に換算した額26.5億円（2022年度見込）※詳細
はJKK東京アクションプラン公共政策的事業指標参照

○広報紙・掲示板への掲載や説明会の開催等により、11月末時点で80件の申込みにつながった。今
後、入居者を見守る側の親族などにも周知を図っていく。
○埋蔵文化財調査により建設スケジュールの遅延が発生した。小金井本町の建替え工事の発注準備を実
施している。
○小金井本町（2023年度開設予定）にて、事業者との協議・調整を実施している。
○Ｃ大蔵の杜・Ｃ興野町のコミュニティサロンにWi‒Fiを導入した。2022年度内に既存住宅50団地のコ
ミュニティサロンにWi-Fiを導入していく。

【戦略１及び２再掲】
○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅建設・施工監理（2024年10月竣工予定）
○高齢者支援施設等の開設（１箇所）
○テレワーク環境の導入（63団地：既存61、建替２）
　（131団地／200団地 設置率65％）
〇公共政策に資する取組（前年度以上）

②

○監査室による独立した監査の実施
○外部理事の選定・登用
○内部統制として、現場部門による自己点検・改善、内部統制
評価担当による評価を実施

○BCP（地震編・風水害編）の見直し、新型コロナ感染症対策
を備えたBCP（感染症編）の刷新

○監査室による独立した内部監査の実施
○外部理事の選定（女性２名）
○内部統制委員会を開催（３回）し、内部統制の自己点検・改善の推進、評価に
ついて審議し、現場部門による自己点検を推進
○BCP（地震編、風水害編、感染症編）の見直しを推進
・地震発生時の参集ルールの見直し、非常時優先業務の具体化など

○監査室の設置により監査の独立性を確保し、ガバナンスの強化を図った。
○外部理事（女性２名）を選定し、12月26日付で任命を予定している。
○内部統制委員会を開催し、内部統制の推進や評価、リスク管理の対応等について審議した。業務レベ
ル及び全社レベルの評価シートによる自己点検を推進した。今後、評価等を実施し、PDCAによる運用
を図っていく。
○BCP（地震編、風水害編、感染症編）の改正案を作成し、見直しを推進した。2022年度内に改正を行
い、2023年度に運用を図っていく。

○監査室による監査の強化・拡充
○外部理事の知見の反映による理事会機能の強化
○PDCAによる内部統制の強化（本格運用）

○PDCAによるBCP（地震編、風水害編、感染症編）の運用

②
○財務系システム開発完了・運用開始
○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発に係る要件定義

○財務系システム開発完了・運用開始（11月）
○建設営繕系システム開発中（積算機能の基本設計改善）
○居住者管理系システム（インターネット募集機能）開発中

○運用テスト、社内研修等を計画的に実施したことで、大きなトラブルなく新システムの運用を開始す
ることができた。
○建設営繕系システムの中心機能である積算機能について、よりよいシステム開発とするため、業務効
率化及び事故防止の観点から要件定義及び基本設計の改善を実施している。
○入居希望者の利便性が向上するインターネット募集機能の開発を先行して進めており、要件定義を実
施している。

○業務効率化及び事故防止を図るため、建設営繕系システム開発中
○入居希望者の利便性向上を図るため、居住者管理系システム開発着手

③

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進（60
戸以上）
○建替え（竣工２団地）
○東京都借入金の着実な償還（83億円）

○空家リニューアルの推進
　・56戸竣工、45戸工事中
○建替え（竣工２団地）
・C大蔵の杜１期（７月）
・C興野町（９月）
○東京都借入金の償還3.5億円

○空家リニューアルの規模拡大に向けて、契約手続きの単価契約方式への移行や代表的な型式の住戸に
おけるリニューアルの標準化を推進している。
○的確な工事監理、魅力ある商品企画、コストバランス調整、地元自治体等との個別事案についての調
整等を行いながら建替事業を推進している。
○安定した家賃収入を原資とし、計画通り借入金を償還している。

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進（120戸以上）
○建替え（竣工２団地）
○東京都借入金の着実な償還（82億円）

 東京都住宅供給公社 戦略の性質による区分

戦略４ 社会貢献の最大化と自立的経営の両立
組織
運営

業務を効率的に行うため
の業務システム改善

収益力の強化と負債の圧
縮

当社は都の政策連携団体として、また地方住宅供給公社法に基づく法人として、都政や社会に貢献することが求められる一方で、健全な経営
を自立的に実現しなければならない事業体である。また自立的経営を確保するうえで、ガバナンスの強化が極めて重要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○前年度までの効果・検証を行い実施

○法改正等社会動向を見据え、再雇用社員の更なる雇用上限年齢の引き上げを検
討
○JKK住まいるアシスタントの採用拡大・育成

◆当社は、自立的で健全な経営を
実現しながら、住宅事業を通じて
政策課題や社会課題に取り組み、
社会に貢献していくことが使命で
あるが、社会貢献の取組を拡大し
ていくためには、収益力を強化す
るとともに、必要な資金を確保す
るなど更なる財務基盤の強化が課
題となる。
◆また、こうした目的を実現する
ためには、経営を支える組織的な
マネジメント体制が必要となって
いる。
◆さらに、人材面では、女性の登
用や意欲と能力のある65歳超の人
材の活用などが社会的に求められ
ている。

◆社会貢献の取組をJKK東京アク
ションプランにおいては「公共政
策的事業指標」として見える化
し、今後施策の拡大を図ってい
く。
◆現行の執行体制や業務フローを
見直し、内部統制が確保できるよ
う体系化して更なる体制強化を進
めていく。

◆個々の住宅の状況に応じた的確
な対策による入居促進等により収
益力の向上を図っていく。また、
安定的かつ有利な条件での資金調
達を行いながら、内部資金を活用
して都借入金をはじめとした負債
の圧縮に取り組み、バランスシー
トを改善していく。

◆女性の登用を進めるための研修
の充実や高齢者の登用制度の創設
に取り組んでいく。

【目標①】
公共政策的事業指標の拡大
（毎期前年度以上）

【目標②】
ガバナンス強化（内部統制本格運
用）

【目標③】
財務指標（売上高経常利益率12％
以上、自己資本比率40％以上）

【目標④】
多様な人材登用による組織体制の
強化（新規女性管理職・係長10名
以上、高齢者登用制度創設）

少子高齢社会、防災、コ
ロナ対策など公共政策的
取組の推進

内部統制の構築・運用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

多様なマンパワーの活用 ④

○女性職員の研修参加対象者拡大・内容の充実

○再雇用社員の新制度による登用開始

○JKK住まいるアシスタントの採用拡大・育成

戦略の性質による区分

戦略４ 社会貢献の最大化と自立的経営の両立
組織
運営

個別取組事項　少子高齢社会、防災、コロナ対策など公共政策的取組の推進
　・シニア向け住宅について、埋蔵文化財調査の影響等によりスケジュールに遅延が生じたため、計画を見直した。
　・テレワーク環境の導入について、未導入団地への設置ペースを加速するため規模を見直すとともに到達率がわかるように設置率を追加した。
個別取組事項　内部統制の構築・運用
　・BCPについて、2022年度に改正したBCPをPDCAにより運用・確認を行い、適時改善を実施していくこととするため、計画の記載内容を
　　見直した。
個別取組事項　収益力の強化と負債の圧縮
　・空家リニューアルについて、規模を拡大して取組を加速していくため、計画を見直した。
　・建替えについて、１団地で埋蔵文化財調査の影響等によりスケジュールに遅延が生じたため、計画を見直した。
個別取組事項　多様なマンパワーの活用
　・女性職員の研修について、更なる充実・強化をしていくため、計画を見直した。

2023年度改訂の視点による区分

当社は都の政策連携団体として、また地方住宅供給公社法に基づく法人として、都政や社会に貢献することが求められる一方で、健全な経営を自立的に実現しなければ
ならない事業体である。また自立的経営を確保するうえで、ガバナンスの強化が極めて重要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
公共政策的事業指標の拡大
（毎期前年度以上）

【目標②】
ガバナンス強化（内部統制本格運
用）

【目標③】
財務指標（売上高経常利益率12％
以上、自己資本比率40％以上）

【目標④】
多様な人材登用による組織体制の
強化（新規女性管理職・係長10名
以上、高齢者登用制度創設）

少子高齢社会、防災、コ
ロナ対策など公共政策的
取組の推進

内部統制の構築・運用

業務を効率的に行うため
の業務システム改善

収益力の強化と負債の圧
縮

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

多様なマンパワーの活用 ④

○女性職員の研修参加対象者拡大・内容の充実

○再雇用社員の新制度による登用開始

○JKK住まいるアシスタントの採用拡大・育成

○女性職員の研修参加対象者拡大・内容の検討
○労使協定に基づく対象者基準に沿って適切に運用
○JKK住まいるアシスタント２名増員（4名体制）
　高齢者・障害者支援等に係る研修受講を推進

○2021年度は係長と主任職を対象として実施したが、年代別カリキュラムの採用と受講対象を業務職
員にまで拡大（昨年度比約4倍）することを検討している。
○対象者基準に基づき、2022年度は9名の雇用上限年齢を引き上げた。
○期中入社に向けた採用活動を実施し、複数媒体に求人広告を出稿した。福祉・介護関係に理解のある
者や経験者を中心に選考している。採用された職員に対して、所属部署において社内研修を行うほか、
積極的な外部講座の受講を推進した。2023年度以降更なる増員を図っていく。

○前年度までの研修の効果を検証、研修内容の充実・強化
・女性職員向け研修の継続のほか、管理職層研修等において、組織風土の変革に
向けたマインドセットに係るカリキュラムの採用を検討
○法改正等社会動向を見据え、再雇用社員の更なる雇用上限年齢の引き上げを実
施
○JKK住まいるアシスタントの採用拡大・育成

【目標①】高齢の方等に向けた安否確認機器による見守りサービスを開始し、公共政策に資する取組を拡大した。
【目標②】内部統制委員会を開催し、内部統制の推進等について審議した。現場部門による自己点検を推進し、評価
等を実施しPDCAによる運用を図っていく。
【目標③】通期業績見通として、売上高経常利益率13.5％、自己資本比率38.5％となる見込である。
【目標④】2022年４月に女性職員５名（管理職２名・係長３名）を新たに任用した。再雇用社員の新制度を適切に運
用した。

◆当社は、自立的で健全な経営を
実現しながら、住宅事業を通じて
政策課題や社会課題に取り組み、
社会に貢献していくことが使命で
あるが、社会貢献の取組を拡大し
ていくためには、収益力を強化す
るとともに、必要な資金を確保す
るなど更なる財務基盤の強化が課
題となる。
◆また、こうした目的を実現する
ためには、経営を支える組織的な
マネジメント体制が必要となって
いる。
◆さらに、人材面では、女性の登
用や意欲と能力のある65歳超の人
材の活用などが社会的に求められ
ている。

◆社会貢献の取組（少子高齢社会
への対応、地域の防災性向上、環
境負荷の低減など特に公共政策に
資する取組）をJKK東京アクション
プランにおいては「公共政策的事
業指標」として見える化し、今後
施策の拡大を図っていく。

◆現行の執行体制や業務フローを
見直し、内部統制が確保できるよ
う体系化して更なる体制強化を進
めていく。

◆個々の住宅の状況に応じた的確
な対策による入居促進等により収
益力の向上を図っていく。また、
安定的かつ有利な条件での資金調
達を行いながら、内部資金を活用
して都借入金をはじめとした負債
の圧縮に取り組み、バランスシー
トを改善していく。

◆女性の登用を進めるための研修
の充実や高齢者の登用制度の創設
に取り組んでいく。

43



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・既に導入したシステムの改修等により電子申請導入率
100％　※効果が見込めない事業を除く
・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）の構築に
向けた比較、検討
・AI‒OCR・RPＡの試行実施の結果を踏まえた効率的な審査業
務の展開や申請者データ等の分析が可能となるデータベースの
構築に向けた検討

・電子申請導入率を95%（41件/43件）に向上
　※2事業は年度末まで電子申請導入予定
・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）を検討するため調査委託を
実施
・電子申請システムからデータベースへの入力業務においてRPA導入を拡大
・助成金申請者が審査状況が確認できるツールを構築しHPに公表

・R4年度に新たに開始した事業においてシステムやメールを活用した電子申請による受付を開始し、
導入率の向上を図った。
・異なる電子申請システム（WEBフォーム）の統一化や各助成事業間でのデータ連携に向けた検討を
実施し、より利便性の高いシステム構築に向けた取組を実施した。
・電子申請の実績の多い事業において、RPAを導入し電子申請システムからデータベースへの入力業務
の効率化を図った。

・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）と効率的な審査や申請者
データの分析・活用が可能となるデータベースの構築
・更なるDX推進を見据えて、新たなデジタル化の取組を検討

②
・助成事業の積極的な活用を促すなど、ZEVの利用意識を高め
るような動機付けコンテンツを提供
・20以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

・キャラクターを活用した特設サイトやグッズ配布、助成金額、環境配慮行動
など様々な方面からアプローチした動画を作成しSNSにより配信した。
・新たに15社とZEVの認知度向上を図るための協定を締結

・申請者情報を分析し、若者からの申請件数が少ないことから、若者をターゲットにした広報内容や媒
体を活用し、ZEV普及に向けた広報を展開した。
・他団体と連携したイベントの参加などによりZEV事業の認知度の向上を図った。

・ZEV普及の裾野を広げるため、学生等を対象とした環境学習を拡充
・これまでの取組の成果を踏まえて広報計画を見直し
・30以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

③
・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オンライン診断の具体的実施方法の検討、試行実施

・換気設備に対する省エネ提案を実施し、業務・産業用部門における
CO2排出量削減を推進（65件）
・コロナ禍における省エネ診断業務の利用拡大に向け、オンラインによる診断
を試行的に実施（2件）

・既存の換気設備の有効活用について提案を行うことで、エネルギー需給ひっ迫回避に向けた取組に貢
献した。
・オンライン診断について試行的に実施し、効率的かつ効果的な実施方法とするため課題等を把握し解
決に向けた取組を実施した。

・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オフライン・オンライン診断の本格実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

●審査事務に精通する企業など外部のリソースを活用した審査体制の強化
●オンライン申請様式の改善など、都民等助成利用者からの声を反映した助成
システム利便性向上に向けた取組の推進
●申請毎に異なるデータベースの統一化を進め、PVや蓄電池設置などデータを
活用した事業の更なる強化

①

●新制度の理解促進と助成金事業の利便性向上に繋がる太陽光発電、断熱・省
エネに関するワンストップ総合相談窓口の本格運用
●都民・事業者からの問合わせ内容のデータベースの構築・運用
●問合せ内容の検証・分析による都への事業改善の提案

①

●省エネ機器や再エネ設備などを提供する企業・団体等との連携による広報展
開
●HTTの取組浸透・定着に向けた広報展開（動画、Web、SNSなどのデジタル
広報の充実ほか、雑誌掲載やイベント企画など重層的な広報を展開）

(公財)東京都環境公社 戦略の性質による区分

戦略１ エネルギーの脱炭素化
事業
運営

コロナ禍での省エネ対策
強化

２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロに向けて、エネルギーの脱炭素化を図るため、省エネルギー対策や再生可能エネルギーの利用拡大など実
効性の高い事業をより強力に推し進めていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・助成金事業の利便性向上では、電子申請等導入率95%（41件/43件）に向上させ、今期100％を達成する見込。
ZEVの普及では、新たに15団体と協定を締結し、若年層を対象とした広報など、更なる助成金の利用拡大に向けた
取組を展開。省エネ診断では、エネルギー需給ひっ迫回避と感染症対策の両立を図るため、即時性のある換気設備
の運転改善の提案を実施
・今冬における電力需給の逼迫への対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、脱炭素行動の推進と事業
者支援を基軸に戦略立てし、取組を強化

◆ゼロエミッション化に直接寄与
する助成金事業については、申請
者の利便性を高めて様々な事業
者・都民に利用してもらうことが
必要であるが、現在の申請方法で
は申請書の記入や書類の不備への
手続き等に際し、申請者側の手間
がかかっている。

◆ZEVの普及拡大に向けて、関心
層・無関心層それぞれに対する情
報提供・支援等が重要であるが、
それが十分に出来ていない。

◆コロナの影響により、新たな生
活様式が広がっている中で、これ
までの省エネ対策の見直しが必要
となってきている。

◆オンライン申請、AI-OCRなど
ICTを活用した審査業務の効率化
を通じて助成金事業の利便性を高
めるとともに、それまでに培った
申請者ニーズの把握や活用事例の
蓄積により、新たな助成金事業の
展開について都への提案を行うこ
とで、再エネなど脱炭素エネル
ギーの転換を促進する。

◆ZEV関連事業について、誰もが
理解できるよう効果的な情報提供
をしつつ、多様な主体と連携し、
各事業の利用者に即した広報・啓
発活動を実施するなど、ZEV普及
に向けた気運を醸成する。

◆省エネルギー対策と新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の両立を
図るため、申込者確保に向けた診
断方法等（換気設備効率化等）の
見直しを図る。

【目標①】
◆助成金電子申請導入率を事業数
ベースで原則100％に向上
※効果が見込めない事業を除く

【目標②】
◆クール・ネット東京と連携して
ZEVの普及活動を実施する外部団
体等を30以上に拡大

【目標③】
◆新たな省エネ診断手法の提案・
実施

助成金事業の利便性向上

ＺＥＶの普及

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１
都民のゼロカーボンアクションの推進【大幅改
訂】

事業
運営

厳しい電力需給の対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、「脱炭素行動の推進」（戦略１）と「事業者支援」（戦略２）を基軸にそれぞれ戦略立てし、取組を強化する。※該当する都の重要施策（東京都環境基本計画）…再生可能エ
ネルギーの基幹エネルギー化、ゼロミッションビルディングの拡大、ゼロエミッションモビリティの推進
(取組1）家庭向け助成事業の利用率の向上　⇒　事業毎に構築していた助成システムにおけるオンライン申請様式の改善や外部リソースの活用により、スピーディーかつ柔軟に対応できる審査体制を構築し、更なる利用促進に繋げる。また、助成
システムのデータベースの統一化を進め、蓄積されたデータを分析などを踏まえた新規事業の実現に繋げる。
(取組2）太陽光発電設置義務化に向けた新たな制度の理解促進　⇒　新制度を円滑に進めるため、都民等に対する理解促進と取組支援である助成事業の紹介等を一括でワンストップで対応することを目的とした相談窓口を設置し、的確に対応でき
る体制の整備する。また、窓口に寄せられた意見等を整理・分析し、既存事業の改善案など企画提案を推進する。
(取組3)ＨＴＴ広報の強化　⇒　HTTの視点で、省エネ機器や再エネ設備などを提供する企業・団体等との連携による広報を展開するとともに、動画、Web、SNSなどのデジタル広報の充実ほか、雑誌掲載やイベント企画など重層的な広報を展開
し、都民へのHTT取組浸透・定着を図る。

2023年度改訂の視点による区分

喫緊の課題であるエネルギーの安定確保を図りつつ、2030年のカーボンハーフに繋げていくには、省エネ対策や再エネ利用の拡大など脱
炭素行動の個々の実践が不可欠であり、都民一人ひとりの持続可能な行動様式の定着と取組の環の拡大を図って行く必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
◆ 「太陽光パネルの標準設置」
ムーブメントの醸成
2030年目標である都内太陽光発
電導入200万kw以上の達成に向
けて、導入補助や総合相談、PR
を戦略的かつ一体的に展開

◆ データの活用や都民からの相
談内容など現場の声を踏まえた提
案による施策強化への貢献

家庭向け助成事業の利用
率の向上

太陽光発電設置義務化に
向けた新たな制度の理解
促進

HTT広報の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・助成金事業の利便性向上では、電子申請等導入率95%（41件/43件）に向上させ、今期100％を達成する見込。
ZEVの普及では、新たに15団体と協定を締結し、若年層を対象とした広報など、更なる助成金の利用拡大に向けた
取組を展開。省エネ診断では、エネルギー需給ひっ迫回避と感染症対策の両立を図るため、即時性のある換気設備
の運転改善の提案を実施
・今冬における電力需給の逼迫への対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、脱炭素行動の推進と事業
者支援を基軸に戦略立てし、取組を強化

◆現場で把握した課題に対する分
析・改善
・脱炭素化に直接寄与する助成金
事業について、ニーズを踏まえた
サービスを提供し、利用促進に繋
げていくためには、事業の最前線
で把握した課題と分析を踏まえた
改善など事業効果を高める取組を
一層スピーディ且つタイムリーに
推進する必要がある。

◆太陽光発電設置などHTTの行動
変容に繋がる情報提供・支援
・新制度による太陽光発電設置義
務化を見据え、都内の大きなポテ
ンシャルである住宅屋根の活用を
踏まえたPV設置のメリットや手法
など必要となる情報提供や支援等
により、都民の理解浸透を図ると
ともに、HTTの取組を一人ひとり
が自分ごととして捉え、行動を喚
起していくことが重要である。

◆助成事業の利便性向上とデータ
を活用した改善提案
・新たに都民向けの総合相談窓口
を設置し、ニーズに応じた助成金
事業の紹介などワンストップでの
相談体制を構築することで更なる
助成事業の利用促進につなげると
ともに、デジタル技術の活用を進
め事業データを活用した改善提案
により、都の施策効果向上に繋げ
る。

◆多様な主体と連携した普及広報
の展開
・都が推進するHTTの取組につい
て、誰もが理解でき、やれること
からすぐに取り組めるような事例
など訴求力の高い効果的な情報提
供と企業や団体など多様な主体と
連携した普及広報を展開し、都内
における太陽光発電設備の設置拡
大を図っていく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・既に導入したシステムの改修等により電子申請導入率
100％　※効果が見込めない事業を除く
・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）の構築に向
けた比較、検討
・AI‒OCR・RPＡの試行実施の結果を踏まえた効率的な審査業
務の展開や申請者データ等の分析が可能となるデータベースの
構築に向けた検討

・電子申請導入率を95%（41件/43件）に向上
　※2事業は年度末まで電子申請導入予定
・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）を検討するため調査委託を実
施
・電子申請システムからデータベースへの入力業務においてRPA導入を拡大
・助成金申請者が審査状況が確認できるツールを構築しHPに公表

・R4年度に新たに開始した事業においてシステムやメールを活用した電子申請による受付を開始し、導
入率の向上を図った。
・異なる電子申請システム（WEBフォーム）の統一化や各助成事業間でのデータ連携に向けた検討を実
施し、より利便性の高いシステム構築に向けた取組を実施した。
・電子申請の実績の多い事業において、RPAを導入し電子申請システムからデータベースへの入力業務の
効率化を図った。

・利便性の高い電子申請システム（WEBフォーム）と効率的な審査や申請者デー
タの分析・活用が可能となるデータベースの構築
・更なるDX推進を見据えて、新たなデジタル化の取組を検討

②
・助成事業の積極的な活用を促すなど、ZEVの利用意識を高め
るような動機付けコンテンツを提供
・20以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

・キャラクターを活用した特設サイトやグッズ配布、助成金額、環境配慮行動な
ど様々な方面からアプローチした動画を作成しSNSにより配信した。
・新たに15社とZEVの認知度向上を図るための協定を締結

・申請者情報を分析し、若者からの申請件数が少ないことから、若者をターゲットにした広報内容や媒体
を活用し、ZEV普及に向けた広報を展開した。
・他団体と連携したイベントの参加などによりZEV事業の認知度の向上を図った。

・ZEV普及の裾野を広げるため、学生等を対象とした環境学習を拡充
・これまでの取組の成果を踏まえて広報計画を見直し
・30以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

③
・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オンライン診断の具体的実施方法の検討、試行実施

・換気設備に対する省エネ提案を実施し、業務・産業用部門における
CO2排出量削減を推進（65件）
・コロナ禍における省エネ診断業務の利用拡大に向け、オンラインによる診断を
試行的に実施（2件）

・既存の換気設備の有効活用について提案を行うことで、エネルギー需給ひっ迫回避に向けた取組に貢献
した。
・オンライン診断について試行的に実施し、効率的かつ効果的な実施方法とするため課題等を把握し解決
に向けた取組を実施した。

・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オフライン・オンライン診断の本格実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
●事業者向けワンストップ窓口を起点とし、省エネコンサルティングや省エネ診
断を利用する事業者に対し、中小企業振興公社との連携により、ニーズに合わせ
経営支援メニューを紹介するなど総合的な支援を展開

①
●省エネ機器や再エネ設備などを提供する企業・団体等との連携による広報展開
●民間企業や他団体等との連携による脱炭素経営セミナーの開催（２回）

①
②

●オンライン申請様式の改善など、事業の利便性を向上させ、更なる助成利用の
拡大に繋げるとともに、申請毎に異なるデータベースの統一化を進め、これらの
データを活用しZEVの導入促進などの事業の更なる強化

戦略の性質による区分

戦略2 脱炭素経営に資する総合的な支援【大幅改訂】
事業
運営

２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロに向けて、エネルギーの脱炭素化を図るため、省エネルギー対策や再生可能エネルギーの利用拡大など実効
性の高い事業をより強力に推し進めていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆ゼロエミッション化に直接寄与
する助成金事業については、申請
者の利便性を高めて様々な事業
者・都民に利用してもらうことが
必要であるが、現在の申請方法で
は申請書の記入や書類の不備への
手続き等に際し、申請者側の手間
がかかっている。

◆ZEVの普及拡大に向けて、関心
層・無関心層それぞれに対する情
報提供・支援等が重要であるが、
それが十分に出来ていない。

◆コロナの影響により、新たな生
活様式が広がっている中で、これ
までの省エネ対策の見直しが必要
となってきている。

◆オンライン申請、AI-OCRなど
ICTを活用した審査業務の効率化を
通じて助成金事業の利便性を高め
るとともに、それまでに培った申
請者ニーズの把握や活用事例の蓄
積により、新たな助成金事業の展
開について都への提案を行うこと
で、再エネなど脱炭素エネルギー
の転換を促進する。

◆ZEV関連事業について、誰もが理
解できるよう効果的な情報提供を
しつつ、多様な主体と連携し、各
事業の利用者に即した広報・啓発
活動を実施するなど、ZEV普及に向
けた気運を醸成する。

◆省エネルギー対策と新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の両立を
図るため、申込者確保に向けた診
断方法等（換気設備効率化等）の
見直しを図る。

【目標①】
◆助成金電子申請導入率を事業数
ベースで原則100％に向上
※効果が見込めない事業を除く

【目標②】
◆クール・ネット東京と連携して
ZEVの普及活動を実施する外部団
体等を30以上に拡大

【目標③】
◆新たな省エネ診断手法の提案・
実施

助成金事業の利便性向上

・助成金事業の利便性向上では、電子申請等導入率95%（41件/43件）に向上させ、今期100％を達成する見込。
ZEVの普及では、新たに15団体と協定を締結し、若年層を対象とした広報など、更なる助成金の利用拡大に向けた
取組を展開。省エネ診断では、エネルギー需給ひっ迫回避と感染症対策の両立を図るため、即時性のある換気設備
の運転改善の提案を実施
・今冬における電力需給の逼迫への対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、脱炭素行動の推進と事業
者支援を基軸に戦略立てし、取組を強化

個別取組事項 2023年度2022年度

(公財)東京都環境公社

戦略１ エネルギーの脱炭素化
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

ＺＥＶの普及

コロナ禍での省エネ対策
強化

助成事業の利便性向上と
都施策への提案機能の強
化

厳しい電力需給への対応とともに、その先を見据えた脱炭素社会の実現に向けては、事業者による脱炭素経営の推進が不可欠であり、省エネ
ルギー対策や再生可能エネルギーの導入拡大、水素エネルギーの活用など、各分野で事業者の取組を後押ししていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・助成金事業の利便性向上では、電子申請等導入率95%（41件/43件）に向上させ、今期100％を達成する見込。
ZEVの普及では、新たに15団体と協定を締結し、若年層を対象とした広報など、更なる助成金の利用拡大に向けた
取組を展開。省エネ診断では、エネルギー需給ひっ迫回避と感染症対策の両立を図るため、即時性のある換気設備
の運転改善の提案を実施
・今冬における電力需給の逼迫への対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、脱炭素行動の推進と事業
者支援を基軸に戦略立てし、取組を強化

◆事業者ニーズに合わせた支援
・事業者の脱炭素化に向けた取組
の推進にあたっては、省エネ診断
など公社が有する支援メニューに
とどまらず、多様な主体と連携し
エネルギー消費削減を後押しする
メニューを複数揃えるなど、ニー
ズに合わせた支援が必要である。

◆エネルギーの安定的供給
・脱炭素化に加え、電力供給の逼
迫への対応などエネルギーの安定
供給に向けては、事業者による
HTTの取組が不可欠である。

◆助成事業の特性を踏まえた効率
的な申請
・脱炭素化の取組を促進する助成
金事業の活用を広く促すために
は、煩雑な申請様式をデジタル技
術を活用して使い勝手を高めると
ともに、多様化する助成システム
のデータベースを構築し、データ
分析を踏まえた事業強化を図って
行く必要がある。

◆経営・エネルギー対策を一体的
に実現する体制構築
・新たに事業者向けのワンストッ
プ窓口を設置し、ニーズに応じた
支援メニューの紹介などを実施す
るとともに、中小企業等に経営支
援を行う団体と連携し、経営支援
とエネルギー対策の一体的な支援
体制を整備することで、ゼロカー
ボンに取り組む中小事業者の拡大
に繋げていく。

◆HTT広報の展開
・HTTの取組を広く普及させ、事
業者の脱炭素経営に繋がる取組を
喚起し、様々な支援策により、事
業者の脱炭素行動を促進してい
く。

◆利用促進に向けたデジタル技術
の活用
・助成金申請のデジタル技術の活
用を更に進め、各種システム間の
統一化を図り、事業者による助成
事業の更なる利用促進を図ってい
く。

【目標①】
◆公社の広報・相談・診断・アド
バイス等を通じて、中小企業等の
事業所におけるCO２排出削減を
促進する助成事業の利用事業者数
550件

【目標②】
◆データの活用や事業者からの相
談内容など現場の声を踏まえた提
案による施策強化への貢献

事業者支援体制の強化

HTT広報の強化

2023年度

厳しい電力需給の対応など、エネルギー分野を最重要課題として捉え、「脱炭素行動の推進」（戦略１）と「事業者支援」（戦略２）を基軸にそれぞれ戦略立てし、取組を強化する。※該当する都の重要施策（東京都環境基本計画）…再生可能エネル
ギーの基幹エネルギー化、ゼロミッションビルディングの拡大、ゼロエミッションモビリティの推進
(取組1）事業者支援体制の強化　⇒　事業者向けワンストップ窓口の設置により、エネルギー消費の削減に繋がる多様な支援メニューを提供するほか、中小企業振興公社など他団体が持つリソースを組み合わせ、省エネ診断、助成金、再エネ電気など
ニーズに合わせた総合的な支援を推進していく。
(取組2）HTT広報の強化　⇒　省エネ機器や再エネ設備などをHTTの取組に資する商品やサービスを提供する企業・団体等と連携し広報を展開するとともに、多様な主体との連携による脱炭素経営セミナーを開催し、事業者によるHTTの取組を促進す
る。
(取組3)事業者向け助成事業の利用促進　⇒　脱炭素化の取組を促進する助成金事業の活用を広く促すためには、煩雑な申請様式をデジタル技術を活用して使い勝手を高めるとともに、多様化する助成システムのデータベースを構築し、各種データの分
析を踏まえた事業として強化していく。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

●「東京サーキュラーエコノミー推進センター」を開設し、
廃プラ対策や食品ロス対策などの先進的取組を社会に展開
・情報発信・交流ポータルを開設（事業者や区市町村の取組
事例や最新情報を広く発信）
・シンポジウムの開催（サーキュラーエコノミーに関する好
事例や成果等広く共有）

●再生資源を需給者間で有効活用するためのハブ・連携拠点としての機能強
化（交流ポータルサイトを活用した技術開発や新ビジネスの創出を目指す企
業の連携・共創の促進）
●シンポジウムの開催（サーキュラーエコノミーに関する好事例や成果等、
より多くの都民・事業者と広く共有）

①

●リユースや食品ロス削減等新たな仕組み作りを目指した相
談・マッチング事業を展開（20件）
・地域のエコイベントや飲食店のリユース容器の導入
・ボトルtoボトルリサイクルへの助言
・民間企業が保有する食品の活用先の紹介等

●リユースや食品ロス削減等新たな仕組み作りを目指した相談・マッチング
事業を展開（30件）
・地域のエコイベントや飲食店のリユース容器の導入
・ボトルtoボトルリサイクルへのへの助言
・民間企業が保有する食品の活用先の紹介等

①

●地域の多様な主体が取り組む食ロスやプラ削減の行動変容
促進活動を支援し、地域密着型のサーキュラービジネスの創
出に向けたモデル事業を実施
●3Rアドバイスによるリサイクル改善
・好事例の紹介などを通じて多様な事業者へのアプローチを
実践（取組事業者数80件）

●地域の多様な主体が取り組む食ロスやプラ削減の行動変容促進活動を支援
し、地域密着型のサーキュラービジネスの創出に向けたモデル事業を実施
●3Rアドバイスによるリサイクル改善
・好事例の紹介などを通じて多様な事業者へのアプローチを実践（取組事業
者数80件）

②

●社会基盤を支える廃棄物処理を中心に担う関連部署の事業
再編
●廃棄物処理をはじめとした環境全般に係る技術・知識・ノ
ウハウの共有など事業の質の向上に向けた技術系職員に係る
人材育成プランを策定

●技術系職員に係る人材育成プランの運用と見直し
●災害等の緊急時において、事業現場における自律的・機動的な対応に加
え、関連部署間における有機的な連携など適応力の高い組織体制を整備

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

●「東京サーキュラーエコノミー推進センター」を開設し、
廃プラ対策や食品ロス対策などの先進的取組を社会に展開
・情報発信・交流ポータルを開設（事業者や区市町村の取組
事例や最新情報を広く発信）
・シンポジウムの開催（サーキュラーエコノミーに関する好
事例や成果等広く共有）

●４月に東京サーキュラーエコノミー推進センターを開設、持続可能な資源
利用に係る情報発信を展開
・公社自ら廃プラや食ロス対策等に取り組む事業者を取材し、ポータルサイ
トやSNSで情報発信（244件）
・事業者と自治体の連携促進をテーマとして、公社が支援したモデル事業の
先進的取組を中心にシンポジウムを開催

●公社の自主的取組として、廃プラ対策等、先進的な取組を行う事業者を取材し、シリーズ記事
化、ハッシュタグをつけて投稿する等効果的な情報発信を行った。
●民間専門家と連携しながら多様な主体の連携をテーマにシンポジウムを企画し、エコプロOnline
を活用して、オンライン開催を行った（11/25～12/16）。
●こうした取組を通じて、サーキュラーエコノミーに取り組む企業等とのネットワークが形成され
つつあるため、2023年度はハブ拠点を目指した機能強化に活用していく。

●再生資源を需給者間で有効活用するためのハブ・連携拠点としての機能強
化
・交流ポータルサイトやSNSを活用した好事例の情報発信
・事業者間の交流と支援を目的とした定期ミーティング（サーキュラーエコ
ノミーサロン）の開催　5回

①

●リユースや食品ロス削減等新たな仕組み作りを目指した相
談・マッチング事業を展開（20件）
・地域のエコイベントや飲食店のリユース容器の導入
・ボトルtoボトルリサイクルへの助言
・民間企業が保有する食品の活用先の紹介等

●サーキュラーエコノミーに取り組む企業等について、相談・マッチングを
実施（25件）
・大型商業施設へのリユース容器導入
・資源循環に配慮した保険商品の企画支援
・プラスチックのケミカルリサイクル先の相談（自治体）　他

●2022年度は目標件数を5件上回る25件となった。
・その要因として、ポータルサイト等での日々の情報発信や自治体への事業説明、本事業を利用し
た事業者から別の事業者への紹介（口コミ）等が挙げられる。
・本事業の実施を通じて、事業者等が抱える課題やニーズも明らかになってきたため、これらを分
析し、相談・マッチングの質をより向上させることで、相談等件数の増加とそのアウトプットとし
てもたらされる需給者間の連携促進に引き続き取り組んでいく。

●リユースや食品ロス削減等新たな仕組み作りを目指した相談・マッチング
事業を展開（30件）
・地域のエコイベントや飲食店のリユース容器の導入
・ボトルtoボトルリサイクルへの助言
・民間企業が保有する食品の活用先の紹介等

①

●地域の多様な主体が取り組む食ロスやプラ削減の行動変容
促進活動を支援し、地域密着型のサーキュラービジネスの創
出に向けたモデル事業を実施
●3Rアドバイスによるリサイクル改善
・好事例の紹介などを通じて多様な事業者へのアプローチを
実践（取組事業者数80件）

●地域密着型のサーキュラービジネスの創出に向けたモデル事業では、５件
の事業を選定
・リユース容器使用による資源実証事業
・使用済みストレッチフィルムのアップサイクルプロジェクト
・ヴィーガンレザーバッグ等のプロモーション実施　他
●3Rアドバイスによるリサイクル改善は、37件実施

●モデル事業については、民間専門家と連携し、事業者等のニーズの掘り起こしを行った結果、当
初の想定を上回る11件の応募があった。
・本事業を通じて、事業者等のニーズがあることを確認することができたため、2023年度は選定枠
を10件まで拡大し、その期待に応えると共にサーキュラービジネスの創出を促進していく。
●アプローチ先を確保すべく自治体訪問や企業向け講習会で事業周知を図った。コロナ感染症拡大
の影響により、立入を見合わせざるをえないこともあったが計画値を目指して取り組んでいく。

●都内自治体や民間企業等多様な主体と連携した地域密着型サーキュラービ
ジネス創出
・社会化実装化事業 10件
●食ロス削減・リユースビジネスに取り組む事業者への支援
・設備導入等支援　20件
●区市町村と連携した事業系廃棄物の3Rの促進
・3Rアドバイス件数　100件

②

●社会基盤を支える廃棄物処理を中心に担う関連部署の事業
再編
●廃棄物処理をはじめとした環境全般に係る技術・知識・ノ
ウハウの共有など事業の質の向上に向けた技術系職員に係る
人材育成プランを策定

●4月から、廃棄物処理に係わる「現場」を抱える事業所を集約した組織を編
成、組織内での技術支援やノウハウ共有を推進
●人材育成プラン策定のプロジェクトチームを立ち上げ、検討の方向性を整
理

●公社が有する“技術力”や“現場力”を最大限生かせるよう廃棄物処理に係わる技術・知識・ノウハウ
の共有を図ることで、今後の廃棄物処理施設の建替えや災害時における安定的な廃棄物処理の継続
などに際し、支援を的確に実施できる体制作りを進めた。
●全社横断的なプロジェクトチームを構成し、アンケートなどで幅広く意見を収集し、議論を重ね
公社の目指すべき姿と職員像を整理していった。その結果、取り組むべき論点とその方向性が明確
に整理され、年度末までの策定の見通しをつけた。

●技術系職員に係る人材育成プランの運用と見直し
●災害等の緊急時において、事業現場における自律的・機動的な対応に加
え、関連部署間における有機的な連携など適応力の高い組織体制を整備

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

●４月にセンターを開設し、公社自らがサーキュラービジネスに取り組む事業者への取材をもとに情報発信を展
開（244件）するほか、事業者間等の連携促進をテーマとしたシンポジウムを開催
●事業者等の課題・ニーズを分析し、相談・マッチングの質を向上させるなど目標を上回る25件を実施
●３Rアドバイスは、講習会等での事業周知を図ったが、コロナの影響により37件に留まっている
●人材育成プランでは、横断的なプロジェクトチームを結成し、議論を重ねることで取り組むべき論点とその方
向性が明確化

◆廃プラ・食ロス対策の強化
・廃プラ、食品ロスについては、
消費後のリサイクル・適正処理の
観点のみならず、資源利用の流れ
をライフサイクルやサプライ
チェーンの視点で捉え、あらゆる
主体の自主的な行動を後押しする
取組が重要である。

◆廃棄物処理機能の維持
・社会基盤を支える事業では、新
型コロナに対応したBCPの運用は
もとより、社会全体の持続的な廃
棄物処理機能の維持に対応する人
材の育成と組織体制の整備が不可
欠である。

◆サーキュラーエコノミーに資す
る取組の促進
・資源循環の情報発信・連携拠点
として、「東京サーキュラーエコ
ノミー推進センター」を開設し、
都民・事業者等からの相談をワン
ストップで受け付けるとともに、
主体に応じた効果的な取組をコー
ディネートしていく。
・資源利用に係る情報発信を広く
行うとともに、行動変容促進モデ
ル事業や相談マッチング事業等に
より、需給者間の連携を促進す
る。更に、3Rアドバイスの強化な
どを通じ、都民・事業者への行動
変容に繋げていく。

◆専門的な人材の育成
・コロナ禍における円滑な事業継
続に加え、社会変化に応じた安定
的な廃棄物処理機能の維持に向け
て、専門的な人材の育成・確保に
より組織基盤の強化に取り組む。

【目標①】
◆再生資源を需給者間で有効活
用する事業モデルの展開
（地域密着型サーキュラービジ
ネスモデル事業　累計15件）

【目標②】
◆技術力と機動力の高い組織基
盤を構築し、廃棄物処理機能の
維持に寄与

資源循環に係る情報発
信、ナレッジ共有

都民・事業者等からの
相談受付、マッチング
事業

・行動変容促進モデル
事業
・事業者向けプラス
チック対策の強化

公社現場力の向上に向
けた人材の育成と組織
体制の整備

2023年度改訂の視点による区分

カーボンハーフスタイルの実現に向けて、廃プラスチックや食品ロス等の資源ロスの削減、廃棄物の循環的利用に積極的に取り組むとと
もに、社会基盤である廃棄物処理機能の持続的な確保に向けて、パンデミックや災害時にも機動的に対応できる人材の育成、組織体制の
強化を図る必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ サステナブルな資源循環型社会への転換
事業
運営

相談・マッチング事業、モデル事業については、2022年度に事業を通じて明らかになった事業者・自治体等からのニーズに応え、サーキュラービジネスの創出を促進するため、2023年度から交流と支援の場を定期的に設ける取組を新たに開
始することとする。
また、これにより多様な主体間の連携を強化し、東京サーキュラーエコノミー推進センターを軸としたネットワーク構築も同時に進めることで、サーキュラーエコノミーの実現に貢献していく。
※該当する都の重要施策（東京都環境基本計画）…持続可能な資源利用の実現

◆公社では、これまでも廃プラ対
策や処分場管理など、資源循環の
利用や廃棄物の適正処理に取り組
んできたが、これらの事業は、部
署を跨いで散在しており、事業間
のシナジー効果の発揮など、実効
性を高める取組が必要である。

◆特に、廃プラ、食品ロスについ
ては、都民・事業者からごみとし
ての排出割合が高く、消費後のリ
サイクル・適正処理の観点のみな
らず、資源利用の流れをライフサ
イクルやサプライチェーンの視点
で捉え、あらゆる主体の自主的な
行動を後押しする取組が重要であ
る。

◆社会基盤を支える事業として、
新型コロナに対応したBCP計画の
運用はもとより、社会全体の持続
的な廃棄物処理機能の維持・高度
化に対応する人材の育成と組織体
制の整備が不可欠である

◆資源循環の情報発信・連携拠点
として、「東京サーキュラーエコ
ノミー推進センター」を開設し、
都民・事業者等からの相談をワン
ストップで受け付けるとともに、
主体に応じた効果的な取組をコー
ディネートしていく。

◆資源利用に係る情報発信を広く
行うとともに、行動変容促進モデ
ル事業や相談マッチング事業等に
より、需給者間の連携を促進す
る。更に、3Rアドバイスの強化な
どを通じ、都民・事業者への行動
変容に繋げていく。

◆コロナ禍における円滑な事業継
続に加え、社会変化に応じた安定
的な廃棄物処理機能の維持に向け
て、専門的な人材の育成・確保に
より組織基盤の強化に取り組む。

【目標①】
◆再生資源を需給者間で有効活
用する事業モデルの展開

【目標②】
◆技術力と機動力の高い組織基
盤の整備

資源循環に係る情報発
信、ナレッジ共有

都民・事業者等からの
相談受付、マッチング
事業

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・行動変容促進モデル
事業
・事業者向けプラス
チック対策の強化

公社現場力の向上に向
けた人材の育成と組織
体制の整備

カーボンハーフスタイルの実現に向けて、廃プラスチックや食品ロス等の資源ロスの削減、廃棄物の循環的利用に積極的に取り組むとと
もに、社会基盤である廃棄物処理機能の持続的な確保に向けて、パンデミックや災害時にも機動的に対応できる人材の育成、組織体制の
強化を図る必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都環境公社 戦略の性質による区分

戦略２ サステナブルな資源循環型社会への転換
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
②

●区市町村支援の実施（随時）
●HPの更新（随時）、「（仮称）気候変動適応センター
ニュース」の発行２回以上
●PRイベント１回以上
●活動事例紹介セミナー２回（オンライン配信含む）

●区市町村支援の実施（随時）
●HPの更新（随時）、「（仮称）気候変動適応センターニュース」の発行２
回以上
●PRイベント１回以上
●活動事例紹介セミナー２回（オンライン配信含む）

①

●分野横断的なプロジェクト研究を実施　１件
（プロジェクトリーダーを中心にした、2022年から2023年
の２年間継続する自主研究とし、中間報告を実施するなど進
捗を確認）
●研究所ニュースやHP等に研究概要等を掲載

・分野横断的なプロジェクト研究を実施　１件
（プロジェクトリーダーの下、2022年から2023年の２年間継続）
・プロジェクト研究の報告書を作成　１回
・2024年度以降の後継研究の検討・調整

①

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間
で3件の気候変動対策に繋がる連携・協働を目指す。そのた
めには、学会等への積極的な参加を促し人的交流を深めなが
ら、幅広い活動を進めていく。）

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間で3件の気候変動
対策に繋がる連携・協働を目指す。そのためには、学会等への積極的な参加
を促し人的交流を深めながら、幅広い活動を進めていく。）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
②

●区市町村支援の実施（随時）
●HPの更新（随時）、「（仮称）気候変動適応センター
ニュース」の発行２回以上
●PRイベント１回以上
●活動事例紹介セミナー２回（オンライン配信含む）

○区市町村気候変動適応計画策定支援（ヒアリング21回）
○江戸川区気候変動適応計画策定有識者会議（１回）
○HP更新6回、閲覧実績5,495件、「バーチャル研究所」による普及啓発、研
究所ニュースに活動記事を掲載（2回）
○イベント出展（4回）
○セミナー開催（2回）
○運営方針等を都と協議（11回）

○区市町村へヒアリングを行い、適応計画策定状況や課題等を把握し、関係強化に努めた。今後は
より有益な情報の提供や意見交換の場の設定など、機運醸成に向けた支援が必要。江戸川区には、
気候変動適応計画策定に関する有識者会議に継続して委員を送り連携の強化に努める。
○普及啓発については、環境イベントに出展し来場者へ普及啓発を行ったが、気候変動適応の認知
度向上のためには、幅広く一般都民へ啓発する広報手段を活用する必要がある。

●都民の気候変動適応への理解浸透
・都民向け普及啓発動画作成・子供向け学習教材作成
・ＨＰの更新（随時）、研究所ニュース等による活動紹介
・ＰＲイベントへの出展（４回）（自治体や公社内部署との協働）
●区市町村の適応計画策定等を後押し
・区市町村支援の実施（セミナー等　2回）

①

●分野横断的なプロジェクト研究を実施　１件
（プロジェクトリーダーを中心にした、2022年から2023年
の２年間継続する自主研究とし、中間報告を実施するなど進
捗を確認）
●研究所ニュースやHP等に研究概要等を掲載

○「持続可能でレジリエントな都市構築に資する気候変動対策に関する研
究」との総括タイトルの下に、分野横断的な課題別６研究に取組中
〇22年度予算要求により、6課題に公社財源約1,900万円を措置
○研究所ニュースNo.40やHP等で研究概要等を掲載・公表

○プロジェクトリーダー等による進行管理・指導体制の下で６研究に取り組んでいる。
○プロジェクト研究（自主研究含む）の所内審査会（11月21日、29日）において中間評価を実施し
た。今後は同審査会やアドバイザリーボード会合（23年２月予定）での助言を踏まえて研究を推進
する。
○外部公表は、研究所ニュースやHP掲載したほか、「公開研究発表会」の場でこれまでの成果を紹
介する。またアドバイザリーボードでの中間審査概要の公表とともに、完了後には「研究所年報」
にも掲載し外部に発信する。

●横断的・総合的な調査研究の充実化
・分野横断的なプロジェクト研究を実施
・プロジェクト研究の報告書作成
・2024年度以降の後継研究の検討・調整

①
③

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間
で3件の気候変動対策に繋がる連携・協働を目指す。そのた
めには、学会等への積極的な参加を促し人的交流を深めなが
ら、幅広い活動を進めていく。）

○東京都公立大学法人との包括連携協定締結のほか、都立産業技術研究セン
ターと新たな連携に向けた協議を開始
○建築研究所と連携が成立し、21年度より共同研究を実施中
○22年度の協議において東大、都市大とそれぞれ連携を構築したほか、造園
学会を通じてプロジェクト研究の調査事業に新たな連携が成立（計４件）

○都立産業技術研究センターとは、共通する研究課題の掘り起こしなど新たな連携に向けた協議（8
月24日、11月28日）を開始した。
○建築研究所と協働する「人口流動データと温熱シミュレータによる都市におけるヒートアイラン
ド暑熱リスクに関する研究（推進費採択）」は、環境省の中間審査で「A」評価を受けた。引き続き
強固に連携していく。
○造園学会（22年６月）での発表を通じて、石川県立大学（上野研究室）と「緑地に対する市民意
識についてのアンケート調査」で新たな連携（調査）が成立した。

●成立した共同研究の展開と連携先の掘り起こしに向けた基盤の構築
・成立した共同研究（４件）の研究成果と新たな課題等の公表
・新たな共同研究立案に向けて、学会等への参加を通じた積極的な人的交流
の実施（既存の枠組みに囚われない新たな機関との連携を推進）

(公財)東京都環境公社 戦略の性質による区分

戦略３ レジリエントな東京に向けた気候変動適応への貢
献

事業
運営

他の研究機関等との連
携・協働の強化

都内における気候変動の影響をふまえて、東京2020大会における暑さ対策の知見・ノウハウの活用はもとより、科学的知見に基づく気
候変動適応の推進など、都民生活や自然環境への被害の回避・軽減を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆気候変動適応に係る情報につい
て、分野ごとに様々な主体から発
信されており、効果的な情報の共
有ができていない。

◆気候変動の要因や影響は、エネ
ルギー、自然、都市インフラなど
様々な分野に及んでいるが、これ
までは各分野ごとに設定した調査
研究に留まっており、分野横断的
な調査研究活動が少ない。

◆気候変動をはじめとした環境課
題の解決に向けて、他研究機関と
の連携の強化などにより調査研究
の幅を広げ、質的向上を図る必要
がある。

◆東京2020大会における暑さ対
策や都市のヒートアイランド研究
における知見等を最大限活かし、
都と連携して地域気候変動適応セ
ンターを設置し、気候変動に関す
る科学的知見や適応策などを集約
し、区市町村をはじめ都民等に広
く発信する。

◆気候変動の要因や影響を与える
エネルギー、自然、資源循環分野
などの横断的・総合的な調査研究
を進め、都の環境施策に貢献して
いく。

◆国や民間など他の研究機関と気
候変動対策に繋がる研究を推進す
るなど、研究能力を高め、気候変
動適応に貢献していく。。

【目標①】
◆適応センターの開設・運営
◆区市町村支援の仕組みづくり
と支援の実施
◆ＨＰ等により知見等を区市町
村をはじめ都民等に広く発信
（随時）

【目標②】
◆横断的・総合的な調査研究の
推進（プロジェクト研究１件）

【目標③】
◆気候変動対策に繋がる他の研
究機関との連携（３件）

気候変動適応に関する
情報収集や発信機能の
強化

分野横断的な調査研究
の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４ レジリエントな東京に向けた気候変動適応への貢
献

事業
運営

○気候変動適応策に取り組む自治体支援では、自治体ごとの状況を把握するためヒアリングを行っている。
その結果から、それぞれの自治体における課題や地域特性を踏まえた支援を引き続き実施する必要がある。
○東京2020大会の開催のために、暑さ対策緊急対応センターで実施した暑熱対策の知見・ノウハウなどを活用して都民等への情報発信に繋げる。
○気候変動適応センターの開設に向けた取組において国立環境研究所や他県等の気候変動適応センターとの連携・協働が深まったことから、引き続き情報交換・共有に努め、広域的な取組に結びつける。
○プロジェクト研究の実績を踏まえ、分野横断的・総合的研究の実施を、所内連携・公社内連携を図りながら引き続き取り組んでいく。
○他団体との調査・研究での連携は、協定などを踏まえ団体間の協議が前向きに進められており、そうした機運に乗じて新たな連携の成立に向けて取り組む。
※該当する都の重要施策（東京都環境基本計画）…気候変動適応策の推進

2023年度改訂の視点による区分

都内における気候変動の影響をふまえて、東京2020大会における暑さ対策の知見・ノウハウの活用はもとより、科学的知見に基づく気
候変動適応の推進など、都民生活や自然環境への被害の回避・軽減を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
◆適応センターの開設・運営
◆区市町村支援の仕組みづくり
と支援の実施
◆ＨＰ等により知見等を区市町
村をはじめ都民等に広く発信
（随時）

【目標②】
◆横断的・総合的な調査研究の
推進（プロジェクト研究１件）

【目標③】
◆気候変動対策に繋がる他の研
究機関との連携構築（4件）と共
同研究の展開

気候変動適応に関する
情報収集や発信機能の
強化

分野横断的な調査研究
の推進

他の研究機関等との連
携・協働の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

○気候変動適応の区市町村支援は、各自治体へのヒアリングやセミナー開催（２回）を実施した。今後は自治体
ごとに異なる実情を十分に汲み取った連携・協働が必要となる。
○「温暖化」「気候変動」は様々な要因が複雑に影響し合うことから、分野横断的な課題別６研究（プロジェク
ト研究）に取り組んでいる。引き続き外部からの助言等を踏まえ、分野間連携を維持・強化していく。
○新たに石川県立大学との連携が成立。成立した共同研究（４件）の展開と連携先の掘り起こしに向けた基盤構
築を進めていく。

◆気候変動適応に係る効果的な情
報発信
・都内における気候変動適応に係
る取組や知見に関する情報発信
は、企業や団体など個々の発信に
留まっており、科学的知見に基づ
く情報など、広範囲に集約し、都
民や区市町村等に広く発信してい
く必要がある。

◆分野横断的調査研究の充実化
・気候変動の要因や影響は、エネ
ルギー、自然、都市インフラなど
様々な分野に及んでいるが、これ
までは各分野ごとに設定した調査
研究に留まっており、分野横断的
な調査研究活動を充実させること
が重要である。

◆調査研究の質的向上
・気候変動をはじめとした環境課
題の解決に向けて、他研究機関と
の連携の強化などにより調査研究
の幅を広げ、質的向上を図る必要
がある。

◆気候変動適応センターの設置
・東京2020大会における暑さ対
策や都市のヒートアイランド研究
における知見等を最大限活かし、
都と連携して地域気候変動適応セ
ンターを設置し、気候変動に関す
る科学的知見や適応策などを集約
し、区市町村をはじめ都民等に広
く発信する。

◆分野横断的・総合的な調査研究
の推進
・気候変動の要因や影響を与える
エネルギー、自然、資源循環分野
などの横断的・総合的な調査研究
を進め、都の環境施策に貢献して
いく。

◆他の研究機関との連携
・国や民間など他の研究機関と気
候変動対策に繋がる研究を推進す
るなど、研究能力を高め、気候変
動適応に貢献していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

●公社全体の環境配慮取組方針のもと、公社全事業で展開
（特に資源循環分野で取組を強化し、東京サーキュラーエコノ
ミー推進センターを情報発信拠点として、廃プラ対策や食品ロ
ス対策など先進的な取組のマッチング、モデル事業を展開）

●エネルギー、資源循環、気候変動など各事業分野の連関を強化し、脱炭素化
への意欲的な取組を進める企業等と連携するなどサステナブルな消費行動等
（環境配慮行動）を促す取組を推進

①
●金融機関、企業、団体等と連携した効果的な広報展開
●大会レガシ－やCO2フリー水素の利活用など水素社会をより
身近に感じていただく普及施設を目指し施設改修を実施

●金融機関、企業、団体等と連携した効果的な広報展開
●水素関連企業との連携した情報発信
（AR・VR技術によるコンテンツを活用したアウトリーチの実施）

①

●公社SDGsの取組提案をベースとした各連携事業・プログラ
ムの実施
（教育機関と連携して、水素エネルギーに加えて新たに食品ロ
ス削減に向けた出前授業など都内小学校に展開（戦略2⇒4）
するとともに、エネルギーや自然分野などの新たなコンテンツ
を制作するなど環境学習プログラムを拡充）

●公社SDGsの取組提案をベースとした各連携事業・プログラムの推進
・教育機関との連携強化（新たな事業分野コンテンツを活用した環境学習プロ
グラムの展開）
・公社リソースを活用しながら、地域社会、大学、NPOなど様々な主体と連携
したフォーラムやコンソーシアムなど共同事業の実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

●公社全体の環境配慮取組方針のもと、公社全事業で展開
（特に資源循環分野で取組を強化し、東京サーキュラーエコノ
ミー推進センターを情報発信拠点として、廃プラ対策や食品ロ
ス対策など先進的な取組のマッチング、モデル事業を展開）

・サーキュラーエコノミーの実現に繋がる廃プラ対策や食品ロス削減を実施す
る５事業者を選定し、モデル事業を展開（Circloop、全国清涼飲料連合会、ラ
イオン、TRIFE DESIGN、ヘリテッジ）
・新たにポータルサイトを構築し、企業・団体等の取組を発信するなどサー
キュラービジネスの浸透を後押し

・サーキュラーエコノミー推進センターにおいて資源循環分野の取組を強化するほか、クール・ネット
ではHTT広報を展開するなど他事業においても各事業のユーザーに対して行動変容を促すアプローチ
を展開した。
・ユーザー個々の更なる行動の深化と関心が低い分野の開拓を図るべく、興味関心や取組状況などデー
タの活用による情報発信を可能とする新たな仕組みを構築していく。

●最終年度に当たっては、これまでの実績等を踏まえ取組を強化し、ユーザー
個々の特性に応じたプッシュ型情報提供により行動変容を後押しする新たな登
録型特設サイト（WEB）を構築・展開
・公社イベント等プッシュ型の情報提供により行動を喚起
・蓄積したデータを分析し、新たなアプローチに活用

①
●金融機関、企業、団体等と連携した効果的な広報展開
●大会レガシ－やCO2フリー水素の利活用など水素社会をより
身近に感じていただく普及施設を目指し施設改修を実施

・きらぼし銀行と中小企業等の地球温暖化対策の取組促進に係る協力及び連携
に関する協定を締結
・スイソミルでは東京2020大会での水素利活用の展示など、最新動向を踏まえ
た展示改修を実施
・また、資源循環や気候変動適応など他分野の要素を組み込んだイベントを開
催（8/19～21）

・中小企業等への資金面からの後押しして、きらぼし銀行と連携し、地球温暖化防止対策報告書制度を
活用した特別融資スキームを構築した。
・スイソミルの施設改修など水素普及の訴求力を高める取組を推進した。
・公社主催イベントにおいて、分野の垣根を越えた誘導策を展開するとともに、事後アンケート実施に
より、参加者の関心や行動の変化を把握し、アプローチの効果検証を実施した。
・今後は、環境公社のブランド力向上も見据え、公社リソースを最大限活用し、イベントプロモーショ
ンを強化していく。

●「環境のことなら環境公社」のブランド定着に向けた広報強化
・スイソミルや各事業分野のリソースの活用と民間・団体と連携したイベント
等の開催　年10回
・公社ホームページをリニューアルし、動画等のアーカイブ配信を実施　５件
（エネルギー、資源、自然、適応、環境学習各分野１件）

①

●公社SDGsの取組提案をベースとした各連携事業・プログラ
ムの実施
（教育機関と連携して、水素エネルギーに加えて新たに食品ロ
ス削減に向けた出前授業など都内小学校に展開（戦略2⇒4）
するとともに、エネルギーや自然分野などの新たなコンテンツ
を制作するなど環境学習プログラムを拡充）

・自然環境分野の出前授業コンテンツの制作に着手するとともに、HTTの取組
と助成金事業の活用の促進を目的とした動画を作成
・都内教育機関向けイベントに出展し、出前授業をPR
（カーボンハーフスタイル推進教育フォーラム11/24）

・新たな分野の出前授業のほか、子供たちにも親しみやすい動画を作成するなど次世代を担う子供たち
の環境教育に繋がるコンテンツの制作に取り組んだ。
・教育機関が抱える課題や出前授業のニーズを個別にヒアリングするなど教育機関との連携構築に向け
た基盤の構築を図った。
・教育機関との連携を強化し出前授業の実施に繋げていくとともに、現場のニーズを踏まえ、更なるコ
ンテンツの充実化を図っていく。

●持続可能な社会へのアプローチとして、まずは子供たちをターゲットとし、
教育機関と連携した出前授業の拡充
・新たな環境分野を題材とするほか、デジタル技術を活用したコンテンツの製
作
・出前授業実施回数　年4回

(公財)東京都環境公社 戦略の性質による区分

戦略４ 環境配慮行動への変容を促すアプローチ手法等の
構築・展開

事業
運営

他団体とのパートナー
シップの形成

環境配慮型ライフスタイルの浸透・定着に向けて、効果的なコミュニケーションやアプローチ手法を構築するとともに、その取組を多様な
主体と連携・協働を図りながら、環境分野に関連する各取組を加速・深化し、都民・事業者等の行動変容に繋げる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆2030年温室効果ガス５０％削減
などの目標実現に向けては、都
民・事業者等自らがより一層環境
に配慮した行動を実践する必要が
あるが、コロナの影響もある中
で、どのような誘導策が効果的で
あるかが不透明な状況である。

◆環境配慮の行動スタイルの変容
に向けては、個々の実情に応じた
アプローチが必要であり、既存の
手法による事業展開、情報発信だ
けでは、大きな効果は得られな
い。

◆SDGsの視点から、学校教育、産
業振興、都市づくりなど他分野と
の連携が不足している。

◆公社の持つ幅広いネットワーク
を活用し、社会ニーズとそれを踏
まえた環境配慮行動への誘導手段
等の情報収集・分析、行動変容に
向けた有効なアプローチ方法等を
構築する。

◆DXの推進と多様なチャネルを活
用したアウトリーチの実践に加
え、行動変容に向けた具体的なア
プローチ方法等を実践するなど、
公社カスタマー層の拡大やつなが
りの強化を図り、環境配慮行動に
向けた行動変容に繋げる。

◆新たに設置するSDGs推進室が中
心となり、多様な主体と連携した
取組を強化していく。特に、SDGs
の視点から教育、都市づくりなど
他分野団体との連携を進め、都
民・事業者等の自発的な行動を後
押しする。

【目標①】
◆環境配慮行動への行動変容に向
けた実効性の高いアプローチ手法
等の構築と実践

行動変容に向けた具体的
なアプローチ方法等の構
築

環境配慮行動を喚起する
事業の展開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略5
環境配慮行動への変容を促すアプローチ手法等の
構築・展開

事業
運営

●第二期の取組にあたっては、1年目を行動変容を促すための土台造りとして、SDGsの視点を組み込んだ公社全体の取組方針を決定し、個々事業において取組を展開
●今年度は、公社内での連携体制を構築するなど、公社リソースを相互に活用したイベント等を展開し、各分野への関心喚起を推進するとともに、アンケート等によって行動変容の測定・評価する取組を試行・検証
（イベントを通じて取組意欲は高められたものの、一定期間後の事後アンケートでは、実際の行動への変化に進んでいないなど、さらに進んだ個別アプローチが必要）
●最終年度に当たっては、これまでの実績等を踏まえ、３つの個別取組を一層強化
●多様な主体や分野間連携を軸としたイベントプロモーションなど、「環境のことなら環境公社」のブランド定着に向けた取組を展開（広報力強化）
●また、ユーザー個々の環境配慮行動に応じた情報発信と効果測定によるアプローチによって行動変容を促進
●さらには、次世代へのアプローチとして教育機関と連携した出前授業を拡充するなど、都民等の環境配慮行動を日常のものとなるよう目指していく。

2023年度改訂の視点による区分

環境配慮型ライフスタイルの浸透・定着に向けて、効果的なコミュニケーションやアプローチ手法を構築するとともに、その取組を多様な
主体と連携・協働を図りながら、環境分野に関連する各取組を加速・深化し、都民・事業者等の行動変容に繋げる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
◆環境配慮行動への行動変容に向
けた実効性の高いアプローチ手法
等の構築と実践

行動変容に向けた具体的
なアプローチ方法等の構
築

環境配慮行動を喚起する
事業の展開

他団体と連携した事業展
開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・廃プラ対策や食品ロス削減の先駆的に取り組んでいる５事業者との事業展開のほか、ポータルサイトを構築し
サーキュラービジネスに関する情報発信力を強化
・公社主催のイベントでは、分野の垣根を越えた誘導策を展開するとともに、一定期間後のアンケートでは、あら
ゆる分野で取組意欲の高まりがみられる一方、実際の行動への結びつき（行動変容）には変化は見られないなど、
今後のアプローチ方法を検証
・子供たちにも親しみやすい動画を作成するなど次世代を担う子供たちの環境教育に繋がるコンテンツを充実化

◆環境配慮行動を促す新たなアプ
ローチ展開
・2030年カーボンハーフの実現に
向けては、都民・事業者等自らが
より一層環境に配慮した行動を実
践することが求められており、効
果的な誘導策を構築してことが必
要である。
・そのため、既存の手法による事
業展開、情報発信だけでなく、
個々の実情に応じたアプローチが
重要となっている。

◆他分野との連携
都民の行動変容に向けては、SDGs
の視点から次世代に向けて、学校
教育など新たな分野との連携によ
る誘導策を展開していくことが不
可欠である。

◆公社リソースと多様なチャネル
を活用したアプローチ手法の構築
・公社の持つ幅広いネットワーク
を活用し、社会ニーズとそれを踏
まえた環境配慮行動への誘導手段
等の情報収集・分析、行動変容に
向けた有効なアプローチ方法等を
構築する。
・構築にあたっては、各事業分野
のリソースの活用と民間・団体等
の連携を軸にイベントプロモー
ションを展開し、公社カスタマー
層の拡大を図るとともに、デジタ
ル技術を活用したユーザー個々の
特性に応じた情報提供により、都
民・事業者等の行動変容に繋げ
る。

◆多様な主体との連携強化
・次世代のアプローチとして、教
育など他分野団体との連携を進
め、都民等の自発的な行動を後押
しする。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・介護支援専門員実務研修
　養成数　860人
・オンライン研修の本格実施
・地域包括支援センター職員研修
　（初任者）（現任者）受講者数　700人
　（講師養成）受講者数　150人

・介護支援専門員実務研修受講試験受験合格者数及び受講者数の変動に応じた実施
・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

①
・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　34コース
　受講者数　2,660人

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

①

・自立相談支援事業従事者研修
　受講者数　280人
・ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業
　受講者数　240人

・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

①

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講者数　1,285人
・強度行動障害支援者養成研修
　受講者数　1,700人

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・介護支援専門員実務研修
　養成数　860人
・オンライン研修の本格実施
・地域包括支援センター職員研修
　（初任者）（現任者）受講者数　700人
　（講師養成）受講者数　150人

・介護支援専門員実務研修　養成数　613人
　※今年度試験合格者対象の研修を12月募集、1月～3月実施予定
・地域包括支援センター職員研修
    （初任者）（現任者）受講者数　551人
　   (講師養成）1月～2月に実施予定

介護支援専門員実務研修は、演習を含む全日程オンラインコースのほか、オンラインに対応できな
い受講者向けに集合型コースを併せて実施した。なお、コロナ感染対策のため、集合型研修では会
場定員を1/2に縮小しつつも、最大限の受講規模を確保した。
地域包括支援センター職員研修は研修運営委員会の下にカリキュラム作成部会を設置し研修内容を
体系的に検討。現任者研修においてオンラインと集合形式の両方を取り入れる等、内容の充実を
図った。感染症対策のため現任者の集合研修は定員を縮小して実施した。

時宜に応じて集合型・オンライン型・ハイブリッド等実施方法を工夫して実施
・介護支援専門員実務研修
　養成数　1,158人
・オンライン研修の本格実施
・地域包括支援センター職員研修
　（初任者）（現任者）受講者数　600人
　（講師養成）受講者数　150人

①
・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　34コース
　受講者数　2,660人

・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　37コース
　受講決定者数　2,073人
・とうきょう子育て応援パートナー研修（仮称）
　東京都との受託調整、研修内容の検討

・子育て支援員研修は、オンラインと集合それぞれの実施方法で実施し、受講者の希望に応じた研
修を実施した。保育現場の見学実習については、代替カリキュラムを構築し、受講者が選択できる
ように実施した。
　受講決定者数は2022年度確定値であり、計画値を下回った要因は定員に対して応募者数が下回っ
たためである。
・とうきょう子育て応援パートナー研修は、財団としての新たな支援対象である妊娠期から就学前
の子供と家庭に対する相談支援を行う支援者向け研修を令和5年度から実施する。

時宜に応じて集合型・オンライン型・ハイブリッド等実施方法を工夫して実施
・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　34コース
　受講者数　2,620人
・新たにとうきょう子育て応援パートナー研修事業（仮称）の実施

①

・自立相談支援事業従事者研修
　受講者数　280人
・ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業
　受講者数　240人

・自立相談支援事業従事者研修
　受講者数　259人
・ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業
　受講者数　269人

・自立相談支援事業従事者研修については、2022年度に研修の構成を一部変更し、共通項目かつ各
職種別研修につながる内容を扱うものとして「共通研修」を新たに設定。講師の協力を得て研修日
程を前倒しした（年内に終了の予定）。職種別研修は都と調整の上、集合型で実施した。
・ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業は、オンライン形式で実施し、終了後は欠席者対応
や、受講内容の振返りのためオンデマンド配信を行って、研修効果を高めている。研修内容も都の
施策の反映を講師と調整して充実を図っている。

時宜に応じて集合型・オンライン型・ハイブリッド等実施方法を工夫して実施
・自立相談支援事業従事者研修
　受講者数　280人
・ひきこもりに係る支援者等育成研修等事業
　受講者数　240人

①

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講者数　1,285人
・強度行動障害支援者養成研修
　受講者数　1,700人

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講決定　1,265人
・強度行動障害支援者養成研修
　受講決定　1,442人
・障害者権利擁護推進事業（仮称）
　東京都との受託調整、相談体制等の検討

・両研修とも障害福祉サービス事業所にとって必要性の高い研修であるため、コロナ禍でも確実に
受講できるよう研修運営委員会でカリキュラムを調整し、充実を図った。一部講義はオンデマンド
型を導入しオンラインでの演習回数についても回数を増やしている。
強度行動障害支援者研修について、計画値の想定は集合型であるが、感染症拡大防止のためオンラ
イン型に変更したことにより計画値を下回った。
・障害者権利擁護推進事業は、都が直接実施していた区市町村等からの相談窓口を財団に移管する
ものである。

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講者数　3,385人※
・強度行動障害支援者養成研修
　受講者数　2,700人※
・障害者権利擁護推進事業（仮称）等の実施
・上記のほか2023年度から東京都障害者ピアサポート研修（仮称）の実施
　※研修受講ニーズの高まりを受けた規模の拡充

(公財)東京都福祉保健財団 戦略の性質による区分

戦略１
福祉保健医療サービスを支える専門的な人材育成
の充実

事業
運営

・育成する人材に応じた適切な研修実施と分析・検証（非接
触型、集合型、ハイブリット型）
・研修受付管理等システムの試行的導入及び本格導入に向け
た課題整理、機能要件検討・調整

少子高齢化の進展に伴う福祉保健医療ニーズは拡大・多様化・複雑化しているとともに、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的
に提供される地域包括ケアシステムの構築が推進されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・育成する人材に応じた適切な研修実施と分析・検証（非接触型、集合型、ハイブ
リット型）
・研修受付管理等システムの本格導入及び運用を踏まえた課題等の洗い出し
（PDCA）

【都の施策を確実に実施する取
組】
◆福祉人材不足の解消に向けて、
各分野が抱える課題や都の施策を
踏まえて、人材の確保・育成・定
着をしていく必要がある。
◆2025年を目途としている地域
包括ケアシステムの構築に向け
て、都における地域包括ケアシス
テムの一端を支える人材を育成し
ていく必要がある。
◆少子高齢化の進展とともに拡
大・多様化・複雑化する福祉保健
医療ニーズや、都における新たな
課題に柔軟な対応が求められてい
る。

【研修効果及び利便性向上に向け
た取組】
◆ポスト・コロナの対応として、
研修のオンライン化を実現する必
要がある。
※全事業のうち、一部でもオンラ
インを取り入れた事業は56.6％
※研修事業に限った場合の導入率
は84.6％
◆研修の申込受付や受講者管理は
研修ごとに独自の方法で実施して
おり、且つ郵送やFAXによる受付
方法が多く残っていることから、
受講者の手間や郵送経費等の省力
化・経費縮減化等を検討する必要
があるとともに、効率的でミスの
ない受付管理や受講者管理を行っ
ていく必要がある。

【都の施策を確実に実施する取
組】
◆介護保険制度の中核を担う専門
人材を養成するとともに、地域包
括ケアシステムにおいてサービス
のコーディネート等を行う人材を
育成する。
◆待機児童問題の解消に向けた
「子ども・子育て支援新制度」の
実施に伴い地域の保育等で担い手
となる人材を養成する。
◆生活困窮者に対する支援の重要
性は増しているため、その支援を
担う人材を育成していく。また、
ひきこもりの中高年化問題につい
て、その課題解決を担う人材育成
事業を構築し、支援する人材を育
成する。

【研修効果及び利便性向上に向け
た取組】
◆研修効果を勘案した上でオンラ
イン研修を積極的に導入する。演
習やグループワークなど実践形式
を伴う研修は、その質の確保が課
題であるため、方法の検討を行っ
ている。また、既にオンライン化
に関する実施方針を取り纏めてお
り、2023年度から本格実施を目
指す。
◆実施方針に基づき、研修受付、
資料収受、受講者管理、アンケー
ト実施、修了証の発行など、研修
実施に係るオンライン受付システ
ムを構築・導入する。

【都の施策を確実に実施する取
組】
①高齢分野、保育分野、障害分
野、生活福祉分野において必要
な人材を都の計画に応じて育成
している。
【研修効果及び利便性向上に向
けた取組】
②伝えるべき知識・情報をしっ
かりと伝達する本来の目的を遵
守しつつ、受講者の利便性が向
上した人材育成事業を実施して
いる。

地域包括ケアシステムに
資する人材の養成研修を
実施

子育て支援員の養成研修
を実施

生活困窮者やひきこもり
に対する支援者等の育成
研修を実施

障害者虐待防止・権利擁
護、強度行動障害支援者
の育成研修を実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
育成する人材に応じた研
修実施方法の検討及び受
付システムの構築・導入

②

戦略の性質による区分

戦略１
福祉保健医療サービスを支える専門的な人材育成
の充実

事業
運営

少子高齢化の進展に伴う多様化・複雑化する福祉保健医療ニーズに対応するため、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築に向けた人材を計画的に育成していくための各研修事業等を着実に実施し
ていくため、各個別取り組み事項について、都の計画を踏まえた年次計画の改訂を行った。
福祉保健医療サービスを支える専門人材について、質の高い育成を図っていく上では、研修カリキュラムを展開する手法として、講義形式のみならず演習やグループワーク、受講者間の情報交換など、多岐にわたる手法が用いられ、それらを効果
的に組み合わせて実施することが求められている。
引き続くコロナ禍においてオンライン等の非接触型による研修と、集合型の研修の双方の利点を生かした研修実施を、研修ごとに都と協議しながら推進してきたところである。
2023年度に向けて、経営目標評価委員会委員の意見も踏まえ、新たな支援対象である妊娠期から就学前の子供と家庭に対する相談支援を行う支援者向け研修等の新規事業を東京都と協議し、財団で実施するための調整を行ったため、改訂を行う。
なお、個別取組事項②に定めた「とうきょう子育て応援パートナー研修事業（仮称）」は、「未来の東京」戦略version up 2022に計画設定されていることから、都の重要施策に区分することとする。

2023年度改訂の視点による区分

少子高齢化の進展に伴う福祉保健医療ニーズは拡大・多様化・複雑化しているとともに、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的
に提供される地域包括ケアシステムの構築が推進されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【都の施策を確実に実施する取
組】
◆福祉人材不足の解消に向けて、
各分野が抱える課題や都の施策を
踏まえて、人材の確保・育成・定
着をしていく必要がある。
◆2025年を目途としている地域
包括ケアシステムの構築に向け
て、都における地域包括ケアシス
テムの一端を支える人材を育成し
ていく必要がある。
◆少子高齢化の進展とともに拡
大・多様化・複雑化する福祉保健
医療ニーズや、都における新たな
課題に柔軟な対応が求められてい
る。

【研修効果及び利便性向上に向け
た取組】
◆ポスト・コロナの対応として、
研修のオンライン化を実現する必
要がある。
※全事業のうち、一部でもオンラ
インを取り入れた事業は56.6％
※研修事業に限った場合の導入率
は84.6％
◆研修の申込受付や受講者管理は
研修ごとに独自の方法で実施して
おり、且つ郵送やFAXによる受付
方法が多く残っていることから、
受講者の手間や郵送経費等の省力
化・経費縮減化等を検討する必要
があるとともに、効率的でミスの
ない受付管理や受講者管理を行っ
ていく必要がある。

【都の施策を確実に実施する取
組】
◆介護保険制度の中核を担う専門
人材を養成するとともに、地域包
括ケアシステムにおいてサービス
のコーディネート等を行う人材を
育成する。
◆待機児童問題の解消に向けた
「子ども・子育て支援新制度」の
実施に伴い地域の保育等で担い手
となる人材を養成する。
◆生活困窮者に対する支援の重要
性は増しているため、その支援を
担う人材を育成していく。また、
ひきこもりの中高年化問題につい
て、その課題解決を担う人材育成
事業を構築し、支援する人材を育
成する。

【研修効果及び利便性向上に向け
た取組】
◆研修効果を勘案した上でオンラ
イン研修を積極的に導入する。演
習やグループワークなど実践形式
を伴う研修は、その質の確保が課
題であるため、方法の検討を行っ
ている。また、既にオンライン化
に関する実施方針を取り纏めてお
り、2023年度から本格実施を目
指す。
◆実施方針に基づき、研修受付、
資料収受、受講者管理、アンケー
ト実施、修了証の発行など、研修
実施に係るオンライン受付システ
ムを構築・導入する。

【都の施策を確実に実施する取
組】
①高齢分野、保育分野、障害分
野、生活福祉分野において必要
な人材を都の計画に応じて育成
している。
【研修効果及び利便性向上に向
けた取組】
②伝えるべき知識・情報をしっ
かりと伝達する本来の目的を遵
守しつつ、受講者の利便性が向
上した人材育成事業を実施して
いる。

地域包括ケアシステムに
資する人材の養成研修を
実施

子育て支援員の養成研
修、子供や家庭の相談支
援を行う人材の育成研修
の検討

生活困窮者やひきこもり
に対する支援者等の育成
研修を実施

障害者虐待防止・権利擁
護、強度行動障害支援者
の研修等及び相談支援を
実施

・コロナ禍においても都の計画に応じた人材育成を行っていくため、業務フローの見直し及びオン
ラインの有効性、利点を整理し、オンライン等の非接触型研修を推進している。オンライン化が困
難な演習等の実践形式の研修についても、Web会議システムを活用しながら実施している。
・オンライン受付システムの導入については、各研修事業の特性に応じて必要となる追加機能を使
用できるよう、機能調整を進めている。

・育成する人材に応じた適切な研修実施と分析・検証（非接触型、集合型、ハイブ
リット型）
・オンライン受付システムの本格導入及び運用を踏まえた課題等の洗い出し
（PDCA）
・eラーニングなどにおける受講管理や確認テストなどオンライン化したことによ
る効果の分析

各分野の専門人材の育成については、効果的な研修実施の周知や都の施策動向を見据えながら次年度以降の事業
展開の検討を行うなど、都の喫緊の課題である福祉人材対策への取組を継続して進めている。また、各種研修等
の実施にあたっては、オンラインやオンデマンド媒体を積極的に導入・活用し、長期化しているコロナ禍におい
ても都の施策や都民、事業者等のニーズへの対応に努めている。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

育成する人材に応じた研
修実施方法の検討及び受
付システムの構築・導入

②

・育成する人材に応じた適切な研修実施と分析・検証（非接
触型、集合型、ハイブリット型）
・研修受付管理等システムの試行的導入及び本格導入に向け
た課題整理、機能要件検討・調整

・Web会議システム、Youtube（動画配信）、eラーニング等のオンライン・オン
デマンドシステムを活用した非接触型研修へのスキーム変更及び着実な実施
・システムの試行運用により表面化した運用課題について、機能要件の再整理やオ
プション機能の追加等により対応する方向でベンダーと調整中
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（来所とZoomを併用した情報提供
を実施）

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（来所とZoomを併用した情報提供を実施）

②

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・デジタルの
見学・体験等を通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関す
る取組について、ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ情報
発信

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・デジタルの見学・体験等を
通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関する取組について、
ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ情報発信

③

・助成戸数　7,660戸（※）
　高齢分野　6,847戸
　障害分野　813戸
（※）都の介護人材確保策の強化に伴う助成戸数の拡充

・事業者への周知の徹底による活用促進
・都の整備計画に基づき実施

④
・事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果的な周知及び実施
・採択事業者に対する定期的なヒアリングを実施

・事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果的な周知及び実施
・再構築後に助成件数を設定
・採択事業者に対する定期的なヒアリングを実施
・採択事業者を活用した事例紹介による制度普及

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（来所とZoomを併用した情報提供
を実施）

・各種セミナー等を８種開催。事業間の連動性を発揮しながら補助金の活用促
進や個別伴走による業務改善支援に繋げた。
・体験展示コーナーでZOOMを活用した体験を実施するとともに、構築したオ
ンライン展示手法を活用し東社協のデジタルシンポジウムでオンラインによる
機器紹介を企画し実施。

・令和３年度の各種セミナー等の実績を検証し、それを踏まえた内容のブラッシュアップを都と調整し
実施するとともに、事業対象への周知方法等の工夫を行った。年度末にかけ残る2セミナーを実施す
る。
・オンライン体験で培った手法により、外部団体のイベントにおいても広報の幅を広げることができ
た。引き続き、パンフレットや年度末に行う財団のオンライン展示会を活用し、次世代介護機器の普及
に係る情報提供を行い、より一層の機器展示コーナーの活用促進を図る。

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（来所とZoomを併用した情報提供を実施）

②

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・デジタルの
見学・体験等を通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関す
る取組について、ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ情報
発信

・東京都社会福祉事業団（日野療護園・東村山福祉園）の機器導入活動に向
け、体験展示コーナーでの体験を行うとともに、メーカーとの橋渡し等具体的
な支援を行った。
・宣言済法人セミナー（11/18開催）への同団体の参加
・宣言事業のPR動画への同団体職員の出演連携
・ふくむすびで財団研修情報を掲載依頼

・引き続き東京都社会福祉事業団へ見学・体験等の情報提供やメーカーとの橋渡しを支援していく。
・宣言済法人セミナーに参加依頼し、宣言法人として職員の定着に係る事例紹介を行うことで、よりよ
い取組みを広く他団体に情報提供を行った。
・財団ホームページやふくむすび等で宣言事業をPRするために作成した動画において同団体に「宣言
法人の事例」として出演していただき、他の法人や求職者向けに情報発信を行った。
・また、都と協働しふくむすびに財団研修情報の掲載を依頼し、双方の事業推進を図った。

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・デジタルの見学・体験等を
通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関する取組について、
ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ情報発信

③

・助成戸数　7,660戸（※）
　高齢分野　6,847戸
　障害分野　813戸
（※）都の介護人材確保策の強化に伴う助成戸数の拡充

・申請戸数　2,764戸
　・福祉避難所対象内示
　　高齢分野　2,448戸（計画2,933）
　　障害分野　316戸（計画316）
　・災害協定締結事業所・要件なし
　　11月より申請受付
・事務手続き説明会を実施
　介護分野　　84法人、104名の参加
　障害分野　　88法人、104名の参加

　事業拡大に伴う複雑な制度変更へ的確に対応した。事業者に向け広く事業周知し、説明会内容を充実
させると共に事業説明等の動画作成及び財団ホームページ掲載を行う等により、計画値の達成に向けて
取り組んだ。また、事業者からの質問や相談には丁寧に対応し適切な助言等を行い、本事業の活用を促
した。区市からの照会等にも都と連携を取りながら迅速に対応した。その結果、福祉避難所対象の内示
時点において障害分野は計画値を達成した。一方、高齢分野は継続宿舎分の影響により計画値の達成ま
でには至らなかった。

計画値の達成に向け、広く事業周知するとともに、説明会内容の充実や、事業
説明等の動画掲載等、事業者のニーズに応じた事業を実施
・助成戸数　7,716戸
　高齢分野　6,903戸
　障害分野　813戸

④
・事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果的な周知及び実施
・採択事業者に対する定期的なヒアリングを実施

【子供が輝く東京・応援事業】
・応募事業者に対して、公募説明会及び研修会を実施。
　公募説明会参加事業者　６６事業者
　研修会参加事業者　　　１８事業者
　応募事業者　　　　　　１７事業者
・採択事業者２団体に対し、定期的なヒアリングを実施。
　ヒアリング回数　　６回

・公募説明会では制度説明に加え、採択団体の活動紹介コーナーを展示した情報提供、ワーク内容を充
実させた研修会の実施や個別質問を受ける時間を設けるなど、制度への理解ができるように実施した。
今後、コンサルとの協働による個別相談を行い、審査会にて採択事業者が決定される。
・成果指標達成に向け、コンサルと協働して定期的（２ヵ月に１回）なヒアリングを実施することで、
採択事業者の進捗状況の確認を実施している。今後も引き続きヒアリングを実施する。

・成果連動型助成の見直しに関する事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果
的な周知及び実施
・採択事業者に対する定期的なヒアリングを実施
・採択事業者を活用した事例紹介による制度普及

(公財)東京都福祉保健財団 戦略の性質による区分

戦略２
福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援
強化

事業
運営

2025年には都内で介護職員が約３万６千人不足すると見込まれるなど、介護サービス事業所にとって職員の確保・定着は喫緊の課題である
とともに、事業者への指導・助言などを通じてサービスの質の向上等を図っている区市町村の役割は重要性を増している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

改訂前

・受託件数
　高齢分野　404件
　障害分野　150件、サービス拡大の検討

2022年度 2023年度

⑤

事業効果の検証を踏まえ
た助成制度の実施

介護サービス事業所への
職員宿舎借り上げに対す
る助成

・受託件数
　高齢分野　402件
　障害分野　130件、サービス拡大の検討

2023年度改訂の視点による区分

◆都における第8期東京都高齢者保
健福祉計画策定に伴い、財団がこ
れまで実施してきた介護人材の確
保・定着に関する既存事業を、介
護現場における生産性の向上に資
する事業に再構築する必要があ
る。
◆事業者に対する助成事業におい
ては、直に事業者と接する現場と
して、事業者ニーズを収集・把握
し、より効果的な事業構築をして
いく必要がある。
◆区市町村による事業者への実地
指導について、区市町村ごとに指
導ノウハウや体制のばらつき等の
課題があるため、事務受託法人と
して支援していく必要がある。

◆介護現場における生産性の向上
に資する事業への再構築におい
て、都の補助金との連動を見据え
ながら、介護ロボット等の次世代
介護機器とデジタル機器の導入促
進を効果的に支援していくととも
に、併せて組織体制や人材の育成
など、マネジメントに関する支援
を行う。
◆助成事業においては、事業者
ニーズを把握した上で、より効果
的な制度設計に向けた提案を都に
していくとともに、事業の周期に
応じて効果検証を行う。
◆コロナ禍において区市ニーズや
動向等の把握をするため、区市と
の連絡会や情報交換会を主催する
ことで、受託件数の推計や受託
サービス拡大の検討ができるとと
もに、計画的な事業実施体制の見
直しが可能となる。

①財団の支援が介護ロボット等の
補助金申請を行う事業者に対し
て、より効果を高めている。
②東京都社会福祉事業団へのデジ
タル等導入促進及び財団事業の活
用により同団体の取組を発信して
いる。
③職員宿舎借り上げ支援が充実し
ている。
④子供や家庭を支えるための事業
をより効果的に再構築し、ニーズ
に即した支援を行っている。
⑤区市ニーズに応じた同行支援が
実施できている。

介護現場における生産性
向上に向けた普及啓発及
び補助制度の活用促進

戦略の性質による区分

戦略２
福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援
強化

事業
運営

各個別取組事項について都の計画を踏まえた年次計画の改訂を行う。
なお、個別取組事項①に定めた「介護現場改革促進等事業」は、「未来の東京」戦略version up 2022に計画設定されていることから、都の重要施策に区分することとする。

財団内事業コラボレー
ションによる他の政策連
携団体との協働

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

区市の動向把握及び受託
サービス拡大の検討

2023年度

改訂後

①財団の支援が介護ロボット等の
補助金申請を行う事業者に対し
て、より効果を高めている。
②東京都社会福祉事業団へのデジ
タル等導入促進及び財団事業の活
用により同団体の取組を発信して
いる。
③職員宿舎借り上げ支援が充実し
ている。
④子供や家庭を支えるための事業
をより効果的に再構築し、ニーズ
に即した支援を行っている。
⑤区市ニーズに応じた同行支援が
実施できている。

介護現場における生産性
向上に向けた普及啓発及
び補助制度の活用促進

財団内事業コラボレー
ションによる他の政策連
携団体との協働

介護サービス事業所への
職員宿舎借り上げに対す
る助成

2025年には都内で介護職員が約３万６千人不足すると見込まれるなど、介護サービス事業所にとって職員の確保・定着は喫緊の課題である
とともに、事業者への指導・助言などを通じてサービスの質の向上等を図っている区市町村の役割は重要性を増している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

区市の動向把握及び受託
サービス拡大の検討

⑤
・受託件数
　高齢分野　402件
　障害分野　130件、サービス拡大の検討

◆都における第8期東京都高齢者保
健福祉計画策定に伴い、財団がこ
れまで実施してきた介護人材の確
保・定着に関する既存事業を、介
護現場における生産性の向上に資
する事業に再構築する必要があ
る。
◆事業者に対する助成事業におい
ては、直に事業者と接する現場と
して、事業者ニーズを収集・把握
し、より効果的な事業構築をして
いく必要がある。
◆区市町村による事業者への実地
指導について、区市町村ごとに指
導ノウハウや体制のばらつき等の
課題があるため、事務受託法人と
して支援していく必要がある。

◆介護現場における生産性の向上
に資する事業への再構築におい
て、都の補助金との連動を見据え
ながら、介護ロボット等の次世代
介護機器とデジタル機器の導入促
進を効果的に支援していくととも
に、併せて組織体制や人材の育成
など、マネジメントに関する支援
を行う。
◆助成事業においては、事業者
ニーズを把握した上で、より効果
的な制度設計に向けた提案を都に
していくとともに、事業の周期に
応じて効果検証を行う。
◆コロナ禍において区市ニーズや
動向等の把握をするため、区市と
の連絡会や情報交換会を主催する
ことで、受託件数の推計や受託
サービス拡大の検討ができるとと
もに、計画的な事業実施体制の見
直しが可能となる。

事業効果の検証を踏まえ
た助成制度の実施

介護現場における生産性の向上に資する事業は、事業者に対して都の各種補助制度と普及啓発を連動させた効果的な
事業展開を図っている。財団が実施する事業者に対する助成事業については、各団体にきめ細やかにヒアリングを実
施するなど、事業者ニーズの深堀りや適切な支援を実施することで各助成事業の推進に努めている。区市町村ニーズ
に応じた同行支援については、長期化しているコロナ禍での区市町村の実地指導動向を把握しながら柔軟に対応し、
受託している。

・受託件数
　高齢分野　200件（10区20市1町）
　障害分野　79件（8区7市）

高齢分野：昨年同時期（145件）より増加している。夏にコロナの影響でキャンセルが多く発生した
が、10月以降は依頼が増えてきている。しかし調査員の欠員が続いており限られた体制となるため、
区市町村と緊密に連携して事業実施している。
障害分野：昨年同時期（57件）より増加したものの、7月・8月についてはコロナの影響で実地指導を
延期した区市が多かった。9月以降も安定的に同行依頼がきているが、調査員3名体制を生かし、区市
の希望に沿った日程調整及び検査体制への協力に留意している。

○指定市町村事務受託法人事業（区市町村の実地指導同行）
・受託件数
　高齢分野　404件
　障害分野　150件、サービス拡大の検討

50
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【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・サイト内容の充実（新規コンテンツの検討、区市町村や
民間事業者等の取組を促進する情報発信、ユーザーアン
ケート結果を踏まえたサイト運営）
・既存掲載情報の最新化（メンテナンス）
・民間事業者や区市町村の掲載促進

・サイト内容の充実
　情報掲載施設数　1,938件（うち新規掲載　161件）
　新規コンテンツ２件追加
・既存掲載情報の最新化を維持
・区市町村HPへのリンク掲載　51区市町村
・関連団体HPへのリンク掲載　2団体

ユーザーアンケート結果を踏まえ、掲載ニーズの高い飲食店やスーパーマーケット
を中心に施設情報を追加した。また、最新の掲載情報を保持するため、ソフトウェ
アによる機械チェックの他、職員の目視によるサイト巡回を行い、掲載情報の変更
や追加、削除等の必要性を迅速に把握し、ＵＤナビの情報更新を行った。更に、東
京都と連携しながら区市町村や関連団体のホームページへのリンク掲載を依頼し、
当サイトへの入口を増やしている。

・サイト内容の充実（新規コンテンツの検討、区市町村や
民間事業者等の取組を促進する情報発信、ユーザーアン
ケート結果を踏まえたサイト運営）
・既存掲載情報の最新化（メンテナンス）
・民間事業者や区市町村の掲載促進

② ・事業者支援コーディネーターの派遣　50事業所
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催

・事業者支援コーディネーター派遣　50法人・事業所
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催
　未宣言法人向けセミナー　参加　213法人（延べ法人
数）
　宣言済み法人向けセミナー　参加　37法人

事業者支援コーディネーター派遣について、計画値どおり50法人を確保し、支援を
開始するとともに、前年度の派遣先も含め、宣言申請に向けたサポートを動画も活
用しながら強化し、着実に宣言申請に繋げている。また、各種セミナーにおける事
例紹介や法人同士の情報共有を通じて、未宣言法人の宣言申請促進や宣言済み法人
の維持・確保に努めているほか、アンケート結果等に基づき検討委員会で協議し内
容を充実させるなど、セミナーの効果的な開催に繋げている。

・事業者支援コーディネーターの派遣　50事業所（※）
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催（※）
（※都の計画を踏まえ、必要に応じて見直し）

都内のユニバーサルデザイン情報の発信については、「とうきょうユニバーサルデザインナビ」の運営を、ユーザーアンケートを踏まえなが
ら内容の充実を図っているとともに、既存掲載情報のメンテナンスを行い、常に最新の情報を収集・発信し、高齢者や障害者などの外出時に
必要な情報を提供している。働きやすい福祉の職場の情報発信に向けては、「働きやすい福祉の職場ガイドライン」を踏まえた職場づくりを
促進するための新たなセミナーを実施しており、働きやすい福祉の職場宣言を行う事業所の増に繋げている。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

2022年度 2023年度

改訂なし

◆情報社会において、情報量の増加や情
報の質が劣化していくスピードが速い
が、公平性・中立性を有する団体とし
て、常に最新情報を収集し、発信してい
く必要がある。
◆高齢分野、障害分野をはじめとする福
祉全般を所管する団体として、東京都福
祉のまちづくり条例及び東京都福祉のま
ちづくり推進計画に基づいたユニバーサ
ルデザインに関する有益な情報を提供し
ていく必要がある。
◆福祉人材の不足は深刻な状況が見込ま
れている中で、事業所の職場の魅力や事
業所情報を都民や求職者に発信していく
必要がある。

◆誰もが安心、快適に暮らせるユニバー
サルデザインのまちを地域に生み出すこ
との実現に向けた一端として、都内ユニ
バーサルデザイン情報の発信に努めてい
く。
◆「働きやすい福祉の職場ガイドライ
ン」を踏まえた職場づくりを促進すると
ともに、積極的に取り組んでいる事業所
の情報を都民や求職者に発信すること
で、福祉人材の確保に努めていく。

①ユニバーサルデザイン情報を充実さ
せ、高齢者、障害者など誰もが外出時に
必要な情報を提供できている。
②働きやすい福祉の職場宣言を公表する
事業所を増やし、新卒者を含む求職者と
事業所のミスマッチを防いだ福祉人材の
確保・定着が進められている。

とうきょうユニバーサルデザイン
ナビの運営

働きやすい福祉の職場の情報発信
に向けた事業者支援

スマートフォン等の普及により、都民が福祉保健医療サービスに関する情報収集をしやすくなっている一方で、福祉保健医療ニーズの拡大、多様化、複雑化に伴い、
都民へのサービス選択の支援は重要性を増している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

戦略３ 都民への福祉保健医療サービスに関する総合的な
情報提供の充実

事業
運営

2023年度改訂の視点による区分

(公財)東京都福祉保健財団 戦略の性質による区分
・東京都福祉のまちづくり推進計画（2019年度～2023年度）
・「未来の東京」戦略version up 2023（6‒1.インクルーシブシティ東京プロジェクト）
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■都の重要施策名 様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

① ・民間紹介　1,500件
（うち高齢者に適した紹介　950件）

・民間紹介　891件
（うち高齢者に適した紹介　686件）

・民間紹介数全体では計画数を下回っている。これは、利用者減と高齢化により、
求人に見合った希望者が少なく、結果、紹介数が少なくなっていることによる。但
し、民間紹介のうち植栽や造園の軽作業等の「高齢者に適した紹介」の数は、利用
者の高齢化に対応した求人開拓の成果として、計画値を少し上回って推移してい
る。
・センター利用者の減少及び高齢化の傾向は、今後も続く見込みであることから、
引き続き高齢者に適した求人の開拓・確保に取り組み、紹介数の確保に努めてい
く。

・民間紹介　1,500件
（うち高齢者に適した紹介　1,000件）

②

・簡易宿所調査及びアウトリーチ　113軒
・利用者へのアウトリーチ　261回／年
・財団実施研修の聴講　相談担当職員全員を対象
（生活困窮者自立相談支援機関職員研修、福祉事務所・地
域包括支援センター職員向け研修などから選択）

・簡易宿所調査及びアウトリーチ(12月以降に実施)
・利用者へのアウトリーチ　60回
・財団実施研修の聴講　　財団研修担当との調整、受講可
能研修の選択等を行い、これまでに「地域包括支援セン
ター職員向け研修」にセンター職員3名が参加

・簡易宿所調査及びアウトリーチは、冬期に集中して実施する事業であるため、12
月以降に実施するものである。
・利用者へのアウトリーチは、コロナ禍の状況を考慮し、朝の定期的なアウトリー
チ（週２回）を自粛したこと及びアウトリーチを希望しない利用者も多かったこと
から計画値を下回った。今後は、仕事が減り生活が厳しくなるため、集中的にアウ
トリーチを実施していくが、引き続き感染状況を十分見定めながら行う。
・研修聴講は、今後とも引き続き研修参加案内に沿い、順次、聴講を実施してい
く。

・簡易宿所調査及びアウトリーチ　113軒
・利用者へのアウトリーチ　228回／年
・財団実施研修の聴講　相談担当職員全員を対象
（生活困窮者自立相談支援機関職員研修、福祉事務所・地
域包括支援センター職員向け研修などから選択）

③

・宿泊援護　延300件
・給食援護　延250件
新型コロナウイルス感染症の影響など社会経済状況等の変
化に応じて援護枠を拡大するなど柔軟に対応する。

・宿泊援護　延218件
・給食援護　延200件

・概ね計画どおり推移しているが、この間の利用者の減少を考慮するとやや多い印
象である。
・これは、高齢化の進行により、従来ほどには働けない利用者が増加し、こうした
利用者が援護を求めていることが考えられる。
・2023年度以降も利用者の高齢化・減少の傾向が見込まれるが、援護件数について
は単純に減少するのではなく、2022年度と同様の傾向となることが考えられる。

・宿泊援護　延300件
・給食援護　延250件
新型コロナウイルス感染症の影響など社会経済状況等の変
化に応じて援護枠を拡大するなど柔軟に対応する。

④
・相談記録データの管理及び分析・活用方法の検討
（利用者動向の把握や利用者に適した社会資源の抽出等を
目的）

・方法の検討（Accessを用いた相談記録データベースの作
成）
・開発環境整備・構築
・データベースの要件定義、画面設計
・現行システムの調査

・データベースの設計段階を終えたので、今後は実際の画面（プロトタイプ）を作
成し、相談員の意見も踏まえて各機能の作成を進め、3月までに作成する。
・システムの実装にあたっては、相談員に実際に操作してもらい、意見を取り入れ
ながら行うスパイラル方式で開発を実施していく。

・相談記録データ管理及び分析・活用の実施
　（利用者の属性や利用者の置かれた環境を考慮した、生
活の自立や安定化に向けた支援の実施）

・職業紹介・応急援護は、センター利用者の減少と高齢化が反映された実績となっている。この傾向は今後も続くことが見込まれる。高齢者
に適した求人の開拓・確保や、仕事の状況に応じた柔軟な応急援護の実施を図っていく。
・アウトリーチはコロナ禍の状況に強く影響されており、利用者アウトリーチは計画を下回っている。今後は冬期に集中実施するとともに、
次年度以降はコロナ禍などの状況を注視しながら、柔軟かつ着実に実施していく。
・研修聴講・相談記録データベースは、引き続き計画どおりに進めていく。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

2022年度 2023年度

改訂なし

◆センターの民間求人数は減少傾向にあ
る。また、利用者の高齢化が進行してお
り、高齢者に見合った求人を開拓してい
く必要がある。
◆利用者は減少傾向にある一方で高齢化
が進行し、就労による自立が難しくなり
つつある利用者が増えている。また、生
活に変化を望まず、困っていても支援を
求めない利用者が一定数いる。
◆求人数の減や高齢化の進行、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大等により、
利用者の生活に大きな影響を及ぼしてお
り、応急援護などの福祉的な支援への
ニーズが高まっている。

◆高齢の利用者の年齢や体力に見合った
民間の求人を開拓し、職業紹介に努めて
いく。
◆アウトリーチ等の実施により利用者の
ニーズを適切に把握することで、高齢な
どの理由で就労自立が困難な利用者には
生活保護等、その他の支援困難な利用者
には適切な社会資源に繋げるなど、利用
者の生活の安定に向けた取組を行ってい
く。
◆人材育成の観点から、財団が実施する
関連研修に職員を積極的に参加させ、支
援困難あるいは相談内容の多様な来所者
に対する職員の支援スキルの強化を図
る。
◆利用者一人ひとりの状況に応じたきめ
細かな相談支援を行うとともに、適切な
応急援護を行う。
◆センターの保有する利用者情報や相談
記録データを分析・活用することで、よ
り効果的な支援につなげていく。

①民間の求人開拓等により、安定的かつ
高齢者に適した求人が確保されている。
・民間紹介のうち高齢者に適した紹介
65％以上
②アウトリーチ等により利用者の生活安
定が図られている。
・利用者の生活安定確保　30人／3年間
③利用者の状況や社会経済状況等の変化
に応じた適切な応急援護が実施されてい
る。
④相談記録データを分析・活用した利用
者支援を実施している。

求人の開拓・確保

アウトリーチの実施、財団実施研
修への参加による職員スキルの向
上

応急援護の実施

相談記録データの管理及び分析・
活用

山谷地域においては、日雇労働者等の高齢化の進行や建設現場の機械化などにより、日雇労働市場が縮小しており、日雇労働者を取り巻く環境が年々厳しさを増す
中、生活の安定に向けた支援の必要性が高まっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

戦略４ 山谷地域に居住する日雇労働者に対する支援
事業
運営

2023年度改訂の視点による区分

(公財)東京都福祉保健財団 戦略の性質による区分
・東京都山谷対策総合事業計画
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

企業が実施する第I/II相臨床試験で使用する製剤の作成と並
行し、医学研では実験動物を用いたワクチン防御効果・安全
性・免疫応答性の評価を行い、企業に結果をフィードバック
する。

・企業が実施する第I/II相試験の実施に合わせ、医学研では実験動物を用いた
ワクチン防御効果・安全性・免疫応答性の評価を行う。
・コロナウイルスに共通するエピトープ（抗原に抗体が結合する部位）を標
的としたワクチン開発を進める。

②

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、
SNS、広報誌「都医学研NEWS」などを通じて紹介するとと
もに、東京都公式動画チャンネル「東京動画」を活用するな
ど、さまざまな媒体や経路を使って、都民の関心に応えた情
報提供を行う。

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、SNS、広報誌「都医
学研NEWS」などを通じて紹介するとともに、東京都公式動画チャンネル
「東京動画」を活用するなど、さまざまな媒体や経路を使って、都民の関心
に応えた情報提供を行う。

②

研究の進捗状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成
果を発信できるよう、医学研が選定した論文を週に１本の
ペースで日本語に翻訳し、分かりやすくHPで紹介する。
また、特に関心の高いテーマについては、子どもでもその内
容について理解が深められるよう、イラストや平易な言葉を
使って紹介する。

研究の進捗状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成果を発信できる
よう、医学研が選定した論文を週に１本のペースで日本語に翻訳し、分かり
やすくHPで紹介する。
また、特に関心の高いテーマについては、子どもでもその内容について理解
が深められるよう、イラストや平易な言葉を使って紹介する。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

企業が実施する第I/II相臨床試験で使用する製剤の作成と並
行し、医学研では実験動物を用いたワクチン防御効果・安全
性・免疫応答性の評価を行い、企業に結果をフィードバック
する。

研究費の獲得のため、４月にAMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機
構）の研究開発事業へ応募した。６月に不採択とされたが、示された課題へ
の対応を進め次回申請の準備を行った。あわせて、動物モデルでの評価やワ
クチン製造、治験実施のための企業体制の確保を行った。

医学研で行う実験動物を用いた評価は順調に進んでいるが、AMEDに申請した第I/II相試験に必要な
研究費申請は不採択となった。不採択理由は開示されていないが、今後の開発に向けた意見が付さ
れており、その課題への対応が必要であると考えられる。

・医学研において実験動物を用いたワクチン防御効果・安全性・免疫応答性
の評価を行い、企業が実施するⅠ/Ⅱ相試験の実施に向けた取り組みを進め
る。
・コロナウイルスに共通するエピトープ（抗原に抗体が結合する部位）を標
的としたワクチン開発を進める。

②

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、
SNS、広報誌「都医学研NEWS」などを通じて紹介するとと
もに、東京都公式動画チャンネル「東京動画」を活用するな
ど、さまざまな媒体や経路を使って、都民の関心に応えた情
報提供を行う。

以下のとおり、ワクチン開発や関連研究について紹介した。
・都民講座︓第3回都民講座において、ワクチン開発について講演を行った。
・都医学研News︓新型コロナ対策特別チームによる都立・公社病院と連携し
て行った大規模抗体測定プロジェクトの活動を取り上げた。

都民講座については、感染制御プロジェクトが担当することが決まった時点で、ワクチン開発を
テーマにすることに決め、テーマにあわせて外部の演者に依頼し、実施した。
都医学研Newsにおいて、昨年度の新型コロナ対策特別チームが実施した内容を一般の方にもわかり
やすく紹介した。

ワクチン開発や関連研究について、さまざまな媒体や経路を使って、都民の
関心に応えた情報提供を行ってきた手法を活用し、都民利益に資する有用な
研究の情報を積極的に発信していく。

②

研究の進捗状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成
果を発信できるよう、医学研が選定した論文を週に１本の
ペースで日本語に翻訳し、分かりやすくHPで紹介する。
また、特に関心の高いテーマについては、子どもでもその内
容について理解が深められるよう、イラストや平易な言葉を
使って紹介する。

以下のとおり、公式サイトでわかりやすく情報を発信した。
・「新型コロナウイルスに関する最新情報」では、海外の最新の研究成果を
紹介する記事として35本を掲載した。
・「けんた君の教えて︕ざわこ先生」では、イラストを活用した理解しやす
い記事として、新型コロナウイルス関連等について4本を掲載した。

「新型コロナウイルスに関する最新情報」については、基盤技術支援センターの職員が様々な学術
誌に取り上げられた論文を一般の方にもわかるように紹介している。「けんた君の教えて︕ざわこ
先生」については、研究員を中心に、理解しやすいように会話形式で、かつ、親しみやすいように
イラストを活用しながら、新型コロナウイルスやその他サル痘等について取り上げている。

研究の進捗状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成果を発信できる
よう、医学研が選定した論文を年間50本程度日本語に翻訳し、分かりやすく
HPで紹介する。
また、特に関心の高いテーマについては、子どもでもその内容について理解
が深められるよう、イラストや平易な言葉を使って紹介する。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

コロナに対する国の基本方針は、社会経済活動を維持しながら、高齢者等を守ることに重点を置いた感染拡大防
止策へと移行しているが、ワクチン接種は引き続き重要な施策として位置づけらている。こうした中で。将来出
現することが予想される新たなウイルスに対応する汎用型ワクチンの開発研究は、臨床試験に向け取組を進めて
いる。また、コロナに対する情報発信は、既存の取組に加え、多様な媒体でのわかりやすい情報発信に努めるな
ど、３年後（2023年度）の到達目標に向けて、順調に進んでいると捉えている。

◆新型インフルエンザやデング熱
に関するワクチン開発研究を行っ
てきた実績を背景に、東京都の特
別研究として、コロナワクチンの
開発（１０年間）のほか、コロナ
抗体測定研究を実施するなど、都
政の重要課題である新型コロナウ
イルス感染症対策に取り組んでい
る。
 実施にあたっては、全所を挙げ
た「新型コロナ特別対策チーム」
を組織している。

◆独自の取組として、HPに「新
型コロナウイルス感染症関連サイ
ト」を立ち上げたほか、各プロ
ジェクトの専門性を活かした「コ
ロナ関連研究」を実施している。

◆コロナウイルスがSARS、
MERSと概ね１０年周期で、重篤
な呼吸器系疾患を引き起こす変異
を起こしていることを踏まえ、汎
用性のあるワクチン開発を行う。

◆医学研の強みを生かし、正確か
つ最新の情報を都民へ分かりやす
く発信する。

【目標①】
汎用型コロナウイルスワクチン
については、基礎研究を確実に
進めるとともに、現行ウイルス
を対象とした臨床試験に着手す
る。

【目標②】
学術的な裏付けをもった最新の
情報を広報誌やHP等を通じて都
民に提供している。また、コロ
ナ関連研究についても、「都民
講座」を開催して研究成果を都
民に提供する。

新型及び汎用型コロナ
ウイルスワクチンの開
発を推進

「都民講座」やHP、
SNS等を通じ、研究内
容や成果を紹介

世界中の最新の研究成
果について積極的かつ
分かりやすく情報発信

2023年度改訂の視点による区分

 都内の新型コロナウイルス感染症の拡大は、未だ収束を見通すことができない状況にあり、都民は感染のリスクに不安を抱いている。
また、マスコミやインターネットを通じて、新型コロナウイルス感染症に関する様々な情報があふれるなか、信頼できる情報の発信が求
められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略１
新型コロナウイルス等予防ワクチンの開発と情報
発信

事業
運営

〇現行ウイルスを対象としたワクチンの開発状況を踏まえ、個別取組事項「新型及び汎用型コロナウイルスワクチンの開発を推進」の2023年度計画の記載を修正
〇医学研の研究については、２０２２年９月の認知症プロジェクトの長谷川成人プロジェクトリーダーのクラリベイト引用栄誉賞で大きな注目を集めたところであるが、このほかにも都民利益に資する質の高い研究をプロジェクト体制により
効果的・効率的に行っている。
委員意見等を踏まえ、新型コロナウイルスに対する広報誌やHPをはじめとした多様な媒体を活用した情報発信の手法を活用し、積極的に発信することで、都民の生命と健康を守る国内トップレベルの医学研究所を目指す取り組みを広く示し
ていけるよう個別取組事項②の記載を修正

◆新型インフルエンザやデング熱
に関するワクチン開発研究を行っ
てきた実績を背景に、東京都の特
別研究として、コロナワクチンの
開発（１０年間）のほか、コロナ
抗体測定研究を実施するなど、都
政の重要課題である新型コロナウ
イルス感染症対策に取り組んでい
る。
 実施にあたっては、全所を挙げ
た「新型コロナ特別対策チーム」
を組織している。

◆独自の取組として、HPに「新
型コロナウイルス感染症関連サイ
ト」を立ち上げたほか、各プロ
ジェクトの専門性を活かした「コ
ロナ関連研究」を実施している。

◆コロナウイルスがSARS、
MERSと概ね１０年周期で、重篤
な呼吸器系疾患を引き起こす変異
を起こしていることを踏まえ、汎
用性のあるワクチン開発を行う。

◆医学研の強みを生かし、正確か
つ最新の情報を都民へ分かりやす
く発信する。

【目標①】
汎用型コロナウイルスワクチン
については、基礎研究を確実に
進めるとともに、現行ウイルス
を対象とした臨床試験に着手す
る。

【目標②】
学術的な裏付けをもった最新の
情報を広報誌やHP等を通じて都
民に提供している。また、コロ
ナ関連研究についても、「都民
講座」を開催して研究成果を都
民に提供する。

新型及び汎用型コロナ
ウイルスワクチンの開
発を推進

「都民講座」やHP、
SNS等を通じ、研究内
容や成果を紹介

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

世界中の最新の研究成
果について積極的かつ
分かりやすく情報発信

 都内の新型コロナウイルス感染症の拡大は、未だ収束を見通すことができない状況にあり、都民は感染のリスクに不安を抱いている。
また、マスコミやインターネットを通じて、新型コロナウイルス感染症に関する様々な情報があふれるなか、信頼できる情報の発信が求
められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京都医学総合研究所 戦略の性質による区分

戦略１
新型コロナウイルス等予防ワクチンの開発と情報
発信

事業
運営
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
全都普及を推進するとともに、全国普及に向けて国が実施す
る他府県での試行を支援する。また、これまで蓄積してきた
データに加え、他府県（試行）からデータ収集を行う。

都・事業者団体との連携、厚労省を通じた社会保障審議会等へエビデンスを
提供することに加え、全国普及の推進、2024年度からの介護報酬化に向けた
取り組みを加速する。

②

ハイリスクな人流・滞留に対して、より効果的な介入時期・
介入策の検討を行う。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内
容に変更あり。）

ハイリスクな人流・滞留の推移に影響を与える社会的要因を同定し、それに
対する有効策を整理する。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内容に変更あ
り。）

③
モデル事業の効果検証を実施するとともに、人材育成プログ
ラムのプロトタイプを開発し、モデル事業の参加自治体を対
象に研修を試行する。

モデル事業の効果検証、エビデンスに基づく予防的支援法と人材育成プログ
ラムについて提案する。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
全都普及を推進するとともに、全国普及に向けて国が実施す
る他府県での試行を支援する。また、これまで蓄積してきた
データに加え、他府県（試行）からデータ収集を行う。

構築した研修システムで全国普及に向け国が実施する他府県での試行を支援
し、アドミニストレーター142名を養成することによりケアプログラムの効果
をあらためて実証するとともに、これまで蓄積してきたデータに加え、他府
県試行データの収集も行った。また、都内であらたに212名養成41区市町村
まで利用が拡大した。

定期的にインストラクターと研修の改善について意見交換を実施し、その都度、修正を行ってきた
こと、また、新たにアドミニストレータを対象とした勉強会を実施することなどによって実践能力
をさらに高めていると考えている。
また、収集したデータを基に、２０２４年度からの介護報酬化に向け、都・事業者団体との連携、
厚労省を通じた社会保障審議会等へエビデンスを提供し、介護報酬化に向けた取り組みの加速につ
なげていく。

都・事業者団体との連携をはじめ、厚労省を通じた社会保障審議会等への認
知症患者のBPSD改善データなどのエビデンス提供により、全国普及の推進や
2024年度からの介護報酬化に向けた厚労省の取り組みを支援する。

②

ハイリスクな人流・滞留に対して、より効果的な介入時期・
介入策の検討を行う。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内
容に変更あり。）

モニタリング会議での分析結果報告に加え、第5波以降には、ワクチン未接
種・未完了者のハイリスク滞留人口を可視化する仕組みも構築した。さらに
第7波以降には、京都大学のチームと連携し、感受性人口割合と夜間滞留人口
とを掛け合わせた実効滞留人口（有効な免疫持たない夜間滞留人口）を可視
化する仕組みも構築した。

携帯電話のGPSデータに着目し、毎日、機械学習によって分類するデータシステムを構築したこと
で、レジャー目的の夜間滞留人口を正確に抽出することが可能となった。また、後の感染状況を予
測するうえで重要となる夜間滞留人口と感受性人口割合の推移をリアルタイムに把握することが可
能となった。こうした精度の高い滞留人口データは感染予測に貢献し、都のみならず、厚労省アド
バイザリーボード会議などでもモニタリング指標として活用された。

ハイリスクな人流・滞留の推移に影響を与える社会的要因を同定し、それに
対する有効策を整理する。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内容に変更あ
り。）

③
モデル事業の効果検証を実施するとともに、人材育成プログ
ラムのプロトタイプを開発し、モデル事業の参加自治体を対
象に研修を試行する。

モデル事業の効果検証のため、２０２１年度に作成した具体的な支援モデル
の実施案に基づきモデル事業の参加自治体（４区市）において新たな支援モ
デルを開始し、11月末時点で若年妊婦39名への支援を実践している。
また、人材育成研修プログラムのプロトタイプを開発し、４区市へ研修を試
行した。

各自治体においてパイロット事例に対する支援を実施し、当事者視点に立った支援を効果的に提供
していくための課題を整理したことにより今後のモデル事業の効果検証、エビデンスに基づく予防
的支援法開発につなげることができる。
また、各自治体において管理職の積極的な関与を促すとともに、母子保健・子ども家庭支援セン
ターのスタッフが共通の研修を受講する仕組みを構築し、試行したことで新たな支援モデルの定着
に必要な協働体制がさらに強化され、新たな支援モデルの円滑な実践につながったと考えている。

モデル事業参加自治体の事例やモデル事業全体の効果検証を通じ、エビデン
スに基づく予防的支援法と人材育成プログラムを取りまとめ、東京都に提案
する。

(公財)東京都医学総合研究所 戦略の性質による区分

戦略２ 都の福祉保健課題の解決に向けた研究の推進
事業
運営

児童虐待の予防的支援
法に関する研究、開発

 人や予算を有効に活用した、透明性、信頼性の高い効果的な施策を行うとともに、その効果を検証できるものとするため、行政施策に
おいて、科学的根拠に基づいた施策の立案・実施が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

 社会健康医学研究センターは、
疫学的アプローチによる知見や科
学的手法を通して、都の福祉保健
行政への貢献を目指す新たな組織
である。

◆都の委託を受けて開発した、行
動・心理症状（BPSD）に対する
認知症ケアプログラムは、2018
年度から都による普及と実装が進
められている。
◆「東京iＣＤＣ専門家ボード」の
疫学・公衆衛生チームに参画し、
疫学的な見地から、新型コロナウ
イルス感染症対策を検討してい
る。
◆児童虐待対応件数が増加する
中、東京都児童福祉審議会専門部
会の議論では、予防的支援の効果
的な実施のために、予防的支援モ
デルの確立と普及展開が求められ
ており、福祉保健局少子社会対策
部より相談を受けている。

◆東京発の認知症ケアプログラム
が全国の自治体で利用可能なもの
とするため、行動・心理症状を
「見える化」するオンラインシス
テムやe-Learning研修システム、
研修修了者の継続的なプログラム
活用を支援するフォローアップ等
の運用体制を構築する。

◆人流データを活用した流行予測
モデルの提供とともに、疫学的見
地に基づく感染症リスクの分析・
評価を通じ、政策につながる提言
を行う。

◆科学的裏付けをもった政策展開
が必要とされており、政策提言に
結び付けられる科学的根拠を検証
するため、3か年のモデル事業を
都、区市町村と連携して実施す
る。

【目標①】
認知症ケアプログラムが全国展
開し、認知症の人の行動・心理
症状の改善に寄与する。

【目標②】
都民の行動自粛等のための定量
的な判断材料を提供し、感染抑
止に貢献する。

【目標③】
支援が必要な家庭に対する効果
的な支援策が検証され、モデル
事業参加の自治体にノウハウが
蓄積される。

都・厚生労働省と連携
した認知症ケアプログ
ラムの普及、展開

人流データ分析に基づ
く感染抑止策の検討と
提言

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 都の福祉保健課題の解決に向けた研究の推進
事業
運営

２０２１年度経営目標達成状況に関する委員意見も踏まえ、２０２３年度計画に具体的な記載を追加するなど、都民目線でも分かりやすい記載となるよう個別取組事項①及び③の記載を修正

2023年度改訂の視点による区分

 人や予算を有効に活用した、透明性、信頼性の高い効果的な施策を行うとともに、その効果を検証できるものとするため、行政施策に
おいて、科学的根拠に基づいた施策の立案・実施が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
認知症ケアプログラムが全国展
開し、認知症の人の行動・心理
症状の改善に寄与する。

【目標②】
都民の行動自粛等のための定量
的な判断材料を提供し、感染抑
止に貢献する。

【目標③】
支援が必要な家庭に対する効果
的な支援策が検証され、モデル
事業参加の自治体にノウハウが
蓄積される。

都・厚生労働省と連携
した認知症ケアプログ
ラムの普及、展開

人流データ分析に基づ
く感染抑止策の検討と
提言

児童虐待の予防的支援
法に関する研究、開発

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
コロナに対する国の基本方針は、社会経済活動を維持しながら、高齢者等を守ることに重点を置いた感染拡大防
止策へと移行しているが、ワクチン接種は引き続き重要な施策として位置づけらている。こうした中で。将来出
現することが予想される新たなウイルスに対応する汎用型ワクチンの開発研究は、臨床試験に向け取組を進めて
いる。また、コロナに対する情報発信は、既存の取組に加え、多様な媒体でのわかりやすい情報発信に努めるな
ど、３年後（2023年度）の到達目標に向けて、順調に進んでいると捉えている。

 社会健康医学研究センターは、
疫学的アプローチによる知見や科
学的手法を通して、都の福祉保健
行政への貢献を目指す新たな組織
である。

◆都の委託を受けて開発した、行
動・心理症状（BPSD）に対する
認知症ケアプログラムは、2018
年度から都による普及と実装が進
められている。
◆「東京iＣＤＣ専門家ボード」の
疫学・公衆衛生チームに参画し、
疫学的な見地から、新型コロナウ
イルス感染症対策を検討してい
る。
◆児童虐待対応件数が増加する
中、東京都児童福祉審議会専門部
会の議論では、予防的支援の効果
的な実施のために、予防的支援モ
デルの確立と普及展開が求められ
ており、福祉保健局少子社会対策
部より相談を受けている。

◆東京発の認知症ケアプログラム
が全国の自治体で利用可能なもの
とするため、行動・心理症状を
「見える化」するオンラインシス
テムやe-Learning研修システム、
研修修了者の継続的なプログラム
活用を支援するフォローアップ等
の運用体制を構築する。

◆人流データを活用した流行予測
モデルの提供とともに、疫学的見
地に基づく感染症リスクの分析・
評価を通じ、政策につながる提言
を行う。

◆科学的裏付けをもった政策展開
が必要とされており、政策提言に
結び付けられる科学的根拠を検証
するため、3か年のモデル事業を
都、区市町村と連携して実施す
る。
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
提案した臨床研究を開始し、ゲノム解析等に着手する。ま
た、臨床研究の提案を、多摩総合・小児総合など複数の病院
へ広げる。

臨床研究の推進に努め、具体的な成果へとつなげるとともに、さらなる臨床
研究の提案を行う。

②
採択案件については、フォーラム等を活用して研究成果を発
表するなど、リサーチマインドをもった医師等が制度の利用
を検討するように、働きかけを行う。

病院が独法化した後も、引き続き充実した連携研究が行われるよう、これま
での取組を評価し、制度の効果的な運用を図る。

③
地方独立行政法人における知的財産関連規程の決定や施行に
向けての取り組みや課題解決に、医学研での経験を踏まえ支
援する。

地方独立行政法人における知的財産関連規程の運用開始後の課題の洗い出
し、課題解決に関するアドバイス行い、各病院における知的財産活用が促進
されるよう支援する。

③

病院の独法化の進捗を考慮しつつ、新規特許出願を実現す
る。
当該年度に複数のシーズ（企業へ紹介できる知的財産）があ
る場合には、BioJapan等の展示会・商談会に出展も含めたラ
イセンス活動を行う。

独法化が実現し、新規知的財産関連規程が施行されていれば同規程に則り、
特許出願を行う。
また、地方独立行政法人の意向を踏まえた上で、BioJapan等の展示会・商談
会に出展するなど、積極的なライセンス活動を実施し、実用化の推進を図
る。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
提案した臨床研究を開始し、ゲノム解析等に着手する。ま
た、臨床研究の提案を、多摩総合・小児総合など複数の病院
へ広げる。

進行中の臨床研究の着実な進捗と並行して、昨年度に開始した都立駒込病院
病理科との連携を元に「都立病院等連携研究」の枠組みでの共同研究を開始
した。また、多摩北部医療センター リウマチ膠原病科を中心とした新しい共
同研究体制の下での臨床研究を開始した。

医学研が設けている「臨床現場における研究シーズの発掘」の仕組を昨年度に効果的に活用したこ
とが、今年度の「都立病院等連携研究」研究テーマのきっかけとなった。また、多摩北部医療セン
ターとの新たな共同研究体制は、過去に「都立病院等連携研究」の下で進められていたテーマをゲ
ノム医学研究センターが持つ遺伝子発現解析技術の活用により発展させるものであり、センター設
立によって構築された研究開発体制が貢献したと考えている。

共同研究の進展に合わせた検証を通じ、臨床研究の推進に努め、ゲノム・遺
伝子発現解析技術を活用した具体的な成果へとつなげるとともに、更なる臨
床研究の提案を行う。

②
採択案件については、フォーラム等を活用して研究成果を発
表するなど、リサーチマインドをもった医師等が制度の利用
を検討するように、働きかけを行う。

「都立病院機構等との連携研究セミナー」を対面とオンラインによるハイブ
リッド形式で開催予定している（2023/3/13）。
また、「臨床現場における研究シーズの発掘」では6月に都立多摩総合医療セ
ンター精神神経科から申請があり、採択した。

新型コロナウイルス感染症の状況から、従来どおりのフォーラムやカンファレンスの開催は難しい
状況にある。一方で、オンラインでの試みは、多くの病院の医師が参加できるという点や関心のあ
るテーマについてのみ視聴できるというメリットもあると考えており、さらに対面と合わせたハイ
ブリッド形式を試みる予定である。今年度は都立病院の独立行政法人化もあり、連携が難しい面が
あったが、都立病院等と研究所との接点づくりの方法として引き続き、開催していくことが効果的
と考えている。

都立病院機構設立後も、引き続き充実した連携研究が行われるよう、これま
での取組を評価し、制度の効果的な運用を図る。

③
地方独立行政法人における知的財産関連規程の決定や施行に
向けての取り組みや課題解決に、医学研での経験を踏まえ支
援する。

病院経営本部より５月に提示された都立病院機構の知的財産関連規程案につ
いて、課題や問題点についての洗い出しを行った上で、20以上の項目につい
て、修正提案等を行った。

東京都保健医療公社の知財関連規程の策定から開始した取り組みであり、公的な病院における知的
財産活用の課題や問題点も多くあったが、医学研の経験やノウハウを知的財産関連規定に活かせ
た。都立病院機構の設立までに支援ができ、各病院における知的財産活用促進につながるものと認
識している。

都立病院機構における知的財産関連規程の運用開始後の課題の洗い出し、課
題解決に関するアドバイス行い、各病院における知的財産活用が促進される
よう支援する。

③

病院の独法化の進捗を考慮しつつ、新規特許出願を実現す
る。
当該年度に複数のシーズ（企業へ紹介できる知的財産）があ
る場合には、BioJapan等の展示会・商談会に出展も含めたラ
イセンス活動を行う。

「体幹装具」（日/中/香港に出願）︓販売の目途が立ったため実施料等の条件
を含む契約を年度内に締結する予定。
「腫瘍サンプラー」︓9月に改良発明の出願を行い、実施予定企業が試作品を
作製中。
「ネックガード」︓実施予定企業が試作品を作製中。「点滴作業用ライ
ト」︓近々実施候補企業との交渉を開始する。

都立病院機構の設立にあたり、病院経営本部・公社事務局・病院機構の担当部署と調整や協議を重
ね、個別案件について、可能な範囲でライセンス先の探索、企業との交渉や契約等を進めることが
できた。現在の活動案件は左記の4件に「放射線防護シールド」を加えた5件であるが、それぞれに
おいての実用化の推進に向けたこれまでの活動が一定の成果につながりつつあると考えている。

都立病院機構の知的財産規定に則り、特許出願を行う。
また、都立病院機構の意向を踏まえた上で、BioJapan等の展示会・商談会に
出展するなど、積極的なライセンス活動を実施し、実用化の推進を図る。

(公財)東京都医学総合研究所 戦略の性質による区分

戦略３
都立病院等とのさらなる連携強化と実用化に向け
た支援の実施

事業
運営

地方独立行政法人にお
ける知的財産関連規程
の策定等を支援

病院職員の発明等の知
的財産の権利化及びそ
の実用化を推進

 都立病院・公社病院には、がん医療や小児医療、精神疾患医療、難病医療などに関する豊富な症例や希少疾患に係る診療実績がある。
研究所と医療現場とが連携した研究から、新たな診断法の開発や診断精度の向上、研究成果の早期実用化や臨床応用が期待されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆ゲノム解析研究は、最適な治療
方法選択のための診断や治療薬の
開発など、都民の健康を守るため
の必須なプラットフォームになる
と期待されており、ゲノム医学研
究センターを新たに設置した。

◆病院等連携支援センターが行う
「臨床現場における研究シーズの
発掘」等については、これまで連
携のあった病院以外との共同研究
を開始するなど、連携強化を図っ
ている。また、都立病院等連携と
して行ってきた「TMEDフォーラ
ム」等はコロナ禍にあって中止し
た。

◆知的財産活用支援センターの
「都立病院等における知的財産の
権利化及び活用の支援」が着実に
広がっている。

◆遺伝子発現解析を通じ、病変部
位に含まれる細胞集団の特性解
析、血液等からのバイオマーカー
探索、がん細胞の増殖解明等、都
立病院等に対し新たな研究を提案
する。
◆都立病院新改革実行プラン
2018では、多摩キャンパスに
「臨床研究支援センター」を整備
し、研究支援体制の充実強化を図
るとともに、医学研との共同研究
の一層の推進が謳われている。こ
うした都立病院の方針を踏まえ、
より連携の密度を高めていく。
◆都立病院等には、知的財産に係
る専門職チームがなく、知的財産
の権利化やその活用、企業との交
渉には不慣れである。都立病院等
への支援は10年超にわたる研究所
の知的財産活用の経験を活かした
支援を継続する。

【目標①】
ゲノム・遺伝子解析技術を用い
た臨床研究の実績が増える。

【目標②】
制度の検証や取組の評価を通じ
て、より効果的な運用が図ら
れ、その結果、論文や学会発表
等が行われる。

【目標③】
独法化後も見据えながら、都立
病院等に対する知的財産に係る
支援を実施し、特許出願などを
行う。

ゲノム・遺伝子解析を
用いる臨床研究の構築
と推進

都立病院等との連携研
究の充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３
都立病院等とのさらなる連携強化と実用化に向け
た支援の実施

事業
運営

〇具体的な内容を追加し、都民目線でも分かりやすい記載となるよう個別取組事項①の2023年度計画を修正
〇2022年7月、都立病院が地方独立行政法人都立病院機構となり、都立病院機構の知的財産関連規程の整備が行われたことから、個別取組事項③の2023年度計画の修正や都立病院機構へ表記を統一

2023年度改訂の視点による区分

 都立病院・公社病院には、がん医療や小児医療、精神疾患医療、難病医療などに関する豊富な症例や希少疾患に係る診療実績がある。
研究所と医療現場とが連携した研究から、新たな診断法の開発や診断精度の向上、研究成果の早期実用化や臨床応用が期待されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
ゲノム・遺伝子解析技術を用い
た臨床研究の実績が増える。

【目標②】
制度の検証や取組の評価を通じ
て、より効果的な運用が図ら
れ、その結果、論文や学会発表
等が行われる。

【目標③】
独法化後も見据えながら、都立
病院等に対する知的財産に係る
支援を実施し、特許出願などを
行う。

ゲノム・遺伝子解析を
用いる臨床研究の構築
と推進

都立病院等との連携研
究の充実

地方独立行政法人にお
ける知的財産関連規程
の策定等を支援

病院職員の発明等の知
的財産の権利化及びそ
の実用化を推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
医学研では、ゲノム解析や研究費の支援、知的財産の権利化等を通して、2022年７月の地方独立行政法人への移
行後も都立・公社病院との連携強化に努めている。特にゲノム・遺伝子解析を用いる臨床研究の構築において
は、新たな病院との共同研究体制を構築するなど、各取組とも3年後（2023年度）の到達目標に向けて、順調に
進んでいると捉えている。

◆ゲノム解析研究は、最適な治療
方法選択のための診断や治療薬の
開発など、都民の健康を守るため
の必須なプラットフォームになる
と期待されており、ゲノム医学研
究センターを新たに設置した。

◆病院等連携支援センターが行う
「臨床現場における研究シーズの
発掘」等については、これまで連
携のあった病院以外との共同研究
を開始するなど、連携強化を図っ
ている。また、都立病院等連携と
して行ってきた「TMEDフォーラ
ム」等はコロナ禍にあって中止し
た。

◆知的財産活用支援センターの
「都立病院等における知的財産の
権利化及び活用の支援」が着実に
広がっている。

◆遺伝子発現解析を通じ、病変部
位に含まれる細胞集団の特性解
析、血液等からのバイオマーカー
探索、がん細胞の増殖解明等、都
立病院等に対し新たな研究を提案
する。
◆都立病院新改革実行プラン
2018では、多摩キャンパスに
「臨床研究支援センター」を整備
し、研究支援体制の充実強化を図
るとともに、医学研との共同研究
の一層の推進が謳われている。こ
うした都立病院の方針を踏まえ、
より連携の密度を高めていく。
◆都立病院等には、知的財産に係
る専門職チームがなく、知的財産
の権利化やその活用、企業との交
渉には不慣れである。都立病院等
への支援は10年超にわたる研究所
の知的財産活用の経験を活かした
支援を継続する。
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等
の実施、結果の反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等の実施、結果の
反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置・検証

①②

・「抜本的対策」に加え権利擁護・事故防止の意識を高める
新たな取組の実施
（例）職員一人ひとりの取組を実施
職員の悩みや不安を受け止める訪問相談員の設置
外部専門家による施設のコンサルテーションの導入
福祉のしごとの悩み相談窓口の実施
・適正な採用及び人事管理の実施

・「抜本的対策」に加え権利擁護・事故防止の意識を高める取組の実施
（例）職員一人ひとりの取組を実施
職員の悩みや不安を受け止める訪問相談員の実施
外部専門家による施設のコンサルテーションの活用
福祉のしごとの悩み相談窓口の実施
・適正な採用及び人事管理の実施

①②

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の受講
・研修実績のデータ管理の実施
・虐待等防止研修教材の活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施
・チーフ等職員向け研修カリキュラムの実施

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の受講
・研修実績のデータの分析及び研修教材への反映
・虐待等防止研修教材の改訂・活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施
・チーフ等職員向け研修カリキュラムの継続実施

①②③

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②④

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等
の実施、結果の反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置

・事業団虐待等防止委員会を4回開催
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会の開催
・コンプライアンス委員会を1回開催
・障害施設の虐待防止マネージャー設置率100％、各園で身体拘束のチェック
など虐待防止対策を中心的に担う。

・各施設の虐待防止委員会で虐待疑い通報事案の検証や対策を検討、事業団全体の委員会で共有し
意見交換等のうえ、事業団全体で虐待防止の底上げを図る。
・コンプライアンス委員会を開催し、外部委員からの助言を運営に反映。例えば虐待事案に感情コ
ントロールのできない職員の例があり、助言を受けてアンガーマネジメント研修を検討
・令和4年度内に虐待疑い通報事案の事故者の傾向を踏まえて検証・分析を行い、管理監督者層の危
機管理能力や組織マネジメント力の強化を図る。

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等の実施、結果の
反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの活用
・管理監督者層の危機管理能力及び組織マネジメント力の強化

①②④

・「抜本的対策」に加え権利擁護・事故防止の意識を高める
新たな取組の実施
（例）職員一人ひとりの取組を実施
職員の悩みや不安を受け止める訪問相談員の設置
外部専門家による施設のコンサルテーションの導入
福祉のしごとの悩み相談窓口の実施
・適正な採用及び人事管理の実施

・各職員が自己覚知し、個人取組目標を設定
・試行として各1施設で、訪問相談員の設置と外部専門家によるコンサルテー
ションを年間を通して実施
・福祉のしごと悩み相談窓口の再周知
・採用面接で分野別（養護、障害）の事例問題を導入
・改定版人材育成方針に基づく人事考課の実施

・訪問相談により課題を抱える職員のフォローが可能となっている。
・コンサルテーション導入施設では、対象利用者の問題行動の減少と職員の支援力向上が図られ
た。効果検証のうえ、他の2施設(希望の郷東村山、八王子福祉園)へ拡大する。
・面接時の事例問題を通して福祉職としての適性を確認し、問題のある人材を排除
・令和3年度末に改定した事業団人材育成方針に基づき、「福祉に携わる者としての高い倫理観」を
到達目標として自己申告制度や業績評価制度を実施しており、職員の倫理観の向上を図っている。

・「抜本的対策」に加え権利擁護・事故防止の意識を高める取組の実施
（例）職員一人ひとりの取組を実施
職員の悩みや不安を受け止める訪問相談員の実施
外部専門家による施設のコンサルテーションの活用及び拡大(2施設)
福祉のしごとの悩み相談窓口の実施
・適正な採用及び人事管理の実施

①②④

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の受講
・研修実績のデータ管理の実施
・虐待等防止研修教材の活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施
・チーフ等職員向け研修カリキュラムの実施

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の内容を見直し実施。全職員が受
講
・実際の虐待事件を踏まえ虐待防止研修の講師及び内容を見直し、実施
・チーフ等職員向け研修は日々の記録等から虐待の兆候を察知するノウハウ
等、事業団の現場で必要なリスクマネジメントの技法を付与
・アンガーマネジメント研修の構築

・研修後に振り返りシートを提出させ、理解度を確認し、不十分と見られた職員には追加指導を行
い、意識の浸透を図った。
・実際の虐待事件の詳細及び課題を研修講師と共有し、意見交換しながら進めるなど、職員に伝わ
り易いよう工夫
・チーフ等職員は最小単位のリーダーに該当し、虐待の兆候を発見できる可能性が最も高い職員の
ため、実際の記録等を素材にしたワーク等で強く意識付けた。
・虐待疑い通報事例に職員の感情コントロールの欠如が原因の事例が見られたため、対応する新た
な研修を年度末までに実施

・「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」の取組状況100%達成を継続
・遅番勤務のためのベビーシッターや延長保育等の費用を補助する新たな制
度を実施
・「自己啓発等休業制度」、「配偶者同行休業制度」の実施
・職員のための相談体制の周知及び運用
・新たに福祉現場におけるメンタルヘルスケア研修を実施

①②③

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・福祉サービス第三者評価の受審し、結果を改善に反映
・意見箱を活用し、児童や利用者からの意見を運営に反映、または参考とし
た。
・児童養護施設の児童に対し「子供の権利ノート」の説明や学習会を実施
・全施設で利用者満足度調査を実施

・第三者評価の受審結果を施設内に周知し、改善が必要な内容は対策を検討し早期に実施
・意見箱の利用について、児童や利用者に活用を促し、「東京都社会的養育推進計画」でも求めら
れている、児童が意見を伝えやすい環境の整備を進めている。
・「子供の権利ノート」の説明や学習会を行うことで、権利意識の向上や意見表明の方法について
理解させている。
・利用者満足度調査は前回の回答を参考に調査項目を見直し、12施設で実施。結果の集約・分析、
活用は今後実施

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

戦略の性質による区分

戦略１ 利用者・児童の権利擁護を第一とした支援の実現
組織
運営

　障害施設・児童養護施設を問わず、利用者や児童の人権を守り、安全・安心な生活を確保することは、施設運営の中で最も基本的かつ
重要なことである。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

〇事業団児童養護施設では入所理
由が被虐待が約75％であり、民間
より10％高く、中高生も47％で
あり、民間より20％以上高い。専
門的な支援を要する児童が増加傾
向にある。
〇事業団障害者（児）施設の知的
障害の重度・最重度の割合は児童
施設で約４割、成人施設で約8割
であり、強度行動障害がある方、
高齢化や重度化した方、医療的ケ
アや心理的ケアを必要とする方を
積極的に受け入れていることか
ら、年々支援が困難な方が増加傾
向にある。
〇支援困難者の増加に伴い、事故
発生のリスクが高まることから、
虐待防止の取組を継続していく必
要がある。

〇権利擁護・虐待防止を徹底する
ため、職員の意識改革や利用者の
安全確保に向けた環境整備を推進
し、重大事故防止の取組チェック
体制を強化する。
〇事業団全体で、各施設の事案や
取組を共有・検証すること等によ
り、各施設の危機管理意識や人権
意識の強化を図る。
〇事業団を挙げて2019年度及び
2020年度に策定した虐待等重大
事故防止に向けた抜本的対策を着
実に実施する。
〇管理監督者を含む全職員を対象
とした虐待防止研修を拡充・強化
する。
〇福祉サービスへの満足度を高
め、個人の権利擁護のため、第三
者委員による定期的な相談の実施
や適切な苦情対応など、利用者や
児童が意見や苦情を伝えやすい環
境を整備していく。

①特別な支援が必要な利用者・
児童を受け入れる中で、全職員
が権利擁護の意義を認識し、利
用者本位のサービス・児童に寄
り添った支援を提供している。
②懲戒処分に該当するような重
大事故を発生させないため、虐
待防止への意識や取組が職員に
浸透している。
③利用者等の意見や苦情を受け
止める体制や方策が整ってい
る。

虐待防止体制の充実・
強化

利用者・児童からの要
望等への適切な対応

個別取組事項 2023年度2022年度

(社福)東京都社会福祉事業団

戦略１ 利用者・児童の権利擁護を第一とした支援の実現
組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

抜本的対策の着実な実
施

虐待防止研修の拡充

第三者委員への相談環
境の整備

①②③ ・各施設における第三者委員への相談会の実施

虐待防止研修の拡充

利用者・児童からの要
望等への適切な対応

・各施設における第三者委員への相談会の実施

　障害施設・児童養護施設を問わず、利用者や児童の人権を守り、安全・安心な生活を確保することは、施設運営の中で最も基本的かつ
重要なことである。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

第三者委員への相談環
境の整備

①②③ ・各施設における第三者委員への相談会の実施
・各施設における第三者委員への相談会を合計62回実施。コロナ禍での面会
制限に対する要望や入所児童の医療的ケアに関する質問など、多種多様な要
望等があった。

・新型コロナウィルス感染症蔓延防止対策として、を講じた上で、利用者や家族を対象とした相談
会を開催し、要望内容等を踏まえ対応していく。 ・各施設における第三者委員への相談会の実施

・計画にある取組を着実に実施しており、職員の権利擁護意識と利用者本位の趣旨が浸透しつつある。
・利用者・児童についても、苦情窓口等多数の意見表明の機会が確保され、加えて児童に対する権利意識の向上
に取り組んだことなどにより、多様な意見表明が行われるようになった。
・令和4年度の虐待疑い事案において、ベテラン職員が事故者となる事例が散見され、新たな課題として認識した
ため、現在の取組に加え新たな取組を検討し、年度内に実施する予定である。

〇事業団児童養護施設では入所理
由が被虐待が約75％であり、民間
より10％高く、中高生も47％で
あり、民間より20％以上高い。専
門的な支援を要する児童が増加傾
向にある。
〇事業団障害者（児）施設の知的
障害の重度・最重度の割合は児童
施設で約４割、成人施設で約8割
であり、強度行動障害がある方、
高齢化や重度化した方、医療的ケ
アや心理的ケアを必要とする方を
積極的に受け入れていることか
ら、年々支援が困難な方が増加傾
向にある。
〇支援困難者の増加に伴い、事故
発生のリスクが高まることから、
虐待防止の取組を継続していく必
要がある。

〇権利擁護・虐待防止を徹底する
ため、職員の意識改革や利用者の
安全確保に向けた環境整備を推進
し、重大事故防止の取組チェック
体制を強化する。
〇事業団全体で、各施設の事案や
取組を共有・検証すること等によ
り、各施設の危機管理意識や人権
意識の強化を図る。
〇事業団を挙げて2019年度及び
2020年度に策定した虐待等重大
事故防止に向けた抜本的対策を着
実に実施する。
〇管理監督者を含む全職員を対象
とした虐待防止研修を拡充・強化
する。
〇福祉サービスへの満足度を高
め、個人の権利擁護のため、第三
者委員による定期的な相談の実施
や適切な苦情対応など、利用者や
児童が意見や苦情を伝えやすい環
境を整備していく。

①特別な支援が必要な利用者・
児童を受け入れる中で、全職員
が権利擁護の意義を認識し、利
用者本位のサービス・児童に寄
り添った支援を提供している。
②懲戒処分に該当するような重
大事故を発生させないため、虐
待防止への意識や取組が職員に
浸透している。
③利用者等の意見や苦情を受け
止める体制や方策が整ってい
る。
④虐待が起きにくい組織体制が
整備されている。

虐待防止体制の充実・
強化

抜本的対策の着実な実
施

2023年度

・これまで、職員の権利擁護意識の醸成と、利用者・児童の権利意識の向上及び意見表明機会の確保を図るための取組を進めてきたが、令和4年度は虐待疑いの通報・通告が令和3年度より増加した。通報等の流れを見ると、職員からの情報
提供や利用者や児童自身が発信元となるものが、いずれも増加傾向を示しており、共に人権意識が向上しているものと推察される。また、疑わしいものは全て通報等する職場風土も育っている。
・これまで、虐待は支援力不足が原因の一端と考え、若手職員がより起こしやすいとの認識であったが、令和４年度の事故者の傾向としてはむしろベテラン職員が多く、普段から周囲が威圧的に感じ、注意し難いなどの傾向が見られた。一部
のベテラン職員は自身の支援スキルに自信を持ち、古い支援方法が更新されないなどの傾向があると推察され、職員個人に対し虐待への認識を改めさせる従来の取組だけでは、十分な効果が得られないと思われる。そこで、令和4年度中に虐
待事件に詳しい弁護士のアドバイスを受けて虐待疑い事案の検証・分析を行い、虐待を起こす可能性の高い「ハイリスク」職員の洗い出しや対応方法等について新たな知見を得て、管理監督者層の危機管理能力や組織マネジメント力の強化を
図ることとした。
・また、利用者等の行為に起因する突発的な虐待も見られたため、感情のコントロール技法を学ぶアンガーマネジメント研修を令和4年度から全職員悉皆で実施することとした。
・さらに、令和4年度に開始したコンサルテーションに、強度行動障害による問題行動の頻度を下げ、職員の支援力を高める効果が認められたため、他の施設へ拡大することとした。これらの取組を進めることで、組織全体で更なる虐待防止
に取り組んでいく。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・喀痰吸引等研修‥新規で７人受講
・強度行動障害支援者養成研修‥新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・退職するベテラン職員から後輩職員へ支援スキルを継承す
るためのメッセージの発信

・喀痰吸引等研修‥新規で７人受講
・強度行動障害支援者養成研修‥新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・退職するベテラン職員から後輩職員へ支援スキルを継承するためのメッ
セージの発信

②
・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が
35％）に不足する社会福祉士等の資格取得促進を図る。

・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が35％）に不足す
る社会福祉士等の資格取得促進を図る。

③

・NPO等との連携による職場体験や学習支援‥児童の進路決
定率100%
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの活用

・NPO等との連携による職場体験や学習支援…児童の進路決定率100％
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの活用

③ ・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデル事業の総括 ・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデル事業の総括

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・喀痰吸引等研修‥新規で７人受講
・強度行動障害支援者養成研修‥新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・退職するベテラン職員から後輩職員へ支援スキルを継承す
るためのメッセージの発信

・喀痰吸引等研修を9人受講
・強度行動障害支援者養成研修を40人受講
・スーパーバイズ力向上研修を3人受講

・喀痰吸引等研修は施設内の調整を行い計画数を超える人数の受講を達成
・強度行動障害支援者養成研修は72人申し込んだが、実施機関の選考で40人の受講となった。次年
度の受講枠の拡大について、都や研修実施機関と調整した。
・専門的なケアに係る研修を多数の職員が受講することで、組織的に支援力を高め、支援の質の向
上につながっている。
・メッセージ発信は3月に「事業団通信」で実施

・喀痰吸引等研修‥新規で７人受講
・強度行動障害支援者養成研修‥新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修の受講率100％
・退職するベテラン職員から後輩職員へ支援スキルを継承するためのメッ
セージの発信

②
・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が
35％）に不足する社会福祉士等の資格取得促進を図る。

・資格取得支援制度を9人(社会福祉士5人、公認心理士2人、他2人）が活用
(2年間でのべ24人)
・加算対象となる資格取得試験を受験しているが、結果はまだ(現在の加算Ⅰ
取得施設は8施設中3施設、資格取得者の不足数は延べで30人)

・46名の目標は当初計画時に過去の活用実績を踏まえて算出した数字
・募集ポスターを作成し、具体的な活用例などを示して、制度の積極的な活用を促した。
・昨年度から開始した再チャレンジ制度へのニーズが高く、9人中5人が再チャレンジ制度を活用。
働きながらの社会福祉士の資格取得は難しく、受験しても不合格が多い。
・加算Ⅰの未取得施設において、職員に資格取得支援制度の積極的な活用を促している。

・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が35％）に不足す
る社会福祉士等の資格取得促進を図る。

③

・NPO等との連携による職場体験や学習支援‥児童の進路決
定率100%
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの活用

時点で38％(退所児童は計38名)
・NPO等との連携による職場体験を19回実施
・自活訓練を延べ504日実施
・自立支援ニュースを発行
・退所児童との連絡手段としてLINEの活用を継続
・アフターケア希望者へは100%実施

・「東京都社会的養育推進計画」にある「社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援」の達成に
資する取組として、学習支援や社会生活に必要な知識の付与など様々な取組を行っている。年度末
までに進路決定率100％となるよう支援を継続する。
・「東京都政策連携団体活用戦略」で求める役割の１つにアフターケアの充実があり、LINEアカウ
ントの活用など、現代的な手法を取り入れてアフターケアを充実させている。

・「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」の取組状況100%達成を継続
・遅番勤務のためのベビーシッターや延長保育等の費用を補助する新たな制
度を実施
・「自己啓発等休業制度」、「配偶者同行休業制度」の実施
・職員のための相談体制の周知及び運用
・新たに福祉現場におけるメンタルヘルスケア研修を実施

③ ・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデル事業の総括
・原籍施設へ復帰した児童8人へのアフターケアを実施(訪問21回、電話連絡
は1～2カ月に1回程度の割合で実施）
・今後のあり方について、都や地元市など関係機関と検討中

・「東京都社会的養育推進計画」に明記されている事業として、都や地元市と連携して実施してい
る。
・都など関係機関連携として課題の整理等に取り組み中

・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデル事業の総括

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

先進的取組等で蓄積して
きた支援技術・ICT等を
他団体へ普及

④

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ
実施（東京都福祉保健財団等との連携）

・講師派遣回数34回
・実習生の受け入れ人数3582人
・東京都のトライアル事業も活用して、利用者見守りシステム（AI－VIEW）
等の次世代介護機器を導入し、HPで公表
・東京都福祉保健医療学会で強度行動障害支援事例と次世代介護機器導入・
活用事例の２事例を発表し受賞

「東京都政策連携団体活用戦略」で求める役割を果たすべく、以下の取組を実施
・各学校等からの要請に応じ積極的に講師を派遣し、計画数を大きく上回る。
・感染対策を行い、実習生を可能な限り受入
・政策連携団体東京都福祉保健財団と連携し、福祉機器の情報を得て導入
・令和5年度は東京都福祉保健財団が実施する「強度行動障害支援者要請研修」に講師やファシリ
テーターを派遣し、連携して支援技術を他団体に普及する予定
・コロナ禍で見学受け入れが難しいため、学会等での外部発信に積極的に取り組んだ。

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ実施（東京都福祉
保健財団等との連携）
・強度行動障害支援者養成研修に講師及びファシリテーターとして職員を派
遣

・固有正規職員(福祉職)の平均在職年数は2021年度末で7.6年、今年度末も目標を超える見込みで、中堅として
の役割を担いつつある。
・「東京都社会的養育推進計画」や「東京都政策連携団体活用戦略」等、都の施策と関連した取組を着実に実施
している。
・特別な支援が必要な利用者や児童を積極的に受け入れるための専門的研修受講や自己啓発を活用した育成が進
み、支援の向上につながっている。
・習得した支援技術やICTの取組を積極的に他団体等へ普及し、都の福祉水準の向上に貢献

〇特別な支援が必要な利用者や児
童を積極的に受け入れるという
セーフティネットとしての役割を
引き続き果たしていくためには、
専門的な支援を提供できる体制の
維持・強化が課題となっている。

〇平均在職年数は2015年度から
変わらず約６年となっており、若
手職員が増加していることから、
そのような職員の専門性を高めて
いくことが必要である。

〇政策連携団体として、これまで
蓄積してきた支援技術を他団体へ
普及していく必要がある。

〇事業団で蓄積してきた支援技術
やノウハウを、研修等を通じて若
手職員に確実に継承し、法人全体
での専門性を高めていく。

〇障害児者施設における医療的ケ
アの提供体制や強度行動障害のあ
る障害児者の受入れ体制の充実を
図るため、専門的な技術習得のた
めの研修の受講機会の確保や、資
格取得支援の拡大により、各施設
の状況や特長に応じた専門性の高
い職員を確保する。

〇連携型専門ケア機能モデル事業
などの先駆的な取組や、選択肢を
広げる支援、アフターケアの充実
などにより、児童にさらに寄り
添った支援を行えるようにしてい
く。

〇研修や学校等へ講師派遣や実習
受入れを行うと共に、ICT等の先
進的取組を発信する。

①蓄積してきた支援技術を継承
した若手職員が中堅職員へと
育っている。
・固有正規職員（福祉職）平均
在職年数…7.3年以上

②専門的なケアに必要な知識・
技術を習得している。

③専門性を活かし、利用者・児
童の特性や状況に応じた支援を
提供している。

④他団体への支援技術・ICT等の
普及を行っている。

専門的なケアが提供でき
る体制の充実

自己啓発支援制度の拡充

児童養護施設の児童の選
択肢を広げる支援の実施

連携型専門ケア機能モデ
ル事業の検証と充実

2023年度改訂の視点による区分

被虐待児童の増加、発達障害・愛着障害等専門的な支援を要する児童の増加による支援ニーズや、強度行動障害や医療的ケアを必要とす
る障害者の施設利用ニーズが増大している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２
蓄積してきた支援技術を生かした高度なケアの提
供

事業
運営

・都の福祉のセーフティネットを担い、民間では支援が難しい、特別な支援が必要な利用者や児童を受け入れていくためには、より専門的で高度な支援技術が求められるが、現在、都派遣の解消等により経験の浅い若手職員が多くなっている
ことから、育成が急務である。そのため、OJT、研修制度、自己啓発支援制度などにより育成を強化している。特に必要性の高い強度行動障害に対応できる職員を育成するため、養成研修の新規受講を当初計画以上に進める。
・「東京都政策連携団体活用戦略」で求める役割を果たすべく、獲得した支援技術を積極的に他団体へ普及し、都の福祉水準の向上に取り組んでいく。その一貫として、令和5年度に東京都福祉保健財団が実施する「強度行動障害支援者要請
研修」の規模が大幅に拡大するのに合わせて講師やファシリテーターを派遣し、当該財団と連携して支援技術を他団体に普及していく。

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ実施（東京都福祉
保健財団等との連携）

〇特別な支援が必要な利用者や児
童を積極的に受け入れるという
セーフティネットとしての役割を
引き続き果たしていくためには、
専門的な支援を提供できる体制の
維持・強化が課題となっている。

〇平均在職年数は2015年度から
変わらず約６年となっており、若
手職員が増加していることから、
そのような職員の専門性を高めて
いくことが必要である。

〇政策連携団体として、これまで
蓄積してきた支援技術を他団体へ
普及していく必要がある。

〇事業団で蓄積してきた支援技術
やノウハウを、研修等を通じて若
手職員に確実に継承し、法人全体
での専門性を高めていく。

〇障害児者施設における医療的ケ
アの提供体制や強度行動障害のあ
る障害児者の受入れ体制の充実を
図るため、専門的な技術習得のた
めの研修の受講機会の確保や、資
格取得支援の拡大により、各施設
の状況や特長に応じた専門性の高
い職員を確保する。

〇連携型専門ケア機能モデル事業
などの先駆的な取組や、選択肢を
広げる支援、アフターケアの充実
などにより、児童にさらに寄り
添った支援を行えるようにしてい
く。

〇研修や学校等へ講師派遣や実習
受入れを行うと共に、ICT等の先
進的取組を発信する。

①蓄積してきた支援技術を継承
した若手職員が中堅職員へと
育っている。
・固有正規職員（福祉職）平均
在職年数…7.3年以上

②専門的なケアに必要な知識・
技術を習得している。

③専門性を活かし、利用者・児
童の特性や状況に応じた支援を
提供している。

④他団体への支援技術・ICT等の
普及を行っている。

専門的なケアが提供でき
る体制の充実

自己啓発支援制度の拡充

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
先進的取組等で蓄積して
きた支援技術・ICT等を
他団体へ普及

④

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ
実施（東京都福祉保健財団等との連携）

児童養護施設の児童の選
択肢を広げる支援の実施

連携型専門ケア機能モデ
ル事業の検証と充実

被虐待児童の増加、発達障害・愛着障害等専門的な支援を要する児童の増加による支援ニーズや、強度行動障害や医療的ケアを必要とす
る障害者の施設利用ニーズが増大している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(社福)東京都社会福祉事業団 戦略の性質による区分

戦略２
蓄積してきた支援技術を生かした高度なケアの提
供

事業
運営

57



様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・本設施設への移行（2023年度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サービスを検討（東京都及び地域との
調整）

・本設施設への移行
・地域の障害児向けの新たな通所サービスを提供

②③
・建築工事施工・建物竣工
・環境に関する認証制度を取得できるよう施工会社と調整

・新施設での運営開始
・環境に関する認証制度を取得
・環境に優しい運営

②
・通所・短期入所等の拡充後の定員規模、人員配置体制、日
中活動内容、送迎体制、送迎エリア、相談支援事業の規模な
どを検討

・拡充した施設での通所・短期入所等のサービス実施

③

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機
会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の
実施

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・本設施設への移行（2023年度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サービスを検討（東京都及び地域との
調整）

・改築施設における通所サービスとして、日中活動支援(学校の休業期間にお
ける地域の障害児の受け入れ)の充実を検討

・改築後の施設に整備されるプールや体育館、遊具、ボルダリングウォールなどを活用した運動メ
ニューを中心に新たなプログラムを追加し、移転後に実施するとともに、対象者へアピールし、利
用を促す。

・本設施設への移行
・地域の障害児の日中活動支援の充実

②③
・建築工事施工・建物竣工
・環境に関する認証制度を取得できるよう施工会社と調整

・躯体工事完了、内外装の仕上げ工事中。工事は全体の約80％の進捗であ
り、予定どおり進行中
・環境に関する認証制度（Casbee、東京都建築物環境計画書制度）において
上位評価を取得できる見込み
・太陽光発電の設置を計画に組み込む

・設計会社、施工会社、園、事務局合同の月2回の定例会議のほか、工事進行に遅れが出ないよう随
時連携し、事業を遂行している。
・設計会社と協力し、環境評価の高い設備、部材等を採用できるよう調整している。
・太陽光発電は「ゼロエミッション都庁行動計画」や「未来の東京戦略③グリーン&デジタル」にも
掲げられ、東京都環境公社が実施する「地産地消型再エネ補強プロジェクト」の助成金活用も可能
なため、設置することとした。
・太陽光採光システムの導入や緑化等により、環境に優しい運営を目指す。

・新施設での運営開始
・環境に関する認証制度を取得
・環境に優しい運営

②
・通所・短期入所等の拡充後の定員規模、人員配置体制、日
中活動内容、送迎体制、送迎エリア、相談支援事業の規模な
どを検討

・通所定員は5名から20名に、短期入所定員は4名から6名に拡充を決定
・都に対し、通所、短期入所の規模増に合わせた令和5年度の人員要求を実施
・送迎体制や送迎エリアを確定し、内容を踏まえて送迎委託業者を決定
・通所・短期入所の利用者に向けた各種広報を実施
・日中活動内容や相談支援等は検討中

・通所、短期入所の定員増に合わせて、地域ニーズの掘り起こしのため、地域の障害者団体や学校
等からの情報収集を行っている。
・近隣駅での広告など各種広告媒体の活用等、新施設の魅力をアピールして、利用者の獲得を進め
ている。
・新施設での日中活動について、施設機能を活かした活動を園内で検討中である。

・「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」の取組状況100%達成を継続
・遅番勤務のためのベビーシッターや延長保育等の費用を補助する新たな制
度を実施
・「自己啓発等休業制度」、「配偶者同行休業制度」の実施
・職員のための相談体制の周知及び運用
・新たに福祉現場におけるメンタルヘルスケア研修を実施

③

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機
会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の
実施

・外部イベントへの参加は現時点では困難だが、園内イベントは園内のコロ
ナの感染状況に配慮しつつ実施
・地域交流やイベントにおいて、日野療護園のコミュニケーションロボット
Orihimeを効果的に活用
・障害の全施設で福祉避難所としての協定を締結。福祉避難所として機能さ
せるための地元自治体との調整を実施

・園内イベントは新型コロナウィルスの施設内の発生状況により、中止、延期、規模縮小、実施方
法の工夫など、状況に応じた対応を図りつつ、少しずつ以前の状態に戻している。
・Orihimeは非接触で外部の人とコミュニケーションが取れるため、コロナ禍での利用者の社会参加
や、地域交流機会の確保等、顕著な効果が得られた。
・福祉避難所の協定は令和3年度新規協定市を含め全施設が完了。リモートも活用して、地域との関
係性を構築

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・２施設の改築については、計画通りに進んでおり、地域の支援ニーズにも対応できるよう準備が進んでいる。
・コロナ禍が続く中でも、ICTの活用や規模の縮小等工夫をして、地域との連携・協働を図り、地域貢献を進め
ている。

〇東村山福祉園では改築にあた
り、通所サービスなど、地域で暮
らす障害児の生活を支えるサービ
スの更なる充実を図り、地域福祉
の向上に貢献する必要がある。

〇日野療護園については、利用者
の安全・安心かつ快適な生活を確
保していくとともに、地域の社会
資源として地域の支援ニーズへの
対応を踏まえた改築計画を進めて
いく必要がある。

〇地域の福祉ニーズに対応した取
組の実施により地域社会へ貢献で
きるよう、地域と連携して、支援
の充実を図る必要がある。

〇東村山福祉園の改築を進めるに
あたって、地域のニーズを的確に
把握し、通所サービスなど地域で
支援を必要とする方を対象とした
サービスを拡充する。

〇日野療護園の改築にあたり、利
用者サービスのより一層の向上を
図ることはもちろん、ユニバーサ
ルデザインに配慮した建物である
こと、災害に強い建物であるこ
と、地球環境に配慮した建物であ
ること等の条件を満たすよう、計
画を進めていく。併せて、地域で
支援を必要とする方を対象とした
サービスを拡充する。

〇地域と連携した防災訓練の実施
などを通して、地域での役割を確
実に果たせるようにする。

①東村山福祉園は、改築後の施
設で運営しており、地域の障害
児の支援が充実している。

②日野療護園は、計画どおり改
築され、地域の障害者の支援を
拡充している。

③地域が求める役割（地域交流
スペースの提供、学校役員や自
治会役員を担う、地域行事への
職員動員・物品貸出など）を担
い、地域との協働が進んでい
る。

東村山福祉園の改築に伴
う通所の充実に向けた検
討

日野療護園の改築の円滑
な実施

日野療護園移転改築に伴
う通所・短期入所の拡充
に向けた検討

地域との連携・協働

2023年度改訂の視点による区分

これまで、東京都全体のニーズに対応して支援が必要な利用者を広域的に受け入れる役割を中心に担ってきた。今後は、こうした役割に
とどまらず各地域に根差した施設として、その専門機能を活かして地域の支援ニーズに対応していくことが一層求められていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 地域の福祉向上への貢献、地域との連携の強化
事業
運営

・東村山福祉園の通所サービスは、地域ニーズを踏まえて検討した結果、現在の日中活動支援を地域ニーズに沿う形で内容を見直し実施することとした。
・日の療護園の改築施設について、当初は太陽光発電の設置を予定していなかったが、「ゼロエミッション都庁行動計画」や「未来の東京戦略③グリーン&デジタル」にも掲げられており、東京都環境公社が実施する「地産地消型再エネ補強
プロジェクト」の助成金を活用することも可能なため、計画を変更し設置することとした。その他についても、省エネを前提とした設計を行っている。

〇東村山福祉園では改築にあた
り、通所サービスなど、地域で暮
らす障害児の生活を支えるサービ
スの更なる充実を図り、地域福祉
の向上に貢献する必要がある。

〇日野療護園については、利用者
の安全・安心かつ快適な生活を確
保していくとともに、地域の社会
資源として地域の支援ニーズへの
対応を踏まえた改築計画を進めて
いく必要がある。

〇地域の福祉ニーズに対応した取
組の実施により地域社会へ貢献で
きるよう、地域と連携して、支援
の充実を図る必要がある。

〇東村山福祉園の改築を進めるに
あたって、地域のニーズを的確に
把握し、通所サービスなど地域で
支援を必要とする方を対象とした
サービスを拡充する。

〇日野療護園の改築にあたり、利
用者サービスのより一層の向上を
図ることはもちろん、ユニバーサ
ルデザインに配慮した建物である
こと、災害に強い建物であるこ
と、地球環境に配慮した建物であ
ること等の条件を満たすよう、計
画を進めていく。併せて、地域で
支援を必要とする方を対象とした
サービスを拡充する。

〇地域と連携した防災訓練の実施
などを通して、地域での役割を確
実に果たせるようにする。

①東村山福祉園は、改築後の施
設で運営しており、地域の障害
児の支援が充実している。

②日野療護園は、計画どおり改
築され、地域の障害者の支援を
拡充している。

③地域が求める役割（地域交流
スペースの提供、学校役員や自
治会役員を担う、地域行事への
職員動員・物品貸出など）を担
い、地域との協働が進んでい
る。

東村山福祉園の改築に伴
う通所の充実に向けた検
討

日野療護園の改築の円滑
な実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

日野療護園移転改築に伴
う通所・短期入所の拡充
に向けた検討

地域との連携・協働

これまで、東京都全体のニーズに対応して支援が必要な利用者を広域的に受け入れる役割を中心に担ってきた。今後は、こうした役割に
とどまらず各地域に根差した施設として、その専門機能を活かして地域の支援ニーズに対応していくことが一層求められていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(社福)東京都社会福祉事業団 戦略の性質による区分

戦略３ 地域の福祉向上への貢献、地域との連携の強化
事業
運営
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様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

①②

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・給与制度全般に渡る抜本的な改正及び効果的な運用
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施
・職員満足度アンケートの実施

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・見直し後の給与制度の運用
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施
・職員満足度アンケートの実施

②

・同計画の目標を達成し、認定を取得
・遅番勤務を支援する制度の実施
・「留学等休職制度」（仮称）、「配偶者同行休業制度」（仮
称）の実施
・職員のための相談体制の充実
・メンタルヘルス研修の実施

・同計画の目標を達成し、認定を取得
・遅番勤務を支援する制度の実施
・「留学等休職制度」（仮称）、「配偶者同行休業制度」（仮称）の実施
・職員のための相談体制の充実
・メンタルヘルス研修の実施

②

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェアの
運用開始
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェアの運用
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体
連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要施
策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

・学校訪問等64校、説明会36回、内定式1回、内定者交流会1回、イベント出展
30回、施設見学会30回
・学校推薦15→28人内定
・実習生等特別制度11→11人内定
・児童指導員育成枠で2人採用
・補助業務にシルバー人材を活用
・キャリア採用4人、再採用1人
・地方出身者採用昨年度5名→13名

・Web等も併用した学校訪問や採用説明会、各種イベントへの出展を増やした。
・学校訪問へは採用1～2年目の学校出身者を同行させ、仕事のやりがいや園の魅力などを直接語らせる
ことで、学生に響く取組となった。
・内定者交流会の実施等により帰属意識を高め内定辞退を防止
・推薦校を個別訪問し制度の活用を促進し、推薦が拡大
・実習生等特別制度対象者に学習会等への参加を案内するなど継続的にアプローチ
・新たに地方出身の応募者への上京支援策を整備・実施し、応募が拡大

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施
・地方出身応募者の上京支援策の実施

①②

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・給与制度全般に渡る抜本的な改正及び効果的な運用
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施
・職員満足度アンケートの実施

・管理監督者層の46.0％に固有職員登用（令和4年4月1日時点）
・年度初めから大幅な給与見直しを実施
・宿舎借上げ実績23件
・奨学金返済支援の利用募集を12月実施
・都への相互派遣研修1人
・職員満足度アンケートについて、アンケート項目を精査。1月実施に向けて準備
中

・給与見直しの結果、待遇を理由とした離職は減少。評価委員意見にあった配属の不満に対応する地域手
当も改善
・宿舎借り上げや奨学金返済支援制度は採用説明会等での関心が高く、PRを強化
・相互派遣研修終了後は成果報告により共有を図り、本人の帰属意識の向上にも寄与
・職員満足度アンケートは、評価委員意見を踏まえ、別団体へ情報収集
・採用や早期離職防止での成果を上げている施設の取組内容の他施設展開を検討
・採用1年目職員からの採用担当へ職場適応等の相談に対応し、離職を止めた。

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施
・職員満足度アンケートの実施及びフィードバック
・実習生等から評価が高い施設の取組を他施設に展開
・採用1年未満の職員への事務局からのフォローアップの仕組みを整備し実施

②

・同計画の目標を達成し、認定を取得
・遅番勤務を支援する制度の実施
・「留学等休職制度」（仮称）、「配偶者同行休業制度」（仮
称）の実施
・職員のための相談体制の充実
・メンタルヘルス研修の実施

・「働きやすい福祉の職場宣言」を継続
・育休取得率や年休・夏休取得日数は計画目標を達成、えるぼしの認定取得に向
けて手続き中
・育児中職員の遅番勤務の支援制度、自己啓発等休業制度、配偶者同行休業制度
の制度設計中
・メンタルヘルスケア研修19人受講
・職員のエンゲージメントを高めるサンクスカードの普及

・宣言は達成内容を事業団のHPに公表。財団PR動画に「宣言法人事例」で出演。財団の「ステップアッ
プセミナー」に参加し、他法人の取組事例を収集
・子育て・介護と仕事の両立支援パンフレットなどによりLWBを推進
・育児・介護休業法の改正に対応し、パパ育休や育休の分割取得に対応
・育児中の職員の遅番勤務を支援する制度等は他の制度とのバランスに配慮して検討中
・複数の相談窓口があることを積極的に周知
・サンクスカードは、エンゲージメントに関する評価委員の意見を踏まえたもの。

・「TOKYO働きやすい福祉の職場宣言」の取組状況100%達成を継続
・遅番勤務のためのベビーシッターや延長保育等の費用を補助する新たな制度を
実施
・「自己啓発等休業制度」、「配偶者同行休業制度」の実施
・職員のための相談体制の周知及び運用
・新たに福祉現場におけるメンタルヘルスケア研修を実施

②

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェアの
運用開始
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

・人事、勤怠管理、旅費精算システムの運用を継続
・文書管理システムの導入を検討
・端末統合の契約を準備
・都のトライアル事業も活用し、利用者見守りシステム（AI－VIEW）を導入
・見守り機器やカメラについて、改築施設を中心に積極的導入を検討

・人事、勤怠管理、旅費精算のシステムの本格導入２年目となるが、職員の申請等の効率性が向上した。
・業務用端末の統合にかかる各施設との調整や契約準備を行い、年度内に導入できる見込
・AI－VIEWは持ち運び可能なモニターのため、業務の効率化等が図れている。
・次世代介護機器等については、東京都福祉保健財団からの情報を得て、また、先行導入事例の効果を確
認しつつ導入
・評価委員意見も踏まえ、見守り機器やカメラは、虐待の発見や抑止にも効果が期待できるため、導入を
推進

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェアの運用
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

自主財源の確保 ③

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備経費等を積み
立てる。
・事業団賛助会制度の運用

【決算見込】
・日野療護園（対2021年度予算比）
・介護給付費12百万円（3.64％）の収入増
・希望の郷東村山（対2021年度予算比）
・介護給付費0.7百万円（0.12％）の収入増
・施設整備等積立毎年度約2千4百万円、現在3億6千4百万円
・賛助会員制度の運用継続

・コロナ過においても、安定的な利用者サービスの提供、確実な事業運営の実施のため、自主事業施設は
高い利用率及び加算取得を維持
・日野療護園の施設整備費、修繕積立金は、今年度移転改築で使用したため、次年度から新たに積み立て
る。

・自主運営施設2施設における更なる収入増(加算の取得等)、経費削減の取組によ
り、計画的に施設整備経費等を積み立てる。また、日野療護園移転施設の立川療
護園の安定的な運営のための予算を確保する。
・事業団賛助会員制度の運用

・採用者数これまでの様々な取組に加え令和4年度の地方出身応募者向け上京支援策などにより、2020年度以降上昇
に転じているが、引き続き現在の取組を着実に実施していく。
・離職者についても2022年度は8.1%と改善傾向を示しており、人事・給与制度の大幅な改定や福利厚生の充実など
による効果と考えられるが、更なる離職防止に向けて働きやすさに配慮した取組等を進めていく。
・自主財源は、自主運営施設の収入も増加しており、引き続き安定した運営を確保できるよう、取組を進めていく。

〇福祉業界では人材不足が深刻化し
ており、事業団においても、施設運
営に必要な職員の確保が極めて困難
となっている。また、離職率が年々
増加し、2019年度は11.9％となっ
ている。こうした状況で、職員にか
かる負担が増大している。

〇都派遣職員と固有職員が２：８の
割合となり、事業団の将来を担う固
有職員の育成や管理監督者層への登
用を引き続き行っていく必要があ
る。

〇休暇制度の整備等、働きやすさの
向上に向けた取組を順次行ってきて
いるが、現状を踏まえ更なる取組を
進めていく必要がある。

〇新たな事業展開や施設の改築等を
計画的に進めるにあたり、自己資産
が限られているため、財源の確保が
大きな課題となっている。

〇学校との連携強化による学生への
アピール強化や採用チャネルの拡充
のほか、経験者や無資格者等の幅広
い人材の採用をより進めていく。

〇固有職員の積極的な管理職登用
や、処遇改善、ライフ・ワーク・バ
ランスの推進等により、職員の定着
率アップを目指す。

〇次世代介護機器の導入やICT環境
の整備により、利用者・児童の安全
性を向上させると共に、職員の負担
を軽減する。

〇自主運営施設において、報酬改定
を受けた加算の取得や、効率的な施
設運営によるコストダウンなど、収
支内容の精査により、継続して安定
した施設運営を目指す。

①安定的な運営が可能な人材の確
保・育成ができている。
・固有正規職員（福祉職）離職率
11.9%(2020年度)を維持
・管理監督者の固有職員割合40％

②働きやすい職場環境が整備され
ると共に、職員の負担軽減が図ら
れている。

③自主運営施設で必要な積立が計
画的に行われている。

様々な人材の確保のため
の採用活動及び採用制度
の拡充

職員確保・定着に向けた
人事・給与制度等の適切
な運用・見直し

ライフ・ワーク・バラン
スの推進、働きやすい職
場環境づくり

ICT環境の整備・強化及
び次世代介護機器の導入

2023年度改訂の視点による区分

福祉分野の離職率が全業界平均より高い数値で推移しているなど、業界全体で人材不足が深刻化している。（2019民間介護職離職率：14.4％）
また、2019年に働き方改革関連法が制定されたことにより、業界問わず「働きやすさ」の向上について更なる改善が期待されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 社会福祉法人としての運営基盤の強化
組織
運営

〇採用については、計画上は無かったが新たに令和4年度から地方出身応募者を対象とした上京支援策を実施し、この取組を含めた多様な取組が効果を上げ、応募者が増加していることから、現在の取組を引き続き積極的に実施していく。
〇一方、離職についても減少傾向が見られ、一定の成果が見込まれるが、次のような更なる離職防止に向けた取組を進める。
・令和4年度、実習生や施設見学者からの評価が高く応募や内定後の配属希望につながり、さらに早期離職も少ないなどの成果を上げている施設があったため、その取組内容を他施設に展開することで、採用時の内定辞退や離職の防止につなげる。
・採用時に繋がりがあった採用1年目の職員から事務局採用担当に職場への適応等の相談が寄せられ、丁寧な対応により離職を止めた成果が得られたため、新たにフォローアップの仕組みを構築し、離職防止の観点から実施していく。
・職員満足度アンケートは、必要なデータが確実に得られるよう、令和4年度中にアンケート実績のある他団体を参考に実施方法や調査項目を検討し、実施する。さらにアンケートの分析結果をもとに、令和５年度に職員へフィードバックするととも
に、新たな離職防止策等のアイデアにつなげていく。
〇今後も計画にかかわらず、新たなアイデアが得られた場合は、積極的に実施していく。

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得等）、経費削減の取組
により、計画的に施設整備経費等を積み立てる。
・事業団賛助会制度の運用

〇福祉業界では人材不足が深刻化し
ており、事業団においても、施設運
営に必要な職員の確保が極めて困難
となっている。また、離職率が年々
増加し、2019年度は11.9％となっ
ている。こうした状況で、職員にか
かる負担が増大している。

〇都派遣職員と固有職員が２：８の
割合となり、事業団の将来を担う固
有職員の育成や管理監督者層への登
用を引き続き行っていく必要があ
る。

〇休暇制度の整備等、働きやすさの
向上に向けた取組を順次行ってきて
いるが、現状を踏まえ更なる取組を
進めていく必要がある。

〇新たな事業展開や施設の改築等を
計画的に進めるにあたり、自己資産
が限られているため、財源の確保が
大きな課題となっている。

〇学校との連携強化による学生への
アピール強化や採用チャネルの拡充
のほか、経験者や無資格者等の幅広
い人材の採用をより進めていく。

〇固有職員の積極的な管理職登用
や、処遇改善、ライフ・ワーク・バ
ランスの推進等により、職員の定着
率アップを目指す。

〇次世代介護機器の導入やICT環境
の整備により、利用者・児童の安全
性を向上させると共に、職員の負担
を軽減する。

〇自主運営施設において、報酬改定
を受けた加算の取得や、効率的な施
設運営によるコストダウンなど、収
支内容の精査により、継続して安定
した施設運営を目指す。

①安定的な運営が可能な人材の確
保・育成ができている。
・固有正規職員（福祉職）離職率
11.9%(2020年度)を維持
・管理監督者の固有職員割合40％

②働きやすい職場環境が整備され
ると共に、職員の負担軽減が図ら
れている。

③自主運営施設で必要な積立が計
画的に行われている。

様々な人材の確保のため
の採用活動及び採用制度
の拡充

職員確保・定着に向けた
人事・給与制度等の適切
な運用・見直し

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

自主財源の確保 ③

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備経費等を積み
立てる。
・事業団賛助会制度の運用

ライフ・ワーク・バラン
スの推進、働きやすい職
場環境づくり

ICT環境の整備・強化及
び次世代介護機器の導入

福祉分野の離職率が全業界平均より高い数値で推移しているなど、業界全体で人材不足が深刻化している。（2019民間介護職離職率：14.4％）
また、2019年に働き方改革関連法が制定されたことにより、業界問わず「働きやすさ」の向上について更なる改善が期待されている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(社福)東京都社会福祉事業団 戦略の性質による区分

戦略４ 社会福祉法人としての運営基盤の強化
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○利用者満足度調査・公社ＣＳ向上委員会等の継続実施
○公社内の利用者意見を集約・共有するシステム・体制の検
討（中小企業や大企業、研究機関等から情報を収集・共有・
分析）
○新しい企業巡回等の開始

○利用者満足度調査・公社ＣＳ向上委員会等の継続実施
○中小企業ニーズ・情報の分析体制づくり（定量・定性的情報の共有化、検
索システム化など）
○新しい企業巡回等の継続・効果検証

①

○電子申請の充実
〇オンライン相談の更なる利便性向上
○オンラインで実施した事業も含めて、収集した企業情報の
共有化・活用促進を検討

○電子申請対応の完了（助成金）
○顧客情報管理のための「中小企業支援システム」リニューアルの検討

①

○効果的な目標管理の継続
○左記の重点的にサポートするプロジェクトを拡大
○公社の自主事業提案制度を活用するなど、事業の不断の見
直しや都への提案を実施

○効果的な目標管理の継続
○公社全体での迅速な課題共有方法の検討（システム化など）
○事業の不断の見直しを継続

②

○事業別認知度を踏まえた広報策の構築
○ターゲットを捉えた広報展開（業界紙への掲載・リスティ
ング広告の実施）・ＨＰのリニューアル
○現場の臨場感が伝わる動画の発信（経営者へのインタ
ビューと併せて）

○媒体・業界ごとの効果分析・見直し（成功事例の波及・象徴的な利用企業
と連携した広報を検討）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○利用者満足度調査・公社ＣＳ向上委員会等の継続実施
○公社内の利用者意見を集約・共有するシステム・体制の検
討（中小企業や大企業、研究機関等から情報を収集・共有・
分析）
○新しい企業巡回等の開始

〇CS向上委員会に広報戦略の機能を拡充した「CS・広報会議」を実施。お客
様のご意見への対応状況を公社HPにて公表
〇中小企業支援システムに保存された総合相談データを探索・抽出し、相談
内容をキーワード別に集計
〇デジタルツールを活用した企業巡回を試行で実施

〇公社への意見・苦情を組織横断で共有する取組を継続し、サービスの向上に活用
〇キーワード及び集計結果を各課に情報共有し、中小企業ニーズの把握に活用可能か検討
〇巡回時にタブレットを利用した事業紹介を実施し、各企業に応じた施策を提案

○利用者満足度調査、公社CS・広報会議等の継続実施
○中小企業ニーズ・情報分析の仕組みづくり（ニーズや経営状況等を即時に
把握し、支援策の検討に活用するため、ウエブアンケート調査を新たに実
施・年４回）
○新しい企業巡回等の継続・効果検証

①

○電子申請の充実
〇オンライン相談の更なる利便性向上
○オンラインで実施した事業も含めて、収集した企業情報の
共有化・活用促進を検討

〇市場開拓助成事業、先進的防災技術実用化支援事業ほか20事業で電子申請
を導入
〇支社相談窓口のオンライン相談の導入が完了。本社ワンストップ総合相談
窓口は、Webからの相談予約も開始
〇問い合わせの多い事業について、チャットボットによる情報提供を強化

〇先行して電子申請を導入している事業からノウハウを共有し、他事業に順次拡大
〇各支社でオンライン相談のツール及び受付体制を整備。本社総合相談窓口は、WEB予約により、
利用者の利便性を向上
〇公社ホームページ、既存利用者の回答を分析して問い合わせが多い事項のデータベースを拡充

○助成事業に係る電子手続きの拡充（Ｊグランツを活用することを基本とし
て、原則100％の手続きをデジタル化）
○業務の自動化・効率化を図るための環境整備（社内事務システムの連携）
○顧客情報管理のための「中小企業支援システム」リニューアルの検討

①

○効果的な目標管理の継続
○左記の重点的にサポートするプロジェクトを拡大
○公社の自主事業提案制度を活用するなど、事業の不断の見
直しや都への提案を実施

〇事業を「創業」「海外販路」等のユニットに分類し、四半期ごとの進捗管
理を実施。ユニット相互の連携により、全体での効果的な事業運営を検討
〇対象企業８社に個別訪問を実施し、課題に応じた支援事業を紹介。社内で
支援事業の知識や情報共有を継続実施
○公社自主事業提案制度を通じて、支援ニーズの把握・検証を実施

〇ユニット別の会議等を実施。進捗状況や課題を共有し、事業運営上の対策を検討・実施
〇事前アンケートで回答された課題キーワードを基に仮説をたて、さらに実際のヒアリングを通じ
て課題を深掘りし、事業化への道筋に応じた支援事業を紹介
○近年の社会経済状況変化に対応するため、事業の改善や統廃合などを組織全体で議論し、ブラッ
シュアップ

○事業ユニット別の目標管理の継続
○助成事業完了後の事業化に向けたフォロー支援の在り方について、類型
化、フロー化を実施

②

○事業別認知度を踏まえた広報策の構築
○ターゲットを捉えた広報展開（業界紙への掲載・リスティ
ング広告の実施）・ＨＰのリニューアル
○現場の臨場感が伝わる動画の発信（経営者へのインタ
ビューと併せて）

〇広報アドバイザーによる個別相談会（７回）及びTwitterの分析・フィード
バックの継続実施、臨場感のあるツイートの実施
〇業界紙への広告掲載、GoogleAnalyticsを利用したWEBページアクセス分析
を継続実施
〇企業情報ポータルサイトの作成、支援企業のインタビュー動画の作成

〇広報アドバイザーによる助言による職員の広報物作成力の向上、Twitterに躍動感を与えるためイ
ベント等をリアルタイムで発信、Twitterにおけるフォロワー数が増加（約4,780フォロー）
〇９月に業界紙への広告を掲載
〇支援事例を集めたWEBページを作成、公社利用企業へのインタビューを実施

○Twitterの効果分析・運用見直し（数値分析・フィードバックによる効果的
なツイートの継続、支援企業の成果事例など企業に役立つ情報の発信）
○公社HPのリニューアルに向けた検討（事業検索機能の改善など）
○効果的な広報成功事例の共有による職員の広報力の強化
○包括業務協定締結先と連携した広報の強化

戦略の性質による区分

戦略１ 生産性の高い事業実施体制構築と効果的な情報発
信

組織
運営

　生産年齢人口の減少やデジタル化に向けた新たな生産・サービス技術の出現のほか、新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く
環境は大きく変化している。また、公社もデジタル化の促進を積極的に進めて業務改革を行うことで、中小企業支援施策を積極的に提供
していくことがより求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆近年、公社の予算額及び事業数
が急激に増加しており、公社職員
は日々の業務に追われてしまって
いるが、中小企業を取り巻く環境
変化に対応するため、時機を逸す
ることなく事業展開をしていくこ
とが必要である。

◆現在、利用者満足度は93.5％
（2019年度）と90％以上を達成
できているが、公社認知度は
45.5%（2019年度）である。都
内の全中小企業に対し認知度を高
めることも重要であるが、まずは
公社事業の対象業種等にターゲッ
トを絞り、事業内容をより知って
もらうことが必要である。

◆公社業務のデジタル化の取組を
推進していくことで更なる業務の
効率化を図るとともに、効率化に
よる時間を用い、利用者である中
小企業のニーズやシーズを踏まえ
た施策立案・提言、事業改善を強
化していく。

◆このようにして、不断の見直し
を図りながら事業を円滑に執行
し、利用者満足度の向上を図って
いく。

◆また、中小企業が課題解決のた
めに公社事業を選択し利用できる
よう、ターゲットを明確にし、戦
略的な広報を展開していく。それ
により、新聞等の媒体への露出を
積み重ね、公社の主要事業の認知
度の向上を図っていく。

【目標①】
・2023年度末まで利用者満足度
90％以上を維持（2019年
度:93.5％、2018年
度:88.5％、2017年
度:91.9％）
【目標②】
・2023年度末までに新聞等の媒
体に取り上げられた記事数を
120件（2019年度:86件、2018
年度:97件、2017年度:102件）
【目標③】
・2023年度末までに公社提案事
業数を累計30件（2020年度:８
件）

中小企業ニーズの把握体
制の強化

戦略的広報体制の確立

個別取組事項 2023年度2022年度

(公財)東京都中小企業振興公社

戦略１ 生産性の高い事業実施体制構築と効果的な情報発
信

組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

公社業務の更なるデジタ
ル化

事業ＰＤＣＡサイクルの
徹底

中小企業のニーズを踏ま
えた施策立案

③

○東京都事業の新規事業構築及び事業見直し時における新規
取組の提案（創業・新事業、事業承継、販路開拓、生産性向
上、人材育成等）
○公社自主事業提案制度の継続実施
○事業改善提案をテーマとした新入職員研修を実施

事業ＰＤＣＡサイクルの
徹底

戦略的広報体制の確立

○東京都事業の新規事業構築及び事業見直し時における新規取組の提案（創
業・新事業、事業承継、販路開拓、生産性向上、人材育成等）
○公社自主事業提案制度の継続実施
○事業改善提案をテーマとした新入職員研修を継続実施

　生産年齢人口の減少やデジタル化に向けた新たな生産・サービス技術の出現のほか、新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く
環境は大きく変化している。また、公社もデジタル化の促進を積極的に進めて業務改革を行うことで、中小企業支援施策を積極的に提供
していくことがより求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

中小企業のニーズを踏ま
えた施策立案

③

○東京都事業の新規事業構築及び事業見直し時における新規
取組の提案（創業・新事業、事業承継、販路開拓、生産性向
上、人材育成等）
○公社自主事業提案制度の継続実施
○事業改善提案をテーマとした新入職員研修を実施

○2023年度予算要求時、新規事業の構築や事業見直し時における新規取組を
提案
○自主事業の職員提案を募集（16事業）
○既存事業における課題を見つけ、その改善策を企画・立案することを目的
とした研修を実施（11月・３グループ）

〇施策の検討段階から、都の担当者に、現場のニーズやこれまで実施してきた課題などを共有
〇職員の施策立案能力の機会を確保するため、職員提案制度を継続
〇前年のアンケート結果をふまえ、課題検討期間及び研修実施回数について見直すことで、より充
実した研修を実施

〇東京都事業の新規事業構築及び事業見直し時における新規取組の提案（創
業・新事業、事業承継、販路開拓、生産性向上、人材育成等）
〇公社自主事業提案制度の継続実施
〇中小企業ニーズを踏まえた新規事業の企画立案研修を実施（主任級職員を
対象・３グループ）

〇利用者満足度調査は、2023年２月に実施予定（2021年度は92.6％が満足と評価）
〇新聞や公的機関のSNS等の媒体への掲載記事数は、プレスやSNSでの積極的な発信を実施した結果、11月末時
点で105件
〇公社から都への提案事業数は、2021年度19件、2022年度９件（見込み）

◆近年、公社の予算額及び事業数
が急激に増加しており、公社職員
は日々の業務に追われてしまって
いるが、中小企業を取り巻く環境
変化に対応するため、時機を逸す
ることなく事業展開をしていくこ
とが必要である。

◆現在、利用者満足度は93.5％
（2019年度）と90％以上を達成
できているが、公社認知度は
45.5%（2019年度）である。都
内の全中小企業に対し認知度を高
めることも重要であるが、まずは
公社事業の対象業種等にターゲッ
トを絞り、事業内容をより知って
もらうことが必要である。

◆公社業務のデジタル化の取組を
推進していくことで更なる業務の
効率化を図るとともに、効率化に
よる時間を用い、利用者である中
小企業のニーズやシーズを踏まえ
た施策立案・提言、事業改善を強
化していく。

◆このようにして、不断の見直し
を図りながら事業を円滑に執行
し、利用者満足度の向上を図って
いく。

◆また、中小企業が課題解決のた
めに公社事業を選択し利用できる
よう、ターゲットを明確にし、戦
略的な広報を展開していく。それ
により、新聞等の媒体への露出を
積み重ね、公社の主要事業の認知
度の向上を図っていく。

【目標①】
・2023年度末まで利用者満足度
90％以上を維持（2019年
度:93.5％、2018年
度:88.5％、2017年
度:91.9％）
【目標②】
・2023年度末までに新聞等の媒
体に取り上げられた記事数を
120件（2019年度:86件、2018
年度:97件、2017年度:102件）
【目標③】
・2023年度末までに公社提案事
業数を累計30件（2020年度:８
件）

中小企業ニーズの把握体
制の強化

公社業務の更なるデジタ
ル化

2023年度

〇中小企業を取り巻く環境が大きく変化する中で、中小企業のニーズ等を即時に把握し、支援策の検討に活用するため、中小企業を対象としたwebアンケート調査を新たに実施

〇助成事業における電子申請導入や、相談事業のオンライン化など、公社業務のデジタル化を着実に実施してきたが、今後、異なる社内事務システムの連携などにより業務の自動化・効率化を図り、顧客満足を満たすことに注力することを推
進

〇事業改善提案研修の対象を、主任級職員にすることで、施策立案能力向上の機会を創出。2023年度は、公社自主事業提案とも連携することを予定

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○メンター制度等の導入
○職場交流の効果検証・見直し
○自己啓発制度の見直し（外部機関の研修・セミナー受講費
の補助など）
〇デジタル人材の育成強化等を検討・実施
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の実施

○メンター制度等の効果検証・見直し
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の効果検証・見直し

①

○新しい企業巡回等の実施（担当職員以外も関与）[再掲]
○公社コンシェルジュ制度の構築（中小企業へ適切な事業紹
介を実施できる職員の育成、模擬総合相談）
〇「中長期支援（所属組織に関わらず個別企業を現場支援す
る制度）」の研修化を検討

○新しい企業巡回等の継続・効果検証
○公社コンシェルジュ制度の運用
〇「中長期支援（所属組織に関わらず個別企業を現場支援する制度）」の研
修化

①
○強化した自己監査の継続（職員への個別ヒアリングの実施
等）
○外部の専門家によるチェック体制の継続

○さらなる自己監査の見直し
○外部専門家によるチェックの見直し

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○メンター制度等の導入
○職場交流の効果検証・見直し
○自己啓発制度の見直し（外部機関の研修・セミナー受講費
の補助など）
〇デジタル人材の育成強化等を検討・実施
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の実施

〇メンター制度を構築し、10月より運用開始（メンター９名・メンティ６
名）
〇職場交流を兼ねた新入職員向け研修実施後、アンケートを実施
〇自己啓発支援制度の対象資格追加を検討（継続）
〇外部機関実施研修への職員派遣及び内部デジタル研修を実施（10月）
〇自主事業の職員提案を募集（16事業）

〇外部講師による「メンターの心得研修」及び「マッチング会」を開催し、職員のマインドセット
を実施
〇公社内各拠点を巡り、事業説明聴講及び施設見学を通じて先輩職員との交流を促進
〇年度当初に各課事業の遂行に必要な能力に対する資格を設定（人材育成目標シート）
〇都や中小企業大学校の研修への職員派遣、内部研修は外部講師を招いてマインドセットを実施
〇職員の施策立案能力向上の機会を確保するため、職員提案制度を継続。年度終了後に事業実績等
の報告会を開催予定

○メンター制度等の効果検証・見直し
○職場交流、自己啓発支援制度の継続実施
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の効果検証・見直し

①

○新しい企業巡回等の実施（担当職員以外も関与）[再掲]
○公社コンシェルジュ制度の構築（中小企業へ適切な事業紹
介を実施できる職員の育成、模擬総合相談）
〇「中長期支援（所属組織に関わらず個別企業を現場支援す
る制度）」の研修化を検討

〇デジタルツールを活用した企業巡回を試行で実施
〇「公社コンシェルジュ」の人材育成に向けた研修等の制度構築・運用方法
を検討中（社内PT５回）
〇中長期支援事業について、人材育成研修との連携を検討中（中小企業支援
の現場体験）

〇巡回時にタブレットを利用した事業紹介を実施し、各企業に応じた施策を提案
〇「公社コンシェルジュ＝中小企業支援力を現場で発揮できる職員」の育成を目的とする人材育成
施策（制度）を検討
※新規採用職員を３年で一定のレベルに育成することを目的とする研修体系の構築＝若手職員の研
修拡充を検討
〇人材育成研修の１メニューとして、現場での企業支援を体験する実践の場として位置づけ

〇新しい企業巡回等の継続・効果検証[再掲]
〇公社コンシェルジュ制度の運用
〇中長期支援事業を人材育成研修の１メニューとして運用

①
○強化した自己監査の継続（職員への個別ヒアリングの実施
等）
○外部の専門家によるチェック体制の継続

〇策定した監査計画に基づき21部署に対し、強化した自己検査を実施
〇全社的な検討体制を構築するとともに、専門家の助言を受け、コンプライ
アンス強化のための重点テーマとして、情報セキュリティ及びクレーム対応
を取り上げ検討

〇勤怠及び経理関係の書類等を確認するとともに、職員の生の声を聞くことで、各職場の事務の流
れを理解し、それぞれの職場が抱える課題を把握
〇全社横断的なコンプライアンスＰＴを立ち上げ、情報セキュリティ及びクレーム対応に係るコン
プライアンス強化に向けた職員アンケートを実施

○これまで強化の上実施してきた自己検査の効果について検証を行い、必要
な見直しを実施
○外部専門家によるチェック体制の継続

① －
〇外部機関実施研修への職員派遣
〇内部デジタル研修を実施（10月）
〇社内DX推進PTにて公社デジタル人材育成の検討

〇都や中小企業大学校の研修への職員派遣、内部研修は外部講師を招いてマインドセットを実施
○DX推進に向けたデジタル人材育成体系の構築（公社全体の人材育成の実施
方法を検討、外部機関が実施するデジタル研修へ職員派遣５名、職員向けデ
ジタル研修を３回実施）

(公財)東京都中小企業振興公社 戦略の性質による区分

戦略２ 中小企業の持続的成長を支える公社職員の育成強
化

組織
運営

組織内コンプライアンス
等の更なる強化

　新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く環境は大きく変化している中で、公社に求められる支援策も多様化しており、職員の
スキルを環境に対応させなければならない。そのため、中小企業のニーズを踏まえ、総合支援機関の一員として伴走型支援ができる職員
のさらなる育成が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆近年、公社事業の規模が大幅に
拡大していく中で、事業を円滑に
実施していくために多くの職員を
新規に採用したため、経験の浅い
公社職員が増えている（直近６年
間で職員数は約1.5倍の189
名）。

◆中小企業を取り巻く環境変化に
対応するため、現場を積極的に訪
問するほかデジタルを活用し、中
小企業ニーズを把握していくこと
が必要である。

◆また、2020年７月に都立産業
貿易センター（公社は指定管理
者）の利用予約等管理システム開
発で不適切な事案があったため、
より一層のコンプライアンス強化
が必要である。

◆中小企業支援の「現場」を担う
公社職員として、中小企業ニーズ
やシーズを的確に捉え、「現場」
感覚に基づいた中小企業支援及び
施策立案を行うことができるよ
う、公社職員の人材育成を強化し
ていく。

◆また、研修等を見直し、中小企
業の生産性を高めていく事業を実
施する公社としても、職員にデジ
タル関連の知識等を付与していく
ほか、自己啓発として中小企業支
援に役立つ資格取得を通じて、職
員一人一人の能力向上を図ってい
く。

◆さらに、この先も公社が中小企
業の総合支援機関として信頼さ
れ、成長を続けられるよう、公社
全体の統治強化を維持していく。

【目標①】
・2023年度末までに職員の中小
企業支援に関する資格保有割合
を70％
（2019年度：固有職員189人中
延べ113人・59.8％、重複なし
82人・43.4％）

中小企業支援力を中心と
した職員の能力向上

中小企業支援力の実証機
会の確保

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 中小企業の持続的成長を支える公社職員の育成強
化

組織
運営 〇公社コンシェルジュ制度を、「中小企業支援力を現場で発揮できる職員」の育成と位置づけ、2023年度は入社１～３年目の若手職員を対象に運用。また、中長期支援（所属組織に関わらず個別企業を現場支援する制度）は、人材育成研修

の１メニューとして運用していくことを記載

〇戦略１「生産性の高い事業実施体制の構築」に必要不可欠な公社内でのデジタル技術の対応力を、職種や職層にとらわれず公社全体で底上げする観点から、個別取組事項「DX推進に向けた職員のデジタル力の向上」を新設
2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く環境は大きく変化している中で、公社に求められる支援策も多様化しており、職員の
スキルを環境に対応させなければならない。そのため、中小企業のニーズを踏まえ、総合支援機関の一員として伴走型支援ができる職員
のさらなる育成が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・2023年度末までに職員の中小
企業支援に関する資格保有割合
を70％
（2019年度：固有職員189人中
延べ113人・59.8％、重複なし
82人・43.4％）

中小企業支援力を中心と
した職員の能力向上

中小企業支援力の実証機
会の確保

組織内コンプライアンス
等の更なる強化

DX推進に向けた職員の
デジタル力の向上

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

〇管理職による資格取得勧奨により、資格取得者が増加し、2022年度の中小企業支援に関する資格取得保有割合
は70.3％（重複なし）であった。

◆近年、公社事業の規模が大幅に
拡大していく中で、事業を円滑に
実施していくために多くの職員を
新規に採用したため、経験の浅い
公社職員が増えている（直近６年
間で職員数は約1.5倍の189
名）。

◆中小企業を取り巻く環境変化に
対応するため、現場を積極的に訪
問するほかデジタルを活用し、中
小企業ニーズを把握していくこと
が必要である。

◆また、2020年７月に都立産業
貿易センター（公社は指定管理
者）の利用予約等管理システム開
発で不適切な事案があったため、
より一層のコンプライアンス強化
が必要である。

◆中小企業支援の「現場」を担う
公社職員として、中小企業ニーズ
やシーズを的確に捉え、「現場」
感覚に基づいた中小企業支援及び
施策立案を行うことができるよ
う、公社職員の人材育成を強化し
ていく。

◆また、研修等を見直し、中小企
業の生産性を高めていく事業を実
施する公社としても、職員にデジ
タル関連の知識等を付与していく
ほか、自己啓発として中小企業支
援に役立つ資格取得を通じて、職
員一人一人の能力向上を図ってい
く。

◆さらに、この先も公社が中小企
業の総合支援機関として信頼さ
れ、成長を続けられるよう、公社
全体の統治強化を維持していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○新たな事業計画・新製品開発に対する更なる支援
○近隣県の支援機関等との連携強化
○デザイン経営支援、ＳＤＧｓ経営支援の拡充検討
○脱炭素を契機とした新市場への参入支援を開始
○海外展開における企業のデジタルツールの強化を支援

○点在する支援事業を有機的に連携するスキームの構築
○経営革新等向け支援の効果検証・見直し

①

○新しい日常への事業継続及び対応事例の発信
○デジタル技術を活用した新たなサービス等の展開を支援す
る事業を試行で実施
○ものづくり起業家の事業化支援を試行で実施し、産業の
サービス化を促進

○産業のサービス化に対応した支援の効果検証・見直し

②

○連携先の拡充による知財支援事業の普及啓発促進（著作権
関連団体、金融機関等）
○オンラインによる相談、セミナーの充実
〇スタートアップ知財支援事業を開始

○知財事業の効果検証・見直し（新たな産業分野やスタートアップなど、さ
らなる成長過程における知財支援の充実）

①

○国の支援センターや地域金融機関との連携強化、特にハン
ズオン支援を通じ企業に寄り添いながら様々な事業を実施
○承継に向けた後継者育成支援の充実、承継税制の動向を踏
まえた集中的な支援
○新分野展開等に必要となる中小企業の連携支援を試行で実
施

○事業承継支援の効果検証・見直し

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○新たな事業計画・新製品開発に対する更なる支援
○近隣県の支援機関等との連携強化
○デザイン経営支援、ＳＤＧｓ経営支援の拡充検討
○脱炭素を契機とした新市場への参入支援を開始
○海外展開における企業のデジタルツールの強化を支援

〇中小企業の新分野参入や新技術開発を目的としたマッチング開催
〇ものづくりコミュニティの組成支援９件
〇デザイン経営スクール開催。SDGs経営導入のためのハンズオン支援
〇シンポジウムで脱炭素産業参入の普及啓発。ゼロエミッションに資する製
品開発助成金を新設
〇各社の英語版WEBページや動画作成を支援

〇大手企業の開発部門OBなどを採用し、発注先も含めた積極的な新規開拓を実施
〇中小企業間協業に関するアンケート回答先へフォローを実施し、コミュニティの形成に寄与
〇デザイナー集客が課題であったため、デザイナーに対象を特化したプレセミナーを実施
〇新市場参入を目指す中小企業だけでなく、産業構造の変化への対応が求められる中小企業にも訴
求する内容で実施
〇作成した英語版WEBページを公社ポータルサイトに掲載。SNS及びウェブ広告等のプロモーショ
ンにより、支援製品の海外向けPRを実施

○成長産業や先端技術分野への参入・ネットワーク作り等に向けた支援を継
続
○デザイン経営支援・SDGs経営支援の継続
○脱炭素産業（GX関連）参入支援の継続
○ゼロエミ支援事業等の利用者に対し、ニーズに合わせた総合的な支援を実
施（環境公社と連携）
○海外企業との取引促進・成約に向けたプロモーション強化

①

○新しい日常への事業継続及び対応事例の発信
○デジタル技術を活用した新たなサービス等の展開を支援す
る事業を試行で実施
○ものづくり起業家の事業化支援を試行で実施し、産業の
サービス化を促進

〇支援企業へのハンズオン支援を実施。事例発信は今後実施予定
〇デジタル産業への参入を果たした先進事例等を紹介する全３回のワーク
ショップを実施
〇ものづくり起業家を目指す事業者を募集し、１社の支援が決定。試作品完
成に向けた取組を実施中

〇コロナの影響に伴い、「新しい日常」へ対応するために新たなサービス開発を目指す中小企業に
対し、普及啓発及び事業化に向けた支援を展開
〇デジタル製品の最新ビジネスモデル等の情報提供を実施するとともに、デジタル産業への参入を
目指す企業のニーズを収集
〇大学等の連携先への周知を行い、採択件数を上回る10件の申請を受付。多摩地域のメーカー等と
連携して試作開発を支援

○企業規模・開発内容・助成額・事業化の状況等を基に、事業化の成功要因
を分析・検証
○多様な危機管理分野への参入を目的としたサービス等の開発支援を新たに
実施
○2022年度の試行結果を踏まえ、ものづくり起業家の創出促進に向けた支援
を継続

②

○連携先の拡充による知財支援事業の普及啓発促進（著作権
関連団体、金融機関等）
○オンラインによる相談、セミナーの充実
〇スタートアップ知財支援事業を開始

〇連携先との相互の事業紹介等（9件）
〇対面方式と併用しオンラインによる知財相談を実施。普及啓発のための知
財セミナーをオンラインで開催（14回）
〇スタートアップ向けセミナー・相談・ハンズオン支援の開始（受付45件、
採択５件）

〇連携先（きらぼし銀行、文化庁、診断士協会、弁理士会、弁護士会、JETRO等）との相互の事業
紹介により、連携先との相互理解を促進
〇オンライン相談ツールの複数提案（GoogleMeet、Webex）、創業支援施設と連携したオンライ
ンセミナーの実施により、利用者の利便性に寄与
〇創業支援施設へのPR、Web広告等の活用により、採択計画（５件）を大幅に上回る件数を受付

○連携先の拡充による知財支援事業の普及啓発促進（創業支援施設等）
○オンラインによる相談、セミナー（特に環境分野での知財活用、技術流出
防止関連）の継続
○スタートアップ知財支援事業のハンズオン支援実施及び助成金開始（５
件）

①

○国の支援センターや地域金融機関との連携強化、特にハン
ズオン支援を通じ企業に寄り添いながら様々な事業を実施
○承継に向けた後継者育成支援の充実、承継税制の動向を踏
まえた集中的な支援
○新分野展開等に必要となる中小企業の連携支援を試行で実
施

〇国の支援センター、地域金融機関等と連携を図りながら、中小企業の事業
承継・再生に向けた支援を実施
〇事業承継塾の講義日数を拡充するとともに、修了生向け勉強会の実施。事
業承継税制をテーマとした社内向け勉強会や、普及啓発セミナーを開催
〇セミナー等により中小企業間連携の機運を醸成

〇国の支援センター、地域金融機関等への事業説明や勉強会を実施（合計44回）することで、公社
事業等の理解を促進
〇後継者のニーズが高い財務会計やリーダーシップ・組織論を中心にカリキュラムを充実させると
ともに、事業承継税制の最新情報を発信
〇中小企業間連携に対するニーズを収集するとともに、中小企業間連携の重要性が増す産業構造及
び大手ニーズの変化などについて情報提供

〇国の支援センターや地域金融機関と連携を強化しながら、中小企業のニー
ズに沿った事業承継・再生支援を実施
〇事業承継の更なる促進に向けて、第三者承継（М＆Ａ）の普及啓発を強化す
るとともに、譲受側（買い手）を対象としたＭ＆Ａ後の経営統合を支援

(公財)東京都中小企業振興公社 戦略の性質による区分

戦略３ 中小企業の経営基盤を強化する総合的支援の実施
事業
運営

企業ステージに応じた知
財の戦略的活用の更なる
促進

企業再編、承継、再生に
係る支援の強化

　新型コロナの影響により、製造業やサービス業など様々な業種において、中小企業の経営は厳しくなっている。こうした中、アフター
コロナに向けても中小企業の成長を支える基盤を強化していくため、デザイン・知財・事業承継などの支援策がより一層求められてい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆公社は、創業から新製品・新技
術の創出、事業承継・再生まで、
中小企業のあらゆるステージに対
応した継続的な支援を実施してい
る。

◆今後、中小企業が新たに成長し
ていくためには、デザイン経営や
ＳＤＧｓ・知財の観点もより重要
となる。

◆新型コロナの影響により、非常
に厳しくなっている中小企業の経
営を立て直し、経営基盤を強化し
ていくことが必要であり、事業承
継等に関する支援の重要性もより
増加している。

◆経営相談や専門家派遣等の事業
を継続するほか、ものづくり企業
やサービス業において、新しい生
活様式に対応した支援を充実させ
ていく。
◆これらにより、中小企業の経営
基盤が強化され、新たに世の中に
製品やサービスが出ることを目指
していく。

◆また、製品開発や海外展開等に
欠かせない知財戦略を促進する。
事業承継等については、既存事業
を着実に遂行するほか、人員体制
を強化し、助成金やマッチング支
援を拡大していく。
◆中小企業のネットワーク構築に
ついて、近隣県の支援機関と連携
するほか、事業承継について、国
の支援センターや地域金融機関と
連携するなど、関係機関との連携
強化を継続していく。

【目標①】
・2023年度末までに新たな製
品・サービスの事業化及び販路
拡大した企業数を600件
（2019年度：新製品の開発・販
路拡大542件×10％増）

【目標②】
・2023年度末までに知財戦略策
定企業数を累計150社
（2019年度：累計89社）

経営革新等に向けた支援
の充実

産業のサービス化に対応
した支援の充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 中小企業の経営基盤を強化する総合的支援の実施
事業
運営

〇中小企業の成長分野等への参入支援、脱炭素産業への参入支援、事業承継の更なる促進など、近年の社会経済環境変化を捉えて事業を構築するとともに、既存事業の見直し等を行い、2023年度計画を改訂

（「未来の東京」戦略）
・戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略　５ オープンイノベーション創出プロジェクト
                                               　        ６ 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト
                                              　         11 多摩イノベーションパーク構想
・戦略11：スタートアップ都市・東京戦略　１ スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナの影響により、製造業やサービス業など様々な業種において、中小企業の経営は厳しくなっている。こうした中、アフター
コロナに向けても中小企業の成長を支える基盤を強化していくため、デザイン・知財・事業承継などの支援策がより一層求められてい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・2023年度末までに新たな製
品・サービスの事業化及び販路
拡大した企業数を600件
（2019年度：新製品の開発・販
路拡大542件×10％増）

【目標②】
・2023年度末までに知財戦略策
定企業数を累計150社
（2019年度：累計89社）

経営革新等に向けた支援
の充実

産業のサービス化に対応
した支援の充実

企業ステージに応じた知
財の戦略的活用の更なる
促進

企業再編、承継、再生に
係る支援の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

〇「新しい日常」に対応したサービス展開に取り組む事業者へのハンズオン支援や、実用化見込みのある新製品
や新技術の自社開発を行う研究開発支援などを実施し、11月末時点の新たな製品・サービスの事業化・販路拡大
した企業数は268件であった。
〇相談、助言等を継続的に行うとともに、必要に応じて専門家を派遣して多面的に支援を行い、11月末時点の知
財戦略策定企業数は累計で計129社であった。

◆公社は、創業から新製品・新技
術の創出、事業承継・再生まで、
中小企業のあらゆるステージに対
応した継続的な支援を実施してい
る。

◆今後、中小企業が新たに成長し
ていくためには、デザイン経営や
ＳＤＧｓ・知財の観点もより重要
となる。

◆新型コロナの影響により、非常
に厳しくなっている中小企業の経
営を立て直し、経営基盤を強化し
ていくことが必要であり、事業承
継等に関する支援の重要性もより
増加している。

◆経営相談や専門家派遣等の事業
を継続するほか、ものづくり企業
やサービス業において、新しい生
活様式に対応した支援を充実させ
ていく。
◆これらにより、中小企業の経営
基盤が強化され、新たに世の中に
製品やサービスが出ることを目指
していく。

◆また、製品開発や海外展開等に
欠かせない知財戦略を促進する。
事業承継等については、既存事業
を着実に遂行するほか、人員体制
を強化し、助成金やマッチング支
援を拡大していく。
◆中小企業のネットワーク構築に
ついて、近隣県の支援機関と連携
するほか、事業承継について、国
の支援センターや地域金融機関と
連携するなど、関係機関との連携
強化を継続していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

○金融機関や区市町村等との連携強化による創業者の掘り起
こしとシームレスな創業支援の実施
○ベンチャー企業創出に向けた支援の充実
○企業成長に向けた資金調達・出口戦略の支援充実（ピッチ
会、交流会によるエクイティファイナンス、マッチング等）

○創業支援事業の効果検証・見直し
○イノベーション創出に向けた交流機能の充実

②

○新たな販路開拓支援メニューの構築（クラウドファンディ
ング等）
○関係機関等とのネットワークを駆使した広域マッチングの
企画及び実施
○アフターコロナの状況に即した国際展開支援の検討（タイ
周辺国（ＣＬＭ）・欧米等進出への支援検討等）
〇次期の指定管理事業に際して費用負担を都と調整

○国内外の販路開拓機関と連携した支援の実施（国内外ＥＣサイトやオンラ
イン展示会等）
○関係機関との連携強化（大使館など）、ＡＳＥＡＮ地域でのマッチング強
化（食品ビジネスや自動車に関するマッチング等の充実）

②

○デジタル技術活用が進まない中小企業への集中的支援の実
施（デジタルツールやシステム導入、設備投資への助成（約
500件））
○普及啓発に向けたデジタル技術の活用事例の発信

○ＤＸ関連事業の効果検証・見直し

②

○ＤＸ関連の人材育成支援の効果検証・見直し
○経営のほか、技術分野について関係機関との連携強化を検
討
〇経営者を支える「経営人財」育成の拡充検討
〇人材課題に関する連携（しごと財団など）

○技術分野について関係機関との連携強化を実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

○金融機関や区市町村等との連携強化による創業者の掘り起
こしとシームレスな創業支援の実施
○ベンチャー企業創出に向けた支援の充実
○企業成長に向けた資金調達・出口戦略の支援充実（ピッチ
会、交流会によるエクイティファイナンス、マッチング等）

○創業希望者向けの情報をセミナーで提供。大学や自治体等への起業に関す
る出張講義の実施
○投資家を講師としたファイナンス戦略をセミナーで提供。ベンチャー企業
向けの事業化手法を学ぶ演習形式の講座を実施
○事業可能性評価事業で12件を評価。エクイティファイナンス支援事業は、
全３回の講座が終了

○包括業務協定やTOKYO創業ステーション・TOKYO UPGRADE SQUARE事業を通じて、金融機
関・区市町村に対して講師派遣及び会場提供・広報等の連携体制を構築
○日本政策金融公庫と連携し、ベンチャー企業特有のファイナンスや技術的トレンドなどの経営課
題のニーズを把握した上でセミナーを企画立案
○関係機関等の連携により事業周知を図るとともに、事務局による個別企業へのアプローチにより
申込数を確保。ピッチ会には12社が参加予定

○創業支援事業の効果検証・見直し（プラコン修了者（400件）への効果検
証、若年層への更なる支援強化等）
○他の創業支援施設等との連携強化
○イノベーション創出に向けた起業家、金融機関など多様な交流機会の提供
○創業支援後の企業への巡回を試行で実施

②

○新たな販路開拓支援メニューの構築（クラウドファンディ
ング等）
○関係機関等とのネットワークを駆使した広域マッチングの
企画及び実施
○アフターコロナの状況に即した国際展開支援の検討（タイ
周辺国（ＣＬＭ）・欧米等進出への支援検討等）
〇次期の指定管理事業に際して費用負担を都と調整

〇インターネットを活用した販路開拓手法として、クラウドファンディング
活用支援を構築
〇日タイ食ビジネス商談会、日タイ企業交流会（タイ工業省との連携イベン
ト）を開催
〇インドネシア・ベトナムの両サポートデスク（SD）との連携会議を実施
〇産業貿易センターのコロナ禍における管理運営上の課題を都と共有

〇事前説明会等ＰＲに積極的に取り組み、目標20社を採択
〇商談件数は、前年比25％増の70件。うちリアル商談は全体の63%に該当。現物を用いたリアル商
談に価値を見出す企業が多く商談件数が増加
交流会は全体で275名来場。特にタイ企業は前年比40％増の135名。リアルの場で日本企業との交
流機会を求めるタイ企業が増加
〇SD連携会議において、各国の進出状況やコロナ禍での環境変化について情報を共有
〇2023年度から、利用料金収入の不足分を指定管理料として受給するスキームに変更

〇国内外の販路開拓機関と連携した支援（国内外ＥＣサイトやオンライン展
示会等）
〇関係機関との連携強化（タイ工業省や都産技研バンコク支所との連携イベ
ント年４回）、ＡＳＥＡＮ地域でのマッチング強化（食品ビジネスやタイ
BCG産業などに関するマッチング等）
○欧州地域でのマッチング（支援クラスターの構築等）

②

○デジタル技術活用が進まない中小企業への集中的支援の実
施（デジタルツールやシステム導入、設備投資への助成（約
500件））
○普及啓発に向けたデジタル技術の活用事例の発信

〇デジタル技術活用推進助成金
　第１回採択：９件、第２回受付中
〇デジタルツール導入促進支援助成金
　第１回採択：302件、第２回受付中
〇ICT、IoT、AI、ロボットの４分野に該当するデジタル技術の活用事例企業
を選定し４社中、２社は撮影を終了

〇大企業と比較して事業活動におけるデジタル化が進んでいない中小企業の取組を後押しするた
め、経費の一部を助成。年度途中に補正予算も組み追加募集するなど、事業活動のデジタル化を促
進
〇年度内にポータルサイト上に４つの事例動画を掲載するとともに、２社の導入事例の記事を更に
追加掲載予定

○デジタル関連助成事業の効果検証と利便性向上を目指した改善（アンケー
トによる効果検証、企業変革に向けてDX化に取り組む企業への支援を新たに
実施）
〇更なる普及啓発を実現するための新たな事例配信方法の検討と実施（導入
事例セミナーのオンデマンド配信等）

②

○ＤＸ関連の人材育成支援の効果検証・見直し
○経営のほか、技術分野について関係機関との連携強化を検
討
〇経営者を支える「経営人財」育成の拡充検討
〇人材課題に関する連携（しごと財団など）

○人材育成講座をロボット、IoTの２分野で開催（各４回）
○「FA・ロボットシステムインテグレータ協会」主催のセミナーに参加。連
携に向けて協議開始
○経営人材育成の骨太化に向けた普及啓発事業等を、都に提案
○しごと財団と連携し、人材に関する課題を抱える中小企業を訪問（160社）

○中小企業の社内においてデジタル化を促進する人材の育成を目的として、ロボット、AI、IoT、
ICTを講座のテーマに選定
○ロボット導入を検討する中小企業とシステムインテグレータとのマッチングを推進するため、左
記協会との連携に向け協議
○「人的資本経営」における経営人材の役割と育成方針を整理し、予算要求を実現
○診断シートを活用して公的機関実施の多数の支援メニューからニーズにあったものを提案。また
webを活用した診断シートを、しごと財団と構築中

〇中小企業に特化したＤＸ推進人材育成講座の実施
〇技術分野について関係機関との連携強化を実施
〇人的資本経営支援事業における経営人材育成講座の実施
〇人材課題アンケート回答企業への訪問、電子診断ツール及び金融機関経由
の企業訪問の実施

(公財)東京都中小企業振興公社 戦略の性質による区分

戦略４ 「未来の東京」に向けた強い中小企業をつくる重
点支援の実施

事業
運営

デジタル技術等による生
産性向上へ向けた支援の
強化

中小企業のデジタル化や
経営者を支える中核人材
育成

　新型コロナを乗り越え、「未来の東京」に向け、高い技術を持つ都内の中小企業や都内各地の多様な産業が稼ぐ力を伸ばし、我が国経
済の屋台骨として力強く成長していくことが求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆都は2019年12月に、2040年代
に目指す東京の姿「ビジョン」
と、その実現のために2030年に
向けて取り組むべき「戦略」を示
した「『未来の東京』戦略ビジョ
ン」を策定した。

◆中小企業ニーズを捉え、現場を
持つ公社として都と連携し、企業
の強みや特徴を伸ばし、稼いでい
ける中小企業への発展のため、
様々な支援が必要である。
◆また、リアルとバーチャルを利
用して中小企業支援を強力に推進
していくことも求められている。

◆このように、様々な事業を実施
していることが公社の強みである
が、近年の状況を踏まえ、特に重
点をおいている事業を中小企業に
示し、利用を強力に促していくこ
とが必要である。

◆中小企業のさらなる発展に向
け、以下の４点を重点分野として
集中的に支援していく。
①創業支援
　区部及び多摩地域の開業率を向
上
②販路開拓支援
　新型コロナを受け、リアル・
バーチャルの両面のほか、国内外
での販路開拓を強化
③生産性向上へ向けた支援
　ＤＸ推進等により生産性向上を
推進
④中核人材育成
　企業がより発展していけるよ
う、経営者を支える中核人材を育
成

◆これら事業を利用し、当初想定
していた目標を達成できた中小企
業等を増やしていく。（利用企業
の満足度だけではなく、今後は一
歩進んだ目標達成度で、これらの
事業を評価）

【目標①】
・2023年度末までに創業のプラ
ンコンサルティング修了件数を
400件
（2019年度：261件、2018年
度：126件、2017年度：99件⇒
区部・多摩地域で掘り起こし）

【目標②】
・2023年度末までに重点支援事
業について利用企業の目標達成
度を70％
（2018年度：64.3％、2017年
度：65.1％）

きめ細かい創業支援の展
開

リアル・バーチャルを舞
台とした販路開拓支援の
強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４ 「未来の東京」に向けた強い中小企業をつくる重
点支援の実施

事業
運営

○アフターコロナを見据え、国内外の販路開拓強化に向けた取組やデジタル関連助成事業の効果検証など、近年の社会経済環境変化を捉えて事業を構築するとともに、既存事業の見直し等を行い、2023年度計画を改訂

（「未来の東京」戦略）
・戦略11：スタートアップ都市・東京戦略　１ スタートアップフレンドリーな東京プロジェクト
・戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略　４ 最先端技術を活用したスマート産業化プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　６ 次世代につなぐ中小企業・地域産業活性化プロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナを乗り越え、「未来の東京」に向け、高い技術を持つ都内の中小企業や都内各地の多様な産業が稼ぐ力を伸ばし、我が国経
済の屋台骨として力強く成長していくことが求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・2023年度末までに創業のプラ
ンコンサルティング修了件数を
400件
（2019年度：261件、2018年
度：126件、2017年度：99件⇒
区部・多摩地域で掘り起こし）

【目標②】
・2023年度末までに重点支援事
業について利用企業の目標達成
度を70％
（2018年度：64.3％、2017年
度：65.1％）

きめ細かい創業支援の展
開

リアル・バーチャルを舞
台とした販路開拓支援の
強化

デジタル技術等による生
産性向上へ向けた支援の
強化

中小企業のデジタル化や
経営者を支える中核人材
育成

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

〇担任のプランコンサルタントがビジネスプランの作成を継続的に支援し、11月末の創業プランコンサルティン
グ修了件数は347件であった。
〇重点支援事業利用企業の目標達成度は、2023年２月に行う利用者満足度調査で集計

◆都は2019年12月に、2040年代
に目指す東京の姿「ビジョン」
と、その実現のために2030年に
向けて取り組むべき「戦略」を示
した「『未来の東京』戦略ビジョ
ン」を策定した。

◆中小企業ニーズを捉え、現場を
持つ公社として都と連携し、企業
の強みや特徴を伸ばし、稼いでい
ける中小企業への発展のため、
様々な支援が必要である。
◆また、リアルとバーチャルを利
用して中小企業支援を強力に推進
していくことも求められている。

◆このように、様々な事業を実施
していることが公社の強みである
が、近年の状況を踏まえ、特に重
点をおいている事業を中小企業に
示し、利用を強力に促していくこ
とが必要である。

◆中小企業のさらなる発展に向
け、以下の４点を重点分野として
集中的に支援していく。
①創業支援
　区部及び多摩地域の開業率を向
上
②販路開拓支援
　新型コロナを受け、リアル・
バーチャルの両面のほか、国内外
での販路開拓を強化
③生産性向上へ向けた支援
　ＤＸ推進等により生産性向上を
推進
④中核人材育成
　企業がより発展していけるよ
う、経営者を支える中核人材を育
成

◆これら事業を利用し、当初想定
していた目標を達成できた中小企
業等を増やしていく。（利用企業
の満足度だけではなく、今後は一
歩進んだ目標達成度で、これらの
事業を評価）
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・労働者派遣のスキームを活用し、2,500人の雇用を創出
・マッチング等によるプログラムを実施（28回・1,540人）

効果検証などを踏まえ、支援策を充実

②

・業界団体から要望の多い成長産業や人手不足分野などを中
心に5つの業界を選定
・応募が堅調なＩＴや介護の実施回数を増やし、計12回の講
習を実施し、300人を支援
・より多くの受講者を確保するため、業界団体等と連携し、
広報を強化

業界の動向や効果検証などを踏まえ、さらなる支援策を展開

③

学生向けサイトの求人情報の提供を増やす（150件／日から
200件／日へ）など、学生向けオンライン就職支援のさらな
る強化や新卒者向け合同就職面接会の拡充等により、若年層
8,000人以上を支援

効果検証などを踏まえ、さらなる効果的な支援を展開

④
・デジタル分野のスキルアップ講習を実施（1,200人）
・成長産業であるデジタル業界等のマッチングイベントを開
催（1,500人）

業界の動向や効果検証などを踏まえ、さらなる効果的な支援を展開

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・労働者派遣のスキームを活用し、2,500人の雇用を創出
・マッチング等によるプログラムを実施（28回・1,540人）

・労働者派遣のスキームを活用し、2,821人の雇用を創出し、793人が就職
（うち正社員就職715人）
・マッチング等（カウンセリング、セミナー、合同就職面接会）によるプロ
グラムを実施（18回・946人）し、47人が就職

求職活動を積極的に行う求職者が増えてきたことや企業の採用意欲が向上したことにより、2021年
度より実績が上向いている。

・労働者派遣のスキームを活用し、2,500人の雇用を創出し、コロナ禍等の離
職者の再就職を支援

②

・業界団体から要望の多い成長産業や人手不足分野などを中
心に5つの業界を選定
・応募が堅調なＩＴや介護の実施回数を増やし、計12回の講
習を実施し、300人を支援
・より多くの受講者を確保するため、業界団体等と連携し、
広報を強化

5つの業界（IT、介護、メディカル給食、建設、内装仕上げ）を選定、7回の
講習を実施し、123人を支援し、22人が就職

ＩＴは応募が定員を上回る一方で、建設のようなハード系の業界は応募が定員を大幅に下回るな
ど、業界によって応募状況に差が見られた。今後実施する5回の講習については、より多くの受講者
を確保するため、業界団体等とともに、コースの魅力やすでに受講した方の声をＰＲしていく。

・業界団体から要望の多い成長産業や人手不足分野などを中心に5つの業界を
選定、計12回の講習を実施し、300人を支援
・より多くの受講者を確保するため、業界団体等と連携し、広報を強化

③

学生向けサイトの求人情報の提供を増やす（150件／日から
200件／日へ）など、学生向けオンライン就職支援のさらな
る強化や新卒者向け合同就職面接会の拡充等により、若年層
8,000人以上を支援

学生向けオンライン就職支援のさらなる強化（サイトの求人情報数増（150件
／日から185件／日へ））や新卒者向け合同就職面接会の拡充（1回から2回
へ（うち1回は3月実施予定）、新規登録者92名）等により、若年層の新規登
録者5,084人を支援し、2,464人が就職

2021年度に比べて新規登録者が536人増加するなど実績は順調に推移しており、引き続き目標の
8,000人の支援に向けて取り組んでいく。
（2021年11月末時点　新規登録者4,548人）
（2022年11月末時点　新規登録者5,084人）

オンライン面接対策の実施や既卒等若年者向け就職面接会の拡充等により、
若年層の新規登録者8,000人を支援

④
・デジタル分野のスキルアップ講習を実施（1,200人）
・成長産業であるデジタル業界等のマッチングイベントを開
催（1,500人）

・デジタル分野のスキルアップ講習を実施（840人）し、77人が就職
・デジタル業界等のマッチングイベントを開催（2回・451人）し、15人が就
職

デジタル分野のスキルアップ講習は定員を確保できる状況になっている一方で、マッチングイベン
トに関しては求職者の動きが鈍く、定員を下回る状況となった。マッチングイベントはより多くの
参加者を確保するため、事業サイトリニューアルや内容の精査等に取り組んでいく。

・ローコードによるアプリ作成習得支援事業やひとり親向けオンライン訓
練・就活支援事業（デジタルコース）を追加し、デジタル分野のスキルアッ
プ講習を拡充（1,700人）
・成長産業であるデジタル業界等のマッチングイベントを開催し、デジタル
業界等への就職を希望する離職者の再就職を支援（３回・1,500人）

戦略の性質による区分

戦略１ コロナ禍の情勢を踏まえた新たな雇用対策
事業
運営

コロナ禍の煽りを受け、2020年11月の都内の有効求人倍率は1.19倍と、前年同期の2.06倍と比較して大きく下落している。大幅に悪化
した雇用情勢の回復に向け、中期的な視野で雇用就業対策を実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆コロナ禍により多くの方が職を
失っており、早期の再就職に向け
た緊急的な支援が必要である。

◆コロナ禍による産業構造の転
換、業界別の労働需要の変化に対
応した円滑な再就職の支援が求め
られている。

◆大学生内定率が低下するなど、
新卒の就職市場は厳しい状況と
なっている。第二の就職氷河期を
生まないために、あらゆる支援を
総動員する必要がある。

◆コロナ禍を契機に、社会のＤＸ
推進が加速化しており、コロナの
影響により離職した方が成長産業
であるデジタル業界等に就職でき
るよう支援する必要がある。

◆新たに労働者派遣のスキームを
活用して雇用の創出・安定化を図
るととともに、求職者と企業との
マッチング機会を設けていく。

◆業界団体とのネットワークを最
大限活用し、コロナ禍で離職を余
儀なくされた方々の未経験業界へ
の挑戦を後押しする。

◆2020年6月に開始したオンライ
ンサービスをはじめ、多様な就職
支援プログラムなどにより、若年
層への効果的な支援を展開する。

◆デジタル業界等への就職を支援
するため、デジタルスキルを習得
する講習を実施するとともに、デ
ジタル産業に特化したマッチング
機会を設けていく。

【目標①】コロナ禍等による離
職者の再就職を、労働者派遣を
活用した雇用創出や新たなマッ
チング機会の提供等により実現
（5,000人）
【目標②】業界団体と連携し、
人手不足業界への再就職を支援
（600人）
【目標③】第二の就職氷河期世
代を作らないため、学生や若年
者への支援を強化（24,000人）
【目標④】成長産業であるデジ
タル業界等への就職支援
（3,000人）

雇用創出・マッチング等
による早期再就職支援

デジタル分野のスキル
アップ講習・マッチング
イベントの実施

個別取組事項 2023年度2022年度

(公財)東京しごと財団

戦略１ コロナ禍の情勢を踏まえた新たな雇用対策
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

業界団体との連携プログ
ラムの実施

オンライン就職支援・各
種支援プログラム拡充に
よる支援の展開

オンライン就職支援・各
種支援プログラム拡充に
よる支援の展開

デジタル分野のスキル
アップ講習・マッチング
イベントの実施

コロナ禍の煽りを受け、2020年11月の都内の有効求人倍率は1.19倍と、前年同期の2.06倍と比較して大きく下落している。大幅に悪化
した雇用情勢の回復に向け、中期的な視野で雇用就業対策を実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】労働者派遣のスキームを活用し、2,821人の雇用を創出するなど、求職活動に積極的な求職者の増加
や企業の採用意欲の向上により、実績が上向いている。【目標②】今後実施する5回の講習については、より多
くの受講者を確保するため、業界団体等とともに、コースの魅力やすでに受講した方の声をＰＲしていく。【目
標③】前年同月比で若年者の新規登録者が536人増加するなど、実績は順調に推移している。【目標④】より多
くの参加者を確保するため、事業サイトリニューアル等に取り組む。

◆コロナ禍により多くの方が職を
失っており、早期の再就職に向け
た緊急的な支援が必要である。

◆コロナ禍による産業構造の転
換、業界別の労働需要の変化に対
応した円滑な再就職の支援が求め
られている。

◆大学生内定率が低下するなど、
新卒の就職市場は厳しい状況と
なっている。第二の就職氷河期を
生まないために、あらゆる支援を
総動員する必要がある。

◆コロナ禍を契機に、社会のＤＸ
推進が加速化しており、コロナの
影響により離職した方が成長産業
であるデジタル業界等に就職でき
るよう支援する必要がある。

◆新たに労働者派遣のスキームを
活用して雇用の創出・安定化を図
るととともに、求職者と企業との
マッチング機会を設けていく。

◆業界団体とのネットワークを最
大限活用し、コロナ禍で離職を余
儀なくされた方々の未経験業界へ
の挑戦を後押しする。

◆2020年6月に開始したオンライ
ンサービスをはじめ、多様な就職
支援プログラムなどにより、若年
層への効果的な支援を展開する。

◆デジタル業界等への就職を支援
するため、デジタルスキルを習得
する講習を実施するとともに、デ
ジタル産業に特化したマッチング
機会を設けていく。

【目標①】コロナ禍等による離
職者の再就職を、労働者派遣を
活用した雇用創出や新たなマッ
チング機会の提供等により実現
（7,500人）
【目標②】業界団体と連携し、
人手不足業界への再就職を支援
（600人）
【目標③】第二の就職氷河期世
代を作らないため、学生や若年
者への支援を強化（24,000人）
【目標④】成長産業であるデジ
タル業界等への就職支援
（3,000人）

雇用創出・マッチング等
による早期再就職支援

業界団体との連携プログ
ラムの実施

2023年度

【目標①】2021年度から2022年度まで実施予定であった「労働者派遣を活用した雇用創出支援事業」を2023年度も継続して実施するため、3年後の到達目標を7,500人に引き上げる。コロナ対策として実施した「マッチング等によるプログ
ラム」は2023年度は事業を実施しないため、計画から削除する。
【目標③】オンライン面接対策や既卒等若年者向け就職面接会の拡充などにより、引き続き若年層の新規登録者8,000人を支援する。
【目標④】都が実施するリスキリングプロジェクトを踏まえ、女性等のひとり親を対象としたオンライン訓練・就活支援事業（デジタルコース）を追加するなど、デジタル分野のスキルアップ講習の実施規模を1,700人に拡充する。

（「未来の東京」戦略）
・戦略5：誰もが輝く働き方実現戦略　2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
　　　　　　　  　　　　　　　　　　3 生涯を通じたキャリア・アップデートプロジェクト
・戦略10：スマート東京・TOKYO Data Highway戦略　1 TOKYO Data Highwayプロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
コロナ禍における人材確保に関する幅広いニーズに対応した
コンサルティングを実施（330社）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、幅広いニーズに対応したコンサルティ
ングを実施

②

・中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備にかかる経費
の一部を助成（1,700件）

・ハンズオン支援によるコンサルティングを受けた企業に対
するテレワーク導入にかかる費用を助成（300件）

・効果検証、手法の検討などを踏まえ、テレワークの導入・定着を支援

・前年度の申請実績を踏まえ、広報戦略を検討し、目標計画達成に向け、広
報を強化

②
男性従業員の育児休業取得推進に取り組み、職場環境の改善
を図った企業に対し、奨励金を支給（750件）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、男性従業員の育児休業取得支援

③
本格運用を開始し、定期的に企業に必要な情報を発信するこ
とで、広報力を強化（登録企業200社）

効果検証を踏まえ、より効果的な企業向け支援に関する広報を実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
コロナ禍における人材確保に関する幅広いニーズに対応した
コンサルティングを実施（330社）

人材確保に関するコンサルティングの実施
・実施企業：217社

各月平均27社、計217社がコンサルティングを開始、またコンサルティング実施に向けた事前ヒア
リングは既に234社が済んでいることから、年度末の目標達成に向けて順調に推移している。
今後もDM発送、リスティング広告や関係機関との連携を図る等、目標達成に向けて積極的な広報を
継続して実施する。

コロナ禍における人材確保に関する幅広いニーズに対応したコンサルティン
グを実施し、中小企業の人手不足解消を支援（330社）

②

・中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備にかかる経費
の一部を助成（1,700件）

・ハンズオン支援によるコンサルティングを受けた企業に対
するテレワーク導入にかかる費用を助成（300件）

・中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備にかかる経費の助成
（支給決定：590件）

・ハンズオン支援によるコンサルティングを受けた企業に対するテレワーク
導入にかかる費用を助成（支給決定：3件）

コロナ禍でテレワークは急激に進展し、馴染みやすい業種を中心に環境整備は整いつつあり、助成
金の申請・決定件数は落ちついてきている。テレワーク導入が困難な業種に向けたハンズオン支援
助成金については、約150社からコンサルティングの申込があり、今後の助成金の申請につながる見
込みである。
一方、最近はテレワーク実施率が50％台に低下しており、コミュニケーション不足等、定着に向け
た課題を解決していくための支援が必要である。

・中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備にかかる経費の一部を助成
（800件）
・ハンズオン支援によるコンサルティングを受けた企業に対するテレワーク
導入にかかる費用を助成（400件）
・テレワーク定着に向けた課題解決のために導入するツール等の経費を助成
（800件）

②
男性従業員の育業推進に取り組み、職場環境の改善を図った
企業に対し、奨励金を支給（750件）

働くパパママ育業応援奨励金「働くパパコース」
・支給決定：332件

2022年度の支給決定件数は、昨年度に比べ若干下回る状況である。車内広告やポスティング・WEB
広告などに加え、関係機関との連携強化を進めることにより、様々な方向からの広報を実施し、目
標達成に向けて周知強化を推進していく。

広報による事業周知強化に努めるなど、女性の活躍推進にも資する男性従業
員の育業推進に取り組み、職場環境の改善を図った企業に対し、奨励金を支
給（750件）

③
本格運用を開始し、定期的に企業に必要な情報を発信するこ
とで、広報力を強化（登録企業200社）

企業向けサービス情報の配信
・登録企業：427社

関係機関や業界団体を通じた広報及び、財団が実施する他事業の利用企業への周知案内により、登
録企業数は当初想定した200社を大幅に上回った。

関係機関や他事業との連携を図り登録企業を確保するとともに、登録企業に
向けて支援情報を毎月１回定期配信することにより、広報力を強化（登録企
業600社）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】人材確保に関するコンサルティングを217社に実施し、目標達成に向け順調に推移している。今後も
積極的な広報を継続して実施する。【目標②】テレワークに馴染みやすい業種を中心に環境整備は整いつつあ
り、助成金の申請・決定件数は落ちついてきている。今後は、テレワーク勤務における課題を解決していくため
の支援が必要である。【目標③】関係機関や業界団体を通じた広報及び、財団が実施する他事業の利用企業への
周知案内により、登録企業数は427社と、当初想定した200件を大幅に上回った。

◆企業における自社従業員の雇用
維持・安定化のためには、これま
での人材確保・雇用環境整備とは
異なる支援が求められており、財
団として対応する必要がある。
このため、新たな働き方に関する
支援を実施するとともに、従業員
がより働きやすい環境づくりを支
援していくことが重要である。

◆人材シェアリングなどコロナ禍
における雇用維持等に向け有効と
なる働き方に対する支援を実施す
る。

◆「新しい日常」の定着・促進に
向け、テレワーク環境基盤の整備
を加速させるとともに、男性従業
員の育業を一層促進する支援策を
実施する。

◆企業向けの様々な支援メニュー
を一元的に管理し、企業側に必要
な情報を提供できる仕組みを構築
する。

【目標①】
コロナ禍による中小企業の実
情・課題に応じた採用力支援や
人材活用に関するコンサルティ
ングを実施（990社）

【目標②】
・テレワークの導入や定着を支
援（6,000件）
・男性従業員の育業を支援
（1,200件）

【目標③】
財団が実施する企業向け支援に
関する広報を強化（登録企業
1,000社）

多様な人材活用に関する
コンサルティング

テレワークの定着支援

男性従業員の育業促進

企業登録制度の整備

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍による消費の落ち込み等により、企業の業績が不安定な状況となっており、中小企業等が「新しい日常」のもと、ポスト・コロ
ナを生き抜いていけるよう、時代のニーズに沿った雇用支援が求められる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ ポスト・コロナを見据えた企業の人材確保支援や
労働環境整備

事業
運営

【目標②】都内企業のテレワーク導入率は、コロナ禍前の25.1％（2019年度）から65.7％（2021年度）と大幅に進んだ一方で、最近はその実施率が50％台に低下している。引き続きテレワーク導入を強力に進めるとともに、定着に向けた
課題解決のための新たな支援事業を開始し、合わせて2000件の支援を実施していく。
また、育介法改正に伴い育児休業の分割取得が可能となり、パパとママが協力して育児を進める法整備が整った。育児休業取得率の低い男性従業員など、育業を推進するため、様々な方向から広報を実施し事業周知強化に努める。
【目標③】関係機関や業界団体、財団内の他事業と連携した広報により、3年後（2023年度）の到達目標である登録企業数400社を達成した。今後も引き続き、関係機関や他事業との連携による広報を実施し、2023年度は新たな登録企業
600社の獲得に努め、3年後（2023年度）の到達目標を1,000社に引き上げる。また、財団が実施する支援情報を集約し、登録企業に向けて定期配信することにより広報力を強化する。

（「未来の東京」戦略）
・戦略3：女性の活躍推進戦略　3家事・育児負担軽減プロジェクト
・戦略5：誰もが輝く働き方実現戦略　1 新たな時代の働き方支援プロジェクト

◆企業における自社従業員の雇用
維持・安定化のためには、これま
での人材確保・雇用環境整備とは
異なる支援が求められており、財
団として対応する必要がある。
このため、新たな働き方に関する
支援を実施するとともに、従業員
がより働きやすい環境づくりを支
援していくことが重要である。

◆人材シェアリングなどコロナ禍
における雇用維持等に向け有効と
なる働き方に対する支援を実施す
る。

◆「新しい日常」の定着・促進に
向け、テレワーク環境基盤の整備
を加速させるとともに、男性従業
員の育児休業取得を一層促進する
支援策を実施する。

◆企業向けの様々な支援メニュー
を一元的に管理し、企業側に必要
な情報を提供できる仕組みを構築
する。

【目標①】
コロナ禍による中小企業の実
情・課題に応じた採用力支援や
人材活用に関するコンサルティ
ングを実施（990社）

【目標②】
・テレワークの導入や定着を支
援（6,000件）
・男性従業員の育児休業取得を
支援（1,200件）

【目標③】
財団が実施する企業向け支援に
関する広報を強化（400社）

多様な人材活用に関する
コンサルティング

テレワークの定着支援

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

男性従業員の育児休業取
得促進

企業登録制度の整備

コロナ禍による消費の落ち込み等により、企業の業績が不安定な状況となっており、中小企業等が「新しい日常」のもと、ポスト・コロ
ナを生き抜いていけるよう、時代のニーズに沿った雇用支援が求められる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京しごと財団 戦略の性質による区分

戦略２ ポスト・コロナを見据えた企業の人材確保支援や
労働環境整備

事業
運営

65



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都が2020年度及び2021年度に認証したソーシャルファーム
約30事業所に対し支援
・東京にソーシャルファームが根付くことに向け、普及啓発を
幅広く実施

効果検証などを踏まえ、支援を充実

① 専門サポートコーナーで年間180人の就労困難者を支援 効果検証などを踏まえ、支援を充実

②
前年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充実
（女性会員400人増）

前年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充実

③

・初めて障害者を雇用する企業60社に対して伴走型支援を実
施（テレワーク導入支援のメニューを追加）
・障害者の職場定着を支援するジョブコーチに対し、新たにＩ
ＣＴヘルプデスクを活用し、障害者の定着支援を強化

企業からのニーズ等を踏まえ、規模や枠組みを再検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都が2020年度及び2021年度に認証したソーシャルファーム
約30事業所に対し支援
・東京にソーシャルファームが根付くことに向け、普及啓発を
幅広く実施

・2020年度及び2021年度に都が認証した35事業所に対し、事業運営に関する
相談を行い、26事業所に対して補助金交付決定。希望する8事業所に対して経営
コンサルティングを実施
・2022年度の認証ソーシャルファームの募集を5月に開始し、現在審査中
・HPによる情報発信や募集説明会（4回）を実施

・2020年度及び2021年度に都が認証した35事業所に対して、丁寧なニーズの把握に努める等、きめ細
かな対応を行い、着実に支援を実施している。
・2022年度の認証ソーシャルファームの募集に向け、セミナーやHPなどによる普及啓発に努めた。

・都が2020年度から2022年度までに認証したソーシャルファーム約40事業所
に対し支援
・認証事業者数拡大に向け、専用HPを活用して継続的な情報発信を実施すると
ともに、募集説明会や見学会等を計６回実施

① 専門サポートコーナーで年間180人の就労困難者を支援
専門サポートコーナーの支援決定者　126人
　　　　　　　　　　　就職者　　　  73人

就労支援機関等に対するリーフレット配布、アドバイザーの個別訪問による広報活動等により、専門サ
ポートコーナーへの新規訪問者は着実に増えており、11月末時点で126人の支援を決定した。今後も支
援決定者数の増加が見込まれ、目標は達成できる見込みである。

専門サポートコーナーで年間180人の就労困難者を支援

②
前年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充実
（女性会員400人増）

女性会員数　605人増
（2021年10月末時点：29,274人
　2022年10月末時点：29,879人）

9月以降新型コロナウイルスの感染状況が落ち着いたことや、女性会員が増加したセンターの取組の紹
介、会員募集チラシの新聞折込等での配布などにより、女性会員数は順調に増加している。しかし、年
度末の大幅な退会者を見込み、引き続き女性会員確保に努める。

・2022年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充実
（女性会員400人増）
・都内各区市町村において、女性向けのキャラバン型のセミナー及び就職相談
を実施（区部46回、多摩37回）
・eラーニング訓練と就職支援を一体的に実施し、女性のキャリアチェンジを促
進（500人）

③

・初めて障害者を雇用する企業60社に対して伴走型支援を実
施（テレワーク導入支援のメニューを追加）
・障害者の職場定着を支援するジョブコーチに対し、新たにＩ
ＣＴヘルプデスクを活用し、障害者の定着支援を強化

・初めて障害者を雇用する中小企業48社に対する伴走型支援を開始
・ジョブコーチのICTヘルプデスクの活用による支援は24件

・障害者雇用相談会の周知強化やハローワーク等関係機関との連携強化により新規申込件数の増加に繋
がっており、PRの効果が今後も見込まれる。
・企業及び障害者がジョブコーチを利用する際に、オンラインによる対応や、障害者のテレワークに関
する相談実施をPRしたことで、毎月一定数のICTヘルプデスクの活用があり、障害者の定着支援強化に
繋がっているため、今後も増加が見込まれる。

・初めて障害者を雇用する企業や障害者のテレワークを始める企業等65社に対
して伴走型支援を実施
・障害者を雇用する企業へ訪問開拓を行う開拓連携推進員を新設し、障害者の
定着支援を強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

多摩地域における新拠点
での運営及び支援拡充

④

・地元自治体のニーズに応じた女性再就職支援プログラムを実
施（635人）
・新拠点開設後は、就職準備度に応じたセミナー・グループ
ワーク・企業内実習等により正規雇用化を図る「就職チャレン
ジ多摩」等新規事業を実施し、多摩地域の就労支援を拡充
（250人）

・オーダーメイド型５日間コースを２回実施し、44人が参加、11人が就職。
オーダーメイド型１日コースを９回実施し、330人が参加
・「就職チャレンジ多摩」のうちミドル対象で企業内実習を含むコースを実施
し、9人が参加

・オーダーメイド型５日間コース・１日コースともに、定員を上回る申込者数だったが、就職決定や子
どもの体調不良等で一定の辞退者が発生した。今後、申込者の増加に向け広報強化に努めていく。
・「就職チャレンジ多摩」は10月末から募集開始したばかりで、事業が知られていないため、まだ申
込自体が少ない。今後は事業周知に努め参加者の確保を図っていく。

・職種別のノウハウセミナー等を行う女性再就職サポートプログラムに、経
理・事務等のコースに加え、デジタルコースを追加（150人）
・「就職チャレンジ多摩」の定員を400人に拡充

【目標①】認証ソーシャルファームの募集に向け、セミナーやHPなどによる普及啓発に努めた。専門サポート
コーナーへの新規訪問者は着実に増えており、目標は達成できる見込み。【目標②】様々な取組により、女性会員
数は順調に増加しているが、年度末の大幅な退会者を見込み、引き続き女性会員確保に努める。【目標③】障害者
雇用相談会の周知強化やハローワーク等関係機関との連携強化により新規申込件数の増加に繋がった。【目標④】
新規事業について、今後は事業周知に努め参加者の確保を図っていく。

◆ソーシャルインクルージョンの
取組は始まったばかりであり、
様々な支援策を着実に実施し、軌
道に乗せていく必要がある。

◆シルバー人材センターには女性
の経験を活かせる仕事もあるが、
会員における女性割合が少なく、
ニーズに十分応えられていない。
　また、女性は様々な制約から地
域から出ることが難しく、アウト
リーチ型の就業支援が必要であ
る。

◆障害者を取り巻く状況が変化す
る中において、障害者にとって
も、多様な就業機会が必要となっ
ている。

◆多摩地域においては、広範な対
象エリアや多様な地域性もあり、
区部と比較してサービスが行き届
きにくい状況となっている。この
ため、地域の特色を考慮しながら
サービス展開を図っていく必要が
ある。

◆国内初の取組であるソーシャル
ファームへの支援策を充実させ
る。また、就労困難者への支援窓
口を活用し、様々な理由から就労
に困難を抱える方へのサポートを
行う。

◆女性会員増に向けた周知・広報
の強化とともに、女性向けの就業
開拓を行う。
　また、都内各区市町村におい
て、女性向けのキャラバン型のセ
ミナー及び就職相談を実施する。

◆障害者を初めて雇用する企業に
対する伴走型支援に加え、短時間
の職場体験実習の実施やテレワー
ク活用等を支援し、障害者の就業
機会を拡充する。

◆新たに開設した女性しごと応援
テラス多摩ブランチにおける女性
再就職支援を充実するとともに、
しごとセンター多摩の更なる整備
を推進する。

【目標①】
・ソーシャルファームの創設を支
援　・就労困難者支援を充実
（360人）
【目標②】
・シルバー人材センターでの女性
向け就業開拓と女性会員を獲得
・女性向け就業支援の充実
【目標③】
障害者を雇用する企業への支援を
充実
【目標④】
2022年度に立川市へ移転したし
ごとセンター多摩の機能を拡充

ソーシャルファームの創
設を支援

就労困難者支援窓口での
就労支援

シルバー人材センターで
の就業開拓・女性会員増
及び女性向け就業支援の
充実

中小企業等に対する障害
者雇用支援の拡充

2023年度改訂の視点による区分

誰もがいきいきと働き活躍できるダイバーシティを実現していくために、年齢、性別、地域、個々人の抱える様々な事情など、あらゆる面の多様性に着目した就労支
援を充実していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 就労に困難を抱える方や地域の事情に応じた就労
支援

事業
運営

【目標①】2021年度までの実績を踏まえ、より多くのソーシャルファームの創設を支援するため、３5事業所から約４０事業所に支援社数を拡充する。また、就労困難者の支援については、引き続き専門サポートコーナーにおける支援規模180人で
実施する。
【目標②】都内シルバー人材センターにおける女性会員数は、2021年4月から10月と2022年4月から10月までの実績の増加率から2022年度末実績を推測した結果、2022年度末は前年度末より385人増加する見込みである。そこで、2023年度にお
ける女性会員増加目標数を400人とする。また、コロナ禍では、多くの女性が雇用面で影響を受けているため、都内各区市町村において、女性向けのキャラバン型のセミナー及び就職相談を実施する（区部46回、多摩37回）。さらに、非正規等か
ら正規雇用へのキャリアチェンジを目指す女性に対し、事務系・IT系などのeラーニング訓練及び就職支援を一体的に実施する。（500人）
【目標③】支援対象に「障害者のテレワークを始める企業」を追加し、規模を65社に拡大する。また、ジョブコーチ支援センターに開拓連携推進員を新設し、企業を直接訪問するアウトリーチ型での開拓を実施し、障害者の定着支援を強化する。
【目標④】2023年度はニーズの高いデジタル分野への再就職を支援するコースを新たに設定した「女性再就職サポートプログラム」を実施する。また、「就職チャレンジ多摩」を通年実施とし、定員を2022年度の250人から400人に拡充して正規
雇用化を一層促進する。

（「未来の東京」戦略）
・戦略3：女性の活躍推進戦略　1 女性の希望に応じた生き方・働き方サポートプロジェクト
・戦略5：誰もが輝く働き方実現戦略　2 「意欲ある人が輝く社会」構築プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　  4 東京発ソーシャルファーム支援プロジェクト
・戦略6：ダイバーシティ・共生社会戦略　4 障害者の暮らしの安心を守り、働き方をひろげるプロジェクト

それぞれの支援について、効果検証などを踏まえ、支援内容を拡充

◆ソーシャルインクルージョンの
取組は始まったばかりであり、
様々な支援策を着実に実施し、軌
道に乗せていく必要がある。

◆シルバー人材センターには女性
の経験を活かせる仕事もあるが、
会員における女性割合が少なく、
ニーズに十分応えられていない。
（2020年度末の会員数79,816
人、女性会員数28,880人、女性割
合36.2％）

◆障害者を取り巻く状況が変化す
る中において、障害者にとって
も、多様な就業機会が必要となっ
ている。

◆多摩地域においては、広範な対
象エリアや多様な地域性もあり、
区部と比較してサービスが行き届
きにくい状況となっている。この
ため、地域の特色を考慮しながら
サービス展開を図っていく必要が
ある。

◆国内初の取組であるソーシャル
ファームへの支援策を充実させ
る。また、就労困難者への支援窓
口を活用し、様々な理由から就労
に困難を抱える方へのサポートを
行う。

◆女性会員増に向けた周知・広報
の強化とともに、女性向けの就業
開拓を行う。

◆障害者を初めて雇用する企業に
対する伴走型支援に加え、短時間
の職場体験実習の実施やテレワー
ク活用等を支援し、障害者の就業
機会を拡充する。

◆新たに開設した女性しごと応援
テラス多摩ブランチにおける女性
再就職支援を充実するとともに、
しごとセンター多摩の更なる整備
を推進する。

【目標①】
・ソーシャルファームの創設を支
援　・就労困難者支援を充実
（360人）
【目標②】
シルバー人材センターでの女性向
け就業開拓と女性会員を獲得
【目標③】
障害者を雇用する企業への支援を
充実
【目標④】
2022年度に立川市へ移転するし
ごとセンター多摩の機能を拡充

ソーシャルファームの創
設を支援

就労困難者支援窓口での
就労支援

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

多摩地域における新拠点
開設及び支援拡充

④

・地元自治体のニーズに応じた女性再就職支援プログラムを実
施（635人）
・新拠点開設後は、就職準備度に応じたセミナー・グループ
ワーク・企業内実習等により正規雇用化を図る「就職チャレン
ジ多摩」等新規事業を実施し、多摩地域の就労支援を拡充
（250人）

シルバー人材センターで
の就業開拓及び女性会員
増

中小企業等に対する障害
者雇用支援の拡充

誰もがいきいきと働き活躍できるダイバーシティを実現していくために、年齢、性別、地域、個々人の抱える様々な事情など、あらゆる面の
多様性に着目した就労支援を充実していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京しごと財団 戦略の性質による区分

戦略３ 就労に困難を抱える方や地域の事情に応じた就労
支援

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都との協議により設定した雇用就業課題に対し、事業提案
を行う。（事業提案数1件）
・事業提案に関する勉強会や若手職員向け研修を実施
・当年度の提案結果を考察し、次年度に向けた改善案を検討

・都との協議により設定した雇用就業課題に対し、事業提案を行う。
・加えて、当財団でも課題を設定し、事業提案を行う。
・事業提案に関する勉強会や若手職員向け研修を実施

②
・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者の輩出（1名）

・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者の輩出

③

・人事交流を実施（2名）
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・人事交流の実績報告及び次年度人事交流計画を相手方と調
整
・次年度人事交流対象職員の選定

・人事交流を実施
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・人事交流の実績報告及び次年度人事交流計画を相手方と調整
・次年度人事交流対象職員の選定

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都との協議により設定した雇用就業課題に対し、事業提案
を行う。（事業提案数1件）
・事業提案に関する勉強会や若手職員向け研修を実施
・当年度の提案結果を考察し、次年度に向けた改善案を検討

財団内において、定例的に事業の改善策について議論するとともに、予算要
求過程において、財団の各事業課が都の所管課に具体の事業化に向けた提案
及び協議を実施（事業提案数5件）

財団内の議論により事業の改善能力を高めつつ、都と活発な協議を実施したことが、当初計画を超
える事業提案につながった。引き続き、求職者や企業の状況を踏まえ、支援が必要な課題につい
て、事業提案に関する勉強会や若手職員向け研修会を実施し、現場の知見を活かした改善・新規の
提案につなげていく。

・都との協議により設定した雇用就業課題に対し、事業提案を行う。加え
て、当財団でも課題を設定し、事業提案を行う。（事業提案数３件）
・事業提案に関する勉強会や若手職員向け研修の実施により、職員一人ひと
りの能力を向上

②
・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者の輩出（1名）

主任職及び係長級職について、新要件に基づく2022年度の昇任選考を開始
新要件に基づく2022年度の昇任選考実施要綱を策定し、財団内の職員への周知徹底に努めた。引き
続き、中途採用で年次の浅い職員も含め、意欲・能力のある職員の早期昇任の実現を目指してい
く。

・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者を輩出し、能力・意欲のある職員が早期に活躍する
ことで、財団の組織力を強化（２名）

③

・人事交流を実施（2名）
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・人事交流の実績報告及び次年度人事交流計画を相手方と調
整
・次年度人事交流対象職員の選定

雇用就業分野等に強みを持つ団体等と派遣に関する協定を締結し、人事交流
を実施（派遣・受け入れ合わせて２名）

お互いの派遣先での業務内容やそこから得られる経験等を具体に説明・意見交換することで、理解
が深まり、人事交流の実施に至った。引き続き、相手方と情報交換を行い、2022年度の人事交流の
実施状況を把握しつつ、その状況を踏まえ、業務内容や対象職員の選定など、2023年度の人事交流
計画について、調整を進めていく。

・人事交流の実施により、雇用就業分野等に強みを持つ団体との連携を強化
し、職員の視野を拡大（２名）
・人事交流の実績報告及び2024年度人事交流計画を相手方と調整
・2024年度人事交流対象職員の選定

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】都に具体の事業化に向けた提案・協議を実施（事業提案数5件）。引き続き、勉強会や若手職員向け
研修会を実施し、現場の知見を活かした改善・新規の提案につなげていく。【目標②】主任職及び係長級職につ
いて、新要件に基づく2022年度の昇任選考を開始した。引き続き、意欲・能力のある職員の早期昇任の実現を
目指していく。【目標③】雇用就業分野等に強みを持つ団体等と派遣に関する協定を締結し、人事交流を実施し
た（２名）。引き続き、2023年度の人事交流計画について、調整を進めていく。

◆若手職員を対象に、事業の企画
立案に類する研修を実施している
が、職員一人ひとりが担当事業の
改善や立案を行う仕組みが無く、
都からの指示を待つ受け身の姿勢
になりがちである。

◆職員の昇任に当たっては、年数
要件を定めているが、年次の浅い
職員は、例えば中途採用で経験が
あったとしても早期に昇任できる
制度となっていない。

◆事業運営に対する発想の固定化
　過去の経緯を参考に事業運営を
行うことが多く、新たな発想が生
まれにくいという弊害も生じてい
る。このため、第三者の視点から
財団を見つめ直し、新たな風を取
り込んでいく必要がある。

◆職員全員が担当事業等の課題を
整理し、現場の知見を活かして改
善・新規の提案を取りまとめ、都
と予算要求前に意見交換すること
で事業化へとつなげていく。

◆財団での経験年数が浅くても、
意欲・能力のある職員が早期に昇
任できるよう、主任、係長職への
昇任年数要件を緩和する。

◆雇用就業分野等に強みを持つ民
間企業や公的団体等に対し、個別
の事業実施にとどまらず、連携を
強化することで、職員の視野を拡
げる。

【目標①】
機動的な事業執行体制と都への
政策提言力を強化（事業提案8
件）

【目標②】
財団での職歴は浅いが、能力･意
欲のある職員が活躍できる人事
制度の見直し（3名の輩出）

【目標③】
雇用就業分野等に強みを持つ公
的団体や民間企業との人事交流
を実施（派遣・受け入れ合わせ
て4名以上）

予算要求過程における事
業提案を実施

昇任に係る年数要件の見
直し及び新要件による選
考実施

人事交流の実施

2023年度改訂の視点による区分

東京しごと財団は、雇用就業分野のプロフェッショナル組織として、都から積極的な政策提言を求められているが、職員が企画立案を実
際に行うための枠組み構築や人材育成が十分でない。職員一人ひとりの能力及び意欲向上を図り、組織的に企画提案能力を高めることが
急務である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ しごと財団の政策提言力強化
組織
運営

【目標①】2022年度の事業提案の実績が当初計画を超えていることから、2023年度の事業提案数について、2022年度よりも２件増やし、３件に設定する。また、3年後（2023年度）の到達目標を事業提案数8件に引き上げる。
【目標②】意欲・能力のある職員の早期昇任をさらに進めるため、2023年度の新要件に基づく合格者の輩出について、2022年度の計画よりも１名増やし、２名に設定する。
【目標③】初年度である2022年度の人事交流の成果と課題を整理・検証しつつ、2023年度の他団体との人事交流は引き続き２名で実施する。

◆若手職員を対象に、事業の企画
立案に類する研修を実施している
が、職員一人ひとりが担当事業の
改善や立案を行う仕組みが無く、
都からの指示を待つ受け身の姿勢
になりがちである。

◆職員の昇任に当たっては、年数
要件を定めているが、年次の浅い
職員は、例えば中途採用で経験が
あったとしても早期に昇任できる
制度となっていない。

◆事業運営に対する発想の固定化
　過去の経緯を参考に事業運営を
行うことが多く、新たな発想が生
まれにくいという弊害も生じてい
る。このため、第三者の視点から
財団を見つめ直し、新たな風を取
り込んでいく必要がある。

◆職員全員が担当事業等の課題を
整理し、現場の知見を活かして改
善・新規の提案を取りまとめ、都
と予算要求前に意見交換すること
で事業化へとつなげていく。

◆財団での経験年数が浅くても、
意欲・能力のある職員が早期に昇
任できるよう、主任、係長職への
昇任年数要件を緩和する。

◆雇用就業分野等に強みを持つ民
間企業や公的団体等に対し、個別
の事業実施にとどまらず、連携を
強化することで、職員の視野を拡
げる。

【目標①】
機動的な事業執行体制と都への
政策提言力を強化（事業提案3
件）

【目標②】
財団での職歴は浅いが、能力･意
欲のある職員が活躍できる人事
制度の見直し（3名の輩出）

【目標③】
雇用就業分野等に強みを持つ公
的団体や民間企業との人事交流
を実施（派遣・受け入れ合わせ
て4名以上）

予算要求過程における事
業提案を実施

昇任に係る年数要件の見
直し及び新要件による選
考実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

人事交流の実施

東京しごと財団は、雇用就業分野のプロフェッショナル組織として、都から積極的な政策提言を求められているが、職員が企画立案を実
際に行うための枠組み構築や人材育成が十分でない。職員一人ひとりの能力及び意欲向上を図り、組織的に企画提案能力を高めることが
急務である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京しごと財団 戦略の性質による区分

戦略４ しごと財団の政策提言力強化
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数85件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数36件
〇助成事業　45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数85件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数36件
〇助成事業　45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

②

〇第２期生・３期生（計10名）の研修実施
〇第２期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

〇第３期生・４期生（計10名）の研修実施
〇第３期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

③

○受入農家数（累計）53件
○受入環境整備事業　７件
○派遣件数　1,700件
○受入農家を増やすためのPR動画の作成
（取組事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

○受入農家数（累計）60件
○受入環境整備事業　10件
○派遣件数　2,000件
（取組事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数85件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数36件
〇助成事業　45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

○専門家・販路開拓ナビケータ新規開拓に向けリサーチ
○6次化等セミナー3回開催、Eコマース関連2月予定
○専門家派遣農家104件
○販路開拓ナビケータ派遣農家28件
○助成事業44件
〇事業活用農業者を対象に事業効果調査を実施。専門家派遣等満足度
86.7％、センター対応満足度94.6％

○SDGsを背景に東京産食材を求めるレストラン、百貨店等の要請や農家要望を踏まえ広範囲の掘り
起こしを強化
○Eコマースによる集客向上や新規取引の開始等事業効果が現れている。継続支援を望む農家も多く
導入後の評価・フォローアップの仕組を検討
○専門家派遣の実績や効果が口コミで拡散、動画や支援事例集等で情報発信
○販路開拓ナビゲータの活用促進セミナーを開催、HP等で好事例を紹介
○関係機関の会議、研修等で助成制度を広く周知
〇事業効果調査に基づく効果的な支援方法の検討、実施

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数85件＋事業効果検証に基づくフォローアップの実施
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数36件
〇助成事業　45件
（新たな経営展開の取組を支援、取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促
進を図る）

②

〇第２期生・３期生（計10名）の研修実施
〇第２期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

〇2022年度研修計画に基づき、第２期生・第３期生（計10名）に対して着実
に研修を実施。
〇第２期生（5名）は11月末現在、就農予定地が決まり、農地貸借に向けて調
整を行っている。
〇研修カリキュラムのほか、就農希望地の現場調整や地権者、区市町との情
報交換、国の交付金事務等の支援を行っている。

〇研修の進捗や農作物の生育状況、天候、社会情勢等を総合的に勘案し、その時期に必要な研修を
柔軟に組み替えながら実施。
〇日頃より研修生に対して、独自の農地探索活動が重要であることを周知するほか、農場職員が自
治体、農業委員会、JA職員及び地権者と良好な関係を築き、農業会議の協力を得ながら頻繁に情報
交換や調整を行っている。
〇地域の有力農家等とのパイプを繋げると共に、研修生自らも積極的に地域の情報収集や制度活用
等に取り組む。

〇第３期生・４期生（各5名）の研修実施
〇第３期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

③

○受入農家数（累計）53件
○受入環境整備事業　７件
○派遣件数　1,700件
○受入農家を増やすためのPR動画の作成
（取組事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

〇受入農家数（累計）63件
　利用農家アンケート調査８月実施　満足度54.6％
〇受入環境整備事業　2件
〇派遣件数　2,377件
〇PR動画の作成　１本
（イベントやHP等で発信。援農ボランティア制度の周知と活用を促進）

〇受入農家の開拓では、関係機関と連携して農業者セミナー等で制度周知、新規12件を含む63農家
が登録。利用農家調査では、労働力確保に一定の効果は認められるが必要人員が揃わない事例も見
受けられた。募集方法の工夫、継続的な活動参加への動機付け等、充足率向上に取組む
〇トイレ、ロッカー等設置事例紹介など受入環境整備事業の普及PRを強化
〇学生等Ｚ世代を取込み派遣件数は前年度比183.8％達成。啓発動画、SNS活動報告等積極的に情報
発信。援農活動の心得や安全教育など研修動画3本作成予定

〇受入農家数（累計）75件
〇受入環境整備事業　10件
〇派遣件数　3,600件　（＠300件／月×12＝3,600件）
〇普及啓発動画の配信と制度周知の強化

個別取組事項 2023年度2022年度

東京の農家戸数は１万戸を下回り、毎年約100haの農地が宅地等に転用されるなど農家戸数や農地の減少に歯止めがかからない。一方
で、新たな経営展開を目指す意欲的な農業者も多数存在し、また、非農家出身者が都内で就農する事例も増えているほか、援農ボラン
ティアへの関心が高まっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

東京農業アカデミー研
修生の就農に向けた支
援の充実

援農ボランティア制度
の効果的な実施

チャレンジ農業支援セ
ンターの販路開拓・拡
大支援の強化

担い手の確保・育成と力強い農業経営の展開

(公財)東京都農林水産振興財団

戦略１ 担い手の確保・育成と力強い農業経営の展開
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

事業
運営

・チャレンジ農業支援センターに
おいて、経営多角化や販路開拓な
ど新たな経営展開に取り組む農業
者に対して、外部専門家等の派遣
や助成事業による支援を実施。

・新規就農支援として、東京農業
アカデミー八王子研修農場では、
毎年5名程度の研修生を受入れ、
２年間の研修を実施。研修生の就
農については、栽培技術や経営ノ
ウハウの習得に加え、就農地の探
索・選定や農地利用に関する手続
等が必要。就農希望地で借用可能
な農地は極めて少なく、相当な時
間と調整を要する。

・援農ボランティア事業では、ボ
ランティア登録者数が700名を超
える一方で受入農家は31件と少な
く、トイレやロッカー等の受入環
境の未整備が課題となっている。

・都長期戦略に掲げる「農家１戸
あたり産出額800万円（2030年
度）」を目指し、６次産業化や新
たな販売形態の導入など収益性の
高い農業経営の展開を支援。農業
者ニーズを踏まえ専門家による支
援分野の拡大、農業者の創意工夫
を発揮した取組や好事例の発信等
を通じて、農業者の経営力向上を
図る。

・都や自治体、関係機関等との連
携を強化し、総合的なサポート体
制のもとで、就農検討期から就農
まで切れ目ない支援を実施。八王
子研修農場については、着実に営
農できるよう研修期間中だけでな
く、研修修了後もフォローしてい
く。

・援農ボランティア事業の受入農
家を確保・拡大するため、事例の
PRや農家の受入環境整備を支援す
る。

【目標①】
財団事業を活用した新たな経営
展開の取組支援事例　累計352
件（派遣農家数）

【目標②】
八王子研修農場修了生の着実な
就農
100％

【目標③】
東京広域援農ボランティア事業
受入農家数　60件
（６～７件増／年度）
派遣件数　2,000件

東京の農家戸数は１万戸を下回り、毎年約100haの農地が宅地等に転用されるなど農家戸数や農地の減少に歯止めがかからない。一方
で、新たな経営展開を目指す意欲的な農業者も多数存在し、また、非農家出身者が都内で就農する事例も増えているほか、援農ボラン
ティアへの関心が高まっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2023年度

【チャレンジ農業支援センター】事業効果検証結果より、専門家派遣後のフォローアップの必要性が明確化したことから、2022年度フォローアップの仕組みを検討後、2023年度実施する。
【東京農業アカデミー八王子研修農場】変更なし
【援農ボランティア】受入農家数及び派遣件数は、2022年11月末時点で2023年度の到達目標を達成。都内農家の労働力確保は重要な経営課題であり、農業生産の支え手として援農ボランティアの確保・育成を一層推進するため、目標値を上
方修正する。
・受入農家数　2022年度実績（12月末）：68件＋7件増＝目標75件
・派遣件数　　2022年度実績（4月～11月）≒月平均300件。月平均300件×12月＝目標3,600件

（「未来の東京」戦略）
・戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略　8 世界一の美食都市実現プロジェクト
・戦略17：多摩・島しょ振興戦略　2 多摩・島しょ農林水産業プロジェクト
・戦略13：水と緑溢れる東京戦略　1 緑溢れる東京プロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１

・チャレンジ農業支援センターに
おいて、経営多角化や販路開拓な
ど新たな経営展開に取り組む農業
者に対して、外部専門家等の派遣
や助成事業による支援を実施。

・新規就農支援として、東京農業
アカデミー八王子研修農場では、
毎年5名程度の研修生を受入れ、
２年間の研修を実施。研修生の就
農については、栽培技術や経営ノ
ウハウの習得に加え、就農地の探
索・選定や農地利用に関する手続
等が必要。就農希望地で借用可能
な農地は極めて少なく、相当な時
間と調整を要する。

・援農ボランティア事業では、ボ
ランティア登録者数が700名を超
える一方で受入農家は31件と少な
く、トイレやロッカー等の受入環
境の未整備が課題となっている。

・都長期戦略に掲げる「農家１戸
あたり産出額800万円（2030年
度）」を目指し、６次産業化や新
たな販売形態の導入など収益性の
高い農業経営の展開を支援。農業
者ニーズを踏まえ専門家による支
援分野の拡大、農業者の創意工夫
を発揮した取組や好事例の発信等
を通じて、農業者の経営力向上を
図る。

・都や自治体、関係機関等との連
携を強化し、総合的なサポート体
制のもとで、就農検討期から就農
まで切れ目ない支援を実施。八王
子研修農場については、着実に営
農できるよう研修期間中だけでな
く、研修修了後もフォローしてい
く。

・援農ボランティア事業の受入農
家を確保・拡大するため、事例の
PRや農家の受入環境整備を支援す
る。

【目標①】
財団事業を活用した新たな経営
展開の取組支援　累計352件
（派遣農家数）

【目標②】
八王子研修農場修了生の着実な
就農　100％

【目標③】
東京広域援農ボランティア事業
受入農家数（累計）　75件
（6～7件増／年度）
派遣件数　3,600件

チャレンジ農業支援セ
ンターの販路開拓・拡
大支援の強化

東京農業アカデミー研
修生の就農に向けた支
援の充実

援農ボランティア制度
の効果的な実施

【目標①】専門家派遣数は計画85件に対し実績104件となった。今後は事業効果調査を踏まえ更なる改善を図
り、農家の経営向上を支援する。
【目標②】第2期生（5名）は就農予定地が確定し100％都内で就農予定。第3期生（５名）についても、今後就農
希望地域への働きかけを密に行い、関係機関と連携して100％就農を目指す。
【目標③】受入農家数（累計63件）と派遣件数（2377件）は概ね目標達成。今後は農家の快適な受入環境の整備
に取組みボランティアの継続的な援農活動への参加を促進する。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

68



様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇新規伐採搬出技術者　８名(累計16名)
 ・東京トレーニングフォレストでの高度技術者育成5名
 ・他県からの新規参入　3名（1社)
〇高性能林業機械の導入　１台

〇新規伐採搬出技術者　9名（累計25名）※目標25名
　・東京トレーニングフォレストでの高度技術者育成　5名
　・他県からの新規参入　4名（1社)
〇高性能林業機械の導入　１台

②

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視　  140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカ柵設置植栽管理地の監
視も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　50ha（新植地及び
植栽被害地）

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視     140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカの目撃区域周辺の植栽地管理地の監視
も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　 50ha（新植地及び植栽被害地）

③

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年7千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)
〇中大規模木造建築物整備支援　1件

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年8千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)
〇中大規模木造建築物整備支援　２件

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇新規伐採搬出技術者　８名(累計16名)
 ・東京トレーニングフォレストでの高度技術者育成5名
 ・他県からの新規参入　3名（1社)
〇高性能林業機械の導入　１台

〇新規伐採技術者　５名(累計１０名）
・東京トレーニングフォレストでの高度技術者の育成５名
・他県からの新規参入　０名
〇林業架線作業主任者免許講習修了者　４名(山梨県で受講)
〇高性能林業機械の導入　０台（年度末までに２台納品予定）

〇カリュキュラム等の見直しを行い受講生が参加しやすい体制を整備し５名の研修生を確保した。
〇直接の参入はないが、森林組合の下請けとして山梨県の事業体が複数参入しており、それらの事
業体に対しても研修等の支援を行い都内の技術者の確保を図っている。
〇７月にオーストリア製の高性能林業機械の発注を行っているが、船便の関係で、納期は2023年２
月頃を予定。国産油圧集材機については、2023年３月納品予定

〇伐採搬出技術者　９名(累計25名）
・東京トレーニングフォレストでの高度技術者育成　５名
・他県からの新規参入　４名(１社)
〇林業架線作業主任者免許講習修了者　５名
〇高性能林業機械の導入　3台
（導入後、森林環境への適合等の検証や技術者１人当たりの日生産量の向上
を図る）

②

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視　  140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカ柵設置植栽管理地の監
視も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　50ha（新植地及び
植栽被害地）

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視　132ha
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　41ha

〇ドローンを活用し、シカ目撃情報のある管理地を中心に調査を実施。12月以降も継続し2022年内
には目標達成の見込
〇防護柵は2022年春の新植地全箇所について計画通り設置完了。2018年に植栽したシカ被害箇所及
び2023年春に新植予定箇所14ha分については９月に契約し現在施工中。また、設置した防護柵につ
いては継続して維持管理を実施中

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視     140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカの目撃区域周辺の植栽地管理地の監視
も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　 50ha（新植地及び植栽被害地）

③

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年7千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)
〇中大規模木造建築物整備支援　1件

〇木材利用の拡大に向けた補助事業　８件
〇普及ＰＲ
・ＭＯＣＴＩＯＮの活用(来場者：6,419名、セミナー：５回）
・多摩産材住宅の普及（家づくりセミナー:１回、ＷＥＢ発信）
・多摩産材情報発信拠点（青梅市の多摩産材情報センターで対応）
〇中大規模木造建築物整備支援　０件

〇補助事業については、協議中の案件が５件あり10件以上を達成する見込みである。
〇ＭＯＣＴＩＯＮについては、広報ＰＲに加え、ワークショップを開催するなど来場者拡大に努め
ており、7,000名を達成の見込みである。セミナーについては、多彩な講師を招聘し、リアルに加え
YouTube配信を実施している
〇中大規模については、事業開始年度であり事業周知を図るため、建築雑誌等への広告掲載に加
え、建設業協会や不動産協会の会員向け会合に出席し事業説明を実施している

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件
〇木材需要喚起のための消費者向け普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年間8千人、セミナー：7回)
・多摩産材情報発信拠点の運営(来場者：年間8千人(月平均660人)）
〇中大規模木造建築整備補助　２件

 

(公財)東京都農林水産振興財団 戦略の性質による区分

戦略２ 高度な林業技術者の育成と多摩産材の利用拡大
事業
運営

多摩の森林は、林業の衰退等により伐採、利用、植栽、保育という森林循環が停滞し森林の荒廃が危惧されている。現在の多摩産材生産
は年間2万4千㎥であるが、将来(2030年)の持続的な森林循環に必要な3万6千㎥の伐採搬出と木材利用の確保に向け、林業技術者の育成
と多摩産材の利用拡大を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

改訂前

2022年度 2023年度

多摩産材の利用拡大

2023年度改訂の視点による区分

・多摩の森林循環に必要な3万6千
㎥の伐採搬出と木材利用を確保す
るためには、伐採更新の拡大とそ
れに見合う木材需要の確保が必要

・財団では、主伐事業により、ス
ギ林等の伐採、搬出と花粉の少な
いスギ等の植栽を行っているが、
事業の拡大に必要な林業技術者
(約50名)の育成と作業の効率化が
不可欠

・伐採後の森林整備では、近年、
シカ個体数の増加や分布域の拡大
により伐採地の森林被害（苗木の
食害、樹幹の剥皮害等）が深刻な
状況であり、適切な森林整備への
影響も懸念

・木材利用では、増加する木材供
給量に対して、材の付加価値が高
い建築等での活用を図るため、木
材利用の普及ＰＲに加え、新たな
木材需要の開拓が必要

・東京トレーニングフォレストを
活用して、伐採搬出を担う技術者
の育成を進めるとともに他県林業
事業体の誘致を進める。また、生
産性向上を図るため、先進的な高
性能林業機械の導入を図る。

・植栽管理の効率化を図るため、
ドローンを活用したシカ被害状況
調査、監視を計画的に実施。被害
想定区域におけるシカ防護柵の設
置及び恒常的な維持管理により植
栽木被害を軽減

・ショッピングセンターや駅舎な
ど、多くの都民が利用する施設や
建築物の外構等の木質化への支援
を通じて、多摩産材の魅力を効果
的に発信するとともに、情報発信
拠点の活用等により、オフィスや
民間住宅等への多摩産材の利用促
進を図る。また、新たな需要開拓
として、都内での中大規模木造施
設の拡大に向けた支援を実施す
る。

【目標①】
・必要な伐採搬出技術者の5割確
保(25名）
・高性能林業機械の導入　２台

【目標②】
シカによる森林被害の解消
・ドローンによる被害調査
420ha（5か年で全管理地700ha
達成）
・シカ防護柵設置　150ha

【目標③】
・ＰＲ効果の高い施設での多摩
産材利用　30施設
・中大規模木造建築物整備支援
3施設

伐採搬出技術者の確保
育成

戦略の性質による区分

戦略２ 高度な林業技術者の育成と多摩産材の利用拡大
事業
運営

【改訂の内容】
3年後（2023年度）の到達目標
・「多摩産材情報発信拠点の運営　1施設」を追加
2023年度計画（伐採搬出技術者の確保育成）
・「林業架線作業主任者免許講習修了者　5名」を追加
【改訂の考え方】
・多摩産材の情報をより多くの都民や企業に発信するため、都心部に多摩産材情報センターと連携した拠点を開設する。
・伐採搬出技術者のレベルアップを図るため、林業架線作業主任者免許講習を新たに開催し、免許取得者の拡大を図る。

（「未来の東京」戦略）
・戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略　9 東京スマート農林水産業プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 10 次世代に引き継ぐ東京の未来の森プロジェクト

シカ被害対策

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

2023年度

改訂後

【目標①】
伐採搬出技術者の5割確保(25
名）
高性能林業機械導入　5台
林業架線主任者免許講習　５名

【目標②】
ドローン監視とシカ柵設置によ
る森林被害の解消
被害状況調査　420ha（5か年で
700ha達成）
シカ防護柵設置　150ha

【目標③】
多摩産材利用施設拡大　30施設
中大規模木造建築物整備支援　3
施設
多摩産材情報発信拠点　1施設

伐採搬出技術者の確保
育成

シカ被害対策

多摩産材の利用拡大

多摩の森林は、林業の衰退等により伐採、利用、植栽、保育という森林循環が停滞し森林の荒廃が危惧されている。現在の多摩産材生産
は年間2万4千㎥であるが、将来(2030年)の持続的な森林循環に必要な3万6千㎥の伐採搬出と木材利用の確保に向け、林業技術者の育成
と多摩産材の利用拡大を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・多摩の森林循環に必要な3万6千
㎥の伐採搬出と木材利用を確保す
るためには、伐採更新の拡大とそ
れに見合う木材需要の確保が必要

・財団では、主伐事業により、ス
ギ林等の伐採、搬出と花粉の少な
いスギ等の植栽を行っているが、
事業の拡大に必要な林業技術者
(約50名)の育成と作業の効率化が
不可欠

・伐採後の森林整備では、近年、
シカ個体数の増加や分布域の拡大
により伐採地の森林被害（苗木の
食害、樹幹の剥皮害等）が深刻な
状況であり、適切な森林整備への
影響も懸念

・木材利用では、増加する木材供
給量に対して、材の付加価値が高
い建築等での活用を図るため、木
材利用の普及ＰＲに加え、新たな
木材需要の開拓が必要

・東京トレーニングフォレストを
活用して、伐採搬出を担う技術者
の育成を進めるとともに他県林業
事業体の誘致を進める。また、技
術者１人当たりの日生産量の向上
を図るため、先進的な高性能林業
機械の導入を図る。

・植栽管理の効率化を図るため、
ドローンを活用したシカ被害状況
調査、監視を計画的に実施。被害
想定区域におけるシカ防護柵の設
置及び恒常的な維持管理により植
栽木被害を軽減

・商業施設など、多くの都民が利
用する施設や建築物の外構等の木
質化への支援を通じて、多摩産材
の魅力を効果的に発信するととも
に、情報発信拠点の活用等によ
り、オフィスや民間住宅等への多
摩産材の利用促進を図る。また、
新たな需要開拓として、都内での
中大規模木造施設の拡大に向けた
支援を実施する。

【目標①】伐採搬出については、東京トレーニングフォレストを活用して累計で10名の技術者を育成している
が、伐採更新を拡大するためには高性能機械等の効率的な活用が必要
【目標②】シカ被害対策については、調査累計272ha、柵設置累計96haであり、計画のとおり作業を進め、被害
軽減に努めている。
【目標③】多摩産材の補助事業については、補助金セミナー等を開催し８件の交付決定を行っている。また、新
たにオフィス木質化ガイドを作成し利用促進に取組んでいる。今後は、事業周知を強化し、中大規模建築物整備
補助の実績を増やしていく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇トウキョウＸ肉豚出荷頭数　13,000頭
〇種豚供給可能数（農家配付）160頭
〇新規生産者開拓
・新規試験飼育　１件
・本格飼育へ移行（生産者の新規獲得）１件
〇生産者技術指導の実施

〇トウキョウＸ肉豚出荷頭数　14,000頭
〇種豚供給可能数（農家配付）　180頭
〇新規生産者開拓
・本格飼育へ移行（生産者の新規獲得）１件
〇生産者技術指導の実施

②

〇トウキョウＸの流通改革・拡大策の実施
・複数流通業者による新たな出荷体制の円滑な運用
〇販売促進、普及ＰＲの取組支援
・トウキョウＸの認知度調査の実施　１回
・販促キャンペーンの実施　1回

〇トウキョウＸの流通改革・拡大策の実施
・複数流通業者による新たな出荷体制の円滑な運用
〇販売促進、普及ＰＲの取組支援
・トウキョウＸの認知度調査の実施　１回
・販促キャンペーンの実施　1回

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇トウキョウＸ肉豚出荷頭数　13,000頭
〇種豚供給可能数（農家配付）160頭
〇新規生産者開拓
・新規試験飼育　１件
・本格飼育へ移行（生産者の新規獲得）１件
〇生産者技術指導の実施

〇トウキョウX肉豚出荷頭数　6,067頭（11月末）
〇種豚供給可能数（農家配付）　160頭
・種豚供給実績　53頭（11月末）
〇新規生産者開拓
・新規試験飼育　0件
・本格飼育へ移行（生産者の新規開拓）0件
・新規開拓に向けた訪問　5件
〇生産者技術指導の実施（既存農家指導） 10件

〇大手生産者の撤退により出荷頭数の見直しを余儀なくされている。
〇新施設での繁殖はほぼ順調で、生産者の希望通りに種豚の配付を行っている。
〇新規生産者開拓では、2021年度に試験飼育していた生産者が本格飼育に移行しなかった。引き続
き、近県養豚協会等に働きかけを行う。
〇既存生産者への技術指導は、予定通り進んでいる。引き続き、繁殖成績や枝肉成績の分析比較等
飼育管理指導により繁殖技術や品質向上を図り、更なる増産に繋げる。

〇トウキョウＸの肉豚出荷頭数　7,150頭
〇種豚供給可能数（農家配付）180 頭
〇新規生産者開拓
・新規試験飼育　2件
〇生産者技術指導の実施

②

〇トウキョウＸの流通改革・拡大策の実施
・複数流通業者による新たな出荷体制の円滑な運用
〇販売促進、普及ＰＲの取組支援
・トウキョウＸの認知度調査の実施　１回
・販促キャンペーンの実施　1回

〇トウキョウXの流通改革・拡大策の実施
・複数流通業者体制（３社）
〇販売促進、普及PRの取組み支援
・トウキョウXの認知度調査の実施　0回
・販促キャンペーンの実施　３回
　（①5月：畜産教室、②10月：家畜ふれあいデー、③11月：食育フェア）

〇TOKYO X生産組合のアドバイザーを中心に出荷調整を行い、3社流通体制を維持している。ま
た、青梅畜産センターも生産農家データベース（トレサシステム）活用の実施要領の制定や指定流
通業者とのヒアリングを通じ、間接的に生産組合の負担軽減に向けた取組みを進めている。
○一般都民（200人）を対象とするインターネットによる認知度等の調査を実施予定（2022年12
月）。
〇販促では、2021年度作成したTOKYO Xリーフレットを活用しながら肉の販売やトウキョウXの解
説を行った。

〇トウキョウＸの流通改革・拡大策の実施
・複数流通業者による新たな出荷体制の円滑な運用
〇販売促進、普及ＰＲの取組支援
・トウキョウＸの認知度調査の実施　１回
・販促キャンペーンの実施　3回

(公財)東京都農林水産振興財団 戦略の性質による区分

戦略３ トウキョウＸの生産拡大と流通体制の強化
事業
運営

都市化の進展や後継者不足により都内畜産農家数は漸減状態で少規模ながら収益性の高い畜産経営への転換が必要。一方、トウキョウＸ
マーケティング調査結果では東京ブランド畜産物「トウキョウX」の流通及び消費者のニーズは高い。2026年度２万頭出荷を目指し、都
民の豊かな食生活へ貢献する。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・青梅畜産センターでは、トウ
キョウX（豚）の系統維持、血統
管理及び生産者への種豚の生産・
配付を実施
・衛生レベル確保、生産者からの
種豚供給希望増に応えるため、施
設を再編整備（2020年度末竣
工）
・トウキョウＸは繁殖数が少な
く、飼育が難しい等の問題があ
り、新規生産者を獲得しづらい。
また、育成率向上のため、技術指
導も不可欠
・マーケティング調査（2020年
度実施）によると、販売店の６割
が取扱を増やしたい意向あり。ま
た、消費者アンケートでは約46％
が購入希望あり。更に、トウキョ
ウXのブランド認知度は56％（２
人に１人）
・トウキョウXの高いブランド力
を維持しつつ流通を円滑に進める
ため、現状の流通体制の課題整理
を踏まえ、改善策を講じる必要が
ある。

・新豚舎（2020年度完成）の高
度な衛生管理システムや自動飼養
管理機能を最大限に活用して、種
豚の生産・供給能力の向上を目指
すとともに、都内外の生産者の飼
養頭数の増加と新規生産者開拓に
向けた働きかけを行う。合わせて
生産者への技術指導をより充実
し、生産能力向上と生産数拡大を
推進する。

・マーケティング調査（2020年
度実施）における生産者、流通事
業者の意向等を踏まえ、関係者と
連携してトウキョウＸ取引方法等
の見直しを図るとともに、トウ
キョウＸのブランド認知度を高め
ながら消費需要を喚起していく。

【【目標①】
トウキョウＸ肉豚出荷頭数増大
・14,000頭
・種豚供給可能数　180頭

都内外の新規生産者の確保と技
術指導体制の強化
・試験飼育　累計２件
・本格飼育　累計２件

【目標②】
流通体制の改善により流通量を
拡大するとともに、トウキョウ
Ｘを積極的にＰＲして認知向上
を図り購入しやすい環境をつく
る。
・トウキョウＸ認知度　66％
（3人に2人）

肉豚出荷頭数の増大と
新規生産者開拓

市場動向の把握とトウ
キョウXの流通改善・拡
大策の検討、実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ トウキョウＸの生産拡大と流通体制の強化
事業
運営

【改訂の内容】
・2万頭出荷のロードマップの変更（「2026年度」→「2031年度」）
・2023年度トウキョウX肉豚出荷頭数を見直し（「14,000頭」→「7,150頭」）
・新規生産者開拓の見直し（「本格飼育へ移行」→「新規試験飼育」）
【改訂の考え方】
・2021年度大手生産者が企業買収のため撤退し、種豚頭数が激減したことより肉豚出荷頭数が大幅に減少（肉豚出荷頭数=種豚頭数×産子数×分娩回転率×育成率）。
・2021年度試験飼育をしていた埼玉県の生産者は、指定飼料の価格の高さや新たな飼料ラインの設置が必要なことから本格飼育に移行しなかった。

（「未来の東京」戦略）
・戦略12：稼ぐ東京・イノベーション戦略　8 世界一の美食都市実現プロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

都市化の進展や後継者不足により都内畜産農家数は漸減状態で少規模ながら収益性の高い畜産経営への転換が必要。一方、トウキョウＸ
マーケティング調査結果では東京ブランド畜産物「トウキョウX」の流通及び消費者のニーズは高い。2031年度２万頭出荷を目指し、都
民の豊かな食生活へ貢献する。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【【目標①】
トウキョウＸ肉豚出荷頭数増大
・7,150頭
・種豚供給可能数　180頭

都内外の新規生産者の確保と技
術指導体制の強化
・試験飼育　累計3件

【目標②】
流通体制の改善により流通量を
拡大するとともに、トウキョウ
Ｘを積極的にＰＲして認知向上
を図り購入しやすい環境をつく
る。
・トウキョウＸ認知度　66％
（3人に2人）

肉豚出荷頭数の増大と
新規生産者開拓

市場動向の把握とトウ
キョウXの流通改善・拡
大策の検討、実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】トウキョウXの肉豚出荷頭数拡大に向け、青梅畜産センターの種豚供給能力の向上を図り、種豚を農家
へ配付し、出荷頭数の増大に努めた（6,067頭）。
【目標②】大手生産者の撤退により生産頭数が減少した一方、限られた供給量の中でも、肉質や味の良さが受け
入れられ、底堅い購買需要を維持できている。引き続き、既存生産者指導・新規生産者開拓による生産効率の向
上と繁殖豚の飼養頭数増加を図り、流通量拡大に不可欠な3社による複数流通体制を維持するとともに、認知度向
上、販売促進に取り組む。

・青梅畜産センターでは、トウ
キョウX（豚）の系統維持、血統
管理及び生産者への種豚の生産・
配付を実施
・衛生レベル確保、生産者からの
種豚供給希望増に応えるため、施
設を再編整備（2020年度末竣
工）
・トウキョウＸは繁殖数が少な
く、飼育が難しい等の問題があ
り、新規生産者を獲得しづらい。
また、育成率向上のため、技術指
導も不可欠
・マーケティング調査（2020年
度実施）によると、販売店の６割
が取扱を増やしたい意向あり。ま
た、消費者アンケートでは約46％
が購入希望あり。更に、トウキョ
ウXのブランド認知度は56％（２
人に１人）
・トウキョウXの高いブランド力
を維持しつつ流通を円滑に進める
ため、現状の流通体制の課題整理
を踏まえ、改善策を講じる必要が
ある。

・新豚舎（2020年度完成）の高
度な衛生管理システムや自動飼養
管理機能を最大限に活用して、種
豚の生産・供給能力の向上を目指
すとともに、都内外の生産者の飼
養頭数の増加と新規生産者開拓に
向けた働きかけを行う。合わせて
生産者への技術指導をより充実
し、生産能力向上と生産数拡大を
推進する。

・マーケティング調査（2020年
度実施）における生産者、流通事
業者の意向等を踏まえ、関係者と
連携してトウキョウＸ取引方法等
の見直しを図るとともに、トウ
キョウＸのブランド認知度を高め
ながら消費需要を喚起していく。
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇研究開発グループのコーディネートと運営
〇プラットフォーム会員との情報交換：50回
〇Web講演会・勉強会・交流会等：4回（会員の要望等を
踏まえテーマを設定し開催）
〇企業等から新たな研究提案：30件

〇プラットフォーム会員増加数：8件（累計175件）、研究
開発グループの形成：2件（累計8件）
〇企業等の技術シーズや研究推進などに関する情報交換：
41回
〇Web講演会1回、若手生産者との交流会1回、アグリビジ
ネス創出フェア出展1回：計3回
〇大学、企業等からの新たな研究提案：14件（累計99件）

〇現場ニーズと企業等の技術情報をマッチングし研究開発グループを形成
〇会員専用Webサイトより積極的に情報発信。イノベーション創出に繋がる貴重な
研究情報など企業等との情報交換を実施
〇Web講演会は会員から高評価。若手生産者との交流会やイベントへの共同出展で
会員生産者・企業等との連携を強化
〇新たに研究提案14件を得て計99件となり、2023年度の到達目標（100件）をほぼ
達成。これら研究提案から研究課題（８課題）を設定。大学、企業等と連携し先進
的技術開発を推進

〇研究開発グループのコーディネートと運営
〇プラットフォーム会員との情報交換：50回
〇Web講演会・勉強会・交流会等：4回（会員の要望等を
踏まえテーマを設定し開催）
〇企業等から新たな研究提案：30件

②

〇イチゴ用進化型システムの技術マニュアル作成
〇ローカル５Ｇのトマト栽培遠隔支援システムのモデル化
〇東京型スマート農業研究開発：６件（ニーズ調査と企業
等からの研究提案を踏まえ設定：新規２件）
〇「活用モデル」の提示：4件

〇１年目の実証試験においてイチゴ総収量は目標達成。２
年目の実証試験を開始
〇栽培遠隔支援システムにより全国平均を大きく上回るト
マトを収穫
〇研究課題２件を設定。2022年度提示の「多品目栽培に対
応した農作業管理アプリ」は利用者数2.7万人超。
〇「活用モデル」の提示：０件（累計2件）

〇技術マニュアル作成の基礎データとなる１年目の実証試験において収量の目標達
成。年度格差を見るため２年目のデータを取得し、技術マニュアルを作成
〇栽培遠隔支援システムによる生産物の収穫達成により,システムのモデル化が大き
く前進
〇企業等の技術力を最大限活用し「作業労力軽減を目指した鉢花等の高度底面給水
システムの開発」等の先端技術研究開発を推進
〇「遠隔での農作業支援実証レポート」、「Wi-Fi技術による遠隔監視ガイド」など
４件の活用モデルを今後、2023年３月までに提示

〇イチゴ用進化型システムの現地実証
〇ローカル５Ｇを活用した栽培システムの応用試験
〇東京型スマート農業研究開発：4件（継続）
〇「活用モデル」の提示：4件

③
〇研究成果の動画配信：2件（2021年度研究成果等）
〇都民・生産者・関係機関等からの技術相談等のデジタル
化率：30%

〇当財団が品種開発した「おひさまベリー」の栽培方法、
畜産由来のハエ防除技術開発、東京型スマート農業技術の
最新Wi‒Fi技術に関する実証動画と、都民や生産者が直接活
用できる動画3件を制作中、年度内に発信
○都民・生産者・関係機関等からの技術相談等のデジタル
化率：24.5％

〇生産者や都民へのわかりやすさに重点をおき、音声のAI化など創意工夫して研究
成果や技術マニュアルの動画を制作するなど、新たな広報手段による情報発信力を
強化、2023年３月までに動画３件を発信
〇質問や相談の利便性向上のため、新たに研究成果などのWebサイトに質問・相談
コーナーを設置しQ&Aを展開。新たな試みであるスマホビデオ通話により遠隔地か
らの技術相談を実施するなど、デジタル化を強化

〇研究成果の動画配信：2件（2022年度研究成果等）
〇都民・生産者・関係機関等からの技術相談等のデジタル
化率：50%

(公財)東京都農林水産振興財団

改訂なし

【目標①】研究開発グループの運営やプラットフォーム会員との情報交換等は積極的な取組により目標達成、引き続き取組む。新たな研究提
案は累計99件と目標件数をほぼ達成、今後研究推進に重点を置く
【目標②】スマート農業技術開発は順調に推進、「活用モデル」の目標件数達成に向け取組む
【目標③】研究成果等はわかりやすさを重視し、動画作成。質問・相談しやすいようにWebサイトを工夫し、スマホビデオ通話も導入（デ
ジタル化率24.5％）。今後も利用者からの意見を取り入れレベルアップを図る

・生産者や都民ニーズに応える先進的研
究開発を進めるには、企業や大学等が集
積する東京の強みを活かした新たな研究
推進体制の構築が不可欠である。

・「稼ぐ農業」の実現に向け、ＩＣＴを
活用した技術開発は緒に就いたところ。
今後、生産現場のニーズを反映した東京
の実情に合ったスマート農業の技術開発
を加速していかなければならない。

・さらに、研究の普及還元におけるデジ
タル化は遅れている状況にあり、生産者
や都民の利便性や効果的な情報発信など
について、ポストコロナを見据えた新た
な仕組みを構築していく必要がある。

・スタートアップを始めとする民間企業
や大学、生産者など多様なセクターで構
成する研究開発プラットフォームで得ら
れた民間等の技術シーズや発想を研究開
発に活用する。

・独自開発した「東京フューチャーアグ
リシステム」を進化させるとともに、民
間企業などと研究開発グループを立ち上
げ、ＩＣＴやＡＩ等の先進的技術を活用
した東京型スマート農業技術を確立す
る。また、企業とのプロジェクトにより
ローカル５Ｇを活用した新たな農業技術
を開発する。これらの取組により、農業
ＤＸを推進する。

・研究成果のデジタルライブラリー化や
生産者等からの技術相談など、様々な分
野でＤＸの取組を進め、質の高いサービ
スを提供する。

【目標①】
・東京型スマート農業の研究開発に活用
できる、企業等からの新たな研究提案
累計100件

【目標②】
・東京型スマート農業の研究開発成果を
生産者の技術導入指針となる「活用モデ
ル」として提示　累計10件

【目標③】
・リモートやWebサイトを活用した、
技術相談等のデジタル化　５0%

企業等との連携体制による技術や
英知の結集

東京型スマート農業技術の研究開
発の推進

研究成果の公表、技術相談等のデ
ジタル化

　

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略４ 多様なセクターとの連携による先進的研究開発の
推進

事業
運営

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

東京では、狭い農地でも高収益が可能な農業の実現や質の高い都民サービスが提供できる持続可能な農業の構築が大きな課題である。ＩＣＴやＡＩなどの技術革新が
目覚ましい今日、こうした先進技術を活用した東京型スマート農業の実現やＤＸの推進による質の高いサービスの提供が求められている。

2023年度改訂の視点による区分

戦略の性質による区分
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

②
〇前歴加算制度の着実な運用
〇主任級及び昇給対象者マネジメント研修
〇係長試験制度の改訂（2023年度施行で規程改正）

〇前歴加算制度の着実な運用
〇主任級及び昇給対象者マネジメント研修
〇係長試験制度の改訂（2023年度施行で規程改正）

③

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の着実な運用
〇マーケティング調査の実施と事業効果の検証・改善
・調査結果を踏まえ、「稼ぐ農林水産業」のための仮説設定と
検証
・調査結果を事業や取組に反映するほか、新たな施策の提案に
繋げる

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の着実な運用
〇マーケティング調査の実施と事業効果の検証・改善
・調査結果を踏まえ、「稼ぐ農林水産業」のための仮説設定と検証
・調査結果を事業や取組に反映するほか、新たな施策の提案に繋げる

④

〇ターゲットを意識した情報発信
　TwitterやLINE等、多様な発信ツールの活用
　（更新150回）
〇東京農林水産ファンクラブを活用した魅力発信　２回
〇東京農林水産ファンクラブ運営、会員数1500名

〇ターゲットを意識した情報発信
　TwitterやLINE等、多様な発信ツールの活用
　（更新150回）
〇東京農林水産ファンクラブを活用した魅力発信　２回
〇東京農林水産ファンクラブ運営、会員数1800名

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

〇2022年度研修実施計画　4月策定
〇体験研修への参加　固有参加者30名（新任　該当なし）
　異業種交流研修への参加　参加者2名
〇自己啓発支援制度の運用　申込者0名
〇都庁への長期派遣研修　固有職員1名派遣

〇研修実施計画に基づき、着実に実施。体験研修においては、新たに「マルシェ」や「養殖センター」
での販売・作業を体験し、知見の拡大を図った。
〇自己啓発支援制度では、職員のスキルアップと財団の発展に資する取組を助成制度により支援するこ
ととしており、定期的な周知、所属長による個別の声がけにより、12月以降申込が出始めている。
〇都庁への長期派遣研修では、国・関係機関等との連絡調整を担当。報告会を11月に開催し研修で得
た経験を固有職員間で共有

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

②
〇前歴加算制度の着実な運用
〇主任級及び昇給対象者マネジメント研修
〇係長試験制度の改訂（2023年度施行で規程改正）

〇前歴加算制度の着実な運用
〇主任級及び昇任者対象マネジメント研修　10/5実施
〇係長試験制度改訂済（新制度での試験実施は2023年度から）
　今年度は従来型の係長試験を実施（申込受付12/15迄）

〇前歴加算対象者　主任試験3名、係長試験3名。前職で財団運営に活かせる知識・経験を有する人材
に登用の機会を積極的に与えて、適切に処遇
〇「リーダーとしてのスキルアップ」を目指したマネジメント研修を実施
〇研修や各事業の現場体験等を通じて、昇任に向けた意識づけを積極的に行った結果、３年ぶりに申込
を受け付けた。なお、次年度から都や他団体の状況等を参考に、本人申請制から所属長推薦制への転換
を予定。

〇前歴加算制度の着実な運用
〇主任級及び昇給対象者マネジメント研修
〇新たな係長試験制度の運用（2023年度施行）

③

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の着実な運用
〇マーケティング調査の実施と事業効果の検証・改善
・調査結果を踏まえ、「稼ぐ農林水産業」のための仮説設定と
検証
・調査結果を事業や取組に反映するほか、新たな施策の提案に
繋げる

〇農林水産振興に関する提案　5件7項目（7月）
〇職員提案制度の実施　申請13件/選定6件（8～12月）
〇マーケティング調査
・交通会館マルシェ街頭調査の実施（8月・10月）
・消費者調査、農業生産者調査、商品モニター調査の実施（12～2月予定）

〇2023年度予算要求では、現場の課題や目指すべき方向性を踏まえ、多摩産材の利用拡大に向けた都
心部での情報発信拠点の整備や環境負荷の低減に向けた電動農機具の運用試験など、5件7項目の施策
を都に提案
〇職員提案制度では、職員の意欲・アイデアを事業に反映させて都民サービス向上や業務改善に資する
取組を財団として推進
〇街頭調査では、消費者意識・購買行動に関する調査を実施（年計4回）。消費者調査では、Z世代に
向けた調査項目を新たに追加し、同世代への関心を高める方策を検討していく。

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の着実な運用　2件
〇マーケティング調査の実施と事業効果の検証・改善
・調査結果を踏まえ、「稼ぐ農林水産業」のための仮説設定と検証
・調査結果を事業や取組に反映するほか、新たな施策の提案に繋げる

④

〇ターゲットを意識した情報発信
　TwitterやLINE等、多様な発信ツールの活用
　（更新150回）
〇東京農林水産ファンクラブを活用した魅力発信　２回
〇東京農林水産ファンクラブ運営、会員数1500名

〇ＨＰやＳＮＳによる情報発信（Twitter更新180回）
〇ファンクラブ会員を対象に、応援サポーターと協力するなど、東京産農産物
を使ったイベント実施して魅力発信　５回
〇東京農林水産ファンクラブ運営　会員数2582名（11月末時点）

〇関係者だけでなく、都民に向けて幅広く事業周知を図るため、セミナー、事業説明会等のオンライン
化やPR動画配信を行った。Z世代への関心を引く動画作成を行うなど、引き続きＨＰやＳＮＳでの発信
を積極的に行い広報展開していく。
○農業体験や料理教室など13種の様々なイベントやコンテンツを展開した。今後、ハイブリット開催
で得たノウハウを継承していく。
〇東京農林水産ファンクラブでは、ファンイベントやマルシェでの東京産品の販売、応援サポーター企
業（18社）との連携企画など実施

〇Z世代などのターゲットを意識した情報発信
　TwitterやLINE等、多様な発信ツールの活用
　（更新200回）
〇東京農林水産ファンクラブを活用した魅力発信　２回
〇東京農林水産ファンクラブ運営、会員数2800名
（ファンクラブを通じた事業効果の検証・改善）

(公財)東京都農林水産振興財団 戦略の性質による区分

戦略５
固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の
強化

組織
運営

財団・都施策の充実に資
する企画提案

東京の農林水産ファン層
の獲得・拡大

コロナ禍を背景に、生産者等の新たなニーズや、消費者の食や地産地消への関心の高まり等、農林水産業を取り巻く環境も変化。都内農林
水産業に対する都民の十分な認知・理解の下、財団に期待されるニーズを的確に捉え機動的で柔軟な事業展開実現のため、職員育成と経営
企画機能の強化が必要

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・農林水産業の現場を支える総合
支援拠点として、生産者・事業者
のニーズや社会状況の変化に的確
に対応するためには、一人ひとり
の企画調整力や事業執行力の向上
が不可欠
・財団固有職員は主任級が６割を
占めるが係長級以上を輩出できて
いない。係長候補者を育成し、係
長を輩出するとともに、将来の管
理職候補者として育成を図ること
が不可欠
・経営企画機能を発揮し、都への
施策提案等、都と協働して課題解
決に向けた取組を実行し、財団に
期待される役割を果たすことが不
可欠
・東京の農林水産業に対する都民
の認知は49.7％と低い（2019年
財団調査）。東京の農林水産業振
興のために、戦略的な広報展開と
情報発信の強化が不可欠

・職員の企画調整力や事業執行力
を高めるため、「固有職員人材育
成プラン」（2020年策定）に基づ
き、研修や自己啓発支援の充実化
を図る。
・固有職員の係長昇任を後押しす
るため、「前歴加算制度」を活用
した意欲醸成に加え、候補者及び
昇任者に対する研修等によりマネ
ジメント能力を育成する。
・マーケティング調査や現場の職
員意見等により、都民・事業者の
ニーズを的確に捉えた経営と機動
的で柔軟性の高い事業展開を実現
・戦略的な広報展開に加え、東京
の農林水産ファンを獲得・拡大
し、財団の取組に対する評価、
ニーズ等を定期的に調査すること
で、新たな需要動向に対応した施
策を展開

【目標①】
・農林業体験研修実施　（新任者
100％）
・外部機関との異業種交流研修実
施　（固有6名）
・自己啓発への積極的支援　（申
込者30名）
・都庁長期派遣研修実施　3名
【目標②】固有職員の係長登用
２名
【目標③】施策提案15件
【目標④】東京の農林水産ファン
獲得1800名

固有職員を中心とした研
修・キャリア支援の実施

係長級職員の育成と登用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略５ 固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の
強化

組織
運営

【改訂の内容】
・3年後（2023年度）の到達目標　　目標④「東京の農林水産ファン獲得」　1800名→2800名（＋1000増）
・3か年の取組（2023年度）　　　　目標④「ＨＰやＳＮＳによる情報発信」更新150回→200回（＋50増）
　　　　　　　　　　　　　　　　　目標④「東京の農林水産ファン獲得」　1800名→2800名（＋1000増）

【改訂の考え方】
・情報の入手先がHPやSNSに常態化する中、財団主催のイベントや支援事業についても、これらの手段を積極的に活用し発信していくため、目標値を上方修正する。
・2021年に設立した東京農林水産ファンクラブについて、イベント等で積極的に勧誘活動を実施した結果、2022年11月末時点で会員数2582名に達したため、目標値を上方修正する。

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍を背景に、生産者等の新たなニーズや、消費者の食や地産地消への関心の高まり等、農林水産業を取り巻く環境も変化。都内農林
水産業に対する都民の十分な認知・理解の下、財団に期待されるニーズを的確に捉え機動的で柔軟な事業展開実現のため、職員育成と経営
企画機能の強化が必要

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・農林業体験研修実施
　（新任者100％）
・外部機関との異業種交流研修実
施（固有6名）
・自己啓発への積極的支援
　（申込者30名）
・都庁長期派遣研修実施　3名

【目標②】
固有職員の係長登用 ２名

【目標③】
都への施策提案15件

【目標④】
東京の農林水産業のブランド向上
のため、魅力や価値をより深く共
有するファンの獲得
2800名

固有職員を中心とした研
修・キャリア支援の実施

係長級職員の育成と登用

財団・都施策の充実に資
する企画提案

東京の農林水産ファン層
の獲得・拡大

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】固有職員人材育成は、研修実施計画を策定し、動画やeラーニング等を積極的に活用し着実に研修を実施
【目標②】2023年度からの実施に向け係長試験制度を改訂
【目標③】マーケティング調査等を通じ、社会情勢の変化やニーズを的確に捉え、5件の施策提案
【目標④】東京農林水産ファンクラブ（会員2582名）を活用し、応援サポーターとの連携企画（農産物直売ECサイ
トに都内生産者ページ制作）の実施等、東京の農林水産業を盛り上げ、東京ブランドの認知向上や消費拡大、生産者
支援に繋げる

・農林水産業の現場を支える総合
支援拠点として、生産者・事業者
のニーズや社会状況の変化に的確
に対応するためには、一人ひとり
の企画調整力や事業執行力の向上
が不可欠
・財団固有職員は主任級が６割を
占めるが係長級以上を輩出できて
いない。係長候補者を育成し、係
長を輩出するとともに、将来の管
理職候補者として育成を図ること
が不可欠
・経営企画機能を発揮し、都への
施策提案等、都と協働して課題解
決に向けた取組を実行し、財団に
期待される役割を果たすことが不
可欠
・東京の農林水産業に対する都民
の認知は49.7％と低い（2019年
財団調査）。東京の農林水産業振
興のために、戦略的な広報展開と
情報発信の強化が不可欠

・職員の企画調整力や事業執行力
を高めるため、「固有職員人材育
成プラン」（2020年策定）に基づ
き、研修や自己啓発支援の充実化
を図る。
・固有職員の係長昇任を後押しす
るため、「前歴加算制度」を活用
した意欲醸成に加え、候補者及び
昇任者に対する研修等によりマネ
ジメント能力を育成する。
・マーケティング調査や現場の職
員意見等により、都民・事業者の
ニーズを的確に捉えた経営と機動
的で柔軟性の高い事業展開を実現
・戦略的な広報展開に加え、東京
の農林水産ファンを獲得・拡大
し、財団の取組に対する評価、
ニーズ等を定期的に調査すること
で、新たな需要動向に対応した施
策を展開
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

観光関連事業者等との連携により、都民や近隣県民の訪都や都
内宿泊・回遊などを促す取組を実施：
○マイクロツーリズムに係る業界側の気運醸成も含めた受入体
制づくり
○魅力的な旅行商品の開発・販売の促進
○ロングステイ等を率先的に実践する取組の推進とともに、そ
の動きを情報発信
○近隣県と連携した観光プロモーション（旅行者参加型キャン
ペーン等）の実施

○観光経済の回復状況、宿泊稼働率の改善状況、渡航制限の緩和状況等を注視し
つつ、取組の方向性や推進体制のありかたを検証し、見直しを行う。

①

日本全国からの誘客を促す取組を実施：
○東京来訪者の特性や東京が持つ多様性を活かしたプロモー
ション（トラベル誌等へ特定のテーマに沿った記事広告の出稿
等）を実施
○東京2020大会関連イベントや都内で開催される国際スポーツ
大会の機会を捉え、大会関連施設周辺等の新たな観光資源を発
信する取組（旅行者参加型イベントの実施、ウェブサイトでの
情報発信等）を実施
○国内の大都市と連携したキャンペーン等により、旅行ムード
を醸成

○観光経済の回復状況や都内地域の旅行者受入状況等を見ながら、適切なプロ
モーションや発信を行う。

①②

○観光事業者向けワンストップ支援センターを設置し、運営を
開始する。
○観光事業者や賛助会員をはじめとする事業者等の経営を下支
えするために、観光経営セミナー４回以上、事業者交流会２回
以上、商談会３回以上を開催する。（想定参加者数　延べ550
事業者）

○観光経済の回復状況及び利用者の声を踏まえつつ、観光事業者向けワンストッ
プ支援センターの取組内容を「事業者の下支え」から「更なる成長」へと転換し
ていく。
○観光事業者や賛助会員をはじめとする事業者等向けに、観光経営セミナー４回
以上、事業者交流会２回以上、商談会３回以上を開催する。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

観光関連事業者等との連携により、都民や近隣県民の訪都や都
内宿泊・回遊などを促す取組を実施：
○マイクロツーリズムに係る業界側の気運醸成も含めた受入体
制づくり
○魅力的な旅行商品の開発・販売の促進
○ロングステイ等を率先的に実践する取組の推進とともに、そ
の動きを情報発信
○近隣県と連携した観光プロモーション（旅行者参加型キャン
ペーン等）の実施

〇都内観光促進事業「もっとTokyo」を6月よりトライアル実施、10月20日より
本格実施
〇観光協会等の旅行商品開発及びプロジェクトを支援
〇ツーリズムEXPO2022出展（来場者約1万5千人）、ふるさと観光展in仙台駅
（来場者約3,400人）
○埼玉県及び山梨県と共同で観光キャンペーンを実施

○「もっとTokyo」について、国が行う全国旅行支援に先駆けてトライアル実施を行い、環境変化を捉え
て迅速に本格実施へ移行した。
○観光協会や観光関連事業者等が行う東京の魅力を高めるプロジェクトを支援した。（観光まちづくり支
援事業助成金、富裕層向け夜間・早朝観光コンテンツ開発支援等）
○ツーリズムEXPO2022において、都内外の人々にAR等を活用して東京の魅力を発信した。
○近場を巡る旅の魅力を紹介する特設サイトを通じた情報発信と、周遊を促す参加型キャンペーンを実施
した。

旅行需要の回復をさらに後押しするため、観光協会や事業者との連携を強化し、
都民や近隣県民の宿泊・回遊を促す取組を実施
○多摩地域での観光型Maasの導入や滞在型観光の促進
〇多摩・島しょをはじめ地域資源の活用など新たな観光コンテンツの開発支援
〇都内観光協会と連携した地産地消をPRするマルシェの開催等

①

日本全国からの誘客を促す取組を実施：
○東京来訪者の特性や東京が持つ多様性を活かしたプロモー
ション（トラベル誌等へ特定のテーマに沿った記事広告の出稿
等）を実施
○東京2020大会関連イベントや都内で開催される国際スポーツ
大会の機会を捉え、大会関連施設周辺等の新たな観光資源を発
信する取組（旅行者参加型イベントの実施、ウェブサイトでの
情報発信等）を実施
○国内の大都市と連携したキャンペーン等により、旅行ムード
を醸成

○全国旅行支援「ただいま東京プラス」を10月20日より実施
〇ブレジャーやエコ＆グリーン等、特定テーマの記事を国内トラベル誌等４誌に
出稿
〇東京2020大会関連施設や周辺観光スポットを周遊するデジタルスタンプラリー
等の旅行者参加型イベントを実施
○東京と大阪の相互送客を図る観光プロモーションを実施

○「ただいま東京プラス」ついて、事業者との調整を密に行い、早期の事業実施に繋げ、旅行需要の回復
に寄与した。
〇記事広告の出稿では、旅行気運の高まりを捉え、東京の特性を踏まえたテーマを選定し、東京の魅力の
訴求と誘客促進につながる工夫を図った。
〇リアル・オンラインの双方で参加可能な東京2020大会関連の旅行者参加型イベントを、近隣県や東日
本大震災被災県とも連携して実施した。また、大会関連施設を核とする観光ルートを特設サイトで紹介
し、今後の誘客につなげる工夫を図った。

訪都外国人旅行者の積極的な誘致とのバランスを図りながら、全国他都市と連携
したコンテンツ開発や都内観光PRを積極的に展開
〇他都市で開催される旅行博や観光展での都内観光PR
○ガストロノミーツーリズムやアドベンチャーツーリズムをはじめ、来訪者の多
様なニーズに応じたプロモーションの展開

①②

○観光事業者向けワンストップ支援センターを設置し、運営を
開始する。
○観光事業者や賛助会員をはじめとする事業者等の経営を下支
えするために、観光経営セミナー４回以上、事業者交流会２回
以上、商談会３回以上を開催する。（想定参加者数　延べ550
事業者）

○「東京観光産業ワンストップ支援センター」を設置し、観光事業者からの相談
にワンストップで対応する総合相談窓口の運営や専門家派遣を開始した。
○観光事業者に向け、観光経営力強化セミナーを2回、事業者交流会を2回、商談
会を1回開催した。（参加者数　延べ277事業者）

○観光事業者向けの支援策を一元的に紹介するウェブサイトを開設するとともに、Twitterも活用し情報
発信の強化を図った。また、都内各地に直接出向いてオーダーメイドでの事業説明会を開催し、事業者
ニーズに沿った支援を実施した。
○観光業界におけるDXの活用、旅行需要の回復期を見据えた取組や先進事例等、関心の高いテーマを設
定することで参加を促進するとともに、事業者交流会ではリアルでの交流の場を提供し、業種間で連携す
る機会を創出した。

○観光事業者のデジタル化や環境対策等の取組を支援し、観光分野のデジタル実
装や持続可能な観光への移行を促進していくなど、「事業者の下支え」から「更
なる成長」へと支援を強化
○観光事業者や賛助会員等の事業者向けに、観光経営セミナー４回以上、事業者
交流会４回以上、商談会３回以上開催（想定参加者数　延べ550事業者）

2023年度

○個別取組事項：「マイクロツーリズムの促進」
＜2023年度計画＞具体的な取組内容を追記

○個別取組事項：「国内観光促進」
＜2023年度の計画変更＞具体的な取組内容を追記

○個別取組事項：「観光関連事業者への支援」
＜2023年度の計画変更＞
観光関連事業者向けの経営セミナー及び事業者交流会・商談会への想定参加者数を追記

（「未来の東京」戦略）
・戦略15：文化・エンターテインメント都市戦略　1 魅力ある観光コンテンツ創出プロジェクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 体験・まち歩きスマート観光プロジェクト

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標① 都内観光促進事業「もっとTokyo」及び東京都における全国旅行支援「ただいま東京プラス」を実施
目標② 実績277名：
観光事業者に向けて、観光経営力強化セミナーを2回、事業者交流会を2回、商談会を1回開催した。
年度内に、観光経営力強化セミナー２回、事業者交流会を2回、商談会を2回開催予定である。

◆コロナ禍の長期化により観光業界
が疲弊していることを鑑み、観光需
要の回復フェーズにおいては、渡航
制限の緩和に係る国の動向も注視し
つつ、まずは国内観光に焦点を当
て、これまでと異なるアプローチに
より観光経済の回復促進を行うこと
が急務となっている。

◆観光関連事業者はコロナ禍により
甚大な影響を受けており、事業者の
ニーズに合った支援メニューを用意
し、わかりやすく提供していくこと
が必要である。

◆国内需要を積極的に喚起し、取り
込むことにより、都内の観光経済を
活性化する。また、これに当たり近
隣県と連携して国内の旅行気運を高
めることで、国内の観光経済全体へ
の寄与を図る。

◆国内旅行者に対して東京の新たな
魅力を訴求するプロモーションを積
極的に実施する。

◆都内外の観光関連事業者や業界団
体等による推進体制を立ち上げ、近
隣観光など「新しい観光」への対応
体制を強化するとともに、率先行動
を通じて気運の醸成と需要喚起を図
る。

◆観光事業者向け相談窓口や情報提
供機能等を有するワンストップ支援
センターを設置・運営するなど、事
業者への支援の取組を強化してい
く。

【目標①】
都内観光経済の復活に寄与する取
組の推進（訪都観光の活性化や都
内事業者の更なる成長を実現）

【目標②】
観光関連事業者向けに財団が実施
する経営セミナー及び事業者交流
会・商談会への参加者数　延べ
1100事業者

マイクロツーリズムの促
進

国内観光促進

観光関連事業者への支援

当財団はこれまでインバウンド旅行者誘致に比重を置いてきたが、長期化したコロナ禍からの回復フェーズにおいては、まずはいち早く需要回
復の見込める国内観光に注力する必要があり、このことを踏まえた新たな戦略の推進が急務と言える。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

国内観光促進

観光関連事業者への支援

(公財)東京観光財団

戦略１ 観光経済の復活に向けた取組
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略１ 観光経済の復活に向けた取組
事業
運営

当財団はこれまでインバウンド旅行者誘致に比重を置いてきたが、長期化したコロナ禍からの回復フェーズにおいては、まずはいち早く需要回
復の見込める国内観光に注力する必要があり、このことを踏まえた新たな戦略の推進が急務と言える。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆コロナ禍の長期化により観光業界
が疲弊していることを鑑み、観光需
要の回復フェーズにおいては、渡航
制限の緩和に係る国の動向も注視し
つつ、まずは国内観光に焦点を当
て、これまでと異なるアプローチに
より観光経済の回復促進を行うこと
が急務となっている。

◆観光関連事業者はコロナ禍により
甚大な影響を受けており、事業者の
ニーズに合った支援メニューを用意
し、わかりやすく提供していくこと
が必要である。

◆国内需要を積極的に喚起し、取り
込むことにより、都内の観光経済を
活性化する。また、これに当たり近
隣県と連携して国内の旅行気運を高
めることで、国内の観光経済全体へ
の寄与を図る。

◆国内旅行者に対して東京の新たな
魅力を訴求するプロモーションを積
極的に実施する。

◆都内外の観光関連事業者や業界団
体等による推進体制を立ち上げ、近
隣観光など「新しい観光」への対応
体制を強化するとともに、率先行動
を通じて気運の醸成と需要喚起を図
る。

◆観光事業者向け相談窓口や情報提
供機能等を有するワンストップ支援
センターを設置・運営するなど、事
業者への支援の取組を強化してい
く。

【目標①】
都内観光経済の復活に寄与する取
組の推進（訪都観光の活性化や都
内事業者の下支えを実現）

【目標②】
観光関連事業者向けに財団が実施
する経営セミナー及び事業者交流
会・商談会への参加者数　延べ
1100事業者

マイクロツーリズムの促
進
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○2021年度に策定した中期経営計画の進行管理（PDCAのうち
のA（改善/Act））の一環に企画提案を位置づけ、財団内で組
織的に検討する体制を整備
○中期経営計画に掲げるコロナ禍からの回復と成長に向けた６
つの柱を推進するために、新規事業の提案や既存事業の改善提
案を検討し、都へ企画提案を実施（10件）

○コロナ禍からの回復状況及び中期経営計画に掲げる「推進する６つの柱」の
進捗状況を踏まえ、取組が不足している柱を加速するための新規事業の提案
や、既存事業の改善提案を検討し、都への企画提案を実施（15件）

①②③

○観光に係る多様な主体にとって有意義な知見となりうる研究
テーマを設定し、民間事業者等との共同研究を３件実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表することで、知
見を広く共有し、財団のプレゼンスを向上
○情報を広くリーチさせるため、財団サイトのほかPR媒体を
活用した広報を実施

○引き続き時勢に合った研究テーマを設定し、民間事業者等との共同研究を３
件実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表することで、知見の共有及び財
団のプレゼンス向上
○2022年度までの実績を踏まえ、広報の媒体やタイミング等を工夫し、カン
ファレンスへの申込者数を伸ばす

③

○賛助会員向けアンケートを実施し、会員の状況やニーズ、
SDGsやDXといった新たな課題に対する意識等を把握
○既存会員の満足度向上及び新規会員の獲得に向け、ニーズを
捉えながら会員向けサービスの改善を実施（2022年度新サー
ビスを３件実施（会員同士の視察・体験ツアー開催等））

○賛助会員向けアンケートを実施し、会員の状況やニーズ、意識の変化等を継
続的に把握
○既存会員の満足度向上及び新規会員の獲得に向け、ニーズを捉えながら会員
向けサービスの改善及びスクラップアンドビルドを実施（2023年度新サービス
を３件実施）

①④

○共同研究等で得られた知見や時勢の要求を踏まえて研修テー
マを設定し、専門性向上研修を６回実施
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検
定・資格試験の受験料を補助することで受験勧奨

○共同研究等で得られた知見や時勢の要求を踏まえて研修テーマを設定し、専
門性向上研修を６回実施（一部は職員自らが講師となる研修を実施）
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検定・資格試験の受
験料を補助することで受験勧奨

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○2021年度に策定した中期経営計画の進行管理（PDCAのうち
のA（改善/Act））の一環に企画提案を位置づけ、財団内で組
織的に検討する体制を整備
○中期経営計画に掲げるコロナ禍からの回復と成長に向けた６
つの柱を推進するために、新規事業の提案や既存事業の改善提
案を検討し、都へ企画提案を実施（10件）

○中期経営計画進行管理委員会及びワーキンググループを新たに設置し、提案
内容に関する検討を行った。
○都からの受託等により実施している事業の改善・充実及び都の2023年度施策
の充実に資する、14件の提案を実施した。
○2021年度に提案し予算化された12件について、事業実施中である。

○コロナ禍からの観光経済の復活や持続可能な観光推進等に関する検討を行い、年次計画を上回る事業
提案を実施した。
○提案に当たっては、賛助会員や観光協会へのアンケートに基づき、業界や現場が直面する課題を拾い
上げるとともに、観光産業に関する調査分析から得られた知見をもとに、ポストコロナを見据えた内容
として整理した。
○年度末に向け、2022年度の結果検証を行うとともに、共同研究の成果やアドバイザリー会議での議
論等を踏まえ、2023年度の方向性を検討していく。

○コロナ禍からの回復状況及び中期経営計画に掲げる「推進する６つの柱」の
進捗状況を踏まえ、取組が不足している柱を加速するための新規事業の提案
や、既存事業の改善提案を検討し、都への企画提案を実施（15件）

①②③

○観光に係る多様な主体にとって有意義な知見となりうる研究
テーマを設定し、民間事業者等との共同研究を３件実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表することで、知
見を広く共有し、財団のプレゼンスを向上
○情報を広くリーチさせるため、財団サイトのほかPR媒体を
活用した広報を実施

○中期経営計画でも重要施策と位置付けている「持続可能な観光」にフォーカ
スし、観光関連事業者に有意義な知見となりうる３テーマを実施中である。
①「サステナブル」を軸としたインバウンド誘客の促進
②東京を起点とした脱炭素旅の検証
③東京の観光バリューチェーンによる経済波及効果

○研究を通じて新たな課題に関わる知見を得るとともに、都への企画提案や中期経営計画への反映を行
い、団体の専門性・企画機能の強化につなげていく。
○研究成果を発表するカンファレンスは、第4四半期に開催予定である。参加者数200名を目標とし
て、アドバイザリー会議の有識者を交えて対話形式で行うなど、課題や成果をより深堀りし、聴講者の
理解が促進されるよう工夫する。
○情報を広くリーチさせるため、財団サイトのほかPRタイムス等のメディア媒体を活用した広報を実
施する。

○ポストコロナにおける新たなトレンドやニーズを捉えて研究テーマを設定
し、民間事業者等との共同研究を３件実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表することで、知見の共有及び財
団のプレゼンスを向上させる。また、開催にあたっては、広報の媒体やタイミ
ング等を工夫し、カンファレンスを効果的に実施する。

③

○賛助会員向けアンケートを実施し、会員の状況やニーズ、
SDGsやDXといった新たな課題に対する意識等を把握
○既存会員の満足度向上及び新規会員の獲得に向け、ニーズを
捉えながら会員向けサービスの改善を実施（2022年度新サー
ビスを３件実施（会員同士の視察・体験ツアー開催等））

○賛助会員向けに「今後に向けてのニーズ調査」を実施
○新サービス3件実施済
　①賛助会員施設視察交流会
　　（第１回：7月、第２回：12月実施予定）
　②TCVB人流モニタリングレポートを隔月で配信開始
　③EXPAT EXPO TOKYO 2022出展
　　（会員の共同出展・資料出展あり）

〇アンケート結果より、財団への強いニーズとして、ビジネスマッチングや会員同士の交流、PR機会
の促進、マーケティング情報の提供があり、新サービスはその要望も踏まえ実施した。
○人流モニタリングツールを新たに導入し、観光地の混雑具合の把握や観光客の動態分析データ等を提
供した。今後も、データに基づく効果的なマーケティング活動及び観光プロモーションへの活用を支援
していく。
○在日外国人向け展示会である「EXPAT EXPO」へ初めて出展し、当財団及び賛助会員PRを実施し
た。

○賛助会員向けアンケートにより、観光産業の回復状況や新たなニーズ、業界
における意識変化等を把握し、新規会員サービス等に反映
○既存会員の満足度向上及び新規会員の獲得に向け、ニーズを捉えながら会員
向けサービスを拡充（2023年度新サービスを３件実施）

①④

○共同研究等で得られた知見や時勢の要求を踏まえて研修テー
マを設定し、専門性向上研修を６回実施
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検
定・資格試験の受験料を補助することで受験勧奨

○エコツーリズム、宿泊事業者の環境配慮、文化観光等をテーマに、専門性向
上研修を12回実施した。
○2021年度 合格者6名、2022年度 合格者6名
なお、2020年度までに英語を中心とした語学関係の資格81名（109件）、総合
旅行取扱管理者など旅行業関係の資格21名(24件)の保有者がいる。

○主任・主事級で構成するPTが企画運営を担い、職員のニーズに合った研修を実施した。
○アンケートでは「持続可能な観光の重要性を認識した」「今後の制度設計へ活かしたい」等、新たな
課題への気づきや今後の事業展開を考える一助となった。
○以前より英語を中心とした語学・旅行業の専門性を多くの職員が備えているため、新たな専門性獲得
を目標とした。11月末時点での合格者数は少ないが、前年度実績を上回る見込みである。新たな資格
の受験勧奨の継続とともに、語学力の磨き上げも並行して実施していく。

○「持続可能な観光」の推進をはじめ、共同研究等で得られた知見やトレンド
を踏まえて、課題・テーマを設定し、職員研修を充実（専門性向上研修を６回
実施）
○補助制度等を通じ、マーケティングや観光関連など、専門性の高い検定・資
格取得を勧奨し、職員一人一人の専門性を向上

(公財)東京観光財団 戦略の性質による区分

戦略２ 東京の観光推進機関としての企画機能・専門性の
強化

組織
運営

賛助会員向け新サービス
の提供

専門性向上のための能力
開発

　新型コロナウイルス感染症の影響からの都内観光産業の早期復活に向けて、多様な主体が一体となって国内観光振興やDXの浸透等新たな
課題に対応していくことが求められており、当財団の企画機能・専門性を強化して観光振興ネットワークを構築することで東京の観光振興
を牽引する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆コロナ禍をきっかけに観光産業
は大転換期を迎えた。旅行に対す
る価値観は変化し、世界共通の課
題であるSDGsの達成をはじめ、地
域コミュニティとの調和等もこれ
まで以上に意識されている。この
転換期を新たなスタートと捉え、
コロナ禍から回復を遂げ、その先
に持続可能な観光都市・ビジネス
イベンツ開催都市へと進化してい
くために、財団は2021年度に中期
経営計画を策定した。

◆新たな課題に取り組むために
は、多様な主体との連携や、2021
年度に設置したアドバイザリー会
議の活用等、財団外部の知見を広
く取り入れる仕組みが重要であ
る。また、多様な主体を牽引して
いくために、財団の対外的なプレ
ゼンスを向上させることも肝要で
ある。さらに、職員の専門性を高
めていくことが必要である。

◆先進的取組を行う企業やIT関連
企業、観光協会等、多様な主体と
連携して共同研究を実施し、新た
な課題等に関わる知見を得るとと
もに、研究成果等を広く発信する
ことで、財団の対外的なプレゼン
スを向上させる。

◆中期経営計画の進捗状況、共同
研究やアドバイザリー会議により
蓄積した知見、財団の持つネット
ワークから吸い上げた業界の声等
を基に、必要な施策を検討し、都
への企画提案や財団の事業へ反映
する。

◆財団がネットワークを牽引して
いくために、新たな関係の構築
や、賛助会員制度運営の活性化に
よる既存の関係の維持を行う。

◆以上の取組の推進において不可
欠となる財団職員自身の専門性向
上のため、研修を実施するととも
に、専門性向上に資する資格等取
得を組織的に支援していく。

【目標①】
財団・都施策の充実に資する企画
提案数　30件

【目標②】
共同研究・アドバイザリー会議の
議論をテーマとしたカンファレン
スへの参加者・視聴者数　600名

【目標③】
新規賛助会員獲得数
　120社・団体

【目標④】
専門性向上に資する検定・資格試
験合格者数　90名

企画提案の実施

共同研究の実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 東京の観光推進機関としての企画機能・専門性の
強化

組織
運営

目標①：財団・都施策の充実に資する企画提案数 30件 ⇒ 45件
2021年度及び2022年度の実績で、すでに３か年目標を上回る数の事業提案を実施したため、目標を上方修正する。
（考え方：2021年度17件及び2022年度14件の実績値より、年間平均は15件のため、3か年で45件とする。）

目標③：新規賛助会員獲得数 120社/団体 ⇒ 90社/団体
コロナ禍で各事業者は経営が苦しい状況であり、過去実績を踏まえ改訂する。
2021年度　実績：29社/団体
2022年度　実績：15社/団体　年度末見込：21社/団体
2023年度　目標：40社/団体＜2021年度実績の約1.5倍＞

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の影響からの都内観光産業の早期復活に向けて、多様な主体が一体となって国内観光振興やDXの浸透等新たな
課題に対応していくことが求められており、当財団の企画機能・専門性を強化して観光振興ネットワークを構築することで東京の観光振興
を牽引する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
財団・都施策の充実に資する企画
提案数　45件

【目標②】
共同研究・アドバイザリー会議の
議論をテーマとしたカンファレン
スへの参加者・視聴者数　600名

【目標③】
新規賛助会員獲得数
　90社/団体

【目標④】
専門性向上に資する検定・資格試
験合格者数　90名

企画提案の実施

共同研究の実施

賛助会員向け新サービス
の提供

専門性向上のための能力
開発

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標① 実績31件（2021年度17件、2022年度14件）：すでに３か年目標を上回る数の事業提案を実施
目標② 実績224名（2021年度224名、2022年度0名）：2022年度は第4四半期に開催予定
目標③ 実績44社/団体（2021年度29社/団体、2022年度15社/団体）：コロナ禍で各事業者は経営が苦しい状況
目標④ 実績12名（2021年度6名、2022年度6名）：2021年8月補助制度導入、職員への周知や対象資格の追
加・審査を実施

◆コロナ禍をきっかけに観光産業
は大転換期を迎えた。旅行に対す
る価値観は変化し、世界共通の課
題であるSDGsの達成をはじめ、地
域コミュニティとの調和等もこれ
まで以上に意識されている。この
転換期を新たなスタートと捉え、
コロナ禍から回復を遂げ、その先
に持続可能な観光都市・ビジネス
イベンツ開催都市へと進化してい
くために、財団は2021年度に中期
経営計画を策定した。

◆新たな課題に取り組むために
は、多様な主体との連携や、2021
年度に設置したアドバイザリー会
議の活用等、財団外部の知見を広
く取り入れる仕組みが重要であ
る。また、多様な主体を牽引して
いくために、財団の対外的なプレ
ゼンスを向上させることも肝要で
ある。さらに、職員の専門性を高
めていくことが必要である。

◆先進的取組を行う企業やIT関連
企業、観光協会等、多様な主体と
連携して共同研究を実施し、新た
な課題等に関わる知見を得るとと
もに、研究成果等を広く発信する
ことで、財団の対外的なプレゼン
スを向上させる。

◆中期経営計画の進捗状況、共同
研究やアドバイザリー会議により
蓄積した知見、財団の持つネット
ワークから吸い上げた業界の声等
を基に、必要な施策を検討し、都
への企画提案や財団の事業へ反映
する。

◆財団がネットワークを牽引して
いくために、新たな関係の構築
や、賛助会員制度運営の活性化に
よる既存の関係の維持を行う。

◆以上の取組の推進において不可
欠となる財団職員自身の専門性向
上のため、研修を実施するととも
に、専門性向上に資する資格等取
得を組織的に支援していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

キャンペーン等を実施しながら各SNSの特徴を活かしたデジタ
ルマーケティングを行い、東京の観光関連情報を継続的に収集
する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

2年間の成果並びに時点のトレンドを意識しながら各SNSの特徴を活かしたデジ
タルマーケティングを行い、東京の観光関連情報を継続的に収集する層の増加
に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

②
感染症の状況を注視しつつ、訪都意欲の向上を図るプロモー
ションを市場別に戦略的に実施することにより、訪都意欲のあ
る有望層がプロモーションに接触した割合を向上させる。

2年間の成果並びに時点のトレンドを意識しながら、訪都意欲の向上を図るプロ
モーションを市場別に戦略的に実施することにより、訪都意欲のある有望層が
プロモーションに接触した割合を市場平均32%まで向上させる。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

キャンペーン等を実施しながら各SNSの特徴を活かしたデジタ
ルマーケティングを行い、東京の観光関連情報を継続的に収集
する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

〇SNSフォロワー数：71,990人増

　   総フォロワー数：1,286,235人（11月末時点）

段階的な水際対策の緩和が進む中、SNSの特徴を活かしたデジタルマーケティングを行い旅行者マイ
ンドの変化を捉えながら継続的に投稿を実施することで、東京の観光関連情報を継続的に収集する層の
維持に努めた。また、観光目的による個人旅行者の入国再開後は、タイミングを逸することなく積極的
に広告キャンペーン等を展開した結果、新たな東京ファン（フォロワー）は71,990人増加し、総数は
1,286,235人に達した。

○インバウンドの本格的な回復を好機として、世界的な旅行マインドの変化を
捉えながら情報発信やキャンペーンを積極的に展開
○SNSの特徴を活かしたデジタルマーケティングを行うことで、東京の観光関
連情報を継続的に収集する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

②
感染症の状況を注視しつつ、訪都意欲の向上を図るプロモー
ションを市場別に戦略的に実施することにより、訪都意欲のあ
る有望層がプロモーションに接触した割合を向上させる。

○実績は年度末までに判明
○世界各国および日本において段階的な水際対策の緩和が進む中、訪都意欲の
向上を図るプロモーションを実施している。

○2022年度の実績は第4四半期に判明予定。
○TVCM、オンライン広告などの全世界向けプロモーションの他、各市場毎にターゲティングした訪都
有望層に対し、認知獲得・興味関心の維持向上を目的としたプロモーションを多数展開した。
○観光目的による個人旅行者の入国再開後は、約2年半のパンデミック期間中に実施してきた様々な
「関心の繋ぎ止め」施策から、訪都への需要喚起及び行動を促すプロモーションを海外にて積極展開す
ることで、インバウンド本格回復に寄与していく。

○インバウンドの更なる獲得を目指して、各市場の特性を踏まえながら積極的
に需要を喚起するプロモーションを展開
○訪都意欲のある有望層がプロモーションに接触した割合　市場平均32％達成

(公財)東京観光財団 戦略の性質による区分

戦略３ 外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の
最大化

事業
運営

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けたインバウンドについて、2019年並みの交流人口に回復するのは2024年と言われており、さら
に新型コロナウイルス感染症が終息に向かう時には観光経済の回復を目指して世界各国が一斉にプロモーションを実施し、競争の激化が予
想される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆東京2020大会に向けて、TVCM
を中心により多くの潜在的訪日旅
行者層に対して「認知」拡大に向
けたプロモーションを実施してき
た。大会後は、東京への関心をつ
なぎとめるとともに、これまで獲
得した「認知」や「関心」を「意
欲」へとつなげるプロモーション
の展開が求められる。

◆国際旅行が以前の水準に回復す
るまで4年程度を要するとの
UNWTOの予測もあることから、
市場ごと・ターゲットごとの国際
旅行需要の回復基調に合わせて、
他都市との競合も意識しながらプ
ロモーションを展開する必要があ
る。

◆訪都意欲の獲得に向けて、SNS
の特徴を活かしたデジタルマーケ
ティングの他、キャンペーン等を
実施することでSNSフォロワーを
増やし、意欲的に東京の情報を収
集する層を獲得していく。

◆訪都需要回復見込みが早い市場
や訪都意欲のある有望層に焦点を
当てて、時機を逸することなくプ
ロモーションを展開していく。ま
た、各市場やターゲットに適した
メディアにおいて、訪都意欲が高
まるコンテンツの活用など様々な
プロモーション手法を駆使しなが
ら「観光地としての東京」の浸透
を図り、有望層の訪都意欲の更な
る向上に努める。

【目標①】
意欲的に東京の情報を収集する層
の獲得：
2023年度末までにSNSフォロ
ワー数総計45万人増
（15万人 x 3年）

【目標②】
観光レップが設置されている重要
15市場における、訪都意欲のあ
る有望層が東京の実施するプロ
モーションに接触した割合：
2023年度末までに市場平均32%

SNSの特徴を活かしたデ
ジタルマーケティングの
実施

各市場特性に基づいたプ
ロモーションの実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の
最大化

事業
運営

【目標①】の3年後（2023年度）の到達目標について、過去実績を踏まえ改訂する。
●2023年度末までに獲得するフォロワーの総数：45万人増 ⇒ 31万人増
2021年度　目標：150,000人増
　　　　　 実績：  13,092人増（△136,908人）
2022年度　目標：150,000人増
　　　　　 実績：  71,990人増（11月末時点）
2023年度　目標：150,000人増

（「未来の東京」戦略）
・戦略15：文化・エンターテインメント都市戦略　4 ポストコロナを見据えた観光プロモーション

2023年度改訂の視点による区分

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けたインバウンドについて、2019年並みの交流人口に回復するのは2024年と言われており、さら
に新型コロナウイルス感染症が終息に向かう時には観光経済の回復を目指して世界各国が一斉にプロモーションを実施し、競争の激化が予
想される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
意欲的に東京の情報を収集する層
の獲得：
2023年度末までにSNSフォロ
ワー数総計31万人増

【目標②】
観光レップが設置されている重要
15市場における、訪都意欲のあ
る有望層が東京の実施するプロ
モーションに接触した割合：
2023年度末までに市場平均32％

SNSの特徴を活かしたデ
ジタルマーケティングの
実施

各市場特性に基づいたプ
ロモーションの実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】2022年11月末時点：SNSフォロワー数は85,082人の増加
2021年度・2022年度上半期は新型コロナウイルス感染症による渡航制限の影響を大きく受けた。東京の観光情報
にアクセスする需要が減少する中、訪都を積極的に促すプロモーションは実施できず、結果としてSNSフォロワー
数は微増となった。観光目的による個人旅行者の入国再開後は、積極的に広告キャンペーン等を展開することで、
新たなフォロワー獲得に努めている。
【目標②】実績は年度末までに判明

◆東京2020大会に向けて、TVCM
を中心により多くの潜在的訪日旅
行者層に対して「認知」拡大に向
けたプロモーションを実施してき
た。大会後は、東京への関心をつ
なぎとめるとともに、これまで獲
得した「認知」や「関心」を「意
欲」へとつなげるプロモーション
の展開が求められる。

◆国際旅行が以前の水準に回復す
るまで4年程度を要するとの
UNWTOの予測もあることから、
市場ごと・ターゲットごとの国際
旅行需要の回復基調に合わせて、
他都市との競合も意識しながらプ
ロモーションを展開する必要があ
る。

◆訪都意欲の獲得に向けて、SNS
の特徴を活かしたデジタルマーケ
ティングの他、キャンペーン等を
実施することでSNSフォロワーを
増やし、意欲的に東京の情報を収
集する層を獲得していく。

◆訪都需要回復見込みが早い市場
や訪都意欲のある有望層に焦点を
当てて、時機を逸することなくプ
ロモーションを展開していく。ま
た、各市場やターゲットに適した
メディアにおいて、訪都意欲が高
まるコンテンツの活用など様々な
プロモーション手法を駆使しなが
ら「観光地としての東京」の浸透
を図り、有望層の訪都意欲の更な
る向上に努める。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○2021年度の結果を踏まえて主催者・プランナーへの追加アプ
ローチを実施
商談件数：330件（275件（2021年度想定）x1.2）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビナー、
主催者との商談等）

○2022年度の結果を踏まえてターゲットの再調整等を行った上で主催者・プラン
ナーへのアプローチを継続
商談件数：430件（330件（2022年度想定）x1.3）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビナー、主催者との商談
等）

①

○2021年度の結果を踏まえたコンテンツのアップデート及び電
子ニュースレター配信や広告掲載等を継続し誘導
アクセス件数（合計）：322,000件
（BET：180,000件、TUV：130,000件、
　MICE Hubs：12,000件）

○2022年度の結果を踏まえ、必要に応じてコンテンツの追加修正や広告掲載等の
継続により誘導
アクセス件数（合計）：353,000件
（BET：200,000件、TUV：140,000件、
　MICE Hubs：13,000件）

①
○2021年度の結果を踏まえた講座内容のブラッシュアップと共
に、プレスリリースやMICE関連事業者に対する声掛け等を継続
受講者数：150名

○2022年度の結果を踏まえた講座内容のさらなるブラッシュアップと共に、プレ
スリリースやMICE関連事業者に対する声掛け等を引き続き実施。
受講者数：150名

①

○MICEに活用できる最先端テクノロジーの東京都モデルを公
表、東京でのMICE開催を予定している主催者に周知、助成する
ことでデジタル化を促し、東京におけるMICEのDXを加速
助成件数：4件

○テクノロジーの進歩に合わせて東京都モデルをアップデートし、東京でのMICE
開催を予定している主催者に対して助成を継続することにより、東京における
MICEのDXをさらに加速
助成件数：4件

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○2021年度の結果を踏まえて主催者・プランナーへの追加アプ
ローチを実施
商談件数：330件（275件（2021年度想定）x1.2）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビナー、
主催者との商談等）

商談件数：288件

○海外トレードショーの対面開催復活に加え、水際対策の緩和以降、これまでの継続的なプロモーション
が功を奏し、海外の主催者やミーティングプランナーとの商談が急増した。
○特に訪都意欲の高い東南アジアのミーティングプランナーにターゲットを絞り、オンライン商談会やセ
ミナーを実施するなど、積極的なPR・セールス活動に努めた。

○市場の動向を踏まえ、ターゲットを欧米にも拡大し、主催者・プランナーへの
アプローチを加速
商談件数：430件（330件（2022年度想定）x1.3）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビナー、主催者との商談
等）

①

○2021年度の結果を踏まえたコンテンツのアップデート及び電
子ニュースレター配信や広告掲載等を継続し誘導
アクセス件数（合計）：322,000件
（BET：180,000件、TUV：130,000件、
　MICE Hubs：12,000件）

アクセス件数（合計）：1,274,620件
BET：131,389件
TUV：1,129,385件
MICE HUBS：13,846件

○BET：定期的な内容更新やニュースレターの配信など誘引に取り組み、日本への入国制限が大幅に緩和
されたことで、東京でのMICE開催に対する関心が一気に高まり、目標の7割を超える実績となった。
○TUV：記事広告やバナー広告を海外メディアや国内外のエグゼクティブ向けメディアに掲載するなどの
誘引策により、目標を大幅に超える実績となった。
○MICE Hubs：最新事例等の追加や情報更新に加え、拠点を中心としたファムトリップの実施が誘引を
促し、目標を上回る実績となった。

○2022年度の実績をもとに目標値を大幅に増加し、コンテンツの充実や広告出稿
の最適化により、認知をさらに拡大
アクセス件数（合計）：1,500,000件
（BET：200,000件、TUV：1,280,000件、
   MICE Hubs：20,000件）

①
○2021年度の結果を踏まえた講座内容のブラッシュアップと共
に、プレスリリースやMICE関連事業者に対する声掛け等を継続
受講者数：150名

受講者数：153名
○8月から９月にかけて基礎講座を実施。時機を得たテーマ設定（テクノロジーやSDGsなど）により、
受講者の高い関心を得た。

○テクノロジーやSDGsなど、今後のMICEの重要課題にフォーカス
○MICE事業者のみならず、学生やIT事業者など新たな受講者層の獲得に努め、
MICE業界の裾野を拡大・強化
受講者数：200名

①

○MICEに活用できる最先端テクノロジーの東京都モデルを公
表、東京でのMICE開催を予定している主催者に周知、助成する
ことでデジタル化を促し、東京におけるMICEのDXを加速
助成件数：4件

助成件数：‒
（※助成事業は、2023年1月下旬に立ち上げ予定）

○国内外のMICE開催におけるテクノロジー等の実装状況を調査し、10月の「産業交流展2022」及び
「Japan Robot Week 2022」では、センシング技術による人流把握やロボット技術による案内・誘導等
の検証を行った。
○2023年1月下旬には、主催者向けにテクノロジーの活用方法等を示したガイドラインを公表する。併せ
て、「次世代型MICE開催資金助成金」事業を新たに立ち上げる。
○主催者向けのPR映像と共に広く周知することで、東京におけるMICEのDXを支援していく。

○新たに発行したテクノロジーの活用方法等を示したガイドラインを最大限活用
し、東京におけるMICEのDXをさらに加速
○助成金制度の主催者への積極的な周知・営業と共に、助成件数実績を積み上
げ、先端テクノロジーを活用した運営の効率化や付加価値の向上を後押し
助成件数：４件

(公財)東京観光財団 戦略の性質による区分

戦略４ 国際会議、報奨旅行等誘致件数の拡大
事業
運営

人材育成の高度化

MICEのDX促進

　国際会議、報奨旅行等は海外都市との誘致競争が激化している。新型コロナウイルス感染症の拡大により安全・安心な開催やデジタル化等新
たな競争条件が加わった。ポスト・コロナに向け、誘致活動を積極的に推進するとともに、継続してMICE開催地東京のプレゼンス向上を図る
必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により主催者や参加者から
は安全・安心な開催はもとよりデ
ジタル化（オンライン会議整備
等）といった施設の受入環境整備
への対応が求められているもの
の、財団として十分な支援が出来
ていない。

◆加えて、海外先進都市のコンベ
ンションビューローと比較する
と、財団は感染症対策等安全・安
心なMICE開催に係る取組を始めと
する対外的な情報発信が遅れてい
る。

◆さらに、デジタル化に対応した
人材や誘致に必要なグローバルな
視点を持つ人材が質量ともに未だ
不十分である。

◆総じてMICEのデジタル化につい
ては海外競合都市に比べ周回遅れ
であることが否めず、財団が具体
的な先進事例を示しつつ国内事業
者等を先導していく必要がある。

◆ウィズ・コロナではオンライン
PR推進により海外の主催者等の東
京への関心を繋ぎとめ、ポスト・
コロナで対面営業を一気に展開す
る。

◆ビジネスイベンツウェブサイト
（BET）、Tokyo Unique Venues
（TUV）及びTokyo MICE Hubsの
コンテンツ（360°動画等）を充実
させ、海外の主催者等向けにMICE
開催地としての東京をPRしてい
く。

◆財団職員や都内事業者の人材育
成支援を強化し、MICEに係る人材
を増やすとともに、デジタル対応
能力の向上などレベルの底上げを
図る。

◆MICEのDXを加速するために必要
不可欠な国内外の最先端テクノロ
ジーを早急に見極め、東京都モデ
ルを策定する。それを基に、まず
は主催者へのPR・支援を実施して
いく。

【目標①】
・2023年度末までに、財団が支援
した国際会議（C）、報奨旅行等
（MI）の誘致成功件数:75件

主催者・プランナーへの
プロモーション強化

ウェブサイトへのアクセ
ス数増加

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４ 国際会議、報奨旅行等誘致件数の拡大
事業
運営

○個別取組事項：「ウェブサイトへのアクセス数増加」の2023年度目標件数の改訂
TUV、MICE Hubsにつき、11月末時点実績で2023年度の目標件数を超えたことから、現状の達成状況を鑑み、それぞれ1,280,000件、20,000件と設定。BETは変更せず。アクセス件数合計として1,500,000件とした。
TUV）
2022年度　実績：1,129,385 / 年度末見込: 1,160,000
2023年度　目標：1,280,000（120,000増）
MICE Hubs）
2022年度　実績：13,846 / 年度末見込: 15,200
2023年度　目標：20,000（4,800増）

○個別取組事項：「人材育成の高度化」の2023年度目標件数の改訂
受講者数 150名 ⇒ 200名
2021年度及び2022年度の実績で、目標を上回る数の受講者を獲得したため、目標を上方修正する。

（「未来の東京」戦略）
・戦略15：文化・エンターテインメント都市戦略　4 ポストコロナを見据えた観光プロモーション

2023年度改訂の視点による区分

　国際会議、報奨旅行等は海外都市との誘致競争が激化している。新型コロナウイルス感染症の拡大により安全・安心な開催やデジタル化等新
たな競争条件が加わった。ポスト・コロナに向け、誘致活動を積極的に推進するとともに、継続してMICE開催地東京のプレゼンス向上を図る
必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
2023年度末までに財団が支援した
国際会議(C)、報奨旅行等(MI)の
誘致成功件数:75件

＜取組事項と目標の繋がり＞
MICE開催は、開催都市としての
認知獲得からセールス活動に繋
ぎ、誘致を実現する必要がある。
①魅力的なウェブサイトによる認
知拡大
②商談での情報収集や支援策PR
③専門人材の育成
誘致獲得へのサイクルを機能さ
せ、件数拡大を実現

主催者・プランナーへの
プロモーション強化

ウェブサイトへのアクセ
ス数増加

人材育成の高度化

MICEのDX促進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①　実績18件（国際会議（C）誘致成功件数：12件、報奨旅行等（MI）誘致成功件数：6件）：
新型コロナウイルス感染減速に伴い、国際本部への積極的な働きかけを行った結果、Cは12件の誘致成功を収めた。
MIは海外からの渡航制限継続により年度前半は実績がなかったが、積極的な働きかけの結果、水際対策の緩和以
降、6件の実績を収めた。

◆新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により主催者や参加者から
は安全・安心な開催はもとよりデ
ジタル化（オンライン会議整備
等）といった施設の受入環境整備
への対応が求められているもの
の、財団として十分な支援が出来
ていない。

◆加えて、海外先進都市のコンベ
ンションビューローと比較する
と、財団は感染症対策等安全・安
心なMICE開催に係る取組を始めと
する対外的な情報発信が遅れてい
る。

◆さらに、デジタル化に対応した
人材や誘致に必要なグローバルな
視点を持つ人材が質量ともに未だ
不十分である。

◆総じてMICEのデジタル化につい
ては海外競合都市に比べ周回遅れ
であることが否めず、財団が具体
的な先進事例を示しつつ国内事業
者等を先導していく必要がある。

◆ウィズ・コロナではオンライン
PR推進により海外の主催者等の東
京への関心を繋ぎとめ、ポスト・
コロナで対面営業を一気に展開す
る。

◆ビジネスイベンツウェブサイト
（BET）、Tokyo Unique Venues
（TUV）及びTokyo MICE Hubsの
コンテンツ（360°動画等）を充実
させ、海外の主催者等向けにMICE
開催地としての東京をPRしてい
く。

◆財団職員や都内事業者の人材育
成支援を強化し、MICEに係る人材
を増やすとともに、デジタル対応
能力の向上などレベルの底上げを
図る。

◆MICEのDXを加速するために必要
不可欠な国内外の最先端テクノロ
ジーを早急に見極め、東京都モデ
ルを策定する。それを基に、まず
は主催者へのPR・支援を実施して
いく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
○ネット販売チャネル試行結果を検証し、有効な手法を実施
○イベントや委託販売試行結果を検証し、有効な手法を実施
○園外売上：40,000千円

○園外販売の拡大
○園外売上：50,000千円

①
○返還延期に伴い販売時期が延期となったシャンシャン関連
商品の販売状況を踏まえ、今後の展開を検討

○新規事業の本格実施

①
○売上目標：2,409,000千円
○業況に応じた人員体制による事業執行

○売上目標：2,625,000千円、公益繰出金：10,000千円
○業況に応じた人員体制による事業執行

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
○ネット販売チャネル試行結果を検証し、有効な手法を実施
○イベントや委託販売試行結果を検証し、有効な手法を実施
○園外売上：40,000千円

○外部販売・委託販売実績：8,636千円
○外部サイトにおけるカスタムフォトブック販売実績：17,755千円
（合計：26,391千円）

○一昨年度～昨年度の休園期間中に人員を大幅に削減したため、販売業務に熟練した嘱託員、アル
バイトが不足する傾向にある。入園者数及び園内での売上は大きく回復しているため（11月末現在
の入園者数：389万人・対前年比230%増、園内売上高：2,124,508千円・対前年比223.5%増）、
限られた人的資源を園内販売に集中させ、園外では昨年度構築したノウハウにより委託販売を継続
することとした。
○新たに開発したカスタムフォトブックを、外部サイトを活用しオンデマンドでの販売を行った。

○臨時休園などのケースに備え、園外販売を実施できる体制を維持していく
こととするが、園内販売が順調に回復しているため、人的資源は園内販売に
集中し、園外では委託販売を中心に実施する。このため、園外販売の目標額
を20,000千円に変更する。
○園外での委託販売を継続
○園外売上：20,000千円

①
○返還延期に伴い販売時期が延期となったシャンシャン関連
商品の販売状況を踏まえ、今後の展開を検討

○ネット上に公開している写真を選んで作成するカスタムフォトブックのシ
ステムを構築し、ジャイアントパンダ「シャンシャン」のフォトブックの第
一弾を５月に、第二弾を10月に発売した。
○ジャイアントパンダ双子の１歳誕生日や、シャンシャン返還時期の発表に
あわせ関連する新商品を発売した。

○シャンシャンのカスタムフォトブックは、映像コンテンツを活用した新たなジャンルの商品とし
て開発し、５歳の誕生日や、返還を控えたタイミングで発売することで、多くの注文を得ることが
できた。

〇映像コンテンツ等を活用したオンデマンド販売などの新規事業を本格実施

①
○売上目標：2,409,000千円
○業況に応じた人員体制による事業執行

○収益事業売上実績：2,169,290千円（対前年比197.9％増、対2019年度比
9.8%減）
○収益事業人件費：321,909千円（対前年比32.0％増、対2019年度比
29.6%減）

○多摩・葛西・井の頭では年度当初から、上野でも5/24から入場制限を整理券方式から園内滞留者
数の上限を定める方式に変更したことにより、超繁忙日以外は実質的に入場制限が撤廃され、入園
者数・売上高ともコロナ禍前に迫る数字に回復した（10月・11月の入園者数：125万人・対19年度
比3.6％減、売上高：681,907千円・対19年度比26.4%増）。
○休園期間中に縮小した人員体制はコロナ禍前まで戻さず、店舗運営を効率的に行うことにより人
件費を抑えることができた。

○売上目標（営業収益）：2,625,000千円、公益繰出金：60,000千円
※一定の黒字幅確保の見込みであるため、公益繰出金の目標額をコロナ禍前
に近い水準に変更する。
○業況に応じた人員体制による事業執行（繁閑にあわせた効率的な店舗運営
による人件費の圧縮）
〇固定的人件費：422,997千円

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

○昨年度３月下旬の４園再開園以降、入場制限を整理券制から滞留上限管理方式に順次切り替えたことや、上野
のジャイアントパンダ双子の観覧を事前抽選から自由観覧に切り替えたことにより、入園者数は順調に回復して
いる。外部販売や効果的な新商品の投入の効果等もあり売上高も回復する中、効率的な店舗運営により人件費は
抑制しており、収益事業は２年連続の赤字からは脱却し、一定額の利益を確保する見込みである。

〇コロナの拡大以前は主に園内で
のギフトショップ、レストランを
運営し、そこから得られた収益を
固有公益事業に毎年繰り入れ、動
物園事業の発展に貢献してきた。
〇入園者の減少により業況が大き
く悪化している動物園内の飲食・
ギフト販売など収益事業は、団体
の財政基盤であるとともに固有公
益事業の財源でもあり、早急な回
復が必要である。

①来園者を魅了する飲食、ギフト
商品の開発により客単価・売上増
を目指すとともに、固定費の圧縮
をはかり、収益事業の安定化、強
靭化を進める。
②固有公益目的事業の維持の観点
から、来園者へのサービス提供を
主軸として園内販売を強化しつ
つ、通販や園外販売など販路の開
拓、拡大を推進する。
③動物園内でこれまで収益事業に
活用してこなかった人材、ソフト
を発掘し、これらを活用した新た
な事業を構築する。
※なお、確保した財源を有効活用
し最大限の費用対効果を実現すべ
く、全社的にコストの見直しを進
める。

①収益事業において黒字を確保
した上で、公益事業会計に
60,000千円の繰入れを実施 商品販売チャネルの強

化

有料ガイド、映像コン
テンツの有料化など新
規収益確保策の検討

収益事業の固定費（人
件費）の圧縮

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍により、動物園・水族園においては積極的に集客を図ることができない状況が長期化する中、主に園内で物販・飲食サービスを
提供してきた収益事業部門は大幅な減収となり固有公益事業の財源も減少していることから、抜本的な対策を講じる必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略１ 固有公益事業の継続的推進のための収支構造の改
善

事業
運営

○３年後の到達目標について、黒字確保及び公益事業会計への10,000千円の繰入れを目標としていたが、2022年度にこれらの目標は達成の見込となったため、公益事業会計への繰入れ金額を上方修正し、コロナ禍前の水準に近い60,000千
円とする。
○「商品販売チャネルの強化」について、再度の臨時休園などのケースに備え、園外販売を実施できる体制は維持していくこととするが、園内販売が順調に回復しているため、人的資源は園内販売に集中することとし、園外では当面、委託販
売を中心に実施していくこととする。これにともない、園外販売の目標額を20,000千円に変更する。
○「収益事業の固定費の圧縮」については、23年度の目標を公益繰出金：10,000千円としていたが、効率的な店舗運営による人件費の圧縮等により
一定の黒字幅が確保できる見込みであるため、公益繰出金の目標額をコロナ禍前の水準に近い60,000千円に変更する。
○収支構造改善に係る戦略であることから、「2023年度改訂の視点による区分」の「財務の安定化」に「○」を追記。

〇コロナの拡大以前は主に園内で
のギフトショップ、レストランを
運営し、そこから得られた収益を
固有公益事業に毎年繰り入れ、動
物園事業の発展に貢献してきた。
〇入園者の減少により業況が大き
く悪化している動物園内の飲食・
ギフト販売など収益事業は、団体
の財政基盤であるとともに固有公
益事業の財源でもあり、早急な回
復が必要である。

①来園者を魅了する飲食、ギフト
商品の開発により客単価・売上増
を目指すとともに、固定費の圧縮
をはかり、収益事業の安定化、強
靭化を進める。
②固有公益目的事業の維持の観点
から、来園者へのサービス提供を
主軸として園内販売を強化しつ
つ、通販や園外販売など販路の開
拓、拡大を推進する。
③動物園内でこれまで収益事業に
活用してこなかった人材、ソフト
を発掘し、これらを活用した新た
な事業を構築する。
※なお、確保した財源を有効活用
し最大限の費用対効果を実現すべ
く、全社的にコストの見直しを進
める。

①2023年度決算において黒字を
確保し、公益事業会計に10百万
円の繰入れを実施 商品販売チャネルの強

化

有料ガイド、映像コン
テンツの有料化など新
規収益確保策の検討

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

収益事業の固定費（人
件費）の圧縮

コロナ禍により、動物園・水族園においては積極的に集客を図ることができない状況が長期化する中、主に園内で物販・飲食サービスを
提供してきた収益事業部門は大幅な減収となり固有公益事業の財源も減少していることから、抜本的な対策を講じる必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(公財)東京動物園協会 戦略の性質による区分

戦略１ 固有公益事業の継続的推進のための収支構造の改
善

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の検討を踏まえ、必要に応じ組織・人員要求を行
う。
・調査・研究のスキームを確定し、テーマ選定とスケジュール
作成を行う。

・組織・人員要求の結果により、新たな組織へ移行する。
・前年度に作成したスケジュールに沿って、３件以上の調査・研究を開始す
る。

②

・2021年度の実勢に基づき保全活動計画の評価・改訂を行
う。
・年度末に評価を行い、第2次報告書を作成する。
・助成制度をさらに広く宣伝告知し、寄付金獲得につなげる。

・3年間の活動について知見の集積と保全への貢献度について指標に応じた評価
を行う。
・3年間の取組の結果を報告集としてまとめ、印刷物およびウェブ媒体として発
表する。
・活動の結果を希少種の繁殖等の成果に繋げる。
・寄付金告知手段の効果検証を通じて更なる基金財政の安定を図る。

③

・2021年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種
の繁殖を推進するとともに、小笠原産固有種の新たな飼育に取
組む。
・認定希少種保全動植物園制度を利用した希少種の搬出入によ
り繁殖を推進

・前年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種の繁殖を推進すると
ともに、ズーストック計画種の見直しに協力する。
・４園で飼育するズーストック種全ての計画推進ハンドブック作成を完了させ
る。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の検討を踏まえ、必要に応じ組織・人員要求を行
う。
・調査・研究のスキームを確定し、テーマ選定とスケジュール
作成を行う。

・機能強化のための事業内容と体制を検討し、多摩動物公園の１係であった野
生生物保全センターを４園の保全事業統括部署として総務部に位置付け、課長
を新規に配置し、２つの係による編成として２名増員の人員要求を行った。
・センターにおける研究テーマの一つとして栄養学を設定し、増員した研究係
において調査・研究を推進することとした。

・保全活動の統括部署としての機能を強化することを目的として、センターを総務部に位置付けた。ま
た、調査・研究の充実を図り、センターの機能を強化するために増員を計画した。この計画に基づき、
2023年度新たな組織へ移行する。
・繁殖計画を適切に進めるためには、飼料の内容や給餌方法の改善等の栄養学的知見が不可欠であるた
め、栄養学を研究テーマの一つとした。引き続き他のテーマ選定、およびスケジュール作成に取り組
む。

・野生生物を取り巻く状況が深刻化する中、種の保存法に基づく動物園等への
期待が高まり、環境省等からの保全事業への協力要請が増加している。また、
ズーストック計画の対象種数拡大とともに、DNA解析やホルモン分析等の手法
を活用した域外保全の必要性が増加している。こうした背景を踏まえ、課長を
新設した体制のもと、野生動物保全のための活動を積極的に推進する。
・前年度に作成した計画に沿って、３件以上の調査・研究を開始する。

②

・2021年度の実勢に基づき保全活動計画の評価・改訂を行
う。
・年度末に評価を行い、第2次報告書を作成する。
・助成制度をさらに広く宣伝告知し、寄付金獲得につなげる。

・継続採取した糞からホルモン動態を追跡。飼育条件と比較しライチョウの精
液性状やハシビロコウの行動量の変化を分析。
・飼育環境のうち繁殖のために不可欠な条件を割り出し、繁殖要因に繋げる要
素追跡中。
・ホームページの寄付ページ改訂、来園者向けPR、遺贈寄付獲得に向けた新聞
折込誌への広告掲載など。

・動物園飼育個体で糞を採取し、ホルモン動態を飼育条件と比較した他、ライチョウでは精液性状、ハ
シビロコウでは行動量の変化と比較した。ライチョウではホルモン分泌の増加に伴い精子形成が進行
し、精液の射出時期と分泌ピーク値との関係が確認された。
・ハシビロコウでは熱帯を模した屋内気象環境下に移動後、メスの糞中卵胞ホルモンが増加。環境制御
は繁殖に不可欠であると推測された。
・寄付制度紹介ウェブページ新設、園内にPRステッカー貼付、遺贈寄付に向けた広告等、多様なPRを
図ることができた。

・2021年度に立案した3年間の保全活動計画について以下の取組を行う。
①知見の集積と保全への貢献度に関する指標に応じた評価
②結果を報告集としてまとめ、印刷物およびウェブ媒体として発表
③活動の結果を希少種の繁殖等の成果に繋げる
・寄付金告知手段の効果検証を通じて更なる基金財政の安定を図る。収益事業
からの繰入を除く寄付目標額：200万円

③

・2021年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種
の繁殖を推進するとともに、小笠原産固有種の新たな飼育に取
組む。
・認定希少種保全動植物園制度を利用した希少種の搬出入によ
り繁殖を推進

・他施設との連携のもと、４園でズーストック種の繁殖に努めるとともに人工
授精にも積極的に取り組んだ。上野ではオガサワラカワラヒワ保護増殖事業の
一環として亜種であるカワラヒワの繁殖に取り組んだ。
・8月、上野動物園が認定希少種保全動物園に認定。既認定の葛西臨海水族園と
井の頭自然文化園とともに、同制度を活用した域外保全に取り組んだ。

・国や自治体、研究機関、他の動物園等と連携し、最新の技術も取り入れて希少種の繁殖に取り組み、
多数の種で繁殖に成功した（哺乳類と鳥類においてはズーストック種を含む73種で繁殖）。
・希少野生動物については、生息地の環境変化等を受け生息数の減少が見られる種が多くあり、域外保
全の重要性が高まっている。環境省の認定を受ける事で域外保全活動をより効率的に実施できるように
なった。

・前年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種の繁殖を推進すると
ともに（繁殖種数30件以上）、ズーストック計画種の見直しに協力する。
・４園で飼育するズーストック種124種全ての計画推進ハンドブック作成を完
了させる。

(公財)東京動物園協会 戦略の性質による区分

戦略２ 野生生物保全の一層の推進
事業
運営

第２次ズーストック計画
に基づく希少種の繁殖の
推進

温暖化などの地球環境の変動や、人間社会の活動による開発・乱獲などにより、多くの野生生物は絶滅の危機に瀕しており、生物多様性は
急速に失われつつある。多様な野生動物を飼育してきた動物園・水族館においては、野生生物保全に向けた取組を一層推進することが求め
られている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○2006年度に野生生物保全セン
ターを設置し、保全活動に取組ん
できたが、その取組のひとつであ
る保全に関する調査・研究は大学
や研究機関が主体となって行う共
同研究が中心であり、より主体的
な調査・研究活動が求められる。
○2011年度に、寄付金を財源とす
る法人独自の公益事業として野生
生物保全基金を設置し、特に動物
種や地域を限定せず広く保全活動
の支援を目的に助成金交付事業を
展開しているが、より積極的に保
全活動に関わっていく必要があ
る。
○都は、2018年度に第２次ズース
トック計画を策定し、対象種124
種の保全活動に取り組んでいる
が、計画の推進が限定的な種も多
く、活動の一層の推進が求められ
ている。

①野生生物保全センターの組織体
制、所掌業務について検証を行
い、組織の機能を強化し、保全に
関する調査・研究活動の充実を図
る。
②法人独自の公益事業として自ら
保全活動を行うには人員的な制限
もあることから、保全基金を活用
し、協会が設定した保全テーマで
の公募を行う事で、固有事業とし
ての保全活動を実現する。また、
保全活動推進のための財源確保を
目的として多様な寄付手段の活用
を図る。
③計画の進捗状況については、毎
年東京都が開催する評価検証会議
において検証し、取組の改善・見
直しを行う。また、ズーストック
計画対象種について、種毎に計画
推進ハンドブックを作成するな
ど、より計画的かつ着実に活動を
推進していく。

①野生生物保全センターがより充
実した機能を備え、協会主体の調
査研究活動を開始する（３件以
上）。
②協会独自の保全テーマにより保
全活動を実施し、希少種の繁殖等
の成果に繋げる。また、財源確保
を目的として多様な寄付手段の活
用を定着させる。
③評価検証の結果を踏まえ、計画
的な希少種の繁殖を推進するとと
もに、飼育するズーストック種全
ての計画推進ハンドブックを作成
する。

野生生物保全センターの
機能強化による保全事業
の新たな展開

野生生物保全基金を活用
した独自の保全活動の展
開と多様な寄付手段の活
用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 野生生物保全の一層の推進
事業
運営

・個別取組事項①の2023年度計画について、野生生物保全センターの新体制移行後の取組を具体的に追記。
・個別取組事項②の2023年度計画について、野生生物保全基金における、収益事業からの繰入を除く寄付目標額（200万円）を追記。
・個別取組事項③の2023年度計画について、ズーストック種の繁殖種数目標値（30件以上）を追記。
・野生生物保全基金による他団体等への支援や、国や自治体・研究機関・他の動物園との連携による保全活動を実施する戦略であることから、「2023年改訂の視点による区分」の「デジタル活用・他団体連携」に「○」を追記。
・都の重要施策である「第２次都立動物園マスタープラン」及び「第２次ズーストック計画」の実現を目的とした戦略であることから、「2023年度改訂の指定による区分」の「都の重要施策」に「○」を追記。

2023年度改訂の視点による区分

温暖化などの地球環境の変動や、人間社会の活動による開発・乱獲などにより、多くの野生生物は絶滅の危機に瀕しており、生物多様性は
急速に失われつつある。多様な野生動物を飼育してきた動物園・水族館においては、野生生物保全に向けた取組を一層推進することが求め
られている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

①野生生物保全センターがより充
実した機能を備え、協会主体の調
査研究活動を開始する（３件以
上）。
②協会独自の保全テーマにより保
全活動を実施し、希少種の繁殖等
の成果に繋げる。また、財源確保
を目的として多様な寄付手段の活
用を定着させる。
③評価検証の結果を踏まえ、計画
的な希少種の繁殖を推進するとと
もに、飼育するズーストック種全
ての計画推進ハンドブックを作成
する。

野生生物保全センターの
機能強化による保全事業
の新たな展開

野生生物保全基金を活用
した独自の保全活動の展
開と多様な寄付手段の活
用

第２次ズーストック計画
に基づく希少種の繁殖の
推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

取組①：野生生物保全センター機能強化のための事業内容と体制を検討し、課として位置づけた要求が認められ
た。今後、研究テーマ選定とスケジュール作成を行う。
取組②：親鳥の外部環境要因と生理との関連を詳細に検討した。希少種繁殖に繋がる取組を着実に継続している。
新たな寄付手段と寄付制度の告知に取り組む。
取組③：前年度の評価検証を踏まえ、ズーストック種の繁殖に努め、多くの種の繁殖に成功した。上野は認定希少
種動物園に認定され、認定済の他２園と共に域外保全に取り組んだ。

○2006年度に野生生物保全セン
ターを設置し、保全活動に取組ん
できたが、その取組のひとつであ
る保全に関する調査・研究は大学
や研究機関が主体となって行う共
同研究が中心であり、より主体的
な調査・研究活動が求められる。
○2011年度に、寄付金を財源とす
る法人独自の公益事業として野生
生物保全基金を設置し、特に動物
種や地域を限定せず広く保全活動
の支援を目的に助成金交付事業を
展開しているが、より積極的に保
全活動に関わっていく必要があ
る。
○都は、2018年度に第２次ズース
トック計画を策定し、対象種124
種の保全活動に取り組んでいる
が、計画の推進が限定的な種も多
く、活動の一層の推進が求められ
ている。

①野生生物保全センターの組織体
制、所掌業務について検証を行
い、組織の機能を強化し、保全に
関する調査・研究活動の充実を図
る。
②法人独自の公益事業として自ら
保全活動を行うには人員的な制限
もあることから、保全基金を活用
し、協会が設定した保全テーマで
の公募を行う事で、固有事業とし
ての保全活動を実現する。また、
保全活動推進のための財源確保を
目的として多様な寄付手段の活用
を図る。
③計画の進捗状況については、毎
年東京都が開催する評価検証会議
において検証し、取組の改善・見
直しを行う。また、ズーストック
計画対象種について、種毎に計画
推進ハンドブックを作成するな
ど、より計画的かつ着実に活動を
推進していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度に策定した各園の飼育展示計画・基本方針をも
とに、家畜を含む飼育動物全種および飼育予定種について、
飼育目的、活用方針等を整理し、飼育展示計画・動物種リス
トを作成する。

・計画に沿って飼育展示を行う。また、計画の進捗について調査し、中間年
の見直しに向けて情報を収集する。

②

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネット
ワークを強化。
・日本動物園水族館協会のガイドライン作成にあたり、各種
動物の種別計画管理者、専門技術員として執筆に協力。

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネットワークを強化。
・日本動物園水族館協会のJCP（動物収集計画）において希少種の計画管理者
として、生息域外保全を推進。

③
・日本動物園水族館協会の福祉基準に基づいて実施する自己
評価をもとに、飼育環境・飼育方法の改善方針を検討し、順
次改善を行う。

・世界動物園水族館協会（WAZA）の会員である上野動物園及び多摩動物公
園は、WAZAの要請により実施される動物福祉評価の結果を踏まえ、さらな
る飼育環境・飼育方法の改善を進める。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度に策定した各園の飼育展示計画・基本方針をも
とに、家畜を含む飼育動物全種および飼育予定種について、
飼育目的、活用方針等を整理し、飼育展示計画・動物種リス
トを作成する。

・基本方針、飼育展示計画、教育普及計画から成る第２次都立動物園マス
タープラン下位計画の2022年度内公表に向けて、上野動物園、多摩動物公
園、井の頭自然文化園においては、飼育目的や活用方針等を整理したうえ
で、動物種を選定するための「選定シート」に基づき、飼育展示計画及び代
表的な動物種リストを作成を進めた。葛西臨海水族園においても現在、他３
園と同時に公表するために飼育展示計画の作成を進めている。

・動物種は、中長期的な視点に基づき、保全・繁殖将来性、教育的意義、入手可能性、動物福祉の
確保の観点から総合的に選定した。日本動物園水族館協会等によって飼育管理のガイドラインが定
められている動物種については、ガイドラインを参考にして飼育に必要な必要面積を勘案し、限ら
れたスペースで効果的な展示ができるように飼育展示計画の作成を進めた。

・飼育展示計画（エリアの設定、各エリアにおける展示コンセプト策定、飼
育の意義や効果に基づく各動物種の分類、展示や保全の重点的取組等）に
沿って飼育展示を行う。また、第２次都立動物園マスタープラン10年計画の
中で計画の進捗を確認し、必要に応じて動物種の分類の変更等を実施する。

②

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネット
ワークを強化。
・日本動物園水族館協会のガイドライン作成にあたり、各種
動物の種別計画管理者、専門技術員として執筆に協力。

・希少種の繁殖を推進するために国内外のネットワークを通じて動物移動を
実施した。
・アジア保全医学会では口頭発表を行う等、各種国際会議に積極的に参加
し、海外ネットワークを強化した。
・日本動物園水族館協会の種別計画者及び個体群管理者として26種の管理を
行い、専門技術員として16種の計画管理に協力した。

・日本動物園水族館協会を通し情報収集を行い、遺伝的多様性に考慮した動物移動を調整する中
で、国内外のネットワークが強化された。
・今年度の国際会議は実地開催となり、参加者同士の交流を深める事ができた。今後の動物移動に
つながるネットワークの構築にもつながった。
・日本動物園水族館協会のコレクションプラン（JCP）の種別計画管理者等として係る事で、他施設
との交流が促進され、より強固なネットワークが構築できた。

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークを活用して2022年度末に
導入したコビトカバやユキヒョウ等、希少種の繁殖に取り組む。
・国際会議等で培った人脈や国際プロジェクトへの参画により、ライオンや
タスマニアデビル等、海外からの個体導入を図る。
・日本動物園水族館協会のJCP（動物収集計画）において希少種の計画管理者
として、生息域外保全を推進する。

③
・日本動物園水族館協会の福祉基準に基づいて実施する自己
評価をもとに、飼育環境・飼育方法の改善方針を検討し、順
次改善を行う。

・11月、日本動物園水族館協会（JAZA）会員ホームページから動物福祉
チェックリストを入手し、リスト内容を確認した。12月にJAZA会員園の動物
福祉評価を行う評価員を養成するための研修が開催され、４園代表者が受講
するとの情報を得た。

・JAZA倫理福祉部長と定期的に連絡を取り、世界動物園水族館協会及び日本動物園水族館協会にお
ける動物福祉関係の最新情報を収集することができた。
・収集した情報をもとに動物福祉に関する自己評価の準備を進める。

・世界動物園水族館協会（WAZA）に直接加盟する施設会員の上野動物園及
び多摩動物公園は、WAZAの要請に基づいてJAZAが設置し実施する動物福祉
に関する第三者評価の結果を踏まえ、さらなる飼育環境・飼育方法の改善を
進める。

(公財)東京動物園協会 戦略の性質による区分

戦略３ 飼育展示の一層の充実
事業
運営

動物福祉の推進

国際法・国内法の規制の強化等により展示動物の確保が年々困難になる中、動物園・水族園は、展示の意義や効果を検証した上で、動物
福祉にも配慮した飼育展示計画を策定し、国内外の園館と連携し、展示動物の確保・維持を図っていかなければならない状況にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○野生動物の減少とそれに伴う環
境保全意識の高まりや、法律によ
る規制の強化等により、新たな野
生動物の入手は年々困難になって
いる。
○東京都が定めたズーストック種
及び協会が独自に定めた保全対象
種といった希少種については、計
画的な飼育展示・繁殖が行われて
いるが、その他の展示動物につい
ては特に明文化された計画はな
い。
○野生動物を生息環境ではない施
設において飼育する動物園等で
は、動物福祉の向上が求められて
いる。
○動物福祉の推進にあたっては、
種によっては１頭あたりの飼育面
積を増やす必要があり、飼育展示
する種を絞る必要もある。

①限られた施設を有効に活用する
ために、飼育の目的やその展示効
果等を検証し、飼育展示する種を
整理した飼育展示計画を策定す
る。
②日本動物園水族館協会を通じた
国内ネットワークや世界動物園水
族館協会を介した国際ネットワー
クをさらに強化し、連携した希少
種の繁殖活動を進める。
③2020年度に策定した「東京動
物園協会動物福祉ポリシー」に基
づき、自己点検による改善等、動
物福祉を推進する。

①各園毎の飼育展示計画を策定
し、計画に沿った飼育展示を行
う。
②日本動物園水族館協会のJCP
（動物収集計画）における希少
種の計画管理者等として、域外
保全のネットワークを強化す
る。
③動物福祉ポリシーを策定した
上で、動物福祉の自己評価を行
い、必要な施設改善等の実施を
図る。

第２次都立動物園マス
タープランに基づく飼
育展示計画の策定

国内外動物園・水族館
とのネットワークの一
層の強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 飼育展示の一層の充実
事業
運営

・個別取組事項①の2023年度計画について、飼育展示計画の具体的内容を記載するとともに、第２次都立動物園マスタープランの計画期間（10年）を追記。
・個別取組事項②の2023年度計画について、具体的な記載（動物種等）を追記。
・個別取組事項③の2023年度計画について、世界動物園水族館協会（WAZA）や日本動物園水族館協会（JAZA）との関係を記載。
・世界動物園水族館協会や日本動物園水族館協会、国内外の動物園との連携を推進する戦略であることから、「2023年改訂の視点による区分」の「デジタル活用・他団体連携」に「○」を追記。
・都の重要施策である「第２次都立動物園マスタープラン」及び「第２次ズーストック計画」の実現を目的とした戦略であることから、「2023年度改訂の指定による区分」の「都の重要施策」に「○」を追記。

2023年度改訂の視点による区分

国際法・国内法の規制の強化等により展示動物の確保が年々困難になる中、動物園・水族園は、展示の意義や効果を検証した上で、動物
福祉にも配慮した飼育展示計画を策定し、国内外の園館と連携し、展示動物の確保・維持を図っていかなければならない状況にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

①各園毎の飼育展示計画を策定
し、計画に沿った飼育展示を行
う。
②日本動物園水族館協会のJCP
（動物収集計画）における希少
種の計画管理者等として、域外
保全のネットワークを強化す
る。
③動物福祉ポリシーを策定した
上で、動物福祉の自己評価を行
い、必要な施設改善等の実施を
図る。

第２次都立動物園マス
タープランに基づく飼
育展示計画の策定

国内外動物園・水族館
とのネットワークの一
層の強化

動物福祉の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

取組①：保全・繁殖将来性、教育的意義、入手可能性、動物福祉の確保の観点から動物種を選定し、限られたス
ペースで効果的な展示ができるよう、上野、多摩、井の頭の飼育展示計画を作成した。
取組②：日本動物園水族館協会の事業に積極的に関わる事で、国内動物園・水族館のネットワークがより強化さ
れた。国際会議への参加を通し、人脈の構築を図った。
取組③：JAZA倫理福祉部長と定期的に連絡を取り、動物福祉関係の動向の情報を得つつ、JAZA動物福祉チェッ
クリストを入手した。

○野生動物の減少とそれに伴う環
境保全意識の高まりや、法律によ
る規制の強化等により、新たな野
生動物の入手は年々困難になって
いる。
○東京都が定めたズーストック種
及び協会が独自に定めた保全対象
種といった希少種については、計
画的な飼育展示・繁殖が行われて
いるが、その他の展示動物につい
ては特に明文化された計画はな
い。
○野生動物を生息環境ではない施
設において飼育する動物園等で
は、動物福祉の向上が求められて
いる。
○動物福祉の推進にあたっては、
種によっては１頭あたりの飼育面
積を増やす必要があり、飼育展示
する種を絞る必要もある。

①限られた施設を有効に活用する
ために、飼育の目的やその展示効
果等を検証し、飼育展示する種を
整理した飼育展示計画を策定す
る。
②日本動物園水族館協会を通じた
国内ネットワークや世界動物園水
族館協会を介した国際ネットワー
クをさらに強化し、連携した希少
種の繁殖活動を進める。
③2020年度に策定した「東京動
物園協会動物福祉ポリシー」に基
づき、自己点検による改善等、動
物福祉を推進する。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・オンラインプログラム実施計画初年度の評価検証、改善。コ
ンテンツ作成技術のスキルアップ研修等の開催。年度プログラ
ムの実施。

・継続的にオンラインプログラム実施計画の評価検証。24年度以降の目標設
定。年度プログラムの実施。
・オンラインプログラム参加者アンケートを実施し、満足度3.5以上（４段階）
を目指す。

②
・種ラベル内容の検討と各園調整。普及啓発ラベルの内容の検
討と各園調整。実施計画策定。

・種ラベルの統一化実施。普及啓発ラベルの設置。
・種ラベル及び普及啓発ラベルに関するアンケートを来園者を対象に実施し、
設置以前の調査結果から理解度の向上を図る。

③
・新たな保全教育・環境教育モデルプログラムの計画・実施、
評価検証、改善。

・前年度の評価検証を踏まえ4園連携による保全教育・環境教育プログラムの実
施。
・前年度に実施したモデルプログラムと比較し、参加者数や理解度の向上を図
る。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・オンラインプログラム実施計画初年度の評価検証、改善。コ
ンテンツ作成技術のスキルアップ研修等の開催。年度プログラ
ムの実施。

・前年度実績を整理し、参加者の満足度や意見をもとに評価を行い、対象や内
容に適した手法を取り入れ、オンラインプログラムを実施した。
・学校向けコンテンツをウェブ解析や教員ヒアリング（４校31名）により評価
分析し、４園で共有・更新した。
・オンライン機材リストを作成し、技術研修を４園で合計10回行った。

・オンラインプログラムの多様な手法を試行し、参加者の満足度や意見から評価して、効果的なオンラ
インプログラムを実践した。対面とオンラインのハイブリッドプログラムも実施し、参加者の幅を広げ
ていく。
・オンライン実施に必要な機材リストや技術を４園で共有し、スキルアップのための現場研修を実施し
た。コンテンツについては、とくにDX化が進む学校向けの教材動画をYouTubeアナリティクスによる
分析や教員ヒアリングを行い評価した。次年度に向けてバージョンアップしていく。

・一般向けや学校向けのオンラインプログラム、および学校向けのオンライン
教材について評価検証を継続的に行うとともに、24年度以降の目標を設定し、
年度計画に基づくプログラムを実施する。
・オンラインプログラム参加者アンケートを実施し、満足度3.5以上（４点満
点）を目指す。（2022年度11月末時点の平均満足度：3.79）

②
・種ラベル内容の検討と各園調整。普及啓発ラベルの内容の検
討と各園調整。実施計画策定。

・動物名・学名・分布域・保全状況等を示す「種ラベル」の４園共通項目を決
定し、表記ガイドラインを作成した。新ガイドラインによる改定に多摩動物公
園から着手した。
・パネル等で動物情報を提供する「普及啓発ラベル」の現状分析を多摩で継
続。現状分析を行った上野動物園では優先的に改修を要する施設を選定した。

・多摩動物公園から着手した種ラベルの更新は、上野・葛西・井の頭のデザイン担当者が、基本フォー
マットやズーストック種アイコンなどの検討を行った。サインの新しい制作技術も４園で共有しなが
ら、多摩の主だった種ラベルについて今年度中の更新を目指す。
・普及啓発ラベルの中には情報が古くなっている例も確認されたため、適切に更新を進めていく。

・４園における種ラベルの統一化実施。普及啓発ラベルの設置。
・種ラベル及び普及啓発ラベルに関するアンケートを来園者を対象に実施し、
設置以前のアンケート調査結果から理解度の向上を図る。

③
・新たな保全教育・環境教育モデルプログラムの計画・実施、
評価検証、改善。

・動物の危機や保全を訴える記念日を活用し、世界ゾウの日、世界ゴリラの
日、湿地の日等にあわせた保全教育を各園で実践。一部について参加者の意識
変容を量的・質的に評価し、改善に繋げた。
・葛西では食育（環境教育）のモデルプログラムを開発実践した。また、職員
意識向上のための研修（講演会と動画）を実施した

・保全教育の評価手法として、参加者の意識変化を多変量解析とテキスト分析（テキストマイニング）
で質的・量的に評価した（4件）。これもとに改善を進め、新プログラム開発に繋げる。
・水族館ならではの環境教育の一つである「食育プログラム」を、水産研究機構と連携してモデルプロ
グラムを開発・実践した。また、SDGsをテーマとした専門家による講演会、職員による研修動画２本
を制作・配信した。保全教育を推進する職員の意識向上に繋げる。

・前年度のアンケートデータを対象にテキスト分析等による評価検証を行い、
その結果を踏まえ、4園連携による保全教育・環境教育プログラムを実施する。
・前年度に実施したモデルプログラムと比較し、参加者数やアンケート調査で
の理解度の向上を図る。
・保全教育・環境教育について、実地やオンライン、ハイブリッド等の開催手
段を駆使した来園者向けプログラムを8回、職員向けの研修を3回実施する。

(公財)東京動物園協会 戦略の性質による区分

戦略４ 教育普及活動の一層の推進
事業
運営

地球環境保全に関する普
及啓発活動の推進

地球環境の急速な悪化は、そこに住む生物の絶滅のリスクを増すだけでなく、人の暮らしにも大きく影響を与えるようになってきた。野生
生物を扱う動物園・水族園にとって保全教育の役割はますます重要なものとなっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○コロナ禍の中で、来園の困難な
学校団体や一般来園者に対しオン
ラインによる教育普及活動コンテ
ンツの配信やワークショップ等の
学習機会の確保等に取り組んでい
るが、クオリティや頻度等におい
て、既存のプログラムに比べ同等
の内容にまでは至っていない。
○各園で掲示されている生物の種
ラベルは、園それぞれの考えで表
されており、記載内容等が統一さ
れていない。
○海外での動物園等における教育
活動の中心が保全教育にシフトし
ている中で、これまでの取組に保
全へのメッセージは少なく、その
表現の技法も試行錯誤の状態であ
る。

①教育普及センターの機能向上を
図り、センターを核としてオンラ
インによる学習コンテンツの内容
の向上及び4園連携によるプログラ
ムを実施する。聴覚障がい者等幅
広い利用が可能なプログラムの開
発を行う。
②特に動物園3園の種ラベルの内容
統一を進める。また、保全教育、
環境教育に資する解説を表記する
など、内容の充実を図る。
③野生生物の住む環境やその種の
状況に関する情報発信をこれまで
以上に強化するほか、動物園・水
族園が有する資源を生かして個人
で取り組めるSDGsを促進する啓発
活動を進める。

①内容の充実したオンラインによ
るプログラムを作成・発信し、参
加者の満足度3.5以上（４段階評
価）を目指す。
②種ラベルの統一化を実施すると
ともに、保全・環境教育を強化
し、来園者の理解度を向上させ
る。
③来園者に環境を守るための行動
を促すコンテンツの強化を図り、
参加者数や理解度の前年度比向上
を目指す。

オンライン等による教育
活動／情報発信の強化

教育普及のための展示解
説ツールの充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４ 教育普及活動の一層の推進
事業
運営

・「3年後（2023年度）の到達目標」について、記述を明確化するために「４段階評価」を「４点満点」に修正。
・個別取組事項①の2023年度計画について、記載を具体化するとともに、2022年度11月末時点の実績値を記載。
・個別取組事項③の2023年度計画について、実地やオンライン、ハイブリッド等の開催手段を駆使した来園者向けプログラムの実施回数（8回）と職員向けの研修開催回数（3回）を追記。
・学校教育機関や研究機関等との連携に基づく戦略であることから、「2023年改訂の視点による区分」の「デジタル活用・他団体連携」に「○」を追記。
・都の重要施策である「第２次都立動物園マスタープラン」及び「第２次ズーストック計画」における教育普及事業の推進を目的とした戦略であることから、「2023年度改訂の指定による区分」の「都の重要施策」に「○」を追記。

2023年度改訂の視点による区分

地球環境の急速な悪化は、そこに住む生物の絶滅のリスクを増すだけでなく、人の暮らしにも大きく影響を与えるようになってきた。野生
生物を扱う動物園・水族園にとって保全教育の役割はますます重要なものとなっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

①内容の充実したオンラインによ
るプログラムを作成・発信し、参
加者の満足度3.5以上（４点満
点）を目指す。
②種ラベルの統一化を実施すると
ともに、保全・環境教育を強化
し、来園者の理解度を向上させ
る。
③来園者に環境を守るための行動
を促すコンテンツの強化を図り、
参加者数や理解度の前年度比向上
を目指す。

オンライン等による教育
活動／情報発信の強化

教育普及のための展示解
説ツールの充実

地球環境保全に関する普
及啓発活動の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

取組①：オンラインの特性を生かし、対象や内容にあわせた多様なプログラムを実践・評価した。51件のプログラ
ムで満足度調査を実施し、その平均値（４点満点）は3.79であった。引き続き技術を共有し、より効果的な教育活
動に取り組む。また、学校向けコンテンツの分析や教員ヒアリングにより改善を進め、今後は教員と協働で開発を
進める。
取組②：種ラベル情報充実のために表記ガイドラインや視認性の高いデザインを作成し、多摩から更新に着手。普
及啓発パネルは中間評価と更新を行う。
取組③：保全プログラムを新手法で評価検証。結果に基づいて改善。職員向け研修も実施し、魅力的な保全教育に
繋げる。

○コロナ禍の中で、来園の困難な
学校団体や一般来園者に対しオン
ラインによる教育普及活動コンテ
ンツの配信やワークショップ等の
学習機会の確保等に取り組んでい
るが、クオリティや頻度等におい
て、既存のプログラムに比べ同等
の内容にまでは至っていない。
○各園で掲示されている生物の種
ラベルは、園それぞれの考えで表
されており、記載内容等が統一さ
れていない。
○海外での動物園等における教育
活動の中心が保全教育にシフトし
ている中で、これまでの取組に保
全へのメッセージは少なく、その
表現の技法も試行錯誤の状態であ
る。

①教育普及センターの機能向上を
図り、センターを核としてオンラ
インによる学習コンテンツの内容
の向上及び4園連携によるプログラ
ムを実施する。聴覚障がい者等幅
広い利用が可能なプログラムの開
発を行う。
②特に動物園3園の種ラベルの内容
統一を進める。また、保全教育、
環境教育に資する解説を表記する
など、内容の充実を図る。
③野生生物の住む環境やその種の
状況に関する情報発信をこれまで
以上に強化するほか、動物園・水
族園が有する資源を生かして個人
で取り組めるSDGsを促進する啓発
活動を進める。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・年間パスポートのデジタル化等、さらなる施策について調査
し、東京都と調整しながら導入準備を進める。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

・前年度の準備に基づき、年間パスポートのデジタル化等、さらなる施策を実
施する。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

②
・前年度に実施した実証実験に基づき、新たな来園者サービス
の定常化を図るとともに、飼育展示等、多様な事業部門での技
術活用の準備を進める。

・前年度の準備に基づき、多様な事業部門での技術活用を実施する。

③
・前年度の準備に基づき新たな施策を実施するとともに、外部
有識者の意見を取り入れながら、新たに設定したターゲットに
向けたサービス向上策の全体像について準備を進める。

・前年度の準備に基づき、新たに設定したターゲットに向けたサービス向上策
を実施する。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・年間パスポートのデジタル化等、さらなる施策について調査
し、東京都と調整しながら導入準備を進める。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

・訪日外国人向けのオンラインチケットサービス「THE TOKYO PASS」を４園
全てに導入した。オンライン決済および年間パスポートのデジタル化について
は、他施設への導入実績を有する開発会社にヒアリング等の調査を行った。
・需要に合わせたキャッシュレス決済の拡充について検討を進める。

・年間パスポートについては、幅広いニーズに対応するためデジタルと紙の併用を前提とし、その他の
施策を含めて調査等の導入準備を継続する。
・外国人旅行者の回帰動向等、需要の変化を注視しつつ、キャッシュレス決済の拡充を検討する。

・前年度の準備に基づき、年間パスポートのデジタル化、オンラインチケット
システムの改善等について調査と検討を進め、利用者の利便性向上のための施
策を実施する。
・窓口や券売機での入場券販売のキャッシュレス決済化に引き続き、ベビー
カーの有料貸出手続等、需要に応じたキャッシュレス決済拡充策の検討を進め
る。

②
・前年度に実施した実証実験に基づき、新たな来園者サービス
の定常化を図るとともに、飼育展示等、多様な事業部門での技
術活用の準備を進める。

・葛西臨海水族園でアバターロボットを導入し、来園困難な方等を対象に遠隔
来園体験プログラムを３件実施。
・AIカメラを活用した上野動物園混雑マップについて、利便性向上のため混雑
表示２箇所の追加を準備中。
・前年度実施した実証実験に基づく展開については東京都で検討中。

・アバターについては、井の頭自然文化園での障がい児向け催し「ドリームナイト・アット・ザ・
ズー」、公立高校での出張授業、都立小児総合医療センターにおける移動水族館での活用など、多様な
対象向けに経験と実績を積み重ねた。
・上野の混雑マップについては、再開園した６月４日から園内で混雑状況を確認可能な環境を整えると
ともに、ゴリラとトラを混雑表示箇所として追加する準備を進め、さらなる利便性の向上を図った
（12月中に公開予定）。

・３年後の到達目標としていた新たな施策３件については、混雑マップ（上
野）、アバター（葛西）、デジタルマップ（４園）を既に実施しており、これ
らを活用した情報発信等の維持・充実等を図る。

③
・前年度の準備に基づき新たな施策を実施するとともに、外部
有識者の意見を取り入れながら、新たに設定したターゲットに
向けたサービス向上策の全体像について準備を進める。

・新たなターゲットに向けたサービス向上策の一環として、前年度導入したデ
ジタルマップをさらに活用し、デジタルクイズラリー企画を２件実施した。
・上記以外のサービス向上策についても外部有識者の意見を取り入れながら検
討中である。

・デジタルクイズラリーについては、上野動物園のパンダ双子１歳記念イベント（６月７日～７月３
日）、４園合同のＳＤＧｓ企画（11月10日～３月５日）として実施し、スマートフォンの普及を背景
に楽しみながら学べる機会を提供した。
・来園者に向けたサービスを向上する委員会では、これまで情報発信に使われなかったトイレやテラス
等の便益施設等での生物情報掲示の他、都による飼育展示施設等の施設整備への協力体制の改善など、
短期的な実施検討のみでなく、中長期的なサービスの基盤に関わる検討も進めた。

・「サービス向上委員会」における前年度の準備に基づき、親子連れなどの
ターゲットに向けたサービス向上策を実施する。

(公財)東京動物園協会 戦略の性質による区分

戦略５ 利用者サービスの質の向上
事業
運営

外部の知見を活用した
サービス向上のための新
たな取組

動物園・水族園が伝えたいメッセージを届けるためには、これまでは来園してもらうことを大前提としていたが、コロナ禍においては積極
的に集客を図ることができない状況の長期化が見込まれる。こうした中、全国の園館では最新技術も活用した、新たなサービスによる魅力
向上に知恵を絞っている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

○コロナ感染拡大の影響により、
入場制限の実施や、通常の形での
イベントを中止せざるを得ない。
○タッチレス等の推進や新たな技
術を活用した情報発信など、来園
者に対しより一層安心・快適で、
かつ魅力あるサービスを提供する
必要がある。
○来たくても来られない人向けの
サービスを提供する必要がある。

①2019年９月から入場券購入時の
キャッシュレスを一部導入してい
るが、来園者の利便性向上を考慮
し、これを拡充するとともに、コ
ロナ感染拡大防止のため、対面購
入の必要がないオンライン決済を
導入する。
②次世代通信技術である５G等の
新たな技術を活用し、多くの来園
者／非来園者に情報発信を行うと
ともに、この技術を飼育展示など
他部門でも活用し、業務の効率化
を図る。
③外部有識者をアドバイザーとし
て招聘し、設定したターゲットに
向けた効果的なサービス向上策を
検討する。

①４園でのオンライン決済の導入
及び全ての入場門での各種キャッ
シュレス決済導入を完了する。
②５G等の新技術を活用した利用
者サービスや多様な事業部門での
活用を検討し、新たな施策を３件
以上開始する。
③外部有識者の知見も取り入れ、
魅力向上のための利用者サービス
を毎年１件新たに展開する。

キャッシュレス・タッチ
レスの推進

５G等の新たな技術を活
用したサービスの展開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略５ 利用者サービスの質の向上
事業
運営

・「3年後（2023年度）の到達目標」の①について、入場券のキャッシュレス化に加え、「入場券以外の支払手続におけるキャッシュレス化」の推進を記載。
・個別取組事項①の2023年度計画について、入場券以外の支払手続のキャッシュレス化の検討対象として、ベビーカーの有料貸出手続等、需要に応じた拡充策の検討について記載。
・個別取組事項②の2023年度計画について、目標３件を明記。
・個別取組事項③の2023年度計画について、ターゲットを具体的に記載。
・本戦略は、都の重要施策である「第２次都立動物園マスタープラン」が謳う快適な観覧環境等のサービスの充実や、都政の構造改革におけるデジタル技術を梃子とした戦略の推進を目的とした戦略であることから、「2023年度改訂の指定による
区分」の「デジタル活用・他団体連携」及び「都の重要施策」に「○」を追記。

2023年度改訂の視点による区分

動物園・水族園が伝えたいメッセージを届けるためには、これまでは来園してもらうことを大前提としていたが、コロナ禍においては積極
的に集客を図ることができない状況の長期化が見込まれる。こうした中、全国の園館では最新技術も活用した、新たなサービスによる魅力
向上に知恵を絞っている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

①４園でのオンライン決済の導入
及び全ての入場門での各種キャッ
シュレス決済導入を完了させ、入
場券以外の支払手続における
キャッシュレス化を推進する。
②５G等の新技術を活用した利用
者サービスや多様な事業部門での
活用を検討し、新たな施策を３件
以上開始する。
③外部有識者の知見も取り入れ、
魅力向上のための利用者サービス
を毎年１件新たに展開する。

キャッシュレス・タッチ
レスの推進

５G等の新たな技術を活
用したサービスの展開

外部の知見を活用した
サービス向上のための新
たな取組

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
取組①：４園でのオンライン決済導入、及び全ての入場門での各種キャッシュレス決済導入について計画通り進
め、完了した。
取組②：アバターロボットを高校授業や小児医療期間等で活用し、多様な対象向けの経験と実績を積み重ねるとと
もに、混雑マップの準備を進めた。
取組③：サービス向上策として前年度導入したデジタルマップを活用し、園内で楽しく学べる機会を提供した。ま
た、来園者向けサービスを向上させるための委員会では、外部有識者の意見を取り入れ、中長期的サービスの基盤
に関わる検討を進めた。

○コロナ感染拡大の影響により、
入場制限の実施や、通常の形での
イベントを中止せざるを得ない。
○タッチレス等の推進や新たな技
術を活用した情報発信など、来園
者に対しより一層安心・快適で、
かつ魅力あるサービスを提供する
必要がある。
○来たくても来られない人向けの
サービスを提供する必要がある。

①2019年９月から入場券購入時の
キャッシュレスを一部導入してい
るが、来園者の利便性向上を考慮
し、これを拡充するとともに、コ
ロナ感染拡大防止のため、対面購
入の必要がないオンライン決済を
導入する。
②次世代通信技術である５G等の
新たな技術を活用し、多くの来園
者／非来園者に情報発信を行うと
ともに、この技術を飼育展示など
他部門でも活用し、業務の効率化
を図る。
③外部有識者をアドバイザーとし
て招聘し、設定したターゲットに
向けた効果的なサービス向上策を
検討する。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の検討を踏まえ、ボトルネックとなる課題への対
応策（規制緩和等）や財政面への影響を考慮して、改革案を策
定し都に提言
＜検討案＞
○占用許可等制限の緩和
・地域の商店街や農家と連携したマルシェ（楽市楽座）：小金
井公園
・メイン通りをアートと飲食で賑わいを作る（テアトル広場的
運営）：葛西臨海公園
○ドッグラン事業
・企業連携、ネーミングライツ：5公園（木場、駒沢、代々
木、城北中央、舎人）

・改革案の実現に向けて都と調整し、承認された事業を実行

①

・小金井公園で地元事業者や観光協会等と協働し、地域活性化
に向け「じもとマルシェ」を開催する等、協議会を立ち上げた
９公園で地域のニーズや課題解決の取組を実施：9公園（日比
谷、木場、砧、代々木、浮間、葛西臨海、城北、府中の森、小
金井）
・高井戸公園での「あおぞら会議」等13公園で地域との交流や
出会いを促す取組を実施：13公園（日比谷、青山、砧、駒沢、
代々木、汐入、光が丘、舎人、水元、府中の森、神代、小山内
裏、高井戸）

・地域や企業、自治体等と協働し、公園長公園や協議会を立ち上げた公園を中
心に地域のニーズや課題解決について計画、実施、評価・見直し
・地域との交流や出会いを促す取組を実施

①

・アプリの利用状況を調査し、より楽しめるようにニーズに応
えたコンテンツを３本リリース
・アプリ「TOKYO PARKS PLAY」ダウンロード数の向上（目
標値43,000）
・アプリの効果測定を行い、費用対効果を検証
・今後のモバイルサービスの方向性を検討
・他公園への横展開や次年度に向けた新規取組の検討

・2022年度の結果を踏まえた品質向上や利用促進の取組を実施
・検討結果に基づくモバイルサービスを実施

①

・日比谷公園など16公園を対象にしてニーズ調査及び「居心地
の良さ指数」調査を実施
・調査結果を分析し、施設の維持管理やイベントなど公園運営
に活かし、16公園の「居心地の良さ指数」を向上（平均値）：
16公園（日比谷、木場、林試、砧、駒沢、代々木、城北、石神
井、光が丘、舎人、水元、葛西、府中の森、小山内裏、小金
井、桜が丘）
※「居心地の良さ指数」は2021年度に初めて計測したもので
あるため、2022年度の結果を踏まえ2023年度の目標では上昇
率の目標を記載予定

・2022年度の取組を踏まえ、ニーズに応えた管理運営を行い、公園の魅力を向
上させることにより16公園の「居心地の良さ指数」を向上（平均値）
※魅力向上の取組は全ての公園で実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の検討を踏まえ、ボトルネックとなる課題への対
応策（規制緩和等）や財政面への影響を考慮して、改革案を策
定し都に提言
＜検討案＞
○占用許可等制限の緩和
・地域の商店街や農家と連携したマルシェ（楽市楽座）：小金
井公園
・メイン通りをアートと飲食で賑わいを作る（テアトル広場的
運営）：葛西臨海公園
○ドッグラン事業
・企業連携、ネーミングライツ：5公園（木場、駒沢、代々
木、城北中央、舎人）

〇占用許可等制限の緩和
・グリーンレセプション事業として、日比谷他3公園を候補に使用の基準緩和な
らびに事業スキームについて都と協議
・小金井で地域と連携した賑わい創出マルシェを実施
〇ドッグラン事業
・企業連携サービス導入の承認のため、ドッグラン運営企業と打合せを行い、
関連企業に費用の見積もりを依頼

・公園の魅力アップ取組への還元のため、グリーンレセプション事業収入の確保先となる参画企業へ打
診を継続
・企業ならびに地域連携イベントの実施を通し、グリーンレセプション事業の円滑な実施に向け、連携
ノウハウを蓄積
・ドッグランのサービス向上に向け、打ち合わせにより収集した受付のオンライン登録や獣医連携と
いったドッグランに特化したサービスの情報を土台に、登録料導入や企業と連携したペット用品販売等
による運営資金確保のためのスキームの検討を継続して行った。

・日比谷公園他3公園の占用許可等制限の緩和及び12か所のドッグラン事業にお
ける企業連携サービス導入について、現在調整中であり、2023年度に都に承認
された場合、承認を受けた箇所及び規模において、事業を実行する。

①

・小金井公園で地元事業者や観光協会等と協働し、地域活性化
に向け「じもとマルシェ」を開催する等、協議会を立ち上げた
９公園で地域のニーズや課題解決の取組を実施：9公園（日比
谷、木場、砧、代々木、浮間、葛西臨海、城北、府中の森、小
金井）
・高井戸公園での「あおぞら会議」等13公園で地域との交流や
出会いを促す取組を実施：13公園（日比谷、青山、砧、駒沢、
代々木、汐入、光が丘、舎人、水元、府中の森、神代、小山内
裏、高井戸）

〇7公園でイベント、パークミーティングを実施
①日比谷：近隣企業15社によるパークミーティング②小金井：近隣企業等16団
体の協力による「コスモスまつり」他5公園
〇13公園で地域との交流を促す取組を実施
①光が丘：地域と協力による「光が丘公園フェスタ」②高井戸：近隣住民との
「あおぞら会議」他11公園

〇地域ニーズ・課題解決
①指定管理事業計画について意見交換し、街の魅力向上に公園を活かした協力関係構築を提案
②エリマネ協議会を開催し、課題であるウィズコロナでの地域連携を目的に、地元企業出店協力による
利用者分散型の公園イベントを実施
〇地域交流
①JAとの共催事業としてイベントを行う事により、公園を核に地域の農家と近隣住民の繋がりを強化
②近隣住民等と公園がともにイベントを検討することで、会議参加者の自発的な公園管理参画の意識が
向上

・地域や企業、自治体等と協働し、日比谷公園等5つの公園長公園及び協議会を
立ち上げた砧公園等4公園で、地域のニーズや課題解決について計画、実施、評
価・見直しを行う
・協議会が立ち上がっていない青山公園等9公園において、地域との交流や出会
いを促す取組を実施

①

・アプリの利用状況を調査し、より楽しめるようにニーズに応
えたコンテンツを３本リリース
・アプリ「TOKYO PARKS PLAY」ダウンロード数の向上（目
標値43,000）
・アプリの効果測定を行い、費用対効果を検証
・今後のモバイルサービスの方向性を検討
・他公園への横展開や次年度に向けた新規取組の検討

〇アプリの利用状況調査を実施
〇謎解きコンテンツをはじめとする新規コンテンツ4本をリリース
〇「TOKYO PARKS PLAY」ダウンロード数　46,956
〇XR、AR、デジタルマップ等デジタルサービスについて企業10社にヒアリング
実施
〇千葉工業大学と連携した花の識別AIの実証実験

〇アプリ利用者を対象に、アンケート調査を実施しアプリ利用の効果と今後の運用の方向性について検
証
〇利用者人気の高い謎解きコンテンツをリリースし、イベントをアプリに連携させて利用の働きかけを
行う事により目標を超えるダウンロード数を達成
〇デジタル技術を使った公園の魅力向上のため、費用及びニーズ等、実施の可能性について検討
〇DXの新規取組として、神代植物公園において大学が作成する花の識別AIアプリを利用した来園者に
よる秋バラ撮影の実証実験を実施

・アプリ「TOKYO PARKS PLAY」ダウンロード数の向上（目標値56,000）
・操作の分かりやすさ（ユーザーインターフェイス）とコンテンツの難易度
（クリア率等）の改善
・千葉工業大と連携したバラの識別AIの実証実験の継続

①

・日比谷公園など16公園を対象にしてニーズ調査及び「居心地
の良さ指数」調査を実施
・調査結果を分析し、施設の維持管理やイベントなど公園運営
に活かし、16公園の「居心地の良さ指数」を向上（平均値）：
16公園（日比谷、木場、林試、砧、駒沢、代々木、城北、石神
井、光が丘、舎人、水元、葛西、府中の森、小山内裏、小金
井、桜が丘）
※「居心地の良さ指数」は2021年度に初めて計測したもので
あるため、2022年度の結果を踏まえ2023年度の目標では上昇
率の目標を記載予定

〇ニーズ・ポテンシャル分析
①2021年度調査の分析を実施（調査対象20公園）
②2022年ニーズ調査及び「居心地の良さ指数」調査を11月に実施
〇「居心地の良さ指数」向上
・各公園ごとのニーズと特性を活かした取組を実施（日比谷 ：SHIBAFU
TERRACE、木場：キラキラKIBAパーク）

〇「居心地の良さ」指数調査において、快適性、多様性に関する設問とニーズの上位回答を、調査公園
ごとに組み合わせて集計
〇2022年度調査の居心地の良さ指数
・指数については調整中
・コロナ禍の影響が薄れ、都市型公園に利用者が戻ってきている状況があり、ウィズコロナにおける利
用者ニーズを反映した取組を継続していく

・2022年度の取組を踏まえ、ニーズに応えた管理運営を行い、公園の魅力を向
上させることにより16公園の「居心地の良さ指数」を1ポイント向上（平均値）
※魅力向上の取組は全ての公園で実施

(公財)東京都公園協会 戦略の性質による区分

戦略１ ニーズに応える公園運営
事業
運営

「新しい日常」における
新たな使い方の提供

公園に対する都民の評価
を測る調査の設計・実施

コロナ禍において、公園の利用者数も全体的に減少しているものの、住宅街の公園など一部の公園では利用者が大幅に増加している公園もあ
る。新しい日常における都民ニーズの変化を的確に捉えた公園運営を行う必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆ニーズが多様化・高度化し、都
立公園の多面的活用が推進される
中で、コロナ拡大の影響による生
活の変化に伴い、公園の利用にも
変化が生じてきている。
◆公園の特性に応じた多様な主体
と協働した公園マネジメントの推
進に向けて、4公園においてエリア
マネジメント協議会等、地域との
協働によるプロジェクトを立ち上
げるなど着実に取組を進めてい
る。
◆こうした中、都の政策連携団体
として、ポストコロナを見据え
「新しい日常」に対応した公園運
営のあり方を模索し、ニーズに応
える公園改革を推進していく必要
がある。

◆各公園の特性やニーズ、ポテン
シャルを分析し、ニーズに応える
公園運営に資する改革案を都に提
言、実施する。
◆公園の特性に応じた多様な主体
と協働した公園マネジメントの実
現に向け、浮間公園ガーデンカ
フェプロジェクトをはじめとした
地域との協働によるコミュニティ
の段階的な発展、強化を果たして
いく。
◆「新しい日常」における、「長
い開催期間を設定し、人々が都合
の良いときに来て楽しむ、3密にな
らない催し」等による新たな賑わ
いの創出に取り組んでいく。

【目標①】
・新規来園者の掘起しやリピー
ターの拡充など公園の利用促進を
引き続き図っていくとともに、
ニーズが更に多様化する新しい日
常下において、2021年度に公園
の分類毎に都民の評価を測る新た
な評価指標の設定を行い、2023
年度に向け、向上させていくこと
を目標とする。

公園利用の変化を見据え
た都への公園の改革案提
言

地域と一体となったマネ
ジメントの推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１ ニーズに応える公園運営
事業
運営

・『公園利用の変化を見据えた都への公園の改革案提言』…占用許可制限の緩和、ドッグラン事業における企業連携サービスの連携等、提言の内容を記載
・『地域と一体となったマネジメントの推進』…取組を実施する公園数を記載
・『「新しい日常における」新たな使い方の提供』…アプリDL目標値と利用促進の具体取組、千葉工業大と連携した取組を記載
・『公園に対する都民の評価を測る調査の設計・実施』…指数向上の目標値を記載

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍において、公園の利用者数も全体的に減少しているものの、住宅街の公園など一部の公園では利用者が大幅に増加している公園もあ
る。新しい日常における都民ニーズの変化を的確に捉えた公園運営を行う必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・新規来園者の掘起しやリピー
ターの拡充など公園の利用促進を
引き続き図っていくとともに、
ニーズが更に多様化する新しい日
常下において、2021年度に公園
の分類毎に都民の評価を測る新た
な評価指標の設定を行い、2023
年度に向け、向上させていくこと
を目標とする。

公園利用の変化を見据え
た都への公園の改革案提
言

地域と一体となったマネ
ジメントの推進

「新しい日常」における
新たな使い方の提供

公園に対する都民の評価
を測る調査の設計・実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】各公園のポテンシャルと公園での取組を効果的に行うため、ニーズ調査の結果から各公園のニーズ上位の
項目を抽出し、それに絡めた取組を行う事で「居心地の良さ」指数の向上を図った。
年ごとに変化するコロナ禍や社会状況、人々のニーズに合わせ、地域連携を行いながら取組を実施する。

◆ニーズが多様化・高度化し、都
立公園の多面的活用が推進される
中で、コロナ拡大の影響による生
活の変化に伴い、公園の利用にも
変化が生じてきている。
◆公園の特性に応じた多様な主体
と協働した公園マネジメントの推
進に向けて、4公園においてエリア
マネジメント協議会等、地域との
協働によるプロジェクトを立ち上
げるなど着実に取組を進めてい
る。
◆こうした中、都の政策連携団体
として、ポストコロナを見据え
「新しい日常」に対応した公園運
営のあり方を模索し、ニーズに応
える公園改革を推進していく必要
がある。

◆各公園の特性やニーズ、ポテン
シャルを分析し、ニーズに応える
公園運営に資する改革案を都に提
言、実施する。
◆公園の特性に応じた多様な主体
と協働した公園マネジメントの実
現に向け、浮間公園ガーデンカ
フェプロジェクトをはじめとした
地域との協働によるコミュニティ
の段階的な発展、強化を果たして
いく。
◆「新しい日常」における、「長
い開催期間を設定し、人々が都合
の良いときに来て楽しむ、3密にな
らない催し」等による新たな賑わ
いの創出に取り組んでいく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
②

・電子帳簿保存法及び適格請求書等保存方式適用の法施行を
鑑みＩＴ業界の対応状況を調査
・財務会計システムとPOSシステムの連携について事前調整

・財務会計システムと、POSシステム連携稼働
・財務会計システムと、台帳管理システム、人事システム、文書管理システ
ムの連携について事前調整

①
・社内ネットワークの改善によるテレワーク環境の改善
・PCのバージョンアップ（210/全760台）を実施

・PCのバージョンアップ（200/全760台）を実施

③

・組織内の効率的な情報共有に向けたナレッジシステムの構
築・運用開始
・ホームページの改修に向けて、公園緑地とそれに関係する
情報・サービスの収集及び整理、多様な主体との折衝
・ICTを活用した霊園墓所案内や公園のデジタルマップを提
供

・公園緑地とそれに関係する情報やサービスを連結させたホームページへの
改修

①
・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・他団体好事例の社内活用等

・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・他団体好事例の社内活用等

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
②

・電子帳簿保存法及び適格請求書等保存方式適用の法施行を
鑑みＩＴ業界の対応状況を調査
・財務会計システムとPOSシステムの連携について事前調整

〇9月に税務署へ申請し、10月に適格請求書発行事業者登録完了
〇財務会計システムの製品選定コンペにより業者決定

〇税理士及びシステム会社（富士通他3社）へのヒアリング実施、また国税庁HPによる情報収集を継
続して行い、適格請求書発行事業者登録を進めた
〇財務会計システム業者（ICS）と、POSシステム連携向けた調整を開始

・財務会計システムと、POSシステム連携稼働
・財務会計システムと、台帳管理システム、人事システム、文書管理システ
ムの連携について事前調整

①
・社内ネットワークの改善によるテレワーク環境の改善
・PCのバージョンアップ（210/全760台）を実施

〇パソコンの無線LAN利用数増加対応（160台⇒250台）
〇210台を更新予定のところ、メモリ増設による性能強化を含め320台を前倒
しで更新し、全760台のバージョンアップを完了

〇無線LAN化推進により、執務室のフリーアドレス化を実現するとともに、入退室管理システム及
び防犯カメラによりセキュリティ強化を図った
〇リモート会議やテレワークの円滑化、処理速度の向上による業務効率化

・業務効率化に向けたIT環境・通信ツールの改善・強化は一定の目標を達成
し、取組は完了

③

・組織内の効率的な情報共有に向けたナレッジシステムの構
築・運用開始
・ホームページの改修に向けて、公園緑地とそれに関係する
情報・サービスの収集及び整理、多様な主体との折衝
・ICTを活用した霊園墓所案内や公園のデジタルマップを提
供

〇社内作成により10月にナレッジシステムの運用開始
〇現状の問題点の洗い出しと課題整理を行い、社内PT及びコンサル業者によ
り改修方針を検討
〇霊園墓所案内の課題を整理し、東京都デジタルサービス局へ相談
〇東京パークスアプリより2022年3月に神代植物公園デジタルガイドマップ
をリリース

〇全職員の業務に関わる総務課発信の情報をコンテンツとして選定し、情報を効率的に共有
〇ホームページリニューアル方針決定後、該当ページに関係する外部団体と確認、調整を行う
〇デジタルマップ
・今年度冬、東京都デジタルサービス局のシビックテック連携事業「Tokyo OSS Party」に参加
し、霊園墓所案内を課題として提示する
・デジタルマップを提供し、春バラ、秋バラの時期など、季節に応じて見どころが変化する園内を
案内した

・公園緑地とそれに関係する情報やサービスを連結させたホームページを
2023年12月から運用開始

①
・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・他団体好事例の社内活用等

〇11月に第1回情報交換会を開催
・オープンイノベーションについて説明を行い、3団体で連携した取り組みの
実施についての呼びかけを行った

〇業務効率化に向けたIT環境の推進状況また課題とその対応について3団体間で情報共有を行った。
・道路整備保全公社が実施している日比谷公園街路樹ツアーにスマホ活用したAR技術を加える可能
性について検討

・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・情報セキュリティに関する各団体の取組方を総合し、強固な情報セキュリ
ティ対策を策定

(公財)東京都公園協会 戦略の性質による区分

戦略２ さらなるDXの推進による組織力の向上
組織
運営

デジタルツールを活用
した広報の強化・サー
ビスの拡充

他団体との情報交換会
の設置、開催（事務・
事業全般）

コロナ禍において、都民の生活や働き方に大きな変化がもたらされ、デジタルツールの活用が大きく進展している。DXの推進は、サービ
ス水準や業務効率化の向上の点で重要な課題であり、スピード感をもって対応する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆2020年度までの経営改革プラ
ンで示したとおり、チャットボッ
トシステムや電子決済システム、
キャッシュレス機器の導入などAI
導入、ICT化等の推進による業務
効率化およびコスト削減を図って
いる。
◆コロナ禍における社会の変化に
伴い、DX推進の動きが加速化し
その重要性が高まっており、当協
会においても、さらなる取組の推
進により組織運営の基盤を強化
し、サービス向上を図っていく必
要がある。
◆ただし、コロナによる経営への
ダメージは甚大であり、投資につ
いては、この先の財政面の回復を
見ながら慎重に検討しなければな
らない

◆ICT基盤やIT環境、その他デジ
タルツールを活用する上での内部
環境を整備し、生産性の向上や業
務の効率化をさらに進める。
◆具体的には、複数ある業務シス
テムの連携、IT環境や通信ツール
の改善に継続して取り組むととも
に、ホームページの改修や視聴
ニーズがさらに高まっている動画
の制作環境の整備等により広報を
強化していく。
◆都立霊園抽選会のオンライン配
信といった、デジタルツールを活
用した情報発信・サービス向上に
積極的に取り組んでいく。

【目標①】
・2023年度の超過勤務時間８％
減
　※2019年度比12,000時間減
【目標②】
・財務会計システムと、POSシ
ステムとの連携稼働
・財務会計システムと、台帳管
理システム、人事システム、文
書管理システムの連携に向けた
事前調整を実施
【目標③】
・公園緑地とそれに関係する多
様な情報・サービスを連結させ
た利便性の高いホームページへ
の改修

ICT基盤の強化に向けた
システム連携の整備

業務効率化に向けたIT
環境・通信ツールの改
善・強化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ さらなるDXの推進による組織力の向上
組織
運営

・『３年後（2023年度）の到達目標』【目標①】…3月現在の職員雇用状況を鑑み、「2023年度の超過勤務時間を4％減　※2019年度比6,000時間減」に修正
・『業務効率化に向けたIT環境・通信ツールの改善・強化』…2022年度で目標のPCのバージョンアップ台数を達成したため
・『デジタルツールを活用した広報の強化・サービスの拡充』…ホームページの運用開始時期を追記
・『他団体との情報交換会の設置、開催（事務・事業全般）』…団体間で連携した情報セキュリティ対策の取組について記載

2023年度改訂の視点による区分

コロナ禍において、都民の生活や働き方に大きな変化がもたらされ、デジタルツールの活用が大きく進展している。DXの推進は、サービ
ス水準や業務効率化の向上の点で重要な課題であり、スピード感をもって対応する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・2023年度の超過勤務時間4％
減
　※2019年度比6,000時間減
【目標②】
・財務会計システムと、POSシ
ステムとの連携稼働
・財務会計システムと、台帳管
理システム、人事システム、文
書管理システムの連携に向けた
事前調整を実施
【目標③】
・公園緑地とそれに関係する多
様な情報・サービスを連結させ
た利便性の高いホームページへ
の改修

ICT基盤の強化に向けた
システム連携の整備

業務効率化に向けたIT
環境・通信ツールの改
善・強化

デジタルツールを活用
した広報の強化・サー
ビスの拡充

他団体との情報交換会
の設置、開催（事務・
事業全般）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】業務効率化に向け、ネット環境の改善や社内システムの整備など取組を着実に進め、時間外労働は
2019年11月と比較し20,327時間削減を達成した。
【目標②】2023年後の目標に向け、財務システムの改修を先駆けて進めた。財務会計システムと、台帳管理シス
テム、人事システム、文書管理システムの連携についても引き続き情報収集を継続。
【目標③】ホームページ改修に合わせ、デジタルマップなど時代にあった利便性の高いコンテンツの作成に取り
組んだ。

◆2020年度までの経営改革プラ
ンで示したとおり、チャットボッ
トシステムや電子決済システム、
キャッシュレス機器の導入などAI
導入、ICT化等の推進による業務
効率化およびコスト削減を図って
いる。
◆コロナ禍における社会の変化に
伴い、DX推進の動きが加速化し
その重要性が高まっており、当協
会においても、さらなる取組の推
進により組織運営の基盤を強化
し、サービス向上を図っていく必
要がある。
◆ただし、コロナによる経営への
ダメージは甚大であり、投資につ
いては、この先の財政面の回復を
見ながら慎重に検討しなければな
らない

◆ICT基盤やIT環境、その他デジ
タルツールを活用する上での内部
環境を整備し、生産性の向上や業
務の効率化をさらに進める。
◆具体的には、複数ある業務シス
テムの連携、IT環境や通信ツール
の改善に継続して取り組むととも
に、ホームページの改修や視聴
ニーズがさらに高まっている動画
の制作環境の整備等により広報を
強化していく。
◆都立霊園抽選会のオンライン配
信といった、デジタルツールを活
用した情報発信・サービス向上に
積極的に取り組んでいく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都と事業協議を継続し、民間事業者による設計・工事に着
手
・上野２店舗開業
・日比谷１店舗開業

※2023年度までの目標5店舗に対し累計3店舗

・代々木新規事業開業
・潮風新規事業開業

※2023年度までの目標5店舗に対し累計5店舗

①

・リニューアル計画策定
・売店２店舗をリニューアル

※2023年度までの目標4店舗に対し累計2店舗

・売店2店舗をリニューアル

※2023年度までの目標4店舗に対し累計4店舗

①
・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQサイト数拡充、ナイター利用について実施
・検討結果をもとに新たな魅力的収益事業を都に提案

・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQ事業の効果検証と改善
・新たな魅力的な収益事業の実施

①

・EV充電器を設置（9公園67基）
※2022年度までの計画合計　16公園83基（2018年度設置
済：6公園6基、2020年度設置済：1公園10基、2022年度設
置予定：9公園67基）
・バスの予約システムの導入

・EV充電器の追加設置について検討
・駐車場におけるサービス向上について検討・改善

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・都と事業協議を継続し、民間事業者による設計・工事に着
手
・上野２店舗開業
・日比谷１店舗開業

※2023年度までの目標5店舗に対し累計3店舗

〇代々木オリンピック記念宿舎を活用した便益施設提案の結果
・都の水景施設連携事業として再調整し、新たなスケジュールと収支計画を
都に提案
〇潮風北エリアを活用した施設の創出提案
・原状回復を前提とした平屋建て店舗設計とし都と調整
〇上野「エブリワンズカフェ」7月開業、日比谷「タリーズコーヒー」5月開
業

〇都と調整の結果、都が本体の建物を建築し協会は付属の厨房施設等を建築する。協会の建築費用
は、飲食店を運営することで得た収益を充てる
〇都と調整し、展望デッキを備えた2階建て施設から平屋建ての施設に変更した
〇上野「スターバックス」2月開業予定

・代々木新規事業は、都と調整し、水景施設のスケジュールに合わせて2026
年度に開業予定
・潮風新規事業2024年3月開業予定

※2023年度までの目標5店舗に対し累計4店舗

①

・リニューアル計画策定
・売店２店舗をリニューアル

※2023年度までの目標4店舗に対し累計2店舗

〇リニューアル候補を8店舗抽出し、現在利用者意向調査を実施中
〇井の頭公園ボート売店リニューアル
・都の桟橋工事に合わせてスケジュールを再調整
〇葛西臨海公園2号売店リニューアル
・10月工事業者決定し、現在工事準備中、2023年1月現場工事開始

〇リニューアル計画
・施設老朽化、職員の安全確保、収益改善見込みを検討している
〇井の頭ボート売店
・都による桟橋工事の影響を受け、収支計画とスケジュールを都と再調整
〇葛西臨海公園2号売店
・2月開業予定

・売店2店舗をリニューアル

※2023年度までの目標4店舗に対し累計4店舗

①
・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQサイト数拡充、ナイター利用について実施
・検討結果をもとに新たな魅力的収益事業を都に提案

〇11月末現在出店数1,997台（前年同月末1,990台）
〇東京都と調整し、木場公園（7～10月）、舎人公園（7月～9月）でBBQナ
イター試行
〇新たな収益事業として、JAとの協働による公園店舗での地場野菜即売によ
り、地域の農家と公園利用者を繋げた

〇利用者が楽しんで飲食できるようケータリング業者の幅を広げてSNSで人気のフルーツサンドを
メニュー追加するなど、販売品目の拡充を行った
〇夏期のコロナ感染拡大によるキャンセルが多く、想定よりは低い利用率となった。また、需要が
高かった木場は当初の予定より1か月延長したが、舎人での需要は想定より低かったため、予定通り
の期間で終了させた。それを踏まえて今後の展開を再検討する。
〇地場野菜の継続販売により、売店の魅力向上と新たな客層の開拓につなげる

・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQ事業の効果検証と改善
・新たな魅力的な収益事業の実施

①

・EV充電器を設置（9公園67基）
※2022年度までの計画合計　16公園83基（2018年度設置
済：6公園6基、2020年度設置済：1公園10基、2022年度設
置予定：9公園67基）
・バスの予約システムの導入

・環境局と連携してEV充電器を9公園67基設置、利用開始（11月）
・6公園の駐車場で大型バスのネット予約開始（9月）
　（上野、代々木、井の頭、小金井、大島小松川、木場）

・2023年度目標達成
・12月からさらに4公園の駐車場で大型バスのネット予約を開始予定
　（野川、武蔵野の森、葛西臨海、夢の島）

・EV充電器の追加設置について検討
・駐車場におけるサービス向上について検討・改善

(公財)東京都公園協会 戦略の性質による区分

戦略３ 財政基盤の安定化と公益事業の継続的推進のため
の収益事業展開

事業
運営

新しい日常における魅
力的な収益事業展開

未来を見据えたサービ
ス向上のための収益事
業展開

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、収益事業の経常利益が前年比▲821百万円（2019年度決算：306百万円 → 2020年度補正予
算：▲515百万円）に落ち込む見込みである。これに伴い、一般正味財産が大きく減少し、今後の安定的な公益事業運営が危ぶまれる状
況にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆2020年度の収益事業は、コロ
ナ拡大の影響で、売店、駐車場等
の収益施設の休業を余儀なくさ
れ、およそ３億円の赤字決算とな
る見込みである。これにより、財
政基盤も甚大な影響を受け、この
回復が大きな課題となっている。
◆近年、駐車場の占用料の増加
や、職員構成の大半を占める臨時
職員の賃金改定など経営経費の増
加リスクも踏まえた上で、公益目
的事業に還元する利益を安定的に
確保する必要がある。

◆収支の分析を踏まえ、収益向上
とコスト縮減に取り組み、経常利
益を確保して財政運営の安定化を
図る。また、公益事業の充実のた
めに、原資を確保する収益事業を
積極的に展開するとともに、さら
なるサービスの向上を図る。
◆これに向けて、事業領域の拡
大、便益施設のリニューアルによ
る収益向上に取り組む。また、
ケータリング出店の拡大やバーベ
キュー事業の強化とともに新たな
事業の開発に取り組み、魅力的な
収益事業を展開する。
◆脱炭素・５G時代に向けて、新
たな技術の導入により、サービス
向上を図る。

【目標①】
・新規事業の展開などによる収
益向上と既存の運営方法の見直
しによる収支構造の改善を図
り、2023年度までに経常利益
３ヵ年合計10億円を目標とす
る。

収益施設の新設による
事業領域の拡大

施設のリニューアル及
び新たな業務形態の展
開による収益向上

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 財政基盤の安定化と公益事業の継続的推進のため
の収益事業展開

事業
運営

・『3年後の到達目標』【目標①】…1年目のコロナによる店舗閉鎖、2年目の物価上昇、光熱費増、人件費増に伴う収益減により、経常利益3カ年合計目標を7億円に修正
・『収益施設の新設による事業領域の拡大』…代々木公園事業案については、都との調整の結果、スケジュールを変更した
・都の重要施策との関連について、『収益施設の新設による事業領域の拡大』での代々木公園事業案において、都の進めている「水景施設　Reborn Project」（噴水改修）にスケジュールを合わせている。また、『未来を見据えたサービス
向上のための収益事業展開』では、「ゼロエミッション東京戦略」において、環境局と連携し公共用施設である公園の駐車場にEV充電器を設置している

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、収益事業の経常利益が前年比▲821百万円（2019年度決算：306百万円 → 2020年度補正予
算：▲515百万円）に落ち込む見込みである。これに伴い、一般正味財産が大きく減少し、今後の安定的な公益事業運営が危ぶまれる状
況にある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・新規事業の展開などによる収
益向上と既存の運営方法の見直
しによる収支構造の改善を図
り、2023年度までに経常利益
３ヵ年合計7億円を目標とする。

収益施設の新設による
事業領域の拡大

施設のリニューアル及
び新たな業務形態の展
開による収益向上

新しい日常における魅
力的な収益事業展開

未来を見据えたサービ
ス向上のための収益事
業展開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
【目標①】コロナ禍の影響が薄れ、公園への利用者も11月時点約3600万人と昨年よりも増加し、売り上げも回
復傾向にあるが、人件費や光熱費等の高騰もあり厳しい状況が続いている。
戦略1の公園ニーズと連携した収益向上施策や、施設運営のグループ化、費用の管理、労務管理の強化などのコス
ト縮減に努め、2023年度の目標達成のための取組を続けていく。

◆2020年度の収益事業は、コロ
ナ拡大の影響で、売店、駐車場等
の収益施設の休業を余儀なくさ
れ、およそ３億円の赤字決算とな
る見込みである。これにより、財
政基盤も甚大な影響を受け、この
回復が大きな課題となっている。
◆近年、駐車場の占用料の増加
や、職員構成の大半を占める臨時
職員の賃金改定など経営経費の増
加リスクも踏まえた上で、公益目
的事業に還元する利益を安定的に
確保する必要がある。

◆収支の分析を踏まえ、収益向上
とコスト縮減に取り組み、経常利
益を確保して財政運営の安定化を
図る。また、公益事業の充実のた
めに、原資を確保する収益事業を
積極的に展開するとともに、さら
なるサービスの向上を図る。
◆これに向けて、事業領域の拡
大、便益施設のリニューアルによ
る収益向上に取り組む。また、
ケータリング出店の拡大やバーベ
キュー事業の強化とともに新たな
事業の開発に取り組み、魅力的な
収益事業を展開する。
◆脱炭素・５G時代に向けて、新
たな技術の導入により、サービス
向上を図る。
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・区部新規事業着手路線2箇所（6.4㎞）
・多摩地域新規事業着手路線2箇所（3.2㎞）
・発注時期の分散化等入札不調対策の実施
・多摩地域の施工体制整備

・区部新規事業着手路線3箇所（11.1㎞）
・多摩地域新規事業着手路線1箇所（4.8㎞）
・発注時期の前倒し等による入札不調の改善
　（不調回数：2021年度12回→2022年度4回）
・「多摩工事担当課長」及び係（二係体制）の新設による
執行体制の強化

・都との年度協定時に着手路線・距離の変更が生じたため、多摩地域において1箇所
(4.8㎞)の着手となった。なお、区部については、契約不調により2021年度内に未
着手であった1箇所(2.2㎞)が、2022年4月に着手済みとなり実績に加えている。
・建設コンサルタントへのアンケート結果を踏まえ、発注時期や設計委託費の見直
しを講じることで、入札不調の回数は減少した。
・多摩地域の受託拡大及び無電柱化の工事本格化に対応するため、執行体制を整
備・強化した。

・区部新規事業着手路線2箇所（7.4㎞）
・多摩地域新規事業着手路線2箇所（8.0㎞）
・発注時期の分散化等入札不調対策の実施

②
・詳細設計から施工まで一貫した受託に向けた調整を実施
・詳細設計受託に向けた体制整備の調整を実施
・都との人事交流の実施について調整

・設計精度の向上に向け、都が行う詳細設計の仕様書作成
に協力（2橋）
・主要幹線道路に架かる橋梁1橋を新規受託
　（長寿命化工事の施工監理の受託計9橋）

・詳細設計の受託の前提となる人事交流については、都との協議を進めている。一
方、都との調整では工事発注を優先するため、都が発注する予定だった工事のうち
一部を公社が担うこととなり、新規橋梁の工事発注を含む施工監理を受託すること
となった。このため、詳細設計業務については現時点では、都が発注する詳細設計
委託における工法検討などへの関与を行うこととなった。
・橋梁長寿命化の取組み強化に向け、都と調整のうえ施工監理を新規に受託した。

・詳細設計から施工まで一貫した受託開始
・詳細設計実施のための体制整備
・詳細設計の発注・契約
・都との人事交流の実施

③
・都との協議による取得路線やマンション用地取得の受託
・取得方針に基づき、用地説明会、土地評価、物件調査等
実施し、課題に対する解決策を都へ提言

・2022年度から新規受託した多摩地域の骨格幹線道路（立
川東大和線）について、用地折衝に向け11月に用地説明会
を開催
・東武東上本線（大山駅付近）連続立体交差事業につい
て、追加調査の結果も踏まえ、取得方針を策定
・用地折衝に向け、8月に用地説明会を開催。10月から物
件調査を開始

・立川東大和線は、関係人との円滑な用地折衝に向け都と調整のうえ用地説明会を
実施するとともに、今後は用地取得に向けた土地評価や物件調査による補償算定を
実施していく。
・東武東上本線は、権利関係等の用地取得上の問題点と対応策を整理し、画地ごと
の取得方針を都へ提出した。
・今後、2022年度内に課題に対する解決策を都へ提言予定である。
・都や鉄道事業者などと調整のうえ用地説明会を実施するとともに、今後は用地取
得に向けた土地評価や物件調査による補償算定を実施していく。

・都との協議による取得路線やマンション用地取得の受託
・特に困難度の高い路線の用地折衝の本格実施

(公財)東京都道路整備保全公社

改訂なし

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・【目標①】については、15.9㎞の無電柱化に着手した。実績累計は目標40㎞に対し28.6㎞となり、着実に進捗している。
・【目標②】については、橋梁長寿命化における都が行う詳細設計の仕様書作成に協力（2橋）をした。円滑な施工監理に向け都との調整を
継続していく。
・【目標③】について、骨格幹線道路（立川東大和線）を新規受託し、用地折衝に向け用地説明会を開催した。東武東上本線（大山駅付近）
は、取得方針を策定し用地説明会を実施した。今後、用地取得に向けた物件調査等を実施していく。

◆無電柱化は、現在、都から63箇所、整
備延長124.7kmを受託しており、今後、
都の「無電柱化加速化戦略」により受託
増が見込まれるとともに、多摩地域の工
事が本格化するため、事業の効率的な執
行が必要である。

◆橋梁長寿命化は、現在、都から5橋を受
託し、設計は都が行い、照査・積算・施
工は公社が行っているが、照査の段階で
設計思想の確認や設計変更に時間を要し
ている。このため、業務の進め方改善や
設計精度の向上が必要である。

◆道路用地取得は、今後の業務量も踏ま
えて積極的に受託するとともに、専門家
集団として困難度の高い路線に取り組ん
でいくことが求められている。

◆高い技術力を維持し、取組を加速する
実施体制を構築するため、無電柱化本体
工事が本格化する地域の施工マネジメン
トの強化や手続きを効率化し、事業者と
の協力により、工期短縮、コスト縮減の
取組を着実に推進していく。

◆橋梁長寿命化事業における詳細設計か
ら工事施工までを一貫して公社が実施で
きるよう、技術力向上に向けて都との人
事交流などの検討・調整を進める。

◆防災・渋滞解消等の事業効果の高い路
線やマンション用地の取得を受託すると
ともに、特に困難度の高い路線について
は、公社のノウハウを活かし、計画的か
つ効率的な用地取得の方策を都に提案し
ていく。

【目標①】
延べ40kmの無電柱化事業の着手

【目標②】
橋梁長寿命化事業の施工に加え、詳細設
計の受託検討

【目標③】
都からの用地取得の受託拡大
（特に困難度の高い路線については、新
たな手法を取り入れ、用地取得を開始）

施工マネジメントの強化（多摩地
域の施工体制整備）

橋梁長寿命化事業に係る詳細設計
の受託に向けた検討

新たな手法による困難路線の用地
取得開始及び課題解決策の提言

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

2023年度改訂の視点による区分

戦略の性質による区分

戦略１ 道路事業の着実な実施による都への貢献
事業
運営

東京の道路行政を支える政策連携団体として、「『未来の東京』戦略」に掲げる無電柱化の推進、幹線道路ネットワークの構築、橋梁などの都市インフラの維持・更
新に一層貢献していくことが求められている。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に89%設置予
定）
・定期制駐車場へのZEV用充電設備の設置に向けた、ニーズ
や設置方法等の調査・検討

・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に100％設置予定）
・定期制駐車場へのZEV用充電設備の設置

①
・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規
事業用地開発等を行い、新たに10台のオートバイスペースを
設置

・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規事業用地開発等
を行い、新たに10台のオートバイスペースを設置

②

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新
たに15場導入
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に73%導入予
定）
・多様な決済手段に対応した新たな機器を導入

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新たに15場導入
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に100%導入予定）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に89%設置予
定）
・定期制駐車場へのEV用充電設備の設置に向けた、ニーズや
設置方法等の調査・検討

・EV用充電設備4場4基設置
　【内訳】
　急速充電器1場1基（宝町）
　200V充電スタンド1場1基（高橋）
　200Vコンセント2場2基（布田三丁目、生物園第一）
・定期制駐車場におけるEV用充電設備の設置に向け、定期契約者への需要調
査方法や充電設備の設置方法等の検討・決定

・実施計画に基づき対象となる既存駐車場や新規開場の高橋駐車場にEV用充電設備を設置するとと
もに、2022年度設置対象場のスペース調査・設置機器の選定作業及び工程スケジュールを作成し
た。
・今後、7場9基の充電設備を設置し、2022年度末までに13基設置予定である。（2022年度末で収
容台数10台以上の時間制駐車場に89%設置予定）
・定期契約者を対象としたEV用充電設備に係る需要調査に向けたアンケート内容や充電設備設置後
の効果検証方法などを検討・決定した。

・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に100％設置予定）
・利用者ニーズ調査の結果等を踏まえ、定期制駐車場へのEV用充電設備の設
置

①
・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規
事業用地開発等を行い、新たに10台のオートバイスペースを
設置

・オートバイ駐車スペース3場11台設置
（高橋、六本木、丸山）

・新規開場した髙橋駐車場にオートバイ駐車スペースを5台設置するとともに、既存駐車場のデッド
スペース調査に加え、休止再開場においても設置を積極的に検討し取り組んだ。
・今後、新規開場予定であるオートバイ専用駐車場1場30台を設置し、2022年度末までに41台分設
置予定である。

・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規事業用地開発等
を行い、新たに20台のオートバイスペースを設置

②

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新
たに15場導入
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に73%導入予
定）
・多様な決済手段に対応した新たな機器を導入

・キャッシュレス対応機器1場導入
（高橋）
・多様な決済手段としてQRコード決済対応機器を2場導入
（高橋、八重洲）

・新規開場した髙橋駐車場にキャッシュレス対応機器を導入するとともに、3カ年の実施計画を踏ま
え、2022年度導入対象場の立地や利用者のセグメントなどを考慮した優先順位の再検証による工程
スケジュールを作成した。
・今後、17場に導入し、2022年度末までに18場導入予定である。（2022年度末で収容台数10台以
上の時間制駐車場に75%導入予定）

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新たに15場導入
（年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に100%導入予定）

(公財)東京都道路整備保全公社 戦略の性質による区分

戦略２ 都の政策と連携した駐車場事業の推進
事業
運営

多様な決済手段に対応し
たキャッシュレス機器の
調査検討・導入

「ゼロエミッション東京」や「キャッシュレス化」及び「違法路上駐車対策」などの都政策との連携に加え、「脱ガソリン社会の実現」
に向けた新たな課題に積極的に対応し、公益法人として、円滑な道路交通の確保、都市環境の改善等に資する公益的・先駆的施策をより
一層実践する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆「ゼロエミッション東京」の実
現に協力するため、駐車場にZEV
用充電設備を設置してきたが、
「2030年までにガソリンエンジ
ン車の新車販売台数ゼロ」の方針
を踏まえ、計画的に設置拡大を
図っていく必要がある。

◆都と連携しオートバイ駐車場の
開設に取り組んでいるが、都内に
は依然一定数のオートバイの違法
路上駐車が発生している。民間事
業者が整備しにくいオートバイ駐
車場について、引き続き公社が整
備していく必要がある。

◆キャッシュレス化の推進に寄与
するため、引き続き駐車場の
キャッシュレス精算対応を拡大し
ていく必要がある。

◆ZEV（FCV、EV、PHV）の普及
促進に協力するため、時間制駐車
場へのZEV用充電設備の新規設置
及び台数の拡充を図るとともに、
定期制駐車場の充電設備につい
て、利用者ニーズを踏まえ、設置
する。

◆オートバイの駐車需要に対し駐
車場が不足している地域を中心
に、更なるオートバイ駐車スペー
スの拡充を図る。

◆駐車場における多様な決済手段
に対応したキャッシュレス精算機
器の調査検討・導入により、駐車
場利用者の更なる利便性の向上と
キャッシュレス化の推進を図る。

【目標①】
都の重要施策に貢献する先駆的
な駐車対策の推進
（ZEV用充電設備は、原則、収
容台数10台以上の時間制駐車場
に100%導入）

【目標②】
キャッシュレス化の推進による
利用者の利便性向上の実現
（キャッシュレス精算機器は、
原則、収容台数10台以上の時間
制駐車場に100%導入）

脱ガソリン社会の実現に
向けたZEV用充電設備の
設置拡充

効果的なオートバイ駐車
スペースの拡充

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 都の政策と連携した駐車場事業の推進
事業
運営

■都の重要施策
・戦略2に記載した「EV用充電設備の設置拡充」及び「キャッシュレス機器の調査検討・導入」は、「未来の東京」戦略（戦略14及び20）の実現に貢献するための取組となる。

2023年度改訂の視点による区分

「ゼロエミッション東京」や「キャッシュレス化」及び「違法路上駐車対策」などの都政策との連携に加え、「脱ガソリン社会の実現」
に向けた新たな課題に積極的に対応し、公益法人として、円滑な道路交通の確保、都市環境の改善等に資する公益的・先駆的施策をより
一層実践する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
都の重要施策に貢献する先駆的
な駐車対策の推進
（EV用充電設備は、原則、収容
台数10台以上の時間制駐車場に
100%導入）

【目標②】
キャッシュレス化の推進による
利用者の利便性向上の実現
（キャッシュレス精算機器は、
原則、収容台数10台以上の時間
制駐車場に100%導入）

脱ガソリン社会の実現に
向けたEV用充電設備の
設置拡充

効果的なオートバイ駐車
スペースの拡充

多様な決済手段に対応し
たキャッシュレス機器の
調査検討・導入

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・【目標①】については、EV用充電設備を4基設置した。今後、7場9基を設置し、2022年度末には計画の10基
を上回る13基となる見込みである。（2022年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に89%設置予定）
・【目標②】については、キャッシュレス対応機器を1場に導入した。今後、17場に導入し、2022年度末には計
画の15場を上回る18場となる見込みである。（2022年度末で収容台数10台以上の時間制駐車場に75%導入予
定）

◆「ゼロエミッション東京」の実
現に協力するため、駐車場にEV用
充電設備を設置してきたが、
「2030年までにガソリンエンジ
ン車の新車販売台数ゼロ」の方針
を踏まえ、計画的に設置拡大を
図っていく必要がある。

◆都と連携しオートバイ駐車場の
開設に取り組んでいるが、都内に
は依然一定数のオートバイの違法
路上駐車が発生している。民間事
業者が整備しにくいオートバイ駐
車場について、引き続き公社が整
備していく必要がある。

◆キャッシュレス化の推進に寄与
するため、引き続き駐車場の
キャッシュレス精算対応を拡大し
ていく必要がある。

◆EVの普及促進に協力するため、
時間制駐車場へのEV用充電設備の
新規設置及び台数の拡充を図ると
ともに、定期制駐車場の充電設備
について、利用者ニーズを踏ま
え、設置する。

◆オートバイの駐車需要に対し駐
車場が不足している地域を中心
に、更なるオートバイ駐車スペー
スの拡充を図る。

◆駐車場における多様な決済手段
に対応したキャッシュレス精算機
器の調査検討・導入により、駐車
場利用者の更なる利便性の向上と
キャッシュレス化の推進を図る。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・採用体制の整備
・ダイレクトリクルーティングの本格実施〔経験者〕
・Web会社説明会の試行〔新卒〕
・学校訪問、インターンシップ等の拡充〔新卒〕

・2022年度までの実績等を踏まえ、必要に応じて採用方法を検証･検討

②

・育成研修システム等の活用により、技術・ノウハウの継承
を図り、固有職員（4名）の振替を実施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応
じた固有振替数について調整

・新振替計画（2023～2027）に基づく固有職員の振替を実施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応じた固有振替数
について調整

②
・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１
名、用地取得事務従事職員２名、電気技術職員１名）
・都との人事交流の実施について調整【再掲】

・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１名、用地取得事務
従事職員２名、電気技術職員１名）
・都との人事交流の実施【再掲】
・派遣先、人数等について検証

②

・用地補償業務管理士の資格取得研修の継続実施（6名受
講、2名合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（11名受講、3名合格）

・用地補償業務管理士及び総合補償士の資格取得研修の実施（4名受講、1名
合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（12名受講、4名合格）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・採用体制の整備
・ダイレクトリクルーティングの本格実施〔経験者〕
・Web会社説明会の試行〔新卒〕
・学校訪問、インターンシップ等の拡充〔新卒〕

・採用担当係長の新設による、計15回（事務5回、土木6回、電気4回）の採
用選考を実施
・ダイレクトリクルーティングを本格実施し、経験者採用8名を確保
・学校訪問４回、会社説明会1回、インターンシップ5回(計9名参加) を実施

・採用担当係長を中心とした採用体制の強化により、2021年度の同時期と比較して10回採用選考を
増やし、2022年度必要人員(9名)を充足させた。
・夏季インターンシップ(3day・1day)は、開催メニューを拡充し開催することで、参加者増と公社
事業の認知度向上を図った。

・2022年度までの実績等を踏まえ、必要に応じて採用方法を検証･検討
・通年採用の継続

②

・育成研修システム等の活用により、技術・ノウハウの継承
を図り、固有職員（4名）の振替を実施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応
じた固有振替数について調整

・固有職員4名の振替を実施（用地2名、土木2名）
・2023年度調整人員にて、4名の固有振替を要求（土木4名）
・「新振替計画（2023～2027年度の5ヵ年）」の策定に向け、都と調整を開
始（8月）

・用地取得や無電柱化などの受託事業における着実な執行を図るため、高齢職員の退職等に伴う技
術・ノウハウの継承を計画的に行う必要がある。引き続き、都と調整のうえ嘱託から固有への振替
を実施していく。

・新振替計画（2023～2027）に基づく固有職員（4名）の振替を実施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応じた固有振替数
について調整

②
・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１
名、用地取得事務従事職員２名、電気技術職員１名）
・都との人事交流の実施について調整【再掲】

・固有職員4名（用地2名、土木1名、電気1名）の派遣研修を継続実施
・上記、4名の派遣継続に向け、2023年度調整人員要求に反映

・用地取得に関する収用手続き・審査業務や無電柱化事業の計画策定・各種調整業務に精通した職
員育成を目的として、固有3名を継続して派遣した。
・2021年度から開始している電気技術職員の派遣研修についても、道路管理者としての幅広い実務
を通じた道路施設管理の技術力向上、ノウハウ習得による職員育成を図るため、継続した派遣研修
が必要となる。

・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１名、用地取得事務
従事職員２名、電気技術職員１名）
・これまでの派遣研修の効果を検証し、2024年度の派遣先、人数等について
検討
・都との人事交流の実施【再掲】

②

・用地補償業務管理士の資格取得研修の継続実施（6名受
講、2名合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（11名受講、3名合格）

・用地補償業務管理士について、6名研修受講
・土木施工管理技士について、22名研修受講

・用地は、筆記試験対策として共通科目研修を実施し、6名受講となった。なお、最終試験（3月：
口頭試験）は10名受験を予定している。
・土木は、学科試験・実地試験対策講座の研修を実施し、22名と多くの職員が受講した。なお、最
終試験（10月）に5名受験している。

・用地補償業務管理士及び総合補償士の資格取得研修の実施（4名受講、1名
合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（12名受講、4名合格）
・駐車場事業における人材育成計画の策定

2023年度

【改訂の内容及び考え方】
・個別取組事項「用地補償業務管理士、土木施工管理技士の資格取得の推進」について、駐車場事業における新しいモビリティーの進展や脱炭素など
社会経済状況の変化を見据えた駐車場事業の推進が求められることから、個別取組事項名を「用地補償業務管理士、土木施工管理技士の資格取得の推進等」に変更するとともに、2023年度計画に「駐車場事業における人材育成計画の策定」
を追加した。

【2023年改訂の視点による区分（都の重要施策）】
・個別取組事項「用地補償業務管理士、土木施工管理技士の資格取得の推進等」の駐車場事業における人材育成については、
　戦略２に記載の「EV用充電設備の設置拡充」など都の重要施策である「ゼロエミッション東京戦略」等を推進するための取組となる。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

他団体との情報交換会の
設置、開催（事務・事業
全般）

①,②
・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

・第一回建設局3団体情報交換会をオンライン形式にて開催（11月）
・今後のバス利用の動向について、東京バス協会と意見交換を実施（7月）

・情報セキュリティやフリーアドレス・サテライトオフィスの取組状況など団体が抱える課題等に
対して、他団体が講じている対策や工夫している点等について意見交換を実施した。
・公社が管理するバス駐車場運営に資するため、Withコロナにおけるバスの運休・運行動向などの
情報収集に向け意見交換を実施した。

・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

・【目標①】については、通年採用選考に対応し職員を21名確保した。引き続き、通年採用を継続し、事業に必
要な人員を確保していく。
・【目標②】については、計画的に嘱託から固有への振替（4名）を行うとともに、育成研修システムを活用した
技術・ノウハウの継承を実施した。資格取得については、研修など継続的なフォローアップにより資格取得者の
輩出に向け職員の知識向上を図った。

◆技術系職員の確保に向け、学校
訪問等の取組みを実施し一定の成
果を挙げてきたが、新卒者におい
ては公務員志望が多く、内定辞退
率が高くなっている。また、経験
者においても募集回数増等に取り
組んできたが、応募が少ない状況
が続いており、無電柱化事業等の
受託増加に対応していくには、依
然、土木・電気職の採用数が不足
している状況にある。

◆用地取得従事職員の約5割、無
電柱化等に従事する土木職員の約
6割が60歳以上と高齢化が進展し
ており、都退職者の採用が困難な
状況が続いていることから、高齢
職員の退職に伴う高度な技術・ノ
ウハウの喪失による事業の停滞が
懸念される。

◆新しいモビリティの進展や脱炭
素など社会経済状況の変化を見据
えた駐車場事業の推進が求められ
ている。

◆職員確保に向けた採用体制の強
化及びWeb会社説明会など、オン
ラインを活用した採用活動の充実
により、特に不足している土木・
電気の技術職員の採用・必要人員
数の充足を図る。

◆都退職者の採用減少に対応する
ため、引き続き技術職員の技術・
ノウハウ継承に向け、育成研修シ
ステムを活用するとともに、嘱託
職員から固有職員への計画的な振
替、派遣研修を継続して実施し、
専門家集団の形成による事業執行
能力の強化を図る。

◆駐車場事業における今後の技術
革新や交通施策の進展に対応する
ため、職員の育成計画を策定す
る。

【目標①】
固有職員（事務・土木・電気
職）の確保策の強化による必要
人員数の充足

【目標②】
専門家（スペシャリスト）の育
成に向けた技術継承及び資格取
得の促進
（補償業務管理士：延べ5名合
格、7部門全てにおいて1名以上
の資格保有者を輩出）
（土木施工管理技士：延べ10名
合格）

採用体制強化及び採用活
動充実

嘱託から固有への計画的
な振替の継続実施（用
地・土木）

固有職員の都への派遣研
修の継続及び人事交流の
検討

用地補償業務管理士、土
木施工管理技士の資格取
得の推進等

・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

自治体、民間企業等との採用競合や土木・電気職員の人員不足により、公社の採用募集に対し応募が少なく職員の確保が困難な状況が続
いている。また、都退職者の減少により道路事業等のノウハウを持つ人材の確保も困難となっている。加えて、駐車場を取巻く社会経済
状況の変化に対応していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
他団体との情報交換会の
設置、開催（事務・事業
全般）

①,②
・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

嘱託から固有への計画的
な振替の継続実施（用
地・土木）

固有職員の都への派遣研
修の継続及び人事交流の
検討

(公財)東京都道路整備保全公社

戦略３ 専門家集団形成に向けた職員の確保・育成
組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略３ 専門家集団形成に向けた職員の確保・育成
組織
運営

国・地方公共団体、民間企業等との採用競合や、土木・電気技術職員の人員不足により、公社の採用募集に対する応募が少なく職員の確
保が困難な状況が続いている。また、都退職者の減少により道路事業等のノウハウを持つ人材の確保も困難となっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆これまで、技術系職員の確保に
向け、学校訪問、インターンシッ
プ等の取組みを実施し一定の成果
を挙げてきた。しかしながら、新
卒者においては公務員志望が多
く、内定辞退率が高くなってい
る。また、経験者においても募集
回数増等に取り組んできたが、応
募が少ない状況が続いており、無
電柱化推進事業等の受託増加に対
応していくには、依然、土木・電
気職の採用数が不足している状況
にある。

◆用地取得事務従事職員の約5
割、無電柱化等に従事する土木技
術職員の約6割が60歳以上と高齢
化が進展しており、都退職者の採
用が困難な状況が続いていること
から、高齢職員の退職に伴う高度
な技術・ノウハウの喪失による事
業の停滞が懸念される。

◆職員確保に向けた採用体制の強
化及びWeb会社説明会など、オン
ラインを活用した採用活動の充実
により、特に不足している土木・
電気の技術職員の採用・必要人員
数の充足を図る。

◆都退職者の採用減少に対応する
ため、引き続き技術職員の技術・
ノウハウ継承に向け、育成研修シ
ステムを活用するとともに、嘱託
職員から固有職員への計画的な振
替、派遣研修を継続して実施し、
専門家集団の形成による事業執行
能力の強化を図る。

【目標①】
固有職員（事務・土木・電気
職）の確保策の強化による必要
人員数の充足

【目標②】
専門家（スペシャリスト）の育
成に向けた技術継承及び資格取
得の促進
（補償業務管理士：延べ5名合
格、7部門全てにおいて1名以上
の資格保有者を輩出）
（土木施工管理技士：延べ10名
合格）

採用体制強化及び採用活
動充実

用地補償業務管理士、土
木施工管理技士の資格取
得の推進
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたサポー

ターの募集及びマッチングを推進

・専門性が必要なサポーターに研修を実施

・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活用

を促進

・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善

（求人3,500人、マッチング3,500～7,000件）

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたサポーターの募集及び

マッチングを推進

・専門性が必要なサポーターに研修を実施

・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活用を促進

・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善

（求人4,000人、マッチング4,000～8,000件）

②

・各種広報活動の展開

・シンポジウムの開催

・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の開

催

・区市町村の多様な地域人材との連携体制の構築

（サポーター登録：13,000人）

・各種広報活動の展開

・シンポジウムの開催

・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の開催

・区市町村の多様な地域人材との連携強化

（サポーター登録：15,000人）

①

・学校への好事例ヒアリング調査の実施

・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例ファ

イル等の発行、活用促進研修会の開催等）

・学校における外部人材活用促進検討会の開催

・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の提

案

・学校への好事例ヒアリング調査の実施

・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例ファイル等の発行、

活用促進研修会の開催等）

・学校における外部人材活用促進検討会の開催

・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の提案

②

・検討会も踏まえたデータ分析を強化し、ICTを活用した学習

を支援するための人材の確保、国際交流コンシェルジュと連携

した外国語学習等の専門的人材の確保、学生・企業等の力を活

用した支援など教育庁とも連携し、モデル事例を創出

・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用促

進

・検討会も踏まえたデータ分析を強化し、ICTを活用した学習を支援するための

人材の確保、国際交流コンシェルジュと連携した外国語学習等の専門的人材の

確保、学生・企業等の力を活用した支援など教育庁とも連携し、モデル事例を

創出

・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用促進

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたサポー

ターの募集及びマッチングを推進

・専門性が必要なサポーターに研修を実施

・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活用

を促進

・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善

（求人3,500人、マッチング3,500～7,000件）

・教育委員会、校長会等訪問による活動事例紹介 131回

・サポーターに対し学校ニーズに関する情報提供やスカウトメールを通じた

マッチングに努め、応募・採用を促進

・学校アンケート(サポーター活動に対する満足度)を11/17より実施

求人掲載　2,237人、マッチング 6,399、採用 1,074人

・島しょ部を除く全地域の校長会訪問等によりシステム登録や活用事例紹介を進めるとともに、登録者

へのスカウトメール送信を積極的に進め、マッチングについて一定の成果が上がっているが、未登録の

学校が1/3程度あることから、更なる事業周知が必要である。

・また、求人ニーズは多様化(有償・無償・専門性など)していることから、分野別研修の実施や、多様

なサポーター獲得に向けた団体開拓を進めていく必要がある。

・学校への貢献度をより直接的に示せるような、新たな指標の設定が求められている。

【採用目標　1,500人】

・求人4,000人、マッチング4,000～8,000件

・事例等の周知により未登録校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じた

サポーター募集とマッチング推進

・専門性が必要なサポーターに研修を実施

・多様な学校ニーズに応じた団体開拓

・学校へのニーズと満足度調査の実施

②

・各種広報活動の展開

・シンポジウムの開催

・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の開

催

・区市町村の多様な地域人材との連携体制の構築

（サポーター登録：13,000人）

・チラシ配布 約38,500枚、交通広告掲載7路線

・自治体等広報掲載 9件

・シンポジウム開催8月、オンライン10月より

・登録団体連携協議会開催(36団体43名参加)

・地域コーディネーターとの連携 3自治体

・大学訪問17校

サポーター登録11,716人(個人6,468、146団体5,248)

・自治体広報誌への情報掲載依頼、地域の施設へのチラシ配布等の展開により、登録者数の少ない特定

地域のサポーターを増やしている。

・他政策連携団体への人材紹介依頼と新規団体登録の依頼、地域学校協働活動との協力関係構築、団体

間の活動のマッチングなど多様な連携を働き掛けた。

・チラシ、Web、電車広告等により毎月100人程度の登録増となっている。

・一方、目標達成のためには、これまでの広報手段を見直し、より効果的な取組を行っていく必要があ

る。

【サポーター登録：15,000人】

・各種広報活動の展開(チラシ配布・交通広告等の外、有料広告掲載の拡大)

・シンポジウムの開催

・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の開催

・区市町村の多様な地域人材との連携強化

①

・学校への好事例ヒアリング調査の実施

・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例ファ

イル等の発行、活用促進研修会の開催等）

・学校における外部人材活用促進検討会の開催

・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の提

案

・学校への新規好事例取材 22件

・人材バンクニュース(学校向け)発行 4回

・地域コーディネーター対象研修会を企画　2自治体

・学校における外部人材活用検討会(事業の在り方、データ分析、地域人材活用

等)の実施 3回

・活用事例ファイル(学校種別、分野、地域別) 新規16件

・学校への取材を通じて得られた具体的な関係者の声を活動事例ファイルでPRすることにより、新た

な求人掲載へつながっている。

・都及び当機構の担当者等から成る外部人材活用検討会において、地域学校協働活動との連携策等につ

いて検討を行うとともに、地域コーディネーターへの研修を企画し、システム利用への理解を進め、新

たな求人増を目指している。このような地域の実情に応じた人材活用策の提案が重要である。

・学校への好事例ヒアリング調査の実施

・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例ファイル等の発行、

活用促進研修会の開催等）

・学校における外部人材活用促進検討会の開催

・地域ボランティアコーディネーター向けの研修会実施

・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の提案

②

・検討会も踏まえたデータ分析を強化し、ICTを活用した学習

を支援するための人材の確保、国際交流コンシェルジュと連携

した外国語学習等の専門的人材の確保、学生・企業等の力を活

用した支援など教育庁とも連携し、モデル事例を創出

・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用促

進

・教育庁との連携によるICTサポート事業を9団体と展開、6自治体で101名が

24の小中学校で375回活動

・オンライン支援モデル事業「留学生放課後英会話教室」を6回予定し、校長会

等でPR

・港区教育委員会と地元企業によるプログラミング教育教材開発を支援

・新規事業に向け4つのPTを設けて調査・検討

・ICTサポート事業は、新たに大学からも協力を得て、学生によるボランティア活動を進めた。

・「留学生放課後英会話教室」が好評を得たことから、オンライン活用のモデルとして学校へ紹介し、

活用の促進を図ることが有効。

・協定締結団体と自治体の間で、主体的に良好な関係を築く事例が見られ、2023年度に向けた継続の

協議も進み、プログラミング教育の地域への普及を図っている。

・教員不足や部活動の地域移行といった新たな教育課題に対し、機構内部でPTを立ち上げ、教育庁と

連携して検討。

・ICT活用支援人材・国際交流コンシェルジュと連携した専門的人材の確保

・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用促進

・学校マネジメント支援員や社会の力活用事業における人材確保

・教育庁と連携し、産休・育業代替教員等確保、都立高校日本語指導、部活動

の地域連携促進について新たに支援

・サポーターの質を確保し学校のニーズに応えていくため、研修内容を更に充実させていくことが重要

である。

・サポーターの取組意欲を上げるため、希望に沿った求人を紹介するとともに、活動事例の取材時に当

機構へ期待することなどについて聞き取りを行った。

・オンライン研修は、学校が求める人材の分野や専門性の高さを踏まえ、特別支援教育と部活動指導を

テーマに実施し、参考事例を提示するなど実践的な内容とした。受講者アンケートでは「役に立つ」と

の声が多数寄せられており、現場での活用が期待される。

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オンライン等の活用促

進とオンデマンド研修コンテンツの充実）

・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サポーターのインセ

ンティブとなる取組の実施

①好事例紹介等の学校への働き掛けによる新たな求人増加と信頼性の高い地域サポーターや様々な分野の人材拡充

により、求人2,237人、マッチング6,399件となった。これらが学校のニーズに応じた人材の採用に繋がり、

1,074人の採用となった。

②各種広報活動によりサポーターは増加しており、11,716人が登録。新たな教育課題に対応するため、専門分野

の人材確保に向けたモデル事例の創出に努めるとともに、研修を通じたサポーターの質の向上を図り、教育の質の

向上に寄与していく。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

登録者がやりがいをもっ

て活動するための仕組み

の構築

②

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オンラ

イン等の活用促進）

・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サ

ポーターのインセンティブとなる取組の実施

・学校活動未経験者（全員）に対する登録前研修・面談の実施 647人

・登録者オンライン研修2回(特別支援92名、部活動50名)

・オンデマンド研修2回「心のバリアフリー」427回視聴、「目指せグッドコー

チ」330回視聴

・サポーターの活動内容を学校へ紹介するニュースレターの発行3回

◆学校のニーズに応じた適切な外

部人材（サポーター）を学校に紹

介するとともに、学校に対してサ

ポーターの一層の活用を促してい

くため、多様なサポーターを安定

的に確保し、積極的に学校とサ

ポーターとのマッチングを図って

いく必要がある。

◆登録しているサポーターにとっ

てやりがいのある学校支援活動を

紹介するため、個々のサポーター

の専門性や学校での活動状況を踏

まえた活躍の場を広く提供してい

く必要がある。

◆コーディネーターが学校のニー

ズを掘り起こし、きめ細かいマッ

チングを行うことで成功事例を創

出、PRし、学校に一層の外部人材

活用を促す。

◆様々な媒体を通じた広報活動を

計画的に展開し、サポーターを広

く確保する。さらに、大学、企

業・団体、地域から、学校のニー

ズに応じた専門性ある人材開拓を

進める。

◆Withコロナ・Afterコロナに対応

した人材やICT等、新たな教育課

題に対応した人材を確保し、学校

での活用を促す。

◆登録希望者の登録前研修や登録

後のスキルアップ研修等によりサ

ポーターのスキルアップを図る。

【目標➀】学校のニーズに応じた

人材を紹介し、教員の負担軽減に

寄与

　※求人:4,000人

　※マッチング:4,000～8,000人

　※採用　1,500人

　※サポーター活動に対する学校

満足度：80％

【目標➁】多様な人材を確保し、

登録者の専門性の発揮等により教

育の質の向上に寄与

　※人材登録：15,000人

　※モデル事例の創出

学校と登録者とのマッチ

ングサポートの強化

広報活動の展開や大学・

企業等との連携による登

録者の拡大

外部人材を活用した成功

事例の創出・普及と人材

の活用促進

新たな教育課題に対応し

た人材の確保と活用促進

個別取組事項１「学校と登録者のマッチングサポートの強化」

人材バンク事業の実効性や貢献度を更に高めていくため「採用数」の目標を追加

個別取組事項４「新たな教育課題に対応した人材の確保と活用促進」

2022年度のヒアリングでの委員意見を踏まえ、新たな教育課題への対応として新規事業の計画を記載

2023年度改訂の視点による区分

教職員の負担軽減と学校教育の質の向上を図るため、都内公立学校において外部人材を一層活用した学校経営・指導体制を構築する必要が

ある。

そのために、機構において、多様な外部人材を安定的に確保する人材バンクを運営し、学校のニーズに応じた人材紹介を進めていく必要が

ある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

登録者がやりがいをもっ

て活動するための仕組み

の構築

②

戦略の性質による区分

戦略１ 外部人材の確保と提供
事業

運営

◆学校のニーズに応じた適切な外

部人材（サポーター）を学校に紹

介するとともに、学校に対してサ

ポーターの一層の活用を促してい

くため、多様なサポーターを安定

的に確保し、積極的に学校とサ

ポーターとのマッチングを図って

いく必要がある。

◆登録しているサポーターにとっ

てやりがいのある学校支援活動を

紹介するため、個々のサポーター

の専門性や学校での活動状況を踏

まえた活躍の場を広く提供してい

く必要がある。

◆コーディネーターが学校のニー

ズを掘り起こし、きめ細かいマッ

チングを行うことで成功事例を創

出、PRし、学校に一層の外部人材

活用を促す。

◆様々な媒体を通じた広報活動を

計画的に展開し、サポーターを広

く確保する。さらに、大学、企

業・団体、地域から、学校のニー

ズに応じた専門性ある人材開拓を

進める。

◆Withコロナ・Afterコロナに対応

した人材やICT等、新たな教育課

題に対応した人材を確保し、学校

での活用を促す。

◆登録希望者の登録前研修や登録

後のスキルアップ研修等によりサ

ポーターのスキルアップを図る。

【目標➀】学校のニーズに応じた

人材を紹介し、教員の負担軽減に

寄与

　※求人:4,000人

　※マッチング:4,000～8,000人

　※サポーター活動に対する学校

満足度：80％

【目標➁】多様な人材を確保し、

登録者の専門性の発揮等により教

育の質の向上に寄与

　※人材登録：15,000人

　※モデル事例の創出

学校と登録者とのマッチ

ングサポートの強化

広報活動の展開や大学・

企業等との連携による登

録者の拡大

外部人材を活用した成功

事例の創出・普及と人材

の活用促進

新たな教育課題に対応し

た人材の確保と活用促進

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オンラ

イン等の活用促進）

・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サ

ポーターのインセンティブとなる取組の実施

教職員の負担軽減と学校教育の質の向上を図るため、都内公立学校において外部人材を一層活用した学校経営・指導体制を構築する必要が

ある。

そのために、機構において、多様な外部人材を安定的に確保する人材バンクを運営し、学校のニーズに応じた人材紹介を進めていく必要が

ある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オンライン等の活用促

進）

・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サポーターのインセ

ンティブとなる取組の実施

(公財)東京学校支援機構 戦略の性質による区分

戦略１ 外部人材の確保と提供
事業

運営

88



様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況等

を勘案して５名以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番従事

を継続

・事業運営のノウハウの蓄積・共有

・オンライン相談の試行

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況等を勘案して５名

以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番従事を継続

・事業運営のノウハウの蓄積・共有

・オンライン相談の実施

①

・情報連絡会（年3回）の実施

・専門相談員（弁護士）意見交換会の実施

・「訴訟件数」減少の検証

・学校経営支援センターや教職員研修センターと連携し、専門

相談員(弁護士)による具体的な事例を想定した管理職向け説明

会の実施

・情報連絡会（年３回）の実施

・専門相談員（弁護士）意見交換会の実施

・「訴訟件数」減少の検証

・学校経営支援センターや教職員研修センターと連携し、専門相談員(弁護士)

による具体的な事例を想定した管理職向け説明会の実施

①

・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」こと

の検証

・ICTを活用したデータベース化の検討（学校管理職の閲覧機

能も設定）

・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」ことの検証

・ICTを活用したデータベース化（学校管理職の閲覧機能も設定）

②

・SNSやHPによる事例等の配信

・オンライン等による学校向けのコンシェルジュ活用説明会の

実施

・オリパラ教育のレガシーとして、学校へ活用を促進

・SNSやHPによる事例等の配信

・オンライン等による学校向けのコンシェルジュ活用説明会の実施

・ICTを活用したアーカイブ視聴やライブ配信

・オリパラ教育のレガシーとして、学校へ活用を促進

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況等

を勘案して５名以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番従事

を継続

・事業運営のノウハウの蓄積・共有

・オンライン相談の試行

・５名の専門相談員（弁護士）が週３回、空白が生じないよう輪番で従事し、

学校からの相談に適切・迅速に対応

　　相談対応件数：93件

・事業運営のノウハウの蓄積及び共有に向けた業務マニュアルの作成に着手

・７月19日より、Teamsを使ったオンライン相談を開始

　　相談対応件数・17件

・オンライン相談の導入、相談対象者の拡充及び校長・副校長向け研修の実施等により、相談件数は

2021年度の11月末と比較し、約1.6倍に増加している。

・オンライン相談の利用者からは、モニターで表情が見えて安心感がある、操作方法が他のオンライン

同様に簡単など、好評を得ており、今後も相談デスクの利用促進に向けた効果的な施策の一つとして周

知を図っていく。

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況等を勘案して５名

以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番従事を継続

・事業運営のノウハウの蓄積・共有

・オンライン相談の実施

①

・情報連絡会（年3回）の実施

・専門相談員（弁護士）意見交換会の実施

・「訴訟件数」減少の検証

・学校経営支援センターや教職員研修センターと連携し、専門

相談員(弁護士)による具体的な事例を想定した管理職向け説明

会の実施

・関係部署による「情報連絡会」を２回実施（８月・11月）。３回目は２月に

実施予定

・専門相談員（弁護士）による「意見交換会」を２回実施（８月・11月）。11

月は「情報連絡会」と合同で実施

・訴訟事案の調査

・専門相談員(弁護士）による管理職研修を８回実施

・「情報連絡会」及び「専門相談員意見交換会」の開催を通じ、専門相談員が学校特有の課題をより深

く理解し、一層学校に寄り添った助言が行えるようになり、相談対応の改善につながっている。また、

会の合同実施により、学校間で共通する注意点等について、専門相談員から直接、関係部署に周知する

ことができた。

・事業で蓄積されたノウハウ及び判例の知識を、専門相談員から直接学校へ提供する機会として講義等

を実施し、高評価を得た。

・引き続き会の実施や講演を通して、相互の連携を密にしていく。

・情報連絡会（年３回）の実施

・専門相談員（弁護士）意見交換会の実施

・検証を踏まえた取組への反映

・学校経営支援センターや教職員研修センターと連携し、専門相談員(弁護士)

による具体的な事例を想定した管理職向け説明会の実施

①

・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」こと

の検証

・ICTを活用したデータベース化の検討（学校管理職の閲覧機

能も設定）

・専門相談員(弁護士）による管理職研修後、検証のためのアンケートを実施。

・全校長に向けアンケートを準備。１月に実施予定。

・ICT活用に向け、利便性の高いツールの情報を収集するとともに、データベー

スの実用化に向けた準備を開始。

・管理職研修後のアンケートの回答では、「事例が豊富であるとともに、それに合わせて講師の見解も

聞くことができ、すぐに役立てることが出来る内容であった。」、「判例が具体的で分かりやすく、と

ても参考になった。起こり得るリスクへの感度が高まった。」との声が上がっていたことから、トラブ

ル時の対応力向上に寄与できたものと考えている。

・更なる利用促進を図るためには、より一層学校現場のニーズを把握する必要がある。

・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」ことを検証し、事業

運営に反映

・年度末までにICTを活用したデータベース化（学校管理職の閲覧機能も設定）

・教員の負担軽減やデスク利用時の満足度向上等のため、新たな支援ニーズの

吸い上げに向けたアンケートやヒアリング等を実施し、運営方法等に反映

②

・SNSやHPによる事例等の配信

・オンライン等による学校向けのコンシェルジュ活用説明会の

実施

・オリパラ教育のレガシーとして、学校へ活用を促進

・SNS及びHPを活用し、交流事例等を学校向けに17回配信

・オンライン等を使用し、コンシェルジュ活用に向けた説明会を14回実施

・更なる活用の促進に向け、45カ所の区市町村教育委員会を訪問し、本事業を

PR

・オリパラ教育として根付いた国際交流活動を促進するため、国際交流コン

シェルジュ通信を３回発行

・教育庁関係部署等との密な連携に加え、オンラインによる教員向け説明会、SNS等による情報発信

により、教員に直接情報を届けることができた。今後は説明・発信する情報の内容を充実させていく。

・交流を希望する学校に各国大使館の資料を配布し積極的に大使館との交流をコーディネートした。

・上記取組により、相談対応が増えるとともに、コロナ禍でも安全に国際交流を推進し、実効性のある

事業として広く普及することができた。

・更なる利用促進に向け、より一層学校現場のニーズを把握する必要がある。

・教員が求める情報等をSNSやHPにて毎月２回程度配信するとともに、オンラ

イン等による説明会を実施

・ICTを活用したアーカイブ視聴やライブ配信

・オリパラ教育のレガシーとして、学校へ活用を促進

・新たな支援ニーズの吸い上げに向けたアンケートやヒアリング等を実施し、

メニュー開発や学校への提案に活用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

教育効果の高い交流内容

へ改善するよう学校、都

教委等との調整

②

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進

・海外の新規交流先の開拓を推進を加速し、学校のニーズを踏

まえ、最適な交流先とのマッチングを支援

・オリパラ教育のレガシー等、校種（幼小中高特）それぞれに

ふさわしい内容を提案

・ICTを活用したオンラインによる交流活動を299件実施

・海外の学校とのマッチング支援対応数424件　(2021年度からの延べ実績716

件)

・校種（幼小中高特）それぞれにふさわしい内容として、ベトナム大使館と連

携した交流プログラムの開発

・事業PRを一層強化したことにより、2021年度11月末時点のマッチング実績292件と比較して、コロ

ナ禍の中でも約1.5倍と着実に実績を伸ばしている。

・2022年度新規の取組として、英語科教員研修での好事例の紹介、学校向けオンライン事業活用説明

会の実施、ベトナム大使館と連携した交流プログラムの開発等を行い、「疑問点の解消につながっ

た」、「充実したサポート体制を理解できた」等の声を得るなど、強化した取組の効果や事業の魅力が

伝わり、更なる利用促進に向け手応えを得ることができた。

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の蓄積を踏まえ、より効果的・魅力

的な取組の提案等を通じ交流活動を更に推進

・適宜、教育庁が実施する施策との連携等を通じ、学校の希望に合う海外学校

のバラエティを拡大

・オリパラ教育のレガシー等を活かし、校種別の多様なニーズに応じた交流プ

ログラムを提案

①学校法律相談デスクは、専門相談員による講義活動等を通じ、学校が気軽に相談できる窓口としての理解が進

み、相談件数が前年比約1.6倍（11月末現在93件）となった。今後、更なる周知活動の強化に取り組み、相談件数

の増加につなげる。

②国際交流事業は、コロナ禍の影響によりマッチング件数が伸び悩んだものの、オンラインによる交流活動の提

案・実施などにより、11月末現在424件（2021年度比1.5倍）と着実に実績を積み上げている。今後、新規の取組

を更に充実させ、利用促進を図っていく。

◆学校法律相談デスク事業では、

都立学校への周知により認知度が

向上し、2020年11月までに相談

件数61件、36校が利用し、うち

10校は複数回利用している。

　学校管理職に対し、日々の学校

経営に弁護士の知見を活用できる

ことの意義（有効性）を実感して

もらい、多くの学校が、より気軽

にかつ早期に当デスクへ相談する

よう促していく必要がある。

◆国際交流等の教育施策の充実化

に向けて、英語による交流先の開

拓・調整等教員が慣れない業務を

行っている事例もあり、教員の負

担軽減と国際交流の促進に向け

て、きめ細かい支援を行っていく

必要がある。

◆学校法律相談デスクに相談した

学校の満足度を高めるため、学校

経験豊富な機構職員と教育分野に

強い弁護士とが連携し、学校から

の相談に丁寧できめ細かく対応す

る。

　また、学校の積極的な相談・活

用を促進するため、相談事例（成

功事例）を蓄積し学校に周知する

とともに、教育庁関係部署と随時

情報を共有する。

◆国際交流事業等について、都教

委が策定する実施計画に基づき、

事業の進行管理や各種業務につい

て、各学校の実情や特色にあった

助言・支援の提供、海外教育機関

との連絡調整、留学生受け入れ業

務の全体統括や、海外との交流イ

ベントや海外プロモーション等の

企画・実施に対応した働きかけ等

具体的な調整を行う。

【目標①】全都立学校を対象に法

律相談を実施し、相談に適切・迅

速に対応

　※相談対応件数：年間250件

　※満足度80%

【目標②】都内公立学校の実情や

特色に合った国際交流の実施を支

援

　※3年間で延べ約2,000件の

マッチングを支援

（注）コロナ感染症の世界的流行

により海外交流希望の減少の恐れ

あり

専門相談員の機構事務室

での業務従事体制を確保

相談案件の概要を関係部

署で共有し組織的な対応

を促進

事例及びデータの情報提

供を実施

国際事業を活用するよう

学校に働きかけ

2023年度改訂の視点による区分

教育課題の複雑化・高度化や国際化の進展等にともない、教育施策や学校の課題が多様化し、教職員の負担が増加している。

教員が児童・生徒への指導等に専念できる環境を作るため、専門的な支援が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 学校教育活動への高度かつ専門的支援
事業

運営

個別取組事項３「事例及びデータの情報提供を実施」及び個別取組事項４「国際事業を活用するよう学校に働きかけ」

2022年度のヒアリングでの委員意見を踏まえ、更なる教員の負担軽減等に向け、より一層効果的な対応を図るため、学校現場から支援ニーズを吸い上げる取組を追加する。

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進

・学校の希望に合う海外学校のバラエティの拡大

・オリパラ教育のレガシー等、校種（幼小中高特）それぞれにふさわしい内容

を提案

◆学校法律相談デスク事業では、

都立学校への周知により認知度が

向上し、2020年11月までに相談

件数61件、36校が利用し、うち

10校は複数回利用している。

　学校管理職に対し、日々の学校

経営に弁護士の知見を活用できる

ことの意義（有効性）を実感して

もらい、多くの学校が、より気軽

にかつ早期に当デスクへ相談する

よう促していく必要がある。

◆国際交流等の教育施策の充実化

に向けて、英語による交流先の開

拓・調整等教員が慣れない業務を

行っている事例もあり、教員の負

担軽減と国際交流の促進に向け

て、きめ細かい支援を行っていく

必要がある。

◆学校法律相談デスクに相談した

学校の満足度を高めるため、学校

経験豊富な機構職員と教育分野に

強い弁護士とが連携し、学校から

の相談に丁寧できめ細かく対応す

る。

　また、学校の積極的な相談・活

用を促進するため、相談事例（成

功事例）を蓄積し学校に周知する

とともに、教育庁関係部署と随時

情報を共有する。

◆国際交流事業等について、都教

委が策定する実施計画に基づき、

事業の進行管理や各種業務につい

て、各学校の実情や特色にあった

助言・支援の提供、海外教育機関

との連絡調整、留学生受け入れ業

務の全体統括や、海外との交流イ

ベントや海外プロモーション等の

企画・実施に対応した働きかけ等

具体的な調整を行う。

【目標①】全都立学校を対象に法

律相談を実施し、相談に適切・迅

速に対応

　※相談対応件数：年間250件

　※満足度80%

【目標②】都内公立学校の実情や

特色に合った国際交流の実施を支

援

　※3年間で延べ約2,000件の

マッチングを支援

（注）コロナ感染症の世界的流行

により海外交流希望の減少の恐れ

あり

専門相談員の機構事務室

での業務従事体制を確保

相談案件の概要を関係部

署で共有し組織的な対応

を促進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

教育効果の高い交流内容

へ改善するよう学校、都

教委等との調整

②

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進

・海外の新規交流先の開拓を推進を加速し、学校のニーズを踏

まえ、最適な交流先とのマッチングを支援

・オリパラ教育のレガシー等、校種（幼小中高特）それぞれに

ふさわしい内容を提案

事例及びデータの情報提

供を実施

国際事業を活用するよう

学校に働きかけ

教育課題の複雑化・高度化や国際化の進展等にともない、教育施策や学校の課題が多様化し、教職員の負担が増加している。

教員が児童・生徒への指導等に専念できる環境を作るため、専門的な支援が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

(公財)東京学校支援機構 戦略の性質による区分

戦略２ 学校教育活動への高度かつ専門的支援
事業

運営
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・修繕発注業務と並行して学校実査を行い、修繕工事に必要

な学校施設図面の選定や写真を収集

・図面のデータベース化については外部委託し成果物を業務

に活用（対象245全施設完了）

・全校の写真や図面データベースを活用し、修繕工事を効率的に実施

・造改修工事実施校や大規模改修・改築校を中心に、毎年実査は継続し、施

設状況の確認や、データベースの更新を実施し、業務に活用

②

・登録工事店の募集や説明会において、事前報告の対象工事

に、新たに飛散レベル３の石綿含有建材の修繕工事が追加さ

れたことを周知し、発注者として監督

・R５年度の登録工事店の資格基準に、石綿事前調査の有資

格者がいることを追加することを周知

・登録工事店の募集や説明会において、事前報告の対象工事に、新たに飛散

レベル３の石綿含有建材の修繕工事が追加されたことを周知し、発注者とし

て監督

・石綿事前調査の有資格者がいる工事店といない工事店で、依頼する修繕工

事内容を調整し対応

③

・就学支援金の受託範囲を２４校に拡大するとともに、全都

立高校を対象に、都立高等学校一人１台端末購入支援金関係

事務を受託開始

・受託事務の業務改善及び効率化に向けた分析の実施

・引き続き、受託可能な共通事務の事業化に向けた検討及び

体制構築を推進

・新規受託事務の着実な事業化

・2022年度受託開始事務について、前年度の分析を踏まえたより高度な運営

の確保

・更なる受託拡大に向けた検討・調整及び都における電子申請化などにも対

応できる体制整備を促進

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル

活用・他

団体連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・修繕発注業務と並行して学校実査を行い、修繕工事に必要

な学校施設図面の選定や写真を収集

・図面のデータベース化については外部委託し成果物を業務

に活用（対象245全施設完了）

・対象241校のうち、2021年度に収集した160校の図面データに加え、2022

年度81校の図面データを追加収集しデータ化を完了

・増改築や大規模改修を行った学校をチェックし、収集した図面デデータを

更新

・2021年度、学校等に対して実施した保有図面調査を元に、TEPROで未保有の学校分の図面データ

については、学校や学校経営支援センターに依頼し、追加収集するとともに、紙図面しかない学校

については図面のデータ化を行う等の対応により全校の図面をデータ化

・増改築や大規模改修を行った学校については、収集した図面データを確認し、最新図面がない場

合は、学校に保有状況の確認を行ったうえで図面データを追加収集し、石綿事前調査や修繕方法の

資料として活用できるよう逐次更新

・完成した図面データベースを、施工方法の事前検討や石綿含有建材の使用

状況に応じた調査の指示に活用し、修繕工事を効率的に実施

・造改修工事実施校や大規模改修・改築校を中心に、毎年実査を継続し、施

設状況を確認のうえ、随時データベースの更新を行い業務に活用

②

・登録工事店の募集や説明会において、事前報告の対象工事

に、新たに飛散レベル３の石綿含有建材の修繕工事が追加さ

れたことを周知し、発注者として監督

・R５年度の登録工事店の資格基準に、石綿事前調査の有資

格者がいることを追加することを周知

・登録工事店378社全社に対し、石綿事前調査の必要な工事範囲やR4.4月か

ら導入された100万円以上の工事における事前調査結果の監督官庁への報告制

度について100％周知

・R5.10月から導入される石綿事前調査の有資格制度と資格取得に必要な講習

等について、登録工事店全社に周知

・2022年3月中に石綿事前調査の必要な工事範囲や4月から新たに導入される監督官庁へのシステム

による報告制度について通知文を発出し周知を図り、6月には説明会を開催した。また、4月以降、

監督官庁への事前調査結果の報告対象となる修繕工事については、工事発注者として工事店から報

告書の写しを提出させ、実施の徹底を図った。

・9月に登録工事店全社へ通知文を発出し、2023年10月から導入される石綿事前調査の有資格制度

と必要な講習、2023年度の工事店登録に向けて資格取得を推奨した。

・登録工事店への説明会等で石綿事前調査の必要な工事範囲や監督官庁への

報告制度の周知徹底を図るとともに、工事発注時には、各学校の施設状況や

施工内容に応じた石綿対策を指示・監督

・登録工事店に対し、石綿事前調査の有資格制度の周知を徹底し、資格取得

を推奨するとともに、制度導入時には資格取得状況を把握

③

・就学支援金の受託範囲を２４校に拡大するとともに、全都

立高校を対象に、都立高等学校一人１台端末購入支援金関係

事務を受託開始

・受託事務の業務改善及び効率化に向けた分析の実施

・引き続き、受託可能な共通事務の事業化に向けた検討及び

体制構築を推進

・受託業務をそれぞれ遅滞なく適切に履行

・受託業務を通じて明らかになった課題を分析・検証し、教育庁への業務改

善提案を実施

・他の支援金業務の受託に関する課題を整理するとともに、短期間で申請書

類を効率的に審査するため、人材派遣を効果的に活用する体制を構築

・教育庁と連携を図りながら、平易で読みやすい業務マニュアルの整備や困難案件等に係るQAの作

成など、事前準備を着実に行った。

・業務改善提案に当たっては、学校アンケートの結果や機構で蓄積したノウハウを基に、事務ス

キームの改善や審査方法等の見直し、保護者への広報の充実など、幅広く提案した。

・派遣職員用の審査早見表や事務処理フローチャートを整備するとともに、個人情報の取扱いを厳

格化し事故防止を徹底した。今後は、研修の充実など派遣職員の事務処理能力の向上を図ってい

く。

・就学支援金では、モデル事業の成果を踏まえ、教育庁と調整し受託規模を

９６校に拡大。全校実施に向けて一層の効率化を推進

・一人１台端末購入支援金では、端末購入サイトで全種類の支援金申請が可

能となるため、電子申請の処理ノウハウを集積

・更なる受託拡大に向けた検討及び人材派遣等を活用した体制整備を促進

戦略の性質による区分

戦略３ 学校事務の集約化・効率化
事業

運営

学校における複雑化・多様化する課題に対し、チーム学校として対応していくためには、学校事務職員による経営参画や教員支援を一層

進める必要がある。参画・支援体制を確立するには、業務を集約するなどの事務の効率化が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆都立学校施設維持管理業務で

は、修繕依頼をＦＡＸからシステ

ムに変更し、業務効率化を推進し

た。また、工事上限金額を引上

げ、バリアフリー化等の多様な修

繕工事に対応した。

　一方、新型コロナの影響で、施

設の実査や図面収集ができず、そ

のため都教委等の提供資料や学校

からの写真で修繕工事に対応し

た。また、学校施設の多くは築年

数が古く、石綿含有建材を使用し

ている施設が多く専門的対応が必

要である。

◆学校事務のセンター化では、事

務の集約で事務職員に創出される

時間を活用し、学校経営参画や教

員支援の強化を図り、教員負担を

軽減する。就学支援金等の申請受

付業務集約は、本格実施に向けて

受託体制の整備が必要となる。

◆修繕工事を迅速、的確に実施す

るためには、修繕対象校の図面や

写真、石綿含有状況等の資料を事

前に収集しデータベース化する。

　石綿関係法令の改訂により、学

校施設で使用している石綿含有建

材の修繕工事については、今後、

監督庁への事前報告の対象範囲が

拡大されるため、発注者として登

録工事店への研修や指導を徹底

し、安全・安心な施工を推進す

る。

◆令和3年度申請受付業務受託に

かかるモデル事業を実施する。そ

の成果を踏まえ、効率的、効果的

な事業スキームを構築する。ま

た、事務の委託・集約化の促進に

向け、都の検討スピードに即応で

きる体制を整備する。

【目標①】全校の実査や図面等

のデータベース化により、迅速

で的確な修繕工事を実施

【目標②】工事店に石綿対応の

研修や指導等を行い、事前報告

の必要な工事について漏れなく

実施

【目標③】就学支援金事務等の

都立学校における共通事務の受

託に向けた業務執行体制の構築

学校施設の実査及び図

面等のデータベース化

個別取組事項 2023年度
2022年度

(公財)東京学校支援機構

戦略３ 学校事務の集約化・効率化
事業

運営 改訂前

戦略の性質による区分

工事店への石綿対応の

研修や指導により、事

前報告を実施

共通事務受託体制の整

備

共通事務受託体制の整

備

学校における複雑化・多様化する課題に対し、チーム学校として対応していくためには、学校事務職員による経営参画や教員支援を一層

進める必要がある。参画・支援体制を確立するには、業務を集約するなどの事務の効率化が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①図面のデータ化については、前年度の図面調査結果に基づき、未収集校の図面データを収集するとともに、増

改築校舎を確認しデータ更新

②石綿事前調査については、2022年4月導入の監督官庁への報告制度を、３月中に工事店へ周知し、報告対象工

事については、報告書写しを徴収し徹底

③共通事務受託体制の整備については、都立高校等就学支援金及び一人１台端末購入支援金の申請受付業務を遅

滞なく履行するとともに、業務改善提案を実施。今後も一層の効率化を図り、受託体制整備を推進

◆都立学校施設維持管理業務で

は、修繕依頼をＦＡＸからシステ

ムに変更し、業務効率化を推進し

た。また、工事上限金額を引上

げ、バリアフリー化等の多様な修

繕工事に対応した。

　一方、新型コロナの影響で、施

設の実査や図面収集ができず、そ

のため都教委等の提供資料や学校

からの写真で修繕工事に対応し

た。また、学校施設の多くは築年

数が古く、石綿含有建材を使用し

ている施設が多く専門的対応が必

要である。

◆学校事務のセンター化では、事

務の集約で事務職員に創出される

時間を活用し、学校経営参画や教

員支援の強化を図り、教員負担を

軽減する。就学支援金等の申請受

付業務集約は、本格実施に向けて

受託体制の整備が必要となる。

◆修繕工事を迅速、的確に実施す

るためには、修繕対象校の図面や

写真、石綿含有状況等の資料を事

前に収集しデータベース化する。

　石綿関係法令の改訂により、学

校施設で使用している石綿含有建

材の修繕工事については、今後、

監督庁への事前報告の対象範囲が

拡大されるため、発注者として登

録工事店への研修や指導を徹底

し、安全・安心な施工を推進す

る。

◆令和3年度申請受付業務受託に

かかるモデル事業を実施する。そ

の成果を踏まえ、効率的、効果的

な事業スキームを構築する。ま

た、事務の委託・集約化の促進に

向け、都の検討スピードに即応で

きる体制を整備する。

【目標①】全校の実査や図面等

のデータベース化により、迅速

で的確な修繕工事を実施

【目標②】工事店に石綿対応の

研修や指導等を行い、事前報告

の必要な工事について漏れなく

実施

【目標③】就学支援金事務等の

都立学校における共通事務の受

託に向けた業務執行体制の構築

学校施設の実査及び図

面等のデータベース化

工事店への石綿対応の

研修や指導により、事

前報告を実施

2023年度

個別取組事項２「工事店への石綿対応の研修や指導により、事前報告を実施」

・計画策定時以降で明らかになった法改正事項を踏まえ内容を修正する。

（100万円以上の修繕工事における石綿事前調査結果の監督官庁への報告制度・石綿事前調査実施に関する有資格者の義務化）

個別取組事項３「共通事務受託体制の整備」

・受託規模や電子申請への対応を記載するなど、２０２３年度の計画を詳細化する。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・公益財団法人として事業実施（年度当初から）

・公益財団法人制度に対応した運営・財務体制の確立（自主

財源の将来的な確保に向けた検討を含む。）

・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備

・電子決裁システムの導入

・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備

・例外案件の電子決定化対応検討（仕組みの見直し等）

②

・採用説明会の開催やオンライン面接等の導入

・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信

・長期的採用計画の策定、採用募集や選考フローの更なる効

率化に向けた検討

・正規職員の登用、育成

・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信

・新たな採用募集や選考フローの導入

・正規職員の登用、育成

・職員のキャリア形成支援

・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

③

・テレワークに係る環境整備・拡充（ハンコレス、内部決

裁、勤怠管理の手続き等）

・全職員が週２日以上テレワーク実施

・テレワークにおける情報共有等、各課の効率的な取り組み事例紹介

・週3日のテレワークをトライアルで実施（8月、９月）

④
・SNSでの発信強化

・効果測定にもとづいた新たな広報戦略の検討

・事業拡大を契機としたHPのリニューアル

・SNSでの発信強化

・シンポジウムなどのイベントを充実

★改訂の内容及び考え方について 様式２

経営

改革

事業

執行

状況変化

への対応
DX 財務

民間連携

人事交流

長期

戦略

〇 〇 〇

デジタル活

用・他団体

連携

都への

政策提言

財務の

安定化

都の重要

施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度

到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・公益財団法人として事業実施（年度当初から）

・公益財団法人制度に対応した運営・財務体制の確立（自主

財源の将来的な確保に向けた検討を含む。）

・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備

・電子決裁システムの導入

・公益財団法人として、定款や役員変更に伴い、監督行政庁に対し適時・適

切な手続きを実施

・2023年度からの新規事業を見据え、必要な予算、人員要求を行い、新規事

業を円滑に行う為の体制を整備

・2022年10月より電子決裁システムを導入

・新規事業の受託に向け、PTを設置し、事業スキームや新規事業執行にあたり課題となる事項等を

緻密に検討することで、適正な予算、人員要求に繋げることができた。

・2023年度以降も新規事業展開に伴い組織体制や制度の見直しが必要となる場合には、引き続き適

切な整備を行う。

・電子決裁システムは、試行期間を設けてから本格実施としたことで、円滑に導入することができ

た。2023年度は埋蔵文化財センターの移管があるため、新しい組織においても現行のシステムが遜

色なく使用できるよう、調整を行う。

・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備

・例外案件の電子決定化対応検討（仕組みの見直し等）

②

・採用説明会の開催やオンライン面接等の導入

・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信

・長期的採用計画の策定、採用募集や選考フローの更なる効

率化に向けた検討

・正規職員の登用、育成

・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

・３回の採用選考全てにおいてオンライン面接を実施

・SNSやTOKYO教育Festaなどの参加を通じて魅力を発信

・採用募集の効率化に向け、他団体や民間事業者から情報を収集

・正規職員登用選考の実施

・外部講師による情報セキュリティ研修や職員の関心の高いテーマから選択

できるオンライン研修を実施

・採用選考や広報活動のノウハウが機構内に蓄積され、SNSやイベントでのお知らせなど、機会を

とらえた情報発信を行えるようになった。

・長期的採用計画の検討を行っていたが、新たな教育課題に対応した人員体制構築の必要が出てき

たため策定時期の見直しを行った。

・研修機関とコンタクトをとり、事前の打ち合わせや職員へ研修希望のアンケートをもとに研修を

実施することができた。引き続き研修の充実を図り、研修満足度を向上させるとともに、職員育成

に取り組む。

・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信

・新たな採用募集や選考フローの導入（技術職確保に向けた東京しごとセン

ターの活用検討）

・正規職員の登用、OJTの実施・部署異動等により適性を見極めた上での育成

・職員のキャリア形成支援

・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

③

・テレワークに係る環境整備・拡充（ハンコレス、内部決

裁、勤怠管理の手続き等）

・全職員が週２日以上テレワーク実施

・テレワーク関連ツール（電子決裁、勤怠管理システム）を導入

・コロナ対策として月ごとに出勤割合の上限を定め、職員各自の業務状況に

よりテレワークが実施可能な環境を構築

・テレワーク実施下における職員所在の共有のため、在席管理システムの導

入を検討

・テレワークを含め勤怠に係る手続きが１つのシステムに集約化されたことにより、申請、承認手

続きの利便性が向上し、テレワークの実施がスムーズになった。

・電子決裁システムの導入によりテレワーク時でも文書決裁が行えるようになり、職員がよりテレ

ワークを実施しやすくなった。

・テレワーク関連ツール利用の定着を図るため、２月にテレワーク週間を実施予定。

・テレワークの環境整備は図れたため、更なる柔軟な働き方の実現に向けて、テレワーク実施の浸

透とワークシェアの導入を目指す。

・テレワークにおける情報共有等、各課の効率的な取り組み事例紹介

・週3日のテレワークをトライアルで実施（8月、９月）

・週3日勤務等の短時間労働を一部導入

④
・SNSでの発信強化

・効果測定にもとづいた新たな広報戦略の検討

・HP更新と連動したSNS発信強化のためCMS導入

・様々な年代や属性にPRするため、職場の様子などをSNSに投稿するととも

に、オフラインメディアの媒体について検討

・都内公立学校全教員を対象にニュースレター配信（２回配信／計４回予

定）

・イベント（TOKYO教育Festa!）出展（10月）

・SNSとホームページの特性を踏まえ、機構の事業理解促進につなげるためSNSからホームページ

への流入を企図して、連動した情報発信を強化した。

・2021年度実施のインターネット調査の結果から、若年層に関心が高いSNS発信強化に加えて学校

活動に関心が高く機構認知度が低い50、60代に向けた広報を検討した。

・機構各事業の活用を促進するため、教員への認知度向上策を検討し、全教員向けニュースレター

をメール配信した。

・イベント出展がサポーター登録に寄与したため今後は対面も重視する。

・事業拡大を契機としたHPのリニューアル

・SNSでの発信強化

・シンポジウムなどのイベントを充実

(公財)東京学校支援機構 戦略の性質による区分

戦略４
多角的な事業展開を可能とする強固で柔軟な組織

体制の強化・推進

組織

運営

柔軟な働き方を推進す

る制度・環境構築とテ

レワークの推進

様々な媒体・広報物を

活用した積極的なPRの

実施

社会で急速なIT化が進む中、コロナの影響も重なり、テレワーク等働き方が大きく変わりつつある。

また、学校現場においても、児童・生徒の学びを止めないよう、IT化をはじめコロナに対応するための様々な取組が必要とされている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂前

◆各事業を着実に推進し、都内公

立学校を多角的に支援していくた

めには、事業を担う職員の力を最

大限発揮していかなければならな

い。そのためには、組織体制を盤

石にするとともに、柔軟な働き方

を選択できる職場環境を積極的に

整備していくことが必要である。

◆事業の着実な推進には、学校現

場や都民・企業・団体の理解と協

力が不可欠であるが、事業への理

解は十分とはいえない状況であ

る。東京都の教育施策と学校現場

を支える政策連携団体としてのプ

レゼンスを発揮していく必要があ

る。

◆学校を支える公益事業を行う財

団としての信頼性を向上させるた

め、公益財団法人への移行を図

る。また、組織拡大による業務負

担増を抑制するため業務の効率化

を図る。

◆テレワークや勤務の形態等、柔

軟な働き方を推進する環境や制度

を整備し、必要な専門的知識・経

験を有する優秀な人材を確保す

る。また、研修やOJTにより職員

を育成していくとともに、キャリ

アプランに係る制度を整備し、職

員が安心して働ける環境を構築す

る。

◆SNSを積極的に活用するなど効

果的なPRにより、学校や都民・企

業・団体等に対して、学校支援に

関する取組内容や成果を周知して

いく。

【目標①】公益財団法人化及び

内部決裁電子化

　※電子決裁率原則100％

【目標②】優秀な人材の確保・

育成

　※研修満足度80%

【目標③】アフターコロナ時代

の新たな働き方を実践

　※テレワーク実施週３日以上

【目標④】学校現場や都民等

が、学校課題解決の一手段とし

て各事業を認知

公益財団法人への移行

及び事業拡大を見据え

た組織体制の構築

採用活動及び職員研修

の拡充

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略４
多角的な事業展開を可能とする強固で柔軟な組織

体制の強化・推進

組織

運営
個別取組事項３「柔軟な働き方を推進する制度・環境構築とテレワークの推進」

・更なる新たな働き方の実践として、週３日勤務等の短時間労働の導入検討を２０２３年度の計画に追加した。

2023年度改訂の視点による区分

社会で急速なIT化が進む中、コロナの影響も重なり、テレワーク等働き方が大きく変わりつつある。

また、学校現場においても、児童・生徒の学びを止めないよう、IT化をはじめコロナに対応するための様々な取組が必要とされている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項
2022年度

2023年度

改訂後

【目標①】公益財団法人化及び

内部決裁電子化

　※電子決裁率原則100％

【目標②】優秀な人材の確保・

育成

　※研修満足度80%

【目標③】アフターコロナ時代

の新たな働き方を実践

　※テレワーク実施週３日以上

【目標④】学校現場や都民等

が、学校課題解決の一手段とし

て各事業を認知

公益財団法人への移行

及び事業拡大を見据え

た組織体制の構築

採用活動及び職員研修

の拡充

柔軟な働き方を推進す

る制度・環境構築とテ

レワークの推進

様々な媒体・広報物を

活用した積極的なPRの

実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

①2022年度より電子決裁システムを導入し、個人情報等のクラウドで取り扱うことが不適切な案件等を除き、原

則全ての案件について電子決裁が可能となった。

②採用選考ではSNSやオンライン面接を活用し、効率的な採用活動を行うことができた。

③システムの整備によりテレワーク環境は整ったが、多様な人材を確保し職員の能力を最大限発揮するために、

更なる柔軟な働き方の実現が必要である。

④評価委員意見及び広報の効果測定を踏まえ、機構の認知度が高くない層や学校現場へのPR方法を検討、実施し

た。

◆各事業を着実に推進し、都内公

立学校を多角的に支援していくた

めには、事業を担う職員の力を最

大限発揮していかなければならな

い。そのためには、組織体制を盤

石にするとともに、柔軟な働き方

を選択できる職場環境を積極的に

整備していくことが必要である。

◆事業の着実な推進には、学校現

場や都民・企業・団体の理解と協

力が不可欠であるが、事業への理

解は十分とはいえない状況であ

る。東京都の教育施策と学校現場

を支える政策連携団体としてのプ

レゼンスを発揮していく必要があ

る。

◆学校を支える公益事業を行う財

団としての信頼性を向上させるた

め、公益財団法人への移行を図

る。また、組織拡大による業務負

担増を抑制するため業務の効率化

を図る。

◆テレワークや勤務の形態等、柔

軟な働き方を推進する環境や制度

を整備し、必要な専門的知識・経

験を有する優秀な人材を確保す

る。また、研修やOJTにより職員

を育成していくとともに、キャリ

アプランに係る制度を整備し、職

員が安心して働ける環境を構築す

る。

◆SNSを積極的に活用するなど効

果的なPRにより、学校や都民・企

業・団体等に対して、学校支援に

関する取組内容や成果を周知して

いく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆自衛消防技術試験受験準備講習会におけるオンライン型講習
の本格運用
◆充実したコンテンツをリニューアル
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との継続協議（可能な
講習から順次オンライン化を実現）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に向
けた検討

◆リニューアルしたコンテンツの充実化
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との継続協議（可能な講習から順次オ
ンライン化を実現）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に向けた検討

②

◆危険物取扱者講習の集合型講習における電子決済の導入
◆自衛消防技術試験受験準備講習会の電子申請・電子決済の導
入
◆受講者の利便性を向上させるため、電子申請・電子決済に係
るアンケート調査の実施及び検証
♦受託講習等における電子申請・電子決済の導入の検討及び関
係機関との協議（可能な講習から順次導入）

◆受託講習等における電子申請・電子決済の導入の検討及び関係機関との継続
協議（可能な講習から順次導入）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に向けた検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆自衛消防技術試験受験準備講習会におけるオンライン型講習
の本格運用
◆充実したコンテンツをリニューアル
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との継続協議（可能な
講習から順次オンライン化を実現）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に向
けた検討

◆自衛消防技術試験受験準備講習会におけるオンライン型講習を本格運用（５
月）
◆講習動画をリニューアルし、新たに模擬問題を追加
◆１つの講習においてオンライン化を実現し、２つの講習においてシステムを
構築（予防講習23講習中、効果確認の必要がない講習など、当面は12講習のオ
ンライン化を予定しており、2022年度中に８講習を実現予定）
◆受験準備講習会のオンライン化による業務量の削減効果について検討

◆危険物取扱者講習のオンライン化の際に、課題や問題点を把握したことにより、試行期間を短縮し
て本格運用を開始できたこと。
◆アンケート結果を反映し、よりニーズに沿った講習動画にできたこと。
◆危険物取扱者保安講習において、所管局と連携し、早期に実現できたこと。また、条例に基づく講
習の再講習において、東京都の助言等も参考に、複数のシステムを比較検討し、パッケージ開発の手
法を取入れることにより、業務効率と費用対効果を考慮したシステムを早期に構築できたこと。
◆オンライン型講習の実施を経て蓄積されたノウハウを生かしたこと。

◆受講者ニーズの調査をするとともに、オンライン型講習のチャプター別の理
解度を把握し、講習内容を充実させる。
◆３つの受託講習について所管局と協議し、システムを整備する。
◆新たな事業（消防設備士試験受験準備講習会）をオンライン型で展開する。
◆受講者ニーズ（その場で質問できる集合型のメリットと自由な時間に聴講で
きるオンライン型のメリット）に応じるため、集合型とオンライン型を併用
し、受講者の掘り起こしを図っていく。

②

◆危険物取扱者講習の集合型講習における電子決済の導入
◆自衛消防技術試験受験準備講習会の電子申請・電子決済の導
入
◆受講者の利便性を向上させるため、電子申請・電子決済に係
るアンケート調査の実施及び検証
♦受託講習等における電子申請・電子決済の導入の検討及び関
係機関との協議（可能な講習から順次導入）

◆全ての受験準備講習会において、電子申請・電子決済を導入
◆電子申請・電子決済に係るアンケート調査を実施（４回）
◆１つの講習において電子申請を導入し、２つの講習においてオンライン型講
習の運用開始に合わせて電子申請・電子決済の導入を決定（予防講習23講習
中、当面はオンライン化をする12講習への導入を予定しており、2022年度中に
８講習を導入予定）

◆電子申請・電子決済の導入においては、システムを構築せずに、既に導入しているe-ラーニングシ
ステムに不随するシステムも活用したことにより、早期に実現できたこと。
◆複数回に分けてアンケート調査を実施することにより、電子申請・電子決済のニーズを把握できた
こと。
◆危険物取扱者保安講習において、所管局と連携することにより、早期に実現できたこと。また、条
例に基づく講習の再講習において、電子申請・電子決済を踏まえたシステムの構築を決定したことに
より、オンライン化及び電子申請・電子決済を同時に実現できること（２月）。

◆３つの受託講習について所管局と協議し、システムを整備する。
◆2023年10月から展開する予定の新たな事業（消防設備士試験受験準備講習
会）に電子申請・電子決済を導入する。

③ 【2023年度 新規個別取組事項】 ‐ ‐
◆東京デジタルファースト条例の趣旨を踏まえ、テキスト販売のオンライン化
に向けてネットワークを構築し、受講者の利便性向上に資する。

2023年度

【個別取組事項①】
◆既に導入しているオンライン型講習について、内容の充実と受講者の満足度につなげるものとして、講習のチャプター別の理解度を定量化することにより、継続した事業の見直しを行い、受講者の合格により一層寄与する講習会とすることとし
た。
◆受託講習等のオンライン化後の方向性を追記した。
【個別取組事項①、②】
◆オンライン化及び電子申請・電子決済の導入を予定している講習数を明記した。
◆3年後の到達目標としていた全ての受験準備講習会のオンライン化を、2022年度に前倒しして完了させるため、オンライン化による業務量の削減効果を精査し、新たな事業に反映することとした。
【目標③、個別取組事項③】※新規
◆東京デジタルファースト条例の趣旨を踏まえ、オンライン型講習と合わせ、テキスト販売のオンライン化についても導入を進めることを追加した。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
【目標①】全ての受験準備講習会の座学講習において、オンライン化を実現するとともに、受託講習等の一部にお
いても、2022年度内にオンライン化を実現することとした。【目標②】全ての受験準備講習会に電子申請・電子決
済の導入を実現するとともに、受託講習等の一部においても、2022年度内に電子申請・電子決済の導入を実現する
こととした。
当初の計画を前倒しして実現できたのは、新たにシステムを構築することなく、既存のシステムを導入したこと
や、所管局との協議を重ねてきたことによるものである。

◆当協会はこれまで、テレワーク
の試験的導入や、ＷＥＢ会議シス
テムの運用開始など、段階的にＤ
Ｘへの取組を進めてきたが、防災
関係者の育成や応急手当普及のた
めの各種講習等の実施に際して
は、対面形式・集合形式を主とし
てきた。
◆このような状況の中、今般の新
型コロナウイルス感染拡大を契機
とし、加速度的にオンライン形式
による講習等を推進することが求
められている。
◆さらに、「東京デジタルファー
スト条例」の成立なども踏まえ、
電子申請をはじめあらゆる分野に
おいて、都民サービス水準の更な
る向上のため、デジタル化に取り
組んでいく必要がある。

　受験準備講習会（自主講習）で
実施している講習から講習のオン
ライン化及び電子申請・決済を導
入し、段階的に他の講習へ展開し
ていく。なお、講習のオンライン
等に対する都民ニーズを見極めな
がら、関係機関とも協議し、すべ
ての座学講習でのオンライン化の
環境整備を推進する。
　これらの取り組みを強力に推進
していくべく、令和２年度に設置
したＤＸ推進検討委員会を中心
に、有識者の知見や先進的取組を
行っている団体のノウハウなどを
取り入れながら、ＩＣＴの活用に
より都民の利便性を向上させる。
　また、ＤＸ推進による効果を確
認し、費用対効果の検証や人員配
置等による経営資源の効率化を図
る。

【目標①】
　受験準備講習会（自主講習）
における座学講習のオンライン
化の実現及び受託講習等への拡
大

【目標②】
　受験準備講習会（自主講習）
の電子申請・電子決済の導入及
び受託講習等への拡大

【目標③】
　テキスト販売のオンライン化
の推進

受験準備講習会のオンラ
イン化及び受託講習等へ
の拡大

受験準備講習会の電子申
請・電子決済の導入及び
受託講習等への拡大

テキスト販売のオンライ
ン化

　東京都において「東京デジタルファースト条例」が成立され、政策連携団体においても手続等のデジタル化の推進を求められており、ま
た、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、人と人が接触しないようにするため、３密（密閉・密集・密接）を避ける形での講習会やセミ
ナーを実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

受験準備講習会の電子申
請・電子決済の導入及び
受託講習等への拡大

(公財)東京防災救急協会

戦略１ 進め！予防講習デジタルプロジェクト！
～講習におけるデジタル化の推進～

事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略１ 進め！予防講習デジタルプロジェクト！
～講習におけるデジタル化の推進～

事業
運営

　東京都において「東京デジタルファースト条例」が成立され、政策連携団体においても手続等のデジタル化の推進を求められており、ま
た、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、人と人が接触しないようにするため、３密（密閉・密集・密接）を避ける形での講習会やセミ
ナーを実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆当協会はこれまで、テレワーク
の試験的導入や、ＷＥＢ会議シス
テムの運用開始など、段階的にＤ
Ｘへの取組を進めてきたが、防災
関係者の育成や応急手当普及のた
めの各種講習等の実施に際して
は、対面形式・集合形式を主とし
てきた。
◆このような状況の中、今般の新
型コロナウイルス感染拡大を契機
とし、加速度的にオンライン形式
による講習等を推進することが求
められている。
◆さらに、「東京デジタルファー
スト条例」の成立なども踏まえ、
電子申請をはじめあらゆる分野に
おいて、都民サービス水準の更な
る向上のため、デジタル化に取り
組んでいく必要がある。

　受験準備講習会（自主講習）で
実施している講習から講習のオン
ライン化及び電子申請・決済を導
入し、段階的に他の講習へ展開し
ていく。なお、講習のオンライン
等に対する都民ニーズを見極めな
がら、関係機関とも協議し、すべ
ての座学講習でのオンライン化の
環境整備を推進する。
　これらの取り組みを強力に推進
していくべく、令和２年度に設置
したＤＸ推進検討委員会を中心
に、有識者の知見や先進的取組を
行っている団体のノウハウなどを
取り入れながら、ＩＣＴの活用に
より都民の利便性を向上させる。
　また、ＤＸ推進による効果を確
認し、費用対効果の検証や人員配
置等による経営資源の効率化を図
る。

【目標①】
　受験準備講習会（自主講習）
における座学講習のオンライン
化の実現及び受託講習等への拡
大

【目標②】
　受験準備講習会（自主講習）
の電子申請・電子決済の導入及
び受託講習等への拡大

受験準備講習会のオンラ
イン化及び受託講習等へ
の拡大
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆博物館収蔵品の公開用データの作成（価値ある収蔵品500点
/1,000点）
◆収蔵品紹介アプリの拡充（動画等）
◆新たなコンテンツの作成

◆博物館収蔵品の公開用データの作成（価値ある収蔵品1,000点/1,000点）
◆収蔵品、展示史材のデータ公開開始
◆最新のITテクノロジーの動向を踏まえた新たなデジタルツールの導入に向け
た検討

②
◆障がい者へのヒアリングにより抽出した課題の分析
◆障がい者接遇マニュアルの作成

◆障がい者接遇マニュアルの活用・検証

③

◆３者協議により受託セミナー種別を検討・決定
◆人員・組織体制・勤務場所を検討・決定
◆オンラインセミナー用のプラットフォームを検討・動画の製
作

◆一部受託開始
◆受託した事業の実施方法等の継続的な精査
◆受託事業の拡充に向けた検討
◆アンケート調査による利用者の理解度及び要望の把握
♦セミナー事業のオンライン化に向けた検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆博物館収蔵品の公開用データの作成（価値ある収蔵品500点
/1,000点）
◆収蔵品紹介アプリの拡充（動画等）
◆新たなコンテンツの作成

◆価値ある収蔵品500点のデータを登録
◆360°カメラで撮影した施設紹介動画を収蔵品紹介アプリにも掲載（施設紹介
動画アクセス数：77,869件※）※４月～11月末
◆展示物（ジオラマ及び車両等）の紹介動画の制作を決定

◆膨大な既存データを一つずつ精査し、他の文献等を参考に見直しを図るなどしたことにより、デー
タベースの充実を図ったこと。
◆360°カメラを活用して制作した動画をホームページのほか、アプリにも掲載したことにより、来館
していない多くの方にも収蔵品が閲覧できる環境を提供でき、防災意識・学習意欲の向上が図れたこ
と。
◆都民の防火・防災等への理解を深めることを目的に、博物館で保有する展示物や収蔵品の動画を活
用し、多角的に紹介することとしたこと。

◆博物館収蔵品の公開用データ（価値ある収蔵品1,000点/1,000点）を公開
し、防災意識・学習意欲の向上に資する。
◆ITを活用した新たなコンテンツを作成し、防災意識・学習意欲の向上に資す
る。
◆上記２点の取組等により、来館者数を2022年度比10％以上増を目指す（約
150,000人）。

②
◆障がい者へのヒアリングにより抽出した課題の分析
◆障がい者接遇マニュアルの作成

◆ヒアリングにより抽出した課題を分科会において分析・検討（5月、11月）
◆障がい者に対する接遇マニュアルと障害者向け体験指導要領を作成

◆分科会に民間の専門家や障がい者を登用したことにより、認識できなかった課題を抽出でき、障が
い者が利用しやすい施設への改修及び環境の分析、検討に反映できたこと。
◆分科会において、分析、検討を重ねたことにより、障がい者に配慮しつつ防災館での体験を通じて
実践力が身につくマニュアル等を作成できたこと。

◆誰もが利用しやすい施設を目指し、障がい者接遇マニュアル等を活用した館
運営を実施し、防災意識・防災行動力の向上に資する。
◆他団体と連携し、やさしい日本語を活用した外国人向けの防災体験ツアーを
実施する。
◆来館者全員を対象にアンケート調査を実施し、利用者満足度80％以上を目指
す。

③

◆３者協議により受託セミナー種別を検討・決定
◆人員・組織体制・勤務場所を検討・決定
◆オンラインセミナー用のプラットフォームを検討・動画の製
作

◆３者協議再開に向け、総務局内で当協会に受託可能なセミナー等の検討に係
る打合せを実施（２回）

◆今後の３者協議の再開に向けては、総務局内での議論を踏まえ進める方針となったこと。 ◆３者協議の結果を踏まえ対応する。

④ 【2023年度 新規個別取組事項】 ‐ ‐

◆東京都の関東大震災100年事業として、関東大震災の教訓を発信する。
◆関東大震災に係る防災啓発コンテンツを制作し、防災展や各防災館2023、
Webサイト等で上映（目標：10,000回再生）し、自助・共助の意識向上に資す
る。
◆各防災館において、関東大震災に関連する企画展を実施し、新規での来館促
進を図るなど、来館者数を2022年度比10％以上増を目指す（約180,000
人）。

(公財)東京防災救急協会 戦略の性質による区分

戦略２ 広げろ！防災展開プロジェクト！
～防災ニーズに応えるための新たな事業の展開～

事業
運営

受託セミナーの決定及び
オンライン化の整備

激甚化する豪雨災害や首都直下地震等の発生が危惧される中、防災へのニーズは益々多様化そして増加しているため、東京都としても自
助・共助のレベルアップへの働きかけを様々な部局に渡って行う必要が出てきている。また、新型コロナ拡大の影響により都立施設は利用
制限等を実施している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆東京消防庁の政策連携団体であ
る当協会はこれまで「東京消防庁
のパートナー」として、災害発生
時の対応とその事前の備えのため
の対策を中心に事業展開してき
た。
◆博物館・防災館において利用し
やすい体制の構築として外国人ス
タッフを採用し、来館者の利便性
の向上等を図ってきたが、コロナ
禍を踏まえた新たな展開として、
幅広い層に防災行動力の更なる向
上策を検討する必要がある。
◆また、東京都の見える化改革に
おいて、事業総点検により各局や
区市町村にて行き届いていない防
災事業があることが示唆されたた
め、当協会がそれらに対応するこ
とで、東京都の防災の受け皿とし
て都民の安全安心に資するという
新たな役割が求められている。

◆幅広い層の防災への関心を惹き
つけるため、消防博物館及び防災
館の効果的な活用方策について検
討する。
◆消防博物館においては、オンラ
イン環境から博物館の展示品を観
覧できるデジタルツール（動画・
音声等、解説は多言語対応）を整
備し、積極的に広く都民へ防火・
防災への興味を喚起していくこと
で、防災意識の向上へつなげてい
く。
◆防災館等においては、アフター
コロナを見据え、誰にでも利用し
やすい施設を目指して、外国人や
障がい者に配慮した運用や施設を
整備し、防災館での体験を通じて
実践力を身に着ける。
◆さらに、総合防災部の事業の一
部受託を、東京都総務局、東京消
防庁及び当協会の３者により推進
していく。

【目標①】
消防博物館のデジタル化推進に
よる防災意識・学習意欲の向上

【目標②】
防災館等における外国人や障が
い者へ配慮した接遇対応の充実
化による利用者満足度の向上

【目標③】
総合防災部からセミナーの受託
及びオンライン化の実現

消防博物館のデジタル化
の推進

障がい者接遇マニュアル
等の作成及び活用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 広げろ！防災展開プロジェクト！
～防災ニーズに応えるための新たな事業の展開～

事業
運営

【個別取組事項①】
◆収蔵品1,000点をデータベース上で一般公開することで、来館者数の増加を図るものとした。
◆防災意識・学習意欲の向上を図るため、ITを活用した新たな防災コンテンツを作成し、情報発信をすることとした。
【個別取組事項②】
◆作成した障がい者接遇マニュアル等を活用した館運営を行い、誰もが利用しやすい施設へと資するものとした。
◆外国人対応について計画を追記した。
◆利用者満足度をどのように測定し、どのような水準まで高めるのかを追記した。
【個別取組事項③】
◆３者協議の結果を踏まえ対応することとした。
【目標④、個別取組事項④】※新規
◆東京の特性に対応した防災について、オンデマンドを活用した情報発信をすることを目的に、関東大震災から100年を契機とした自助・共助の意識と行動力の掘り起こしとして、防災啓発コンテンツの制作・放映を行うとともに、その関連事業
を東京都、所管局と連携して行うこととした。

2023年度改訂の視点による区分

激甚化する豪雨災害や首都直下地震等の発生が危惧される中、防災へのニーズは益々多様化そして増加しているため、東京都としても自
助・共助のレベルアップへの働きかけを様々な部局に渡って行う必要が出てきている。また、新型コロナ拡大の影響により都立施設は利用
制限等を実施している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
消防博物館のデジタル化推進に
よる防災意識・学習意欲の向上

【目標②】
防災館等における外国人や障が
い者へ配慮した接遇対応の充実
化による利用者満足度の向上

【目標③】
総合防災部からセミナーの受託
及びオンライン化の実現

【目標④】
関東大震災から100年を契機とし
た情報発信による、自助・共助
の意識と行動力の掘り起こし

消防博物館のデジタル化
の推進

障がい者接遇マニュアル
等の作成及び活用

受託セミナーの決定及び
オンライン化の整備

関東大震災から100年を
契機とした事業の推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
【目標①】収蔵品の公開用データについては、2023年度の公開に向けて1,000点のうち500点を作成できた。ま
た、収蔵品紹介アプリにおいても、計画どおりに展示史材を公開し、動画による拡充も行った。いずれも進行管理
が徹底できたことによるものである。
【目標②】分科会に民間の専門家や障がい者本人を加えたほか、時間をかけて障がい者への接遇に関する課題を分
析、検討したことにより、充実した障がい者接遇マニュアル等が作成できた。
【目標③】３者協議が行われず具体的な検討が進展しなかった。

◆東京消防庁の政策連携団体であ
る当協会はこれまで「東京消防庁
のパートナー」として、災害発生
時の対応とその事前の備えのため
の対策を中心に事業展開してき
た。
◆博物館・防災館において利用し
やすい体制の構築として外国人ス
タッフを採用し、来館者の利便性
の向上等を図ってきたが、コロナ
禍を踏まえた新たな展開として、
幅広い層に防災行動力の更なる向
上策を検討する必要がある。
◆また、東京都の見える化改革に
おいて、事業総点検により各局や
区市町村にて行き届いていない防
災事業があることが示唆されたた
め、当協会がそれらに対応するこ
とで、東京都の防災の受け皿とし
て都民の安全安心に資するという
新たな役割が求められている。

◆幅広い層の防災への関心を惹き
つけるため、消防博物館及び防災
館の効果的な活用方策について検
討する。
◆消防博物館においては、オンラ
イン環境から博物館の展示品を観
覧できるデジタルツール（動画・
音声等、解説は多言語対応）を整
備し、積極的に広く都民へ防火・
防災への興味を喚起していくこと
で、防災意識の向上へつなげてい
く。
◆防災館等においては、アフター
コロナを見据え、誰にでも利用し
やすい施設を目指して、外国人や
障がい者に配慮した運用や施設を
整備し、防災館での体験を通じて
実践力を身に着ける。
◆さらに、総合防災部の事業の一
部受託を、東京都総務局、東京消
防庁及び当協会の３者により推進
していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆短縮救命講習のウェブ受付開始、本格運用
◆新しい蘇生ガイドラインに対応した動画教材の作成
◆長期化するコロナ禍を踏まえた、新たな講習会場の確保につ
いて、所管局と連携

◆短縮救命講習の講習数の拡大
◆新しい蘇生ガイドラインに対応した動画教材を活用した講習の展開

②

◆受講者10名に対する4体、4器での資器材配置率80％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率100％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できるスマートデバイスの増
強

◆受講者10名に対する4体、4器での資器材配置率100％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる講習の本格運用

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

◆短縮救命講習のウェブ受付開始、本格運用
◆新しい蘇生ガイドラインに対応した動画教材の作成
◆長期化するコロナ禍を踏まえた、新たな講習会場の確保につ
いて、所管局と連携

◆短縮救命講習を本格運用（４月）
◆新しい蘇生ガイドラインに対応した教材及び動画教材を作成（11月）し、12
月から新しい講習内容で実施できるよう、指導者教養を実施
◆長期化するコロナ禍を踏まえ、大規模会場での講習を新たに実施（９月、
254名）

◆昨年度末までにシステム改修だけに留まらず、試行も完了させたことにより、４月から本格的に運
用を開始できたこと。
◆予定より遅れて新しい蘇生ガイドラインが発出されたが、様々な手段で当該ガイドラインの内容や
動向等の情報収集に努め、早期に教材作成に着手できたことにより、12月から新しい内容での講習を
開始できること。
◆受講者数を制限して開催している中、受講者ニーズに応えるため、所管局と連携し、新たな講習会
場を確保したこと。

◆オンライン学習を活用した短縮救命講習を、上級救命講習にも拡大し、受講
者の利便性向上に資する。
◆長期化するコロナ禍を踏まえ、大規模会場での講習を拡大するなどし、受講
数を2022年度比10％以上増を目指す（約160,000人）。
◆東京デジタルファースト条例の趣旨を踏まえ、全ての救命講習に電子申請を
導入する。

②

◆受講者10名に対する4体、4器での資器材配置率80％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率100％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できるスマートデバイスの増
強

◆受講者10名に対する４体、４器での資器材配置率80％を達成（220/272）
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率100％を達成
（492/492）
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できるスマートデバイス全12台の配置が完了

◆コロナ禍による感染症対策として、受講者数を制限するとともに、受講者２名に対して１体、１器
で実施できるよう、資器材を整備したことにより、計画どおりの資器材数を整備できたこと。
◆人形についても、半導体や電子部品等の供給不足の中、市場調査に努めたことにより、計画どおり
に整備できたこと。
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる講習の本格運用に向けて、スマートデバイスの有効性を検証
するため、使用頻度の高い12か所に各１台を配置したこと。

◆受講者10名に対する４体、４器での資器材配置率100％（272/272）とし、
受講者一人あたりの実技時間を３体、３器比で約30%増やし、受講者の技術向
上に資する。
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる講習を本格運用し、講習の質を高め、
受講者の技術向上に資する。

(公財)東京防災救急協会 戦略の性質による区分

戦略３ 救え！救命講習向上プロジェクト！
～効果的な救命講習指導の推進～

事業
運営

ＡＥＤの普及が広まるなか、一人でも多くの命を助けるため、バイスタンダーによる応急手当実施率を更に向上させる必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆当協会は、年間約25万人に対す
る救命講習を実施しており、東京
都応急手当普及推進協議会（応急
手当を広く都民に普及するため関
係機関によって構成される協議
会）の構成員として、その目標達
成（都民の昼間人口の20％に対す
る応急手当講習の実施）を牽引し
てきた。
◆このことから、応急手当の実施
率向上のためには、実効性のある
講習指導を推進し、行動力あるバ
イスタンダーを育成することが必
要である。
◆救命講習は実技を伴うため集合
形式で実施する必要があるが、新
型コロナウイルス感染症拡大の影
響により密を避ける必要があり、
講習会場における定員を標準より
も減少させている。

◆救命の現場に居合わせた際、受
講者が自信を持って応急手当が実
施できるよう、講習内容の見直し
及び講習資器材の充実を図ること
で、より効果的な講習指導体制を
構築する。
◆集合形式で実施する講習時間を
短縮することにより感染防止対策
を強化し、新しい生活様式に対応
するため、座学のオンライン化を
拡大していくとともに、長期化す
るコロナ禍を踏まえた、新たな講
習会場の確保について、所管局と
連携していく。

【目標①】
オンライン学習（電子学習室）
を活用した短縮救命講習の運用
拡大（個人向け）

【目標②】
・受講者を10名とした１グルー
プに対し、4体の人形、4器の
AEDトレーナーの配置率100％
・胸骨圧迫の効果を客観的に確
認できる人形の配置率100％

講習内容の見直し

講習資器材の充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 救え！救命講習向上プロジェクト！
～効果的な救命講習指導の推進～

事業
運営

【個別取組事項①】
◆長期化するコロナ禍を踏まえ、受講者のニーズに応えるため、大規模会場での講習を拡大して実施することとした。
◆未来の東京戦略において、所管局が新たに「救命講習等の利便性向上により、多くの都民に応急手当が普及している」を到達目標として定めたことから、オンデマンドによるオンライン学習を活用した短縮救命の拡大に加え、所管局から受託し
ている全ての救命講習について、電子申請を整備することとした。
【個別取組事項②】
◆資器材の配置数を見える化するとともに、配置率向上に対するアウトカムを明確にした。

2023年度改訂の視点による区分

ＡＥＤの普及が広まるなか、一人でも多くの命を助けるため、バイスタンダーによる応急手当実施率を更に向上させる必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
オンライン学習（電子学習室）
を活用した短縮救命講習の運用
拡大（個人向け）

【目標②】
・受講者を10名とした１グルー
プに対し、4体の人形、4器の
AEDトレーナーの配置率100％
・胸骨圧迫の効果を客観的に確
認できる人形の配置率100％

講習内容の見直し

講習資器材の充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
【目標①】新しいガイドラインの発出が遅れたことにより、ガイドラインに対応した講習の開始が当初計画よりも
１年以上遅れたこととなったが、そのような状況の中においても、関係機関から情報を収集するなどして、早期に
テキスト作成に着手できたことにより、2022年12月から開始できる見込みとなった。
【目標②】講習資器材については、コロナ禍の中、半導体や電子部品等の供給不足の中、市場調査を怠ることな
く、情報収集に努めたことにより、計画どおりに整備できた。

◆当協会は、年間約25万人に対す
る救命講習を実施しており、東京
都応急手当普及推進協議会（応急
手当を広く都民に普及するため関
係機関によって構成される協議
会）の構成員として、その目標達
成（都民の昼間人口の20％に対す
る応急手当講習の実施）を牽引し
てきた。
◆このことから、応急手当の実施
率向上のためには、実効性のある
講習指導を推進し、行動力あるバ
イスタンダーを育成することが必
要である。
◆救命講習は実技を伴うため集合
形式で実施する必要があるが、新
型コロナウイルス感染症拡大の影
響により密を避ける必要があり、
講習会場における定員を標準より
も減少させている。

◆救命の現場に居合わせた際、受
講者が自信を持って応急手当が実
施できるよう、講習内容の見直し
及び講習資器材の充実を図ること
で、より効果的な講習指導体制を
構築する。
◆集合形式で実施する講習時間を
短縮することにより感染防止対策
を強化し、新しい生活様式に対応
するため、座学のオンライン化を
拡大していくとともに、長期化す
るコロナ禍を踏まえた、新たな講
習会場の確保について、所管局と
連携していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験会
やアスリートとの交流等の事業を実施　７メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、
PR協力　２試合
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示、（仮称）
味スタ・むさプラミュージアムの企画調整

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験会やアスリートと
の交流等の事業を実施　８メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、PR協力　３試合
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示、（仮称）味スタ・むさプラ
ミュージアムの開設

②
○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応
じて、回数は見直しを行う。）

○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応じて、回数は見直
しを行う。）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験会
やアスリートとの交流等の事業を実施　７メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、
PR協力　２試合
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示、（仮称）
味スタ・むさプラミュージアムの企画調整

○パラ・マイナースポーツの体験会やアスリートとの交流等の事業を実施　14
メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、PR協力　２試合
○（仮称）味スタ・むさプラミュージアムの企画調整。東京2020大会１周年記
念事業を３件実施し、RWC2019や東京2020大会の記念グッズを活用。

○地元市と連携した車いすバスケットボールのイベントや障害者スポーツ体験会等でパラスポーツを幅
広い層へPRできた。
○都のRWC2019レガシーイベントを開催するとともに、Jリーグのシーズン中の空き日程を活用し、
ラグビーリーグワン１試合を誘致した。
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズを展示する（仮称）味スタ・むさプラミュージアムについ
て、開設準備に向けて検討を進めた。東京2020大会１周年記念事業等のイベントで、東京2020大会に
関するミュージアムやスタジアム・アリーナツアーを実施することで、大会レガシーを印象付けた。

○パラ・マイナースポーツの体験会やアスリートとの交流等の事業を実施　８
メニュー
○東京都パラスポーツトレーニングセンター（新規）でパラスポーツの教室や
体験会等の事業を実施し、パラスポーツを振興
○ラグビーの普及促進につながるイベントの誘致、PR協力。適切な芝管理やＪ
リーグシーズン中の空き日程の活用による試合の誘致　３試合
○（仮称）味スタ・むさプラミュージアムの開設、スタジアムツアーによるレ
ガシーグッズの活用

②
○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応
じて、回数は見直しを行う。）

○主なイベント主催者に環境配慮ガイドラインを配付し、環境に配慮した取組
への協力を依頼。生ごみを約900kg削減
○味スタ感謝デーで福島県道の駅ブースを４ブース設置し、福島の特産品を販
売。福島県産の食材を使った店舗を出展

○主なイベント主催者に環境配慮ガイドラインを配付し、味の素スタジアムにおける環境保全のための
取組を紹介するとともに、環境配慮チェックリストを用いて環境に配慮した取組への協力を依頼した。
スタジアムで発生した生ごみを生ごみ処理機で分解することで、一般廃棄物として廃棄する生ごみを約
900kg減量した。
○震災の記憶が風化することのないよう、被災地への継続的な支援として、味スタ感謝デーで福島県道
の駅のPRブースを４ブース出店した。また、同イベントのフードパークでは、出店10店舗の全てにお
いて福島県産の食材を使用した。

○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○味スタ感謝デーで福島県道の駅ブースを設置する等、被災地への継続的な支
援を年間4、5件実施（感染症の状況に応じて、回数は見直しを行う。）

戦略の性質による区分

戦略１ RWC2019、東京2020大会を契機としたスポーツ
振興への貢献と大会レガシーの継承

組織
運営

RWC2019や東京2020大会を契機として、都民が安全・安心にスポーツイベントに参加できるよう、その受け皿としての役割を積極的に果
たしスポーツフィールド・東京の実現に貢献するとともに、両大会のレガシーを活かしたより戦略的な施設運営、事業展開を可能にするた
め。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

・東京2020大会の開催に向けて車
椅子バスケの体験会等を始めた
が、大会後も都民のスポーツ需要
に応えていくことが求められてい
る。
・RWCのレガシーとして、子供か
らプロまで様々な階層における機
会を増やしラグビーの発展に貢献
することが求められている。
・大会のレガシーとして5つの柱が
立てられているが、持続可能性分
野について、環境面のハード施策
は進んでいるもののイベント運営
等のソフト施策はこれから取り組
む段階にある。
・復興五輪という大会の趣旨を踏
まえ、福島県の道の駅の支援を
行ってきたが、大会以降の被災地
への関心の薄れや震災の風化が懸
念されている。

・広く都民が楽しめるパラスポー
ツやマイナースポーツについて、
競技団体等と連携した体験会等を
通じて、普及と活性化に貢献す
る。
・ラグビーは、体験イベントや
様々な試合等の開催により、新
リーグの気運醸成を支援するとと
もに、ラグビーの発展とチームの
底上げに協力する。
・東京2020大会における環境に配
慮した持続可能な取組み等をレガ
シーとして継承し、環境負荷の低
減に向けた取組みの充実・強化を
図っていく。
・東京2020大会後も被災地への支
援を継続し、震災復興の重要性を
発信していく。

【目標①】多摩地域のスポーツ拠
点として、大会後のスポーツ需要
に応え、都のスポーツ振興施策に
貢献する。
【目標②】大会レガシーとして、
環境に配慮したイベント運営が図
られるとともに、被災地への復興
支援の継続により地元との絆が深
まっている。

両大会のレガシーとして
のスポーツ振興

個別取組事項 2023年度2022年度

(株)東京スタジアム

戦略１
RWC2019、東京2020大会を契機としたスポーツ
振興への貢献と大会レガシーの継承

組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

東京2020大会における
環境配慮や復興支援のレ
ガシーの継承

RWC2019や東京2020大会を契機として、都民が安全・安心にスポーツイベントに参加できるよう、その受け皿としての役割を積極的に果
たしスポーツフィールド・東京の実現に貢献するとともに、両大会のレガシーを活かしたより戦略的な施設運営、事業展開を可能にするた
め。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・目標①について、パラスポーツ等の普及啓発のため、目標を大幅に超える14メニュー実施するとともに、ラグ
ビーリーグワン１試合を誘致した。また、東京2020大会一周年記念事業を３事業実施するなど、都のスポーツ振興
施策に貢献した。
・目標②について、環境配慮を推進するため、イベント時に発生した生ごみを約900kg減量するとともに、味スタ感
謝デーで福島の特産品の販売等を行うなど、被災地支援を推進した。

・東京2020大会の開催に向けて車
椅子バスケの体験会等を始めた
が、大会後も都民のスポーツ需要
に応えていくことが求められてい
る。
・RWCのレガシーとして、子供か
らプロまで様々な階層における機
会を増やしラグビーの発展に貢献
することが求められている。
・大会のレガシーとして5つの柱が
立てられているが、持続可能性分
野について、環境面のハード施策
は進んでいるもののイベント運営
等のソフト施策はこれから取り組
む段階にある。
・復興五輪という大会の趣旨を踏
まえ、福島県の道の駅の支援を
行ってきたが、大会以降の被災地
への関心の薄れや震災の風化が懸
念されている。

・広く都民が楽しめるパラスポー
ツやマイナースポーツについて、
競技団体等と連携した体験会等を
通じて、普及と活性化に貢献す
る。
・ラグビーは、体験イベントや
様々な試合等の開催により、新
リーグの気運醸成を支援するとと
もに、ラグビーの発展とチームの
底上げに協力する。
・東京2020大会における環境に配
慮した持続可能な取組み等をレガ
シーとして継承し、環境負荷の低
減に向けた取組みの充実・強化を
図っていく。
・東京2020大会後も被災地への支
援を継続し、震災復興の重要性を
発信していく。

【目標①】多摩地域のスポーツ拠
点として、大会後のスポーツ需要
に応え、都のスポーツ振興施策に
貢献する。
【目標②】大会レガシーとして、
環境に配慮したイベント運営が図
られるとともに、被災地への復興
支援の継続により地元との絆が深
まっている。

両大会のレガシーとして
のスポーツ振興

東京2020大会における
環境配慮や復興支援のレ
ガシーの継承

2023年度

○両大会のレガシーとしてのスポーツ振興
2023年３月に東京都パラスポーツトレーニングセンター（以下「パラトレセン（新規）」という。）が開業予定であり、弊社が参画するグループが指定管理者に決定した。代表団体と連携して、パラトレセン（新規）の指定管理を行うことで、東
京2020大会を契機としたパラスポーツの振興に継続的に取り組み、スポーツ需要を喚起する。
そのため、2023年度の年次計画に「パラトレセン（新規）で事業を実施」を追記する。

感染症の影響により一般希望者向けのスタジアムツアーは長期間中止していたが、感染症対策を講じた上で再開する。RWC2019や東京2020大会の記念グッズを活用し説明を行うことで、大会レガシーの継承と情報発信力の向上に繋げる。
そのため、2023年度の年次計画に「スタジアムツアーによるレガシーグッズの活用」を追記する。

都の重要施策：未来の東京戦略version up 2023「戦略16スポーツフィールド東京戦略」、「戦略19オリンピック・パラリンピックレガシー戦略」に該当

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○感染症の状況を見ながら、地元市や関係事業者と連携し、経
費節減に向けた調整を行いつつ、事業を試行的に実施し、効果
を検証・調整
○感染症の状況を見ながら、スポンサー企業等と連携し、経費
節減に向けた調整を行いつつ、（仮称）健康ウォーキング事業
を試行的に実施し、効果を検証・調整

○感染症の状況を見ながら、経費節減に向けた調整を行いつつ、事業を試行的に
実施し、結果をとりまとめ、効果が得られた場合は、本格実施に向けたフェーズ
へ移行。

②

○イベント主催者や売店事業者等と連携し、経費節減に向けた
調整を行いつつ、費用負担の少ないもの等について、事業を試
行的に実施し、効果を検証・調整
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報収集
を継続し、当社のモデルを探求

○経費節減に向けた調整を行いつつ、事業を試行的に実施し、結果をとりまと
め。効果が得られた場合は、本格実施に向けたフェーズへ移行。
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報収集を継続し、当社
のモデルを探求

②
感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
○事業を試行的に実施し、効果を検証・調整

感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
○事業を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られた場合は、本格実施
に向けたフェーズへ移行。

③

○イベント主催者等と連携して、事業を試行的に実施し、効果
を検証・調整
○引き続きICT技術等の先進的な取組みについて情報収集し、
GBACは取得に向けて準備
○事故・災害時対応に関する訓練・研修の情報発信

○事業を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られた場合は、本格実施
に向けたフェーズへ移行。
○引き続きICT技術等の先進的な取組みについて情報収集し、GBACは取得・運用
○事故・災害時対応に関する訓練・研修の情報発信

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務 民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○感染症の状況を見ながら、地元市や関係事業者と連携し、経
費節減に向けた調整を行いつつ、事業を試行的に実施し、効果
を検証・調整
○感染症の状況を見ながら、スポンサー企業等と連携し、経費
節減に向けた調整を行いつつ、（仮称）健康ウォーキング事業
を試行的に実施し、効果を検証・調整

○味スタ敷地内にサイクルポート23台を設置し運用。４月以降で計3743回の利
用
○調布市が設立した調布スマートシティ協議会に参加し、調布市内を巡るデジタ
ルスタンプラリーを実施（10月）
○集客力向上に繋げるため、ウォーキングコースの設置や近隣地域と連携したイ
ベント開催への協力を実施（11月）

○シェアサイクル事業を継続して実施した。スタジアム入口に横断幕を設置し認知度を高め、利用者の増
加に努めた。
○調布スマートシティ協議会のデジタルスタンプラリーは、スタジアム、プラザ両施設にスタンプポイン
トを設置して、取組に協力した。
○スポンサー企業と連携し、スタジアム敷地内にウォーキング１kmコースを設置した。コースに案内板
を設置し、利用者に役立つ情報を提供する等、工夫を行った。また、Ｊリーグクラブと連携し、試合開催
時における近隣道路を活用したイベント開催に協力した。

○感染症の状況を見ながら、経費節減に向けた調整を行いつつ、３事業（シェア
サイクル事業、調布スマートシティ協議会の取組、ウォーキングコースの設置・
拡充等）を試行的に実施し、結果をとりまとめ、効果が得られた場合は、本格実
施に向けたフェーズへ移行。

②

○イベント主催者や売店事業者等と連携し、経費節減に向けた
調整を行いつつ、費用負担の少ないもの等について、事業を試
行的に実施し、効果を検証・調整
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報収集
を継続し、当社のモデルを探求

○Ｊリーグクラブと連携したキッズルーム・センサリールームの設置（８回）
○味スタのコンコース全売店（８店舗）で、複数のキャッシュレス決済を導入す
る準備を推進。むさプラ駐車場の事前精算機にキャッシュレス決済を導入（11
月）
○トイレ等の混雑の見える化の解析手法確立に向けた実証実験の実施（７～８
月）

○家族で楽しめるスタジアムを目指し、キッズスペースやセンサリールームを設置し、利用者に大変好評
であった。
○味スタ売店のキャッシュレス決済は、売店事業者の次期契約において、全店舗共通で複数の決済方法を
導入することにより、利用者の利便性向上を図った。
○むさプラ駐車場のキャッシュレス決済は、複数の決済方法を導入し、円滑に利用された。
○利用者満足度の向上や感染症対策として、トイレの混雑状況を可視化するため、民間事業者と連携し、
弊社の負担なく混雑分析の試行を実施した。

○経費節減に向けた調整を行いつつ、２事業（Ｊリーグクラブと連携したキッズ
ルーム・センサリールームの設置、特別観覧室の改修）を試行的に実施し、結果
をとりまとめ。利用者の満足度を高める効果が得られた場合は、本格実施に向け
たフェーズへ移行。
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報収集を継続し、当社
のモデルを探求
○Ｊリーグクラブや地元ラグビーチーム等の利用者ニーズを踏まえ、年度内に特
別観覧室を改修

②
感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
○事業を試行的に実施し、効果を検証・調整

○味スタでコンサートを３件誘致したが、感染症により、３件いずれもキャンセ
ルとなった。
○Ｊリーグの空き日程に、ラグビーリーグワンを誘致（１試合）
○人気ユーチューバーのイベントを新規で実施（９月）
○味スタ感謝デー等を活用した若手アーティストへの発表の場を提供（11月）

○感染症が十分に収束せず利用制限がある中、採算性の観点から、コンサート主催者の方で開催は難しい
と判断し、キャンセルが発生した。
○Ｊリーグのオフシーズンだけでなく、シーズン中の空き日程も有効に活用し、ラグビーリーグワン１試
合を誘致した。
○新たな取組として、施設の空き日程を活用し、人気ユーチューバーのイベントを実施した。
○味スタ感謝デーやフリーマーケットの開催に当たり、若手アーティストへの発表の場を提供した（フ
リーマーケットは主催者都合により中止となった）。

感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　３件
○３事業（Ｊリーグの空き日程を活用したラグビーリーグワンの誘致、人気ユー
チューバーのイベント等、若手アーティストへの発表の場を提供）を試行的に実
施し、結果をとりまとめ。効果が得られた場合は、本格実施に向けたフェーズへ
移行。

③

○イベント主催者等と連携して、事業を試行的に実施し、効果
を検証・調整
○引き続きICT技術等の先進的な取組みについて情報収集し、
GBACは取得に向けて準備
○事故・災害時対応に関する訓練・研修の情報発信

○アニメコンサートの誘致（８件）、Ｊリーグクラブと連携したeスポーツコンテ
ンツの実施（５回）
○SNSを活用した情報発信（FB115回、Twitter575回）
○ICT技術やGBAC等の先進的な取組の情報収集を継続実施
○救命等講習（２回）、消防訓練（４回）、さすまた取扱訓練（１回）

〇毎月の定例会でブランドイメージを議論するとともに、ブランドイメージ構築に資する可能性の高いイ
ベントを積極的に誘致した。
〇SNSの情報発信は、従来のイベント報告に加え、Ｊリーグクラブやスポンサー企業と連携した投稿、ス
タジアムグルメを紹介する投稿等を行い、内容・回数を拡充させた。また、Twitterフォロー＆リツイー
トキャンペーンを実施し、フォロワー数を増加させた。
〇利用者の安全・安心確保のため消防訓練やさすまた取扱訓練を実施し、その実施状況をSNSで情報発信
した。

○６事業（アニメコンサート誘致、eスポーツコンテンツ、SNS情報発信、ICT技
術やGBAC等の先進的な取組、事故・災害時対応の訓練・研修、魅力あるメ
ニューの提供）を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られた場合は、
本格実施に向けたフェーズへ移行。
○引き続きICT技術等の先進的な取組みを情報収集し、GBACは取得・運用
○救命等講習(２回)、消防訓練(４回)、さすまた取扱訓練(１回)の情報発信
○味スタのコンコース売店でスポンサー企業等と連携した魅力あるメニューを提
供し、イベント１回当たりの売店売上を伸ばすことを目指す。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

事業遂行に向けた人材の
確保と育成

①②③

〇オンラインセミナーの受講や他施設の見学等　２回
〇大学院のメディア・エンターテイメントに関する講義につい
て科目等履修生派遣を実施し、事業経営のノウハウを習得　２
名参加

○オンラインセミナーの受講（４回）、他施設の見学（５回）
○大学院のメディア・エンターテイメントに関する講義について科目等履修生派
遣を実施し、事業経営のノウハウを習得　３名参加

〇プール施設等安全管理講習会や会社の情報セキュリティ対策に関する外部講習などを受講した。また、
関東近隣の大型スポーツ施設等の見学を実施した。
〇感染症やDXで大きく変革するエンターテイメントビジネスを時機を捉えて把握し、会社の将来像を弾
力的に適応させていく人材を育成するため、大学院へ社員３名を派遣した。派遣者は定期的に社内勉強会
を実施し、社内全体の人材育成につながった。

〇オンラインセミナーの受講や他施設の見学等　２回
〇大学院のメディア・エンターテイメントに関する講義について科目等履修生派
遣を実施し、事業経営のノウハウを習得　２名参加

・目標①について、サイクルポートの運用、デジタルスタンプラリーの実施など、地域と連携した事業を４事業実施
した。
・目標②について、センサリールームの設置、キャッシュレス決済の導入等、観戦・鑑賞環境の向上施策を４事業実
施した。また、コンサートの誘致に加え、人気ユーチューバーのイベントを開催するなど新規企画を３事業実施し
た。
・目標③について、Ｊリーグクラブ等と連携した投稿や、消防訓練等の実施状況に関する投稿をSNSで情報発信し、
安全面やブランド面のイメージ向上に向けて５事業を実施した。

・集客力向上に向けた個別の取組み
は行ってきたが、周辺地域に潜在す
る集客力を十分に取り込めていな
い。
・多様化・高度化する利用者ニーズ
に合致したきめ細かいサービスの提
供が求められている。
・既存イベントの合間や閑散期等に
はフリーマーケットや撮影等の受入
れを行ってきたが、新たなビジネス
モデルも視野に入れた更なる施設活
用の余地がある。
・施設の認知度向上に努めてきた
が、施設の安全面やブランド面でイ
メージ向上につながる戦略的な取組
みが十分に行われていない。
・大会後は競合施設との競争も見込
まれる中、自ら情報収集して企画立
案し、収益を高めるノウハウある人
材の育成を行う段階にある。

・周辺の企業や大学、行政機関等と
も連携し、東京全域からの来場客が
長時間滞在したくなるメニューを揃
える。
・収支の状況を見ながら、価値の高
いサービスを提供できるよう、施設
のリニューアルやICT技術の活用で
利用環境の整備・充実を図り、生産
性を高める。
・感染症の状況を見ながら、収益性
の高いイベントや話題性の高い新た
な企画等を実施し、施設稼働率を向
上させる。
・特色あるイベントの開催や広報戦
略の展開、施設の安全面のアピール
により、施設のブランドイメージを
向上させ、他の施設と差別化を図
る。
・企画や事業分析を外部に任せるだ
けでなく、外部からの専門的な助言
を受け、事業遂行に向けた人材の確
保と育成を図る。

【目標①】地域連携に資する検討
会を立ち上げ、１事業以上試行
し、効果を検証する。
【目標②】観戦・鑑賞環境の向上
施策や独自の新規企画を３事業以
上試行し、効果を検証する。
【目標③】安全面やブランド面の
イメージ向上に向け、１事業以上
試行し、本格実施する。

地域等と連携した味の素
スタジアムの施策展開

リニューアルによる観
戦・鑑賞環境の向上

新たなビジネスモデルを
実現するための新規事業
の追求

安全面やブランド面のイ
メージ向上

2023年度改訂の視点による区分

新国立競技場の開業や有明アリーナの開設等により大規模なスポーツ大会やコンサートの誘致競争が厳しくなる中、利用者から選ばれ続けるス
タジアム・アリーナとなるには、更なる感染予防策により安全・安心を確保し、中長期的な視点で安定的な経営基盤の底上げを図る必要がある
ため。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 選ばれ続けるスタジアム・アリーナとして安定的な
経営基盤の底上げを図るための取組の推進

事業
運営

○リニューアルによる観戦・鑑賞環境の向上
利用者ニーズを踏まえた観戦・鑑賞環境の向上策の一つとして、特別観覧室の改修を行う。具体的には、室内の壁紙や床材を張り替え、調度品の買い替え等を行う。イベント主催者の満足度を高め、大型イベントを実施し、施設利用売上を伸ばすことを
目指す。
そのため、2023年度の年次計画に「利用者ニーズを踏まえ、年度内に特別観覧室を改修」を追記する。

○安全面やブランド面のイメージ向上
味の素スタジアムのコンコース売店のリニューアルを契機として、魅力あるメニューを提供する。具体的には、スポンサー企業等と連携したメニュー開発に取り組み、スタジアムグルメのブランドイメージを向上させる。イベント来場者の満足度を高
め、Jリーグ等のイベントで観客動員数を増やし、施設利用１回当たりの売上を伸ばすことを目指す。
そのため、2023年度の年次計画に「味スタのコンコース売店でスポンサー企業等と連携した魅力あるメニューを提供」を追記する。

〇オンラインセミナーの受講や他施設の見学等　２回
〇大学院のメディア・エンターテイメントに関する講義について科目等履修生派
遣を実施し、事業経営のノウハウを習得　２名参加

・集客力向上に向けた個別の取組み
は行ってきたが、周辺地域に潜在す
る集客力を十分に取り込めていな
い。
・多様化・高度化する利用者ニーズ
に合致したきめ細かいサービスの提
供が求められている。
・既存イベントの合間や閑散期等に
はフリーマーケットや撮影等の受入
れを行ってきたが、新たなビジネス
モデルも視野に入れた更なる施設活
用の余地がある。
・施設の認知度向上に努めてきた
が、施設の安全面やブランド面でイ
メージ向上につながる戦略的な取組
みが十分に行われていない。
・大会後は競合施設との競争も見込
まれる中、自ら情報収集して企画立
案し、収益を高めるノウハウある人
材の育成を行う段階にある。

・周辺の企業や大学、行政機関等と
も連携し、東京全域からの来場客が
長時間滞在したくなるメニューを揃
える。
・収支の状況を見ながら、価値の高
いサービスを提供できるよう、施設
のリニューアルやICT技術の活用で
利用環境の整備・充実を図り、生産
性を高める。
・感染症の状況を見ながら、収益性
の高いイベントや話題性の高い新た
な企画等を実施し、施設稼働率を向
上させる。
・特色あるイベントの開催や広報戦
略の展開、施設の安全面のアピール
により、施設のブランドイメージを
向上させ、他の施設と差別化を図
る。
・企画や事業分析を外部に任せるだ
けでなく、外部からの専門的な助言
を受け、事業遂行に向けた人材の確
保と育成を図る。

【目標①】地域連携に資する検討
会を立ち上げ、１事業以上試行
し、効果を検証する。
【目標②】観戦・鑑賞環境の向上
施策や独自の新規企画を３事業以
上試行し、効果を検証する。
【目標③】安全面やブランド面の
イメージ向上に向け、１事業以上
試行し、本格実施する。

地域等と連携した味の素
スタジアムの施策展開

リニューアルによる観
戦・鑑賞環境の向上

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

事業遂行に向けた人材の
確保と育成

①②③

〇オンラインセミナーの受講や他施設の見学等　２回
〇大学院のメディア・エンターテイメントに関する講義につい
て科目等履修生派遣を実施し、事業経営のノウハウを習得　２
名参加

新たなビジネスモデルを
実現するための新規事業
の追求

安全面やブランド面のイ
メージ向上

新国立競技場の開業や有明アリーナの開設等により大規模なスポーツ大会やコンサートの誘致競争が厳しくなる中、利用者から選ばれ続けるス
タジアム・アリーナとなるには、更なる感染予防策により安全・安心を確保し、中長期的な視点で安定的な経営基盤の底上げを図る必要がある
ため。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京スタジアム 戦略の性質による区分

戦略２ 選ばれ続けるスタジアム・アリーナとして安定的な
経営基盤の底上げを図るための取組の推進

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコー
スやスタンド等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年
合計５つ以上（感染症の状況で回数は見直す）
○一体的利用を行う際、社内のノウハウや関連事業者との繋
がりを活用するなど、経費節減を図る。

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコースやスタンド
等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年合計６つ以上
（感染症の状況で回数は見直す）
○一体的利用を行う際、社内のノウハウや関連事業者との繋がりを活用する
など、経費節減を図る。

② ○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行５回以上 ○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行６回以上

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコー
スやスタンド等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年
合計５つ以上（感染症の状況で回数は見直す）
○一体的利用を行う際、社内のノウハウや関連事業者との繋
がりを活用するなど、経費節減を図る。

〇各施設の利用スケジュールの洗い出し
〇一体的利用実績（２件）
〇相互補完利用実績（21件）

〇東京2020大会１周年記念事業として、夏休み親子スタジアム・アリーナツアー、味スタ感謝デー
を開催し、味スタとむさプラを一体的に利用した。
〇AGFフィールドのイベント開催で、むさプラのトイレや諸室を提供し、相互補完利用を行った。
〇むさプラのイベント開催で、味スタコンコースに食事休憩場所を提供し、相互補完利用を行っ
た。その際、味スタの備品や飲食事業者との繋がりを活用し、経費節減を図った。

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコースやスタンド
等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年合計15件以上
（感染症の状況で回数は見直す）
○一体的利用を行う際、社内のノウハウや関連事業者との繋がりを活用する
などして、備品や出店等にかかる経費等の節減を図る。

② ○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行５回以上 〇SNSを活用した両施設の一体的PR実績（14回）

〇両施設を一体利用したイベントである、夏休み親子スタジアム・アリーナツアー、味スタ感謝
デーの開催に当たり、SNSを活用して一体的にPRを行った。
〇味スタのイベントに関するTwitterを、むさプラでリツイートするなどして、隣接施設のイベント
を情報発信することで、一体的利用をイメージしやすくした。

○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行６回以上

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・目標①について、両施設の一体的利用や相互補完利用について、計23件の実績を積み上げた。
・目標②について、スタジアムとプラザの同時利用を推進するため、各施設のイベントや取組を双方でSNS発信
することで、 一体的利用のPRを推進した。

・各施設の規模や特性が異なるこ
とから、両施設を一体的に活用し
た大規模イベントの開催は難し
く、これまではRWCのような国
際的なイベントや当社主催の味ス
タ感謝デーで活用してきた。

・両施設を一体的に管理する当社
ならではの取組みとして、施設を
相互補完する形での利用も促進す
ることで、施設利用の魅力向上を
図り、収益性を高める。
・利用者が複数施設の同時利用を
イメージしやすいよう一体的なブ
ランドイメージの発信を行うとと
もに、同時利用メリット等の提案
を行う。

【目標①】
両施設の一体的利用、又は施設
を相互補完する形での利用を15
件以上実施し、利用者の高い評
価を得ている。
【目標②】
スタジアム等とプラザの同時利
用を促進するための戦略的なPR
を実施している。

スタジアム等とプラザ
の一体での事業開催

同時利用促進のための
取組み

2023年度改訂の視点による区分

味の素スタジアムと武蔵野の森総合スポーツプラザの両施設を一体的・効果的に活用することで、サービスや営業力の向上に繋がる他、
多摩地域のスポーツ拠点として地域のスポーツ振興や地域活性化に貢献するため。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 両施設の同時利用による相乗的な魅力向上
事業
運営

○スタジアム等とプラザの一体での事業開催
2021年度は、両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用が計12件であった。2022年度も11月末時点でそれを上回る実績が上がっていることから、３年後（2023年度）の到達目標を引き上げる。両施設の同時利用に関する実
績を更に増やし、イベント誘致の促進につなげていくことを目指す。
そのため、３年後（2023年度）の到達目標において、「両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用」を「６つ以上実施」から「15件以上実施」に変更する。

※目標15件に上方修正する理由・考え方は、以下のとおり。
2021年度実績は、東京2020大会を除き、11件である。東京2020大会期間を除外した9カ月間で11件実施しているため、以下の計算方法で算出した。
11件÷9カ月×12カ月＝14.666…　≒　15件

・各施設の規模や特性が異なるこ
とから、両施設を一体的に活用し
た大規模イベントの開催は難し
く、これまではRWCのような国
際的なイベントや当社主催の味ス
タ感謝デーで活用してきた。

・両施設を一体的に管理する当社
ならではの取組みとして、施設を
相互補完する形での利用も促進す
ることで、施設利用の魅力向上を
図り、収益性を高める。
・利用者が複数施設の同時利用を
イメージしやすいよう一体的なブ
ランドイメージの発信を行うとと
もに、同時利用メリット等の提案
を行う。

【目標①】
両施設の一体的利用、又は施設
を相互補完する形での利用を６
つ以上実施し、利用者の高い評
価を得ている。
【目標②】
スタジアム等とプラザの同時利
用を促進するための戦略的なPR
を実施している。

スタジアム等とプラザ
の一体での事業開催

同時利用促進のための
取組み

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

味の素スタジアムと武蔵野の森総合スポーツプラザの両施設を一体的・効果的に活用することで、サービスや営業力の向上に繋がる他、
多摩地域のスポーツ拠点として地域のスポーツ振興や地域活性化に貢献するため。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京スタジアム 戦略の性質による区分

戦略３ 両施設の同時利用による相乗的な魅力向上
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・前年度決算や定期的に実施する収入予測の見直し等を踏ま
えつつ、事業計画のローリングを実施
・黒字基調となる経営構造を構築するため、最新の収入予測
等を前提に、中長期的な収支改善策の検討を進め、各種計画
を見直し

・前年度決算や定期的に実施する収入予測の見直し等を踏まえつつ、事業計
画のローリングを実施
・中期経営計画に基づき、各種収支改善策を実施

①②
・既存事業の契約形態等の検証結果を踏まえた改善（コンペ
方式導入など）
・駅構内に固定店舗を新規開店

・駅構内商業利用の更なる拡充

①②

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実
施
・動力費、修繕費、業務委託費等の縮減に向け、運行ダイヤ
や駅の業務体制等の更なる効率化を検討

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実施
・動力費、修繕費、業務委託費等の縮減に向け、運行ダイヤや駅の業務体制
等の更なる効率化を検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・前年度決算や定期的に実施する収入予測の見直し等を踏ま
えつつ、事業計画のローリングを実施
・黒字基調となる経営構造を構築するため、最新の収入予測
等を前提に、中長期的な収支改善策の検討を進め、各種計画
を見直し

・各月の利用実績を踏まえ、収入予測を毎月更新
・コロナ禍で大きく変化した事業環境を踏まえ、長期経営方針の改定及びこ
れに基づく新たな中期経営計画の策定に向けた作業を実施

・沿線大学の対面授業再開等でお客様の利用動向の変化は続いており、収入予測の精度を高めてい
くためには、高頻度で収入予測を見直していく必要があった。
・2017年に策定した長期経営方針は、前提とする事業環境が大きく異なるため、変化した事業環境
においても様々な課題に対応できるよう、2022年度に長期経営方針を改定することとした。
・新たな長期経営方針及び中期経営計画に基づく取組を2023年4月から開始することで、2023年度
を安定経営への道筋を着実なものとする１年としていく。

・2022年度決算や定期的に実施する収入予測の見直し等を踏まえつつ、事業
計画のローリングを実施
・新たな長期経営方針及び中期経営計画に基づき、各種収支改善策を実施
・箱根ケ崎方面延伸も見据え、将来にわたり安定した経営を維持できるよ
う、経営基盤強化に向けた取組を検討

①②
・既存事業の契約形態等の検証結果を踏まえた改善（コンペ
方式導入など）
・駅構内に固定店舗を新規開店

・「車内アナウンス広告」を新規広告媒体として発売開始
・駅構内の空きスペースを活用した、沿線企業向けの広告媒体を新規発売
・モバイルバッテリー貸出機を駅構内空きスペースに増設
・駅構内の空きスペースへの新規出店を打診

・これまでの事業活動で培った関係性を活用できることに加え、安定的な収益につながることが期
待できるため、沿線企業向けの新規広告媒体の開発に積極的に取り組んだ。
・学生のお客様に好評いただいているモバイルバッテリー貸出サービスの貸出機を学生のお客様の
利用の多い駅等に増設した。
・固定店舗の新規出店は現時点で実現していないが、短期のイベント出店についても営業を続け、
可能な限り収益につなげられるよう努力した。

・空きスペースの広告利用や販売機の設置、固定店舗化など、駅構内商業利
用の更なる拡充
・既存店舗について、更なる増収に向けて、レイアウトの改善等のリニュー
アルを提案及び実施

①②

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実
施
・動力費、修繕費、業務委託費等の縮減に向け、運行ダイヤ
や駅の業務体制等の更なる効率化を検討

・2022年度上期時点で一般経費を6.1％減（2019年度同期比）
・2022年３月からより効率化した運行ダイヤで運行し、車両走行距離を約
4％縮減（2021年度比）
・お客様の利用状況を踏まえ、駅の業務体制を効率化し、2022年度上期時点
で駅業務委託費を約49％縮減（2021年度同期比）

・一般経費縮減の最大の要因は、業務委託費の縮減（14％減：2019年度同期比）
・業務委託費の縮減に当たっては、既存業務を見直しつつ、委託業務を一部直営化するなど、一過
性のコストカットではなく、長期的に実現できる手法を目指した。

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実施
・動力費、修繕費、業務委託費等の縮減に向け、各職場の業務運用の更なる
効率化を検討

戦略の性質による区分

戦略１ 収入確保と経費縮減による経営の安定化
事業
運営

新型コロナウイルス感染症の影響により鉄道事業者全体で運輸収入が大幅に減少している。感染症収束の見通しは立たず、「新しい日
常」の定着により今後も厳しい環境が続くことが予測される中、事業継続に必要な資金を確保し、交通事業者としての責務を果たしてい
く必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆運輸収入は、2020年度では、
2019年度比約34％減と大きく減
少した。2021年度上半期では
2019年度比約29％減と、回復傾
向がみられるものの、コロナ禍前
の水準に戻る目途は立っていな
い。
◆安全運行に必要な経費の確保を
最優先に、老朽化した施設・設備
の更新、借入金返済等の資金需要
にも適切に対応していく必要があ
る。
◆営業収入に占める付帯事業の割
合は約３％で推移している。駅舎
等の商業利用にあたっては、空間
が限られていることに加え、道路
占用の規制がある中で、他鉄道事
業者と同等の付帯事業の展開が困
難な状況にある。

◆収入確保と経費削減の観点から
様々な創意工夫を行い、営業損益
の均衡・黒字化を目指していく。
◆具体的には、安全、安定輸送を
着実に推進しつつ、営業費の徹底
した抑制を行う。加えて、付帯事
業や定期外乗車の増収に向け、増
収策を継続的に検討し、積極的に
実施していく。
◆また、事業の効率性や費用対効
果の検証を行い、現時点で緊急性
の低い事業については、実施時期
の見送り、統合するなど徹底した
見直しを行うとともに、契約手法
の工夫などにより更なる経費縮減
を図る。
◆さらに、サービス水準を維持し
つつ、運行ダイヤや駅の業務体制
等を見直し、執行体制を効率化し
ていく。

①安定的かつ継続的に黒字基調
となる経営構造の構築
②開業時の借入金のうち、民間
金融機関借入分（2021年3月末
時点944百万円）の完済

収支試算に基づく事業
の管理

個別取組事項 2023年度2022年度

 多摩都市モノレール(株)

戦略１ 収入確保と経費縮減による経営の安定化
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

付帯事業収入の確保

経費の縮減

経費の縮減

新型コロナウイルス感染症の影響により鉄道事業者全体で運輸収入が大幅に減少している。感染症収束の見通しは立たず、「新しい日
常」の定着により今後も厳しい環境が続くことが予測される中、事業継続に必要な資金を確保し、交通事業者としての責務を果たしてい
く必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・2022年度上半期は、沿線大学において対面を基本とする授業が再開されたこと等により、営業収益が増加した
ことに加え、営業費では引き続き経費縮減に取り組んだため、約10億円の営業利益を計上した。
・開業時の借入金のうち、民間金融機関借入分残高は約1.4億円（2022年9月末時点）。
・次期中期経営計画の策定に向け、事業の検討を進めるとともに、毎月の利用実績を踏まえ、定期的に収入予測
の更新を行っている。

◆運輸収入は、2020年度では、
2019年度比約34％減と大きく減
少した。2021年度は約22％減
（2019年度比）、2022年度上期
は約12％減（2019年度比）と、
回復基調にあるものの、コロナ禍
前の水準には回復していない。
◆経費面では、老朽化した施設・
設備の更新や修繕、動力費の増加
等に対応していく必要がある。
◆開業時の借入金返済を進める一
方で、安全な運行に必要となる設
備投資等の資金需要にも適切に対
応していく必要がある。
◆営業収入に占める付帯事業の割
合は約３％で推移している。駅舎
等の商業利用にあたっては、空間
が限られていることに加え、道路
占用の規制がある中で、他鉄道事
業者と同等の付帯事業の展開が困
難な状況にある。

◆収入確保と経費削減の観点から
様々な創意工夫を行い、営業損益
の黒字化を目指していく。
◆具体的には、安全、安定輸送を
着実に推進しつつ、事業の優先順
位を徹底的に精査するとともに、
契約手法の工夫や委託業務の一部
直営化等を通じて、営業費の縮減
を図る。
◆さらに、サービス水準を維持し
つつ、運行ダイヤや駅の業務体制
等を見直し、執行体制を効率化し
ていく。
◆付帯事業や定期外乗車の増収に
向け、増収策を継続的に検討し、
積極的に実施していく。

①安定的かつ継続的に黒字基調
となる経営構造の構築
②開業時の借入金のうち、民間
金融機関借入分（2021年3月末
時点944百万円）の完済

収支試算に基づく事業
の管理

付帯事業収入の確保

2023年度

【現状】
・運輸収入については回復基調にはあるが、未だコロナ禍前の水準には達していない状況にある。
・一方で、経費面では、電気料金の高騰に伴う動力費の増加、施設や設備等の老朽化に対応していく必要がある。
・加えて、2022年10月には東京都とともに都市計画素案の住民説明会を開催するなど、「未来の東京」戦略にも位置付けられている箱根ケ崎方面の延伸事業に向けた準備も進んでいる。
【収支試算に基づく事業の管理】
・より長期的な視点で安定的な経営基盤を確保できるよう、2022年度中に長期経営方針を改定し、これに基づく新たな中期経営計画（計画期間：2023年度～2025年度）を策定することとした。
・これらに基づく収支改善策を2023年4月から開始することで、2023年度を安定経営への道筋を着実なものとする１年とし、「３年後（2023年度）の到達目標」に掲げた「安定的かつ継続的に黒字基調となる経営構造の構築」を達成した
い。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

RC支柱補修８基
エスカレーター更新８基
エレベーター更新６基
駅舎塗装塗替え１駅

RC支柱補修６基
エスカレーター更新４基
エレベーター更新８基
駅舎塗装塗替え１駅

②
・UVカットガラス、抗菌作用のある吊り手の導入　３編成
【全編成更新完了】

―

②

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の実
施
・リモート接遇に関する教育ビデオを全社向けの研修にも活用
するなど、接遇に関する教育の更なる充実を図る
・遠隔監視装置の更新
・ICカードで障害者割引を受けられるサービスの開始

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の実施

①

・警察等とも連携した異常時対応訓練の実施
・異常時対応力強化に資する設備投資（車内防犯カメラ等）の
検討
・SNS等のビッグデータをAIが解析し、迅速に危機情報を検知
するシステムを試行導入

・警察等とも連携した異常時対応訓練の実施
・異常時対応力強化に資する設備投資（車内防犯カメラ等）の検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

RC支柱補修８基
エスカレーター更新８基
エレベーター更新６基
駅舎塗装塗替え１駅

・年度内に下記の実績となる見通し
RC支柱補修０基
エスカレーター更新６基
エレベーター更新５基
駅舎塗装塗替え０駅
インフラ健全度調査（程久保駅～立飛駅）
PC軌道桁伸縮装置更新
信号保安設備ATC/TD地上装置更新（１駅）

・モノレールのインフラ部と呼ばれる支柱や軌道桁は東京都の資産であり、東京都から当社が工事を受
託し、更新等を行っている。
・更新等については、毎年度東京都と協議し、各種工事の優先順位等を踏まえながら、実施時期や規模
を見直しており、2022年度についても計画の見直しを行った。
・エスカレーターやエレベーターの更新に際しては、事前周知を徹底して行い、お客様への影響を最小
限に留めた。

・施設の長寿命化等に向け、以下を実施
RC支柱補修５基
エスカレーター更新３基
エレベーター更新６基
駅舎塗装塗替え２駅
駅コンコース天井等修繕２駅
信号保安設備ATC/TD地上装置更新（１駅）
駅照明のLED化（２駅）

②
・UVカットガラス、抗菌作用のある吊り手の導入　３編成
【全編成更新完了】

・既に２編成の更新が完了しており、年度内に計画どおり全編成の更新が完了
予定

・車両内の快適性や、安心につながる更新であるため、設備投資の中でも高い優先順位として、取組を
進めており、2022年度末までに、予定していた全16編成の更新が完了する見通し。

―

②

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の実
施
・リモート接遇に関する教育ビデオを全社向けの研修にも活用
するなど、接遇に関する教育の更なる充実を図る
・遠隔監視装置の更新
・ICカードで障害者割引を受けられるサービスの開始

・駅業務体制の更なる効率化を実施
・2021年度作成のリモート接遇教育ビデオを新入社員教育に活用
・外部講師を招いた接遇研修を実施
・遠隔監視装置更新に向けた調整
・障害者割引に対応した新たなICカードサービスを2022年度中に開始すること
を公表
・顧客満足度調査を実施し、総合満足度が８ポイント改善

・お客様の利用状況を踏まえ、一部の駅について、有人時間帯を縮小するとともに、運営を直営化する
など、体制の効率化を図った。
・有人時間帯の縮小により、リモートでの接客機会が増加するため、同業他社から研修講師を招くこと
で、より客観的な視点から社員の接遇力向上を図った。
・遠隔監視装置は、2022年度中に更新が完了する予定
・施策の効果検証及び顧客ニーズを把握するため、顧客満足度調査を実施した。これまで実施してきた
安全面の取組等が評価され、総合満足度が改善した。

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の実施
・2022年度顧客満足度調査の結果を踏まえ、更なる接遇力向上に向けた研修を
実施
・顧客満足度調査を実施し、最新の顧客ニーズを把握し、取組に反映
・駅トイレの改修（１駅）

①

・警察等とも連携した異常時対応訓練の実施
・異常時対応力強化に資する設備投資（車内防犯カメラ等）の
検討
・SNS等のビッグデータをAIが解析し、迅速に危機情報を検知
するシステムを試行導入

・地元の警察や消防と連携した異常時対応訓練を実施
・全車両にリアルタイムで映像を確認できる車内防犯カメラを設置することと
し、方針を公表
・SNS等のビッグデータをAIが解析し、迅速に危機情報を検知するシステムを
試行導入し、効果検証中
・非常用脱出シューター設置（年度内に４編成完了予定）

・2021年度に他社線で発生した事件を踏まえ、特に重点を置いて取組を進めた。
・車内防犯カメラの設置に向けては、高架をワンマン運転で走行するモノレールの特性を踏まえ、リア
ルタイムで映像を確認できる方式を採用することとし、速やかな調達に努めた。
・異常時の対応については、いち早く危機を察知することが重要であるため、SNS等のビッグデータを
解析し、機器情報を検知するシステムを試行導入することとした。

・警察等とも連携した異常時対応訓練の実施
・異常時対応力の強化に向け、新たに設置した車内防犯カメラの運用を開始す
るほか、非常用脱出シューターを３編成に設置

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・安全で快適な移動に資する設備投資等は優先順位を高く設定することで、着実に実施し、運転無事故を継続してい
る。
・お客様の利用状況に応じた駅の運営体制に改める一方で、サービス水準が低下しないよう、外部講師を招いた研修
を実施した。
・異常時の対応力を強化するため、警察と連携した訓練を実施したほか、車内防犯カメラを全車両に導入することを
決定した。
・顧客満足度調査を実施し、総合満足度は2019年度調査時から８ポイント改善した。更なる改善に向け、駅のトイ
レ改修等に取り組んでいく。

◆開業以来、年々増加していた乗
降人員がコロナ禍で大幅に減少
し、その後、回復基調にはあるも
のの、コロナ禍前の水準には達し
ていない状況にある。

◆こうした状況の中でも、交通事
業者として最大の責務である安
全・安定輸送を確保していかなけ
ればならない。

◆当社は、乗降人数に応じて有人
駅、無人駅の運用を分けており、
無人駅でのトラブル対応や、支援
を必要とするお客様への対応など
のため、これまで駅の有人時間帯
増加を進めてきたが、事業環境の
変化に伴い、コスト縮減の観点か
ら、運営体制を見直す必要性が生
じている。

◆他の鉄道事業者では、近年、車
両内での犯罪行為等も発生してお
り、異常時において、いかにお客
様の安全を確保していくか検討
し、実行に移す必要がある。

◆お客様の安全と、快適な移動を
実現できるよう、事業の基盤とな
る軌道・駅施設等については、計
画的な修繕・更新を行い、事故を
未然に防止することで安全輸送を
確保する。

◆リモートによるお客様サービス
の向上施策の検討など、無人駅で
のサービス向上をはじめ、費用対
効果を検証しながら、可能な限り
のお客様サービス向上に向けた取
組を推進していく。

◆異常時において、お客様の安全
を確保できるよう、車両設備や乗
務員の装備等を見直すとともに、
警察等とも連携しながら総合的な
訓練を実施していく。

①運転無事故の継続（※）
※鉄道事故報告規則第3条1項で
定める「鉄道運転事故」０件の継
続
②「お客様の声」を踏まえた全て
のお客様が安全かつ快適に移動で
きるハード・ソフト両面からのお
客様サービスの向上

軌道・駅施設の計画的な
修繕・更新

車両修繕に合わせた車両
の機能向上

お客様サービスの向上

異常時の対応力強化

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症の影響により、鉄道業界全体で業績が悪化しており、ポストコロナを見据え、終電の繰上げや運転本数の見直し
など、お客様サービスのあり方について大きな変化が起きている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 輸送の安全確保とお客様サービスの維持・向上
事業
運営

【軌道・駅施設の計画的な修繕・更新】
・東京都の資産であるインフラ部については、東京都と協議しながら、更新等の工事を着実に実施していく。
・当社が所有する信号保安設備や駅照明等のインフラ外部についても、老朽化の状況等を踏まえながら更新を進めていく。
【お客様サービスの向上】
・2022年度に顧客満足度調査を実施し、これまで実施してきた安全面の取組等が評価され、2019年度調査時から総合満足度が８ポイント改善した。
・これまで数年に１回の頻度で顧客満足度調査を実施してきたが、2023年度以降は毎年度実施し、各施策の効果測定及び最新のお客様ニーズの把握に活用していく。
・駅のトイレの改修については、計画を中断していたが、2023年度から改修を再開する。
【異常時の対応力強化】
・2021年度に他社線で発生した事件を踏まえ、2022年度はハード、ソフト両面から対応力を強化する取組を検討してきた。
・ハード面の整備については一定の目途が立ったことから、これを着実に運用し、これまで以上にお客様に安心してご利用いただける環境を構築する。

◆開業以来、年々増加していた乗
降人員がコロナ禍以降減少に転
じ、回復基調にあるものの、コロ
ナ禍前の水準への回復について
は、見通しが立たない状況にあ
る。

◆こうした状況の中でも、交通事
業者として最大の責務である安
全・安定輸送を確保していかなけ
ればならない。

◆当社は、乗降人数に応じて有人
駅、無人駅の運用を分けており、
無人駅でのトラブル対応や、支援
を必要とするお客様への対応など
のため、これまで駅の有人時間帯
増加を進めてきたが、環境の変化
に伴い、コスト縮減の観点から、
人員配置を見直す必要性が生じて
いる。

◆他の鉄道事業者では、近年、車
両内での犯罪行為等も発生してお
り、異常時において、いかにお客
様の安全を確保していくか、検討
する必要がある。

◆お客様の安全と、快適な移動を
実現できるよう、事業の基盤とな
る軌道・駅施設等については、計
画的な修繕・更新を行い、事故を
未然に防止することで安全輸送を
確保する。

◆リモートによるお客様サービス
の向上施策の検討など、無人駅で
のサービス向上をはじめ、費用対
効果を検証しながら、可能な限り
のお客様サービス向上に向けた取
組を推進していく。

◆異常時において、お客様の安全
を確保できるよう、乗務員の装備
等を見直すとともに、警察等とも
連携しながら総合的な訓練を実施
していく。

①運転無事故の継続（※）
※鉄道事故報告規則第3条1項で
定める「鉄道運転事故」０件の継
続
②「お客様の声」を踏まえた全て
のお客様が安全かつ快適に移動で
きるハード・ソフト両面からのお
客様サービスの向上

軌道・駅施設の計画的な
修繕・更新

車両修繕に合わせた車両
の機能向上

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

お客様サービスの向上

異常時の対応力強化

新型コロナウイルス感染症の影響により、鉄道業界全体で業績が悪化しており、ポストコロナを見据え、終電の繰上げや運転本数の見直し
など、お客様サービスのあり方について大きな変化が起きている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 多摩都市モノレール(株) 戦略の性質による区分

戦略２ 輸送の安全確保とお客様サービスの維持・向上
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・通年施策の検証と見直し
・期間施策の検証と件数増（1件→2件）
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策
の実施

・通年施策の更なる充実
・期間施策の検証と件数増（2件→３件）
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策の充実

①②

・沿線自治体や団体、企業との連携テーマ（子育て支援等）
に応じた施策の実施
・当社単独のイベントに留まらない、沿線地域団体等の活性
化に資するイベント等の検討・実施

・沿線自治体や団体、企業との連携テーマに応じた施策の検証、更なる活性
化に向けた施策の実施
・当社単独のイベントに留まらない、沿線地域団体等の活性化に資するイベ
ント等の検討・実施

①② ・リサーチ結果を反映した施策を立案・実施 ・継続的なリサーチ実施と、施策への反映

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・通年施策の検証と見直し
・期間施策の検証と件数増（1件→2件）
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策
の実施

・新規通年施策として、１日乗車券を沿線加盟店舗等で提示すると、特典が
受けられる「ぐるっとプレミアムガイド」を開始
・期間施策を３件実施
・接続する鉄道事業者等と連携して、お客様の回遊を誘引する企画を実施
・接続する鉄道事業者と広告枠を相互に融通し、イベント等のＰＲを実施

・当社が中心となって地域の賑わいを生み出せるよう、沿線地域の事業者（約50者）と調整して、
新たなサービス「ぐるっとプレミアムガイド」を４月から開始した。
・期間施策として、お子様をターゲットとした沿線の施設とタイアップしたクイズラリー企画等を
開催した。
・他の鉄道事業者との連携企画については、2022年度はより多くの事業者が参加することとなっ
た。

・通年施策の更なる充実
・期間施策の検証を行うとともに、デジタルスタンプラリー等の新たな回遊
手法の活用を検討し、実施
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策の充実

①②

・沿線自治体や団体、企業との連携テーマ（子育て支援等）
に応じた施策の実施
・当社単独のイベントに留まらない、沿線地域団体等の活性
化に資するイベント等の検討・実施

・東京都と連携し、小学生が100円で１日乗り放題となる「たまモノこどもワ
ンデーパス」を発売し、関連する企画を実施
・鉄軌道事業者として初めて「子育て応援とうきょうパスポート」に協賛
・車両基地開放イベントを３年ぶりに開催し、多くの沿線事業者等が出店

・親子で出かけやすい環境の創出を目的に、東京都とともに「たまモノ子育て応援事業」を新たに
2022年度から開始し、春、夏、冬の３期間に「たまモノこどもワンデーパス」を発売した。
・当社は、「たまモノ子育て応援事業」を足掛かりに、子育て世帯に沿線の魅力を知っていただく
ため、クイズラリー企画等を実施した。
・多くの沿線事業者等とともに車両基地開放イベントを開催し、約3,000人のお客様にご来場いただ
いた。

・マイクロツーリズムを意識した沿線企業等と連携した企画の実施
・子育て支援等のテーマに応じた施策の検証、更なる活性化に向けた施策の
実施
・社外の検討体等を活用し、当社単独のイベントに留まらない、沿線地域団
体等の活性化に資するイベント等の検討・実施

①② ・リサーチ結果を反映した施策を立案・実施

・多摩モノレールや多摩地域への期待を把握するため、インターネットリ
サーチを実施
・リサーチ結果を踏まえ、Instagramで沿線グルメ情報の発信を開始すると
ともに、沿線商業施設とのセット券を発売再開

・リサーチ結果では、Instagramで沿線グルメ情報の発信を求める声が多かったことから、2ヶ月に
１度発行している沿線情報誌の記事と関連させながら、グルメ情報を発信することとした。
・また、買い物目的で多摩地域に訪れる方が多いことが明らかになったため、沿線の大規模商業施
設とのセット券の発売を再開した。

・継続的なリサーチ実施と、施策への反映

①②
・TwitterやInstagramを活用して、沿線のイベント情報等を発信
・子育て世帯向けに「おでかけマップ」を作成
・お出かけ情報サイトに、モノレール沿線を紹介する記事を出稿

・SNSを活用して、沿線の情報などを積極的に発信しており、Twitterのフォロワーは約2％増加し
た。
・子育て世帯のお客様向けに、お子様連れでもお出かけしやすいスポットを紹介するフリーペー
パー「おでかけマップ」を作成し配布
・自社メディア以外でも情報発信を強化し、外出意欲をかきたてるため、複数のお出かけ情報サイ
トに旅情を誘う記事を出稿

・多摩モノレールに関する投稿を誘発するユーザー参加型のハッシュタグ
キャンペーンなど、SNSを活用した多様な発信を強化
・広報担当社員のスキル向上のため、外部研修を活用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・沿線事業者と連携し、１日乗車券増販に向けた新規施策「ぐるっとプレミアムガイド」を開始。今後は更なる
サービス充実を図っていく。
・期間施策として３件の周遊企画を開催。今後は定期外収入の増加に向けて、新たな視点から企画内容を改善し
ていく。
・マーケティングリサーチの結果を踏まえ、Instagramでの発信内容を見直すとともに、沿線商業施設とのセッ
ト券の発売を再開し、定期外収入の増加に努めた。

◆営業収益の大宗を運輸収入が占
める収入構造にあるが、テレワー
クの定着等を踏まえると、沿線地
域の交流人口をいかに増やし、定
期外収入を確保していくかがポイ
ントとなる。

◆「新しい日常」を前提に、集客
と感染防止のバランスをとった施
策を実施し、地域のにぎわい創出
につながる取組を展開していく必
要がある。

◆特に、沿線自治体や企業・団体
との地域活性化に係る連携には、
更なる発展の余地があり、地域活
性化に向けた施策の実施を前提と
する情報共有や相互協力のための
関係構築が必要である。

◆沿線地域との連携により、増
客・増収につながる新たな旅客誘
致施策を企画・実施する。

◆これまで、会社単独で開催して
きたイベントについては、沿線の
自治体や企業等との連携を深め、
感染防止にも配慮しながら、拡大
に努めていく。

◆コロナ禍において、マイクロ
ツーリズムへの関心が高まる中、
多摩地域を中心に都内や近県を対
象とするマーケティングリサーチ
を定期的に実施することにより、
地域における顧客ニーズを分析
し、連携施策の効果検証、施策の
更なる充実につなげていく。

①１日乗車券増販に向けた、通
年施策の新規実施
②増客・増収や地域のにぎわい
創出につながる新規の期間施策
を年間３件以上実施

新たな旅客誘致施策の
実施

沿線自治体や団体、企
業との連携関係深化、
新規連携先開拓

マーケティングリサー
チの実施

情報発信の強化・充実

2023年度改訂の視点による区分

当社が多摩地域の発展に貢献していくためには、沿線の自治体や団体、企業との連携が不可欠である。ポストコロナにおいて、地域経済
の停滞が懸念される中、都心部に乗り入れず、多摩地域のみを南北に結ぶ唯一の路線である強みを活かし、一層の地域活性を図る役割が
求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 沿線地域との連携による地域活性化
事業
運営

【情報発信の強化・充実】
・コロナ禍を経て人々の生活様式が変化し、定期旅客がコロナ禍前の水準に回復することができないことから、事業者自ら移動需要の創出に努める必要がある。
・今後は、ハッシュタグキャンペーン等を効果的に利用しながら、お客様を巻き込む形で沿線地域の魅力を発信し、需要の創出につなげていく。
・また、効果的な広報活動を進められるよう、担当社員に広報に特化した外部研修を受講させ、スキルアップを図る。

◆営業収益の大宗を運輸収入が占
める収入構造にあるが、テレワー
クの定着等を踏まえると、沿線地
域の交流人口をいかに増やし、定
期外収入を確保していくかがポイ
ントとなる。

◆「新しい日常」を前提に、集客
と感染防止のバランスをとった施
策を実施し、地域のにぎわい創出
につながる取組を展開していく必
要がある。

◆特に、沿線自治体や企業・団体
との地域活性化に係る連携には、
更なる発展の余地があり、地域活
性化に向けた施策の実施を前提と
する情報共有や相互協力のための
関係構築が必要である。

◆沿線地域との連携により、増
客・増収につながる新たな旅客誘
致施策を企画・実施する。

◆これまで、会社単独で開催して
きたイベントについては、沿線の
自治体や企業等との連携を深め、
感染防止にも配慮しながら、拡大
に努めていく。

◆コロナ禍において、マイクロ
ツーリズムへの関心が高まる中、
多摩地域を中心に都内や近県を対
象とするマーケティングリサーチ
を定期的に実施することにより、
地域における顧客ニーズを分析
し、連携施策の効果検証、施策の
更なる充実につなげていく。

①１日乗車券増販に向けた、通
年施策の新規実施
②増客・増収や地域のにぎわい
創出につながる新規の期間施策
を年間３件以上実施

新たな旅客誘致施策の
実施

沿線自治体や団体、企
業との連携関係深化、
新規連携先開拓

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

マーケティングリサー
チの実施

当社が多摩地域の発展に貢献していくためには、沿線の自治体や団体、企業との連携が不可欠である。ポストコロナにおいて、地域経済
の停滞が懸念される中、都心部に乗り入れず、多摩地域のみを南北に結ぶ唯一の路線である強みを活かし、一層の地域活性を図る役割が
求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 多摩都市モノレール(株) 戦略の性質による区分

戦略３ 沿線地域との連携による地域活性化
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② ・社員満足度調査の実施 ・社員満足度調査を踏まえた取組の推進

①②

・電子決裁システムの導入
・電子入札システムの導入
（システム導入によりテレワーク時に実施できる業務が拡
大）

ー

①②
・固有社員の管理職登用
・固有社員の人事交流計画の策定

・人事交流計画に基づく、固有社員の研修派遣を実施

①②
・設備管理所の仮眠室工事
・経営状況を踏まえた本社棟改修工事の検討等を実施

・経営状況を踏まえた本社棟改修工事の検討等を実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② ・社員満足度調査の実施
・10月に社員満足度調査を実施
・調査結果の詳細分析中

・2021年度から、社員の成果と実績を適切に評価し、処遇に結び付けることに重点を置き、人事制
度を改正した。
・2022年度の調査では総合満足度が約８ポイント改善（2017年度調査時：約57％）していること
が判明しているが、人手不足と回答する社員が多いこと等も確認されている。
・調査結果の詳細分析を進め、今後の人事施策に活用していく。

・社員満足度調査を踏まえた取組の推進

①②

・電子決裁システムの導入
・電子入札システムの導入
（システム導入によりテレワーク時に実施できる業務が拡
大）

・電子決裁システムの製品選定を行い、2022年度中に導入予定
・電子入札システムの導入完了

・システム導入によりかえって業務が煩雑にならないよう、電子帳簿保存法の改正も踏まえなが
ら、当社に適した電子決裁システムを選定
・電子入札システムの導入に当たっては、対象事業者に対しても丁寧な説明を実施

ー

①②
・固有社員の管理職登用
・固有社員の人事交流計画の策定

・４月から初めて固有社員を本社部門管理職に登用
・人事交流の方向性をとりまとめ、６月から他の鉄道事業者に若手社員を研
修派遣

・固有社員の管理職登用や他の鉄道事業者への派遣を通じ、固有社員のキャリアパスを具体的に提
示し、勤続意欲の向上を図った。

・人事交流計画に基づく、固有社員の研修派遣を実施

①②
・設備管理所の仮眠室工事
・経営状況を踏まえた本社棟改修工事の検討等を実施

・設備管理所の仮眠室工事の設計完了
・女性社員用の仮泊室の増設を決定

・2022年度中に設備管理所の仮眠室工事を実施し、深夜に勤務する保守部門の係員の職場環境を改
善する。
・検討の結果、増加傾向にある女性社員が制限なく勤務できる環境を整備することに高い優先順位
を付与することとし、2023年度中に女性社員用仮眠室の増設工事（現在：１室→増設後：４室）を
実施することを決定した。これにより当面必要になると見込まれる部屋数は確保できる見通し。

・女性社員用の仮泊室の増設工事を実施
・運営基地内の修繕計画の策定

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・社員満足度調査を実施し、2017年度の前回調査時（約57％）から総合満足度が約８ポイント改善した。調査
結果の精査を進め、今後の人事施策に活用していく。
・2020年度及び2021年度の採用者の定着率は100％となっている。特に女性社員については、女性活躍推進法
に基づく一般事業主行動計画において「入社３年以内の離職をゼロとする」ことを目標としており、この計画に
基づく取組を推進していく。

◆共働き家庭の増加や価値観の多
様化により、育児や介護等をはじ
め、プライベートと仕事との両立
を可能とする柔軟な働き方の重要
性が益々高まっている。
◆開業時に入社した固有社員が勤
続20年を迎え、組織の中心的業務
を担うようになる一方で、管理職
ポストは他団体からの出向者が占
めており、固有社員のキャリアビ
ジョンを明確にすることが重要で
ある。
◆2018年度～2020年度にかけ、
組織改編や新たな人事制度（評
価・報酬制度）の構築を実施して
おり、その効果や新たに生じた課
題について検証する必要がある。

◆全ての社員が自らの仕事のやり
がいや働きやすさを感じられる職
場環境を実現し、社員満足度向上
を目指す。

◆具体的には、社員満足度調査を
定期的に実施することで、社員の
要望を吸い上げるとともに、実際
の業務、それによる成果創出と総
合的なシナジー効果を実現してい
く。
◆固有社員を管理職ポストへ登用
していくことで、キャリアアップ
を目指す社員のロールモデルをつ
くり、モチベーション向上に繋げ
る。また、柔軟な働き方を可能と
する環境の構築を進める。

①社員満足度調査の結果向上
②2022～2023年度採用者の定
着率（※）90％以上を維持
 ※定着率：（過去 3 年間の採用
者のうち現在も社員である者／
過去 3 年間の採用者）×100

社員満足度調査の実
施・取組への反映

テレワーク環境の充実

固有社員の育成強化

職場環境の整備

2023年度改訂の視点による区分

雇用環境の見通しが不透明な状況となる中、今後、労働力人口の減少により、構造的に人材確保や労働生産性の向上が課題となることが
見込まれる。従業員満足度（ES）を高め、生産性向上や人材の定着、ひいては顧客満足度（CS）向上へとつなげていくことが重要と
なっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ やりがいや働きやすさを実感できる組織の実現
組織
運営

【職場環境の整備】
・運輸職の女性社員が増加傾向にある一方で、本社棟内の女性社員用の仮泊設備は最小限の設備しか確保していなかった。
・仮泊設備が不十分な場合、女性社員の勤務を制限することとなるため、活躍の場を確保できるよう、優先的に仮泊室の増設工事を行うこととした。
・運営基地は完成から25年を超え、各種修繕が必要となっていることから、この修繕と合わせて、職場環境の改善につなげていく。

◆共働き家庭の増加や価値観の多
様化により、育児や介護等をはじ
め、プライベートと仕事との両立
を可能とする柔軟な働き方の重要
性が益々高まっている。
◆開業時に入社した固有社員が勤
続20年を迎え、組織の中心的業務
を担うようになる一方で、管理職
ポストは他団体からの出向者が占
めており、固有社員のキャリアビ
ジョンを明確にすることが重要で
ある。
◆2018年度～2020年度にかけ、
組織改編や新たな人事制度（評
価・報酬制度）の構築を実施して
おり、その効果や新たに生じた課
題について検証する必要がある。

◆全ての社員が自らの仕事のやり
がいや働きやすさを感じられる職
場環境を実現し、社員満足度向上
を目指す。

◆具体的には、社員満足度調査を
定期的に実施することで、社員の
要望を吸い上げるとともに、実際
の業務、それによる成果創出と総
合的なシナジー効果を実現してい
く。
◆固有社員を管理職ポストへ登用
していくことで、キャリアアップ
を目指す社員のロールモデルをつ
くり、モチベーション向上に繋げ
る。また、柔軟な働き方を可能と
する環境の構築を進める。

①社員満足度調査の結果向上
②2022～2023年度採用者の定
着率（※）90％以上を維持
 ※定着率：（過去 3 年間の採用
者のうち現在も社員である者／
過去 3 年間の採用者）×100

社員満足度調査の実
施・取組への反映

テレワーク環境の充実

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

固有社員の育成強化

職場環境の整備

雇用環境の見通しが不透明な状況となる中、今後、労働力人口の減少により、構造的に人材確保や労働生産性の向上が課題となることが
見込まれる。従業員満足度（ES）を高め、生産性向上や人材の定着、ひいては顧客満足度（CS）向上へとつなげていくことが重要と
なっている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 多摩都市モノレール(株) 戦略の性質による区分

戦略４ やりがいや働きやすさを実感できる組織の実現
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の内容
等を精査し、先送りや規模見直し等を弾力的に行い経費を節減
する。
・他鉄道会社の経費削減について情報収集し、当社の取組に活
かしていく。
【例】更新設備のダウングレード、清掃規模の縮小等
・以上の取組により経常黒字を目指す。

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の内容等を精査し、先
送りや規模見直し等を弾力的に行い経費を節減する。
・他鉄道会社の経費削減について情報収集し、当社の取組に活かしていく。
・2022年の取組を踏まえ経費削減の取組を強化していく。
・以上の取組により経常黒字を維持する。

①

・沿線地域や施設との連携を図り、地域の発展に寄与するとと
もに集客増や増収に繋がる取組を実施する。
・駅の構内空間の広告等の活用、オリジナルグッズの開発や販
路の拡大等により収益増を図り、経常黒字を目指す。

・沿線地域や施設との連携を図り、地域の発展に寄与するとともに集客増や増
収に繋がる取組を実施する。
・駅の構内空間の広告等の活用、新たなグッズ開発や販路の拡大等により収益
増を図り、経常黒字を維持する。

②

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応じ
て、実施範囲・時期等を個々に精査し、最少のコストで最大の
効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し、東京テレポート駅へのホームドア導
入工事や橋脚への耐震補強工事を進めていく。

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応じて、実施範囲・
時期等を個々に精査し、最少のコストで最大の効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し、東京テレポート駅へのホームドア導入工事や橋脚へ
の耐震補強工事を進めていくとともに、安定運行の確保に向けて新型車両の導
入を進めていく。

③
長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払金
の返済を行い、残高を852億円まで減少させる。

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払金の返済を行い、
残高を728億円まで減少させる。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の内容
等を精査し、先送りや規模見直し等を弾力的に行い経費を節減
する。
・他鉄道会社の経費削減について情報収集し、当社の取組に活
かしていく。
【例】更新設備のダウングレード、清掃規模の縮小等
・以上の取組により経常黒字を目指す。

2022年度中間決算では377百万円の経常黒字を確保

・コロナ第7波の影響等により営業収益が予算を△231百万円下回る中、コスト削減に努め営業費を△
370百万円圧縮した結果、経常収益は予算（178百万円）を上回る377百万円の黒字を確保した。
【削減事例】他社の廃車車両を社員が確認し、状態の良い部品を格安で貰い受け、部品購入費用を削減
（△17百万円）。メーカー推奨の部品交換時期等にある設備について交換部品の精査を実施（△14百
万円）

不確実な変動要素（運輸収入、電力料金など）等を見極めながら、引き続き経
費削減の取組を進め、経常黒字を確保する。
【例】更新設備のダウングレード、清掃規模の縮小等

①

・沿線地域や施設との連携を図り、地域の発展に寄与するとと
もに集客増や増収に繋がる取組を実施する。
・駅の構内空間の広告等の活用、オリジナルグッズの開発や販
路の拡大等により収益増を図り、経常黒字を目指す。

以下の新たな取組により関連事業収入を確保
・東京テレポート駅に「LUUP」ポートを設置
・国際展示場駅にデジタルサイネージを設置

・臨海エリアで「LUUP」ポートの設置が進む中、当社においても導入に向け都港湾局と調整を行い、
10月から設置した（平年度ベースで年間約120万円の増収）。
・デジタルサイネージについて、設置者との交渉の結果、設置費用等を先方負担とし、沿線施設の開業
に合わせ、8月から設置した（平年度ベースで年間約120万円の増収）。

広告料や構内営業料などの関連事業収入について、2022年度決算額以上の確保
を目指す。

②

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応じ
て、実施範囲・時期等を個々に精査し、最少のコストで最大の
効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し、東京テレポート駅へのホームドア導
入工事や橋脚への耐震補強工事を進めていく。

・駅務機器の更新計画の見直しや変電所の更新周期の延長について検討
・ホームドア整備や耐震補強工事に係る補助金を申請済（5件　430百万円）

・駅務機器（精算機）や変電所等の設備投資については、中長期的な視点で改めて更新規模や更新周期
の見直しを進めており、2023年度予算に反映させていく。

設備投資については、ポスト・コロナにおける乗客数等を見極めながら、将来
的にわたる経常黒字の確保に寄与できるよう、引き続き内容の精査を進めてい
く。

③
長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払金
の返済を行い、残高を852億円まで減少させる。

長期借入金を3億円、長期未払金を43億円返済し、2022年9月末の残高は898
億円まで減少

返済のための資金は譲渡性預金として確保し、計画的に返済を行っている（2023年3月末時点の目標
は達成する見込）。

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払金の返済を行い、
残高を728億円まで減少させる。

 東京臨海高速鉄道(株) 戦略の性質による区分

戦略１ 公共インフラの担い手としての安定的な事業運営
組織
運営

最大限の補助金確保と計
画的な設備投資

鉄道運輸機構が建設した
鉄道施設の譲渡代金等の
着実な返済

当社線の利用者はコロナの影響を受け、沿線でのイベント規模縮小、訪日外国人旅客の消失、テレワークの進展等により、大幅に減少して
いることに加え、東京2020大会の開催とそれに伴う東京ビッグサイトの使用制限の延長などにより、運輸収入が減少するなど非常に厳しい
状況が続くことが想定される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

・2021年は、緊急事態宣言等が断
続的に発出され乗車人員は厳しい
状況が続いた。また東京2020大会
も無観客開催となった。それによ
り中間決算の運輸収入は予算を若
干下回ったが、経費削減や増収に
取り組むことで、損益収支は予算
より改善。今後のコロナの影響を
注視する必要がある。
・2022年度以降も、コロナを契機
とする、テレワークの浸透などに
より、乗車人員や運輸収入がコロ
ナ前の水準に戻ることは困難であ
り、厳しい経営状況が継続するこ
とが見込まれる。
・安全・安定・安心輸送のために
は、老朽化が進む既存設備の維持
更新や大規模設備投資を実施する
必要がある。
・一方、開業に係る初期投資とし
て鉄道運輸機構が建設した鉄道施
設に対する譲渡代金等の返済が
2033年まで継続する。

・コロナの影響を確実に予測する
ことは困難であるが、収入が減少
する中、安定的な事業運営のた
め、安全・安定輸送を前提とし、
乗車人員の動向や施設の老朽化度
合い等を踏まえ、併せて事業の必
要性・緊急性等を見極めつつ、他
社の事例を参考にしながら事業の
先送りや見直し等を行いコストの
節減を徹底していく。
・設備投資については、最少のコ
ストで最大の効果を得るため、最
大限の補助金等の確保や、既存施
設の老朽化度合い等に応じた更新
時期・規模等の見極め・設備のダ
ウングレードなどによるコストの
縮減や平準化を行い、計画的に実
施していく。
・コロナなどの環境変化を踏まえ
た収益見込等の分析や、金融市場
等の動向把握に努めつつ、過去の
建設資金を約定通り返済してい
く。

①収益の確保と徹底的な事業精査
等による経費の節減を通じた経常
黒字の確保

②安全・安定輸送のため最大限の
補助金確保等による既存施設の維
持更新、大規模設備投資の計画的
実施
※ホームドア３駅及び車両１編成
等

③鉄道施設の譲渡代金等の約定返
済を着実に実施（2023年末時点
で残高728億円まで減少）

徹底的な事業精査による
経費節減を通じた経常黒
字の確保

収益の確保による経常黒
字の確保

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略１ 公共インフラの担い手としての安定的な事業運営
組織
運営

・各個別取組事項における2023年度の年次計画について、これまでの取組や実績等を踏まえ、記載内容のブラッシュアップを図った。
・新たに関連事業収入に関する定量的な目標を設定した。

2023年度改訂の視点による区分

当社線の利用者はコロナの影響を受け、沿線でのイベント規模縮小、訪日外国人旅客の消失、テレワークの進展等により、大幅に減少して
いることに加え、東京2020大会の開催とそれに伴う東京ビッグサイトの使用制限の延長などにより、運輸収入が減少するなど非常に厳しい
状況が続くことが想定される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

①収益の確保と徹底的な事業精査
等による経費の節減を通じた経常
黒字の確保

②安全・安定輸送のため最大限の
補助金確保等による既存施設の維
持更新、大規模設備投資の計画的
実施
※ホームドア３駅及び車両１編成
等

③鉄道施設の譲渡代金等の約定返
済を着実に実施（2023年末時点
で残高728億円まで減少）

徹底的な事業精査による
経費節減を通じた経常黒
字の確保

収益の確保による経常黒
字の確保

最大限の補助金確保と計
画的な設備投資

鉄道運輸機構が建設した
鉄道施設の譲渡代金等の
着実な返済

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
目標①：2022年度中間決算では3年ぶりに経常黒字を確保。新型コロナの影響で、運輸収入が予算を下回り、また
電動力費の高騰など厳しい環境の中、安全・安定輸送の確保を大前提とした上で、引き続きコスト縮減に努め、予
算を上回る経常黒字を確保
目標②：将来的な費用負担の軽減を図るため、設備投資の見直しの取組を推進
目標③：借入金等については、中期的に逓減させていくという目標の下で、長期借入金・未払金の返済を着実に推
進

・2021年は、緊急事態宣言等が断
続的に発出され乗車人員は厳しい
状況が続いた。また東京2020大会
も無観客開催となった。それによ
り中間決算の運輸収入は予算を若
干下回ったが、経費削減や増収に
取り組むことで、損益収支は予算
より改善。今後のコロナの影響を
注視する必要がある。
・2022年度以降も、コロナを契機
とする、テレワークの浸透などに
より、乗車人員や運輸収入がコロ
ナ前の水準に戻ることは困難であ
り、厳しい経営状況が継続するこ
とが見込まれる。
・安全・安定・安心輸送のために
は、老朽化が進む既存設備の維持
更新や大規模設備投資を実施する
必要がある。
・一方、開業に係る初期投資とし
て鉄道運輸機構が建設した鉄道施
設に対する譲渡代金等の返済が
2033年まで継続する。

・コロナの影響を確実に予測する
ことは困難であるが、収入が減少
する中、安定的な事業運営のた
め、安全・安定輸送を前提とし、
乗車人員の動向や施設の老朽化度
合い等を踏まえ、併せて事業の必
要性・緊急性等を見極めつつ、他
社の事例を参考にしながら事業の
先送りや見直し等を行いコストの
節減を徹底していく。
・設備投資については、最少のコ
ストで最大の効果を得るため、最
大限の補助金等の確保や、既存施
設の老朽化度合い等に応じた更新
時期・規模等の見極め・設備のダ
ウングレードなどによるコストの
縮減や平準化を行い、計画的に実
施していく。
・コロナなどの環境変化を踏まえ
た収益見込等の分析や、金融市場
等の動向把握に努めつつ、過去の
建設資金を約定通り返済してい
く。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、他社等からの派遣
社員を固有社員へ段階的に切り替えていくことにより、固有
社員中心の人員体制づくりを進める。

各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、他社等からの派遣社員を固有社員
へ段階的に切り替えていくことにより、固有社員中心の人員体制づくりを進
める。

②
新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率を47%以上とする。

新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を進め、指導職以
上における固有社員比率を48%以上とする。

③

・職種別（駅務員、車掌、運転士等）に行っていた研修につ
いて、職種の垣根を越えて参加できる研修を企画する。
・前年の育成状況を踏まえ、高卒社員社員等若手社員の教育
を継続する。

職種別（駅務員、車掌、運転士等）に行っていた研修について、職種の垣根
を越えて参加できる研修を企画・実施することにより他職種の業務への理解
や連携を深め、日常業務の質を高める。

④

・社員と経営層との意見交換の場を定期的に開催し、業務に
関するアイデアや提案等についても議論を行うなど、経営や
事業運営への参画の機会を充実させる。
・当社の事業範囲にとらわれない広い視点から鉄道事業の使
命や意義についての理解を深めるため、他の鉄道事業者が主
催する研修等への参加の拡充を進める。

・経営や事業運営への参画や鉄道事業の使命・意義について理解を深める機
会の充実に向けた取組を継続的に推進する。
・2022年度の実施状況を踏まえ、社員のエンゲージメントを向上させる取組
の強化・拡充を図る。

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、他社等からの派遣
社員を固有社員へ段階的に切り替えていくことにより、固有
社員中心の人員体制づくりを進める。

・固有社員比率は64.3％（2020年11月時点）から71％（223名/313名）に
到達
・固有社員への切り替えに向け、効果的な採用活動を実施

・他社等からの派遣社員ポストについては、各部署の人材育成状況等を踏まえ、順次固有社員への
切り替えを進めている。
・固有社員の採用に当たっては、Webテストや動画面接を活用した効率的・効果的な方法により採
用活動を進めることで、新卒者はもとより、全国各地の鉄道会社経験者や外国籍の社員の採用につ
なげるとともに、運輸職では高卒採用や女性社員の採用を継続的に実施するなど、多様な人材の確
保を図っている。
・2023年度末に73％以上となるよう、引き続き効果的な採用活動を進めていく。

・各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、派遣社員から固有社員への段階
的な切り替えを進め、固有社員比率を73％以上とする（68％から上方修
正）。
・2024年度以降の比率引き上げに向け、引き続き効果的な採用活動を進め
る。

②
新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率を47%以上とする。

指導職以上における固有社員比率は41％（2020年11月時点）から49％（52
名/106名）に到達（2023年3月末時点で47％以上を達成見込）

・新たな人事制度による人事評価等を踏まえ、2021年度の指導職昇任選考に合格した３名を2022
年度に新たに各指導職ポストへ登用するなど、中核ポストへの固有社員の登用を継続的に進めた。
また、将来の指導職候補者となる主任級昇任選考の合格者9名についても、各職場の中核的人材とな
るよう育成を進めている。
・2023年度末に50％以上となるよう、引き続き適正な昇任選考を進めていく。

・社員の能力や業績を的確に処遇に反映させる仕組みを構築した新たな人事
制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を進め、指導職以上における
固有社員比率を50%以上とする（48％から上方修正）。
・2024年度以降の比率引き上げに向け、引き続き適正な昇任選考を進める。

③

・職種別（駅務員、車掌、運転士等）に行っていた研修につ
いて、職種の垣根を越えて参加できる研修を企画する。
・前年の育成状況を踏まえ、高卒社員社員等若手社員の教育
を継続する。

・従来の研修を高度化して実施
・他鉄道関連会社への研修派遣に向けた検討

・駅係員の車掌体験教育や乗務員と指令員との相互研修など、他職種の業務への理解や連携を深め
る取組に加え、運輸三部門（駅・乗務・指令）の合同勉強会では初めて他社との意見交換を行うな
ど内容の拡充を図った。
・若手社員の教育育成の更なる推進のため、他の大手民鉄関連会社への研修派遣の企画・調整を進
めた。社員に多様な業務経験を積ませ、スキル向上を図ることで、当社の事業運営に還元してい
く。

・既存の研修を不断に見直し、高度化を図る。
・鉄道事業に関する幅広い知識・技能を習得することを目的とし、2023年度
中に他鉄道関連会社への若手社員の研修派遣を実施するとともに、2024年度
以降の更なる拡充を図る。

④

・社員と経営層との意見交換の場を定期的に開催し、業務に
関するアイデアや提案等についても議論を行うなど、経営や
事業運営への参画の機会を充実させる。
・当社の事業範囲にとらわれない広い視点から鉄道事業の使
命や意義についての理解を深めるため、他の鉄道事業者が主
催する研修等への参加の拡充を進める。

・社員と経営層が直接意見交換を行う「りんかい車座ミーティング」を新た
に企画・実施（7月～11月・計4回開催）
・全線開業20周年の記念事業を全社員参加型で推進

・職場の現状や会社の課題等について、社員（指導職・主任級21名）が経営層と自由闊達に意見交
換を行うことにより、固有社員の「経営」に対する認識や事業運営への参画意識の向上を図った。
・全線開業20周年事業について、ロゴマークや企画案を全社員から募集するとともに、企画・イベ
ントの実施に当たっては、部署を横断したPT・WG体制を構築し、全社員参加型で記念事業を推進す
ることで、社員の一体感の醸成とエンゲージメントの向上を図った。

・将来の会社経営を担う固有社員の「当事者意識」を醸成し、より固有社員
の主体性を発揮できる環境づくりを推進するため、「りんかい車座ミーティ
ング」を拡大して実施する。
・2022年度の実施状況を踏まえ、全社員参加型の取組の強化・拡充を図る。

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①：固有社員への切り替えを計画的に進めたことで、全社員に占める固有社員比率は71％を達成
目標②：中核となる固有社員の育成・登用を継続的に進めたことで、指導職以上における固有社員比率は49％を
達成
目標③：社内横断型の研修の充実のほか、新たに若手社員の他社への研修派遣に向けた検討を進めるなど、人材
育成体制を強化
目標④：社員と経営層との意見交換や周年事業の実施等を通じて、社員のエンゲージメント向上の取組を推進

・他社からの人材に頼ることな
く、将来的にも安定的な鉄道事業
運営を継続していくために、新た
な人事制度のもと、人材の育成と
あわせて固有社員を中心とした組
織体制づくりが求められる。

・そのためには、固有社員の比率
を向上させることに加えて、将来
当社の事業運営の核となる人材を
多数育成することが必要である。

・また、現下の厳しい経営環境に
あっても、固有社員が意欲的に働
き続け、生産性の向上や営業活動
の効率化が図られるよう、社員の
エンゲージメントを高めることが
期待されている。

・従来の採用活動に加え、高卒採
用や経験者採用などにより採用し
た多様な人材を的確に育成し、実
力のある固有社員を積極的に中核
ポストに登用していく。

・新人事制度の円滑かつ効果的な
運用に向け昇任選考を的確に実施
するとともに、新制度の柱である
人事考課制度の定着を図るため、
評価者向けの研修を継続的に実施
していく。

・職種の垣根を超えた研修の実施
など研修の充実により、人材育成
体制を強化していく。

・社員一人ひとりの意見を積極的
に汲み取り、的確に事業運営に反
映させる仕組みづくりを進めると
ともに、鉄道が担う社会的使命や
意義等についての社員の意識を涵
養し、理解を深める取組を強化し
ていく。

①固有社員比率を現状の64.3%
から73%以上へと高める。
②指導職以上における固有社員
比率を50%以上とする。
③職種の垣根を越えて参加でき
る研修により他職種の業務への
理解や連携を深めつつ、研修の
高度化を図り、業務の質を継続
的に高める体制を整え、将来当
社を支える人材の育成を目指
す。
④社員の意欲が高まり、不断の
経営改善と生産性向上が図られ
る環境を実現する。

固有社員を中心とした
人員体制づくりに向け
た取組

指導職以上における固
有社員比率の引き上げ

人材育成体制の強化

社員のエンゲージメン
トの向上

2023年度改訂の視点による区分

他社からの経験豊富な人材確保が厳しくなっている環境下において、安定的な事業運営と会社の発展の実現には、人材育成と技術継承に
よる固有社員一人ひとりの能力向上と、固有社員を主体とした体制づくりを推進する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制
づくりの推進

組織
運営

・各個別取組事項における2023年度の年次計画について、これまでの取組や実績等を踏まえ、記載内容のブラッシュアップを図った。
・固有社員比率及び指導職以上における固有社員比率について、2022年11月末時点の実績を踏まえ、3年後（2023年度）の到達目標を上方修正した。
・人材育成体制の強化について、他社への研修派遣の取組を新たに追加した。

・他社からの人材に頼ることな
く、将来的にも安定的な鉄道事業
運営を継続していくために、新た
な人事制度のもと、人材の育成と
あわせて固有社員を中心とした組
織体制づくりが求められる。

・そのためには、固有社員の比率
を向上させることに加えて、将来
当社の事業運営の核となる人材を
多数育成することが必要である。

・また、現下の厳しい経営環境に
あっても、固有社員が意欲的に働
き続け、生産性の向上や営業活動
の効率化が図られるよう、社員の
エンゲージメントを高めることが
期待されている。

・従来の採用活動に加え、高卒採
用や経験者採用などにより採用し
た多様な人材を的確に育成し、実
力のある固有社員を積極的に中核
ポストに登用していく。

・新人事制度の円滑かつ効果的な
運用に向け昇任選考を的確に実施
するとともに、新制度の柱である
人事考課制度の定着を図るため、
評価者向けの研修を継続的に実施
していく。

・職種の垣根を超えた研修の実施
など研修の充実により、人材育成
体制を強化していく。

・社員一人ひとりの意見を積極的
に汲み取り、的確に事業運営に反
映させる仕組みづくりを進めると
ともに、鉄道が担う社会的使命や
意義等についての社員の意識を涵
養し、理解を深める取組を強化し
ていく。

①固有社員比率を現状の64.3%
から68%以上へと高める。
②指導職以上における固有社員
比率を48%以上とする。
③職種の垣根を越えて参加でき
る研修により他職種の業務への
理解や連携を深めつつ、研修の
高度化を図り、業務の質を継続
的に高める体制を整え、将来当
社を支える人材の育成を目指
す。
④社員の意欲が高まり、不断の
経営改善と生産性向上が図られ
る環境を実現する。

固有社員を中心とした
人員体制づくりに向け
た取組

指導職以上における固
有社員比率の引き上げ

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

人材育成体制の強化

社員のエンゲージメン
トの向上

他社からの経験豊富な人材確保が厳しくなっている環境下において、安定的な事業運営と会社の発展の実現には、人材育成と技術継承に
よる固有社員一人ひとりの能力向上と、固有社員を主体とした体制づくりを推進する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京臨海高速鉄道(株) 戦略の性質による区分

戦略２ 安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制
づくりの推進

組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② ・補助金を確保しつつ東京テレポート駅のホームドアを整備 ・東雲駅、新木場駅のホームドア整備方針を策定

③
・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚9基の耐震補強を
実施

・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚9基の耐震補強を実施

④
・防災上の新たなリスク洗い出し・評価
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の見直し等
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

・防災上の新たなリスク洗い出し・評価
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の見直し等
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

⑤
・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①② ・補助金を確保しつつ東京テレポート駅のホームドアを整備 国、都、区の補助金を確保し、現在整備中（ホームドア本体の製作を完了）
東京テレポート駅のホームドアについては、2023年3月の供用開始を予定しており、計画どおり進
捗している（5駅整備完了見込）。

・5駅整備に引き続き、新木場駅、東雲駅のホームドア整備方針を策定

③
・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚9基の耐震補強を
実施

・第４辰巳高架橋耐震補強工事について、国、都の補助金を確保し、現在工
事中（2022年度実施予定9基のうち6基が完了。残る3基を含め、2022年度ま
でに全28基中24基補強完了見込）
・第１辰巳高架橋の橋脚についても、国、都の補助金を確保し、2基の補強を
完了

・第４辰巳高架橋耐震補強工事は、計画どおり進捗している。
・このほか、第1辰巳高架橋2基及び営団地下鉄鉄道橋1基について、第4辰巳高架橋と並行して工事
を行うことが可能となったため、前倒しで耐震補強を進め、前者は施工済み、後者は2023年1月か
ら工事を実施する予定である。

・補助金を確保しつつ、（当初の3か年計画の前倒しでの実施に加え、）さら
に第4辰巳高架橋の橋脚4基及び東雲第1高架橋の橋脚5基の耐震補強を実施

④
・防災上の新たなリスク洗い出し・評価
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の見直し等
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

・南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の対応を防災基本計画（震災
編）に追加
・安否確認システムによる訓練、非常招集連絡訓練の実施（8-9月）

・現行の防災基本計画では、南海トラフ地震における詳細の対応が記載されていなかったため、社
内の検討部会での議論を進め、案内放送の強化や非常備蓄品の確認などの詳細な対応内容について
追加した。
・安否確認システムによる訓練は全社員を対象として実施した。また、非常招集連絡訓練は幹部社
員等を対象として、システムの機能を新たに活用しながら実施し、大規模地震発生時の連絡体制の
有効性を確認した。

・改訂した防災基本計画や事業継続計画（震災編）、本社対策本部訓練等に
ついて、社員の理解を深めるための取組を進める。

⑤
・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

・沿線警察署との合同訓練（刺股取扱い講習、駅構内での犯人制圧訓練）を
実施（7月）
・沿線警察署が参加した異常時総合訓練を実施（11月）
・JR東日本主催の津波避難訓練に参加（9月）

・異常時には警察や消防と連携した対応が不可欠であるため、沿線警察署等に訓練参加を依頼し、
専門的なアドバイスを受けるなど、認識の共有を図っている。
・当社が直営で実施できる訓練には限りがあるため、JR等の大手民間鉄道会社が実施する訓練に参
加することで、避難時の旅客誘導等に関する知見の蓄積や社員の新たな「気づき」を促し、これら
の成果を社内に還元して共有している。

・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

車内・駅構内における
セキュリティ向上への
取組

⑥
・巡回警備員の増員や運転シミュレータの改修による異常時
訓練の拡充
・他社線を含めた内外の状況を踏まえた取組の継続

・駅警備員の日中の巡回要員を増員
・警察官による電車移動の実施
・運転シミュレータの改修を完了し、異常時訓練を拡充

・2021年に他社線で発生した列車内傷害事件等を踏まえ、警察とも連携しながら、「見せる警備」
を実施している。
・運転シミュレータについて、新たにホームドア関連の異常時シナリオを追加したことで、異常時
の対応力向上を図ることが可能となった。

・全車両に防犯カメラと通話機能付き緊急時通報装置を備えた新型車両の導
入準備
・他社線を含めた内外の状況を踏まえた取組の継続

目標①・②：ホームドアは計4駅の整備を完了しており、新たに東京テレポート駅について整備中（2022年度内
に5駅整備完了見込）。2022年度の線路内転落件数は0件（11月末時点）
目標③：第4辰巳高架橋の耐震補強は2022年度までに全28基中24基補強完了見込（その他橋脚3基についても補
強完了見込）
目標④・⑤：防災基本計画等の継続的な見直しやそれらに基づく各種訓練の実施など、関係機関とも連携して安
全対策を推進
目標⑥：巡回強化や異常時訓練の拡充などのセキュリティ強化策を推進

・コロナの影響により収益が減少
する中にあっても、鉄道事業者の
使命である安全・安定輸送を継続
的に確保していく必要がある。

・ハード面においては、ホームド
アの整備によるお客様の安全の確
保や高架橋や橋梁等の鉄道施設の
耐震補強が必要となる。

・また、ソフト面においては、近
年の自然災害の頻発化・激甚化に
対する業務活動の維持や早期回復
に向けた防災基本計画や事業継続
計画の再構築等による事故・災害
等への対応強化が必要である。

・2021年８月及び10月に他社線
車内で発生した傷害事件を受け
て、一層のセキュリティ確保に向
けた取組が求められている。

・補助金等を確保しつつ、ホーム
ドアの整備や橋脚数の最も多い第
4辰巳高架橋をはじめとする高架
橋や橋梁の耐震補強を進める。

・社として防災基本計画や事業継
続計画の再構築、および実践的な
教育・訓練を通じて自然災害への
対応力を向上させる。

・警察や消防との連携、他鉄道事
業者との情報共有、訓練視察等を
通じて事故・災害等への対応能力
向上をめざす。

・セキュリティ確保に向けた施策
を抽出し、施策の実現可能性ごと
に進捗管理を行ってセキュリティ
の向上をめざす。

①ホームドア5駅整備完了

②2023年度線路内転落件数3件
以内

③第4辰巳高架橋の橋脚全28基
及びその他橋脚8基の耐震補強完
了

④防災基本計画等に基づく訓練
を年1回程度実施。他事例の学び
によるPDCAサイクルの確立

⑤他鉄道事業者の事例を参考と
しつつ警察・消防と連携した実
践的訓練を実施

⑥セキュリティ確保への対応強
化

補助金確保の上での
ホームドア整備による
ホーム上安全対策の推
進

補助金確保の上での災
害に強い施設の整備

防災マネジメントの強
化

関係機関と連携した安
全対策の推進

2023年度改訂の視点による区分

鉄道事業者の使命である安全・安定輸送を継続的に実現するとともに、バリアフリーに対する社会的要請や近年の自然災害の激甚化など
に適切に対応すべく、ハード・ソフト両面から取組み、輸送の安全確保の更なる徹底を行っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保
事業
運営

・各個別取組事項における2023年度の年次計画について、これまでの取組や実績等を踏まえ、記載内容のブラッシュアップを図った。
・災害に強い施設の整備について、引き続き高架橋の耐震補強の取組を前倒しで進めていくため、3年後（2023年度）の到達目標及び2023年度の年次計画の内容を上方修正した。

・全車両に防犯カメラと通話機能付き緊急時通報装置を備えた新型車両の導
入準備
・他社線を含めた内外の状況を踏まえた取組の継続

・コロナの影響により収益が減少
する中にあっても、鉄道事業者の
使命である安全・安定輸送を継続
的に確保していく必要がある。

・ハード面においては、ホームド
アの整備によるお客様の安全の確
保や高架橋や橋梁等の鉄道施設の
耐震補強が必要となる。

・また、ソフト面においては、近
年の自然災害の頻発化・激甚化に
対する業務活動の維持や早期回復
に向けた防災基本計画や事業継続
計画の再構築等による事故・災害
等への対応強化が必要である。

・2021年８月及び10月に他社線
車内で発生した傷害事件を受け
て、一層のセキュリティ確保に向
けた取組が求められている。

・補助金等を確保しつつ、ホーム
ドアの整備や橋脚数の最も多い第
4辰巳高架橋をはじめとする高架
橋や橋梁の耐震補強を進める。

・社として防災基本計画や事業継
続計画の再構築、および実践的な
教育・訓練を通じて自然災害への
対応力を向上させる。

・警察や消防との連携、他鉄道事
業者との情報共有、訓練視察等を
通じて事故・災害等への対応能力
向上をめざす。

・セキュリティ確保に向けた施策
を抽出し、施策の実現可能性ごと
に進捗管理を行ってセキュリティ
の向上をめざす。

①ホームドア5駅整備完了

②2023年度線路内転落件数3件
以内

③第4辰巳高架橋の橋脚24基の
耐震補強完了

④防災基本計画等に基づく訓練
を年1回程度実施。他事例の学び
によるPDCAサイクルの確立

⑤他鉄道事業者の事例を参考と
しつつ警察・消防と連携した実
践的訓練を実施

⑥セキュリティ確保への対応強
化

補助金確保の上での
ホームドア整備による
ホーム上安全対策の推
進

補助金確保の上での災
害に強い施設の整備

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
車内・駅構内における
セキュリティ向上への
取組

⑥
・巡回警備員の増員や運転シミュレータの改修による異常時
訓練の拡充
・他社線を含めた内外の状況を踏まえた取組の継続

防災マネジメントの強
化

関係機関と連携した安
全対策の推進

鉄道事業者の使命である安全・安定輸送を継続的に実現するとともに、バリアフリーに対する社会的要請や近年の自然災害の激甚化など
に適切に対応すべく、ハード・ソフト両面から取組み、輸送の安全確保の更なる徹底を行っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京臨海高速鉄道(株) 戦略の性質による区分

戦略３ ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②③
・天王洲アイル駅のエスカレーター1基の更新工事を実施
・東雲駅のエスカレーター2基の更新工事の設計を実施

・東雲駅のエスカレーター２基の更新工事を実施
・障害者用ICカードの運用開始予定

④
構造等の仕様を確定
車両の搬入・搬出方法の確定

運輸局等への各種手続きの完了
試運転・新車両の乗務員訓練の実施

⑤

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送、声の出し方の徹
底を継続。HPやSNSによるタイムリーな情報提供。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意
見、要望、苦情等をサービス改善につなげていく。

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送、声の出し方の徹底を継続。HPや
SNSによるタイムリーな情報提供。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意見、要望、苦情等を
サービス改善につなげていく。

⑥

・進出企業とのタイアップの実施
・駅前観光施設の活用方法の拡充に向けた検討
・沿線地域情報発信エリア拡充(新木場・東雲エリア等)
・MaaS等臨海地域における都の施策への参画やまちづくり
協議会等の活動との連携

・進出企業とのタイアップの実施
・駅前観光施設の活用方法の拡充に向けた検討
・沿線地域の情報発信を臨海副都心エリア以外に拡充
・MaaS等、臨海地域における都の施策への参画やまちづくり協議会等の活動
との連携

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②③
・天王洲アイル駅のエスカレーター1基の更新工事を実施
・東雲駅のエスカレーター2基の更新工事の設計を実施

・天王洲アイル駅のエスカレーター1基の更新工事について、現地施工を開始
（10月～）
・東雲駅のエスカレーター2基について、更新後の仕様及び仮設工法の検討設
計を実施

・天王洲アイル駅のエスカレーター更新については、2023年3月の供用開始を予定しており、計画
どおり進捗している。
・東雲駅のエスカレーター更新工事は、2024年2月末の施工完了を予定しており、計画どおり進捗
している。

・東雲駅のエスカレーター２基の更新工事を実施
・障害者用ICカードの運用開始予定

④
構造等の仕様を確定
車両の搬入・搬出方法の確定

・安全やバリアフリーへの配慮等も含めた構造等の仕様を概ね確定（防犯カ
メラや非常通報装置の設置数、ホームと車両との段差縮小等）
・車両の搬入・搬出方法を概ね確定

2024年の新車運行開始に向け、2022年度中に構造等の仕様及び車両の搬入・搬出方法を確定する
予定としており、計画どおり進捗している。

運輸局等への各種手続きの完了（新型車両の構造等の仕様に関する確認申
請、今後の点検等の実施基準の策定等）

⑤

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送、声の出し方の徹
底を継続。HPやSNSによるタイムリーな情報提供。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意
見、要望、苦情等をサービス改善につなげていく。

・全線開業20周年事業として実施したスタンプラリーや基地見学会、模型運
転会等のイベントでのお客様との交流を通じたサービスの改善

20周年事業のイベントは、日常の業務とは異なる場面で、お客様との交流を深め、直接お声をいた
だくことで、改めて社員自らが自身の接客を振り返るきっかけづくりとして活用することができ
た。

お客様のニーズや期待に的確に応える質の高いサービスの提供とPDCAによる
改善につなげるため、お客様と直接交流するイベントを実施（上半期1件、下
半期1件以上）

⑥

・進出企業とのタイアップの実施
・駅前観光施設の活用方法の拡充に向けた検討
・沿線地域情報発信エリア拡充(新木場・東雲エリア等)
・MaaS等臨海地域における都の施策への参画やまちづくり
協議会等の活動との連携

・劇団四季「ライオンキング」観劇のお子様への一日乗車券プレゼント、ア
ニメとコラボした乗車券やグッズの販売、他鉄道会社とタイアップしたパス
の販売など、沿線企業等との連携施策を実施
・臨海部レガシースポーツイベント「GRAND CYCLE TOKYO」でのメディア
向けの輪行体験企画に協力

・一日乗車券の配布を通じて、りんかい線利用による沿線エリアへの再来訪につなげていく。ま
た、沿線を舞台とするアニメ「ラブライブ！虹ヶ咲学園スクールアイドル同好会」は、臨海部エリ
ア全体の盛り上げに資するコンテンツとなっており、当社としても連携を進め、地域の活性化に貢
献する。
・「GRAND CYCLE TOKYO」では、現行規則の取扱いを整理し、自転車を折りたたむことなく乗車
できる体験企画として実施した。

集客施設開発や未利用地活用など、都や民間等の取組に応じ、輸送需要を担
う鉄道事業者として沿線の魅力確立・発信に貢献するため、以下の取組を推
進
・沿線企業等との連携・タイアップを12件以上実施
・YouTubeを活用した新たな情報発信の推進
・臨海地域での都施策への参画やまちづくり協議会等の活動との連携

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
目標①・②：櫛ゴムは全7駅に設置済（2021年度）。エスカレーター更新は計画どおり工事・設計を実施。目標
③：障害者用ICカードは2023年3月の導入に向けて調整を推進。目標④：車両更新は構造等の仕様及び車両の搬
入・搬出方法の検討・調整を計画どおり推進。目標⑤：ホームドア設置に併せて整列ラインや車イス対応表示等
を設置済（2021年度）。全線開業20周年イベント等でのお客様との交流を通じたサービス改善を実施。目標
⑥：沿線企業等との連携やタイアップを11件実施（2022年度）

・東京2020大会やその後の利用
者数の回復や多様化を見据え、バ
リアフリー化の更なる推進や車内
環境の快適性の向上など、障害者
の視点も含め、誰もが利用しやす
く快適な環境の整備が必要とな
る。

・また、お客様の多様化に応じた
お客様サービスの継続的な向上や
沿線地域との連携や沿線情報の発
信により、地域の活性化や沿線の
バリューアップを目指していく必
要がある。

・バリアフリー化の推進として、
車椅子が単独乗降できるよう、
ホームの先端に櫛状のゴムを設置
し、車両とホームの隙間を縮小す
るとともに、エスカレーターのリ
ニューアルと音声案内機能等を導
入していく。

・障害をお持ちの方の更なる利便
性向上に向け、障害者用ICカード
導入に向けた取組を行う。

・製造から25年が経過した車両
を、より快適な車内空間を有する
新型車両に置き換える。

・お客様サービスの維持向上に向
けた取組を強化する。

・引き続き沿線のバリューアップ
に向け、沿線地域・企業との連携
を継続・強化し、沿線地域に来る
魅力を発信し続ける。

①全７駅でホームと車両の隙間
に櫛ゴムを設置
②天王洲アイル駅１基、東雲駅2
基のエスカレーターリニューア
ル完了
③2023年度に障害者用ICカード
の運用開始を目指す
④2024年の新車運行開始に向け
手続き等が完了
⑤ホーム整列ラインや車イス対
応表示等の敷設、PDCAによるお
客様サービスの改善
⑥沿線企業等との連携、イベン
トタイアップ2023年度12件以上

バリアフリー化の推進

快適な車内環境の整備

高品質なお客様サービ
スの実現

地域活性化への取組強
化や情報発信の充実化

2023年度改訂の視点による区分

今後の利用者数の回復や多様化を見据え、バリアフリー化等を通じた利用者の利便性の向上、快適に移動できる空間の整備などのハード
面の取組が必要である。また、一層のお客様サービスのためには、分かりやすい案内にとどまらず、地域との連携・情報発信等に加え沿
線のバリューアップが求められる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 沿線のバリューアップを含め、あらゆるお客様の
目線にたったハード、ソフトの取組の推進

事業
運営

・各個別取組事項における2023年度の年次計画について、これまでの取組や実績等を踏まえ、記載内容のブラッシュアップを図った。
・2022年度に実施した全線開業20周年記念事業のレガシーに関する計画を新たに追加した。

・東京2020大会やその後の利用
者数の回復や多様化を見据え、バ
リアフリー化の更なる推進や車内
環境の快適性の向上など、障害者
の視点も含め、誰もが利用しやす
く快適な環境の整備が必要とな
る。

・また、お客様の多様化に応じた
お客様サービスの継続的な向上や
沿線地域との連携や沿線情報の発
信により、地域の活性化や沿線の
バリューアップを目指していく必
要がある。

・バリアフリー化の推進として、
車椅子が単独乗降できるよう、
ホームの先端に櫛状のゴムを設置
し、車両とホームの隙間を縮小す
るとともに、エスカレーターのリ
ニューアルと音声案内機能等を導
入していく。

・障害をお持ちの方の更なる利便
性向上に向け、障害者用ICカード
導入に向けた取組を行う。

・製造から25年が経過した車両
を、より快適な車内空間を有する
新型車両に置き換える。

・お客様サービスの維持向上に向
けた取組を強化する。

・引き続き沿線のバリューアップ
に向け、沿線地域・企業との連携
を継続・強化し、沿線地域に来る
魅力を発信し続ける。

①全７駅でホームと車両の隙間
に櫛ゴムを設置
②天王洲アイル駅１基、東雲駅2
基のエスカレーターリニューア
ル完了
③2023年度に障害者用ICカード
の運用開始を目指す
④2024年の新車運行開始に向け
手続き等が完了
⑤ホーム整列ラインや車イス対
応表示等の敷設、PDCAによるお
客様サービスの改善
⑥沿線企業等との連携、イベン
トタイアップ2023年度12件以上

バリアフリー化の推進

快適な車内環境の整備

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

高品質なお客様サービ
スの実現

地域活性化への取組強
化や情報発信の充実化

今後の利用者数の回復や多様化を見据え、バリアフリー化等を通じた利用者の利便性の向上、快適に移動できる空間の整備などのハード
面の取組が必要である。また、一層のお客様サービスのためには、分かりやすい案内にとどまらず、地域との連携・情報発信等に加え沿
線のバリューアップが求められる。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京臨海高速鉄道(株) 戦略の性質による区分

戦略４ 沿線のバリューアップを含め、あらゆるお客様の
目線にたったハード、ソフトの取組の推進

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

支払処理の流れを検証し、それを踏まえたシステム改修を行
い、押印箇所や不要な手続きの削減を図る。
システム内の情報の取扱いを検証し、セキュリティ強化した改
修を行う。

前年度のシステム改修を踏まえ、セキュリティを強化したテナントビル管理シ
ステムの構築、運用

③
リーシング業務に必要な不動産の知識や幅広い専門的なビジネ
スの知識を含め外部の研修を積極的に受講させ、ビル管理の専
門知識を習得させる（1人）

リーシング業務に必要な不動産の知識などを外部の研修を積極的に受講させ習
得させる（１人）

④
パオレビルに設置したデジタルサイネージの積極的な活用を図
るため、外部の研修を積極的に受講するなど動画作成や編集作
業のスキルを習得させる（1人）

各テナントの売上向上の施策提案や施設全体の集客向上につながるプロモー
ションや販促事業の専門知識を外部の研修を積極的に受講させ習得させる（１
人）
会社独自でプロモーションの動画コンテンツを作成する

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

支払処理の流れを検証し、それを踏まえたシステム改修を行
い、押印箇所や不要な手続きの削減を図る。
システム内の情報の取扱いを検証し、セキュリティ強化した改
修を行う。

テナント管理システム（総合マネジメントシステム）の構築については、テナ
ント情報の一元化（位置、契約、工事履歴、交渉経緯）、文書の電子化による
ペーパーレス、承認権限付与による情報流出・不正防止のセキュリティ強化を
行い、全面的に刷新することができた。

電子化により文書保存の軽量化（工事図面）のほか、従来手作業であった例月の家賃請求、光熱水費支
払いなどの煩雑な経理プロセスが改善。
社内PTを立ち上げ、より使いやすい画面レイアウトなどを議論し、業務効率化に資するユーザーイン
ターフェースを検討した。

前年度のシステム改修を踏まえ、セキュリティを強化したテナントビル管理シ
ステムの構築・運用（テナント数：70）
インボイス制度等にも対応するシステムに改善する。

③
リーシング業務に必要な不動産の知識や幅広い専門的なビジネ
スの知識を含め外部の研修を積極的に受講させ、ビル管理の専
門知識を習得させる（1人）

ショッピングセンターにおける基本管理運営のセミナーに参加（1名）し、テナ
ントサポート、リーシングや施設管理に関する専門知識を学んだ。その結果、
テナント退去情報の把握から次期テナント希望者との調整まで、切れ目なく行
えるようになった。

ショッピングセンター協会のセミナースケジュールを確認して、業務に取り組むにあたって必要な実務
テーマのセミナーに参加した。
外部研修で学んだスキルを社内還元することで、各担当社員の知識の涵養に取り組んだ。

団体社員に、リーシング業務に必要な不動産の知識などを習得するため、外部
の研修を積極的に受講させる。
先進事例や法律関係などの幅広い知識を習得する。

④
パオレビルに設置したデジタルサイネージの積極的な活用を図
るため、外部の研修を積極的に受講するなど動画作成や編集作
業のスキルを習得させる（1人）

外部研修を受講し、動画作成・編集の実践力を強化した。テレワークステー
ションの宣伝動画を職員自ら作成し、デジタルサイネージで掲出した。また、
「南大沢スマートシティウィーク」の開会式（11月25日）でのデジタルサイ
ネージによる演出は、操作等を委託によらず対応した。

自社において、プロモーション技術（Photoshop等の専用ソフト類）を使いながら、営業活動できる
人材を育成することができた。

団体社員に、各テナントの売上向上の施策提案や、施設全体の集客向上につな
がるプロモーション、販促事業の専門知識に関する外部研修を積極的に受講さ
せ習得させる。
会社独自でプロモーションの動画コンテンツを作成するとともに、ホームペー
ジ作成能力を向上させる。

2023年度

・テナントビル管理システム（総合マネジメントシステム）のより有効な活用を図るため、セキュリティ強化に加えて業務プロセスを見直しを踏まえたシステム改修等を行うことで、情報漏えいなどのリスク低減を図るとともに、無駄な事務作業
の削減に取り組む。2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】テナント管理システムにおいて、テナント情報の一元化を行うとともに、承認権限付与による情報流
出・不正防止のセキュリティ強化を実施
【目標②】従来手作業で行っていた経理プロセスの電子化など、事務の効率化を実現
【目標③】セミナーで得た知見を生かし、先を見据えた切れ目のないテナント調整に活用
【目標④】パンフレットや宣伝動画を職員自ら作成し、デジタルサイネージ等で情報発信

◆テナントに関する情報管理が紙
ベースであるため、テナントビル
管理システムを構築し、請求や支
払処理などを統合してシステム化
を図った。これに伴いシステム内
の情報の取扱いなど運用の過程や
テレワークの実施などで更なるセ
キュリティ強化が必要となってい
る。また、システム化を踏まえ、
意思決定プロセスの重複排除など
更なる業務の見直しが望まれる。

◆当社主要業務が不動産賃貸事業
におけるリーシングであるが、都
OBで経験を有する人材が極めてま
れである。都OB以外からの人材確
保に努めているが、昨今の人材難
から確保が難しいこともある。

◆パオレビルに大型のデジタルサ
イネージを設置した。今後サイ
ネージを積極的に活用したプロ
モーションや広告利用を進める必
要がある。

◆テナントに関する全ての情報を
システム化して、社内で共有化を
図る。さらに起案文書など従来紙
で保存していた書類について、全
てシステムで保存する。ペーパー
レス化によるコスト削減、文書保
存場所の削減、文書の迅速な検
索、電子決裁導入など業務効率化
を図るため、テナントビル管理シ
ステムを活用し、更なる業務プロ
セスの見直しやセキュリティ強化
を行う。

◆リーシングなどのテナントビル
管理の専門知識を持った人材を自
社で育成する。

◆施設全体の集客向上につながる
販促企画や広告、先端技術を活用
したプロモーション活動が可能な
専門的な知識を持つ人材を育成す
る。

【目標①】
・ビル管理、文書管理機能、セ
キュリティを強化した総合マネジ
メントシステムの構築

【目標②】
・職階に応じた意思決定の権限の
見直しや電子決裁による事務の効
率化

【目標③】
・リーシングなど専門知識をもつ
人材を育成し、生産性向上を図
る。

【目標④】
・自社独自で先端技術を活用した
情報の発信

総合マネジメントシステ
ムの構築

リーシングなど専門知識
を持った人材の育成

先端技術を活用したプロ
モーションが可能な専門
的人材の育成

ペーパーレス化による働き方改革や業務効率化のためデジタル化が加速している。コロナの影響により、生活様式が大きくかわり、企業も
デジタル技術を活用し、ビジネスモデルや業務プロセスの変革が求められている。また南大沢地区がスマート東京先行実施エリアに選定さ
れ、取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

リーシングなど専門知識
を持った人材の育成

先端技術を活用したプロ
モーションが可能な専門
的人材の育成

(株)多摩ニュータウン開発センター

戦略１ 機能的な組織運営の実施
組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略１ 機能的な組織運営の実施
組織
運営

ペーパーレス化による働き方改革や業務効率化のためデジタル化が加速している。コロナの影響により、生活様式が大きくかわり、企業も
デジタル技術を活用し、ビジネスモデルや業務プロセスの変革が求められている。また南大沢地区がスマート東京先行実施エリアに選定さ
れ、取組が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆テナントに関する情報管理が紙
ベースであるため、テナントビル
管理システムを構築し、請求や支
払処理などを統合してシステム化
を図った。これに伴いシステム内
の情報の取扱いなど運用の過程や
テレワークの実施などで更なるセ
キュリティ強化が必要となってい
る。また、システム化を踏まえ、
意思決定プロセスの重複排除など
更なる業務の見直しが望まれる。

◆当社主要業務が不動産賃貸事業
におけるリーシングであるが、都
OBで経験を有する人材が極めてま
れである。都OB以外からの人材確
保に努めているが、昨今の人材難
から確保が難しいこともある。

◆パオレビルに大型のデジタルサ
イネージを設置した。今後サイ
ネージを積極的に活用したプロ
モーションや広告利用を進める必
要がある。

◆テナントに関する全ての情報を
システム化して、社内で共有化を
図る。さらに起案文書など従来紙
で保存していた書類について、全
てシステムで保存する。ペーパー
レス化によるコスト削減、文書保
存場所の削減、文書の迅速な検
索、電子決裁導入など業務効率化
を図るため、テナントビル管理シ
ステムを活用し、更なる業務プロ
セスの見直しやセキュリティ強化
を行う。

◆リーシングなどのテナントビル
管理の専門知識を持った人材を自
社で育成する。

◆施設全体の集客向上につながる
販促企画や広告、先端技術を活用
したプロモーション活動が可能な
専門的な知識を持つ人材を育成す
る。

【目標①】
・ビル管理、文書管理機能、セ
キュリティを強化した総合マネジ
メントシステムの構築

【目標②】
・職階に応じた意思決定の権限の
見直しや電子決裁による事務の効
率化

【目標③】
・リーシングなど専門知識をもつ
人材を育成し、生産性向上を図
る。

【目標④】
・自社独自で先端技術を活用した
情報の発信

総合マネジメントシステ
ムの構築
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

（パオレビル）
避難誘導灯改修、トップライト改修、外壁改修
（ガレリア・ユギ）
受変電設備改修（工事）、エスカレーター改修

（パオレビル）
駐車場内装改修
（ガレリア・ユギ）
エスカレーター改修

①②

コロナ禍の中、テナントへのヒアリングにより経営状況を把
握し、撤退有無に関わらず常時後継テナントの情報を収集し
空室期間を短縮。また、駐車場割引認証施設の拡大等により
安定した収益確保と着実な返済を履行
賃貸収入　　約9.4億円、駐車場収入　約2.5億円
債務残高　　10.2億円（都への債務残高）

コロナの影響を見据え、テナントへのヒアリングにより経営状況を把握し、
撤退有無に関わらず常時後継テナントの情報を収集し空室期間を短縮。ま
た、駐車場割引認証施設の拡大等により安定した収益確保と着実な返済を履
行
賃貸収入　　約9.6億円、駐車場収入　約2.6億円
債務残高　　7.1億円（都への債務残高）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

（パオレビル）
避難誘導灯改修、トップライト改修、外壁改修
（ガレリア・ユギ）
受変電設備改修（工事）、エスカレーター改修

（パオレビル）
避難誘導灯のLED化について、部品調達等の工事準備を実施
トップライト及び外壁改修については、状態が良好なため繰延
（ガレリア・ユギ）
受変電設備改修は2022年度第一四半期に完了
エスカレーター改修は工事計画を調整中

受変電設備改修に当たっては、売上に影響を及ぼさないよう、ビルの営業時間内の停電を回避しな
がら実施した。
キャッシュフローを考慮に入れながら、長期修繕計画見直しや修繕積立金を活用することで、借入
をすることなく必要な修繕を行った。

状態が良好な項目を繰延べ、より優先度が高い項目に対応する。
（パオレビル）
避難誘導灯改修、非常放送設備改修
（ガレリア・ユギ）
エスカレーター改修に向けた施工の安全性確認
基本照明器具等交換

①②

コロナ禍の中、テナントへのヒアリングにより経営状況を把
握し、撤退有無に関わらず常時後継テナントの情報を収集し
空室期間を短縮。また、駐車場割引認証施設の拡大等により
安定した収益確保と着実な返済を履行
賃貸収入　　約9.4億円、駐車場収入　約2.5億円
債務残高　　10.2億円（都への債務残高）

賃貸収入　約7.0億円
駐車場収入　約1.7億円
債務残高　約13.4億円（2022年度分を2023年3月に支払予定→債務残高　約
10.2億円）

休業要請に伴う賃料免除終了の一方、引き続き入居率はほぼ100％の水準で維持されていることか
ら、賃貸収入はコロナ流行前の水準に戻ってきている。
駐車場収入については2021年度と比較すると増加しているが、コロナ禍からの利用形態の変化が見
られ、駐車場利用サービス時間内での出庫が多く1台当たりの利用時間が十分に回復せず、コロナ前
の水準には戻っていない。

テナントへのヒアリングにより経営状況を把握、撤退有無に関わらず常時テ
ナントの情報を収集し、先行的なリーシングを行い空室期間を短縮。また、
駐車場割引認証施設の拡大等により、駐車場の利用時間・台数の拡大を目指
す。
賃貸収入　約9.6億円、駐車場収入　約2.6億円
債務残高　7.1億円（都への債務残高）

【目標①】賃貸収入はコロナ流行前の水準に戻りつつある一方、駐車場収入については入庫台数はほぼ回復して
いるが割引時間内の駐車が増えているため時間貸し収入が伸び悩み、コロナ禍による行動様式の変化の影響が見
られる。大規模修繕については、長期修繕計画に基づき着実に実施しており、今後も借入金なしで対応できる見
込みである。
【目標②】東京都への民事再生債務の返済は、計画どおり実施できる見通し

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

◆2017年度から東京都に対する
債務償還が始まり、2026年度ま
で今後、毎年３億円程度、計約27
億円を弁済することになる。
　一方では、主要ビルが築27年経
過し、建物、設備の老朽化が進行
しており、大規模修繕のため
2026年度までに総額約37億円の
費用を見込んでいる。
   またコロナ禍により、テナント
の撤退も予想される。
　このため、必要資金の確保に向
けて、主要事業である不動産賃貸
において、適正な賃料水準のも
と、テナントの維持・確保が必要
である。

◆今後の債務弁済と大規模修繕の
ための費用増加に対し、主要事業
である不動産賃貸において、テナ
ントの撤退に対して、迅速に後継
テナントの入居に努め、空室期間
を極力短くするなど、テナントを
確実に維持し、安定的に収入を確
保し続けることが必要不可欠であ
る。このため、大規模修繕計画に
基づきリニューアルを着実に進
め、新型コロナウイルス感染対策
を踏まえた非接触型機器の導入な
ど、執務・滞在環境の向上により
競合ビルとの差別化を図る。

【目標①】
・コロナ流行前の収入を確保す
る。
 ※12.2億円（賃料、駐車場収
入）

【目標②】
・民事再生債務縮小
　都への債務残高　※7.1億円
（2023年度末）

建物の魅力を高め競争
力向上につながるリ
ニューアルの着実な実
施

収益の安定的な確保

コロナ禍において、近隣地域で店舗売上低迷の結果、飲食店やサービス店などの閉店が多くなっている。テナントの撤退を防止し、安定
した収益を確保するため、建物の魅力を高め競争力向上を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2023年度

・経営状況を踏まえて長期修繕計画を見直し、緊急度の高いものを前倒して実施する。
2023年度改訂の視点による区分

改訂後

2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 安定した収益確保と計画的なビル管理

(株)多摩ニュータウン開発センター

戦略２ 安定した収益確保と計画的なビル管理
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

事業
運営

◆2017年度から東京都に対する
債務償還が始まり、2026年度ま
で今後、毎年３億円程度、計約27
億円を弁済することになる。
　一方では、主要ビルが築27年経
過し、建物、設備の老朽化が進行
しており、大規模修繕のため
2026年度までに総額約37億円の
費用を見込んでいる。
   またコロナ禍により、テナント
の撤退も予想される。
　このため、必要資金の確保に向
けて、主要事業である不動産賃貸
において、適正な賃料水準のも
と、テナントの維持・確保が必要
である。

◆今後の債務弁済と大規模修繕の
ための費用増加に対し、主要事業
である不動産賃貸において、テナ
ントの撤退に対して、迅速に後継
テナントの入居に努め、空室期間
を極力短くするなど、テナントを
確実に維持し、安定的に収入を確
保し続けることが必要不可欠であ
る。このため、大規模修繕計画に
基づきリニューアルを着実に進
め、新型コロナウイルス感染対策
を踏まえた非接触型機器の導入な
ど、執務・滞在環境の向上により
競合ビルとの差別化を図る。

【目標①】
・コロナ流行前の収入を確保す
る。
 ※12.2億円（賃料、駐車場収
入）

【目標②】
・民事再生債務縮小
　都への債務残高　※7.1億円
（2023年度末）

収益の安定的な確保

建物の魅力を高め競争
力向上につながるリ
ニューアルの着実な実
施

個別取組事項 2023年度2022年度

コロナ禍において、近隣地域で店舗売上低迷の結果、飲食店やサービス店などの閉店が多くなっている。テナントの撤退を防止し、安定
した収益を確保するため、建物の魅力を高め競争力向上を図る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

前年度に実施した地域の貢献に資する事業の検討に基づき、
地元の企業や団体などの情報をデジタルサイネージを利用し
て発信することやシェアサイクル事業への協力など、地域の
貢献に資するパイロット事業の試行
前年度の検証を基に、テレワークステーションの運営形態の
確立

前年度に実施したパイロット事業の検証を踏まえ、デジタルサイネージの活
用やシェアサイクル事業など地域の貢献に資する事業化の実施
テレワークステーションの営業効率の向上

②

前年度のスマートシティ協議会の検討を踏まえ、パオレビル
に新たに設置したデジタルサイネージにおいて、例えば利用
者とコンテンツ提供者の双方向での利用を実現するような先
端技術を活用した実証実験の実施
デジタルサイネージ前のふれあい広場を活用し、広場のイベ
ントをサイネージでライブ配信するなど、賑わいを創出

前年度のスマートシティ協議会の検討を踏まえ、サイネージを利用した先端
技術活用策を具体化

③
前年度に設置した電子マネーの使用が可能な精算機にクレ
ジットカードの利用機能追加

                                   -

③
ETCを活用したチケットレス、キャッシュレスによる駐車料
金決済システム導入事例の検証

前年度の検証結果に基づき、システム導入に向けた取組実施
駐車車両情報の活用方法の検討

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

前年度に実施した地域の貢献に資する事業の検討に基づき、
地元の企業や団体などの情報をデジタルサイネージを利用し
て発信することやシェアサイクル事業への協力など、地域の
貢献に資するパイロット事業の試行
前年度の検証を基に、テレワークステーションの運営形態の
確立

デジタルサイネージを活用し、警察・消防、ＨＴＴ等の行政情報、周辺のイ
ベント等について発信。テレワークステーションは、利用者から要望があっ
た個別ボックスを設置してサービスを開始。

所管課と連携し、都政に関する重要課題について、早期に対応した。
テレワークステーションは、個別ワークボックスを設置したことにより、一人当たりの利用時間が
増加傾向にある
　10月：利用時間450分
　11月：利用時間960分（前月比約213%）

来街者の回遊性向上に向け、ガレリア屋上を有効活用(スポーツ幼児園が2023
年春開設予定)。テレワークステーションは、自習やWEB会議等を提案、損益
分岐点（16万円/月）をクリアする。

②

前年度のスマートシティ協議会の検討を踏まえ、パオレビル
に新たに設置したデジタルサイネージにおいて、例えば利用
者とコンテンツ提供者の双方向での利用を実現するような先
端技術を活用した実証実験の実施
デジタルサイネージ前のふれあい広場を活用し、広場のイベ
ントをサイネージでライブ配信するなど、賑わいを創出

物産展、地元スポーツチームのチアダンス、楽器演奏会、デジタルサイネー
ジとふれあい広場を活用した多様な双方向型イベントを実施。ライブ配信の
ほか人流データの蓄積・分析が可能なライブカメラを設置。スマートシティ
協議会の取組では、ガレリア敷地に電動キックボード約5台分のポート設置。
同屋上に太陽光発電を設置運用。パオレにEVカーシェアを２台設置

当社の保有する設備について、ネット広告、テナント・個別営業の販促活動
イベントの実施調整に際しては現地確認のうえで設備等について説明及び提案等を実施
キックボードについては有料貸出ポートのほか、充電・メンテナンスに必要な場所の設置調整につ
いても速やかに対応。設置済み。

スマートシティ協議会の事務局が2023年度から当社に移管されるため一層注
力する。ユーザー・ライド分析を踏まえ、電動キックボードのポート増設に
対応。デジタルサイネージ連動のライブカメラにより、曜日・イベント・天
候別に人流を分析し、テナント誘致等に活用検討。物産展での利用拡大に向
け、利便性向上に資する備品を充実。デジタルを活用した高齢者支援の取組
（例：ドローン配送）について、課題を整理し、事業化を検討。

③
前年度に設置した電子マネーの使用が可能な精算機にクレ
ジットカードの利用機能追加

駐車場精算機に、クレジットカードの利用機能について追加して運用開始
（４月）

駐車場精算機にクレジットカードの利用機能を追加。第１駐車場（パオレビル１階～３階）ではク
レジットカート支払いが進んでおり、売上の５割程を占めることもあり有効に利用されている。

電子マネー及びクレジットカードの利用データを活用し、利用者の行動動向
の分析、販促活動の情報活用

③
ETCを活用したチケットレス、キャッシュレスによる駐車料
金決済システム導入事例の検証

空港駐車場など、ETCを利用した駐車場料金決済の導入事例を調査し、事業化
の可能性を検討

近隣商業施設とシステム導入についてヒアリングを実施
長期修繕計画による設備投資のタイミングを踏まえつつ、費用対効果の観点
から調査・検討を継続

(株)多摩ニュータウン開発センター 戦略の性質による区分

戦略３ 南大沢地域に貢献する活動の推進
事業
運営

駐車場精算機のキャッ
シュレスシステムの導
入

駐車場合算処理に向け
た近隣商業施設との連
携

都の施策により南大沢地区が最先端の研究とICT活用による住民生活の向上が融合した持続可能なスマートエリアとして発展が望まれて
いる。また、南大沢駅前に３棟の商業・業務施設、２カ所の駐車場を運営する都の政策連携団体として、地域住民の生活利便のため、地
域の健全な発展に貢献する。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

◆新型コロナウイルス感染症の影
響で、新たな生活様式が求められ
ており、それに対応した取組が必
要とされている。従来ビル管理事
業が主体のため、地域のニーズも
把握していない。

◆南大沢スマートシティ協議会の
メンバーとして、先端技術の活用
を図りながら、地域の課題や対応
策についての検討が求められてい
る。

◆現在、非接触ICカードや携帯電
話を利用した電子決済が急速に普
及しているが、駐車場精算が現金
のみで、利便性に欠ける。

◆2020年度に実施した一般的な
ニーズ把握調査をさらに掘り下
げ、地域のニーズ把握を随時行
い、会社の保有資産を活用した取
組を実証的、段階的に実施する。

◆都と連携しながら会社の地域貢
献事業の実施を進める。

◆駐車場精算機のキャッシュレス
システムへの対応を進める。

◆ETCを活用したチケットレス、
キャッシュレスによる駐車料金決
済システムを導入する。

【目標①】
・実証的、段階的な取組で一定
の効果が認められたものについ
て事業化実施

【目標②】
・キーテナントとのプロモー
ション活動強化などによる先端
技術の地域実装

【目標③】
・駐車場利用における利便性の
向上

地域貢献に資する新規
事業実施

５Gなど先端技術を活用
したスマートシティの
推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略３ 南大沢地域に貢献する活動の推進
事業
運営

・2023年度、南大沢スマートシティ協議会の事務局が都から移管されることに伴い、地元が主体的に進める先端技術の社会実装に一層注力する。
・新たなモビリティの実証実験への参画、ライブカメラを活用した人流調査等を通じて利用客の動向を把握し、来街者の回遊性向上につなげる。
・高齢者が利用しやすいまちづくりに向け、デジタルを活用した対応策の検討に取り組む。

2023年度改訂の視点による区分

都の施策により南大沢地区が最先端の研究とICT活用による住民生活の向上が融合した持続可能なスマートエリアとして発展が望まれて
いる。また、南大沢駅前に３棟の商業・業務施設、２カ所の駐車場を運営する都の政策連携団体として、地域住民の生活利便のため、地
域の健全な発展に貢献する。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
・実証的、段階的な取組で一定
の効果が認められたものについ
て事業化実施

【目標②】
・キーテナントとのプロモー
ション活動強化などによる先端
技術の地域実装

【目標③】
・駐車場利用における利便性の
向上

地域貢献に資する新規
事業実施

５Gなど先端技術を活用
したスマートシティの
推進

駐車場精算機のキャッ
シュレスシステムの導
入

駐車場合算処理に向け
た近隣商業施設との連
携

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】テレワークステーションは、モデル事業を踏まえ、2022年４月から常設で設置。同年10月からは新
たに個別ワークボックスのサービスを開始
【目標②】南大沢スマートシティ協議会の検討を踏まえ、電動キックボード及びスマートフォン充電バッテリー
レンタル機（広告サイン付）の運用を開始
【目標③】駐車場のキャッシュレスシステムにクレジットカードの利用機能を追加。

◆新型コロナウイルス感染症の影
響で、新たな生活様式が求められ
ており、それに対応した取組が必
要とされている。従来ビル管理事
業が主体のため、地域のニーズも
把握していない。

◆南大沢スマートシティ協議会の
メンバーとして、先端技術の活用
を図りながら、地域の課題や対応
策についての検討が求められてい
る。

◆現在、非接触ICカードや携帯電
話を利用した電子決済が急速に普
及しているが、駐車場精算が現金
のみで、利便性に欠ける。

◆2020年度に実施した一般的な
ニーズ把握調査をさらに掘り下
げ、地域のニーズ把握を随時行
い、会社の保有資産を活用した取
組を実証的、段階的に実施する。

◆都と連携しながら会社の地域貢
献事業の実施を進める。

◆駐車場精算機のキャッシュレス
システムへの対応を進める。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・コロナがやや沈静化する見込みとして、新たなターゲット
選定による販促活動実施
通信（５G）、自動運転（Lv４）、コミュニケーションツー
ルの高機能化（VR,TE）など。
獲得目標　２０件

・コロナが概ね沈静化する見込みとして、新たなターゲット選定による販促
活動実施
人への支援（非接触ロボット）、官民共創（スタートアップ）、再生可能エ
ネルギー（太陽光、風力）など。
獲得目標　２０件

①②

・コロナ長期化による催事スタンダードの変化に対応した営
業ツールの見直し
・社会状況の変化に伴う新たな開催支援増収に向けての備品
更新、サービスの導入
・地上広場で展開するキッチンカーでの飲食提供について、
キッチンカーのポテンシャルを活かし、利用者ニーズを踏ま
えた営業展開を検討

・コロナ収束後の催事需要見極めと効率的な開催支援の検討
・備品更新計画策定
・地上広場のキッチンカーについて、利用者ニーズを踏まえた営業展開の実
施

③ ・新たな広告収入策の策定及び実施に向けた検討
・新たな広告収入策の実施
　※設備投資を伴うため実施時期の変更あり

④
・新規店舗開店準備及び開店
・空き区画の募集継続と未出店区画の方向性策定
・新規店舗1件

・店舗構成コンセプトに基づく店舗ラインナップ完了
・店舗構成の検証
・新規店舗1件

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②

・コロナがやや沈静化する見込みとして、新たなターゲット
選定による販促活動実施
通信（５G）、自動運転（Lv４）、コミュニケーションツー
ルの高機能化（VR,TE）など。
獲得目標　２０件

・注目業界を選定し、IT/クラウド、住宅販売、化粧品関連、食品飲料業界へ
アプローチを行った結果、42件の新規の業界から案件を獲得した。

・新たなターゲットを選定するため、注目業界を選定し、従来取引のなかった業界への販促活動を
強化した結果、新規獲得件数を伸ばすことができた。

・コロナが概ね沈静化する見込みとして、新たなターゲット選定による販促
活動実施
人への支援（非接触ロボット）、官民共創（スタートアップ）、再生可能エ
ネルギー（太陽光、風力）など。
獲得目標　２０件

①②

・コロナ長期化による催事スタンダードの変化に対応した営
業ツールの見直し
・社会状況の変化に伴う新たな開催支援増収に向けての備品
更新、サービスの導入
・地上広場で展開するキッチンカーでの飲食提供について、
キッチンカーのポテンシャルを活かし、利用者ニーズを踏ま
えた営業展開を検討

・会議室配信の需要が増加しており、サービス案内チラシを更新するなどPR
の強化により、更なる受注につなげた。
・貸出LANの通信環境性能向上に向け、備品購入及び対応回線の開通時期の調
整を行った。
・ケータリングサービスによるキッチンカーでのランチ営業の本格稼働を開
始した。

・会議室単独利用の催事では配信を目的としたLANサービスの需要が増加し、顧客へ回線特徴等の説
明を簡易にできるようチラシをわかりやすく刷新した。
・通信速度10G需要の高まりを受け、同速度のインフラを利用するためには10G対応機器を導入する
ことが必要なことから、2022年～2024年の3か年にて整備をすすめている。
・昨年度の試行を経て、メニュー、価格面で、地上広場の既存のキッチンカーとの差別化を図り、
地上広場の活性化と、相乗効果による売上増を図っている。

・コロナ収束後の催事需要の見極めと効率的な開催支援の検討
・１０G対応機器導入に向けた備品購入計画策定
・地上広場のキッチンカーについて、利用者ニーズを踏まえた営業展開の実
施

③ ・新たな広告収入策の策定及び実施に向けた検討
・既存のタッチパネル式サイネージはコロナ禍により休止し、事業者から新
たな媒体の提案を受けたが、コスト面等から導入を見送った。
・ロビーギャラリーや地上広場において会議室宣伝の自社広告を展開した。

・デジタルサイネージ事業者による提案は、機材費・設置撤去費・広告営業は事業者負担であり、
当社は自社広告枠が付与されるが広告収入が無いため、導入を見送った。
・ロビーギャラリーや地上広場の自社広告など、既存設備の活用・転用を含め、デジタルサイネー
ジ以外の手法も幅広く検討していく。

・新たな広告収入策の実施
　※設備投資を伴うため実施時期の変更あり

④
・新規店舗開店準備及び開店
・空き区画の募集継続と未出店区画の方向性策定
・新規店舗1件

・8月より、新規店舗「クリスピークリームドーナッツ」が開店し、旗艦店舗
として幅広いメディアに取り上げられた。
・事務所スペースからテナントスペースへの展開変更のための法令確認と区
画整備工事内容の確認を実施した。
・空き店舗の施設スペック、図面を改めて社内で確認し手戻りの無いよう整
備中である。

・急ピッチで工事を行い開店を迎えた。開店時には多くのメディアで取り上げられるなど、同店の
旗艦店として話題性のある店舗となっている。
・未出店区画については、方針に従い2023年度に区画整備を実施、新テナントとの具体的な調整を
開始する。
・12月以降空き区画へのリーシング（2区画）に着手し、2023年度には新規出店を目指す。

・新規店舗2件
・店舗以外の遊休スペースの活用策検討

2023年度

・新型コロナウイルスの影響により厳しい経営状況の中、営業戦略（店舗戦略）の一部を見直すもの。
　空き店舗2区画だけでなく、店舗以外の遊休スペースを活用することにより収益の確保を図る。

・経営理念・経営指針に基づき、大丸有地区での賑わい創出など、到達すべき目標についてより具体的・わかりやすい表現となるよう、3年後の到達目標等を改訂2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

海外主催者向け誘致活動
の強化及びMICE人材の
育成

⑤

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的
にアプローチ）
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（1研修2名程度）

・他施設で開催されている国際会議を視察し、同施設の営業担当者にコロナ
禍における運営方法等のヒアリングを実施しノウハウの獲得に努めた。こう
した取組も活かしつつ、国際会議案件２件を新たに受注した。
・スポーツ競技団体や関連団体など5件に対し、営業活動を実施した。

・2022年度においては、専門研修派遣ではなく、他施設のヒアリングを通じて人材育成を行った。
・コロナ禍において、海外コアPCOが主催する国際会議をどのように運営しているかを営業担当者
に調査をさせることにより、国際会議誘致及び運営手法について職員のスキルアップを図った。
・引き続き海外展示会における情報収集を行い、国際会議案件を誘致していく。

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成（オンライン参加を含
め、可能性のあるターゲットは集中的にアプローチ）、誘致案件の視察
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（2名程度）
・オンラインなど最新のニーズに対応可能なMICE人材の育成

・注目業界を選定し販促活動を強化した結果、新たな業界からの受注を増加させた。
・主要6ホールの稼働率は61.6％であった。
・広告展開については、費用負担の少ない既存設備の活用による自社広告の展開を行った。
・店舗については新規飲食店1件を開店。未出店区画についても区画整備を実施し、新テナントの誘致を図ってい
く。
・新型コロナウイルスの沈静化を見越し海外主催者向け誘致活動を継続した結果、国際会議2件を獲得した。

■当面、当館で開催される催事件
数の落ち込みによる売上の低迷が
続くと予想
■コロナ以前の水準近くまで稼働
率を回復させ、売上を確保するこ
とにより財務状況を改善すること
が必要
■コロナ収束後の経営改善に向け
た新たな収入確保策が必要

■イベント自粛等に伴う来場者減
少やテレワークによる出勤者減少
の影響で館内飲食店等テナントの
売上は低迷し、退店するテナント
が発生
■コロナの影響を踏まえた新たな
ニーズや視点での店舗戦略が必要

■当面、国際会議開催の方向性が
不透明な状況の中、更なる誘致獲
得を進めていくために現状に即し
た臨機応変な取組やポストコロナ
を想定した中長期的な戦略が必要

■コロナ禍やコロナ収束後を見据
えた新たなターゲットの取り込み
に向けた販促強化
■コロナ禍等での催事開催に対応
した備品・サービス提供など顧客
サービス強化

■広告媒体の開拓、実態に則した
新たな商品の開発

■コロナによる影響を踏まえた飲
食店舗区画の新たな活用策の検討
（テイクアウトが強みの店舗、飲
食と物販のハイブリッド型店舗な
ど）
■新規店舗参入障壁の解消に向け
た入店条件の見直し

■オリパラレガシーの活用など当
社の強みを活かした誘致活動
■地域連携や人材育成を強化する
など戦略的な取組を構築

①大丸有地区をはじめ東京の産
業・文化の振興に資する新たな
催事案件の継続的な獲得
　目標：３カ年で計60件

②主要6ホール稼働率５９％を確
保
（修繕等による貸出不能分を含
めた稼働率）

③多角的な広告展開による広告
収入の確保

④空き店舗区画の解消による収
入の増加
件数３件⇒０件

⑤産業力の強化や都市のプレゼ
ンス向上に資する国際会議を2件
獲得／年

年度毎の新たな催事ター
ゲット選定及び販促活動
の実施

利用者ニーズに応じた新
たなサービス導入の検
討・実施

デジタルサイネージ等を
活用した広告展開

店舗や遊休スペースを活
用した収益確保

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的にアプロー
チ）、誘致案件の視察
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（2名程度）

　新型コロナウイルス感染症の拡大により当館での催事は大幅に減少している。今後は感染が収束に向かう中、催事の種別にもよるが、
徐々に従来の状態に回復する想定をもとに、適宜その状況に応じた営業戦略により収益を回復させていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

海外主催者向け誘致活動
の強化及びMICE人材の
育成

⑤

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的
にアプローチ）
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（1研修2名程度）

利用者ニーズに応じた新
たなサービス導入の検
討・実施

デジタルサイネージ等を
活用した広告展開

(株)東京国際フォーラム

戦略１ コロナの影響による変化に応じた営業戦略の構築
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略１ コロナの影響による変化に応じた営業戦略の構築
事業
運営

　新型コロナウイルス感染症の拡大により当館での催事は大幅に減少している。今後は感染が収束に向かう中、催事の種別にもよるが、
徐々に従来の状態に回復する想定をもとに、適宜その状況に応じた営業戦略により収益を回復させていく。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

■当面、当館で開催される催事件
数の落ち込みによる売上の低迷が
続くと予想
■コロナ以前の水準近くまで稼働
率を回復させ、売上を確保するこ
とにより財務状況を改善すること
が必要
■コロナ収束後の経営改善に向け
た新たな収入確保策が必要

■イベント自粛等に伴う来場者減
少やテレワークによる出勤者減少
の影響で館内飲食店等テナントの
売上は低迷し、退店するテナント
が発生
■コロナの影響を踏まえた新たな
ニーズや視点での店舗戦略が必要

■当面、国際会議開催の方向性が
不透明な状況の中、更なる誘致獲
得を進めていくために現状に即し
た臨機応変な取組やポストコロナ
を想定した中長期的な戦略が必要

■コロナ禍やコロナ収束後を見据
えた新たなターゲットの取り込み
に向けた販促強化
■コロナ禍等での催事開催に対応
した備品・サービス提供など顧客
サービス強化

■広告媒体の開拓、実態に則した
新たな商品の開発

■コロナによる影響を踏まえた飲
食店舗区画の新たな活用策の検討
（テイクアウトが強みの店舗、飲
食と物販のハイブリッド型店舗な
ど）
■新規店舗参入障壁の解消に向け
た入店条件の見直し

■オリパラレガシーの活用など当
社の強みを活かした誘致活動
■地域連携や人材育成を強化する
など戦略的な取組を構築

①新たな催事案件の継続的な獲
得
②主要6ホール稼働率５９％を確
保
（修繕等による貸出不能分を含
めた稼働率）

③多角的な広告展開による広告
収入の確保

④空き店舗区画の解消
件数３件⇒０件

⑤国際会議　2件獲得／年

年度毎の新たな催事ター
ゲット選定及び販促活動
の実施

新たな店舗戦略の検討・
実施
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・コンペ実施
・2023年度コンペ業務の仕様書見直しによる固定費削減策の検討
・固定費率64％程度

・コンペ実施
・業務委託固定費削減目標到達評価
・固定費率60％以下

②

・大規模改修工事等への参画を通じた技術系社員の育成
・都派遣職員の受入による安定的な業務執行体制の確保
・他団体との人材交流の実施及び効果検証（１団体）
・更なる人材交流に向けた各種検討（派遣先、期間等）

・大規模改修工事等への参画を通じた技術系社員の育成
・都派遣職員の受入による安定的な業務執行体制の確保
・他団体との人材交流の実施及び効果検証（１団体）
・更なる人材交流に向けた各種検討（派遣先、期間等）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・コンペ実施
・2023年度コンペ業務の仕様書見直しによる固定費削減策
の検討
・固定費率64％程度

・警備・駐車場管理業務委託に係るコンペを実施し、警備ロボット導入等に
よる経費削減策を盛り込んだ提案を採択した。
・2023年度にコンペを実施予定の廃棄物処理業務委託について、経費削減策
の検討を実施した。

・警備・駐車場管理業務委託に係るコンペの仕様書に、委託事業者が提案すべき項目として、経費
削減に資する内容を盛り込んだ。

・廃棄物処理業務委託分野においてコンペを実施
・廃棄物処理業務委託において固定費削減の検討・調整
・固定費率60％以下

②

・大規模改修工事等への参画を通じた技術系社員の育成
・都派遣職員の受入による安定的な業務執行体制の確保
・他団体との人材交流の実施及び効果検証（１団体）
・更なる人材交流に向けた各種検討（派遣先、期間等）

・採用１年目の技術系若手社員３名について、大規模改修工事の実施設計な
ど都財務局の検討会に参加させ、知識の習得に努めさせた。
・今年度より、東京ビッグサイトとの間で若手営業社員１名の相互交流を開
始している。派遣先での成果や幅広い業務を踏まえ、期間の1年間延長を検討
している。

・都財務局の検討会では、各種工事手法の選定や工期短縮に向けた調査、その他の検討を行ってお
り、技術的知見を高めることができた。
・組織体制や風土が異なる環境下において、主催者や催事内容などの相違点をしっかりと踏まえな
がら、前向きにチャレンジする取組姿勢を醸成することができた。

・大規模改修工事等への参画を通じた技術系社員の育成
・都派遣職員の受入による安定的な業務執行体制の確保
・他団体との人材交流の実施及び効果検証（東京ビッグサイト）
・更なる人材交流に向けた各種検討（派遣先、期間等）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・警備・駐車場業務委託においてコンペを実施し、経費削減に繋がる提案を採択することにより固定費の引き下
げを図った。
・都財務局の検討会に若手技術系社員を参加させることにより、施設の維持管理のための知識を習得させた。
・今年度より若手営業社員1名について、東京ビッグサイトと相互交流を開始し、目標を上回る営業成績をあげる
など相乗効果が生まれている。

■業務委託費や光熱水費など固定
費の割合が高く、利益が出にくい
収支構造となっている。主要事業
である貸館収入はコロナの影響を
大きく受けているため、固定費圧
縮による収支改善が必要

■社員の高齢化や年齢の偏りによ
り将来的に組織力の低下が懸念さ
れ、特に施設を維持管理するため
の技術・ノウハウの継承や最先端
の知識や経験豊富な経験者の採用
が急務である。また、将来的に安
定した組織体制を構築していくた
め、若手社員をはじめとする人材
をより効果的に育成することが必
要

■施設稼働状況に即して業務内容
を柔軟に見直せる仕組みにして委
託費を縮減
■低コストな施設維持管理手法の
見直し
■更なる節電の徹底など光熱水費
の縮減
■人材派遣にかかる業務見直しの
ほか超過勤務縮減の徹底、退職者
補充の抑制による人件費削減

■即戦力となりうる高度かつ豊富
な知見を有する経験者の採用
■東京都職員の受入による安定的
な施設管理体制の構築
■東京都や関連団体との人材交流
を通じた人材の育成

①固定費率
2019年度固定費率10％以上圧縮
（70％→60％以下）

②技術系社員の新陳代謝や他団
体との人材交流

業務委託内容・施設管理
手法・契約制度の見直し

技術系社員の採用・他団
体との人材交流

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症の影響により、貸館をはじめとする各事業は大きな影響を受け、厳しい経営状況に置かれているため、経費節
減を行い収支改善を図る必要がある。また、将来に渡って安定的な施設管理を行うため、組織体制を整備する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 経営基盤強化に向けた経費削減の取組と組織体制
の強化

事業
運営

・2023年度計画について、より具体的・わかりやすい表現となるよう全体的に軽微な改定を実施

■業務委託費や光熱水費など固定
費の割合が高く、利益が出にくい
収支構造となっている。主要事業
である貸館収入はコロナの影響を
大きく受けているため、固定費圧
縮による収支改善が必要

■社員の高齢化や年齢の偏りによ
り将来的に組織力の低下が懸念さ
れ、特に施設を維持管理するため
の技術・ノウハウの継承や最先端
の知識や経験豊富な経験者の採用
が急務である。また、将来的に安
定した組織体制を構築していくた
め、若手社員をはじめとする人材
をより効果的に育成することが必
要

■施設稼働状況に即して業務内容
を柔軟に見直せる仕組みにして委
託費を縮減
■低コストな施設維持管理手法の
見直し
■更なる節電の徹底など光熱水費
の縮減
■人材派遣にかかる業務見直しの
ほか超過勤務縮減の徹底、退職者
補充の抑制による人件費削減

■即戦力となりうる高度かつ豊富
な知見を有する経験者の採用
■東京都職員の受入による安定的
な施設管理体制の構築
■東京都や関連団体との人材交流
を通じた人材の育成

①固定費率
2019年度固定費率10％以上圧縮
（70％→60％以下）

②技術系社員の新陳代謝や他団
体との人材交流

業務委託内容・施設管理
手法・契約制度の見直し

技術系社員の採用・他団
体との人材交流

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、貸館をはじめとする各事業は大きな影響を受け、厳しい経営状況に置かれているため、経費節
減を行い収支改善を図る必要がある。また、将来に渡って安定的な施設管理を行うため、組織体制を整備する必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京国際フォーラム 戦略の性質による区分

戦略２ 経営基盤強化に向けた経費削減の取組と組織体制
の強化

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・新たな事業スキームによる主催事業の試行
・事業実施後、翌年度における事業の継続について検討

・新たな事業スキームによる主催事業の本格実施
・新たな事業スキームの確立

②
・前年度の検証で実効性と採算性が確認された場合、開館25周年
事業の一環として実施を検討

・前年度の結果を受けて事業の継続について検討
・事業実施1件

①
・既存事業に加え、25周年事業についても、事業効果の向上、経
費縮減の観点から外部連携による共催事業での実施を検討
・協賛企業獲得に向けた営業

・実施した共催事業について検証、改善を図り、共催事業としての実効性を
向上
・協賛企業獲得に向けた営業

③

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いていない要
因を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・満足度５３％

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いていない要因を洗い
出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・満足度５５％

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・新たな事業スキームによる主催事業の試行
・事業実施後、翌年度における事業の継続について検討

・今年度は開催が困難となった「ラ・フォル・ジュルネ TOKYO」に代わるイ
ベントとして、ゴールデンウィークに「丸の内ミュージックフェス」を初開
催し、2千名以上の来場者を集めるなど、地域の賑わい創出に貢献した。

・地域の賑わい創出に資する主催事業の目的や効果を関係先と共有することにより、事業実施に向
けた前向きな検討姿勢を引き出すことができた。
・大丸有地区の盟主である三菱地所に資金拠出を依頼し、当社は会場提供に特化し資金拠出を行わ
ない事業スキームであり、持続可能な主催事業のモデルケースとすることができた。

・資金拠出を行わない新たな事業スキームにより、主催事業を本格実施し、
近隣地域の賑わいを創出することで大丸有地区の核としてのプレゼンスを向
上

②
・前年度の検証で実効性と採算性が確認された場合、開館25周年
事業の一環として実施を検討

・大丸有地区のSDGsプロジェクト（大丸有SDGｓ ACT5実行委員会）に参画
し、SDGs映画祭やD&Iセミナー等を共同実施した。
・同実行委員会の参画企業から、SDGs催事の利用打診があり、貸館催事1件
を受注するなど収益面でも成果を上げた。

・地域の有力企業が関与するSDGｓの枠組みに参画できたことにより、大丸有地区におけるSDGsの
発信拠点としてのブランドイメージを効果的に発信することができた。
・参画初年度に得た知見と実績に基づき、次年度以降も同実行委員会において、発言力や存在感の
向上を図っていく。

・前年度の結果を受けて大丸有地区のSDGｓプロジェクトの継続について検
討
・事業実施１件

①
・既存事業に加え、25周年事業についても、事業効果の向上、経
費縮減の観点から外部連携による共催事業での実施を検討
・協賛企業獲得に向けた営業

・10月に開催した「東京味わいフェスタ」では、経費縮減とイベントの質の
確保の両立に務め、同時開催した「東京都農業祭」の主催者であるＪＡ東京
中央会と連携した企画も盛り込んだ。

・当館での「東京味わいフェスタ」の開催を契機として、同時期開催を希望する主催者ニーズを獲
得し、双方に集客や現物提供（東京産野菜）のメリットが生まれた好事例となった。
・複数の農業関連イベントを同時開催した初めての事例であり、今回の課題や反省点について関係
者と意見交換しながら、都の政策目的実現に資する共催事業の充実に取り組んでいく。

・実施した共催事業について検証、改善を図り、共催事業としての実効性を
向上
・協賛企業獲得に向けた営業

③

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いていない要
因を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・満足度５３％

・５月に開催した「丸の内ミュージックフェス」の来場者アンケートでは、
総合評価が10点満点で8.75点となり、質の高い音楽を気軽に楽しめたという
高評価を得ることができた。
・利用者満足度の高い主催事業を開催することで、地域の賑わい創出に寄与
していることが伺えた。

・「丸の内ミュージックフェス」が地域の魅力向上に影響しているかを10点満点で聴取したとこ
ろ、61.8％の方が10点満点と回答し、平均点は9.21点と非常に高い評価を得ることができた。
・アンケートでは、例年開催している「ラ・フォル・ジュルネ TOKYO」の復活に期待する声も一定
数あり、ゴールデンウィークのイベント開催への関心の高さがうかがえた。

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いていない要因（催事
規模や会場案内等）を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・「ラ・フォル・ジュルネTOKYO2023」を、資金拠出を伴わない新たな事業
スキームにより実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・会場提供に特化した資金拠出しないスキームでイベントを開催するなど、持続可能な主催事業のモデルケース
を確立した。
・大丸有SDGｓＡＣＴ実行委員会に参画して映画祭やセミナーを開催したことからブランドイメージが向上し、
加盟企業から貸館催事1件の受注を得た
・「丸の内ミュージックフェス」事業でアンケートを実施したところ高い評価を得る一方、「ラ・フォル・ジュ
ルネTOKYO」の復活を希望する声があることから、次回以降の企画に反映をさせていく。

■イベント自粛等により貸館事業
収入は、70％以上の減収、館内店
舗等のサービス施設収入について
も50％近い減収になるなど、当社
の経営は過去に類を見ない厳しい
状況。
■こうした中、賑わい創出など地
域貢献を主目的とした主催事業の
開催については、コロナ禍での実
施方法や採算性などを踏まえた見
直しが必要

■コロナの影響による経営状況を
踏まえ、資金拠出のない主催事業
スキームの検討
■ポストコロナやSDGsなど社会
テーマに沿った企画検討
■貸館事業と連携した新たな主催
事業スタイルの検討
■主催事業が継続可能となるため
のタイアップ企業・協賛企業の獲
得
■事業効果の明確化（主催事業利
用者意見、貸館につながった件
数、広告収入など）

主催事業を通じて、大丸有地区
をはじめ近隣地区の賑わいを創
出

①大丸有地区のまちづくりの核
として、資金拠出によらない持
続可能な主催事業の展開

②貸館事業収入につながる仕組
みの構築　1件

③主催事業における利用者満足
度の向上（大変満足と答えた割
合５０％→５５％）

収支改善に資する新たな
主催事業スキームの検
討・実施

営業戦略を融合した新た
な事業展開の検討・実施

外部連携による共催事業
の検討・実施

アンケート結果などを用
いた効果検証

2023年度改訂の視点による区分

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により社会全体でイベントの開催自粛が続いており、当社の貸館をはじめとする各事業は大きな影
響を受け、厳しい経営状況に置かれている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 社会状況の変化を踏まえた主催事業の展開
組織
運営

・経営理念・経営指針に基づき、大丸有地区での賑わい創出など、到達すべき目標についてより具体的・わかりやすい表現となるよう、3年後の到達目標等を改訂

■イベント自粛等により貸館事業
収入は、70％以上の減収、館内店
舗等のサービス施設収入について
も50％近い減収になるなど、当社
の経営は過去に類を見ない厳しい
状況。
■こうした中、賑わい創出など地
域貢献を主目的とした主催事業の
開催については、コロナ禍での実
施方法や採算性などを踏まえた見
直しが必要

■コロナの影響による経営状況を
踏まえ、資金拠出のない主催事業
スキームの検討
■ポストコロナやSDGsなど社会
テーマに沿った企画検討
■貸館事業と連携した新たな主催
事業スタイルの検討
■主催事業が継続可能となるため
のタイアップ企業・協賛企業の獲
得
■事業効果の明確化（主催事業利
用者意見、貸館につながった件
数、広告収入など）

①資金拠出によらず地域貢献に
寄与する主催事業の確立・展開

②貸館事業収入につながる仕組
みの構築　1件

③利用者満足度の向上（大変満
足と答えた割合５０％→５
５％）

収支改善に資する新たな
主催事業スキームの検
討・実施

営業戦略を融合した新た
な事業展開の検討・実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

外部連携による共催事業
の検討・実施

アンケート結果などを用
いた効果検証

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により社会全体でイベントの開催自粛が続いており、当社の貸館をはじめとする各事業は大きな影
響を受け、厳しい経営状況に置かれている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京国際フォーラム 戦略の性質による区分

戦略３ 社会状況の変化を踏まえた主催事業の展開
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・ＰＴでの検討結果を踏まえ、短期的に実現可能なものを中
心に、顧客サービス向上に繋がる具体的な取組に着手
・多額の費用を要するものなど、実現までに一定の時間を要
する取組についても、継続して検討を実施

・多額の費用を要するものなど、実現までに一定の時間を要する取組につい
ても、継続して検討を実施

① ・SNS等の効果を検証し取組内容の更なる改善 ・SNS等の効果を検証し取組内容の更なる改善

②
・活動方針を基にアクションプランを策定
・大丸有地域の企業・団体と連携し、SDGsをテーマにした
地域イベントの開催を検討

・大丸有地域の企業・団体と連携し、ＳＤＧｓをテーマにした地域イベント
の実施

③

・各所属でペーパーレス、はんこレスの具体的取組を進める
とともに、ＰＴで進捗状況を確認
・現行のグループウェアを最大限活用し、業務の電子化をさ
らに促進（業務フロー電子化１件）

・各所属でペーパーレス、はんこレスの具体的取組を進めるとともに、ＰＴ
で進捗状況を確認
・現行のグループウェアを最大限活用し、業務の電子化をさらに促進（業務
フロー電子化１件）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・ＰＴでの検討結果を踏まえ、短期的に実現可能なものを中
心に、顧客サービス向上に繋がる具体的な取組に着手
・多額の費用を要するものなど、実現までに一定の時間を要
する取組についても、継続して検討を実施

・社内ＰＴで整理した取組事項について検討を進めるとともに、実現可能な
取組から順次導入に着手している。

〇　利用問い合わせ（HP)改修　　　　6月
〇　お客様アンケートのデジタル化　10月～実施
〇　利用申込フォームのデジタル化　  1月実装予定
〇　お客様の声 社内共有デジタル化　 1月実装予定

・社内ＰＴで横断的にきめ細かい進捗管理を行うことにより、着実な計画遂行を可能にするととも
に、新たな取組案を社内から幅広く募り、費用対効果や技術的な観点から実現可能性等を検証し
た。

・引き続きPTでの検討結果を踏まえ、多額の費用を要するものなど、実現ま
でに一定の時間を要する取組についても、継続して検討を実施

① ・SNS等の効果を検証し取組内容の更なる改善

・全部署の社員が参加するＳNS運用チームにより、イベント、季節、店舗な
ど多様な話題を集約し、幅広いトピックスのツイートを行った。
・前年度は11月末時点で90件だった投稿・リツイート数が、今年度は同時期
で401件まで増加し、インプレッション（投稿表示）数は約13万件となっ
た。

・まずは投稿・リツイート数を増加させるという目標を運用チームのメンバー間で共有することに
より、東京国際フォーラムという施設の様々な「顔」のＰRにつなげることができた。

・SNS等の効果を検証し取組内容の更なる改善

②
・活動方針を基にアクションプランを策定
・大丸有地域の企業・団体と連携し、SDGsをテーマにした
地域イベントの開催を検討

・役員が主催するSDGs推進委員会を社内に設置し、アクションプラン（活動
方針及び年間計画）を策定し、重点分野であるCO2削減取組内容を整備し、
社内運用に至った。
・大丸有地区のSDGsプロジェクト（大丸有SDGｓ ACT5実行委員会）に参画
し、SDGs映画祭やD&Iセミナー等を共同実施した。（再掲）

・SDGs推進委員会を設置したことで、従来、経営方針として実施してきた環境や安全安心に関わる
取組をSDGsの概念に照らし合わせて整理し、掘り下げることができた。
・地域の有力企業が関与するSDGｓの枠組みに参画できたことにより、大丸有地区におけるSDGsの
発信拠点としてのブランドイメージを効果的に発信することができた。（再掲）

・大丸有地区の企業・団体と連携し、ＳＤＧｓをテーマにした地域イベント
の実施

③

・各所属でペーパーレス、はんこレスの具体的取組を進める
とともに、ＰＴで進捗状況を確認
・現行のグループウェアを最大限活用し、業務の電子化をさ
らに促進（業務フロー電子化１件）

・催事件数の増加に伴い資料も増加傾向にある中、きめ細かく進捗管理し、
ペーパレス化に取り組んだ。
　2021年度：351千枚（7～9月全館休館）
　2022年度：367千枚
・現行のグループウェアを活用し、各種申請（出張申請など４件）や社内回
付書類(VIP来館情報など)等の2業務フローの電子化を促進。

・業務効率化のみならず経費節減やSDGｓにも資する取組として、全社的にペーパーレス化を進め
るとともに、現行のグループウェアを最大限活用することにより、より一層の業務効率向上を図っ
た。

・各所属でペーパーレス、はんこレスの具体的取組を進めるとともに、ＰＴ
で進捗状況を確認
・現行のグループウェアを最大限活用し、業務の電子化をさらに促進（業務
フロー電子化１件）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・ホームページの利用問い合わせフォームの動線の改修やアンケートのデジタル化など手続きのデジタル化を行
うなど、顧客サービスの向上につながる取組を実施した。
・SDGｓ推進委員会において活動方針や年間計画を策定するとともに、節電などのCO2削減取組内容を整備し実
行した。
・現行のグループウェアを活用し、各種申請や社内回付書類等の2業務フローの電子化を図った。

■コロナ禍においてweb配信など
新たなイベント形態が生じる中、
貸館利用の需要低下が見込まれる
■コロナ収束後の経営改善に向け
た新たな収入確保策が必要
■SNSなどを活用した効果的な情
報発信

■施設利用者の利便性向上や内部
管理業務の効率化の観点から電子
化への移行が必要

■国際的にSDGsの取組の必要
性、重要性が高まる中、会社とし
ての取組の方向性が不明確

■５G環境の整備による利用者へ
のサービス向上
■SNSなどを活用した施設販売促
進にも寄与する広報戦略の強化

■業務の効率化・ペーパーレス化
に向け、実情に即したITの活用・
促進

■当社のSDGs活動方針を策定し
たうえで、それに基づく戦略的な
取組を実施

①配信利用等の増加に伴う通信
インフラへのニーズの多様化に
対応、５ＧなどＩＴを活用した
主催者・来館者向けサービス実
施

②大丸有地区の企業・団体の連
携によるSDGs活動の枠組への参
画

③内部管理業務の効率化に向け
たワークフローへの電子化導
入・促進
3業務フロー（起案の電子決定、
申請事務の電子化、社内回付書
類の電子化など）

DX推進による顧客サー
ビスの更なる向上

ＤＸなど活用した広報戦
略の検討・実施

SDGs活動方針及びアク
ションプランの策定

社内業務の電子化による
効率化の促進

2023年度改訂の視点による区分

社会的責任ある企業として社会構造や社会的ニーズの変化に対応して積極的にDXやSDGsに取り組んでいくことが求められるとともに、
経営改善に向けた新たな収益確保や主催事業の見直しの観点からもDXやSDGsを有効に活用していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ ＤＸ・ＳＤＧｓに対する取組促進
組織
運営

・経営理念・経営指針に基づき、大丸有地区での賑わい創出など、到達すべき目標についてより具体的・わかりやすい表現となるよう、3年後の到達目標等を改訂

■コロナ禍においてweb配信など
新たなイベント形態が生じる中、
貸館利用の需要低下が見込まれる
■コロナ収束後の経営改善に向け
た新たな収入確保策が必要
■SNSなどを活用した効果的な情
報発信

■施設利用者の利便性向上や内部
管理業務の効率化の観点から電子
化への移行が必要

■国際的にSDGsの取組の必要
性、重要性が高まる中、会社とし
ての取組の方向性が不明確

■５G環境の整備による利用者へ
のサービス向上
■SNSなどを活用した施設販売促
進にも寄与する広報戦略の強化

■業務の効率化・ペーパーレス化
に向け、実情に即したITの活用・
促進

■当社のSDGs活動方針を策定し
たうえで、それに基づく戦略的な
取組を実施

①配信利用等の増加に伴う通信
インフラへのニーズの多様化に
対応、５ＧなどＩＴを活用した
主催者・来館者向けサービス実
施

②ＳＤＧｓを活用した事業展開
に着手

③内部管理業務の効率化に向け
たワークフローへの電子化導
入・促進
３業務フロー（起案の電子決
定、申請事務の電子化、社内回
付書類の電子化など）

DX推進による顧客サー
ビスの更なる向上

ＤＸなど活用した広報戦
略の検討・実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

SDGs活動方針及びアク
ションプランの策定

社内業務の電子化による
効率化の促進

社会的責任ある企業として社会構造や社会的ニーズの変化に対応して積極的にDXやSDGsに取り組んでいくことが求められるとともに、
経営改善に向けた新たな収益確保や主催事業の見直しの観点からもDXやSDGsを有効に活用していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京国際フォーラム 戦略の性質による区分

戦略４ ＤＸ・ＳＤＧｓに対する取組促進
組織
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・旅客推移やホール稼働率等の動向を踏まえながら引き続
き収支シミュレーションを実施
・事業各社との定例的な会合による状況把握
・コロナ禍の状況も踏まえつつ引き続き設備投資の優先順
位の精査等を徹底するなど必要な対策を検討・実施しなが
ら事業を継続

・複数の将来シナリオを想定し収支シミュレーション実施
（6月）
・収支、主要経営指標等の状況把握（毎月）
・ビッグサイトは、展示場稼働による収益増等で上期は引
き続き経常利益を計上
・ゆりかもめは、経費節減に加え輸送人員増等で上期の経
常損失は大きく改善、また設備投資の時期等見直しで累積
資金の減少を抑制

・今後の旅客輸送や展示場稼働について3つの想定を置いて試算し、今後の経営につ
いて議論している。
・展示場では、コロナ禍における出展各企業の販促方法の多様化等により、展示会
の規模縮小等の発生など不透明な状況が継続するが、ニーズへの対応や誘致活動等
を行うなど、稼働向上に取り組んでいる。
・ゆりかもめでは、運行維持に係る経費以外の節減や、設備投資の優先順位の精査
等に取り組んでおり、また、沿線施設の稼働増に伴い、定期外収入の回復傾向が続
いている。

・旅客推移やホール稼働率等の動向を踏まえながら引き続
き収支シミュレーションを実施
・事業各社との定例的な会合による状況把握
・コロナ禍の状況も踏まえつつ引き続き設備投資の優先順
位の精査等を徹底するなど必要な対策を検討・実施しなが
ら事業を継続

① ・借入金残高　410億円
・当初予定どおり、3月の返済で残高 410億円となる見込
み

・都心部におけるオフィスビル市況は依然として厳しい状況が続いているものの、
仲介業者との綿密な連携や利用者のニーズに合わせた営業の展開などにより、大手
通信事業者や造船事業者の誘致に成功するなど着実に収益の積み上げを図ってい
る。
・一方で、光熱費の上昇などコスト増加要因も顕著になってきたため、より効果的
かつ効率的な資金配分を行い、返済財源となる安定的なキャッシュフローの確保に
努めている。

・借入金残高　391億円

①
・グループ各社の資金状況を見据えた効果的な資金運用
・必要に応じてグループファイナンス貸付による資金繰り
改善

・安全性、流動性の確保を最優先に外部運用
・各社の累積資金の状況を把握し、状況に応じてグループ
ファイナンスからの資金投入が可能なように準備

・コロナの影響を受けている交通事業等について、現時点で資金投入を要する状況
ではないが、借入金の償還も続くことから、資金面でのバックアップができるよう
グループファイナンスを運営している。

・グループ各社の資金状況を見据えた効果的な資金運用
・必要に応じてグループファイナンス貸付による資金繰り
改善

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　2020年度に経常損失を計上した子会社2社の2022年度上期の経営状況について、東京ビッグサイトは経常利益を計上した一方、ゆりかも
めは昨年同期より収益が大幅に回復したものの、経常での黒字計上までには至っていない。引き続き、毎月の収支等の把握と、必要に応じた
収支シミュレーションの更新により、経営状況を注視している。
　現時点で資金投入を要する状況ではないが、必要に応じて資金面でバックアップできるようグループファイナンスを運営している。

◆子会社の交通事業は沿線施設の開業と
観光レジャー需要に、展示会事業は旺盛
な会場利用需要に支えられ、堅調な営業
成績となっていたが、コロナ拡大により
経営に影響を受けている。

◆ビル事業を行う子会社（株）東京テレ
ポートセンターは、リファイナンス実施
により資金収支は改善したが、借入金依
存度は相対的にまだ高い状況（35％）に
ある。一方で、今後ビルの経年劣化に伴
う修繕・更新投資の増大、コロナ後のオ
フィス環境の変化に対応した戦略的投資
が求められるなかで、必要な資金を確保
していく必要がある。

◆当社は、持株会社としてグループ財務
状況の健全化に取り組む必要がある。

◆収支状況について、定期的な現状把握
とシミュレーションを子会社とともに行
い、コロナが収支に与える状況等を踏ま
えながら、適切な財務運営によって安定
的な経営を維持していく。

◆ビル事業収益の向上を図り、支出効果
を見極めた効率的な資金運用に努めるこ
とにより、中長期的に安定したキャッ
シュフローの創出を図るとともに、借入
金の返済を着実に進めていく。

◆グループファイナンスを効率的に活用
し、資金需要に対応していく。

【目標①】
　グループ子会社の経常利益の黒字化

交通・展示会等の経営状況管理

(株)東京テレポートセンターの借
入金の返済

グループファイナンスの有効活用

2023年度改訂の視点による区分

コロナの拡大で、旅行・出張・通勤や、催事・会議などに関する人々の動きが減少している。また、都心部における新築オフィスビルの大量供給等でオフィスビルは
厳しい競争にさらされている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

(株)東京臨海ホールディングス 戦略の性質による区分

戦略１ 安定したグループ経営の継続
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・本格的な活動に向けた体制の整備
・MICE誘致推進のためのPRの試行・実施
・外部からの問合せ対応を開始

・本格的な活動開始

②

・先端技術の実装と、スタートアップ集積に向けて、スタート
アップ等とエリアを繋ぐサポートをする窓口を設置（都と協定
締結予定）
・都とともに当社も事務局となるDIC協議会の運営を通じて、
スタートアップ企業の臨海副都心への進出を促進

・2022年度より参加予定の共同事務局、相談窓口として、臨海副都心への進出
意向のあるスタートアップ企業を支援するとともに、まちの課題解決に繋がる
先端技術活用の検討

③

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じて
地域企業等の意見を収集
・施策の立案、提言

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じて地域企業等の意
見を収集
・施策の立案、提言

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・本格的な活動に向けた体制の整備
・MICE誘致推進のためのPRの試行・実施
・外部からの問合せ対応を開始

・地域の賛同者（当社含む12者）を集め四半期毎に定例会（6月・10月）を開
催し、今後の取組の議論や施設見学を実施
・12月開催のMICE展示会出展に向けてビッグサイトと連携し準備

・2021年度に、地域との意見交換を経て定例的な会合の場を設けるに至り、都の動きとの連動も視野
に入れつつ、活動の方向性の案やユニークベニューの事例を示すなどして、参加者間で闊達な議論が展
開されるよう取り組んでいる。
・MICE展示会出展に当たっては、定例会などでの宿泊施設や博物館等の意向も反映しながら、準備を
進めることができた。

・ホームページや展示会出展等を通じて、MICE拠点としての魅力をアピール
・地域との連携強化と知見共有等のために定期的な会合を開催（年4回）

②

・先端技術の実装と、スタートアップ集積に向けて、スタート
アップ等とエリアを繋ぐサポートをする窓口を設置（都と協定
締結予定）
・都とともに当社も事務局となるDIC協議会の運営を通じて、
スタートアップ企業の臨海副都心への進出を促進

・DICスタートアップ社会実装支援窓口を開設（11月）
・DIC協議会の事務局に加入し、5つのプロジェクトチーム等を運営
・プロジェクトチームの活動として縦型映像と透過スクリーンを活用した立体
空間演出型ライブビューイングの実証実験を実施、会場にグループ会社の施設
を使用

・港湾局や政策企画局等と連携し、開設時期や開設後の課題などについて綿密な打ち合わせを経て窓口
の開設準備を行ったことにより、全庁一丸となったスタートアップ支援の取組と連動して開設すること
ができた。
・事務局に加入したことで、プロジェクト事業者に臨海副都心の施設を紹介するなど、プロジェクト
チームの活動に貢献するとともに、年6回の検討会（予定）など活動の大幅な強化を図るなど、DICプ
ロジェクトを支援している。

・DIC協議会の共同事務局、相談窓口として、臨海副都心への進出意向のある
スタートアップ企業を支援、対応していく実証企画は６件程度を目指す
・自動運転等の次世代モビリティ技術など、DIC協議会によるまちの課題解決
に繋がる先端技術活用を支援

③

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じて
地域企業等の意見を収集
・施策の立案、提言

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査について準備
・まちづくり協議会の事務局業務を引き続き受託するとともに、各種プロジェ
クトチームにも参加、コロナ禍からの変化など情報収集
・東京ベイeSGプロジェクト国際発信実行委員会等、地域の今後に関連する都
の会議において、地域の構成員の立場で議論に参加

・来街者ニーズ調査については、コロナの影響を把握するための仕様を検討し、契約締結の準備を進め
た。
・サステナブルな街の形成等に向けた都の取組と協働して、地域企業等とコミュニケーションをとりな
がら、引き続き地域の価値を高める施策を研究していく。

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じて地域企業等の意
見を収集
・施策の立案、提言

戦略の性質による区分

戦略２ 臨海副都心の地域価値向上
事業
運営

臨海副都心は、都内では貴重な緑豊かで海に面した開放的な景観や多様な屋内外の貸しスペース、宿泊・商業・娯楽・教養施設等が集積す
る観光拠点であるが、都心の複数エリアで大規模開発が進展し、地域の相対的な魅力の低下が危惧されるとともに、コロナ禍でまちの活力
が低下している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆ここ数年、東京ビッグサイトの
拡張とともに近隣地域の開発が更
に進み、ホテルやホール等のMICE
関連施設やアフターコンベンショ
ンに資する商業施設等が充実して
きたが、コロナ禍により今後の先
行きの見通しが困難になってい
る。

◆青海南地区における研究開発や
産業創成に関する施設の集積な
ど、臨海副都心の特色を生かした
地域の発展に、都と連携して取り
組む必要がある。

◆コロナ禍による環境変化をふま
え、地域企業と連携して地域の価
値を高めていく必要がある。

◆当面は、MICE拠点としての特色
を生かせるよう、先行事例や国の
施策等を研究するとともに、施設
データ集約と主催者等への効率的
な情報提供などにより、地域全体
の取組となるよう牽引していく。

◆「スマート東京」先行実施エリ
アとして、ビジネスモデルプロ
ジェクトやショーケース利用の受
け入れに努め、地域に新しい価値
を生み出す。

◆地域に根差した団体として、地
域企業や来街者の声、客観的な地
域の現況把握や施策提言を行う。

【目標①】
　MICE主催者等の利便性向上の
ため、MICE拠点の窓口としての
機能強化が図られている。

【目標②】
　都のDigital Innovation City
（まちの課題解決等に資する先端
技術を持つスタートアップ企業と
連携し、新たなまちの魅力創出）
　の動向を踏まえ、必要に応じた
支援ができている。

【目標③】
　立案・提言した施策が、都にお
いて採用される。

ＭＩＣＥ誘致の推進

個別取組事項 2023年度2022年度

(株)東京臨海ホールディングス

戦略２ 臨海副都心の地域価値向上
事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

DICプロジェクトの支援

臨海副都心の現状把握と
都への提言

臨海副都心の現状把握と
都への提言

臨海副都心は、都内では貴重な緑豊かで海に面した開放的な景観や多様な屋内外の貸しスペース、宿泊・商業・娯楽・教養施設等が集積す
る観光拠点であるが、都心の複数エリアで大規模開発が進展し、地域の相対的な魅力の低下が危惧されるとともに、コロナ禍でまちの活力
が低下している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　MICE誘致の推進は、取組に賛同する地域企業等と連携し、活動の方向性など議論してきており、MICE展示会の
出展準備も進めた。2023年度からの本格的な活動開始に向けては、体制づくりなど地域企業等と引き続き検討を進
めていく。
　DICプロジェクトは、都とともに支援窓口の創設を進め、11月に窓口を開設するに至った。また、スタートアッ
プによる実証実験に、グループ会社の施設の活用や、地域の施設運営者の紹介など、当社の強みも活かしながら都
と連携して事業を推進している。
　臨海副都心の来街者のニーズを継続的に把握するための外注調査に向けた準備を進めている。

◆ここ数年、東京ビッグサイトの
拡張とともに近隣地域の開発が更
に進み、ホテルやホール等のMICE
関連施設やアフターコンベンショ
ンに資する商業施設等が充実して
きたが、コロナ禍により今後の先
行きの見通しが困難になってい
る。

◆青海南地区における研究開発や
産業創成に関する施設の集積な
ど、臨海副都心の特色を生かした
地域の発展に、都と連携して取り
組む必要がある。

◆コロナ禍による環境変化をふま
え、地域企業と連携して地域の価
値を高めていく必要がある。

◆当面は、MICE拠点としての特色
を生かせるよう、先行事例や国の
施策等を研究するとともに、施設
データ集約と主催者等への効率的
な情報提供などにより、地域全体
の取組となるよう牽引していく。

◆「スマート東京」先行実施エリ
アとして、ビジネスモデルプロ
ジェクトやショーケース利用の受
け入れに努め、地域に新しい価値
を生み出す。

◆地域に根差した団体として、地
域企業や来街者の声、客観的な地
域の現況把握や施策提言を行う。

【目標①】
　MICE主催者等の利便性向上の
ため、MICE拠点の窓口としての
機能強化が図られている。

【目標②】
　都のDigital Innovation City
（まちの課題解決等に資する先端
技術を持つスタートアップ企業と
連携し、新たなまちの魅力創出）
　の動向を踏まえ、必要に応じた
支援ができている。

【目標③】
　立案・提言した施策が、都にお
いて採用される。

ＭＩＣＥ誘致の推進

DICプロジェクトの支援

2023年度

　MICE誘致の推進の取り組みは、地域の賛同者と今後の活動に関する議論が進み、12月に大阪で開催のMICE展示会への出展で、相談窓口開設等のPRを開始するなど取り組みが進捗している。
　DICプロジェクト支援の取り組みについては、サポートしてきた実証実験企画の一部が実施に至り、さらには先端技術の実証・実装エリアとしての発展を目指しスタートアップ企業の支援窓口も開設したところである。
　これらの活動の成果をふまえて、当社の人員・財務等の状況も勘案しつつ、取組みの内容や2023年度の目指す指標を検討し定めるなどしたので、これを具体的に2023計画に示すものである。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

① － －

①
・まち協の活動等を通じて集約した地域意見の具体化
・都の施策と連携してイベントの開催等を促進

・2022年度の取組結果を踏まえ改善を図っていく

①
・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の検討

・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・既存顧客への施設利用促進
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の提供

① ・ターミナルでの歓迎ムードの醸成等、賑わい創出策の実施 ・実施内容についての課題抽出、改善、実施の継続

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

① － － － －

①
・まち協の活動等を通じて集約した地域意見の具体化
・都の施策と連携してイベントの開催等を促進

・地域のアウェアネスカラーライトアップに参画、また地域で期待の高かっ
た冬の「レインボー花火」再開に向け準備
・都のアートプロジェクト実行委員会に参画し、光のアート作品の展示企画
を準備
・2020大会以前に実施されていた民間の大型イベントの再開に向けて関係者
合意形成等を支援

・2020、2021年と中止したレインボー花火について、関係者と調整・連携を図りながら準備を進め
た。
・初めてとなる光のアート作品の公園への設置に向け、都と連携して実施準備を進めるとともに展
示内容の充実を図った。
･主催者と密にコミュニケーションを取り、イベント運営計画づくりや関係者調整をサポートし、開
催が成功するよう努めた。

・夜間の賑わいづくりに取り組むことで、地域からの美しい夜景の魅力を伝
える機会を創出
・民間の大型イベントと連動させ相乗効果を生み出す催しの開催
・夏季の来街者数が伸びるよう、催事の充実に向けた関係者合意形成に協力

①
・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の検討

・2021年度通期で実施したCS調査を取りまとめ、利用者の声を分析しニーズ
を把握
・2022年度開催の展示会を含む催事に関して、合計28件を誘致
・出展者や設営業者の作業車両等の待機場を新たに用意し、利便性を向上
・空き店舗区画を来場者の休憩スペースとして活用

・CS調査結果を分析し、出展者の作業車両等の待機場所や飲食スペースに関して一定のニーズがあ
ること等を把握した。
・短期間で誘致可能な興行系イベント等の催事運営会社向けに施設内覧会等を実施することで誘致
につながった。
・待機場として柔軟に利用できるスペースの確保等、関係各所と調整した。
・大型イベント開催時における休憩所増設のニーズに基づき、空き店舗区画に休憩設備を設け、利
用促進のため主催者と調整するなどした。
・この取り組みによって商談機会の創出にも寄与している。

・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・既存顧客への施設利用促進
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の提供

① ・ターミナルでの歓迎ムードの醸成等、賑わい創出策の実施
・都や地域企業等とのクルーズターミナル勉強会を実施し（8月）、国際ク
ルーズ船入港時の都の受入対応や歓迎行事等について確認

・11月に国土交通省にて国際クルーズ運航のためのガイドラインが策定されたことで、これからク
ルーズでの受入が再開する。
・引き続き関係者と勉強会などを進め、地域活性化の観点からの実施効果も見極めながら、施策の
内容や時期を検討していく。

・寄港時の地域企業向け見学会の実施
・地域を活性化させる取組の検討

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

来街者獲得のための広
報・情報発信

①

・「東京お台場.net」における臨海地域の魅力あるコンテン
ツの検討・作成
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動
の実施

・地域の催しや期間限定商品等について、ハロウィン等のテーマにまとめ
「東京お台場.net」で一体的にPR
・Twitter等の継続的情報発信やFacebookの日英併記を行い「東京お台
場.net」の閲覧へと誘導
・地域で作成しインターネット上で公開している臨海副都心紹介動画の一部
を街頭ビジョンで放映

・臨海副都心で開催されるイベントが増加してきたことから、集客の見込めそうなイベントの投稿
を増やすとともに、テーマにまとめ、また継続的な複数SNSによる情報発信等行い、PV数は2021年
度通期を既に14％上回っている。
・外国人観光客の再訪に備え、年度の初頭より、掲載イベントについて多言語表記の頻度を上げる
ともに、欧米で利用者の多いFacebookの投稿を日英併記に変更した。
・都の広報手段を活用させてもらうことで、不特定多数の方に臨海副都心の魅力を発信できた。

・「東京お台場.net」のアクセス解析等により、関心度の高いキーワードを分
析し、臨海地域の魅力を重点的に発信
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動の実施

　2022年1～11月までの来街者数（当社調べ・一部推計値含む）は、約2,550万人(※注)となっている。
　地域や都と議論しながら、冬の花火の再開やイルミネーションアート展示等に向けて取り組んでいる。期初か
ら公園やビッグサイトでイベントや展示会等の受入れや誘致を行っているほか、有明アリーナの営業開始など地
域の話題も増え、臨海副都心に足が向くよう情報発信に力を入れている。
　※訪日外国人旅行者数については推計に使用する公的機関の調査資料が公表されていないため、数値に含む。

◆コロナ禍により臨海副都心は大
変厳しい状況にあるが、東京
2020大会の主要施設になるビッ
グサイトや公園等の提供、観客輸
送等を万全に行い、大会の成功を
支える必要がある。

◆インバウンド需要が当面見込め
ない中、地域の各施設の活力が減
退しないよう、地域企業を支えて
いかなければならない。

◆ポスト・コロナも見据えて、
2020年9月に開業したクルーズ
ターミナルを活かした地域の活性
化を図っていく必要がある。

◆東京2020大会開催を控えると
ともに沿線施設も相次ぎ開業して
おり、地域としてのアピールをよ
り一層推進し、少しでも来街者を
取り戻していく必要がある。

◆大会に向けた準備を着実に進め
るとともに、開催地としてのレガ
シーの活用に取り組む。

◆当社は、東京臨海副都心まちづ
くり協議会の事務局業務を担うと
ともに、指定管理者として公園運
営にも携わっている。地域企業と
のネットワークを活かして、屋外
の公共空間の活用も含めて、国内
外の方々が楽しめる魅力的な場を
演出していく。また、展示会等の
誘致に向けた積極的な営業活動を
展開し、施設の利用を促進する。

◆将来の国際クルーズ需要の回復
を見越して、地域をあげた寄港の
歓迎や、乗下船客等の来街を促す
仕組みを構築していく。

◆大会開催や沿線施設の相次ぐ開
業を活かして地域のPRを強化し、
イメージアップを図っていく。

【目標①】
　年間来街者数（日本在住者）
3,700万人（当社調べ）
　※東京2020大会の本格的な土
地利用が始まる前（2018年）の
水準である。
　※ただし、2020年11月までの
利用推移から、定期券での来街
は25％減少する想定を置いた。
　※変動予測の難しい訪日外国
人旅行者は、人数に加えない。

オリンピック成功への
協力とレガシー活用

地域企業等と連携した
賑わいづくり

利用者ニーズに基づく
展示会等の誘致活動の
展開

クルーズターミナルを
活かした地域の活性化

2023年度改訂の視点による区分

都内有数の屋外イベント空間である臨海副都心の公園や都有地等は、東京2020大会にも活用されるが、大会延期に伴う諸課題に対応し
ていく必要がある。また、街の大切な活力である商業・宿泊施設は、コロナ禍の影響で観光客等が減少する中、厳しい状況に直面してい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略３ 臨海副都心の賑わいの持続と発展
事業
運営

　地域企業等と連携した賑わいづくりについては、人の動きが緩やかに回復してきたことや、地域企業との連携による賑わい・集客の活動での意見、都のアートプロジェクトへの参画等を経て、2023年度に当社が行う取組みについて検討が
進んでいる。
　クルーズターミナルを生かした地域の活性化については、2022年度計画ではターミナルでの賑わい創出策の実施を計画していたが、コロナ禍の長期化で、国際クルーズ船寄港時のターミナルの状況確認もできていないため、施策の内容や
時期を再検討する必要が生じている。
　広報・情報発信については、「東京お台場.net」の魅力あるコンテンツの検討にあたり、当サイト利用者がどのようなことに関心を持っているのか把握し、重点的に発信していくことで取組みの効果をさらに高めていくことを考えている。
　以上のことから、2023年度に取り組む具体的な事項をあらためて定め、計画を改訂するものである。

・「東京お台場.net」における臨海地域の魅力あるコンテンツの作成
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動の実施

◆コロナ禍により臨海副都心は大
変厳しい状況にあるが、東京
2020大会の主要施設になるビッ
グサイトや公園等の提供、観客輸
送等を万全に行い、大会の成功を
支える必要がある。

◆インバウンド需要が当面見込め
ない中、地域の各施設の活力が減
退しないよう、地域企業を支えて
いかなければならない。

◆ポスト・コロナも見据えて、
2020年9月に開業したクルーズ
ターミナルを活かした地域の活性
化を図っていく必要がある。

◆東京2020大会開催を控えると
ともに沿線施設も相次ぎ開業して
おり、地域としてのアピールをよ
り一層推進し、少しでも来街者を
取り戻していく必要がある。

◆大会に向けた準備を着実に進め
るとともに、開催地としてのレガ
シーの活用に取り組む。

◆当社は、東京臨海副都心まちづ
くり協議会の事務局業務を担うと
ともに、指定管理者として公園運
営にも携わっている。地域企業と
のネットワークを活かして、屋外
の公共空間の活用も含めて、国内
外の方々が楽しめる魅力的な場を
演出していく。また、展示会等の
誘致に向けた積極的な営業活動を
展開し、施設の利用を促進する。

◆将来の国際クルーズ需要の回復
を見越して、地域をあげた寄港の
歓迎や、乗下船客等の来街を促す
仕組みを構築していく。

◆大会開催や沿線施設の相次ぐ開
業を活かして地域のPRを強化し、
イメージアップを図っていく。

【目標①】
　年間来街者数（日本在住者）
3,700万人（当社調べ）
　※東京2020大会の本格的な土
地利用が始まる前（2018年）の
水準である。
　※ただし、2020年11月までの
利用推移から、定期券での来街
は25％減少する想定を置いた。
　※変動予測の難しい訪日外国
人旅行者は、人数に加えない。

オリンピック成功への
協力とレガシー活用

地域企業等と連携した
賑わいづくり

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

来街者獲得のための広報・情報
発信

①
・「東京お台場.net」における臨海地域の魅力あるコンテンツの検討・作成
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動の実施

利用者ニーズに基づく
展示会等の誘致活動の
展開

クルーズターミナルを
活かした地域の活性化

都内有数の屋外イベント空間である臨海副都心の公園や都有地等は、東京2020大会にも活用されるが、大会延期に伴う諸課題に対応し
ていく必要がある。また、街の大切な活力である商業・宿泊施設は、コロナ禍の影響で観光客等が減少する中、厳しい状況に直面してい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京臨海ホールディングス 戦略の性質による区分

戦略３ 臨海副都心の賑わいの持続と発展
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向け青海コンテナ
ふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

②
・ゆりかもめATC/TD装置更新：１箇所(対象6箇所中2箇所完
了)

・ゆりかもめATC/TD装置更新：4箇所(対象6箇所中6箇所完了)
・熱供給用冷凍機：２基更新（H7製造14基中更新13基）

③
・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV
等の特定低公害・低燃費車への転換を促進

・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV 等の特定低公
害・低燃費車への転換を促進

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

・第4バース拡張整備完了（8月）
　※岸壁延長350→400ｍ
　※蔵置能力8,100→10,050TEU
・公共ふ頭の再編整備の推進（総合受変電所工事11月契約）

・現在、供用中のターミナルであることから、利用者と調整の上、段階的に施工することで、荷役
への影響を最小限に抑え、既存ターミナルの供用を停止せず、着実に再編整備を進めている。
・引き続き利用者との調整を行いながら着実に整備を進めていく。

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向け青海コンテナ
ふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

②
・ゆりかもめATC/TD装置更新：１箇所(対象6箇所中2箇所完
了)

・ゆりかもめATC/TD装置：1箇所(車庫)更新中(装置製作、動作確認等実施)
・製作した新規装置の試験調整等を夜間の限られた時間で実施する必要がある中、工程管理や安全
対策を徹底することで、安全・安定運行を維持しつつ工事が進捗している。

・ゆりかもめATC/TD装置更新：4箇所(対象6箇所中6箇所完了)
・熱供給用冷凍機２基は、世界的な半導体及び鋼材不足の影響による製作の
長期化のため2024年度の更新に変更

③
・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV
等の特定低公害・低燃費車への転換を促進

・2022年3月のグループ内の環境対策情報交換会で共有した情報を踏まえ、
各社において自動車の更新時等にZEV 等の特定低公害・低燃費車への転換を
検討

・3月に開催予定のグループ内の環境対策情報交換会で、グループ各社の情報をとりまとめ意見交換
等行う予定である。

・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV 等の特定低公
害・低燃費車への転換を促進（総車両数の40％以上）

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　再編中の青海ふ頭のうち第４バースにおいて、利用者との調整を行いながら荷役への影響を最小限に抑えつ
つ、拡張整備を完了し、機能強化を図った。
　また、ゆりかもめや熱供給施設では、サービスを継続させつつ主要設備を更新していくための様々な制約に対
処しながら施工を進めている。

◆東京港の抜本的な貨物処理能力
の向上には既存コンテナふ頭の再
編が不可欠であり、ヤード及び荷
役施設の整備・貸付等を担う子会
社東京港埠頭（株）は、都と一体
となって再編に取り組む必要があ
る。

◆臨海副都心の開発当初から子会
社各社が運営を担ってきた基盤イ
ンフラの主要な設備が、更新時期
を迎えている。

◆地域のさらなる発展に向け、環
境に配慮したまちの創出に貢献す
ることが求められている。

◆中央防波堤外側ふ頭第２バース
へ機能移転した青海ふ頭第３バー
スの跡地を活用して青海ふ頭を再
編。青海ふ頭第４バースの拡張や
青海公共ふ頭の拡張とトランス
ファークレーンの導入により、荷
役効率化と周辺の交通渋滞緩和を
図る。

◆臨海地域の都市基盤を支える公
共性の高い施設について、サービ
スの提供を途切れさせることなく
設備を更新していく。

◆グループ環境行動計画に基づ
き、温室効果ガス削減等に取り組
んでいく。

【目標①】
　青海コンテナふ頭の物流機能
を維持しながら、ヤード改修等
が着実に進捗している。

【目標②】
　ゆりかもめの自動運転及び熱
供給事業の冷水安定供給に必要
な設備が適切に更新されてい
る。

【目標③】
　特定低公害車・低燃費車への
転換促進により、環境に配慮し
たまちの形成に貢献している。

青海コンテナふ頭の再
編整備

インフラの安全・安定
供給を支える主要設備
の円滑な更新

特定低公害・低燃費車
への転換

2023年度改訂の視点による区分

我が国の物流を支える東京港は、今後も貨物量の増大が見込まれるなか施設能力が限界を超えつつあり、抜本的対策を要する時期にきて
いる。また、まちびらきから20余年を迎える臨海副都心は、開発当初から築きあげてきた「安全・安心」の特長を将来にわたって守り抜
いていかなければならない。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ 社会と地域を支える基盤インフラの適切な更新と
改良

事業
運営

　熱供給事業の冷水安定供給に必要な冷凍機２基の更新を進めており、当初計画では、機器の工場製作から据付、運転性能検査まで2022年度から２ヶ年度での工程を見込んでいたが、世界的な半導体及び鋼材不足の影響で、機器の工場製作
に要する期間が長期化している。製作後に行う現機器から新設機器への切替工事は、冷水需要のピーク（夏季）を避け、かつ新設機器の性能検査にあたり一定の冷熱供給による負荷をかける必要があるなど、実施時期に制約があるため、現
在、現機器の保守点検等を的確に行い熱需要に対応しながら、並行して2024年度での更新を目指し３ヶ年の工程にて事務を進めているところである。
　また、特定低公害・低燃費車への転換について、2023年度に目指す指標を定めた。
　以上について、2023年度の計画を改訂するものである。

◆東京港の抜本的な貨物処理能力
の向上には既存コンテナふ頭の再
編が不可欠であり、ヤード及び荷
役施設の整備・貸付等を担う子会
社東京港埠頭（株）は、都と一体
となって再編に取り組む必要があ
る。

◆臨海副都心の開発当初から子会
社各社が運営を担ってきた基盤イ
ンフラの主要な設備が、更新時期
を迎えている。

◆地域のさらなる発展に向け、環
境に配慮したまちの創出に貢献す
ることが求められている。

◆中央防波堤外側ふ頭第２バース
へ機能移転した青海ふ頭第３バー
スの跡地を活用して青海ふ頭を再
編。青海ふ頭第４バースの拡張や
青海公共ふ頭の拡張とトランス
ファークレーンの導入により、荷
役効率化と周辺の交通渋滞緩和を
図る。

◆臨海地域の都市基盤を支える公
共性の高い施設について、サービ
スの提供を途切れさせることなく
設備を更新していく。

◆グループ環境行動計画に基づ
き、温室効果ガス削減等に取り組
んでいく。

【目標①】
　青海コンテナふ頭の物流機能
を維持しながら、ヤード改修等
が着実に進捗している。

【目標②】
　ゆりかもめの自動運転及び熱
供給事業の冷水安定供給に必要
な設備が適切に更新されてい
る。

【目標③】
　特定低公害車・低燃費車への
転換促進により、環境に配慮し
たまちの形成に貢献している。

青海コンテナふ頭の再
編整備

インフラの安全・安定
供給を支える主要設備
の円滑な更新

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

特定低公害・低燃費車
への転換

我が国の物流を支える東京港は、今後も貨物量の増大が見込まれるなか施設能力が限界を超えつつあり、抜本的対策を要する時期にきて
いる。また、まちびらきから20余年を迎える臨海副都心は、開発当初から築きあげてきた「安全・安心」の特長を将来にわたって守り抜
いていかなければならない。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
(株)東京臨海ホールディングス 戦略の性質による区分

戦略４ 社会と地域を支える基盤インフラの適切な更新と
改良

事業
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

① ・担当者会等の場を活用しつつ、新規研修の検討・実施
・グループ各社の研修担当者会を開催し、研修内容の評
価、実施手順、新規研修の要望をヒアリング

・すべての共同研修のオンライン化は、より多くの社員の研修機会が確保できる点
で概ね好評であった。
・新規研修については、サブスクリプション形式の研修について、導入しているグ
ループ会社の状況を共有した。

・担当者会等の場を活用しつつ、新規研修の検討・実施

① ・制度化に向けた労働法制度の取扱いの整理・検討
・派遣可能な各社との人事交流の実施

・人事交流については、「１年間の実務研修員」として
「グループ派遣研修要綱」に基づく取扱いで整理
・令和５年度の人事交流について、グループ各社にヒアリ
ングを実施

・グループ各社のヒアリングの結果においては、欠員などの状況から交流成立が難
しい面があるものの、昇任時のジョブローテーションに組み入れるなどの観点か
ら、引き続き調整していく。

・派遣可能な各社との人事交流の実施
・グループ人事交流の制度化

②
・各社のテレワーク等の課題の解決
・生産性向上に向けた施策の実施、推進
・各社と連携し障害者雇用の推進や定着に向け取り組む

・グループ各社の企画担当課長会において、テレワークの
実施状況について、情報共有
・働き方改革の一環として、育児と仕事の両立にも寄与で
きるテレワークが、働き方の選択肢として定着するよう、
設備環境や勤務体制を整備
・障害者雇用について、グループ各社の状況を把握

・グループ各社においては、ペーパーレスやはんこレスなどの環境整備を進めなが
ら、各社の事業形態に合わせたテレワークを着実に実施している。
・電子決裁システムやリモートデスクトップシステムの導入、在宅勤務端末の全員
配備等により、テレワークを実施可能な環境を構築している。
・障害者採用や定着の課題等について、グループ各社で共有した。

・各社のテレワーク等の課題の解決
・生産性向上に向けた施策の実施、推進
・各社と連携し障害者雇用の推進や定着に向け取り組む

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　グループ共同研修のオンライン化によって交代制勤務者も含め受講しやすい環境が整い、必要な知識や能力の習得機会の拡充につながって
いる。一方、研修担当者会を開催することで、効果的な共同研修についてグループ各社と意見交換し、新規の共同研修を検討・実施していく
計画であるが、現状で充足しているとのことから、2023年度の共同研修で新規に実施するものが具体的に決まっていない状況となってい
る。
　グループ内での人事交流の実現に向けては、引き続き各社と調整している。
　社内においては、在宅勤務端末の全員配備を終え、テレワークの併用など働きやすい職場環境の形成に努めている。

◆ＯＪＴやグループ共同研修等によりグ
ループ全体として人材の育成を図ってい
るが、固有社員の割合は全社員の約9割を
占めるまでに増加しており、更なる取組
が求められている。

◆広い視野を持ち、各事業や臨海地域に
精通した人材育成のため、様々な経験や
研修の機会の充実に取り組んでいく必要
がある。

◆社員が意欲と能力を十分発揮すること
によって生産性向上を図れるよう、ライ
フ・ワーク・バランスのとれた働き方が
できる職場環境を形成していく必要があ
る。

◆グループ社員に共通して必要な能力・
知識を習得するための研修は、受講対象
や内容の充実を図っていくとともに、オ
ンライン研修の拡充などにより、受講し
やすい環境整備も進めていく。また、グ
ループ各社の研修担当者等との意見交換
などを通じて、より効果的な共同研修の
検討・実施を推進する。

◆固有社員について、グループ内外の人
事交流やプロジェクト研修等を継続的に
行うための仕組みを作る。あわせて、採
用（障害者雇用を含む）の手法などの情
報交換の機会を作る。

◆個々のライフスタイルに合った働き方
ができる職場環境の整備と、生産性の向
上に必要な施策を着実に進めていく。

【目標①】
　事業や地域に精通するとともに多様な
経験を積んだ固有社員がグループの中核
を担い、臨海地域の発展に貢献してい
る。

【目標②】
　グループにおいて多様な働き方が実施
され、人材マネジメントに良い影響をも
たらしている。

グループ共同研修

固有社員の採用・育成

多様な働き方の実現

2023年度改訂の視点による区分

少子高齢化が進むなか、会社が将来にわたって地域の発展を支えていくためには、人材育成及び優秀な人材に選ばれる魅力ある職場環境の創出が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

(株)東京臨海ホールディングス 戦略の性質による区分

戦略５ 人材育成と働きやすい職場づくりによるグループ
の基盤強化

組織
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・未受講者への外部研修提案（外部研修受講率97％）
・前年度の調査・アンケートに基づく社内研修の開催（３
回）
・社員満足度調査の実施・検証
・通信教育メニューの拡充
・指標の検討・設定、指標に基づき社員の技術スキル向上策
を検討・試行

・外部研修受講率：98.6％
・社内研修の開催（３回）
・社員満足度調査を実施、集計結果を検証
・通信教育に関するアンケート結果を踏まえ、新規講座を追
加
・定型的なホームドア点検作業について、指標を設定し社員
の技術スキル向上に向けた取組を進めている。

・業務責任者講習やVR機器取扱研修等に取り組み、社内研修の充実に努めた。
・社員満足度調査を実施、「この会社で働き続けたいか」という社員の満足度に密接
に関連する調査項目について、肯定的な評価が大宗を占めたが、給与制度や技術スキ
ルなどに関して要望があった。
・昨年度の取組結果も参考にし、ホームドア点検の標準作業時間180分を指標として設
定した。設定した指標の達成を通じて、社員の技術スキル向上を目指す。

・未受講者への外部研修提案（外部研修受講率100％）
・前年度の実施状況を踏まえた社内研修の拡充（４回）及び
次年度に向けた研修メニュー再調査
・社員満足度調査の検証結果を踏まえ必要に応じて対応策を
実施
・３か年の実績を踏まえた通信教育の活用を検討
・社員の技術スキル向上策を検証・実施

②③
・人材育成計画に基づいた実施（各部ごとの状況に合わせて
順次実施）
・資格取得支援策の一部運用開始

・2022年度期首から人材育成計画を着実に実施
・資格取得の基礎となる技術知識を習得することを目的とし
た外部研修の実施を検討

・人材育成計画に基づいたOJTや内部・外部研修により、安全管理や事故防止をはじめ
とする各部で求められる知識や技術の習得を図った。
・各部の人材育成を会社として推進するため、年間教育計画を策定し、進捗確認を適
切に行っていく。
・資格取得の課題となっていた基礎となる技術知識の不足を補うため、会議等の機会
を捉えて社員のニーズを把握し、業務に必要な資格取得について外部研修（通信教育
研修を含む）等の取組を推進していく。

・社員に求められる安全管理や事故防止をはじめとする専門
的知識・技術の習得をさらに推進していくため、人材育成計
画の進捗確認と見直しを行う
・社内外研修（通信教育研修を含む）の充実を図るなど資格
取得支援に向けた取組を推進（資格取得策の本格導入）

②
・交通局との調整（新規人事交流、研修など）
・前年度の取組内容に基づく見直し
・交通局への派遣研修

・2022年度期首から交通局発電事務所への長期派遣を新た
に開始
・交通局と合同で訓練や研修等を実施
・駅務機器、発電事務所など交通局の４部門に、固有社員計
４名を派遣

・受託業務のより円滑な遂行を図るため、交通局との調整により、交通局発電事務所
へ固有社員（１名）を派遣
・交通局の事業を着実に遂行するため、自然災害を想定した対応訓練や安全講習会等
を実施した。
・交通局と緊密に連携して、駅務機器、発電事務所、昇降設備、工事監理の４部門
に、固有社員計４名を派遣し、受託業務の円滑な遂行に資するノウハウの習得に努め
た。今後、新たな分野での派遣研修についても検討を進めていく。

・交通局と団体の相互人事交流の充実や局主催の研修への参
加などについて交通局と調整
・３か年の取組を踏まえ、次年度に向けて交通局との訓練等
の取組内容を検討

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】外部研修・社内技術研修などを推進し、技術スキルの証左である業務責任者の育成を図った（業務責任者１級88名、２級93名）。
引き続き研修等を活用しながら、業務責任者の育成を行う。
【目標②】専門人材を育成するための人材育成計画を策定し、運用を開始した。今後は進捗状況を確認し、必要に応じて見直しを行ってい
く。
【目標③】資格取得支援として、資格取得の基礎となる技術知識の習得を目的とした外部研修の実施を検討した。今後、資格取得の更なる支
援を図る。

◆業務の中核を担ってきた都OBの減少が
見込まれる中でも、固有社員の技術力向
上や技術継承を着実に行っていく必要が
ある。

　

◆受託事業拡大を踏まえ、より高度な知
識・技術を有する専門人材を育成する仕
組みを強化していく必要がある。

◆業務に必要な専門性や技術力を有する
ことの裏付けとなる資格の取得に対し
て、支援が十分でなく、固有社員の資格
取得が進んでいない。

◆鉄道の総合保守会社としての基礎を支
える社員の技術スキルの証左として、社
内資格である業務責任者の取得推奨をこ
れまで進めてきた。今後、当該資格保有
者を組織的に育成することで、社員の技
術レベルのボトムアップを図るととも
に、新たな業務領域への事業進出や技術
職員の人材育成システムにおけるメルク
マールとしていく。

◆業務分野毎に策定している社員の人材
育成計画について、各職種（電気・機
械・土木・建築）に応じて高度な知識・
技術を習得させるなど見直しを図り、専
門人材の育成を図っていく。
　
◆現行の資格取得時の支援に加え、取得
難易度や業務への活用度合に応じた支援
策の検討、導入を図る。

【目標①】技術指導や施工管理に従事で
きる１級と、特定の専門分野での業務を
円滑に遂行できる２級の業務責任者を各
90名育成する。2024年度までに各職場
１名ずつ配置を目指す。

【目標②】人材育成計画の策定・運用、
関連する規程等の見直し

【目標③】資格取得支援策の策定、導入

社外ノウハウの積極的活用と社内
研修の充実

人材育成計画の策定、
資格取得支援策の策定・導入

局と一体となった人材育成

2023年度改訂の視点による区分

今後、労働力人口が減少し、技術系の人材確保がさらに困難になることが見込まれる。このような状況においても、総合保守会社として安定した事業運営を行うために
は、これまで主に職場単位で進めていた人材育成等について、会社全体のサポートを強化していく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

 東京交通サービス(株) 戦略の性質による区分

戦略１ 人材の確保・育成
組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・局派遣研修から社員が帰任しノウハウを還元
・局から当社への現役職員派遣
・業務受託開始

・更なる執行体制の拡充

②
・工事監理についての高度なノウハウの習得
・業務範囲拡大に向けた体制整備
・必要な部門について局への派遣研修実施

・工事監理についての高度なノウハウの習得
・継続的な業務範囲の拡大
・必要な部門について局への派遣研修実施

③
・受託業務の増
・黒字化

・受託業務の増
・黒字化

④

・事業の特性を踏まえた費用縮減策等（例：駅務施設事業に
おいて外注作業を精査し、作業の一部を直営化）
・全事業における粗利率目標：9.3％
・経営指標の公表（売上高粗利率、売上高営業利益率、売上
高当期純利益率の推移をＨPに掲載）

・事業の特性を踏まえた費用縮減等（前年度の状況を踏まえ取組内容を検
討）
・全事業における粗利率目標：9.5％
・経営指標の公表を継続

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・局派遣研修から社員が帰任しノウハウを還元
・局から当社への現役職員派遣
・業務受託開始

・局派遣研修から帰任した社員が建築部門のノウハウを社内で還元
・2022年度期首から局現役職員を新規に受け入れ
・専管組織の建築監理課にて計画通り建築分野の工事監督・監理業務を円滑
に遂行（受託額31,200千円）

新規に受託した建築分野の工事監督・監理業務を着実に遂行するとともに、ノウハウの習得・蓄積
を行い、更なる受託体制の強化に取り組む。

・建築分野のノウハウの習得・蓄積を行い、専門人材の育成等更なる受託体
制の強化

②
・工事監理についての高度なノウハウの習得
・業務範囲拡大に向けた体制整備
・必要な部門について局への派遣研修実施

・局現役派遣職員及び都OB社員などからのOJT等により、工事監理について
のノウハウを習得
・浅草線ホームドア保守管理の受託拡大に対応した体制整備を進めている。
・駅務機器、発電事務所など交通局の４部門に、固有社員計４名を派遣【再
掲】

・業務に精通した局現役派遣職員や都OB社員によるOJT、研修等により、固有社員の技術レベル向
上に努めた。
・浅草線ホームドア保守管理の拡大に対応するため、必要な人員や執務スペースの確保など、業務
範囲拡大に向けた体制整備を行った。
・交通局と緊密に連携して、駅務機器、発電事務所、昇降設備、工事監理の４部門に、固有社員計
４名を派遣し、受託業務の円滑な遂行に資するノウハウの習得に努めた。今後、新たな分野での派
遣研修についても検討を進めていく。【再掲】

・工事監理についての高度なノウハウの習得
・現在、局で整備中の浅草線を含め、都営地下鉄全て（三田線、大江戸線、
新宿線、浅草線）のホームドア保守管理の着実な実施
・配置人員の増加等受託体制の強化による売上増
・必要な部門について局への派遣研修実施
・新たな局派遣研修先の検討

③
・受託業務の増
・黒字化

・売上高
　2022年度上半期売上20,039千円
　2021年度上半期売上21,212千円
　（2022年度‒2021年度＝▲1,173千円）
・黒字を継続
　2022年度上半期粗利益3,972千円
　2021年度上半期粗利益2,942千円
　（2022年度‒2021年度＝1,030千円）

電気設備点検業務等の減により、売上は減少したものの、人員配置の見直し等により売上原価の縮
減を図り、粗利益は1,030千円増加。2022年度においても黒字を継続

・受託業務の増
・売上原価縮減等の取組を継続し、黒字を継続

④

・事業の特性を踏まえた費用縮減策等（例：駅務施設事業に
おいて外注作業を精査し、作業の一部を直営化）
・全事業における粗利率目標：9.3％
・経営指標の公表（売上高粗利率、売上高営業利益率、売上
高当期純利益率の推移をＨPに掲載）

・費用縮減を実施
駅務：外注業務３駅直営化、発注内容の見直し等（ホームドア保守）
電気：新規業者の開拓、民間売上減少に対応し人員適正化（情報通信）
車両：競争契約の拡大（新交通車両保守）
土木：周辺業務の直営化（昇降設備保守）
・全事業における粗利率：10.4％
・８月より経営指標をHPに掲載

各事業において、外注費の縮減に向け、直営作業の拡大や発注内容の見直し、新規業者の開拓等新
規の取組を進めた。
また、東京2020大会の終了、コロナ禍等による民間事業者からの売上が減少したことに対し人員配
置を見直すなど、効率的な事業執行を図った。
これらの取組により、上半期における粗利率は大きく向上した。
下半期に向け、経費の執行増により粗利率の低下を見込むが、目標の9.3％は達成の見込み。

・事業の特性を踏まえた費用縮減等（前年度の状況を踏まえ取組内容を検
討）
・経営課題解決に向けた取組等を実施しながら、全事業における粗利率目
標：9.5％超（9.5％超～10％）を達成
・経営指標の公表を継続

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【収益性の確保・向
上】
各事業における粗利益
率向上策の実施

④

各事業における粗利率目標と達成手段
駅務：14.5％（外注費　▲3百万円）
電気：7.2％（人件費　▲4百万円）
車両：6.2％（外注費　▲3百万円）
土木：9.5％（外注費　▲3百万円）
発電：10.5％（これまでの取組を継続）

2022年度上半期粗利率
駅務：21.2％（主に外注費の縮減）
電気：6.4％（主に人件費の縮減）
車両：7.8％（主に外注費の縮減）
土木：9.6％（主に外注費の縮減）
発電：19.8％（黒字を継続）

上半期時点では電気施設事業以外の４事業は目標値を上回っており、売上拡大、経費縮減の取組成
果が表れている。
引き続き指標を注視しつつ一層の経費縮減に取り組む。

各事業における状況（見込）を見据え、全事業9.5％超を達成するための粗利
率目標と達成手段を設定
駅務：14.2％超（主に外注費の縮減）
電気：9.5％超（主に人件費の縮減）
車両：7.1％超（主に外注費の縮減）
土木：9.0％超（主に外注費の縮減）
発電：8.6％超（これまでの取組を継続）

【目標①】2022年度期首から新たに地上建物の工事監督補助業務を受託しており、今後は更なる受託体制の強
化に取り組む。
【目標②】ホームドア保守管理などで受託業務量が増加した（2020年度受託額に対して155,868千円増の見込
み）。2023年度はホームドア保守管理の更なる増が見込まれており、引き続き体制整備を進める。
【目標③】発電事業における黒字を継続、今後も継続していく。
【目標④】全事業合計での粗利率10.4％を見込んでおり、引き続き費用縮減等に取り組む。

【新たな事業領域への進出】
◆建築分野について、局所有地上
建物の工事監督・監理を受託でき
る体制を構築していく必要があ
る。

【既存事業における業務範囲の拡
大】
◆工事監理等、受託業務を拡大し
ていくためには、高度なノウハウ
の習得が必要である。
◆保守管理について、より高度な
知識・経験を要する業務の受託拡
大のための体制整備が十分でな
い。

【発電事業の収支改善】
◆発電事業については、事業赤字
を解消し、早期の黒字化を図る必
要がある。

【収益性の確保と効果検証】
◆売上高が伸びる中、定量的な指
標を用いた検証等、事業の収益性
に関する効果検証が不十分

◆建築分野については、局と当社
の相互の人材交流により、工事監
督・監理のノウハウを習得しつ
つ、専管組織設置に向けた準備を
行う。

◆人材交流等により、ノウハウ
（高度な判断を行うスキルや経
験）の習得や体制整備を進めるこ
とで、業務範囲を拡大していく。

◆発電事業については、経費削減
策や受託業務増に向けた局との協
議を継続し、早期の収支改善を図
る。

◆粗利率を各事業の収益性を把握
するための指標として設定、公表
し、継続的に検証していく。

【目標①】建築分野の工事監
督・監理部門を設立し業務を受
託

【目標②】本経営改革プランの
期間中における新規受託拡大に
よる売上増（約２億円）

【目標③】発電事業の継続的な
事業黒字体制構築

【目標④】全事業合計での粗利
率9.5％

建築分野の工事監督・
監理業務受託体制整備

業務範囲拡大に対応す
るための体制整備

発電事業の収支改善

【収益性の確保・向
上】
各事業における収益性
の検証

2023年度改訂の視点による区分

交通局の事業量増加に伴い、当社の担う事業領域が拡大する中、工事監理業務を成長の柱として育ててきた。今後も安定的な経営を行
い、総合保守会社として局に貢献するためには、新たな事業領域への進出や受託事業規模の拡大を図るとともに、採算性の悪い事業の収
益力の向上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略２ 新たな事業の拡大等による受託事業の収益力の向
上

事業
運営

・改訂通知を踏まえ、これまで事業における収益性の検証として、2023年度の粗利率目標を9.5％とし、費用縮減等に取り組んできたが、より一層、事業運営の基盤を強化するため、2023年度の粗利率目標を9.5％超（9.5％超～10％）に上
方修正した。

・粗利率目標の上方修正にあたり、各事業においてより積極的な粗利率向上の取り組みが必要であることから、対象となる経費や金額を限定することなく、経費全般にわたって縮減に取り組んでいく。このため、各事業における粗利率目標の
達成手段について「削減額」を、「主な縮減対象経費」を例示する記述に変更した。

各事業における粗利率目標と達成手段
駅務：14.8％（外注費　▲6百万円）
電気：7.4％（人件費　▲7百万円）
車両：6.4％（外注費　▲6百万円）
土木：10.8％（外注費　▲7百万円）
発電：10.5％（これまでの取組を継続）
※費用縮減額は2022年度以降の取組における累計

【新たな事業領域への進出】
◆建築分野について、局所有地上
建物の工事監督・監理を受託でき
る体制を構築していく必要があ
る。

【既存事業における業務範囲の拡
大】
◆工事監理等、受託業務を拡大し
ていくためには、高度なノウハウ
の習得が必要である。
◆保守管理について、より高度な
知識・経験を要する業務の受託拡
大のための体制整備が十分でな
い。

【発電事業の収支改善】
◆発電事業については、事業赤字
を解消し、早期の黒字化を図る必
要がある。

【収益性の確保と効果検証】
◆売上高が伸びる中、定量的な指
標を用いた検証等、事業の収益性
に関する効果検証が不十分

◆建築分野については、局と当社
の相互の人材交流により、工事監
督・監理のノウハウを習得しつ
つ、専管組織設置に向けた準備を
行う。

◆人材交流等により、ノウハウ
（高度な判断を行うスキルや経
験）の習得や体制整備を進めるこ
とで、業務範囲を拡大していく。

◆発電事業については、経費削減
策や受託業務増に向けた局との協
議を継続し、早期の収支改善を図
る。

◆粗利率を各事業の収益性を把握
するための指標として設定、公表
し、継続的に検証していく。

【目標①】建築分野の工事監
督・監理部門を設立し業務を受
託

【目標②】本経営改革プランの
期間中における新規受託拡大に
よる売上増（約２億円）

【目標③】発電事業の継続的な
事業黒字体制構築

【目標④】全事業合計での粗利
率9.5％

建築分野の工事監督・
監理業務受託体制整備

業務範囲拡大に対応す
るための体制整備

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【収益性の確保・向
上】
各事業における粗利益
率向上策の実施

④

各事業における粗利率目標と達成手段
駅務：14.5％（外注費　▲3百万円）
電気：7.2％（人件費　▲4百万円）
車両：6.2％（外注費　▲3百万円）
土木：9.5％（外注費　▲3百万円）
発電：10.5％（これまでの取組を継続）

発電事業の収支改善

【収益性の確保・向
上】
各事業における収益性
の検証

交通局の事業量増加に伴い、当社の担う事業領域が拡大する中、工事監理業務を成長の柱として育ててきた。今後も安定的な経営を行
い、総合保守会社として局に貢献するためには、新たな事業領域への進出や受託事業規模の拡大を図るとともに、採算性の悪い事業の収
益力の向上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京交通サービス(株) 戦略の性質による区分

戦略２ 新たな事業の拡大等による受託事業の収益力の向
上

事業
運営
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・交通局等との連携・情報交換、ICT関連企業などへの継続
的なリサーチを通じて、保守業務等に応用できる新技術を試
行（１件）
・前年度試行した技術の効果検証、本格導入（１件）

・交通局等との情報交換や展示会等を通じてDX関連の情報
収集等を複数社から行った。
・新たに水平画像維持カメラやスマホ等による社員安否確認
システム等を試行している。
・効果検証を踏まえ、指標を設定しVR機器を導入し全部署
で安全体感研修に取り組んでいる。

・交通局との情報共有、展示会への参加、メーカへのヒアリング等を通じて、デジタ
ル技術の最新情報等の収集を行った。
・歩行撮影時においても撮影映像のブレが少ない水平画像維持カメラやスマホ等と連
携した社員安否確認システムを試行し、操作性、効率性等の検証を行い、導入の可否
について検討を深めている。
・試行結果を踏まえ、移動時間削減率50％、経費削減率50％、社内研修受講率80％を
指標として定め、全部署で安全体感研修に取り組んでいる。

・交通局等との連携・情報交換、ICT関連企業などへの継続
的なリサーチを通じて、保守業務等に応用できる新技術を試
行（１件）
・前年度試行した技術の効果検証、本格導入（１件）

②③

・ウエアラブルカメラの実運用　（２事業所）
・　　　　〃　　　　　試行導入、効果検証（１事業所）
・現場作業支援アプリの実運用　（６事業所）
・　　　　〃　　　　　試行導入、効果検証（２事業所）

・ウエアラブルカメラの実運用（2事業所）
・　　　　　　〃　　試行導入・効果検証（１事業所）
　水力発電事務所において、台風による被害を想定した白丸
調整池点検訓練を実施し、山間部等での効果検証等を行っ
た。
・現場作業支援アプリの実運用（６事業所）
・　　　　　　〃　　試行導入、効果検証（2事業所）

・障害・災害発生時における情報共有・報告時間削減率50％、事務作業時間削減率
10％、活用訓練数５回を指標として定め、現場後方支援に活用できる部署での取組を
推進した。
・エレベータの障害発生時の作業をモデル化し、移動時間削減率10％、当該モデル化
現場持参資料の電子化率100％、経費削減率10％を指標として定め、効果を検証する
とともに、デジタルツールの有効性を発揮できる部署での活用を推進した。

・ウエアラブルカメラの実運用（１事業所で実運用し、対象
３事業所全てに導入）
・現場作業支援アプリの実運用（２事業所で実運用し、対象
８事業所全てに導入）

 東京交通サービス(株)

改訂なし

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

【目標①】VR機器を導入して安全体感研修を実施（１件）、新たに水平画像維持カメラやスマホ等による社員安否確認システム等を試行して
おり、今後導入に向けて検証していく。
【目標②】ウェアラブルカメラを３事業所（実運用２、試行１）に導入するとともに、効果検証を実施している。
【目標③】現場作業支援アプリを８事業所（実運用６、試行２）に導入するとともに、効果検証を実施している。

◆業務の効率化や実務研修などに活用で
きるデジタル技術について、常に最新の
動向を注視する必要がある。

◆現場と事業所間の情報伝達は、主に電
話やメールを利用しているが、現場状況
がリアルタイムで正確に把握できない、
時間を要するなどの課題がある。

◆現場作業時におけるデジタルツールの
活用が不足しているため、作業時に不測
の事態（機器故障、作業の遅延等）が発
生した場合、現場の状況報告や対応方法
等を迅速に共有できないことにより、作
業時間や期間が長引くことがある。

◆社員のスキルアップの支援等を通じて
質の高いメンテナンスの提供を実現する
ため、技術の最新動向の情報収集を行
い、作業の省力化・効率化に向けた検討
を進め、新技術を導入する分野の拡大を
図る。

◆ウエアラブルカメラ等を活用すること
により、迅速・正確な情報の伝達・共有
を可能にする。（遠隔指示の充実、障害
対応時間の短縮などにも寄与）

◆現場作業支援アプリ（関連資料を現場
で閲覧可能にする）を入れたタブレット
を携行し、効率的な作業につなげる。

【目標①】新たに活用する技術の試行及
び導入効果検証（３件）、検証結果を踏
まえた本格導入（２件）

【目標②】ウエアラブルカメラの３事業
所導入による、情報伝達時間の短縮
　

【目標③】現場作業支援アプリの８事業
所導入による、作業効率の向上

新技術のリサーチと試行導入及び
本格導入

実証実験と実験結果を踏まえた導
入拡大

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

2023年度改訂の視点による区分

戦略の性質による区分

戦略３ 新技術の活用による質の高いメンテナンスの提供
事業
運営

都OB、就業人口減により即戦力社員の確保が困難な中、設備老朽化や機器の高機能化に対応するため、ICT等新技術を活用し、業務の効率化など、より質の高いメンテ
ナンスの提供を実現していく。導入効果は試行を繰り返す中で見極める必要があるが、業務の高度化・省力化の取組のため設定する。
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様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、2021
年度の20科目に加え、新たな研修科目を検討
・新規研修を１科目実施（計21科目）

・新規の受託業務内容に係る新たな研修科目を検討
・水質管理に関する研修（「浄水場水質管理の意義」「安
全管理」）を新たに２科目実施

・新たな研修科目を検討するため、新規受託業務に関連する水道局が実施する研修
(『浄水施設機能Ⅰ』・『浄水処理実習Ⅰ』研修)へ参加
・水道局研修の資料を収集し、当社に即した研修資料を作成し、年度当初に研修を
実現

・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、2022
年度の21科目に加え、新たな研修科目を検討
・新規研修を２科目実施（計23科目）・見直し

①

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラム
（設計・施工、水質管理、事故対応等）の実施
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪ
Ｔの実施方法を検討

・水質管理、事故対応に関するOJTプログラムを実施、設
計・施工に関するOJTプログラムを検討
・新規業務のＯＪＴの実施方法として、水道局との交流派
遣を検討

・プログラムに基づき計画的なOJTを実施するとともに、実績表やチェックシートに
より習熟度を確認
・性能発注方式での受託に備え、技術を先行習得するための交流派遣について水道
局と調整を実施

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラムの
検証・見直し
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪ
Ｔの実施方法を検討

① ・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの導入
・TWエキスパート制度（仮称）の運用開始

・昨年度作成した、業務内容と習得段階を整理した能力水
準評価書を運用し、研修理解度や業務スキルの測定を開始
・業務の指導において社員の育成のみならず、他研修講師
の育成等も担うTWエキスパート制度（仮称）の運用開始
に向けて認定基準を検討

・各部署からの要望を踏まえ、能力水準評価書の運用方法を適宜改善
・単にエキスパートとして認定するだけでなく、積極的にエキスパートを育成・拡
充する仕組みとなるよう検討

・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの検証・見直し
・TWエキスパート制度（仮称）の運用

②

・工事事故対応以外の業務でのＩＣＴ機器(タブレット等携
帯端末、ドローン、ウェアラブルカメラ)の試行導入
・点検データ等のデータベース化の実施
・局提出報告書等のペーパレス化の試行

・工事監督業務効率化のための現場点検及び書類持ち出し
用タブレットの試行、多摩地区水道施設点検用ドローンの
試行に向けて機器調達の調整
・浄水場等点検データのデータベース化を実施し、長沢・
砧・小作事業所で運用中
・管路維持管理業務において提出書類のペーパレス化に向
けて、水道局への提出書類をすべて電子化

・タブレット試行の円滑な実施のため、試行対象部署の工事監督員に対し説明会を
実施するとともに、タブレットの試行により、工事業者からの署名の電子化等を図
り、書類の紛失リスクの低減やペーパレス化を実現
・ドローン操縦技能証明証等を保有する社員を2名育成し、当該社員がその技術を社
内共有することにより、各社員の安全な飛行技術等の水準を向上させる体制を整備
・点検対象設備の更新に伴う、点検項目や点検表の改善が柔軟に実施できるように
現場点検システムを見直したことにより、業務の効率化や費用を縮減
・局提出報告書等のペーパレス化にあたっては、電子化された提出書類等について
水道局と提出方法を調整

・本格実施（５業務）
・５業務以外の受託業務への拡大を検討

水道局が策定した「東京水道長期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発揮させる
方向性が明示されており、技術系業務は今後20年で業務移転される。

2023年度改訂の視点による区分

戦略の性質による区分

戦略１ 水道施設の維持管理など技術系業務の効率的な執
行体制の整備

事業
運営

◆業務移転の開始当初は、都OBの採用や
退職派遣などにより、社員を確保し業務
を運営するとともに、若手社員への技術
の継承を図ってきた。

◆しかし、現在は、都OB社員の退職が増
加するとともに、社員の採用が難しく
なっており、今後の受託拡大に向けた更
なる人材の確保・育成や技術継承が困難
となっている。

◆こうした状況の中でも、今後予定され
ているこれまで経験のない新たな技術系
業務の移転に確実に対応しなければなら
ない。

◆技術系業務の実務研修やＯＪＴの充実
などにより、個々の社員のレベルを向上
させるとともに、ICT技術の積極的な活
用やＤＸの推進によって業務を効率化さ
せる。

【目標①】受託業務拡大に備え、現場に
おける幅広い経験と専門的な知識を有す
る社員を確保

【目標②】技術系受託業務へのＩＣＴ技
術の導入・ＤＸ推進による業務効率化
（40業務のうち５業務）

今後の業務移転を見据えた新たな
研修の実施

今後の業務移転・性能発注方式を
見据えたＯＪＴの見直し

業務の習熟度を測る仕組みの検
討・実施

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

受託業務のＩＣＴ化・ＤＸ推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・受託業務の拡大に備え、水質管理に関する研修を２科目実施、水質管理、事故対応に関するOJTプログラムを実施、研修理解度や業務スキ
ルの測定を開始

・技術系受託業務へのICT技術の導入・DX推進による業務効率化に向け、タブレット等携帯端末の試行や浄水場等点検データのデータベー
ス化の実施、提出書類のペーパレス化に向けた取組を推進

 東京水道(株)

改訂なし

121



様式３
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社
員配置等の試行
・運営費削減（３％）

・効率的な社員配置を試行
・昨年度作成した社員配置案を再検討し、効率的な社員配置を前倒しで実施したこ
とで2022年度末までに運営費の3％削減は達成見込み

・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社
員配置等の本格実施・検証
・運営費削減（２％、計５％）

②

・総合窓口化を試行し、一体的な案内を実施
　（全20か所中２か所）
・街角イベントにおける一体的な相談・ＰＲの試行
・試行を踏まえた効果の検証、改善策の検討

・総合窓口化の試行に向けたマニュアルを検討
・街角イベントにおける一体的な相談・ＰＲの試行（９
回）
・効果の検証を行い、街角イベントでのマニュアルの視認
性の向上などの改善策を検討

・マニュアルの検討にあたって、総合窓口での運用のみではなく、OJTにおいても活
用できるような構成になるよう決定、年度末までに総合窓口化を試行
・試行が円滑に進むよう、昨年度作成した運用マニュアルの使用方法等を事前に説
明
・検証、改善策を検討するにあたって、街角イベントの試行報告書を集約し、改善
点を整理

・総合窓口を本格実施（全20か所）
・全受託事業所での街角イベントにおける一体的な相談・
ＰＲの実施

②
・混雑情報提供の試行（全20か所中２か所）
・オンライン予約の試行（全20か所中２か所）
・電子申請出前講座の継続実施・検証

・試行に向けて水道局を含めた関係部署との調整を実施
・オンライン予約について、大田事業所及び中野事業所に
おいて試行、検証を行い、再試行を実施
・電子申請出前講座を93回実施

・既存のスキームの活用等も含めて、混雑情報提供の方法を検討
・再試行にあたっては、周知対象を拡大
・来所している事業者へ積極的に声掛けを実施し認知度向上、年度末までに検証

・混雑情報提供の本格実施（全20か所）・検証
・オンライン予約の本格実施（全20か所）・検証
・検証を踏まえた電子申請出前講座内容の改善、実施

③
・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配
置、ナビダイヤルの試行による運営費削減（１％）
・改修後の緊急時ナビの本格活用、社内運用者の拡大

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配置
を実施
・ナビダイヤルの導入に向けた調整を実施
・運用に関する研修を実施し、更に社員2名にユーザー権
限を付与

・過去の実績に基づいた入電予測と現在のオペレータ配置状況から、最適な配置と
なる採用・配置を実施
・ナビダイヤルの設定・運用ルールなど懸案事項を整理
・お客さまセンターの一元化を見据え、既に導入済みの多摩地域にて社内運用者を
拡大

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配
置、ナビダイヤルの本格実施・見直しによる運営費削減
（１％、計２％）
・緊急時ナビの運用状況の検証・改善

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

・営業所の運営コスト最適化に向けて、前倒しで効率的な社員配置を試行
・給水装置業務を含めた営業所等の窓口サービスの改善・向上に向けて、街角イベントにおける一体的な相談・ＰＲの試行するとともに、
オンライン予約について試行、検証
・お客さまセンターの運営コスト最適化に向けて、社員等の効率的な配置とナビダイヤル導入に向けた調整を実施

◆業務移転の開始から10年以上が経過
し、これまでの営業所やお客さまセン
ターの運営などを通じて、お客さま対応
に必要な経験・ノウハウが蓄積されてお
り、安定的な業務運営が確保できてい
る。

◆今後は、更なる営業所の移転による業
務量の増加に対応しつつ、当社独自の創
意工夫を行うことで、より効率的な業務
執行体制を確保した上で、お客さまサー
ビスを向上させなければならない。

◆今後の営業所の移転に伴う業務の拡大
や区部・多摩お客さまセンターの機能の
一元化に伴うセンター運営の見直しを見
据えて、ICT技術の積極的な活用により、
効率的な業務運営体制の構築や業務改善
を実施する。

【目標①】営業所の運営費を５％削減
（2020年度受託済営業所を対象）

【目標②】給水装置業務を含めた営業所
等の窓口サービスの改善・向上

【目標③】お客さまセンターのオペレー
ター業務に係る運営費を２％削減
（2019年度比）

効率的な業務運営によるコスト
の最適化

営業所・サービスステーション
窓口の総合窓口化

窓口の混雑情報の提供、オンラ
イン受付の実施

お客さまセンター機能の一元化
による運営体制の見直し

2023年度改訂の視点による区分

水道局が策定した「東京水道長期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発揮させる
方向性が明示されており、営業系業務は今後10年で業務移転される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂なし

 東京水道(株) 戦略の性質による区分

戦略２ お客さま対応など営業系業務の効率的な執行体制
の整備

事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底
的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業からの
撤退も含めて、委託者と調整

・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底的に採算性の精
査を行い、必要に応じて既存受託事業からの撤退も含めて、委託者と調整

②

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・収支も含めたプロジェクトマネジメント手法の実施・検
証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・収支も含めたプロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

①②
・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を
新規受託（２件、計７件）
・自主事業計画に基づき、公共ＩＴ自主事業を展開

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を新規受託（３
件、計10件）
・自主事業計画に基づき、公共ＩＴ自主事業を展開

③
・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の検証
・新技術の開発に向けた他企業等との連携（１件）

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善又は新規業務の開発・商品化
（２件）
・他企業等と連携した新技術の開発（１件）

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル
活用・他
団体連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底
的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業からの
撤退も含めて、委託者と調整

・委託者に対し、適正な利益を確保するための委託料の増額や一部案件の撤
退について交渉

・委託料の増額にあたり、根拠資料等を示しながら委託者に対し丁寧に調整
・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底的に採算性の精
査を行い、必要に応じて既存受託事業からの撤退も含めて、委託者と調整

②

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・収支も含めたプロジェクトマネジメント手法の実施・検
証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・昨年度決定した受注判断プロセスに基づき、リスクの洗い出しなどを行い
受注を判断
・収支も含めたプロジェクトマネジメント手法を本格実施
・拡大進捗会議の開催頻度を増加（毎月開催）するとともに、「進捗管理
ツール」を見直し、業務をより細分化したプロジェクト管理に改善

・営業部門とシステム部門が綿密に連携し、リスクの洗い出しやその回避策を検討
・適時の収支状況を会議で共有することで、収支改善策を組織的に検討
・長期間に及ぶ作業の進捗状況を適切に把握するため、作業内容を細分化

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・収支も含めたプロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

①③
・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を
新規受託（２件、計７件）
・自主事業計画に基づき、公共ＩＴ自主事業を展開

・水道関連自主事業の新規案件を３件受託
・自主事業計画に基づき、公共IT自主事業を展開するとともに、当該事業に
係る今後のあり方（水道局IT事業への集約）を取締役会にて決定

・水道事業体等と関わりの深い地元企業と連携し、営業活動を実施
・今後のあり方を検討するにあたっては、当社のIT関連事業全体の体制やスキル、収支状況等を踏
まえて検討

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を新規受託（３
件、計11件）
・公共IT自主事業の今後のあり方に基づき、委託者との調整に着手

④
・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の検証
・新技術の開発に向けた他企業等との連携（１件）

・工事監督業務において「現場管理システム」による現場点検を試行
・TSリークチェッカーとWISHを連動させた新サービスのマーケティングに
おいてパートナー企業と営業情報を共有
・管路診断業務における報告書作成ソフトについて、内製による改修に着手

・試行にあたっては、「現場管理システム」の操作に適する機器を選定するため、スマートフォン
及びタブレットの両方を用いて比較を実施
・類似のシステムを運用中である水道事業体へ運用状況をヒアリング
・IT職社員が在籍する長所（統合シナジー）を生かし、外部委託ではなく内製により改修するとと
もに、将来的なオープンデータ等の連携によるビッグデータ活用も視野に設計

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善又は新規業務の開発・商品化
（２件）
・他企業等と連携した新技術の開発（１件）

戦略の性質による区分

戦略３ IＣTなど新技術を活用した戦略的な自主事業等の
展開

事業
運営

改正水道法施行に伴い、全国の水道事業体で広域連携や官民連携が拡大の見込みであり、当社の強みを生かした新たな事業展開が期待さ
れるとともに、働き方改革の進展や新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、ICT活用・DX推進が加速している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

◆水道局からの受託業務を通じて
蓄積した技術・ノウハウをもと
に、技術系・営業系・ＩＴ系に関
する業務を他の水道事業体等から
受託するなど、自主事業を展開し
てきた。

◆現在、売上の約９割を水道局か
らの受託事業が占めているが、今
後、他事業体等からの自主事業割
合を拡大し、経営の自主性を向上
させていかなければならない。

◆一方で、2019年度決算の自主
事業において営業損失が発生した
ため、原因分析を通じた対策を実
施することで、早急な改善に取り
組む必要がある。

◆また、水道局からの受託事業に
対応する人材の確保が必要なた
め、新たな事業を展開するための
体制の不足が見込まれる。

◆現在受注している自主事業の内
容を精査して事業の選択と集中を
図り、水道関連事業を中心とした
戦略的な営業活動を展開して新た
な受注に結び付ける。

◆受注前の収支見通しの精緻化、
プロジェクトマネジメント手法の
見直しにより、営業損失の大きな
要因である公共IT自主事業の改善
に結び付ける。

◆ＩＣＴ活用・ＤＸ推進を踏まえ
た社内業務の改善や他企業との連
携等を通じた新技術の開発によ
り、新規業務を商品化して受注に
結び付ける。

【目標①】水道関連自主事業の
新規業務受託（10件以上）

【目標②】公共ＩＴ自主事業の
新規業務受託における受注判断
プロセスとプロジェクトマネジ
メント手法の改善

【目標③】ＤＸ推進等による社
内業務の改善・新規業務の開
発、商品化（試行を含め３件以
上）

既存事業の採算性の精
査

新規業務の開発・商品
化に向けた検討・実施

個別取組事項 2023年度2022年度

 東京水道(株)

戦略３ IＣTなど新技術を活用した戦略的な自主事業等の
展開

事業
運営 改訂前

戦略の性質による区分

受注判断プロセスや収
支も含めたプロジェク
トマネジメント手法の
検証・改善

新規業務受託に向けた
検討・実施

自主事業計画等に基づ
く事業の推進

新規業務の開発・商品
化に向けた検討・実施

改正水道法施行に伴い、全国の水道事業体で広域連携や官民連携が拡大の見込みであり、当社の強みを生かした新たな事業展開が期待さ
れるとともに、働き方改革の進展や新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、ICT活用・DX推進が加速している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
・水道関連自主事業について、水道事業体等と関わりの深い地元企業と連携し、営業活動を実施したことで新規
案件を受注
・公共IT自主事業について、受注判断プロセスに基づき、リスクの洗い出しを行うとともに、収支も含めたプロ
ジェクトマネジメント手法を本格実施
・社内業務の改善や新技術の開発等に向けて、工事監督業務において「現場管理システム」による現場点検を試
行

◆水道局からの受託業務を通じて
蓄積した技術・ノウハウをもと
に、技術系・営業系・ＩＴ系に関
する業務を他の水道事業体等から
受託するなど、自主事業を展開し
てきた。

◆現在、売上の約９割を水道局か
らの受託事業が占めているが、今
後、他事業体等からの自主事業割
合を拡大し、経営の自主性を向上
させていかなければならない。

◆一方で、2019年度決算の自主
事業において営業損失が発生した
ため、原因分析を通じた対策を実
施することで、早急な改善に取り
組む必要がある。

◆また、水道局からの受託事業に
対応する人材の確保が必要なた
め、新たな事業を展開するための
体制の不足が見込まれる。

◆現在受注している自主事業の内
容を精査して事業の選択と集中を
図り、水道関連事業を中心とした
戦略的な営業活動を展開して新た
な受注に結び付ける。

◆受注前の収支見通しの精緻化、
プロジェクトマネジメント手法の
見直しにより、営業損失の大きな
要因である公共IT自主事業の改善
に結び付ける。

◆また、公共IT自主事業の方向性
について検討し、当該事業から水
道局IT事業への集約を取締役会に
て決定した。今後、上記を踏まえ
た委託者との調整を実施してい
く。

◆ＩＣＴ活用・ＤＸ推進を踏まえ
た社内業務の改善や他企業との連
携等を通じた新技術の開発によ
り、新規業務を商品化して受注に
結び付ける。

【目標①】水道関連自主事業の
新規業務受託（11件以上）

【目標②】公共ＩＴ自主事業に
おける受注判断プロセスとプロ
ジェクトマネジメント手法の改
善

【目標③】公共IT自主事業から
水道局IT事業への段階的な集約
に向けて、委託者との調整に着
手

【目標④】ＤＸ推進等による社
内業務の改善・新規業務の開
発、商品化（試行を含め３件以
上）

既存事業の採算性の精
査

受注判断プロセスや収
支も含めたプロジェク
トマネジメント手法の
検証・改善

2023年度

・統合前の旧（株）PUCで受託した大規模システム開発案件等における事業運営上の課題を踏まえ、公共ＩＴ自主事業の今後の方向性について検討を行い、当該事業から水道局IT事業への集約を取締役会にて決定したことから、公共IT自主事
業の展開に関する取組等を改訂

2023年度改訂の視点による区分

改訂後
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①②
・社内ＰＴの検討結果を踏まえた業務プロセスの見直し
・社員の率先した業務プロセス改革意識の醸成

・社内ＰＴによる業務プロセスの見直しの継続
・実施した取組の検証を通じた取組の見直し

①②

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部
機関認証を取得（１件）
・ＤＸを活用した生産性向上につなげる働き方改革の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部機関認証を取得
（２件、計３件）
・生産性向上のために、ＲＰＡや業務のシステム化を導入
・技術系職場における女性更衣室の設置

①②

・人材登録制度の運用を開始
・人事施策を改善
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を実施
・ＩＴ人材を柔軟に配置し、事業の進捗管理を通じて中核人
材を育成

・人材登録制度の継続運用
・人事施策の改善に関する検証
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を検証
・ＩＴの中核人材をリーダーとして担当させマネジメント能力を向上

③

・新たな統合基幹業務システムの調達、試行、運用準備
・2021年度に試行した分析手法の検証・更なる改善を行い、
2021年度決算を対象に分析を実施
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・新たな統合基幹業務システムを本格稼働させ、適時の収支報告及びプロ
ジェクト別収支管理を実施
・適時の分析を活用して、収支改善が必要な業務について、改善策を適時適
切に検討・実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・社内ＰＴの検討結果を踏まえた業務プロセスの見直し
・社員の率先した業務プロセス改革意識の醸成

・水道局と当社との共通課題を洗い出し、業務プロセスの見直しを水道局へ
提案
・社長による事業所訪問・意見交換を実施（48事業所）
・全社員意識調査結果等を受けて、経営改革を推進するための新たな委員会
を発足し、毎月会議を開催

・共通課題の解消にあたっては、管理職レベルで調整し、早期解決に向けて組織的に対応
・社長の事業所訪問において、社員が業務改善に関する報告・意見交換を実施することで、社員の
改革意識が向上
・全社員意識調査等で浮き彫りになったコンプライアンス・エンゲージメントの課題と今後の方向
性について、社長を委員長とする委員会で組織的に検討

全社員意識調査を継続するとともに、以下の取組を実施
（コンプライアンス）
・社長の事業所訪問継続
・心理的安全性を高める取組の実施（職場討議でのテーマ設定、自己点検に
項目追加、全管理職会議の実施など）
（エンゲージメント）
・業務プロセス等の見直しを継続
・キャリアサポーター制度の導入

①

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部
機関認証を取得（１件）
・ＤＸを活用した生産性向上につなげる働き方改革の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置

・当社が加入する健康保険組合による認証（「銀の認定」）取得に向けた手
続きを実施
・書類申請となっている社内手続きについて電子化を検討
・技術系職場における女性更衣室の設置に向けて局と調整中

・認定取得に向けて、職場の健康づくりに取り組む環境を整え、健康経営を行うために、社員の健
康意識を向上させる方策を検討
・電子化されていない申請書類の洗い出しを行い、電子化及び申請手段をワークフロー化する申請
書類を選定
・空室や倉庫等を整理し、有効活用することで対応
・80拠点中、12拠点について女性更衣室が未設置であり、2023年度までに設置できるよう調整を継
続

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部機関認証を取得
（２件、計３件）
・生産性向上のために、ＲＰＡや業務のシステム化を導入
・技術系職場における女性更衣室の設置

①

・人材登録制度の運用を開始
・人事施策を改善
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を実施
・ＩＴ人材を柔軟に配置し、事業の進捗管理を通じて中核人
材を育成

・退職予定者に発送する制度の案内文を作成
・専任社員の総合職転換試験の受験資格等を緩和
・意見交換等を通じて主体的に業務改善に取り組む若手発想PTにおいて、中
間報告を実施
・IT職若手社員の育成について、OJTを主体に実施
・外部講師を活用した研修を計画
・2021年度採用者の定着率94.4％

・運用開始に向けて、制度の法的な不備・問題点等について弁護士に確認
・社員の退職理由の分析結果を踏まえて、運用の改善に着手
・経営陣と接する機会が少ない若手社員が既存の枠にとらわれない柔軟な発想を幹部に発表する機
会を提供
・早期に開発プロジェクトへ投入し、中核人材に必要な開発手法の知識習得を推進
・スキル調査結果等を踏まえ研修内容・受講者を決定
・職種ごと離職の傾向を把握し、今後の離職防止策の検討に活用

・人材登録制度の継続運用
・人事施策の改善に関する検証
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を検証
・ＩＴの中核人材をリーダーとして担当させマネジメント能力を向上

②

・新たな統合基幹業務システムの調達、試行、運用準備
・2021年度に試行した分析手法の検証・更なる改善を行い、
2021年度決算を対象に分析を実施
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・導入に向けて業者と調整、円滑な運用のための研修等を受講
・2021年度決算を対象に分析を実施
・収支改善が必要な業務について、分析・改善策を検討

・業者との調整を円滑に進めるため、人事部などの関係部署に社内のSEを配置するなど導入体制を
整備
・2021年度に試行した手法を用いて分析を実施し、有効性を確認
・赤字案件について、事前に管理部門の分析を加えた上で、各事業部門へ展開し、分析や改善策の
検討に活用

・新たな統合基幹業務システムを本格稼働させ、適時の収支報告及びプロ
ジェクト別収支管理を実施
・適時の分析を活用して、収支改善が必要な業務について、改善策を適時適
切に検討・実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

統合を機とした固定費
の削減（2019年度比）

②
・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）：年約
230百万円

・統合に伴う固定費の削減年230百万円達成見込み
・更なる固定費削減策の検討を行い、一部執務室の賃貸借契約を解約し、年
約40百万円（2022年度末見込）の賃料削減

・統合に伴う固定費の削減については、2021年度までに実施した削減策を維持することで計画達成
見込み
・経営統合の効果を検証しながら、更なる固定費の削減の余地について分析

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人員削減、業務シ
ステムの効率化、健康保険の見直し）：年約230百万円

・コンプライアンス強化及びエンゲージメント向上に向けて、社長による事業所訪問・意見交換の実施するとと
もに、経営改革を推進するための新たな委員会を発足させ、社員にとって魅力ある会社にするために必要な取組
を組織的に検討
・2022年度は、全てのセグメント（局受託業務（水道施設管理、ＣＳ）、自主事業（水道、ＩＴ））において営
業利益を確保できる見込み

◆都民の信頼を確保するため、コ
ンプライアンスの強化に向けた取
組を進める必要がある。全社員意
識調査を実施したところ、エン
ゲージメントが他社平均に比べ低
いことが明らかとなっている。

◆また、2017年度からプロジェ
クト別収支管理を実施し、経営状
態の把握に努めてきたが、十分に
機能しているとは言えず、一部の
自主事業に単年度の費用が集中す
ることで、2019年度決算におい
て営業損失が発生している。

◆さらに、統合を機に、更なる効
率化を進め、経営基盤の強化を図
らなければならない。

◆組織を挙げたコンプライアンス
強化や、ICT活用・DX推進を通じ
た働き方改革や多様な人材確保に
取り組むことでエンゲージメント
の向上を図る。

◆具体的には、テレワークの更な
る推進や業務プロセスの見直しな
どを行うことで、働きやすい環境
を整備する。

◆また、会計業務を見直すことで
経営状態を正確かつ迅速に把握
し、経営判断に活用する。

◆さらに、統合を契機として固定
費を削減することで、効率的な業
務運営を実現する。

【目標①】高いコンプライアン
ス意識を醸成するとともに、社
員にとって魅力ある会社づくり
を推進し、使命感を持った社員
の確保・育成

【目標②】全てのセグメント
（局受託業務（水道施設管理、
ＣＳ）、自主事業（水道、Ｉ
Ｔ））において営業利益を確保

コンプライアンスの強
化及びエンゲージメン
トの向上

ＩＣＴの活用や環境整
備による働き方改革の
推進

今後の事業展開を見据
えた人材の確保・育成

新システムの導入等を
通じたプロジェクト別
収支管理の見直し

2023年度改訂の視点による区分

水道局からの受託業務を始めとした当社の業務を安定的かつ効率的に履行するためには、人材や財務などの会社の経営基盤の強化が必要
である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ ＤＸの推進等による安定的な業務運営を支える経
営基盤の強化

組織
運営

・政策連携団体としてのミッションである、今後拡大する業務移転に確実に対応するためには、コンプライアンスの強化及びエンゲージメントの向上の取組により、使命感を持った社員の確保・育成が必要であることから、2023年度の取組
内容を充実するとともに、それらを明らかにするため、団体における現状（課題）欄等を修正
・「一つの企業に長く勤める」という考え方は若者を中心に徐々に変容しつつあることから、定着率をターゲットにするのではなく、社員にとって魅力ある会社づくりの推進を到達目標として設定

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人員削減、業務シ
ステムの効率化、健康保険の見直し）：年約230百万円

◆コンプライアンスの強化に向け
た取組の中で、全社員意識調査を
実施したところ、エンゲージメン
トが他社平均に比べ低いことが明
らかとなっている。

◆また、2017年度からプロジェ
クト別収支管理を実施し、経営状
態の把握に努めてきたが、十分に
機能しているとは言えず、一部の
自主事業に単年度の費用が集中す
ることで、2019年度決算におい
て営業損失が発生している。

◆さらに、統合を機に、更なる効
率化を進め、経営基盤の強化を図
らなければならない。

◆ICT活用・DX推進を通じた働き
方改革や多様な人材確保に取り組
むことでエンゲージメントの向上
を図るとともに、会計業務を見直
すことで経営状態を正確かつ迅速
に把握し、経営判断に活用する。

◆具体的には、テレワークの更な
る推進や業務プロセスの見直しな
どを行うことで、働きやすい環境
を整備する。

◆また、新たな統合基幹業務シス
テムを導入することで、会計業務
を効率化・自動化し、プロジェク
ト別収支管理を見直す。

◆さらに、統合を契機として固定
費を削減することで、効率的な業
務運営を実現する。

【目標①】意識調査において、
20項目中11項目が他社平均以上
（2020年度：６項目）

【目標②】2023年度末の定着率
95％（2021年度採用者分）
（2017年度採用者：89.4％）

【目標③】全てのセグメント
（局受託業務（水道施設管理、
ＣＳ）、自主事業（水道、Ｉ
Ｔ））において営業利益を確保

エンゲージメントの向
上に向けた業務プロセ
スの見直し

ＩＣＴの活用や環境整
備による働き方改革の
推進

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

統合を機とした固定費
の削減（2019年度比）

③
・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）：年約
230百万円

今後の事業展開を見据
えた人材の確保・育成

新システムの導入等を
通じたプロジェクト別
収支管理の見直し

水道局からの受託業務を始めとした当社の業務を安定的かつ効率的に履行するためには、人材や財務などの会社の経営基盤の強化が必要
である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京水道(株) 戦略の性質による区分

戦略４ ＤＸの推進等による安定的な業務運営を支える経
営基盤の強化

組織
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・雨季・乾季を含めた1年を通して行う包括委託の初年度とし
て性能要件の遵守、保全管理に運転・水質管理を加えた一体的
な運営の実施
・運転操作員の人材育成及び技術力向上に向けた研修を実施

・包括委託のセルフモニタリングの実施による評価及び効率化に向けた改善提
案の準備
・運転操作員の人材育成及び技術力向上に向けた研修を継続

②

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 29業務
・熊本市との共同研究を踏まえ、他団体へ下水道台帳システム
契約に向けた営業活動を実施
・湯河原町へ水質管理支援業務に加え、保全管理支援業務を提
案
・事業展開に関する基本方針を策定

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 30業務
・下水道台帳システムの新規契約を獲得
・湯河原町へ保全管理支援業務の拡大実施

③

・用途先を新たな分野に転用するための開発技術を1件選定
し、改良・改善に向けた開発者間の役割分担等の方針検討と合
意形成
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び分
析を継続実施

・新たな分野に転用するために選定した開発技術1件の改良・改善の実施及び試
験導入に向けた条件整理
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び分析を継続実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・雨季・乾季を含めた1年を通して行う包括委託の初年度とし
て性能要件の遵守、保全管理に運転・水質管理を加えた一体的
な運営の実施
・運転操作員の人材育成及び技術力向上に向けた研修を実施

①運転・保全・水質管理業務の情報共有を日々行い水処理全般として一体運営
し、かつセルフモニタリング委員会等のチェック機能により要求水準を達成

②OJTによる実践研修により天候、季節変動やセンターの特性等を踏まえた運
転操作技術の習熟度を高めている。また、平常時に停電対応訓練等を行い運転
操作技術を向上

①運転・保全・水質管理の各組織が一体となり毎日2回（朝、夕）の情報共有にて水処理業務全般の改
善等を進めている。また、現場とは独立した四半期毎のセルフモニタリング委員会において要求水準達
成を確認した。

②落合処理区の地域特性や天候・気温等の変動に応じた運転管理・水質管理の実務を経験させ技術力向
上を図ることを最優先とした。また、停電対応訓練等を行い緊急時の運転操作技術の向上を図ってい
る。

・包括委託のセルフモニタリングの実施による評価を行い、仕様書に記載の要
求水準を達成、効率化に向けた改善提案の準備
・新規配置の運転操作員を中心に人材育成及び技術力向上に向けた研修を継続

②

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 29業務
・熊本市との共同研究を踏まえ、他団体へ下水道台帳システム
契約に向けた営業活動を実施
・湯河原町へ水質管理支援業務に加え、保全管理支援業務を提
案
・事業展開に関する基本方針を策定

①排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 25業務を実施
②熊本市との共同研究を踏まえ、３市と意見交換を実施
③支援業務（6回実施）を通じ維持管理の改善に向けた提案等を実施
④現状の分析結果等を踏まえ、今後の事業展開に向けた条件を整理
（新規）インドの技術支援プロジェクト参画に向けた契約交渉中

①時期や規模等を調整し、計画どおり実施。残り４業務を円滑に実施する。2023年度の１業務増に向
け営業を継続する。
②当社単独での営業は難しいため、全国規模の団体に事業提案し、連携して地方の中核都市へＰＲを行
う事で、意見交換の実施に至った。
③保全のみならず、焼却炉の煙道閉塞抑制対策等の技術的な課題や水中撹拌機の省エネ運転方法等、広
く維持管理の提案を実施
④他都市への展開実績や意見交換等を踏まえニーズを整理。分析結果と当社の強みや体制見通し等を踏
まえ、事業展開の条件を整理した。
（新規）マレーシア国ランガット下水道整備プロジェクトが評価され、JICAの「インド国下水汚泥管
理能力向上プロジェクト」の共同実施代表者と2023年1月に契約予定

目標３件は既に達成しているが、引き続き以下の取組を継続する。
・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 30業務
・下水道台帳システムの新規契約を獲得
・湯河原町へ保全管理支援業務の拡大実施

③

・用途先を新たな分野に転用するための開発技術を1件選定
し、改良・改善に向けた開発者間の役割分担等の方針検討と合
意形成
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び分
析を継続実施

①新たな分野に転用するための開発技術として、シールド工事関連の開発技術
を抽出

②開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集を継続実施

①シールド工事関連の開発技術は、転用技術の適性があり、ニーズも期待できることから、共同開発者
間で技術的課題や役割分担等について調整を重ね、抽出に至った。

②転用可能性のある水位測定関連の技術について、引き続き共同開発者等と継続して意見交換を行って
いる。

・これまで開発した技術が持つ高い汎用性等を活かして、新たな分野への技術
の転用に向けて、選定した開発技術1件の改良・改善の実施及び試験導入のため
の条件整理とロードマップを作成
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び分析を継続実施

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①　運転・保全・水質管理を一体運営するとともにセルフモニタリングのチェック機能により要求水準を達成し
ている。また、天候やセンターの地域特性等を踏まえた運転操作技術の習熟により技術力向上を図っている。
目標②　他の自治体に対し、それぞれの状況や抱える課題に応じた各取組を順調に進めている。
目標③　新たな分野に転用するための開発技術として、共同開発者間と技術的な課題や役割分担等の調整を重ねるこ
とで、シールド工事関連の開発技術を抽出した。

　東京都においては、下水道局が
水再生センター（水処理施設）に
関する新たな施設運営手法を整理
し、当社は区部１施設を受託する
こととなった。これまで培ってき
た技術・経験・ノウハウを発揮し
ながらも、新たな業務に的確に対
応していく必要がある。
　国内他都市の下水道事業におい
て、事業運営上の課題解決への貢
献が求められているが、当社は、
これまで東京都区部における下水
道事業の補完・代行業務を中心に
行ってきており、今後は都や他の
民間企業と連携して東京都以外で
の事業拡大を図る必要がある。ま
た、当社の経営面においても、売
上高に占める局受託事業の割合が
高いため、収入源を多様化し、経
営の安定化を図る必要がある。

　新たに水再生センターの運転業
務を含む包括委託を受託するた
め、さらなる創意工夫を行い、技
術力や経済性の発揮等によるサー
ビス向上を目指す。
　当社の持つ技術・ノウハウを活
用し、事業運営に課題を抱える自
治体を支援し、地方との共存共栄
に貢献する。また、これまで現場
のニーズ等を踏まえた技術開発
や、局のノウハウ及び民間企業や
大学が持つ先進技術や専門性を融
合させた技術開発に取り組み、東
京の下水道事業等に貢献してきた
が、今後は、これらの技術を広く
新たな分野にも展開を図ってい
く。

【目標①】
包括委託を通した技術領域の拡大
及び運営体制の効率化に向けた改
善提案の準備

【目標②】
東京都以外の新規案件３件獲得。
全国の下水道事業の課題解決に貢
献し、企業価値を向上

【目標③】
開発技術の用途先を他事業などの
新たな分野に転用する改良・改善
の実施１件

水処理施設の新たな施設
運営手法（包括委託）の
対応

東京都以外への事業展開

開発技術の用途先を新た
な分野に転用する改良・
改善の実施

2023年度改訂の視点による区分

　東京都から新たに水再生センターの運転を含む業務を包括委託で受託することとなった。また、社会経済情勢の変化により国内他都市の下
水道事業運営の厳しさが増すことから、運営上の課題解決への貢献が求められている。役割の高度化や活動領域の拡大により、企業価値の向
上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略１ 新たなフィールドへの挑戦
事業
運営

　東京都においては、下水道局が
水再生センター（水処理施設）に
関する新たな施設運営手法を整理
し、当社は区部１施設を受託する
こととなった。これまで培ってき
た技術・経験・ノウハウを発揮し
ながらも、新たな業務に的確に対
応していく必要がある。
　国内他都市の下水道事業におい
て、事業運営上の課題解決への貢
献が求められているが、当社は、
これまで東京都区部における下水
道事業の補完・代行業務を中心に
行ってきており、今後は都や他の
民間企業と連携して東京都以外で
の事業拡大を図る必要がある。ま
た、当社の経営面においても、売
上高に占める局受託事業の割合が
高いため、収入源を多様化し、経
営の安定化を図る必要がある。

　新たに水再生センターの運転業
務を含む包括委託を受託するた
め、さらなる創意工夫を行い、技
術力や経済性の発揮等によるサー
ビス向上を目指す。
　当社の持つ技術・ノウハウを活
用し、事業運営に課題を抱える自
治体を支援し、地方との共存共栄
に貢献する。また、これまで現場
のニーズ等を踏まえた技術開発
や、局のノウハウ及び民間企業や
大学が持つ先進技術や専門性を融
合させた技術開発に取り組み、東
京の下水道事業等に貢献してきた
が、今後は、これらの技術を広く
新たな分野にも展開を図ってい
く。

【目標①】
包括委託を通した技術領域の拡大
及び運営体制の効率化に向けた改
善提案の準備

【目標②】
東京都以外の新規案件３件獲得。
全国の下水道事業の課題解決に貢
献し、企業価値を向上

【目標③】
開発技術の用途先を他事業などの
新たな分野に転用する改良・改善
の実施１件

水処理施設の新たな施設
運営手法（包括委託）の
対応

東京都以外への事業展開

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

開発技術の用途先を新た
な分野に転用する改良・
改善の実施

　東京都から新たに水再生センターの運転を含む業務を包括委託で受託することとなった。また、社会経済情勢の変化により国内他都市の下
水道事業運営の厳しさが増すことから、運営上の課題解決への貢献が求められている。役割の高度化や活動領域の拡大により、企業価値の向
上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京都下水道サービス(株) 戦略の性質による区分

戦略１ 新たなフィールドへの挑戦
事業
運営
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・現場業務の効率化や情報管理の簡素化に向け、試行する対
象部署や業務を拡大

・タブレット端末などスマートデバイスを管路部門の全30事業所等に配備し
運用を開始

②

・自動音声応答による電話業務の導入
・蓄積・登録した音声データのテキスト化を実施
・テキスト化した音声データを分析し、問合せに対するFAQ
の構築着手

・FAQの試行をしながら、音声データの蓄積・登録、分析を継続し、さらなる
精度の向上

②

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該
管路施設のスペックや故障履歴を入手できるようデータベー
スの作成を継続
・熟練技術者が持っているトラブルの発生から解決までの対
応方法等の経験と知識のデータ化

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該管路施設のス
ペックや故障履歴を入手できるようデータベースの作成を継続
・熟練技術者の経験と知識を基にした業務最適フロー予測システムの試行開
始

③

・センシング技術や画像分析技術等を活用し業務をサポート
するために必要な技術検討
・熟練技術者が経験と知識として保有する業務ノウハウを見
える化

・センシング技術や画像分析技術等を活用し水再生センターやポンプ所など
で実機にて検証（1水再生センター、1ポンプ所）
・将来のAI活用に向け見える化した熟練技術者の業務ノウハウのデータ化

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇 〇 〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①
・現場業務の効率化や情報管理の簡素化に向け、試行する対
象部署や業務を拡大

工事監督補助業務に関わる概ね全員がタブレットを用いて、夜間勤務日誌を
その場で速やかに作成可能となり、定型的業務を効率化した。現場への安全
パトロールのチェックについて、紙媒体からタブレットによる簡易システム
化を約半数の事業所で試行。2022年度末までに25事業所等に試行導入予定。

引き続き、現場で利用可能な定型的業務の拡大を図る。全員が利用可能となるために研修等を実施
し、習熟度を向上させ、利用促進を図る。社内ネットワークに保存している資料を現場でも確認す
ることで、情報管理の簡素化を進める。タブレット端末を2023年度中に全30事業所等に配備するた
めの準備を進める。

・現場業務の効率化や情報管理の簡素化に向け、タブレット端末などスマー
トデバイスを未導入の5事業所を含めた管路部門の全30事業所等に配備し運用
を開始

②

・自動音声応答による電話業務の導入
・蓄積・登録した音声データのテキスト化を実施
・テキスト化した音声データを分析し、問合せに対するFAQ
の構築着手

①自動音声応答の導入により、着信後速やかな応答が可能となり、お客さま
を待たせることなくご案内ができた。引き続き、応答メッセージの改良に着
手した。

②録音した音声データのテキスト化を実施しており、テキスト化の精度を高
める手法の検討に着手した。

③FAQの構築に向けた業務の類型化に着手した。

①さらなるお客さまサービスの向上のため、応答メッセージの追加等について検討を継続する。

②テキスト化の精度を高めるため、音声データを正しく変換できない語句を抽出するなど、変換プ
ログラムの改良手法を検討していく。

③サービス水準を維持するため、経験の浅い社員への業務支援につながる類型化に取り組んだ。下
水道局ＨＰ上のお客さまに対するQ＆Aを参考に、業務支援に活用できるFAQの構築を継続する。

・よくある質問やその回答をまとめて、FAQとして構築し、試行をしながら、
年間約9,000件の音声データの蓄積・登録、分析を継続し、さらなる精度の向
上

②

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該
管路施設のスペックや故障履歴を入手できるようデータベー
スの作成を継続
・熟練技術者が持っているトラブルの発生から解決までの対
応方法等の経験と知識のデータ化

①位置情報から管路施設のスペックや故障履歴を入手できるデータベースの
作成を継続

②トラブルの発生から解決までの対応方法等の経験と知識のデータ化のた
め、局の通知文書等の電子化を進めた。

①2023年度に向けた取組として、個々のデータベースやデータの蓄積を継続して実施する。

②熟練技術者の経験と知識をデータ化するため、現場の安全パトロール記録表の電子システム化を
進める。

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該管路施設のス
ペックや故障履歴を入手できるよう、年間約1,800件の故障処理履歴を用いた
データベースの作成を継続
・熟練技術者の経験と知識を基にした業務最適フロー予測システムの試行開
始
・下水道施設の老朽化により、作業量の増加が見込まれている現場での調査
点検作業における省力化技術の開発に着手

③

・センシング技術や画像分析技術等を活用し業務をサポート
するために必要な技術検討
・熟練技術者が経験と知識として保有する業務ノウハウを見
える化

①フィールドでのデータ収集と蓄積を継続。また、収集したセンシングデー
タの分析、その成果の活用方法の検討及び保全業務の高度化・効率化に向け
た効果検証を開始

②熟練技術者が有するノウハウを見える化する手法の検討に着手

①センシング技術のデータを使用した高度化の有効性の評価について保全管理従事者にヒアリング
を開始した。

②熟練技術者の暗黙知をデータ化しシステムを構築するための最初段階の構想検討としてノウハウ
の見える化の検討を開始した。

・センシング技術や画像分析技術等を活用し水再生センターやポンプ所など
で実機にて検証（1水再生センター、1ポンプ所）
・将来のAI活用に向け見える化した熟練技術者の業務ノウハウのデータ化

 東京都下水道サービス(株) 戦略の性質による区分

戦略２ 下水道サービスのDX
事業
運営

管路管理業務の効率化、
省力化並びに高度な業務
遂行にAIを活用

下水処理施設の維持管理
業務の高度化・効率化

　あらゆる産業においてICTを利用した変化が生じている中、新型コロナウイルスの世界的大流行が生じ、社会のデジタル化がさらに加
速している。当社においても、これらの社会変革にあわせて業務の効率化などの取組強化が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前

　当社が担っている下水道施設の
維持管理業務においては、今後、
下水道施設の老朽化により、維持
管理の困難性や点検補修等の作業
量の増加が見込まれている。ま
た、近年多発している局地的な大
雨による浸水被害への対策や地球
温暖化防止対策のため、下水道施
設の維持管理業務の高度化や効率
化にも応えていかなければならな
い。
　このような中で、当社において
は、下水道の現場実務に精通した
技術とノウハウを持つ都ＯＢ社員
が今後大量に退職する状況にあ
り、若手社員に世代交代を進めて
いく中で、サービス水準の低下が
生じかねない状況にある。同時
に、若手社員スキルの向上による
当社全体の技術力の維持・向上が
大きな課題となっている。

　当社事業において、下水道施設
の維持管理の困難性や点検補修等
の作業量の増加等に対応してい
く。これに向け、将来的にＡＩ等
を活用したシステムを構築し、業
務の高度化・効率化を目指す。
　当面は、DXの導入によりベテ
ランが減り若手が増える中でも、
システムの支援を受けることでベ
テランと同等のサービス水準を維
持できるようにする。また、サー
ビス水準の維持にとどまらず、当
社の技術力向上を目指し、DX導
入による業務の生産性向上で生み
出された時間を、現場での技術継
承等に活用していく。同時に、AI
に蓄積したベテランの知識やAR
などの映像技術を、人材育成の
ツールとしても活用していく。

【目標①】
管路部門の全30事業所等でICT
を活用して現場業務を効率化

【目標②】
業務を効率化するAI等を活用し
たシステムを試行開始

【目標③】
1水再生センター及び1ポンプ所
で新技術を実機検証

スマートデバイスを用い
た現場業務の効率化や情
報管理の簡素化

下水道受付センターにお
ける電話応答業務支援シ
ステムの試行

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

戦略の性質による区分

戦略２ 下水道サービスのDX
事業
運営

維持管理業務の効率化・省力化を更に推進していくための新たな取組を個別取組事項『管路管理業務の効率化、省力化並びに高度な業務遂行にAIを活用』の2023年度計画に追記した。

2023年度改訂の視点による区分

　あらゆる産業においてICTを利用した変化が生じている中、新型コロナウイルスの世界的大流行が生じ、社会のデジタル化がさらに加
速している。当社においても、これらの社会変革にあわせて業務の効率化などの取組強化が求められている。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

【目標①】
管路部門の全30事業所等でICT
を活用して現場業務を効率化

【目標②】
業務を効率化するAI等を活用し
たシステムを試行開始

【目標③】
1水再生センター及び1ポンプ所
で新技術を実機検証

スマートデバイスを用い
た現場業務の効率化や情
報管理の簡素化

下水道受付センターにお
ける電話応答業務支援シ
ステムの試行

管路管理業務の効率化、
省力化並びに高度な業務
遂行にAIを活用

下水処理施設の維持管理
業務の高度化・効率化

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①　タブレット端末を用いた業務の効率化及び安全パトロールの簡易システム化を試行。導入事業所の拡大
を行うとともに、全ての社員への利用促進を図る。
目標②　自動音声応答による電話業務を導入。サービス向上のための応答メッセージの追加、テキスト化の精度
向上、業務支援のためのFAQの構築を継続した。
目標③　センシング技術を活用した保全業務の高度化・効率化の実現及び熟練技術者が有するノウハウの見える
化に向けた検討に着手した。

　当社が担っている下水道施設の
維持管理業務においては、今後、
下水道施設の老朽化により、維持
管理の困難性や点検補修等の作業
量の増加が見込まれている。ま
た、近年多発している局地的な大
雨による浸水被害への対策や地球
温暖化防止対策のため、下水道施
設の維持管理業務の高度化や効率
化にも応えていかなければならな
い。
　このような中で、当社において
は、下水道の現場実務に精通した
技術とノウハウを持つ都ＯＢ社員
が今後大量に退職する状況にあ
り、若手社員に世代交代を進めて
いく中で、サービス水準の低下が
生じかねない状況にある。同時
に、若手社員スキルの向上による
当社全体の技術力の維持・向上が
大きな課題となっている。

　当社事業において、下水道施設
の維持管理の困難性や点検補修等
の作業量の増加等に対応してい
く。これに向け、将来的にＡＩ等
を活用したシステムを構築し、業
務の高度化・効率化を目指す。
　当面は、DXの導入によりベテ
ランが減り若手が増える中でも、
システムの支援を受けることでベ
テランと同等のサービス水準を維
持できるようにする。また、サー
ビス水準の維持にとどまらず、当
社の技術力向上を目指し、DX導
入による業務の生産性向上で生み
出された時間を、現場での技術継
承等に活用していく。同時に、AI
に蓄積したベテランの知識やAR
などの映像技術を、人材育成の
ツールとしても活用していく。
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進
特別支援学校卒の採用実施・定着策の検討

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進
特別支援学校卒定着策の実施

②
・固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計6名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

・固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計7名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

③

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び下
水道管理技術認定試験の講習会や模擬試験を実施し、主任級職
昇任選考時までに資格取得率100％
・社外講習会の受講支援を継続

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び下水道管理技術認定
試験の講習会や模擬試験を実施し、主任級職昇任選考時までに資格取得率100％
・社外講習会の受講支援を継続

③

「写真でみる下水道施工・維持管理の解説」改訂版を活用した
勉強会等の実施
・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の試行・検証
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の導入
・導入予定の映像教材を関連業界団体の研修等に活用
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進
特別支援学校卒の採用実施・定着策の検討

①【新卒採用】
事務職2名、技術職23名を採用
2024年新卒の採用計画策定中（20校程度面談・会社説明会6回程度実施予定）
②【中途採用】
8月に5名、10月に2名採用した。
更なる人材確保に向けて採用活動を実施
③障害者雇用
採用選考１回実施、11月１名採用
東京しごと財団の職場体験実習事業へ参加

①・②【新卒採用・中途採用】
2024年新卒の確実な採用に向けて採用計画を策定
中途採用の選考手続の短縮により年4回採用実施予定。
③障害者採用
今後の特別支援学校生の採用に向け、インターンシップの拡充及び定着策の検討を行った。

事業量増に伴い、90名から120名へ修正した3年間の採用目標の達成に向け、以
下の取組を実施する。
・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進
特別支援学校卒の定着策として、東京障害者職業センターのジョブコーチや出
身校からの定着支援を活用した取組を実施
2023年度は東京都教育庁及び特別支援学校と調整の上、インターンシップ生の
受入を通年実施し、2024年4月1日の採用を目指す。

②
・固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計6名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

①固有社員事務職１名、土木職２名、設備職２名、環境検査職２名（計７名）
を局へ研修派遣

②管理職選考を１月実施予定

①計画を前倒して、固有社員7名を局へ研修派遣

②2021年度に引き続き、管理職選考を実施予定

・固有社員計7名を継続して下水道局に研修派遣
・固有社員の積極的な管理職への登用
ジョブローテーションにより、候補者の育成を実施

③

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び下
水道管理技術認定試験の講習会や模擬試験を実施し、主任級職
昇任選考時までに資格取得率100％
・社外講習会の受講支援を継続

①下水道技術検定（第3種）の検定に向け、勉強会を7回、模擬試験を1回実施。
本試験は31名受験
下水道管理技術認定試験に向け、勉強会を4回、模擬試験を1回実施。本試験は
13名受験

②一級土木施工管理技士試験（二次）３名が社外講習会に参加した。また、受
講支援の対象に二級土木施工管理技士を追加した。

①勉強会では、外部講師による詳細講義の実施、講習内容をビデオ録画し参加できなかった対象者も後
で学習可能とするとともに学習期間をとれるよう講習を前倒しして実施した。また、模擬試験を行うこ
とで、試験に向けてモチベーションを維持しつつ対応を図った。
両資格とも下水道施設の維持管理を適切に行うための資格であり、取得することで当社の技術レベルの
維持向上に役立つ。

②技術レベルの向上を図るため、社外講習会の受講を推奨し、支援の取組を継続する。

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第３種技術検定勉強会及び下水道管理技術認
定試験の講習会や模擬試験を実施し、主任級職昇任選考時までに資格取得率
100％
・自己研鑽のための社外講習会の受講支援を継続

③

「写真でみる下水道施工・維持管理の解説」改訂版を活用した
勉強会等の実施
・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の試行・検証
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

①2022年度入社した土木職の新人を対象とした技術研修で、書籍を用いた勉強
会を実施

②技術継承研修『下水道管きょ設計・施工の留意点』でAR技術を活用した映像
コンテンツ2件（現場調査編・安全管理編）を用いて社内研修を試行

③第１回技術継承委員会を開催し、2022年度の行動計画を策定、計画に基づく
取組を継続実施

①新規採用社員の研修に、書籍を用いた勉強会を組み込むことで、施工・維持管理についての理解が容
易となり、技術の早期習得を図った。

②受講生からは概ね好評を得ており、知識及び技術の向上が図られた。映像教材コンテンツを振り返り
できる資料を作成し、さらに効果的な研修を目指す。

③行動計画に基づき「若手社員座談会」や「成果報告会」等を企画。また、これまでの技術継承の取組
を検証し、より効果的な技術継承について調査や検討を実施した。

・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の導入及びコンテンツ1件（品質
管理編）の追加
・導入予定の映像教材を関連業界団体の研修等に活用
・技術継承委員会の行動計画に基づく「若手社員の座談会」「若手社員成果報
告会」等の取組の継続実施
・育成者の指導力向上の視点を加えた技術継承の取組を拡充

2023年度

・3年後(2023年度）の到達目標のうち、目標①について、3年間で90人採用としていたが、事業量増への対応のため、3年間で120人に目標を修正した。

・個別取組事項『固有社員の育成・登用』の内、下水道局への研修派遣の項目について、2023年度計画では「固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計7名）」としていたが、計画を前倒し2022年度に7名を研修派遣したため、「新た
に」という表現を修正した。

・人材の確保育成において、技術継承の取組をより充実していくことから、新たな取組を個別取組事項『技術継承の取組の実施』の2023年度計画に追記した。

2023年度改訂の視点による区分

改訂後

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

目標①　目標期間2年目の11月時点で80名を超える採用を見込んでいる。2023年度以降の確実な採用に向けた取
組を継続して推進していく。
目標②　計画期間において着実に目標を達成。2023年度も確実に達成できるよう、下水道局と調整し、取組を継続
して推進していく。
目標③　VR・AR技術等を活用した映像教材を研修で使用した。さらに効果的な研修となるよう目指し取り組んで
いく。
　　　　また、勉強会や模擬試験を実施し、資格取得に向けた支援を進め技術力の維持向上を図った。

　当社においては、下水道の現場
実務に精通した技術とノウハウを
持つ都ＯＢ社員が今後大量に退職
する状況にあり、技術系社員を中
心に人材確保の困難性が高まる事
態に直面している。また、将来の
安定した事業運営のためにも、固
有社員の年齢構成の偏りを是正し
ていく必要がある。
　都ＯＢ社員の退職による技術水
準、ノウハウの低下も懸念されて
おり、若手都派遣社員の増加や、
固有社員の新卒採用の拡充によ
り、下水道事業経験が浅い社員が
増える中、計画的継続的な育成、
技術継承が課題となっている。

　新卒者の確実な採用に加え、年
齢層の谷間である３０代社員を確
保するための戦略的な採用によ
り、今後の事業運営を支える固有
社員を積極的に採用する。
　新たに採用した固有社員の育成
に加え、現場での業務経験が少な
い都派遣社員のジョブローテー
ションの場として、技術継承の取
組を推進し、技術社員の資格取得
の促進や局との人材交流などによ
り会社全体の技術レベルの維持向
上を目指す。
　人材育成のツールとしてARなど
の映像技術を活用するなど、DXの
導入により技術や知識の継承を効
果的に進める。

【目標①】
新卒採用の対象拡大や谷間年代の
中途採用等に取り組み、土木職・
設備職を中心に３年間で１２０人
採用
【目標②】
下水道局への固有社員の研修派遣
を計７名派遣。全４職種で実施し
人材育成を推進
【目標③】
 VR・AR等DXを活用した映像教
材の導入や技術社員の資格取得促
進による技術力の維持向上

人材確保の取組強化

固有社員の育成・登用

技術社員の資格取得の促
進

技術継承の取組の実施

　当社は下水道施設の維持管理業務を中心に東京の下水道事業を支えており、将来にわたって安定的な事業運営体制を確保するため、人材の
確保育成が不可欠である。しかし、労働市場の縮小や都ＯＢ社員の退職により、技術系社員を中心に人材確保の困難性が高まっている状況に
ある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

固有社員の育成・登用

技術社員の資格取得の促
進

 東京都下水道サービス(株)

戦略３ 人材の確保育成
組織
運営 改訂前

戦略の性質による区分

個別取組事項 2023年度2022年度

戦略の性質による区分

戦略３ 人材の確保育成
組織
運営

　当社は下水道施設の維持管理業務を中心に東京の下水道事業を支えており、将来にわたって安定的な事業運営体制を確保するため、人材の
確保育成が不可欠である。しかし、労働市場の縮小や都ＯＢ社員の退職により、技術系社員を中心に人材確保の困難性が高まっている状況に
ある。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標

　当社においては、下水道の現場
実務に精通した技術とノウハウを
持つ都ＯＢ社員が今後大量に退職
する状況にあり、技術系社員を中
心に人材確保の困難性が高まる事
態に直面している。また、将来の
安定した事業運営のためにも、固
有社員の年齢構成の偏りを是正し
ていく必要がある。
　都ＯＢ社員の退職による技術水
準、ノウハウの低下も懸念されて
おり、若手都派遣社員の増加や、
固有社員の新卒採用の拡充によ
り、下水道事業経験が浅い社員が
増える中、計画的継続的な育成、
技術継承が課題となっている。

　新卒者の確実な採用に加え、年
齢層の谷間である３０代社員を確
保するための戦略的な採用によ
り、今後の事業運営を支える固有
社員を積極的に採用する。
　新たに採用した固有社員の育成
に加え、現場での業務経験が少な
い都派遣社員のジョブローテー
ションの場として、技術継承の取
組を推進し、技術社員の資格取得
の促進や局との人材交流などによ
り会社全体の技術レベルの維持向
上を目指す。
　人材育成のツールとしてARなど
の映像技術を活用するなど、DXの
導入により技術や知識の継承を効
果的に進める。

【目標①】
新卒採用の対象拡大や谷間年代の
中途採用等に取り組み、土木職・
設備職を中心に３年間で９０人採
用

【目標②】
下水道局への固有社員の研修派遣
を計７名派遣。全４職種で実施し
人材育成を推進

【目標③】
 VR・AR等DXを活用した映像教
材の導入や技術社員の資格取得促
進による技術力の維持向上

人材確保の取組強化

技術継承の取組の実施
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様式２

経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

・コーポレートガバナンス基本方針の運用
・役員のトレーニングの実施
・取締役会の実効性の分析評価を実施
・前年度の取組を踏まえ、改善実施

・コーポレートガバナンス基本方針の運用
・前年度の取組を踏まえ、改善実施

② ― ―

★改訂の内容及び考え方について 様式２
経営
改革

事業
執行

状況変化
への対応

DX 財務
民間連携
人事交流

長期
戦略

〇

デジタル活
用・他団体

連携

都への
政策提言

財務の
安定化

都の重要
施策

【戦略を設定する理由・背景】

2022年度
到達目標 計画 実績（11月末時点） 要因分析

①

1 コーポレートガバナンス基本方針の運用
2 役員のトレーニングの実施
3 取締役会の実効性の分析評価を実施
4 前年度の取組を踏まえ、改善実施

1・2 社外取締役に対し、実習センターでの研修や役員向けの外部研修に参加
する機会を提供する等、役員のトレーニングを実施
3 年度内に運用できるよう12月の取締役会にて決議予定

4 内部統制責任者を設置する等、強化した内部統制の体制を10月の取締役会
にて決議した。2023年度より運用していく。

1～3 ガバナンスが機能するように取締役・監査役に必要なトレーニングを実施している。今後は、
取締役会の役割や責務を果たせているかについて評価する「取締役会実効性評価」に取り組み、取
締役会の継続的な改善を図っていく。

4 責任体制をより明確にするため、内部統制責任者を設置した。また、社内において体系的に内部統
制を構築・運用していくために、PDCAの流れを改めて整理し、強化を図っていく。

・コーポレートガバナンス基本方針の運用
・前年度の取組を踏まえ、改善実施

② ― ̶ ̶ 2021年度達成済み

実績(2022年11月末時点)及び要因分析
目標①
コーポレートガバナンス基本方針に基づき役員のトレーニング等に取り組み、取締役会の機能強化を図った。今
後は取締役会の実効性の評価を実施し、取締役会を継続的に改善していく。
目標②
独立性要件を満たした役員を2名登用しており、社外役員と経営課題を共有し活発な議論を行った。経営の監督に
外部の視点を活すことで、内部統制の機能強化や透明性の向上が図られている。今後も民間の経営手法を導入す
る等、社外役員の有する知見を積極的に活用していく。

　当社では、これまで内部統制シ
ステムの整備やコンプライアンス
確保の取組を強化してきた。今後
も政策連携団体として下水道局と
一体的な事業運営を行っていくた
め、さらにガバナンスを強化する
必要がある。
　当社の役員構成は、都関係者が
多数を占めているが、今後は政策
連携団体として経営基盤強化や経
営の透明性向上を図るため、民間
の人材の活用が必要となってい
る。加えて、東京都以外への事業
展開や下水道サービスへのDX導
入など当社が重点的に進める取組
にも、民間における知見の活用が
必要となっている。

　役員に民間の人材を登用するこ
とにより民間の知見や経営感覚を
取り入れ、東京証券取引所が定め
るコーポレートガバナンスコード
等を参考に基本方針を策定する。
また、外部の視点を経営の監督に
活かし、内部統制の強化やコンプ
ライアンスの確保を図る。特に、
関連当事者間取引や契約に関する
チェックを強化し、その結果を公
表することにより、経営の透明性
向上を図る。
　加えて、役員のトレーニングに
関する方針を定め、民間の経営手
法を積極的に導入するとともに、
社外役員と経営課題を共有し活発
な議論を行うことにより、事業の
拡大やDX導入による業務の高度
化・効率化などにも民間の知見を
活用していく。

【目標①】
コーポレートガバナンスに関す
る基本方針を策定し運用すると
ともに、取締役会の機能強化に
より、ガバナンスを強化

【目標②】
独立性要件を満たした役員を２
名登用し、経営基盤のさらなる
強化や経営の透明性向上を実現

ガバナンス確保の取組強
化

民間の人材の登用

2023年度改訂の視点による区分

　下水道局において今後の施設運営手法の検討が行われ、当社に新たな役割が求められるなどグループ経営の強化、ガバナンスの強化が
求められている。また、会社法の改正やコーポレートガバナンスコードの改訂等により、ガバナンスの強化が社会的にも求められてい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂後

戦略の性質による区分

戦略４ ガバナンスの強化
組織
運営

　当社では、これまで内部統制シ
ステムの整備やコンプライアンス
確保の取組を強化してきた。今後
も政策連携団体として下水道局と
一体的な事業運営を行っていくた
め、さらにガバナンスを強化する
必要がある。
　当社の役員構成は、都関係者が
多数を占めているが、今後は政策
連携団体として経営基盤強化や経
営の透明性向上を図るため、民間
の人材の活用が必要となってい
る。加えて、東京都以外への事業
展開や下水道サービスへのDX導
入など当社が重点的に進める取組
にも、民間における知見の活用が
必要となっている。

　役員に民間の人材を登用するこ
とにより民間の知見や経営感覚を
取り入れ、東京証券取引所が定め
るコーポレートガバナンスコード
等を参考に基本方針を策定する。
また、外部の視点を経営の監督に
活かし、内部統制の強化やコンプ
ライアンスの確保を図る。特に、
関連当事者間取引や契約に関する
チェックを強化し、その結果を公
表することにより、経営の透明性
向上を図る。
　加えて、役員のトレーニングに
関する方針を定め、民間の経営手
法を積極的に導入するとともに、
社外役員と経営課題を共有し活発
な議論を行うことにより、事業の
拡大やDX導入による業務の高度
化・効率化などにも民間の知見を
活用していく。

【目標①】
コーポレートガバナンスに関す
る基本方針を策定し運用すると
ともに、取締役会の機能強化に
より、ガバナンスを強化

【目標②】
独立性要件を満たした役員を２
名登用し、経営基盤のさらなる
強化や経営の透明性向上を実現

ガバナンス確保の取組強
化

民間の人材の登用

実績(2022年11月末時点)及び要因分析

　下水道局において今後の施設運営手法の検討が行われ、当社に新たな役割が求められるなどグループ経営の強化、ガバナンスの強化が
求められている。また、会社法の改正やコーポレートガバナンスコードの改訂等により、ガバナンスの強化が社会的にも求められてい
る。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項 2022年度 2023年度

改訂前
 東京都下水道サービス(株) 戦略の性質による区分

戦略４ ガバナンスの強化
組織
運営
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